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鈍
三
段
階
の
今
後
の
展
附
は
興
味
あ
る
と
こ
ろ
だ
が
、
そ
れ
は
次
の
よ
う
な
新
し
い
特
徴
を
も
示
し
そ
う
で
あ
る
。
一
つ
は
、
ア
ジ
ア
諸
国
の
追
い
上
げ
の
本
絡
化
の
た
め
に
且
産
茄
子
産
業
立
地
と
し
て
の
日
本
の
適
格
性
が
明
確
に
後
退
し
て
い
き
、
新
興
工
業
国
を
含
む
ア
ジ
ア
へ
の
鼓
産
地
子
産
業
の
移
転
が
い
よ
い
よ
本
桁
化
一
般
化
し
て
い
き
、
日
本
で
は
附
発
部
門
の
Ⅲ
要
性
が
高
ま
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
鮒
二
に
、
川
本
の
低
銀
の
米
欧
水
嫌
以
上
へ
の
ｌ
外
に
よ
る
米
欧
立
地
の
見
な
お
し
と
米
欧
の
保
謹
主
義
の
激
化
と
に
よ
り
、
産
業
川
機
器やハイテク祁川を含む肌地生旅が米欧でいよいよ本絡化することであろう。鮒三に、上の事情や製凹Ⅱサイクルの加
速の下で、部ⅢⅢ、製肺間、工経川の国際分業の徹底的追求がなされ、日本砺丁企業の本格的な多国籍企業化やナシ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
の
希
薄
化
が
顕
著
に
進
行
し
て
い
く
こ
と
で
あ
ろ
う
。
このように電子産業の加外進出が新局面を迎えて注目されている折、法政大学比絞経済研究所の股初の共同研究と
し
て
『
日
本
嗣
子
産
業
の
海
外
進
出
』
を
川
版
で
き
る
こ
と
は
ま
こ
と
に
幸
せ
で
あ
る
。
本
書
は
こ
の
新
局
而
に
は
ほ
と
ん
ど
ふ
れ
え
な
●
１
●
１
●
１
か
つ
た
が
、
そ
の
前
夜
の
日
本
雨
子
産
業
の
海
外
進
出
状
況
の
調
査
研
究
報
告
と
で
も
い
う
べ
き
も
の
で
あ
る
。
本
書
で
は
そ
れ
ぞ
れ
の
度
化
多
様
化
し
て
い
Ｚ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。
わが風鬼子産業は現在大きな転機にさしかかっている。特にその対外直接投資ないし海外現地生産は一九八五年秋
以来の急激な円高の下で急進展を示し、一部ではわが国電子産業の「空洞化」さえ話題になっている。
も
ち
ろ
ん
、
稲
子
産
業
は
元
来
国
際
的
性
格
が
強
く
、
そ
の
海
外
進
出
に
も
古
い
歴
史
が
あ
り
、
日
本
産
業
の
中
で
舷
も
海
外
生
産
の
進
ん
だ
部
川
の
一
つ
で
あ
る
。
す
で
に
一
九
七
○
年
代
中
期
ま
で
に
ア
ジ
ア
を
中
心
に
測
地
生
産
の
荻
礎
固
め
が
終
り
、
一
九
七
○
年
末
以
来
は
米
欧
で
の
雑
礎
固
め
が
な
さ
れ
つ
つ
あ
っ
た
。
現
地
生
産
の
分
野
も
民
生
川
か
ら
産
業
川
へ
、
ロ
ー
テ
ク
か
ら
ハ
イ
テ
ク
へ
と
高
度
化
多
様
化
し
て
い
っ
た
。
雌
近
始
ま
っ
た
髄
子
産
業
海
外
投
溢
の
い
わ
ば
節
三
段
階
も
一
面
で
こ
れ
ま
で
の
展
洲
の
延
長
上
に
あ
る
こ
は
し
が
き
も
と
よ
り
、
稲
子
産
業
の
海
外
投
盗
の
全
貌
を
分
析
す
る
こ
と
は
、
情
報
の
収
集
、
川
論
の
艘
伽
の
い
ず
れ
の
点
に
お
い
て
も
容
易
に
なしうることではない。この論文集もその力向へ向けてのワンステップにすぎないが、激動を迎えている砺子産業の
現
状
認
識
を
深
め
る
上
で
本
書
が
多
少
と
も
役
立
つ
な
ら
ば
幸
せ
で
あ
る
。
この研究の過紀で情報収集や工場几学などで企業ないし業界の関係者に多大の御協力をいただいた。ここではお名
前は一々あげないが、企業ではⅡ本雨気、東芝、富士通の方々に特にお世話になり、また日立製作所、三洋雨機、シ
ャープ、一一一麦雨機の方々、さらにはⅡ水稲子機械工業会、通信機械工業会、機械振興協会経済研究所、データクェス
ト
社
な
ど
の
力
々
に
も
お
世
話
に
な
っ
た
。
こ
こ
に
感
謝
し
て
お
き
た
い
。
ま
た
、
共
同
研
究
の
推
進
に
当
っ
て
は
、
執
筆
者
に
名
を
連
ね
て
い
な
い
多
く
の
力
力
か
ら
も
研
究
へ
の
参
加
や
支
援
を
い
た
だ
い
た
。
こ
れ
も
お
釉
前
は
あ
げ
な
い
が
、
執
韮
を
担
当
し
て
い
た
だ
い
た
学
内
外
の
力
々
に
対
す
る
と
同
様
に
、
こ
こ
に
感
謝
し
て
お
き
た
い
。
執筆者が強い関心をもつ米国、欧州、アジア、オーストラリアにおける日本電子企業の活動や経験と、一部では現地
電子産業の状況が分析されており、最後の章では一日本企業の米欧日の三工場の比較調査報告がなされている。また、
それぞれが独立の各論的性格の論文であるので、それを多少とも補う意味で館一章に冠子産業の貿易と投資の概観を
記しておいた。
も
と
よ
り
、
謂
各
章
の
執
筆
は
以
下
の
人
女
が
担
当
し
、
佐
女
木
と
絵
所
が
編
集
に
当
っ
た
。
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本書の刊行においては法政大学出版局の方交に大変お世話になった。また、比較経済研究所の設立以来法政大学の
多くの関係者からも多大の支援と協力をいただいた。経済学部の多摩校地移転という難事業の中で、ともかくも本書
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目
次
わが国電子産業の貿易と対外直接投資の概観１
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
産
業
の
対
米
進
出
Ｗ
Ｉ
Ｃ
産
業
の
日
米
競
争
と
日
本
企
業
の
対
米
直
接
投
資
羽
ヨーロッ。〈電子産業と日本企業の進出、
英国の民生用電子機器産業と日本企業の進出籾
アイルラソドに垢ける産業政策と日本企業の進出川
ｌ
民
族
主
義
と
外
国
企
業
誘
致
政
策
ｌ
ア
ジ
ア
諸
国
に
お
け
る
事
業
展
開
麺
ｌ
元
八
○
年
代
の
動
向
ｌ
台
湾
の
電
子
産
業
と
日
本
企
業
の
進
出
豹
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
へ
の
電
機
産
業
の
進
出
と
雇
用
・
労
使
関
係
ソニーの世界四大カラーテレピエ場の現地報告通
ｌ
米
、
藥
独
、
日
の
比
較
Ｉ
引
用
文
献
は
し
が
き
脳
３５７
293
世界におけるわが国電子産業の地位と役割が大きな注目を集めている。電子産業は始まりつつある世界的な高度情
報化社会のためのシステムとその枇成機器の提供者となりつつある。それは厳業の米といわれるＩＣの蝿くべき高集
積化を推礎として、コンピュータ産業と通信機産業の融合、産業用嗣子機器産業と民生用而子機器産業との融合など、
産
業
部
門
間
の
関
連
性
を
い
っ
そ
う
強
め
な
が
ら
、
全
体
と
し
て
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
産
業
的
性
格
を
強
め
つ
つ
あ
る
。
ま
た
、
こ
の
爾
子
炭
業のめざましい発展は、霜子産業の世界的配置の急激な変化を伴っており、その点ではアメリカの地位の低下、アジ
ア
の
新
興
工
業
国
の
急
速
な
台
頭
と
と
も
に
、
日
本
の
電
子
産
業
の
世
界
的
地
位
の
著
し
い
上
昇
が
注
目
さ
れ
る
。
わ
が
国
の
地
位
の
上
昇
で
一
番
目
に
つ
く
の
は
、
国
際
競
争
力
の
上
昇
を
背
景
に
し
て
わ
が
国
が
世
界
に
対
す
る
嗣
子
機
器
製
品
な
い
し
部
品
の
供
給
栽
地
と
な
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
テ
レ
ビ
、
オ
ー
デ
ィ
オ
な
ど
の
民
生
用
機
器
な
い
し
関
連
部
口
叩
で
は
、
こ
の
面
で
の
日
本
の
地
位
は
す
で
に
節
一
次
石
川
危
機
ま
で
に
十
分
に
確
立
し
て
い
た
が
、
そ
の
後
の
瓶
子
厳
業
の
高
度
化
に
よ
り
、
今
日
で
は
半
導
体
な
ど
の
高
度
な
部
品
や
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
周
辺
機
器
、
Ｏ
Ａ
機
器
、
多
く
の
通
信
機
器
な
ど
の
産
業
用
機
器
で
も
わ
が
国
は
世
界
の
供
給
荻
地になりつつある。
し
か
し
、
同
時
に
見
逃
し
え
な
い
の
は
日
本
が
量
産
セ
ン
タ
ー
の
み
で
な
く
最
先
端
製
品
の
開
発
セ
ン
タ
ー
に
な
り
つ
つ
あ
る
こ
と
で
第
一
章
わ
が
国
電
子
産
業
の
貿
易
と
対
外
直
接
投
資
の
概
観
１
は
じ
め
に
Ｉ
こ
の
よ
う
な
極
東
か
ら
の
挑
戦
に
よ
っ
て
、
米
国
で
は
民
生
川
畑
子
脈
業
は
既
に
ほ
と
ん
ど
崩
壊
状
況
に
陥
っ
て
し
ま
い
、
そ
れ
と
と
もにかつての開発センターの地位も失ってしまった。産業用嗣子産業では、その州発能力でのリードもなお火きく、
先進の利の大きいソフトウエア等での強み、さらにはそれらの知的所有樅の保謹強化などもあって、米国企業の優位
性はなお相当大きく、産業規模日体も日本に比して今日でもなお極めて大きい（鉱山意表１参川）。しかしこの領域で
も
、
民
生
用
機
器
と
の
境
界
領
域
な
い
し
量
産
部
門
を
中
心
に
日
本
さ
ら
に
は
極
東
か
ら
の
追
い
上
げ
が
顕
著
に
な
っ
て
お
り
、
米
国
に
よる製品や祁耐の輸入や米国企業のオフショァ生産の拡大により、いわゆる産業空洞化が進行中で、民生用嗣子産業
の二の郷となりかねないと心配されている。
日本の地位の上昇と関連するもう一つの点は、日本の髄子機器市場の世界における工妥性の増大ないしＨ本市場に
対する世界の注目の増大であろう。もちろん、川本が製陥と部ロ川の供給雄地となっていることからゑて、消我におけ
る日本の地位は生産におけるより相当に小さいことは容易に理解しうるが、それでも比生川製品では八四、五年で米
国
市
場
の
約
半
分
、
部
仙
で
も
米
国
の
半
分
余
り
で
あ
る
。
産
業
Ⅲ
機
器
で
は
米
国
市
場
の
四
分
の
一
余
り
と
よ
り
小
さ
い
シ
ェ
ア
だ
が
（国§『・鼠・ぃ。］ｐｐ５ｑＰ屋Ｈのｍの）、国別では米国に次ぐ節一一のかなり成災の早い市場であることには変わりない。
一方ではこのような日本市場の大きさのために、他方では日本の電子機器の輸出超過の巨大化や技術革新による霜
子産業の世界市場の一体化傾向のために、今や日本市場は世界から大きな注目をあびており、特に通信機器を含む産
業
用
稲
子
機
器
市
場
、
半
導
体
市
場
、
さ
ら
に
通
信
業
自
体
の
市
場
の
国
際
的
開
放
を
迫
ら
れ
て
い
る
。
も
っ
と
も
、
半
導
体
で
の
市
場
ある。民生用電子機器ではすでにこの地位を確立している。産業用電子部門では機器ないしシステム開発面でのアメ
リカに対するギャップはまだ相当大きいが、それでもこの面での実力も着実に向上してきたことは否定できない。も
っとも、他力ではアジアの新興工業国のキャッチァップにより、成熟製陥の供給基地の日本から新興工業国への移転
も
本
格
的
に
な
り
つ
つ
あ
る
。
全
体
と
し
て
の
そ
の
影
響
は
こ
れ
ま
で
は
必
ず
し
も
大
き
く
は
な
か
っ
た
が
、
今
後
は
き
び
し
い
も
の
と
な
ろ
う
。
Ｚ
開
放
要
求
が
過
去
に
お
け
る
通
産
省
の
保
護
主
義
的
政
策
の
い
わ
ば
代
償
を
求
め
て
い
る
よ
う
に
、
市
場
開
放
要
求
は
過
大
な
面
を
も
っ
て
い
る
が
、
い
ず
れ
に
し
て
も
わ
が
国
の
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
関
連
市
場
に
お
い
て
も
か
つ
て
の
よ
う
な
閉
鎖
的
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
の
卒
業
は
不
可
避
と
い
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
Ｈ
本
の
地
位
の
上
昇
と
関
述
す
る
第
三
の
点
は
企
業
の
国
際
的
交
流
の
多
様
化
で
あ
ろ
う
。
技
術
面
で
は
、
先
端
部
分
に
お
い
て
も
日
本企業はかつてのような外国技術の導入一辺倒から技術の相互交流の時代に入っており、韮礎技術川での相対的おく
れ
や
最
近
米
国
が
著
作
椛
法
で
保
謹
強
化
し
つ
つ
あ
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
川
で
の
大
き
な
ギ
ャ
ッ
プ
が
存
在
す
る
と
は
い
え
、
Ｈ
本
企
業
の
技術ｍでの役割は大きく上昇した。また、余りに急激に進む技術革新や国際化への対応の必要、日本企業におけるナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
の
稀
薄
化
な
ど
に
よ
っ
て
、
般
近
で
は
日
本
企
業
の
国
際
的
提
携
関
係
は
著
し
く
墹
大
し
、
流
動
化
・
複
雑
化
し
て
い
る
こ
と
も
注
目
さ
れ
る
。
最
後
に
、
日
水
畑
子
企
業
に
お
け
る
経
営
的
資
源
の
蓄
械
の
結
果
、
販
売
而
の
承
で
な
く
生
灘
而
で
の
海
外
進
出
も
相
当
に
進
行
し
て
い
る
。
後
述
の
よ
う
に
、
温
子
産
業
の
直
接
投
資
は
七
○
年
代
前
半
ま
で
の
ア
ジ
ア
な
い
し
開
発
途
上
国
で
の
基
礎
固
め
、
そ
の
後
最
近
ま
で
の
米
欧
先
進
国
で
の
基
礎
固
め
を
終
え
、
い
よ
い
よ
グ
ロ
ー
バ
ル
な
本
格
的
な
多
国
籍
企
業
活
動
を
見
せ
る
断
階
に
入
り
つ
つ
あ
り
、
部
門
的
に
も
急
速
に
ハ
イ
テ
ク
化
し
つ
つ
あ
る
。
現
在
は
八
○
年
代
は
じ
め
以
来
の
異
常
と
も
い
え
る
ド
ル
高
の
解
消
に
伴
っ
て
日
本
企
業
の
対
外
投
資
も
拍
車
が
か
か
り
つ
つ
あ
る
。
以
上
の
よ
う
に
日
本
の
地
子
旅
業
の
国
際
的
地
位
の
上
昇
は
砿
軒
な
も
の
が
あ
り
、
そ
の
国
際
的
交
流
の
進
股
の
ス
ピ
ー
ド
と
多
様
性
は
目
を
見
は
る
も
の
が
あ
る
が
、
本
書
は
そ
の
う
ち
で
生
廠
而
を
中
心
と
す
る
海
外
直
接
投
資
を
Ⅲ
題
に
す
る
。
第
二
章
以
降
で
は
、
日
本
企
業
の
各
地
域
へ
の
進
出
の
原
凹
や
動
機
、
進
出
先
で
頂
而
し
て
い
る
社
会
的
維
済
的
諸
川
越
や
そ
れ
に
対
す
る
対
応
、
肌
地
耐
子
雌
業
と
の
競
争
、
さ
ら
に
一
刑
は
現
地
電
子
産
業
自
体
の
状
況
な
ど
が
分
析
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
そ
れ
ら
は
各
論
的
性
格
が
強
い
の
で
、
こ
の
第
一
章
で
は
そ
れ
を
補
う
意
味
で
日
本
電
子
産
業
の
輸
出
と
対
外
直
接
投
資
の
動
向
の
ご
く
大
ま
か
な
概
観
を
記
し
、
第
二
章
以
下
この第一章で杼
の序章とする。
第１章 わが'五mm子jl]E業の貿易と対外､１１接投資の概観３
表１電子産業の生産と貿易 (１０億円，％）
１９７０１９７５
金額鮴ｉｆ伽糾iｉ
１９８０
金額譲雌
１９８４１９８５
金額壊懸金額灌樺金
生j歴
民生）Ｈ機器輪|ハ
輸入
1,466
５８７
４．９
1,570
８７６
１８．４
１，０１０
４２４
１５２
2,932
2,047
３８
4,719
3,306
２３
4,935
3,519
２４
40.0
０．６
71.3
０．７
55.8
２．６
69.8
４．１
70.1
１．６
生唯
産業用機器輪１１１
輸入
1，０３８
１４０
１２２
3,069
８２６
２８９
6,926
2,721
３９６
6,112
2,457
３６８
1３．５
１２．０
39.3
８．６
25.9
11.1
26.9
11.4
40.2
９．１
生産
髄子・部品輸１１１
輸入
8９３
１３８
７７
１，］５２
４４９
177
4,362
1,749
３４７
2,677
1,462
３６８
６，０６４
３，２３６
640
16,896
８，９９９
１，０３１
5,980
2,971
６１３
1５．５
９．２
39.0
20.1
54.6
23.2
49.7
16.9
53.4
18.5
生産
電子産業合計輪１１１
輸入
3,397
８６５
２０４
8,679
4,335
６９５
１７，８４２
５３．３９，２１１
１１．６１，０３３
25.5
７．４
51.6
10.7
22.0
33
40.1
11.7
10.6
２．０
50.0
13.8
嗣子産業全体の輸川
貿易のシェア輸入
1２．４
３０
22.3
３．２
14.8
２．２
注)輸出依存度=製xloO(%）
輸入依存度-砺籍Ｈ１十輸入×'00(%）
電子産業全体の剛ｼｪｱ=fⅢJiK;:iii蒜,慨WL腕辮xIoo(%）
ＩＭＴ）「1本嗣子機械工業会〔1986Ａ〕，その他同工業会資料，fli波新llll社〔1986〕など．
電子産業の範囲を確定することは至難の
こ
と
で
あ
る
が
、
日
本
稲
子
機
械
工
業
会
の
分
叛
に
よ
る
と
そ
の
生
産
額
は
一
九
八
五
年
に
約
一
七
・
八
兆
円
に
達
し
た
。
八
四
年
ま
で
の
一
四
年
間の年平均名月成長率は工業出荷額全休の
九
・
七
％
に
対
し
て
一
二
・
一
％
と
高
く
、
一
九
七
六
年
に
は
生
産
額
で
繊
維
産
業
を
、
八
二
年
に
は
鉄
鋼
業
を
追
い
抜
き
、
今
や
自
動
車
藤
業
と
完
全に肩を並べるにいたった。その国際競争
力
の
強
化
を
反
映
し
て
輸
出
拡
大
は
こ
の
間
い
っ
そ
う
著
し
か
っ
た
。
日
本
の
輸
出
全
体
に
占
め
る
嗣
子
旅
業
の
シ
ェ
ア
は
表
１
の
よ
う
に
上
昇
し
て
一三％となり、輸出額でも今や自励車産業
と一眉を並べるにいたった。このように電子
産業は高度成長時代終焉後の日本産業の重
要な索引中であった加工組立型工業の代表
の一つであるが、多くの他の産業と違って
２
電
子
産
業
の
輸
出
動
向
４
表２７１i子産業の生産輪'11入の部ＩＷＩ柵成 (％）
輸入
民ＬＭｊｊｌｉｒｉ業用部
輪１１１
民生川）砿業川部
生雌
民生川産業用ヅ(１１ 品ロ｢1ｍ「11111
４９．０２１．９２９．０７９．８４．５
３９．５３２．９２７．６６７．４９．６
４３．２３０．６２６．２６７．９１６．１
３６．０３７．６２６．４50.1２４．２
３３．８３５．４３０．８４７．２19.1
２７．９３６．２３５．９３６．７２７．３
２７．７３８．８３３．５３８．２２９．５
輸入の65年は66年の数fjr:である。
[1本遜子機械工業会〔1986Ａ〕，その他同工業会資料。
８
０
０
７
７
０
３
●
●
●
●
●
●
●
５
３
６
５
３
６
２
１
２
１
２
３
３
３
一
Ｊ
Ｊ
螂唖皿蠅螂蝿岻｜注川
28.0
37.7
51.0
52.9
62.1
59.4
68.6
59.9
43.8
41.6
35.7
３
４
３
５
２
３
０
●
●
●
●
●
３
２
５
５
２
２
38.4
砺
子
雌
業
は
寿
命
の
長
さ
に
よ
っ
て
も
特
徴
づ
け
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
冠
子
産
業
は
相
互
に
技
術
的
関
連
の
深
い
民
生
用
、
産
業
用
の
多
様
な
製
肺
及
び
部
耐
か
ら
な
り
、
工
業
発
展
と
と
も
に
内
部
楠
成
の
変
化
に
よ
っ
て
企
業
な
い
し
産
業
の
成
長
が
達
成
し
う
る
し
、
電
子
産
栄
の
技
術
の
応
川
範
川
も
脳
く
、
急
速
な
技
術
革
新
に
よ
っ
て
次
女
に
新
分
野
で
の
新
製
ｎｍも議場してくるし、既存製口叩も急速な製耐サイクルによって新しい製回叩に代
替
さ
れ
て
い
く
。
今
Ｈ
の
国
際
経
済
は
技
術
、
生
産
面
で
の
急
速
な
キ
ャ
ッ
チ
ァ
ッ
プ
に
よ
って特徴づけられているが、そういう世界においても、嗣子産業のひんぱんに
くりかえされる新製Ⅱ叩の州発ｌ杵及ｌ成熟の過程や逝子産業の柵成変化の過紐
の
た
め
に
、
日
本
の
脳
子
産
業
の
寿
命
は
大
き
く
引
き
の
ば
さ
れ
た
。
釧尖、Ｈ本の嗣子産業の柵成は表２（表１も参照）のように鵬史的に大きく変
化
し
て
き
た
。
か
つ
て
嗣
子
座
菜
の
中
心
を
占
め
て
い
た
比
生
川
地
子
製
耐
の
生
産
や
輸
出
は
、
い
ぜ
ん
と
し
て
絶
対
的
に
は
相
当
の
拡
大
を
続
け
て
い
る
が
、
机
対
的
な
シ
ェ
ア
で
は
七
○
年
以
降
急
速
に
低
下
し
て
お
り
、
代
わ
っ
て
集
状
回
脇
な
ど
を
含
む
稲
子
部
仙
や
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
、
皿
俗
機
器
な
ど
を
含
む
産
業
川
Ⅲ
子
製
、
の
シ
ェ
ア
が
砿
耕
に
上
外
し
て
い
る（ただし、民生川とも分類しうるトランシーバーで七○年代中頃に一時的に輸出の急
墹があり、そのためにこの統計では七○年代中頃に産業用の比取が一時的に大きくなっ
て
い
る
）
。
今
川
で
は
生
産
で
は
産
業
川
、
部
仙
、
瓜
生
川
と
い
う
Ⅲ
序
と
な
っ
て
お
り
、
枇
成変化が生産に多少おくれる輸川では、民生川がなお首位ながら、三者の差は
小
さ
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
このような櫛成変化は日本の電子産業の国際競争力が民生用から部品、産業
第1章 わが国１Ｍ｣i子産業の潔易と対外uI接投資の概観５
民
生
用
機
器
周
知
の
よ
う
に
民
生
川
耐
子
機
器
の
輸
出
は
製
品
サ
イ
ク
ル
に
よ
る
主
役
交
替
を
通
じ
て
拡
大
し
て
き
た
。
図
ｌ
の
よ
う
に
、
一
九
五
五
年
頃
か
ら
輸
出
が
本
格
化
し
た
ラ
ジ
オ
、
一
九
六
○
年
代
の
主
役
の
一
つ
で
あ
る
口
黒
テ
レ
ビ
は
七
○
年
代
で
は
シ
ェ
ア
低
下
の
一
途
を
た
ど
る
が
、
六
○
年
代
か
ら
輸
出
が
本
格
化
し
た
テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー
な
ど
の
オ
ー
デ
ィ
オ
機
器
は
、
機
種
の
変
更
や
機
能
の
向
上
を
伴
い
つ
つ
息
の
長
い
生
命
を
享
受
し
た
。
他
方
、
六
○
年
代
末
か
ら
本
格
輸
出
の
始
ま
っ
た
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
は
、
対
米
貿
易
摩
擦
に
よ
り
比
率
で
は
七
六
年
ピ
ー
ク
と
な
っ
た
。
も
っ
と
も
、
輸
川
台
数
や
金
額
の
絶
対
額
で
は
米
国
以
外
へ
の
輸
出
拡
大
に
よ
り
八
一
年
に
は
七
六
年
ピ
ー
ク
を
こ
え
て
の
び
、
八
四
、
五
年
に
は
対
中
国
輪
川
ブ
ー
ム
も
あ
っ
て
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
復
活
の
感
を
与
え
た
。
し
か
し
八
○
年
代
の
主
役
は
や
は
り
Ｖ
Ｔ
Ｒ
で
、
今
や
民
生
用
輸
出
額
の
半
分
近
く
を
占
め
る
に
い
た
っ
て
い
る
。
今
後
期
待
さ
れ
る
新
製
品
輸
出
と
し
て
は
、
コ
ン
パ
ク
ト
デ
ィ
ス
ク
、
ビ
デ
オ
カ
メ
ラ
、
ビ
デ
オ
デ
ィ
ス
ク
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
て
お
り
、
今
後
と
も
主
役
交
替
に
よ
る
輸
出
拡
大
は
継
続
す
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
輸
出
の
拡
大
は
、
日
本
企
業
の
民
生
用
電
子
機
器
の
量
産
面
で
の
優
位
に
よ
る
の
糸
で
な
く
日
本
が
世
界
の
新
製
品
開
発
用一一般へと急速に拡大されることによって生じたが、そのことは先の表１の輸出入依存度の変化によってもうかがえ
る
。
ま
ず
、
民
生
用
の
輸
出
依
存
度
は
七
○
年
代
の
急
速
な
上
昇
の
の
ち
八
○
年
代
に
入
っ
て
約
七
○
％
の
高
率
で
ほ
ぼ
頭
打
ち
と
な
っ
て
い
る
。
貿
易
摩
擦
の
激
化
の
中
で
こ
れ
ほ
ど
の
高
率
を
維
持
し
て
い
る
こ
と
、
他
方
で
輸
入
依
存
度
が
民
生
用
で
ネ
グ
リ
ジ
ブ
ル
で
あ
る
こ
と
は
、
民
生
用
機
器
の
ひ
き
つ
づ
く
国
際
競
争
力
の
強
さ
を
示
す
も
の
で
あ
る
。
電
子
部
品
の
輸
出
の
比
率
は
八
○
年
ま
で
の
上
昇
が
著
し
い
が
、
産
業
用
で
は
八
○
年
代
に
入
っ
て
か
ら
の
上
昇
が
め
ざ
ま
し
く
、
現
在
で
は
五
○
％
前
後
と
製
品
の
性
格
か
ら
ゑ
て
非
常
に
高
く
な
っ
て
い
る
。
他
方
、
輸
入
依
存
度
は
い
ず
れ
も
民
生
用
よ
り
高
い
も
の
の
、
水
難
自
体
は
割
合
低
位
で
安
定
的
で
あ
る
。
い
ず
れ
に
し
て
も
日
本
が
民
生
川
機
器
に
加
え
て
産
業
用
機
器
と
嗣
子
部
耐
の
世
界
に
対
す
る
供
給
払
地
の
性
格
を
強
め
つ
つ
あ
る
こ
と
が
、
全
体
と
し
て
の
電
子
工
業
の
輸
出
比
率
を
長
期
的
に
高
め
て
い
っ
た
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。
６
図１尺ＬＭｊｌ幾器1liiiilllに占める各製,ｌｎＩ１の
比率のl11i移（煙k川合計＝100）
セ
ン
タ
ー
に
な
っ
て
き
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
点
は
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
と
Ｖ
Ｔ
Ｒ
と
の
比
較
に
よ
っ
て
も
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
は
ア
メ
リ
カ
企
業
の
開
発
し
た
も
の
で
、
日
本
企
業
は
Ｒ
Ｃ
Ａ
な
ど
か
ら
の
技
術
導
入
に
よ
っ
て
量
産
化
を
行
な
い
、
既
存
の
先
進
国
市
場
へ
進
出
し
て
い
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
Ｖ
Ｔ
Ｒ
は
栽
本
的
コ
ン
セ
プ
ト
は
ア
メ
リ
カ
で
生
ま
れ
た
も
の
で
あ
る
と
は
い
え
、
製
品
開
発
は
日
本
企
業
が
独
自
に
行
な
い
、
世
界
市
場
を
開
拓
し
た
も
の
で
あ
る
。
た
し
か
に
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
社
も
独
自
の
方
式
の
Ｖ
Ｔ
Ｒ
を
洲
発
し
た
が
、
そ
れ
は
欧
州
で
も
市
場
シ
ェ
ア
を
に
ぎ
れ
ず
、
そ
の
後
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
社
も
ｎ
本
技
術
の
導
入
に
よ
る
Ｖ
Ｈ
Ｓ
方
式
に
娠
換
し
て
い
っ
た
。
ア
メ
リ
カ
企
業
は
当
初
か
ら
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
州
発
と
品
産
を
事
実
上
放
棄
し
て
い
た
。
し
た
が
っ
て
、
カ
ラ
ー
テレビで日本企業が既存の先進国市場に進出して市場シェアを奪ったのとは異なり、ＶＴＲでは開発と量産のリード
により独自に新しい世界市場を創出していった。ＶＴＲはこの点で市場創出型商品といわれる（山内一三〔一九八五〕
一一一一ページ）Ｏ
Ｅ
レ
％
lＸ
1975１９８０1985年
日本fhj子機械工業会〔1986Ａ〕８０ぺ－
波新llll社〔1981〕］36ページよＩ)計抑:。
1970
1H所） ジ，岡
実
際
、
Ｖ
Ｔ
Ｒ
が
す
で
に
か
な
り
成
熟
し
た
商
耐
と
な
っ
た
八
五
年
に
お
い
て
も
、
ア
メ
リ
カ
で
は
Ｖ
Ｔ
Ｒ
生
産
は
い
っ
さ
い
な
く
、
こ
の
巨
大
市
場
は
日
本
か
ら
の
輸
出
（
九
五
○
八
億
Ｈ
、
一
五
九
三
万
台
）
と
鮴国からの輸出（五○万台程度とゑられている）でまかなわれ
た
。
欧
州
の
Ｅ
Ｃ
で
は
八
三
年
二
月
発
効
の
輸
入
制
限
措
悩
に
よ
っ
て
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
、
グ
ル
ソ
デ
ィ
ヒ
の
生
雌
が
保
謎
育
成
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
れ
で
も
八
五
年
の
計
画
段
階
で
五
三
五
万
台
の
市
場
の
う
ち
、
日
本
からの準完成川を含むＶＴＲ輸出が四割余りを．占め、日系企
業
の
現
地
生
産
（
計
画
で
一
七
○
万
台
程
度
）
を
除
く
欧
州
メ
ー
カ
ー
の
生産はせいぜい一四○万台と承られる。世界でＶＴＲを生産
す
る
企
業
は
日
欧
系
企
業
以
外
で
は
、
ほ
ぼ
騨
国
企
業
（
八
五
年
一
五
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表３日本のfE子産業輪１１１比判｛(i移 (％）
牛’１９７６１１９８０１１９８２１１９８４１１９８５
Ｖ
力
白
テ
ス
コ
ラ
そ
５４．２
４０．３
９３．９
６９．４
６６．８
51.3
201.4
６８．３
６３．１
８
０
９
２
８
８
９
２
８
０
●
●
●
●
●
●
●
●
８
０
２
６
６
７
８
６
９
７
４
１
８
６
６
６
６
６
１
Ｔ Ｒピ
ビ
６
８
９
７
８
１
０
５
５
●
●
●
●
●
□
●
●
●
３
８
８
３
７
５
１
３
１
８
４
０
８
６
６
６
１
７
１
７７．５
56.8
113.9
８５．７
７６．１
６２．８
４９．２
８．８
７０．１
８２．９
67.7
150.2
８５．８
４０．３
６９．０
５４．１
１３．８
７１．３
瓜
生
川
舩
子
機
器
、クツン一一一一口
し
β用ⅡⅡ
し
一
アテ
レ
オ
」
」
オ
プ
レ
ポ
フ型価
」一アンーシ
コセネ受
ト
ト
機
他
の
il．
有
無
畑
機器
機器
装置
計算機
Hｉｌｌ器
機賊
線線子川気務
通信
通信
応用
嗣子・
計
用
14.2
102.7
１０．２
７．２
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３６．７
９
８
４
５
２
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０
●
●
０
０
Ｃ
●
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９
３
０
３
０
６
１
４
１
１
３
８
２
６
３
５
１
５
０
０
●
●
●
●
●
ｐ
●
４
７
３
１
８
２
４
２
６
２
２
３
７
３
９
２
９
３
３
９
２
０
●
●
●
■
●
●
２
３
６
７
５
４
０
２
７
３
３
４
６
４
８
６
３
２
１
６
３
●
●
●
●
●
●
●
４
８
３
３
７
６
９
２
８
３
３
４
５
３
座
業
川
地
子
機
器 胴
些１F
一般嗣子部
能動部
刑了・
半導体素
集積ｌＩｊｌ
計
品
品
管
子
路
48.6
27.9
29.1
18.4
11.5
39.8
47.6
64.7
42.6
45.7
21.5
32.1
54.6
65.5
42.0
44.2
19.4
34.1
54.2
65.1
43.6
40.4
19.7
39.4
53.4
53.3
63.8
37.3
37.4
20.1
31.6
49.7
温
子
部
品
計 50.01５２．５ 51.6合
注)輸出比率=鵜鰍織鰯|計…象製品,ﾙﾙｯｼﾞ等の問伽ら必ずし峡
態を反映していない数字が一部にある。
出所）｜]本fu子機械工業会〔1986Ａ〕８４ページ。
○
刀
台
程
度
と
ゑ
ら
れ
る
）
く
ら
い
で
あ
り
、
八
五
年
で
二
七
○
○
万
台
を
こ
え
る
日
本
の
生
産
は
世
界
生
産
の
約
八
五
％
、
世
界
に
お
け
る
日
系
企
業の生産は九割をこす（以上の
点は主に電波新聞社□九八六〕、
節
二
軍
第
二
節
を
参
照
）
。
そ
れ
に
対
し
て
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
で
は
、
米
国
で
も
米
国
企
業
が
な
お
生
産
の
半
分
弱
を
何
と
か
維
持
し
て
い
る
し
、
欧
州
で
は
そ
の
シ
ェ
ア
は
も
っ
と
高
い
と思われる。
こ
の
よ
う
に
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
と
遮
ってＶＴＲで日本企業がほぼ独
’凸的地位に立ったのは、日本企
業
が
Ｖ
Ｔ
Ｒ
開
発
の
リ
ー
ダ
ー
と
な
っ
た
た
め
で
あ
る
。
表
３
の
よ
う
に
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
生
産
に
対
す
る
輸
出
の
比
率は約八○％で、最嘘期（七六
年）のカラーテレビの四○％よ
り
も
は
る
か
に
高
い
の
も
こ
の
よ
う
な
事
情
に
よ
る
の
で
あ
り
、
ま
た
こ
の
よ
う
な
変
化
が
日
本
の
民
生
用
機
器
全
体
に
お
け
る
輸
出
比
率
の
上
昇
を
も
た
ら
し
た
要
因
で
あ
る
こ
と
も
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。
日本の輸出の拡大は欧米の民生用嗣子工業に深刻な打撃を与え、日米、日欧の貿易摩擦の激化を生じたことも周知
の
と
こ
ろ
で
あ
ろ
う
が
、
Ｖ
Ｔ
Ｒ
な
ど
で
の
日
本
の
圧
倒
的
優
位
に
よ
り
貿
易
摩
擦
の
性
絡
も
か
な
り
の
変
化
が
承
ら
れ
る
。
米
国
と
の
民生川機器をめぐる貿易摩擦でこれまでもっとも深刻だったのはカラーテレビであるが、第二章でもふるようにそれ
は六八年に始まり七六年に決定的なしのになった。その結果七七年から三年間の市場秩序維持協定（ＯＭＡ）となり、
これにより日本企業の対米進出が決定づけられることになった。
しかしＶＴＲにおいてはアメリカには競合メーカーがなく、米国のＶＴＲ企業はⅡ本メーカーからのＯＥＭ供給側
（相手先ブランドによる供給）にもっぱら依存して（八五年の日本からの輸川の四九％はＯＥＭといわれる。嘔波新附社ロ九八噸
六〕、五一一九ページ）、それを自社ブランドで販売している。またオーディオ関係ではアメリカ企業の生産はかなり前か棚接
らわずかとなっており、全体として民生用電子産業はカラーテレビで多少あるほかはほとんど壊滅状況となっている。殖クー
このような状態では米国の民生川機器メーカーとの戒接的競合という川からの貿易摩擦の可能性はもはやなく、米国跡易
の
巨
額
の
入
超
一
般
の
Ⅲ
題
の
一
部
と
し
て
の
よ
民
生
川
機
器
の
貿
易
摩
擦
が
附
越
に
な
る
局
面
に
来
て
い
る
。
賀の
欧
州
で
も
民
生
川
部
川
の
後
退
は
著
し
い
が
、
し
か
し
保
溌
主
義
に
よ
っ
て
で
も
何
と
か
出
生
川
地
子
機
器
の
メ
ー
カ
ー
を
育
て
よ
う
業産
との決意が強い。ＶＴＲでも八三年以来きびしい輸入制限措置やさらには日本企業の進出規制的な措置をとっている。卿同
し
た
が
っ
て
欧
州
で
は
旧
来
型
の
貿
易
摩
擦
が
な
お
続
い
て
い
る
と
い
う
状
況
で
あ
ろ
う
。
かつ
以上のように対欧米で日本のリードが進む一方、新興工業国等からは川本は追われる立場にある。もっともラジオ、１章
白黒テレビさらには標準的なカラーテレビ、テープレコーダーなどのいわば完全に成熟した製口叩での日本からの生産伽
のシフトは当然のことであるが、最近注目されるのはより先端的な製品での極東の新興工業国の追い上げである。特
９
に就国のＶＴＲは八五年に輸出が解禁されて以来、米国市場での価格の決定には大きな影響力を与えるほどになって
表４７n丁･産業のil(iIilll額とその'幾種別の(l:lhMMUlMi成比（1985）
（％，１０億円）
}'1~域|ｱｼﾞｱ|ﾗｽmlB過Ｃｌ北米'６１蛋小他ｌＭ,|,耐,金額～樽jiiii
:;｜､。糟:｜－ｺ鶚l2Ri’
蟹116.311;!’
':ll1;Ｉ"'111）篝|;'１１
ＶＴＲ
ヵラーテレピ
白黒テレピ
テープレコーグー
ステレオセット
コンポーネント
ラジオ受信機
その他
11.0
62.7
22.1
19.6
12.3
６．９
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
1,584
６０８
２２
７９６
３７
３４９
５６
６６
３，５１９
民
生
川
氾
60.2
45.0
30.6
49.2
30.1
11.5
7.2
22.1
6.1
15.1
８．３
６．９
29.5子
機
器
一
雄
業
川
地
子
機
器
一
肥
子
部
28.9
12.1
27.1
15.5
37.2
8.5
21.9 52215]･0１ 48.547.4
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ａ
ｌ
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Ｌ
ｚ
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ｌ
‐
ｌ
》
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０
０
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有線通信機器
無線通信機器
電子応川装世
うちfU子iiljll:機
電気計ｉｌ１ｌｌ器
事務川機械
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１
１
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４
１
１
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３
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３
５
３
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9.4
17.9
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23.0
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７．１
６．７
６．９‐
し
１
１
１
１
ロ
ハ
リ
４
４
７
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｜
一
ソ
】
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〉
４
４
７
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Ｑ
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９
】
Ｆ
Ｏ
ｌ
ｎ
Ｕ
●
●
●
●
一
●
●
０
０
●
●
●
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●
ｕ
蛆
ｕ
Ⅳ
｜
訓
姻
渕
閉
鍋
兇
痴
一
躯
１
口
可
四
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ｎ
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加
皿
肥
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Ⅳ
｜
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８
５
９
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１
９
８
８
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●
●
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Ｄ
Ｂ
０
０
０
０
０
６
９
７
－
８
３
８
４
２
１
６
一般耐子部
能動部
地子
半導体素
集秋｜Ⅱ｜
その
計
品
品
祷
子
路
他
4０．３
31.0
20.4
39.0
30.3
18.5
25.1
37.7
26.3
1，８２６
１，１４５
２４４
２１．４
２１．２
３１．４
ｌＩｉｊｌ ３９２
７
●
●
●
●
庁
。
７
７
６
２
３
２
３
''''’100.01,000’
１１５
582
204弧Ｉｐｍ１ 35.7 2.971
４６．４ ‘仰｜、ﾉヘロ 21.5 100.0 9.211iil.
注）ＥＣは１０カ国。
出所）日本fbi子機械工:業会〔1986Ａ〕８８ページ。
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１０
米ソに＞ｈ要｜玉１九はテてと概事国
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のＯてる意こ場にはピいうてに後匝
民Ａい情味ろの対・りで。事：途よに接
生機る報をで放し米はＶ情一こつ民的
川ｌ器。端も民妥て国、Ｔで国て生競
ＩＩＬのさ末つ生性、の｜次Ｒあでき用合
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産
業
用
電
子
機
器
産業用機器の輸出はトランシーバーの輸出急増で七○年代中期に一時的に大きくなるが、それを除くと八○年頃か
らの輸出拡大が著しく、またその内部構成も大きく変化した（表５）。この項目に分類されていた最大の砧月は七○年
第１章わが'正Ⅲu子ｊｌ１ｉ業の貿幼と対･外iii:接投資の概観１１
図２髄子計算|幾の輪１１}入llli移(億円，％）
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(14.2）
(12.1）
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（2.7）
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2,349
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誼iil(認1
7,763（8.6）鰯::(`:;）
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２，４４１
１，１４８
５，８１８
2,039
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92,111 Mim,iIIiIMlMllii:i ilm81ml １
１５
89,992i（100.0)’９
・代では電卓やトランンー緑ハー（無線機器）であつ
ふシ」
た
が
、
今
日
で
は
こ
の
間
着
実
に
シ
ェ
ア
を
の
ば
し
て
。へ僻芸」た一般の通信機器とコンピュータ関述製口、が
Ｊ釦産業用機器輸出の中心となっている。特に後者
９０
は
こ
》
」
数
年
の
め
ざ
ま
し
い
輸
出
拡
大
に
よ
っ
て
、
今
へ容業や
Ｖ
Ｔ
Ｒ
に
次
ぐ
嗣
子
旅
業
第
二
の
輸
出
部
Ⅲ
に
た
つ
鰍ている。このような製口川の一州度化を伴いながら、
剛産業用機器輸出全休も嗣子産業輸出の一一一割を占
→飛
川めるまでに拡大した。
ハ
イ
テ
ク
産
業
の
代
表
と
し
て
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
Ｊ所出
八○年代の輸出川の拡大はまことにめざましく、
特
に
輸
出
の
五
、
六
割
を
占
め
る
対
米
輸
川
の
の
び
が
大
き
か
った（図２）。コンピュータの貿易収支も八一年には対
世界で、八二年には対米でも輸出紐過に賑じ、その後
八五年の米国のコンピュータ不況まで川趨の加速的な
拡大が雌じた。この間コンピュータ産業の生産に対す
る製品輸出の比率は七五年六％、八○年一○％（うち
対米輸出分三％）、八四年一一一七％（同じく二二％）と急上
昇
し
た
（
表
３
を
も
参
照
）
。
も
っ
と
も
こ
の
輸
出
急
増
は
電
算
機本体よりもむしろ周辺端末機器の輸出激墹、特に。〈
１２
表５産業川電子機器・電子･部品の輸出動向
７mm雨～~｣(iiE」ｗ‘’１，”｜⑲８，｜Ⅲ@‘
||｣IlIi剛ＩＩＩｌＩ雛iJlj蕊lI
I1liWmJlil鵬J1蝋｛
米国の。ハソコンやＯＡ機器市場の急拡大は、その生産
技術が民生用嗣子機器の延長上のものが多いだけに、
量産にすぐれる日本や極東の新興工業国のこの部門へ
ソコン、ミーニン関連のそれによるものであった。コ
ンピュータ輸出における認算機本体部分のシェアは八
○年の一一三％から八四年一七％（八五年一一一％）となり、
周辺端末装置を主とするその他の部分の比率が拡大し
た。生産に対する輸出の比率も本体では八％（うち対
米一％）から一七％（七％）の上昇に対して、その他
では一一一％（四％）から約五○％（一一三％）と上昇した
（以上は通産省機械統計、大蔵省通関統計の生産、輸川統計
による）。雌くほどの短期間にわが国は磁気ディスク装
置、プリンター、ディスプレー装置などの世界への供
給基地になったわけである。
このような輸川激増の背景には、米国主導での。〈ソ
コンやＯＡ機器の急速な普及ないし情報分散処理方式
の拡大によるコンピュータ市場の橘造変化、急拡大す
る市場での迅速なシェア獲得のためのＩＢＭを含む米
国企業の海外調達戦略の展開、米欧で市場標準機とな
ったＩＢＭ。〈ソコンの互換機の生産急増などがあった。
鏑１章 わが国fhj子･座業の貿易と対外ilfK接投資の概観1３
も
っ
と
も
、
Ｉ
Ｂ
Ｍ
は
そ
の
後
機
器
の
内
製
強
化
の
努
力
を
し
て
い
る
よ
う
で
あ
る
が
、
今
度
は
Ｉ
Ｂ
Ｍ
互
換
機
と
の
競
争
が
は
げ
し
くなってきた。ＩＢＭがオープン・アーキテクチャーをとったために、ＩＢＭ・ハソコンの互換機の生朧が容易であり、
低仙格や価格当たり性能の良さのために互換機の世界市場への供給が八六年にはＩＢＭの供給より多くなるといわれ
ている（、震い言§『⑮墨］巳】援尼の①）。この互換機もかなり多くは日本、さらに新興工業凶の供給になるものである
（
ち
な
み
に
林
国
の
大
字
皿
信
の
Ｉ
Ｂ
Ｍ
互
換
磯
は
パ
ソ
ラ
の
ポ
ニ
ー
ー
ポ
｜
｜
‐
は
北
米
市
場
で
大
き
な
ニ
ァ
を
確
保
し
た
川
代
向
勅
耶
の
小
型
巾のことｌといわれている）。これらの要因によって八○年代の米国のコンピュータ藁の貿易柵造は大きく変化した。
米
国
の
輸
出
の
兎
要
な
支
え
で
あ
っ
た
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
関
連
の
輸
出
超
過
も
増
加
が
止
ま
り
、
減
少
さ
え
生
じ
た
が
、
表
６
の
よ
う
に
そ
れ
は
日
本
の
糸
で
な
く
極
東
の
新
興
工
業
国
と
の
間
で
も
入
超
に
賑
じ
た
た
め
で
あ
っ
た
。
表６米|正|のコンピュータおよび部,Ｆ１の相手
地域別fV(易収支（百刀ドル）
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の進出を容易にした。ＩＢＭは自社の。ハソコンを市
場
標
準
と
す
べ
く
、
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
も
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
も
多
く
を
外
部
に
依
存
し
、
自
ら
は
主
に
シ
ス
テ
ム
設
計
や
最
終
組立に専念する政策をとった。「ビジネスウィーク｜
誌によると八四年頃のＩＢＭ・ハソコンのコストの七
三％は極東製部口叩からなり、うち四四％は日本製で
あった（辱夏蔦のの弓の塁言日ｏロ］】・尼閉）。他の米
国
メ
ー
カ
ー
も
多
か
れ
少
な
か
れ
同
様
で
あ
ろ
う
が
、
こ
れ
に
よ
っ
て
民
生
川
機
器
や
半
導
体
雌
雄
の
組
立
工
幌
の
承
で
な
く
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
お
い
て
も
オ
フ
シ
ョ
ア
生
産
へ
の
依
存
が
本
絡
化
し
、
外
国
へ
の
生
産
委
託
な
ど
と
と
も
に
産
業
川機器における空洞化が進行していった。
う
で
あ
る
が
、
今
度
は
Ｉ
Ｂ
Ｍ
互
換
機
と
の
競
争
が
は
げ
し
1４
右
の
よ
う
な
事
情
か
ら
も
推
測
が
つ
く
で
あ
ろ
う
が
、
。
ハ
ソ
コ
ン
等
の
小
型
機
お
よ
び
そ
の
周
辺
端
末
装
置
な
ど
の
日
本
か
ら
の
輸
出
の多くは、自社ブランドでの輸出ではなくＯＥＭ供給である。また、八五年で生産の約一一一割といわれる。〈ソコン本体
の
輸
出
に
お
い
て
も
、
日
本
企
業
独
自
の
製
耐
よ
り
Ｉ
Ｂ
Ｍ
互
換
機
が
ま
す
ま
す
中
心
と
な
り
つ
つ
あ
る
。
実
際
、
、
ハ
ソ
コ
ン
の
日
本
市
場
で
約
半
分
の
シ
ェ
ア
を
占
め
る
日
本
雨
気
が
、
社
ブ
ラ
ン
ド
製
品
輸
出
で
た
い
し
た
成
功
を
お
さ
め
え
ず
、
結
局
八
六
年
に
輸
出
で
は
国
内
と
は
別
の
Ｉ
Ｂ
Ｍ
互
換
機
路
線
に
転
換
し
た
と
い
わ
れ
る
。
以
上
の
．
ハ
ソ
コ
ン
等
の
小
型
機
秘
関
迎
の
輸
出
と
は
別
の
汎
用
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
関
連
の
輸
出
で
は
、
Ｉ
Ｂ
Ｍ
の
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
な
ど
の
先行者の有利性という川題もあって、輸出拡大は相対的には小さいが、ここでも大型磁気記憶装置などの輸出増加は
著
し
く
、
ま
た
本
体
自
体
の
輸
出
も
着
実
に
の
び
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
汎
用
機
関
連
の
輸
出
は
常
士
述
、
日
立
の
Ｉ
Ｂ
Ｍ
互
換
メ
ー
カ
ー
が中心であった。周知のように、七○年代末以来のＩＢＭのまきかえしの前に米国の互換メーカーが脱落するなかで、
ひ
と
り
日
本
企
業
は
国
際
市
場
で
も
善
戦
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｂ
Ｍ
に
対
抗
し
て
米
欧
市
場
で
自
社
ブ
ラ
ン
ド
で
販
売
す
る
だ
け
の
実
力
は
日
本
企
業
に
は
ま
た
な
く
、
こ
こ
で
も
米
欧
向
け
輸
出
は
蕪
本
的
に
Ｏ
Ｅ
Ｍ
供
給
で
あ
り
、
大
型
機
本
体
で
は
富
士
通
は
主
に
米
ア
ム
ダ
ー
ル社、西独シーメンス社、日立は米ＮＡＳ社、西独ＢＡＳＦ社、伊オリベッティ社との提携により市場を開拓してい
る
。
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
シ
ス
テ
ム
の
著
作
権
侵
犯
と
い
わ
れ
る
問
題
を
め
ぐ
っ
て
Ｉ
Ｂ
Ｍ
の
南
士
通
な
ど
へ
の
攻
勢
が
強
ま
っ
て
い
て
、
今
後
の
Ｉ
Ｂ
Ｍ
互
換
機
の
輸
出
動
向
に
は
不
確
定
要
素
も
あ
る
が
、
富
士
通
・
日
立
の
互
換
路
線
は
容
易
に
は
変
更
し
え
な
い
で
あ
他
方
、
Ｉ
Ｂ
Ｍ
非
互
換
機
で
あ
る
た
め
に
長
ら
く
汎
用
機
輸
川
が
困
難
で
あ
っ
た
日
本
電
気
も
、
八
五
年
か
ら
始
め
た
米
ハ
ネ
ウ
ェ
ル
社
と
そ
の
関
係
会
社
仏
ブ
ル
社
へ
の
大
型
機
の
Ｏ
Ｅ
Ｍ
供
給
に
よ
っ
て
本
格
的
輸
出
の
手
が
か
り
を
え
た
。
日
本
嗣
気
は
か
つ
て
ハ
ネ
ウ
ェ
ル
か
ら
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
技
術
を
導
入
し
た
し
、
ま
た
ハ
ネ
ウ
ェ
ル
自
体
は
一
九
七
○
年
に
ゼ
ネ
ラ
ル
・
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
（
Ｇ
Ｅ
）
社
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
部
門
を
ひ
き
つ
い
だ
と
い
う
過
去
が
あ
る
。
日
本
電
気
の
生
産
技
術
と
開
発
力
の
向
上
に
よ
り
今
や
立
場
が
逆
転
し
、
ハ
ネ
ウ
ェ
ル
は
自
社
ブ
ラ
ン
ド
の
最
上
位
機
を
日
本
雨
気
か
ら
の
Ｏ
Ｅ
Ｍ
供
給
に
全
面
依
存
す
る
こ
と
に
な
り
、
日
本
電
気
は
ハ
ネ
ウ
ェ
ル社、
る。－
て、へ
ろう。
'５第１章わが国嗣子産業の潔易と対外面接投資の概観
ルを通じてＧＥの情報処理部ＮＳＥＩＳＣＯ）にも大型機を供給し始めた。日本霜気の大型機の輸出が日本爾気の軍
祝してきた日社ブランドによる輸出でなくＯＥＭで実現しつつあること、ここでも日記コンピュータはハネウェル機
の事実上の互換機であることは、まことに興味深い。いずれにしても、ＩＢＭ機の互換機か否かにかかわりなく、日
本の汎用コンピュータ企業は世界市場の六割をにぎるＩＢＭとの競争の中心勢力となって、輸出を拡大しているわけ
図３〕、信機器の地域別lliM1額の
樅移
次に、通信機器についてふれると、通信機器はコンピュータ等と違って早くからわが国の一方的輸出超過となって
いた。それは電電公社の調達方式における国内の電砺ファミリーの優先やそれによって支援された日本メーカーの競
争力の向上によるものであった。もっとも、日本の通信機器、特にトラソシー、ハーなどを除く有線機器の輸出先とし
ては七○年代までは先進国よりも途上国がむしろ多かった。一般に先進国の通信機器市場は国策として伝統的に閉鎖
的であった。米国では六○年代末以来市場自由化が進んだが、七○年代まではその影響はまだ必ずしも大きくたかつ
た
。
である。
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1６
①
①北米
②アジア
③ヨーロッパ
④大洋川’
.⑤''1近東
⑥IlI南米
⑦アフリカ
③共産’
②
③④⑤
③
し
か
し
、
八
○
年
代
に
入
る
と
日
本
の
輸
出
の
地
域
構
成
は
一
変
し
、
特
に
米
国
向
け
の
急
増
が
著
し
か
っ
た
面
３
と
図
４
）
。
そ
の
結
果
、
日
本
の
輸
入
に
お
い
て
米
国
か
ら
の
輸
入
が
圧
倒
的
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
米
国
と
の
貿
易
は
ま
す
ま
す
片
貿
易
的
に
な
っ
ていった。八○年以降の日本の対米輸出では、無線機器関係では衛星通信装置、マイクロ中継局、放送装置などの増
加もあるが、トランシーバー（七七年に輸入割当となった）に次ぐ問題口叩目の輸出急増（八二年反ダンピング提訴、八三年
一部クロ決定のポケットベル、同じく八四年反ダンピング提訴、八五年ク陣決定の自動車電話）が注目をひいた。有線関係では、
局
川
お
よ
び
柵
内
川
の
交
換
機
や
搬
送
装
世
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、
川
本
の
蚊
い
新
製
品
、
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
や
ボ
タ
ン
近
話
の
急
墹
が
注
目
を
あ
び
た
。
対
米
輸
出
の
急
増
は
自
動
車
樋
話
な
ど
の
新
市
場
の
幾
場
に
よ
る
機
会
の
拡
大
、
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
、
ボ
タ
ン
嗣
話
で
の
日
本企業のリードなどとともに、世界市場の四割以北を占める米国通信機器市場の自巾化の巡行、特にその頂点ともい
えるＡＴＴの分割（八一一年決定、八四年実行）の影響が大きかった。これによってＡＴＴから分離された地力嗣話会社
は
も
は
や
Ａ
Ｔ
Ｔ
か
ら
の
機
器
調
達
の
必
要
は
な
く
な
り
、
自
由
化
さ
れ
た
米
国
市
場
へ
の
日
本
そ
の
他
外
国
メ
ー
カ
ー
の
参
入
が
著
し
こ
の
Ａ
Ｔ
Ｔ
分
割
決
定
は
ド
ル
高
な
ど
と
虹
な
っ
て
米
国
の
嗣
信
胴
話
機
器
の
輸
入
急
墹
を
生
じ
た
。
米
国
の
稲
信
嘔
話
機
器
の
貿
易
収
支
も
八
三
年
に
は
赤
字
に
転
じ
、
八
四
、
五
年
に
は
一
○
億
ド
ル
以
上
の
入
超
と
な
り
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
出
超
の
減
少
な
ど
と
と
も
に
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
関
係
全
休
の
貿
易
の
八
三
年
の
入
超
へ
の
順
化
の
原
囚
と
な
っ
た
。
七
九
年
か
ら
八
山
年
ま
で
に
お
い
て
、
米
国
の
砺
信
爾
話
機
器
の
輪
川
棚
が
せ
い
ぜ
い
二
倍
と
な
っ
た
の
に
対
し
て
、
輸
入
は
五
・
七
倍
の
一
八
億
ド
ル
余
り
と
な
っ
た
。
輸
入
の
州
手先別では、主要製口叩を手広く供給する日本が一一一三％から五一一％にシェアをのばし、低仙烙の地話機がまだ中心なが
ら他の極東諸国が七％から二一一一％とシェアを急増させ、それに対してカナダとＥＣ諸国のシェアが低下した（ロ・の。
□の□日目の口庁。、○・日日の開８〔］Ｃの①〕》ｇ・②Ｃｌ得！「）。極東の新興工業国の参入は現地企業の実力の向上、日本企業の技術
援
助
、
日
系
企
業
の
輸
出
拡
大
と
と
も
に
、
米
国
企
業
の
オ
フ
シ
ョ
ァ
生
産
の
拡
大
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、
こ
の
点
で
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
援
助
、
日
系
企
業
の
輪
山
場
合
と
よ
く
似
て
い
る
。
く促進されたからである。
第１章 わが'馴bl子座業の貿易と対外ilh[接投資の概観1７
表７集積|Ⅱ1路の輪111入 (億円， ％）
先輪 Ⅲ 入
アジア｜攻州北米その他世界
輸出liIi11鍵Ⅲ蕊１１ｊｌ.|灘lJil1llI
輸入|iii鮒lllilh蝋騒Ｉ
６７(100）
1,083(100）
7,768(１００）
5,818(１００）
511(100）
985(100）
2,222(100）
1,654(100）
ＩＴＣ報告によると、米国電気通信装置ないし機器市場での輸入品の市場
浸透率は全体として七八’八三年に一一一％から一○・八％に上った（八四、八
五年はもう少し高いであろう）。なかでも電話機や構内交換機（ＰＢＸ）などの
加入者宅内機では五％から一八・七％に上昇し、伝送装置では三・六％から
六・四％となった（交換装慨はなお一％洲、ケーブル、光ファイバー瓢は三％弱）
（ロの。Ｈ日の目畳・ロ巳日日ｑの○・日目のの】・ロロ①段〕ごロ・］①‐田）。いずれにしても、
ＡＴＴ分割という意図せざる非関税障壁の一方的撤廃によって、米国通信機
器の貿易は大きく変化した。米国による日本通信機器市場の州放の要求がこ
のような那態へのいらだちによるものであることはいうまでもない。
なお付言しておくと、日本の対欧輸出もファクシミリ、ボタン電話などで
かなりのびているが、英国を除き市場開放がおくれているために一般機器で
の輸川は非常に限られている。このことが巨大で附かれた米国市場への日本
の輸出を促進していることはいうまでもない。
集
積
回
路
以上のような民生用、産業用嗣子機器の輸出競争力を支えているものとし
て電子部耐産業の強さがある。電子部砧の輸出は七○年代に急増したのち、
八○年代には電子産業の輸出の約三分の一と全休の輸川とほぼ同じペースで
拡大してきた。数多くの撤狐からなる部品の輸出についてはここではほとん
どふれられないが、産業の米といわれ、ますます電子産業全体の埜礎とたつ
1８
て
き
て
い
る
集
積
回
路
（
Ｉ
Ｃ
）
に
つ
い
て
は
一
言
し
な
け
れ
ば
な
る
ま
い
。
先
の
表
５
の
よ
う
に
集
積
回
路
は
兎
子
部
品
輸
出
の
二
割
前
後
を
占
め
る
ま
で
に
な
っ
た
が
、
そ
の
輸
出
拡
大
は
特
に
七
○
年
代
末
以
来
め
ざ
ま
し
か
っ
た
（
表
７
）
。
こ
こ
で
も
八
四
年
ま
で
は
対
米
輸
出
の
の
び
が
大
き
か
っ
た
が
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
、
通
信
機
器
ほ
ど
に
は
対
米
依
存
は
大
き
く
な
い
（
表
４
参
雌
）
。
日
本
の
集
積
回
路
の
貿
易
収
支
も
、
輸
入
額
の
増
加
傾
向
が
あ
る
も
の
の
輸
出
額
の
拡
大
が
は
る
か
に
大
き
い
た
め
に
、
七
九
年
に
は
対
世
界
で
出
超
に
転
じ
、
翌
八
○
年
に
は
対
米
輸
出
で
も
出
超
に
転
じ
、
そ
の
後
八
五
年
の
米
国
中
心
の
史
上
最
大
の
半
導
体
不
況
に
い
た
る
ま
で
出
超
幅
を
拡
大
し
て
い
っ
た
。
日
本
の
Ｉ
Ｃ
産
業
の
生
産
の
輸
出
依
存
度
も
こ
の
間
急
上
昇
し
て
八
四
年
に
は
約
四
○
％
と
な
り
、
日
本
は
今
や
世
界
最
大
の
Ｉ
Ｃ
の
国
際
的
供
給
薙
地
と
な
り
、
他
力
輸
入
依
存
度
は
約
一
割
に
ま
で
低
下
し
て
い
る
。
そ
れ
に
対
し
て
米
国
は
八
○
年
代
は
じ
め
に
は
Ｉ
Ｃ
の
純
輸
入
国
に
転
じ
た
。
も
ち
ろ
ん
、
Ｉ
Ｃ
は
非
常
に
多
様
な
製
耐
か
ら
な
り
、
日
本
の
競
争
力
も
ま
だ
か
な
り
限
ら
れ
て
い
る
こ
と
も
呑
定
で
き
な
い
。
例
え
ば
マ
イ
ク
ロ
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
の
開
発
で
お
く
れ
を
と
っ
た
よ
う
に
、
革
新
的
デ
ザ
イ
ン
開
発
や
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
而
で
の
米
国
企
業
に
対
す
る
弱
さ
は
な
お
存
在
し
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
し
か
し
、
日
本
企
業
は
Ⅲ
発
而
で
の
力
も
着
実
に
つ
い
て
き
つ
つ
あ
る
し
、
ま
た
何
よ
り
も
品
産
技
術
面
の
強
さ
は
米
国
に
比
し
て
非
常
に
大
き
い
。
肚
産
技
術
が
並
要
性
を
も
つ
メ
モ
リ
ー
Ｉ
Ｃ
に
お
け
る
日
本
の
強
さ
は
周
知
の
と
こ
ろ
で
あ
ろ
う
。
同
時
に
、
こ
の
部
門
に
お
い
て
も
韓
国
を
は
じ
め
と
し
て
ア
ジ
ア
の
新
興
工
業
国
が
無
視
し
え
な
い
実
力
を
つ
け
つ
つ
あ
る
こ
と
も
忘
れ
て
は
な
る
ま
い
。
こ
の
よ
う
な
日
本
、
ア
ジ
ア
の
追
上
げ
に
よ
っ
て
世
界
Ｉ
Ｃ
産
業
に
お
け
る
米
国
優
位
の
構
造
は
今
や
急
速
に
く
ず
れ
つ
つ
あ
る
。
そ
れ
を
反
映
し
て
Ｈ
米
貿
易
摩
擦
も
Ｉ
Ｃ
を
め
ぐ
っ
て
深
刻
な
事
態
に
陥
っ
て
い
る
。
Ｉ
Ｃ
の
貿
易
摩
擦
は
七
七
年
に
始
ま
っ
た
が
、
八
五
、
六
年
の
あ
い
つ
ぐ
提
訴
と
ク
ロ
の
決
定
な
ど
、
ま
さ
に
異
常
で
あ
っ
た
。
新
聞
報
道
に
よ
る
と
、
八
六
年
六
月
末
の
日
米
交
渉
の
結
果
、
米
国
側
が
反
ダ
ン
ピ
ン
グ
法
の
適
用
の
一
時
停
止
と
ひ
き
か
え
に
、
米
国
政
府
に
よ
る
日
本
の
個
別
企
業
毎
の
直
接
間
接
の
対
米
輸
出
の
コ
ス
ト
・
価
格
の
常
時
監
視
機
椛
の
設
置
や
日
本
市
場
で
の
米
国
企
業
製
品
シ
ェ
ア
の
大
幅
引
上
げ
の
た
め
の
施
策
の
方
向
で
結
蒲
す
る
見
通
し
と
な
っ
て
い
る
と
い
わ
れ
る
。
第１章わが国電子産業の貿易と対外､１１:接投資の概観I，
こ
の
よ
う
な
事
態
は
日
米
貿
易
摩
擦
の
歴
史
の
な
か
で
も
前
例
の
な
い
こ
と
で
あ
り
、
Ｉ
Ｃ
産
業
の
世
界
市
場
シ
ェ
ア
争
奪
を
め
ぐ
っ
て
日
米
摩
擦
が
新
段
階
に
入
っ
た
感
が
あ
る
。
米
国
が
Ｉ
Ｃ
産
業
保
護
に
こ
れ
ほ
ど
ま
で
に
き
び
し
い
態
度
を
と
る
の
は
、
Ｉ
Ｃ
は
産
業
の
米
で
あ
る
と
と
も
に
国
防
産
業
の
要
で
あ
る
と
の
認
誠
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
日
本
嗣
子
産
業
が
今
や
米
国
国
防
産
業
の
中
心
を
お
び
や
か
す
ま
で
に
い
た
り
、
「
国
防
国
家
」
と
「
平
和
国
家
」
の
貿
易
摩
擦
が
国
防
産
業
の
中
心
部
分
に
及
ぶ
と
い
う
新
し
い
段
階
を
つ
げ
る
も
の
こ
そ
、
肌
局
而
の
Ｉ
Ｃ
貿
易
摩
擦
な
の
で
あ
る
。
瓶
子
産
業
の
輸
出
動
向
を
論
じ
終
え
る
に
あ
た
っ
て
、
そ
の
結
論
と
し
て
四
点
を
指
摘
し
て
お
こ
う
。
鋪
一
に
、
日
本
の
刑
子
雌
業
は
七
○
年
代
以
降
瓜
生
川
で
は
先
端
製
仙
の
品
産
の
象
で
な
く
Ⅲ
光
に
お
い
て
も
世
界
の
セ
ン
タ
ー
と
な
り
、
通
信
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
、
Ｉ
Ｃ
な
ど
の
産
業
用
機
器
な
い
し
関
迎
部
品
へ
の
傾
斜
を
著
し
く
強
め
た
。
館
二
に
、
い
ず
れ
に
お
い
て
も
独
力
な
国
際
競
争
力
と
企
業
体
質
に
よ
っ
て
輸
出
依
存
度
の
著
し
く
向
く
輸
入
依
存
度
の
非
常
に
低
い
貿
易
柵
造
を
作
り
上
げ
て
き
た
。
し
か
も
、
米
国
市
場
の
巨
大
さ
（
民
生
川
、
部
品
で
日
本
の
約
二
倍
、
蔽
菜
川
で
約
四
倍
）
と
、
由
さ
を
反
映
し
て
、
日
本
嗣
子
産
業
の
面
接
輸
出
の
半
分
近
く
が
米
国
向
け
で
あ
り
、
東
南
ア
ジ
ア
で
の
加
工
組
立
に
よ
る
間
接
輸
出
を
含
め
る
と
米
国
市
場
依
存
は
い
っ
そ
う
大
き
く
な
り
、
米
国
市
場
の
近
妥
性
は
ア
ジ
ア
、
欧
州
市
場
と
は
比
較
に
な
ら
な
い
。
第
三
に
、
し
た
が
っ
て
日
本
雨
子
産
業
の
海
外
戦
略
は
米
国
市
場
を
中
心
に
展
州
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
し
か
し
ハ
イ
テ
ク
嗣
子
産
業
に
お
け
る
Ⅲ
本
の
挑
戦
に
よ
っ
て
、
日
米
産
業
摩
擦
は
今
や
国
防
と
も
関
述
す
る
き
わ
め
て
取
大
な
局
川
に
さ
し
か
か
っ
て
い
て
、
こ
れ
ま
で
の
延
長
上
で
は
考
え
ら
れ
な
い
ほ
ど
の
両
国
間
の
調
整
を
必
要
と
し
て
い
る
。
飾
山
に
、
Ⅲ
腿
を
よ
り
複
離
に
す
る
要
因
と
し
て
ア
ジ
ア
新
興
狐
業
国
の
追
い
上
げ
が
あ
る
。
そ
れ
ら
の
凶
は
も
は
や
民
生
川
機
器
の
成熟品の量産にあまんじるのでなく、ＶＴＲやＣＤなどの量産にも移りつつあるし、また急速な産業用蘭子機器への
傾斜により、雨話機や交換機、ファクシミリ、。ハソコン、オフコン、その周辺端末装置などの輸出に進糸つつある。
その輸出は未だ日本に大量に押しよせて来るところには到っていないが、世界でもっとも魅力ある米国市場をめぐっ
て
は
、
広
汎
な
製
陥
部
門
で
三
つ
ど
も
え
の
争
い
が
始
ま
っ
て
い
る
。
２０
日本の電子産業の対外投資、特に生産面での直接投資は極々の要因によって決定される。まず、一般的な条件とし
ては、多国籍企業論で棚題とされるように、国内とは異なる環境の下で外国企業と十分に競争しうるような企業の一
定の利点、あるいは十分な継営的資源の蓄臓が必要である。この点については、先の貿易の考察からもうかがえるよ
う
に
、
日
本
企
業
は
途
上
国
の
糸
で
な
く
先
進
国
で
も
Ⅲ
川
す
る
技
術
、
品
産
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
急
速
に
蓄
械
し
て
い
っ
た
し
、
ま
た
製
仙
開
発
町
で
の
優
位
の
領
域
も
次
第
に
拡
大
し
て
い
っ
た
。
そ
の
上
、
特
に
近
子
産
業
の
大
手
企
業
は
米
国
の
か
な
り
多
く
の
嗣
子
産
業
企
業と異なって多様な製品部門や祁肺部門をもつ総合企業の性格が強く、企業規模、資本力、経営符理上のノウハウの
社内蓄憤の点でも、また閲迎技術蓄積の広汎さの点でもかなりの有利さがあった。これらのことから、後述のように
わ
が
国
嗣
子
産
業
の
直
接
投
資
が
ア
ジ
ア
な
ど
の
途
上
国
か
ら
先
進
国
へ
と
拡
が
り
、
価
域
も
民
生
用
か
ら
急
速
に
産
業
川
に
広
が
っ
た
こ
と
は
何
ら
不
思
議
な
こ
と
で
は
な
い
。
同
時
に
、
電
子
産
業
自
体
が
い
く
つ
か
の
点
で
多
国
籍
企
業
化
し
や
す
い
性
格
を
も
っ
て
い
る
こ
と
も
あ
る
。
先
に
あ
ふ
れ
た
よ
う
に
電
子
産
業
は
、
技
術
的
に
関
述
す
る
多
様
な
製
仙
か
ら
な
り
、
各
製
口
叩
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
は
短
く
、
そ
れ
ぞ
れ
州
発
ｌ
普
及
ｌ
成
熟
の
過
程
を
く
り
か
え
し
つ
つ
世
代
交
代
し
て
い
く
が
、
そ
の
過
粗
で
製
品
の
生
産
や
消
戦
の
柵
造
変
化
が
姓
じ
る
た
め
に
、
そ
れ
に
合
わ
せ
た
国
際
的
な
製
品
間
分
業
の
股
附
が
生
じ
や
す
い
。
ラ
イ
セ
ン
ス
供
与
な
ど
の
代
林
手
段
が
あ
る
と
は
い
え
、
企
業
と
し
て
は
企
業
内
に
蓄
積
し
た
資
源
を
フ
ル
に
活
用
し
て
企
業
の
活
動
領
域
を
拡
大
す
る
の
が
む
し
ろ
当
然
の
対
応
で
あ
る
か
ら
、
多
国
癖
化
の
傾
向
が
そ
れ
だけ大きいといえる。また、特定製仙の同一時点での量産過程においても、性格の異なる諸工程が併存しており、製
品
コ
ス
ト
に
占
め
る
運
賃
の
比
重
が
小
さ
い
こ
と
も
あ
っ
て
、
諸
工
程
の
立
地
面
で
の
分
離
が
相
対
的
に
容
易
で
あ
る
。
こ
の
点
は
Ｉ
Ｃ
で特に顕著だが、電子産業一般でも資本集約的、技術集約的工程は先進国で、組立・検査などの労働集約的工程は途
３
対
外
直
接
投
資
の
動
向
と
現
状
わが'五1ｌｂ】子１１１２業の貿易と対外n1i:接投資の概観第１章２１ 
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国界業來で質しがつあ業、企、班よ
『'７のの南も易妥国たりの｜］業戦子つ場電対アよ｝掌｜と｜製た、比本｜÷｜後産て
|、子タトジリ榛の造めま’陵の体の業後け製投ア不対ノこ業にた優ＴＩのナの述
のI1iT11if1〔向利応めの、ノ（位易持シ対・の
１１｣：ののけな型に対ざ○がルドつヨタトよil(ｉｉｉ圧も投立対、外も年強造ナナ投う
'１１倒う資地外’,Iij直な代<がシリ資に
オ的一がをｉｉＬｉ子接ぐにな脳ヨスを’ili
フ大つ．余接旅投ぱばら大ナテ１１リイシ市のスＩ浅投業資ＬＩｉ、ざなリイｆｌｉｌｌｌｉｆ
ヨ場ＩＩＪ'ミトな資ｌこをじしるｌｊＩｊ（ズツし業
アで徴要くはお大た１を燃ムクたの
型あと因さ少いきでガえ料のな’附対
投るしにれなてくあンな、為経造外
r3（米てよるくも抑ろ政い食に済的投
の国、つこと対制う樅と料、政要資多市グてとも先し｝リにいの海筑ｌｋ１は
い場ｐ左に短進て高ようl1iilii外ももか
この１右なlUIl1flぃがる点入生ああな
と重入さり的113：た最イ屯を産つつり
で；視ノレれ、に接ｏ近ソあ主よてた進
もとなる対・は没まうるかり国。腿
UⅡいＴｌ丁のタト比資でし゜なも際わし
らう泌と投校が ひ抑そう輸化がて
か点シ大資優貿どilillの為出に｜玉｜い
でにエき’二｜位易〈の－１２のでははる
あ見ア）/］。体の際ｌｎ１為、工かな、が
ろへら’価述が立擦ilillの実業せじ伝、
うとれ祝いリ地とざｊｌＨ際製く・玖統し゜るのでラと不れ筒に，１，i１，とに的かが'１Ｍ′は可るいﾐ'１１１旨i､|;七、向つタ逆分 惑艀＃鮭：同がたソのに時強・ト立結にいな地ぴ
東こ性をつ ＩＭＤ長久賀持民、南と格強い 完華鮭蚕三：iiiア屯を｛lil’てジ指持さいア摘たれるよ’こにとてるなの
０ 
北国で、という工稗Ⅲ国際分業が生じやすい。さらに近子産業の少なくとも一部においては、対顧客サービスの耐か
ら
も
市
場
近
接
の
生
産
立
地
が
好
ま
れ
る
と
い
う
要
因
も
無
視
で
き
な
い
。
製
品
サ
イ
ク
ル
の
短
い
こ
と
か
ら
開
発
・
生
産
の
リ
ー
ド
タ
イ
ム
を
知
く
す
る
必
要
も
大
き
い
し
、
文
化
的
要
川
に
よ
り
国
に
よ
る
製
仙
の
差
別
が
大
き
い
こ
と
な
ど
、
現
地
生
産
の
利
点
が
大
き
い
屯
の
が
か
な
り
あ
る
。
２Ｚ 
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注）民１１１１企業設備投資はＩＲＩ民所得統iilによる。
製造業，地機産業の設備投資はjInilEf7調査の大企業に関するもので，工事ペースの統計
（84,85年は計画，他は尖絃の数字)。
対外iii[接投資は国内投資との比較に際して年度平均の為替ｲⅡ場によ')円換算した。
１１｣所）東洋経済〔1986Ａ〕，大蔵石『財政金融統iilｿ]報』1985年12)]，jIn産省『主要産業の設
備投資計画』各年。
２３第1章わが'正川子産業のff易と対外面接投資の概観
そこで直接投資の現状と動向について述べよう。第一に、全体的投資動向では、対外直接投資届出実績でふる限り、
危機産業（胴子脆業の糸が統計的に分離しえないので、一部の取嘔と比北川砿気機器を含む電機産業の統計を川いるが、だいたい
は電子産業の動向とゑてよい）の対外投資には六○年代末から七三年までの第一期、七○年代末から今日まで続く息の長
い第二期の二つの拡張期がゑられ、その間の絶対的拡大は大きい（節七章表１参照）。さらに製造業肛接投資に占める電
機瀧業の比頭も上昇が砿著で、最近で約二割となっており、迩輸機械（自動巾産業）とともに増加が注目される（図５）。
も
っ
と
も
、
他
方
で
は
、
対
外
直
接
投
資
に
占
め
る
製
造
業
の
比
率
は
七
八
年
以
降
低
下
が
大
き
く
、
電
機
産
業
の
同
様
の
比
率
で
は
それほどではないが八○年代に多少の低下となっている。また、民間企業設伽投資（国民所得統計による）に対するⅡ
本の対外投資全休の比率や、製造業大企業の設備投資に対する製造業直接投資全体の比率が上昇ないし安定の傾向を
示
す
の
に
対
し
て
、
冠
機
産
業
大
企
業
の
設
術
投
資
に
対
す
る
刑
機
産
業
施
接
投
資
の
比
率
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（０．９）（１６） 
１２３３ 
(０．７）（0.9） 
４１５ 
(０．８）（１．６） 
２１３ 
(０．３）（０．５） 
７
Ｊ
０
Ｊ
４
Ｊ
３
Ｊ
４
Ｊ
 
３
１
９
１
８
６
６
 
●
０
０
●
●
 
１
０
０
０
０
 
く
く
く
く
く
４
Ｊ
４
Ｊ
０
Ｊ
０
Ｊ
６
Ｊ
 
２
１
１
２
５
１
１
２
 
０
 
０
 
０
 
●
 
●
 
１
１
０
１
０
 
く
く
く
く
く
身
大
き
な
増
加
を
示
す
髄
機
産
業
の
対
外
投
資
も
、
八
○
年
代
前
半
の
半
導
体
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
産
業
の
急
拡
大
や
資
本
集
約
度
上
昇
に
伴
う
電
子
廠
業
の
国
内
設
伽
投
資
の
激
増
に
は
（⑪』）
追
い
つ
け
な
い
で
い
た
わ
け
で
あ
る
。
鮒
二
に
、
投
資
先
の
地
域
別
動
向
で
は
、
七
○
年
代
前
半
ま
で
の
開
発
途
上
国
、
特
に
ア
ジア向け、七○年代末以降の米欧向けと、中心が明硴に変わっている（表８参照。
た
だ
し
一
件
当
た
り
の
金
額
の
小
さ
い
ア
ジ
ア
で
は
、
件
数
で
は
今
な
お
多
し
。
投
資
金
額
の
年
年
の
フ
ロ
ー
で
は
、
七
五
年
以
降
北
米
が
ア
ジ
ア
を
こ
え
て
し
ま
い
、
八
○
年
代
に
入
る
と
他
地
域
を
完
全
に
引
き
は
な
し
て
お
り
、
欧
州
は
八
二
年
以
降
ア
ジ
ア
と
追
い
つ
迫
わ
れ
つ
の
関
係
に
あ
る
。
ま
た
か
つ
て
三
大
投
資
先
の
一
つ
で
あ
っ
た
中
南
米
は
八
○
年
代
に
入
る
と
経
済
環
境
の
悪
化
か
ら
欧
州
、
ア
ジ
ア
に
は
る
か
に
お
く
れ
て
し
ま
っ
た
。
ア
ジ
ア
中
心
2４ 
表８電機産業の海ﾀﾄ投資残i((jとその変化
件Ｗｉｉｉ,｜,↑Ⅶ｜件ｒ#)し,Ｗｌｉｍ
1974年３月
1980年３月
1983年３月
1974-80年の変化
1980-84年の変化
４２ 
（７．８） 
１７４ 
(16.5） 
４６６ 
(26.3） 
１３２ 
(25.4） 
２９２ 
(40.8） 
６０ 
(18.3） 
４９５ 
(39.0） 
２，１５５ 
(57.5） 
４３５ 
(46.2） 
１，６６０ 
(67.0） 
５２６９ 
（９．７）（21.0） 
９０１９５ 
（８．５）（15.4） 
１１８３０７ 
（６．７）（８．２） 
３８１２６ 
（７．３）（13.4） 
２８１１２ 
（３．９）（４．５） 
４１７１８３ 
(77.7）（55.8） 
７３２４７３ 
(69.3）（37.2） 
１，０２４８３３ 
(57.8）（２２．２） 
３１５２９０ 
(60.7）（30.8） 
２９２３６０ 
(40.8）（14.5） 
１３７ 
（２．４）（2.1） 
４０７２ 
（３．８）（５．７） 
１３８４００ 
（７．８）（１０．７） 
２７６５ 
（５．２）（６．９） 
９８３２８ 
(13.7）（13.2） 
出所） 大蔵省『財政金融統ｉｉｌ)州』』 1985年12)｣。
か
ら
先
進
国
中
心
へ
と
い
う
こ
の
統
計
上
の
変
化
は
、
一
部
は
ア
ジ
ア
で
は
収
益
の
再
投
資
に
よ
る
拡
大
が
相
対
的
に
大
き
い
と
思
わ
れ
る
た
め
に
、
こ
の
統
計
が
ア
ジ
ア
で
の
投
資
活
動を過少に示すという統計上の問題によるところもあろうが、かなりは真実の
変化であろう。
この変化の原因については後の章でもふれられるところであるが、やはり最
大
の
要
因
は
日
本
企
業
の
実
力
の
上
昇
と
貿
易
摩
擦
の
激
化
に
よ
り
対
米
欧
企
業
進
川
が
可
能
と
な
る
と
と
も
に
不
可
避
と
な
り
、
日
本
企
業
に
と
っ
て
ア
ジ
ア
の
地
位
が
相
対
的
に
小
さ
く
な
っ
た
こ
と
で
あ
ろ
う
。
こ
の
点
で
は
日
本
の
鬼
子
産
業
の
高
度
化
に
伴
う
自
然
な
変
化
と
い
う
耐
が
大
き
い
。
ま
た
一
部
は
特
に
騨
国
な
ど
の
よ
う
に
政
雛
的
育
成
も
あ
っ
て
民
族
強
本
に
よ
る
近
子
雌
業
の
高
度
化
が
進
欽
、
技
術
導
入
を
中
心
と
し
た
産
業
発
展
が
十
分
に
可
能
に
な
り
、
か
つ
て
の
日
本
と
同
様
に
外
国
企
業
を
受
け
入
れ
な
く
な
っ
た
こ
と
も
あ
る
。
こ
れ
ら
の
い
ず
れ
の
要
因
も
不
可
逆
的
な
も
の
で
あ
ろ
う
が
、
他
力
で
は
八
○
年
代
に
は
異
常
と
も
い
え
る
ド
ル
高
の
も
と
で
ほ
ぼ
米
ド
ル
・
リ
ン
ク
の
為
替
相
場
制
度
を
と
る
ア
ジア諸国の対日腕争力がその分だけ不利になっていたことも取要であった。こ
の点は周知のように現在の円高の進行によって大きく修正されつつあり、それ
に
よ
っ
て
部
分
的
な
が
ら
か
な
り
大
き
な
修
正
が
生
じ
る
は
ず
で
あ
る
。
こ
の
関
連
で
ア
ジ
ア
向
け
と
先
進
国
向
け
の
投
資
の
性
格
の
差
に
つ
い
て
多
少
ふ
れ
る
と
、
嗣
子
産
業
の
「
ア
ジ
ア
離
れ
」
の
傾
向
は
、
か
つ
て
日
本
の
直
接
投
資
の
一
特
徴
と
い
わ
れ
た
合
弁
形
態
の
重
要
性
を
全
体
と
し
て
大
き
く
低
下
さ
せ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
も
ち
ろ
ん
東
南アジアではいぜんとしてマイノリティ参加を含む合弁形態が主流を占めてい
第１章 わが国嗣子産業の貿易と対･外mlI接投資の概観ｚ５ 
るが、対先進国投資では一○○％支配が主流となっているからである。この点も日本の対外投資の先進国。〈ターンへ
の
接
近
に
伴
う
当
然
の
変
化
と
い
う
面
が
大
き
い
。
また現地生産品の販売市場という点でも、先進国向け直接投資が中心になるにつれて、全体として節三国市場向け
よりも当該国ないし当該地域向けが中心を占める方向になっていったと思われる。市場関係でのアジアの欧米立地の
差は、前者では米欧向けを中心とする第三国向け川荷がかなり多く、また少ないとはいえ一部は日本への持ち帰りも
ある。それに対して、米欧での現地生産では、日本への持ち帰りはもちろん、第三国への出荷も少ないのが普通であ
る（ただし、欧州では欧州内分業がかなりあるので、ＥＣを一国としてあつかわなければ節三国向け出荷は相当多ど」とになる）。
したがって、これまでのところでは、電子産業でもグローバルな有機的企業内国際分業の展開は不十分であると見ら
れる。今後は東南アジアの氾子産業の世界的地位の急速な止外と、日本の対米欧投溢のいっそうの職種化によって、
グローバルな国際分業の展開はかなり進むと思われるが、他方では米欧の保護主義の弧化やローカル・コソテント要
求
の
強
化
な
ど
に
よ
っ
て
そ
れ
が
抑
制
さ
れ
る
伽
向
も
あ
る
。
投資地域別動向の次に、第三の問題として、部Ⅲ別の対外投資動向にふれよう。日本の耐子産業の優位性の民生用
か
ら
産
業
川
へ
の
拡
大
、
ア
ジ
ア
の
稲
子
産
業
の
同
様
の
変
化
に
伴
い
、
対
外
投
資
の
部
川
も
向
度
化
し
て
い
き
、
そ
れ
ぞ
れ
の
部
Ⅲ
内
でもハイテク化が進んでいき、他力では成熟した商品からの撤退も進んでいった。
表９はアンケート調査の結果であり、決してすべてを網羅するものではないが、八五年夏頃の民生用機器の現地生
産の大略は肌らかである。アジアでは嗣子・髄気機器ともに現地生産件数は非常に多く、ここではいちいちふれられ
ない。米欧では音響機器がかなりあるが、現地生産の中心はテレビと欧州のＶＴＲ、それらと同一工場で生産される
嗣子レンジである。先にもふれたようにカラーテレビでは米欧とも多くは七○年代中期末期に現地生産が始まり、欧
州
の
Ｖ
Ｔ
Ｒ
は
八
三
年
か
ら
現
地
生
産
が
開
始
さ
れ
て
い
る
。
い
ず
れ
も
貿
易
摩
擦
と
不
可
分
の
関
係
に
あ
る
が
、
先
述
の
よ
う
に
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
現
地
メ
ー
カ
ー
が
な
く
、
そ
の
点
で
の
貿
易
摩
擦
の
な
か
っ
た
米
国
で
も
、
よ
う
や
く
八
六
年
か
ら
日
立
や
松
下
な
ど
に
よ
る
現
地
２６ 
表９民生用fli子・電気磯器の現地生産I1ii1作１（1985）（lII1答件数）
、品胤
、
,Ｍ１、
獺
品目’ 咽子機器 遜気機器
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出所）日本電子機械工業会〔1986Ｂ〕４６ページ。
生
産
が
始
ま
り
つ
つ
あ
る
。
欧
州
で
の
最
近
の
動
き
で
は
》
ソ
ニ
ー
な
ど
に
よ
り
Ｃ
Ｄ
プ
レ
ー
ヤ
ー
や
八
ミ
リ
ビ
デ
オ
の
生
産
が
予
定
さ
れている。またＶＴＲの現地生産は台湾の日系合弁企業に
よっても八三年から始まっている。
ついでに付言しておけば、米欧市場での新興工業国の競
争
は
テ
レ
ビ
、
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
輸
出
面
に
お
い
て
き
び
し
く
な
っ
て
い
る
の糸でなく、カラーテレビでは米欧での輔国、台湾企業の
現
地
生
産
も
始
ま
っ
て
お
り
、
こ
こ
で
も
米
欧
の
輸
入
規
制
に
よ
り
急速に日本企業を追い上げつつあるわけである。
産
業
用
稲
子
機
器
の
対
外
進
出
は
民
姫
川
機
器
に
相
当
お
く
れ
る
か
ら
件
数
も
そ
れ
ほ
ど
多
く
な
い
が
、
両
卓
・
複
写
機
な
ど
が
割
合
早
く
か
ら
始
ま
り
、
現
在
で
も
そ
れ
ら
の
件
数
が
か
な
り
多
い
。
産
業
用
機
器
で
一
悉
多
い
の
は
通
信
機
関
係
の
対
外
進
出
で
あ
り
、
最
近
で
は
。
〈
ソ
コ
ソ
、
Ｏ
Ａ
機
器
と
汎
用
電
算
機
関
連
の
進
出
も
本
格
化
し
始
め
て
お
り
、
こ
こ
で
も
対
外
投
資
の
高
度
化
が
顕
著
で
あ
る
。
通
信
機
器
に
つ
い
て
ふ
れ
る
と
、
表
Ⅱ
の
よ
う
に
、
こ
こ
で
も
七
○
年
代
中
期
を
境
に
合
弁
な
い
し
資
本
参
加
が
多
い
途
上
国
へ
の
進
出から、一○○％支配の先進国投資への移行が承られる。
し
か
し
途
上
国
で
も
、
ア
ジ
ア
新
興
工
業
国
を
中
心
に
現
地
生
産
品
目
の
高
度
化
も
進
行
中
で
あ
り
、
最
近
で
は
ボ
タ
ン
電
話
、
デ
ジ
タ
鋪１章わが国嗣子産業の貿易と対外直接投資の概観２７ 
は出ル
、が先Ｐ松下通信工業淵峪通信機１Ｍ<i,､信二,:業，,，村ヤ,],機他特進Ｂ
の別１Kｌｘ米国（83）米国（84）米国（78） 産ので、にｌｍｌ１率爾｢iiIiポタポクン肪活ボタン嗣話機川 業注はフンlbj話ユニット ）Ⅱ’三｜、ア
機を｜淵ク
器ひ放シ
でく的ミ
も。でリ
か通先な
な信進どう゜エノレトリコ(65）△プフジノレ（82） り機的の
ポケットペノレ 見器な生
らの巨産
れ性大も英国（85） る格Ｔ'丁始ボタン地誌 こを場ま△純国（73）△台湾（70） と反でっボタン'ibi誌，同地話機等 だ’決あて
部ＩＩｉｉ１’がしりぃ
台湾（70） 、て、る
ボタンIibj誌，ＩＴＩ 民１Ｍ，三，。Ｌ'三地本部,liiU， ）、生企
機産業
器I1ii1I1こ
にＦ’よ
お屯つ
い非て
て常司
米に館
ＩＥＩ多二
で生産開始の年次を示すが，それがわからないときには版元会社の営業|Ｍ１のにいｌｌＥｌ比。’人１
１佼米市
し国場
てに［－
Ｍ気業に常く国とれ統，Iii11るの滞る欧比と
の．の別よに、メ、ぞ一ｊｔＭこはでの州し位
圧ソ枇にる｜Ｍ１日｜まれ市格と、のとへて，置
倒ピ極永も鋲水力たの場のな炊欧対≦の欧づ
的ユ性るの的メ１機ＴｌＴと’五Ｉが米州照進州け
支１がとでな１側器場な別ら市へ的Ⅱ｝へら
配クリｊ最あ市力先調規つ叢、場のでが逃れ
力関ら大る場１政達棋て異欧規進あよ出る
を係か手○でにjjIliにがおが州模，,，るりが米
もででの主あとがお小ら大Ｔｌ丁のが。進少，E，
つばあ日たるつぎけさずき場差少通んなへ
汎Ｉろ本、こてびるい、くがもな(言でいの
川ＩＢう爾企と非し目こそて製さい機いの進
０ 
2８ 
表１０主要通信|鍵メーカーの1M地41ﾐ産企業（1985）
日本Ｈｊｉ気？;『士通日立７１'１洞気
北米 米国
ＰＢＸ 
米国（83）
ボタンfbi話，
ＰＢＸ，自動車ＩＮｊｉ
話
米国２工場（76）
ＰＢＸ，自動I|珊
託，光通信シス
テノ、
米国５工場（77）
局用交換機，
ＰＢＸ，ボタン晒
話，ポケットペ
ノレ，、動Ilmli
詩，光システ
ム，術j7LjUlI計装
沼等
△メキシコ（75）
△ﾌﾞラジル（69）
アルゼンチン(81）
中南米
欧州
アジア △fＷｊ（60） 
交換機等
シンガポール(73）
関連部品
マレーシア（85）
関連部品
△軸同（74）
電話機弊
△台湾（69）
而話機鰊
△マレーシア（82）
交換機等
オーストラリア
（71） 
交換機，伝送機
器等
△ニュージーランド
（82） 
交換機のソフト
オセアーア
注）△印は合弁ないし資本参ﾌﾉﾉ11．その他はlOMll慨によるもの。カッコ1ﾉ]の数字はわかる限I）
年次を示してある。
出所）束iY;iWf〔1986Ｂ〕，日本iiU子機械工業会〔1086ｃ〕，〕in信機械工業会資料など。
砺算機関係では、常土瓶のＩ
Ｂ
Ｍ
兀
換
路
線
に
と
っ
て
戦
略
的
重
要
性
を
も
つ
ア
ム
ダ
ー
ル
社
への資本参加を例外として、
こ
れ
ま
で
対
米
資
本
巡
出
は
な
か
っ
た
が
、
本
年
か
ら
周
辺
機
器
な
がら常士麺、日立の磁気ディ
ス
ク
装
旧
の
生
産
が
始
ま
ろ
う
と
し
て
い
る
。
ま
た
こ
れ
ま
で
小
型
の
ビ
ジ
ネ
ス
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
、
プ
リ
ン
タ
、
パ
ソ
コ
ン
の
現
地
生
産に限っていた日本雨気も、
磁
気
デ
ィ
ス
ク
装
慨
の
生
産
の
巡
加
の
ほ
か
に
、
ハ
ネ
ウ
ェ
ル
社
向
け
Ｏ
Ｅ
Ｍ
の
汎
用
電
億
機
の
組
立
雌
廠
を
検
討
し
て
い
る
と
い
わ
れ
る
。
ス
ペ
イ
ン
に
お
け
る
常
士
通
の合弁企業がこれまでのミニ
コ
ン
と
そ
の
関
速
製
品
の
生
産
の
ほ
か
に
中
型
電
算
機
の
組
立
を
始
節１章わが国冠子産業の貿易と対外泣抜投盗の概観2９ 
表117{i子部Ｉ１ｉｉｌ１の現地生産品'二１ (皿溶件数）
「
‐
磁
気
へ
ツ
ド
藷 変成
器
（
含
コ
イ
ル
）
①
 プ
リ
ン
ト
配
線
板
超
小
型
冠
動
機
磁
気
テ
半
導
体
素
子
抵 集
白
黒
Ｔ
Ｖ
川
ブ
ラ
ウ
ン
撤
そ
の
他
電
子
部
品
カ
ラ
ー
Ｔ
Ｖ
用
ブ
ラ
ウ
ン
槽
ス フレ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
ス． マ
イ
ク
ロ
ホ
ン
プ
レ
ピ
川
チ
ュ
合
ピ 積ネ イ
抗 冠
回〃 ツ
計
路器 器 う゜力ﾌﾞー チ' 
０
０
１
１
０
０
０
０
 
８
０
１
０
０
１
０
０
 
７
０
０
１
０
３
０
０
 
１
 
１
０
１
０
０
０
０
０
 
８
０
１
３
０
４
０
０
 
８
０
０
１
０
０
０
０
 
４
０
１
０
１
０
０
０
 
０
０
３
３
１
０
０
０
 
６
０
２
３
０
３
０
０
 
７
０
２
２
０
０
０
０
 
２
０
１
２
０
０
０
０
 
０
０
０
０
０
０
０
０
 
３
０
５
６
２
６
０
０
 
２
 
４０３０４７００｜魂
７
 
２
３
 
２
 
１
 東南アジア
西アジア
ヨーロツノ<
北アメリカ
中米
南米
アフリカ
大洋州
２
０
１
３
０
３
０
０
 
３
 
４
０
１
１
０
３
０
０
 
３
 
８
０
２
０
０
２
０
０
 
４
０
１
２
０
０
０
０
 
２
０
０
２
０
２
０
０
 
１
 
計’１６３９３９１２１０２１２１６７９６７２１４１１５０４２合
出所）日本fbi子機械工業会〔l986B〕４７ページ。
める予定であることとともに、汎用電算機部門での注日
さ
れ
る
新
し
い
動
き
で
あ
る
。
ま
た
、
。
〈
ソ
コ
ヱ
オ
フ
コ
ン
お
よびその関連機器では、この而での実力をつけてきた新
興工業国での現地生産ないし技術供与が急速に進行しつ
つあり、また米欧に猫いても主として貿易摩擦の緩和の
点から現地生産の拡大が検討されつつあるのが現状であ
る。雨子部品の現地生産状況は、これも部分的資料ながら
表、の通りである。ここではくわしくは立ち入らないが、
まさに東南アジアが部品供給於地になっていることがわ
かる。耐子部冊の中で中心的束要性をもちつつある半導
体についての日本企業の海外進出は表胆の通りである。
ここでも、進出時期では七○年代中期を境にアジアから
米欧への移行がゑられろ。
先進国ではこれまで組立・検査の後工程が中心であっ
たが、日本圃気を先頭にようやく一貫工程への移行が始
まりつつある。アジアでは現地生産はトランジスターか
らリニアーＣの組立へと進んできたが、東南アジアの嗣
子工業の民生用中心から産業用への拡大と一般的な民生
用機器のデジタル化の進行とともに、現在急速にモス．
3ｏ 
表１２主要半導体メーカーの現地生産状況（1985）
日本電気’三１立東芝窟士通三菱沖嗣気松下茄子三洋ローム
米国(71）米国(78)*米国(78）米国(80）米|工|(79）米国(83）米国（86予定）（享三質）
アイルラ四ﾘﾘ((80）西独(83）アイルラ
ンド(76）ンド(81）
英国(83）
(車歪貫）
マレーシ△マレーシマレーシ
ア（74）ア（72）ア（75）
シンガポ
ール(76）
北米
欧州
シンガポ△騨国(73)△韓国(72）
－ﾉﾚ(77）台湾(74）
アジア
注）△は合弁その他は100％出資によるもの。カッコ内は会社設立の年次。
＊は一貫工場，その他は後工程ないし後工程中心のもの。
出所）『日本半導体年鑑』〔1986〕，東洋絲済〔1986Ｂ〕など。
メモリーなどのデジタルーｃの後工程が始まりつつある。これまで富
士通などの産業用ＩＣ中心メーカーと三洋、松下などの民生用半導体
中心メーカーとでは対外進出地域に差異がゑられたが、右の事情と関
連して今後はそのような差異は次第に解消していくと思われる。
なお、ここではいちいちふれられなかったが、通信機、コンピュー
タ、半導体の対先進国進出が、貿易摩擦のハイテク化によって非常に
促進されていることも付言しておこう。
以上で民生用、産業用機器と部仙との対外進出の状況と対外投資の
ハイテク化の動向とがほぼ明らかとなったが、現状認識の最後の点と
して現地生産がどの程度の大きさになっているかにふれておこう。こ
れについては民生川機器しかわからないし、それも必ずしも正碓とは
いえないであろうが、表脇から大略は明らかである。
個別品目では、緩慢ながら現地生産比率の上昇傾向がよられる。部
門では成熟度の高いラジオ、白黒テレビ、カラーテレビで現地生産が
多いのは当然だが、オーディオ機器の現地生産は相当おくれているよ
うで、現在の円高の下でのオーディオ・メーカーの困難が想像される。
カラーテレビでは海外生産依存度は四割弱だが、民生用機器の国内生
産額の三九％、輸出の四五％を占めるＶＴＲでは海外生産はまだ始ま
ったばかりであり、民生用全体としても内外生産額に占める海外生産
依存度は全部でせいぜい四分の一程度であろう。しかも注目すべきこ
第１章わが国f(jl子産業の貿易と対外直接投資の概観３１
表１３日本企業の海外生産（民生用電子機器） (万台，％） Ｎｍ
1978 1979 1981 1985
重海外鵲 海外生産｜海外生産の地域別シェア日本企業全生産 海外生産 日本企業全生産 日本企業全生産 海外生産同比率|西欧|北米|ｱｼﾞｱ|その他 同比率同比率
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６４９
411
1,415
1,159
１８
５５
９１
６５
６
２６
｜
錨
即
鰹
坤
②
溺
れ
｜
’
１
１
４
｜
唖
却
邪
哩
②
｜
他
肥
一
一
１
８
９
９
５
８
｜
、
０
０
０
０
①
０
｜
’
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｜
狐
①
①
①
②
①
型
一
一
１
１
１
卜
１
０
９
３
３
９
１
４
２
１
８
６
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
３
６
６
４
２
４
６
７
０
２
３
５
６
２
２
3,100２１０７
２，８００１，０００３６
１４７
１，１７７
779
1,918
2,983
８８５
１，７７４
３９３
７７９
６６２
６５２
２７２
７４３
０
４
４
７
２
６
３
５
７
４
９
５
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●
●
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●
●
●
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●
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●
●
●
●
７
１
８
７
５
２
０
４
０
４
８
９
９
］
４
《
５
２
９］
２２０
１，３４０
821
1,675
3,594
８９７
１，９７２
４２３
８２８
６４１
７２１
２９０
８７９
０
４０３
398
1,156
1,210
２５
７５
１３４
６５
１７
４６
２７
１０５
０
１
５
０
７
８
（
。
【
Ｉ
９
７
４
３
Ｏ
〉
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
０
８
９
３
２
（
。
１
７
？
］
６
９
１
，
．
４
〈
０
ｎ
ｄ
ｎｄ
１
９５０
１，９１３
729
2,132
4,647
８６５
１，２５１
３４５
９１９
７２８
１，０１２
ＶＴＲ
力ラーＴＶ
白黒ＴＶ
－般ラジオ
テーフ･レコーダー
カ_ラジオ
カ－ステレオ
ステレオセット
ハイファイアンプ
レコードプレーヤー
テープデッキ
ＦＭチューナー
スピーカーシステム
０
３２２
３２２
１，１２５
８１０
５０
４０
８０
３７
３
３２
２３
７０ 696１５１２１．７１４．０７６．５９．５③
注）①その他に含めた，②地域別分類不能，③アジアに含めた。
なおテープレコーダーはラジオ付きを含む。
８５年については，ＶＴＲの海外生産は約180万がＥＣ，台湾約25万，米国は０，カラーテレビは米国約500万台といわる。
出所）日本電子機械工業会〔1980〕３－４ページ，同〔1981〕，金森久雄・西岡幸一〔1986〕224-5ページ。８５年は電波新聞社〔1986〕529ページ等
による筆者の大まかな推定である。
と
は
、
現
地
生
産
の
少
な
い
Ｖ
Ｔ
Ｒ
が
民
生
用
機
器
生
産
棚
の
中
で
の
比
重
を
急
速
に
高
め
て
き
た
た
め
に
、
七
九
’
八
一
年
で
は
（
お
そらくは七九’八五年でも）民生用機器全体の海外生産依存率はほとんど上昇しなかったと推測できる（岡内生産での各
機器のウエイト竿からの計算結果による）。
こ
こ
で
付
言
し
て
お
く
べ
き
こ
と
は
、
こ
の
表
の
現
地
生
産
の
数
字
は
ノ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
生
産
な
ど
も
全
部
現
地
生
産
に
含
め
て
あ
る
と
思われることである。アメリカではカラーテレビの現地生産の現地付加価値分は多くの場合事実上の基準である五○
％
を
少
し
こ
え
た
程
度
で
あ
る
と
思
わ
れ
、
現
地
部
品
調
達
率
と
な
る
と
数
字
は
も
っ
と
小
さ
く
な
る
。
こ
の
点
で
も
要
求
の
き
び
し
い
ＥＣではカラーテレビのローカル・コソテントは米国より高いといわれるが、ＶＴＲではまだかなり低いであろう。
米
欧
に
お
け
る
部
船
産
業
の
現
状
か
ら
ゑ
て
現
地
部
品
洲
達
率
の
引
上
げ
に
は
今
後
か
な
り
努
力
が
必
要
で
あ
ろ
う
が
、
い
ず
れ
に
し
て
も
一
般
に
現
地
付
加
価
値
分
の
象
で
と
ら
え
た
海
外
生
旅
依
存
率
は
先
の
表
旧
に
示
し
た
し
の
よ
り
相
当
に
低
く
な
ろ
う
。
嗣
子
雄
業
の
対
外
投
資
が
相
当
進
ん
だ
と
は
い
え
、
こ
の
点
で
は
ま
だ
か
な
り
初
期
段
階
に
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。
嗣
子
製
品
現
地
生
産
の
輸
出
代
替
効
果
は
部
品
な
ど
の
日
本
か
ら
の
供
給
墹
加
に
よ
っ
て
か
な
り
相
殺
さ
れ
、
輸
出
代
替
効
果
は
こ
れ
ま
で
の
と
こ
ろ
か
な
り
限
ら
（３）
れ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
こ
こ
で
も
日
本
立
地
の
且
処
産
稲
子
旅
業
の
こ
れ
ま
で
の
国
際
競
争
力
の
強
さ
が
示
さ
れ
て
い
る
。
嗣
子
産
業
の
対
外
直
接
投
資
の
動
向
と
現
状
を
終
え
る
に
あ
た
っ
て
、
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
一
言
し
て
お
か
ね
ば
な
る
ま
い
。
日
本
の
製
造
業
一
般
と
同
様
に
、
電
子
産
業
の
対
外
直
接
投
資
で
も
現
在
大
き
な
転
期
に
さ
し
か
か
っ
て
い
る
。
雨
子
産
業
企
業
に
と
っ
て
七
○
年
代
前
半
ま
で
の
第
一
期
が
ア
ジ
ア
進
出
の
韮
礎
固
め
の
時
期
で
あ
り
、
七
○
年
代
末
か
ら
こ
れ
ま
で
の
館
二
期
が
米
欧
先
進
国
へ
の
進
出
の
荻
礎
固
め
の
時
期
に
あ
る
と
す
れ
ば
、
今
後
の
節
二
期
は
こ
れ
ら
の
拙
礎
を
前
提
に
し
て
グ
ロ
ー
バ
ル
な
国
際
分
業
が
本
格
的
に
追
求
さ
れ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
よ
う
な
傾
向
を
促
進
す
る
要
因
と
し
て
は
、
①
ハ
イ
テ
ク
化
の
進
展
と
日
本
の
経
常
収
支
の
巨
大
な黒字を杼景にますます深刻化していく米欧との貿易摩擦、②米国のインフレ鎮静と而汕制約の緩和により今後統く
と
思
わ
れ
る
本
格
的
な
円
商
傾
向
、
③
ア
ジ
ア
新
興
工
業
国
の
追
い
上
げ
の
加
速
、
の
三
つ
が
あ
げ
ら
れ
よ
う
。
①と②の要因によって今後米欧への現地生産移転が加速され、日米欧間の企業内の製品間分業（米欧の現地生廠品の
筋１章わが'斬皿子産業の貿易と対外ill[接投ｆｆの概観３３
こ
の
よ
う
な
国
際
分
業
の
進
展
を
予
想
し
て
一
部
で
は
日
本
に
お
け
る
産
業
の
「
空
洞
化
」
が
い
わ
れ
始
め
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
、
膨
大
な
輸
出
超
過
の
削
減
に
す
ぎ
な
い
現
地
生
産
の
進
展
を
「
空
洞
化
」
と
い
う
に
は
無
理
が
あ
る
が
、
そ
れ
が
日
本
経
済
に
と
っ
て
か
な
り痛承を伴うものとなることは予想できないことではない。そして日本での企業活動は、一方でのいぜん競争力をも
つ先端製品や高付加価値製品の量産とともに、民生用のゑならず産業用での製品開発の強化の方向が考えられよう。
加速する製品サイクルと、日本の嗣子産業の国際的地位の上昇と、重層的な国際的追い上げ榊造の下においては、こ
の
よ
う
な
方
向
は
不
可
避
な
も
の
で
あ
ろ
う
。
さて、このように日本の電子産業の対外直接投資が大きな転換点にさしかかっているとぎ、これまでの日本企業の
ま
た
、
上
の
②
と
③
の
要
因
に
よ
っ
て
、
為
替
相
場
制
度
で
米
ド
ル
・
リ
ン
ク
の
性
格
の
強
い
新
興
工
業
国
の
コ
ス
ト
競
争
力
が
い
よ
い
よ
重
要
な
問
題
と
な
っ
て
き
つ
つ
あ
る
。
そ
の
結
果
、
日
本
企
業
は
こ
れ
ま
で
の
よ
う
な
日
本
立
地
優
先
の
政
策
が
と
り
に
く
く
な
り
、
企
業
の
存
続
の
た
め
に
思
い
き
っ
た
製
陥
間
、
工
程
間
分
業
を
ア
ジ
ア
諸
国
と
の
Ⅲ
で
と
る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
る
よ
う
に
な
ろ
う
。
そ
れ
も
日
系
企
業
の
企
業
内
分
業
の
承
で
は
な
く
、
現
地
民
族
資
本
の
実
力
の
向
上
と
現
地
合
弁
企
業
の
自
立
化
と
に
よ
っ
て
、
企
業
間
分
業
の
砿
要
性
が
高
ま
る
と
予
想
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
傾
向
は
日
本
企
業
の
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
を
稀
薄
化
さ
せ
つ
つ
あ
る
と
い
え
よ
う
。
こ
の
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
の
稀
薄
化
は
他
の
要
因
、
す
な
わ
ち
日
本
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
市
場
の
開
放
、
冠
電
公
社
の
民
営
化
、
何
よ
り
も
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
に
お
け
る
急
速
な
技
術
革
新
と
国
際
化
に
よ
っ
て
も
促
進
さ
れ
つ
つ
あ
る
。
い
ず
れ
に
し
て
も
そ
れ
は
日
本
電
子
産
業
の
世
界
的
地
位
の
上
昇
に
伴
う
当
然
の
事
態
と
い
わ
ざ
る
を
え
ま
い
。
日本への持ち帰りを含む）さえもかなり生じることが予想される。しかも、②の要因による日本の賃金の相対的上昇と
日
本
企
業
の
現
地
生
産
の
経
験
の
蓄
積
に
伴
っ
て
、
コ
ス
ト
的
に
ゑ
て
米
欧
現
地
生
産
が
日
本
よ
り
有
利
な
も
の
も
か
な
り
出
て
き
つ
つ
あ
り
、
こ
れ
ま
で
の
よ
う
に
貿
易
摩
擦
対
応
型
中
心
で
な
く
、
コ
ス
ト
要
因
に
よ
る
米
欧
の
現
地
生
産
も
か
な
り
ふ
え
て
く
る
も
の
と
子
想される。
3４
世
界
の
多
く
の
地
域
へ
の
対
外
投
資
の
状
況
と
経
験
を
分
析
す
る
こ
と
は
非
常
に
有
益
な
こ
と
で
あ
ろ
う
。
二
章
以
降
が
そ
の
課
題
に
籍
え
る
こ
と
に
な
る
。
（
１
）
こ
こ
で
一
九
八
五
年
実
施
の
日
本
電
子
機
械
工
業
会
の
民
生
用
電
子
機
器
関
連
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
ふ
れ
て
お
く
と
、
企
業
の
進
出
目
的
な
い
し
動
機
で
は
北
米
と
欧
州
で
は
市
場
要
因
、
な
か
で
も
「
有
力
市
場
の
確
保
」
と
貿
易
摩
擦
対
応
が
圧
倒
的
に
多
く
、
生
産
要
素
原
因
を
あげている企業はごくわずかである。これに対して東南アジアでは「労働力が安川」を含む生産要素要因のウェイトが高
く、巾場要因でも「有力市場の確保」のほか、主に対米欧の「節三国への輸出が目的」が相当多い。米欧と東南アジアの
両地域の投資の性絡の述いは川らかであろう。日本咽子機械工業会ロ九八六Ｂ〕四一’四四ページ。
（２）ここで一言しておくと、図５の対外役狂届川緬は日本の企業による海外の関係企業に対する演金排出しの川川（災行ベ
ースでない）の統計であり、また現地での溢金調達による投資や収祐の両投強などを含まず、海外日本企業の投溢活助の
捕標としても不十分であり、国民所得統計の出川設伽投資とも概念的に異なる。珈産竹洲森の製造業（地機工業も含む）
の設伽投資は大企業を中心とするもので製造業全体で三割極度しかカバーしていないなどのⅢ腿もある。したがって図５
に示したそれぞれの比率は水準ｎ体は意味はないが、大まかなトレンドを承る上ではあるていど参考になるであろう。
（３）産業川機器現地生産依存の程度については資料が得られなかったが、民生川よりもその率はおそらくかなり低いであろ
う。米国に関する断片的情報では八四年のＩＣの日本の対米輸出に対する現地生産の比率は二判弱であり（第三章）、通
信機器ではこの比不は八四年二割以下、八五年三割弱と承られる（『日本経済新聞』八五年一○月二六日、および通信機械
工業会資料）。コンピュータ関係ではこれよりかなり小さいであろう。ここでいう現地生産も現地付加価値とは異なるも
ので、い－カル・コンテントがＩＣ、通信機器ともおそらくカラーテレビの平均より小さいと川われることから、現地付
加
Ⅲ
値
率
は
上
の
数
字
よ
り
相
当
小
さ
く
な
る
で
あ
ろ
う
。
また、嗣機瀧業全体についての海外生産依存率の数字はないが、多国鱗企業化が州対的に進んでいる大手企業の全売上
げ
に
占
め
る
現
地
生
産
分
の
比
率
を
紹
介
し
て
お
こ
う
。
そ
れ
に
よ
る
と
八
四
年
度
で
三
洋
地
機
三
○
％
（
全
売
上
げ
中
の
輸
川
の
比
率
は
四
一一一％）、ソニー一派％（同五八％）、日本髄気一四％（同二二％）、松下髄柵一一一一％（同三五％）が割合大きく、一一一菱樋機
は九％（川一九％）、衛士通は三％（同二四％）、日立は不凹、となっている（『日本工業新川』〃超多国締企業への道“シ
リーズ、八五年一○月一日、八日、二月六日、一二日、二六日、一二月一一一日、一七日）。いずれにおいても輸出の力が
海外生産よりかなり多く、またここでも海外生産は現地付加価値よりは相当大きいはずである。この数字から現在の電機
メーカーの多国籍企業化の程度がほぼうかがえるであろう。
鋪１章 わが'五m子雌業の貿易と対ﾀﾄ直接投資の概観３５
日本の電機・電子産業は輸出主導型の海外発展を遂げてきたのであるが、海外直接投資の面では一九七○年代前半
ま
で
ア
ジ
ア
地
域
が
投
資
の
主
た
る
対
象
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
七
○
年
代
央
以
降
、
先
進
工
業
国
向
け
輸
出
の
急
増
と
保
護
主
義
的
気
運
の
高
ま
る
中
で
、
急
速
に
米
欧
向
け
直
接
投
資
の
比
重
が
増
大
し
て
い
っ
た
。
と
り
わ
け
、
対
米
投
資
の
伸
長
は
め
ざ
ま
し
く
、
対
米
投
資
累
計
額
の
中
で
電
機
産
業
の
そ
れ
（
一
七
億
五
二
○
○
万
ド
ル
）
は
製
造
業
中
ト
ッ
プ
の
地
位
を
占
め
る
の
糸
な
ら
ず
、
同
ア
ジ
ア
向
（１）
け累計額をも大きく凌駕して一一・一一倍の水準に達する（八四年度木）。これは単なる投資対象地域のシフトを示すだけ
で
は
な
く
、
従
来
の
輸
出
主
導
型
に
よ
る
海
外
活
動
か
ら
、
輸
出
と
海
外
生
産
を
い
わ
ば
車
の
両
輪
と
す
る
海
外
戦
略
へ
の
転
換
を
意
味
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
も
ち
ろ
ん
こ
の
転
換
は
、
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
、
日
本
企
業
の
自
発
的
か
つ
主
体
的
な
海
外
戦
略
に
由
来
（２）
するというよりは、外圧への対応のため「強制された」側面が強い。それだけにまた、海外生産に際してはアメリカ
系企業の海外進出とは異なった問題点と難点を孕んでいると言えよう。
な
か
で
も
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
現
地
生
産
は
、
そ
う
し
た
電
機
産
業
の
対
米
投
資
を
質
量
の
両
面
で
リ
ー
ド
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
後
の
自
動
車
や
半
導
体
な
ど
製
造
業
の
本
格
的
な
対
米
投
資
の
先
駆
形
態
を
な
す
と
い
っ
て
よ
い
。
本
章
で
は
、
日
本
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
企
業
の対米進出の過程と実態を、アメリカ市場の動向ならびにアメリカ企業の対応との関連で明らかにしたい。その上で、
第
二
章
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
産
業
の
対
米
進
出
１
は
じ
め
に
3７
第二次大戦後に急速な発展をゑたアメリカの白黒テレビ産業は、一九五○年代から六○年代初めにかげて、その黄
金
時
代
を
迎
え
た
。
一
方
、
五
二
’
五
三
年
に
ア
メ
リ
カ
か
ら
の
ラ
イ
セ
ン
ス
供
与
を
受
け
て
テ
レ
ビ
生
産
を
開
始
し
た
日
本
企
業
は
、
当
時
は
も
っ
ぱ
ら
国
内
市
場
の
開
拓
に
主
力
を
注
ぎ
、
ア
メ
リ
カ
市
場
へ
進
出
す
る
意
思
も
力
量
も
持
た
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
六
○
年
代
初
頭
に
は
ア
メ
リ
カ
市
場
で
ほ
と
ん
ど
ネ
グ
リ
ジ
ブ
ル
な
存
在
で
し
か
な
か
っ
た
日
本
製
白
黒
テ
レ
ビ
も
、
そ
の
後
、
六
六
年
に
は
一
五パーセント、七○年には五○．ハーセントとアメリカでのシェアを急激に伸ばしていったのである。日木製輸入テレ
ビとの競争に直面したアメリカ・メーカーは、国内の労賃上昇に加えてメキシコ、台湾の積極的な誘致政錐やアメリ
カ政府の関税政策（米国関税率表ｍｓ．Ｓ項の規定）の効果も相俟って、六七年以降、白黒テレビの組立および中間部品
（３）
の製造工程を低賃銀を利用した海外生産に切り替え、以後、国内生産はカラーテレビ専門へと転換していく。
カラーテレビの生産は、一九五三年に全米テレビ方式委員会（ＮＴＳＣ）がＲＣＡ社の開発したトリ・カラー方式を
標準規格として勧告したのを受けて（以後、ＮＴＳＣ方式と呼ばれる）、五四年にＲＣＡ社によって開始された。白黒テ
レ
ビ
に
比
べ
て
普
及
に
手
間
取
っ
た
も
の
の
、
六
○
年
代
に
入
る
と
Ｒ
Ｃ
Ａ
社
の
精
力
的
な
拡
販
活
動
が
笑
を
結
び
、
ま
た
傘
下
の
Ｎ
Ｂ
Ｃ放送がカラー化を推進したこともあって、急成長を遂げた。当初、ＲＣＡ社の地位は絶大で、六二年のカラーテレ
ビ市場シェアの六五。ハーセントを占めていた。六○年に、日本企業各社にカラーテレビのライセンス供与を行なって
おり、同年、日本もＮＴＳＣ方式によるカラーテレビの生産と放送を開始する。これはまたアメリカ・メーカーが、
ＰＡＬ方式によって市場をガードしたヨーロッ。〈勢と異なり、アメリカ市場において日木製カラーテレビと正面から
競合する一つのファクターともなった。市場の急成長に伴ってゼニス社を筆頭に参入が相次ぎ、六○年に三社にすぎ
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
現
地
生
産
が
抱
え
る
問
題
点
と
将
来
展
望
の
一
端
を
で
も
示
せ
れ
ば
と
思
う
。
２
ア
メ
リ
カ
・
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
市
場
へ
の
浸
透
3８
なかったメーカー数も六八年には一八社にのぼった。特にゼニス社はカラー市場参入の年（六一年）に利祐を計上し、
（４）
六四年にマーケットシェアも一二割に達した。
だが白黒テレビに比して、日本メーカーのキャッチ・アップとアメリカ市場への浸透は速く、六四年に対米輸出を
開
始
す
る
や
六
○
年
代
末
以
降
急
速
に
輸
出
を
蝋
や
し
て
、
七
一
年
に
は
輸
出
台
数
が
一
二
○
万
台
を
突
破
す
る
な
ど
全
米
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ市場シェアのほぼ二割を占めるに至った（表１参照）。つまり、日本製白黒テレビの輸入激増に対応してアメリカメ
ー
カ
ー
が
そ
の
生
産
を
海
外
に
移
転
し
た
直
後
に
は
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
分
野
で
も
米
系
企
業
の
足
元
を
揺
る
が
す
事
態
が
発
生
し
て
い
たと言える。七一年、七一一一年の相次ぐドル切り下げで日本製口叩の価格競争力が一時低下して、七○年代央まで対米輸
出
台
数
が
横
這
い
に
な
っ
た
も
の
の
、
後
述
す
る
よ
う
に
、
そ
の
背
後
で
日
米
メ
ー
カ
ー
間
に
、
製
品
技
術
、
製
造
技
術
の
両
面
で
決
定
的
な
格
差
が
生
ま
れ
つ
つ
あ
っ
た
の
で
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
市
場
に
お
け
る
日
米
メ
ー
カ
ー
の
販
売
戦
略
は
種
女
の
面
で
対
照
的
で
あ
っ
た
。
と
い
う
よ
り
は
、
当
初
日
本
メ
ー
カ
ー
は
、
強
力
な
ブ
ラ
ン
ド
名
を
持
つ
米
大
手
メ
ー
カ
ー
の
手
薄
な
分
野
を
足
掛
か
り
に
し
て
ア
メ
リ
カ
市
場
を
開
拓
せ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
と
い
う
力
が
正
確
で
あ
ろ
う
。
ま
ず
、
Ｒ
Ｃ
Ａ
社
、
ゼ
ニ
ス
社
な
ど
は
収
祐
性
の
高
い
大
型
の
い
わ
ゆ
る
コ
ン
ソ
ー
ル
型
セ
ッ
ト
を
中
心
と
し
て
い
た
が
、
日
本
メ
ー
カ
ー
は
国
内
生
産
の
機
種
構
成
か
ら
い
っ
て
も
、
小
型
の
ポ
ー
タ
ブ
ル
型
や
卓
上
型
が
主
力
で
あ
っ
た
。
次
に
、
Ｇ
Ｅ
を
除
く
米
メ
ー
カ
ー
が
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
に
お
け
る
専
属
の
卸
売
業
者
を
媒
介
と
し
な
が
ら
、
メ
ー
カ
ー
↓
卸
売
業
者
↓
小
売
店
と
い
う
二
段
階
の
販
売
方
式
を
と
る
の
に
対
し
て
、
日
本
メ
ー
カ
ー
の
在
米
販
売
子
会
社
は
、
「
レ
ッ
プ
」
と
呼
ば
れ
る
歩
合
制
の
セ
ー
ル
ス
マ
ン
を
活
用
し
た
、
メ
ー
カ
ー
↓
小
売
店
と
い
う
一
段
階
の
販
売
方
式
に
よ
っ
て
、
大
都
市
お
よ
び
そ
の
周
辺
を
中
心
に
取
り
扱
い
小
売
店
を
拡
大
し
て
い
っ
た
。
卸
売
業
者
の
マ
ー
ジ
ン
幅
は
高
く
、
レ
ッ
プ
の
手
数
料
は
安
い
。
し
か
し
逆
に
、
米
メ
ー
カ
ー
が
多
額
の
広
告
費
を
使
っ
て
ブ
ラ
ン
ド
名
を
売
り
込
む
販
売
戦
略
を
採
用
し
た
た
め
小
売
店
の
マ
ー
ジ
ン
幅
は
低
か
っ
た
が
、
日
本
メ
ー
カ
ー
は
小
売
（５）
店
に
高
マ
ー
ジ
ン
を
支
払
っ
て
売
り
込
象
を
図
っ
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。
そ
の
小
売
店
の
種
類
で
も
、
主
な
タ
ー
ゲ
ッ
ト
を
大
都
市
と
そ
の
近
郊
に
絞
っ
た
こ
と
も
あ
っ
て
、
デ
パ
ー
ト
や
デ
ィ
ス
カ
ウ
ン
ト
ス
3９第２章カラーテレビ産業の対米進出
ト
ァ
な
ど
の
大
型
地
阪
店
を
状
極
的
に
開
拓
し
た
日
本
メ
ー
カ
ー
と
、
テ
レ
ビ
の
専
門
小
売
店
だ
け
で
な
く
家
共
店
の
ウ
ェ
イ
ト
も
高
い
コンソール型主力の米メーカーとの側で相違があった。さらにその際、あくまで自社ブランド路線を談らなかったソ
ニ
ー
以
外
の
Ｈ
本
メ
ー
カ
ー
は
、
自
社
ブ
ラ
ン
ド
製
口
叩
の
み
な
ら
ず
逓
阪
店
ブ
ラ
ン
ド
製
山
川
同
け
に
も
い
わ
ゆ
る
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
・
レ
ー
ベ
ル
で
の
供
給
を
行
な
っ
た
。
例
え
ば
、
比
較
的
早
期
に
ブ
ラ
ン
ド
を
確
立
し
た
と
さ
れ
る
松
下
に
し
て
も
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
で
は
六
○
年代末まで自社ブランドよりも』．Ｃ・ペニー向けのＯＥＭ輸出が主体であった。自社ブランドでの浸透には大きな
限界がある中で、この大手デパートなどへのプライベート・レーベルによる供給は、日本各社にとって市場拡大の強
表１カラーテレビ受像機の対米輪|[I台数・金額
放送川ＣＴＶ｜放送川以外を含む合計`凪 度
h数千台|州Ⅲ刀'U|台数千台|伽百万IU
1967
1968
1969
1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
３２４
７３４
９３５
883
1,237
1,116
1,095
1,001
1,215
2,959
2,135
1,537
1,343
１９４
６８６
５１８
］９，９１１
４０，７１４
53,Ｃ8０
５０，７８７
７１，４６８
６２，５１６
５７，６５１
５８，２４２
04,305
157,013
109,065
７０，２１７
０３，５９８
６，６１９
３６，６２４
３２，２４２
４，３８２
３３，３４１
３１，６３９
１，７０２
６０，８３７
５２，３８７
８，４５０
５６，７４７
４６，５９１
１０，１５６
５３，１６１
３９，８２２
１３，３３９
９８，０１８
７３，６１５
２４，４０３
2,971
2,140
1,542
158,008
109,814
７１，０９０
ヒット
シャーシ・キッ
1979
ト
700 3８，４５１
ヒット
シャーシ・キッ
1980
168
５７０
４８９
８１
１，０２３
７４３
２８０
ト
610 37,089
セット
シャーシ・キッ
１９８１
セット
シャーシ・キッ
１９８２
セット
シャーシ・キッ
1983
セット
シャーシ・キッ
１９８４
セット
シャーシ・キッ
卜
1，１３０ 70,368
卜
９５２
６３７
３１５
１，１１５
６５９
４５６
１，９５２
１，２００
７５２
1，１０４ 73,593
ト
1，４８７ 76,218
ト
2,617 1３６，１５７
ト
出所）’三|木関税|ｲｶ会『１１本貿易)｣報』各年12）]。
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表２米国カラーテレビ出荷台数の内訳と推移 （単位，千台，％）
重~ゼル蓋｜ｺﾝｿｰﾙ型
台数％｜台数％
コンビネーション型 合 計年度
台数％｜台数％
1965
1966
1967
1968
1969
1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979
1980
６
６
０
２
４
９
１
０
１
４
３
８
０
８
２
４
０
９
３
１
６
４
８
０
０
２
０
１
３
８
６
２
５
４
４
３
０
３
４
４
６
６
９
９
９
Ｊ
９
Ｊ
９
９
Ｐ
，
ｊ
，
１
２
２
２
３
５
６
５
４
５
６
７
９
０
６
３
９
２
０
７
６
７
９
５
５
４
９
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
０
０
■
●
１
８
０
９
５
０
６
３
５
７
７
０
２
４
５
１
１
３
３
４
５
５
６
６
６
６
７
７
７
７
５
５
１
８
５
８
５
２
７
０
４
６
８
７
９
１
２
６
６
８
９
６
０
６
７
６
１
９
５
４
７
９
５
５
５
２
１
４
２
２
８
２
５
９
１
４
０
２
４
５
３
３
３
４
Ｊ
９
９
，
０
９
９
，
９
０
９
９
９
９
９
８
Ｊ
９
２
３
３
３
２
２
２
２
３
２
２
２
２
２
２
２
２
２
８
１
０
１
８
０
７
４
７
８
７
２
２
４
９
６
１
３
１
●
●
●
●
●
●
●
●
●
０
０
●
●
０
●
●
●
●
■
８
４
３
６
０
７
１
５
３
１
１
９
７
５
３
１
１
１
０
７
７
６
５
５
４
４
３
３
３
３
２
２
２
２
２
２
２
２
６
１
３
７
５
５
５
６
５
６
８
６
９
１
５
１
５
７
３
６
８
３
４
７
６
３
２
２
２
２
１
１
２
３
３
２
１
１
１
３
９
４
６
３
８
３
９
７
５
４
３
３
２
２
１
●
０
０
０
０
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
９
７
６
４
３
２
２
０
０
０
０
０
０
０
０
０
2,747
4,702
5,224
5,827
5,524
4,822
6,181
8,378
9,263
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
７，８３０
６，４８５
７，７００
9,107
10,236
9,846
10,897
11,157
11,366
13,986
16.083
７，４７２
８，５３５
８，８０５
8,940
11,179
13.092
78.3
78.9
78.7
79.9
81.4
1981
1982
1983
1984
2,807
2.991 18.6
資料）Ｅ・ＬＡ.〔５〕各年。
（６）
力
な
武
器
と
な
っ
た
。
こうした販売活動を展開した日本メーカー
にとって、アメリカのカラーテレビ市場の趨
勢は極めて有利に作用した。六○年代央には、
コンソール型などの大型テレビが市場のほぼ
九割と圧倒的な比重を占めていた。しかし、
普及率の高まりによって中・低所得者層の新
規購入と一一、三台目の買い増しへと需要がシ
フトすると共に、小型機種の比重が増加の一
途
を
辿
り
、
六
○
年
代
末
か
ら
七
○
年
代
初
頭
に
か
げ
て
ポ
ー
タ
ブ
ル
型
お
よ
び
卓
上
型
製
陥
と
コ
ン
ソ
ー
ル
型
の
比
率
は
逆
転
す
る
に
至
っ
た
。
こ
の
基
本
的
な
ト
レ
ン
ド
に
、
石
油
シ
ョ
ッ
ク
後
の
消
費
行
動
の
変
化
、
す
な
わ
ち
大
型
・
高
級
品
志
向
か
ら
小
型
で実用的かつ省エネ的製品選好へという変化
が
拍
車
を
か
け
た
。
七
○
年
代
央
か
ら
八
○
年
に
か
けて、ポータブルおよび卓上型の比重は一気
に
七
割
か
ら
八
割
に
達
し
た
の
で
あ
る
（
以
上
、
表
２参照）。
第２章カラーテレビ産業の対米進出４１
アメリカ自動巾産業の分析を通じたアバナンー（ョ・『・シゥの９日ご）の定式化によってよく知られているように、技術
革新は製品技術の革新（勺『・目、三目・剣目・ロ）と生産技術の賊新（卑・８のの宮口・ぐ畳・口）の一一局ｍから成り立ち、両者は
促
進
要
因
と
し
て
も
制
約
要
因
と
し
て
も
相
互
規
定
的
な
関
係
に
立
っ
て
い
る
。
六
○
年
代
末
か
ら
七
○
年
代
後
半
に
か
け
て
の
日
本
の
（８）
カラーテレビ旅業は、この両洲が相乗的に効采を発椰しあった典型的な珈例をなすと言えよう。
カラーテレビの製回Ⅲ技術の邨新では、真空櫛からトランジスタへ、さらにはトランジスタからＩＣへという、いわ
ゆ
る
ソ
リ
ッ
ド
ス
テ
ー
ト
化
が
韮
本
線
で
あ
る
。
一
九
六
八
年
に
最
初
の
オ
ー
ル
・
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
型
の
商
冊
化
を
試
ゑ
た
の
は
米
メ
ー
カ
ー
の
モ
ト
ロ
ー
ラ
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
当
時
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
が
割
高
で
あ
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
コ
ン
ソ
ー
ル
型
の
最
上
級
モ
デ
ル
に
し
か
こ
の
技
術
を
採
用
せ
ず
、
営
業
的
に
は
失
敗
に
終
わ
っ
た
。
同
じ
時
期
に
、
日
本
メ
ー
カ
ー
は
真
空
符
と
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
か
ら
成
る
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
回
路
に
よ
っ
て
ま
ず
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
化
を
図
っ
た
の
で
あ
る
が
、
六
九
年
に
日
立
が
オ
ー
ル
・
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
化
に
よ
っ
て
シ
ェ
ア
を
伸
長
さ
せ
る
や
各
メ
ー
カ
ー
が
こ
れ
に
追
随
し
、
七
○
年
代
初
頭
に
は
、
ほ
ぼ
一
○
○
．
ハ
ー
セ
ン
ト
の
機
種
が
オ
ー
ル
・
ト
元来、アメリカのカラーテレビ小売店は仕入資金の源泉中、自己資金と銀行借入への依存度が高く、また、卸売業
者と異なってメーカーからの独立性も強いため、市場のニーズやマージンと金利に敏感であるとされている。ことに、
大型量販店ではその傾向が一胴顕著で、商品競争力の変化に応じて仕入先をドラスティックに切り替えることも厭わ
（７）
ない。かつ資金力にも恵まれているため、市場全体の動向への影響力も大きい。
七六年には市況の回復とともに、大型泣販店・一般小売店をⅢわず日本からの輸入を急哨させた。日本からのカラ
ーテレビは二九○刀台を突破して、いわゆる「集中蒙雨的」輸出の墹大と称されるような覗態となった。しかし、そ
こには単なる市場椛造の遡勢には還元できない、コストおよび品質岡川での要囚が樅たわっていたのである。
３
日
本
メ
ー
カ
ー
の
技
術
革
新
と
競
争
力
強
化
４２
ラソジスタ型となった。しかも、それと相前後して七一年には欧米のメーカーに先駆けてＩＣの採用が開始され、そ
の
後
も
Ｉ
Ｃ
化
の
テ
ン
ポ
を
速
め
て
い
っ
た
。
一
方
、
米
メ
ー
カ
ー
で
は
七
二
年
に
な
っ
て
よ
う
や
く
Ｒ
Ｃ
Ａ
と
ゼ
ニ
ス
が
そ
れ
ぞ
れ
オ
ール・トランジスタ化したモデルを発売し、ＲＣＡでも全機種のソリッドステート化は七五年の後半にずれ込んだ。
米市場でのカラーテレビ全体のソリッドステート化率をゑても、七一一年二五パーセント、七一一一年五一。ハーセント、七
六年一○○。〈－セントと大きく立ち遅れた。ちなみに、オール・トランジスタ化に先鞭をつげたモトローラは技術革
新
の
波
に
乗
り
遅
れ
て
、
七
三
年
に
真
空
管
か
ら
の
切
り
替
え
に
着
手
し
た
も
の
の
業
績
が
悪
化
し
、
後
述
す
る
よ
う
に
翌
年
カ
ラ
ー
テ
（９）
レピ祁門を松下に売却する羽目となる。
Ｒ
Ｃ
Ａ
や
ゼ
ニ
ス
に
よ
れ
ば
、
ソ
リ
ッ
ド
ス
テ
ー
ト
化
が
遅
れ
た
の
は
、
真
空
管
に
比
べ
て
軸
と
な
る
半
導
体
の
信
頼
性
と
経
済
性
が
劣
っ
て
い
た
為
で
あ
り
、
半
導
体
の
技
術
進
歩
に
よ
っ
て
経
済
性
の
面
で
真
空
管
に
対
抗
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
か
ら
採
用
す
る
の
が
当
然
で
、
技
術
的
に
日
本
メ
ー
カ
ー
に
立
ち
遅
れ
た
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
。
こ
の
言
葉
を
額
面
通
り
受
け
取
る
か
否
か
は
別
と
し
て
、
こ
こ
か
ら
だ
け
で
も
次
の
こ
と
が
言
え
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
ま
ず
、
当
面
の
コ
ス
ト
を
重
視
す
る
米
メ
ー
カ
ー
と
、
品
質
や
性
能
面
で
の
優
位
性
を
京
祝
し
て
市
場
シ
ェ
ア
の
拡
大
を
通
じ
て
の
堂
産
効
果
に
よ
っ
て
コ
ス
ト
の
回
収
を
図
る
日
本
メ
ー
カ
ー
と
の
、
体
質
の
相
違
が
浮
彫
り
に
さ
れ
て
い
る
。
た
だ
し
、
日
本
の
場
合
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
は
輸
川
商
品
と
し
て
の
戦
略
的
地
位
が
高
く
、
し
た
が
っ
て
ソ
リ
ッ
ド
ス
テ
ー
ト
化
の
結
果
、
小
型
化
・
軽
量
化
で
き
れ
ば
直
接
的
に
輸
送
コ
ス
ト
の
削
減
に
よ
っ
て
当
面
の
製
造
コ
ス
ト
高
を
吸
収
し
う
る
と
い
う
利
点
も
あ
っ
た
。
次
に
、
軍
需
要
や
産
業
用
に
比
し
て
民
需
用
が
弱
い
と
さ
れ
る
ア
メ
リ
カ
半
導
体
産
業
の
一
般
的
傾
向
の
反
映
が
こ
こ
に
も
あ
る
。
さ
ら
に
、
同
じ
く
ソ
リ
ッ
ド
ス
テ
ー
ト
化
を
達
成
し
た
後
で
も
、
日
本
メ
ー
カ
ー
は
強
弱
の
違
い
は
あ
れ
そ
れ
ぞ
れ
内
部
に
半
導
体
部
川
を
抱
え
て
お
り
、
半
導
体
と
完
成
品
と
を
計
画
段
階
か
ら
統
合
し
、
設
計
を
調
整
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
こ
れ
が
、
製
口
、
の
ト
ー
タ
ル
・
・
ハ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
に
与
え
る
影
響
を
考
え
る
と
、
日
本
メ
ー
カ
ー
の
比
較
優
位
は
相
当
大
き
い
と
言
え
よ
（皿）
ハノｏ
３４
回路を．プリントした基板に数十点、数百点の電子部品を実装するいわゆるプリント基板の採用ｑも、テレビや音響機
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器
の
、
品
質
の
均
一
性
、
小
型
畦
量
化
、
部
仙
の
標
準
化
を
可
能
に
し
た
製
耐
技
術
上
の
革
新
と
い
え
る
が
、
旧
来
は
多
数
の
若
年
女
子
作業員の手作業を要する典型的な労働集約型の工程であった。従来も一部自動化は行なわれていたが、雛一次石油危
機
以
後
の
イ
ン
サ
ー
ト
・
マ
シ
ン
の
導
入
に
よ
る
自
動
化
の
進
展
は
湊
ま
じ
く
、
必
要
人
員
は
一
二
分
の
一
に
低
下
し
、
手
作
業
に
つ
き
ま
と
う
ミ
ス
も
ほ
と
ん
ど
な
く
な
っ
た
。
さ
ら
に
、
イ
ン
サ
ー
ト
・
マ
シ
ン
と
並
行
す
る
自
動
検
査
機
の
導
入
は
そ
の
効
果
を
一
層
高
め
た。一方、米メーカーでは同じくプリント逓板を採川しても、一枚でなく複数の埜板で柵成されていたり、部品の柿
（Ⅱ）
入や検盃も相変わらず手作業への依存皮が一両いなど、この川でも遅れが目立った。
ＩＣ化の急速な進展とそのＩＣの集積度の高度化、部口叩の複合化、回路設計技術の進歩などによって、部品の大胴
な
減
少
と
そ
れ
に
伴
う
製
造
工
幌
の
短
縮
が
実
現
さ
れ
た
。
祁
仙
の
絶
対
数
そ
の
も
の
は
数
え
か
た
に
よ
っ
て
ま
ち
ま
ち
で
あ
る
が
、
部
口Ⅱ点数のおおよそ一一一割から四割が減少し、それが部口叩仲人の自助化と相俟って製造工秘は全体で約三分の一に短縮さ
れ
た
と
い
う
。
当
然
、
コ
ス
ト
面
で
の
効
果
は
大
き
く
、
日
本
国
内
で
の
平
均
生
産
単
価
は
、
第
一
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
を
ま
と
も
に受けた七四年前半のピーク時から七五年央にかけての段階でも既に、低価絡製口叩の洲発によって一六。ハーセント・
ポ
イ
ン
ト
も
低
下
し
て
い
る
。
ま
た
、
七
三
年
か
ら
七
五
年
の
側
に
、
米
国
に
お
け
る
日
本
か
ら
の
一
九
イ
ン
チ
型
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
平
均
輸
入
単
価
は
一
三
九
ド
ル
か
ら
一
九
五
ド
ル
へ
と
低
下
し
た
。
当
時
、
米
国
メ
ー
カ
ー
の
一
九
イ
ン
チ
型
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
を
四
○
○
ド
ル
以
下
の
小
宛
仙
で
売
れ
ば
碓
突
に
赤
字
だ
と
さ
れ
て
い
た
が
、
一
力
、
例
え
ば
シ
ア
ー
ズ
社
は
同
型
の
日
本
か
ら
の
Ｏ
Ｅ
Ｍ
製
陥
を
約
三
○
○
ド
ル
の
小
売
Ⅲ
格
で
販
売
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
こ
の
時
点
で
は
円
安
に
よ
る
為
替
メ
リ
ッ
ト
も
相
当
大
き
く
効
い
て
い
る
が
、
表
３
に
示
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
円
高
が
進
行
し
た
一
九
七
九
年
に
お
い
て
も
日
米
メ
ー
カ
ー
間
の
コ
ス
ト
格
差
は
歴
然
と
し
て
い
る
。
し
か
し
こ
の
時
期
に
な
る
と
円
商
の
ハ
ン
デ
ィ
の
他
に
も
、
ア
メ
リ
カ
企
業
の
海
外
生
産
工
場
を
考
噸
に
入
れ
れ
ば
、
日
本
（岨）
企業の賃銀率のほうが高いともされているだけに、技術革新に基づくコスト優位性は一層際立っていると一一言えよう。
し
か
し
、
日
本
製
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
競
争
力
は
コ
ス
ト
優
位
を
反
映
し
た
価
格
面
の
承
に
あ
る
の
で
は
な
い
。
例
え
ば
、
も
っ
と
も
人
気の闘い一九インチ型（日本での一一○インチ型に机当）の小売Ⅲ格でみると、七○年代央ではソニーのブランドカがずぱ
4４
表３１９イソチカラーテレビのコスト比較（1979年時点）
アメリカ国内で生
産された日本製品
日本国内で生産
された日本製品アメリカ生産者 高コスト
生産者
低コスト
生産者
高コスト
生産者
低コスト
生産者
購入
プラ
そ
品
ン管
他
部
ウ
の ＄6６
７４
$6６
６７
$5７
６２
$５８
７１
＄６２
８９
＄133
２３
２９
３
＄140
２８
３６
３
＄１１９
２４
３１
＄129
２９
３７
全部品
人件費及び変動費
固定費（販売・流通コストを除く）
品質コストペナルティ
＄１５１
３２
４１
$207
６
＄195
２５
$188
６
小計
運賃，関税，保険
＄２２４
６
＄174
２５
＄1９４１＄２１３販売・流通前総コスト ＄199 ＄２２０＄230
出所）Magaziner（邦訳）〔９〕，145ページ。
ぬげて強く、それに続くゼニス、ＲＣＡ、松下を合わせての囚社が高
品
質
、
高
価
格
と
い
う
一
流
ブ
ラ
ン
ド
・
イ
メ
ー
ジ
を
保
持
し
て
高
価
格
帯
を
占
め
た
。
次
い
で
、
米
国
中
堅
メ
ー
カ
ー
・
ブ
ラ
ン
ド
品
、
ソ
ニ
ー
、
松
下
以
外
の
日
本
メ
ー
カ
ー
・
ブ
ラ
ン
ド
品
、
シ
ア
ー
ズ
な
ど
大
手
小
売
業
者
ブ
ラ
ン
ド
品
の
順
で
価
格
帯
が
分
布
し
て
い
た
。
だ
が
そ
の
後
七
○
年
代
後
半
に
か
げ
て
、
生
産
の
海
外
移
転
に
よ
る
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
と
円
高
か
ら
、
Ｒ
Ｃ
Ａ
を
は
じ
め
と
す
る
米
メ
ー
カ
ー
の
価
格
は
一
般
の
日
本
製
品
と
同
等
か
そ
れ
以
下
に
低
下
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
日
本
か
ら
の
Ｏ
Ｅ
Ｍ
供
給
を
受
け
て
い
る
大
手
小
売
業
者
を
除
い
て
いずれもシェアの下落を余儀なくされたのであった。したがって、価
格
競
争
力
よ
り
も
む
し
ろ
品
質
、
性
能
、
信
頼
性
と
い
っ
た
非
価
格
競
争
力
の
方
（旧）
がより強く機能していたとも一一一戸える。
ド
ラ
ス
チ
ッ
ク
な
自
動
化
と
部
品
点
数
の
削
減
、
回
路
設
計
技
術
の
革
新
は
、
コストダウンと同時に品質と信頼性の著しい向上をもたらした。松下
が買収する前のモトローラ社カラーテレビ部門では、断線や接触不良、
部
品
挿
入
も
れ
な
ど
の
不
良
箇
所
数
を
生
産
台
数
で
割
っ
た
工
程
不
良
率
が
一
四
七
．
ハ
ー
セ
ン
ト
に
達
し
た
、
な
ど
と
い
う
の
は
極
端
す
ぎ
る
例
と
し
て
も
、
こ
の
面
で
の
日
米
メ
ー
カ
ー
間
の
格
差
に
は
相
当
な
開
き
が
あ
る
。
例
え
ば
一
九
七
九
年時点で、最終組立での不良率は、日本の○・四．ハーセソトに対して
アメリカでは五・〈－セントであったとされる。またほぼ同じ時点で、
保証期間中のクレームや返品率は、日本が一・〈－セント程度であるの
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次
に
、
部
口
川
や
製
仙
の
縛
川
拙
準
の
粘
度
も
日
米
で
災
な
っ
て
い
る
が
、
い
い
テ
ン
ポ
の
技
術
並
新
に
機
敏
に
川
応
し
て
、
そ
う
し
た
高い精度の部仙を肥確な細川と低価格で供給してきたⅡ本の祁口Ⅱ産業の存在の意義も大きい。祁口Ⅲメーカーによる高
粘度・低不良率のチップ部口叩や複合部口川の州発と生産があったからこそ、製品技術の軌新と商度な自動化装臓の導入
が可能であったと一一一一口ってもよい。しかもその際、日本の部品企業は、しばしば家嗣メーカーからの技術援助などを受
け
な
が
ら
共
同
で
部
口
川
の
開
発
と
生
産
に
当
た
っ
て
き
た
。
こ
う
し
て
家
電
メ
ー
カ
ー
の
厳
し
い
要
請
に
応
え
つ
つ
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
産
業の拡大に沿って世界有数の技術力を蓄積する電子部品メーカーへと成長を遂げたのである。一方、アメリカの部舶
こ
う
し
た
製
仙
技
術
と
生
雄
技
術
の
邨
新
の
他
に
も
、
こ
こ
で
立
ち
入
っ
た
考
察
を
加
え
る
余
裕
は
な
い
が
、
Ⅱ
木
製
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
価
格
・
非
価
桁
競
争
力
を
枕
め
た
要
因
と
し
て
、
次
の
諸
点
が
飛
典
で
あ
る
。
ま
ず
、
Ⅲ
質
櫛
肌
の
力
法
と
し
て
、
日
本
企
業
は
製
造
前や製造工程巾の欠陥防止（益巳什・【：庁○行‐Ｒのぐ・目・口）にウエイトを侭き、アメリカ企業は製造工程後の検杏による
欠陥発見（Ｑの【のＲＩＱの庁①ｎは。ｕ）を主とする。これは単に口叩質特皿上の方法の違いを示すだけではない。現場の作業員自
身
が
検
査
業
務
の
一
部
を
分
担
し
つ
つ
、
問
題
が
発
生
し
た
際
に
は
、
製
造
技
術
者
や
場
合
に
よ
っ
て
は
製
品
技
術
者
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
し
な
が
ら
彼
ら
と
あ
る
程
度
共
同
で
解
決
に
当
た
る
と
い
う
日
本
的
な
作
業
体
制
の
あ
り
か
た
と
、
作
業
者
は
固
定
的
な
自
身
の
作
業
の
ゑ
に
責
任
を
持
ち
、
検
査
は
す
べ
て
専
門
の
検
査
員
が
行
な
う
ア
メ
リ
カ
企
業
の
作
業
体
制
の
あ
り
か
た
は
、
生
産
組
織
の
編
成
自
体
に比して、米の大手メーカーでも一一一パーセント程度に達したという。しかも、この保証期間そのものが日本製、叩の一
年
に
対
し
て
ア
メ
リ
カ
製
品
の
一
一
一
カ
月
と
異
な
っ
て
お
り
、
日
本
メ
ー
カ
ー
に
な
ら
っ
て
保
証
期
間
を
三
カ
月
か
ら
一
年
に
伸
ば
し
た
あ
る米メーカーでは、保証経費が販売額の三・〈－セントから九。ハーセソトヘと上昇した、等々。こうした類の数字には
枚
挙
の
い
と
主
が
な
い
。
さ
ら
に
、
Ｉ
Ｃ
化
に
よ
る
消
費
雨
力
の
大
幅
な
減
少
、
ソ
ニ
ー
の
「
ト
リ
ニ
ト
ロ
ン
」
や
東
芝
の
「
ブ
ラ
ッ
ク
ス
ト
ラ
イ
プ
」
に
代
表
さ
れ
る
ブ
ラ
ウ
ン
管
技
術
の
進
歩
に
よ
る
鮮
肌
度
・
色
彩
感
の
向
上
、
と
い
っ
た
性
能
耐
で
も
日
本
製
品
は
優
位
の
ゑ
に
責
任
を
持
ち
、
検
査
は
す
べ（Ⅲ）
の
迷
い
に
由
来
す
る
も
の
で
あ
る
。
（Ｍ）
に立った。
４６
２，３でゑた要因に突き動かされての日本製カラーテレビを中心とする輸入増大によって、米国カラーテレビ産業
の勢力地図は大きく塗り変わることになった。米国内出荷台数に占める輸入製口叩の割合は、一九七一年のおよそ二○
．ハーセソト（大部分が日本製）から七六年の三七。ハーセント（日木製一一一一一一．〈１セント）へと上昇した。さらに、ソニーと
松下の米現地生産分（七六年で約八○万台）を加算すれば、日本メーカーのシェアは実に四三。〈１セントに達した勘定
になる（以上、表２、表４及びＥＩＡ５〕などから獄川）。一方、シェアの低下と共に米系メーカーの収抽性は悪化し、カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
生
産
に
従
事
す
る
労
働
者
数
も
大
幅
に
減
少
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
工
場
の
稼
働
率
を
ゑ
て
も
、
七
六
年
に
は
六
割
前
後
に
ま
節
三
に
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
と
ビ
デ
オ
テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー
（
Ｖ
Ｔ
Ｒ
）
に
代
表
さ
れ
る
よ
う
な
、
日
本
の
家
電
メ
ー
カ
ー
に
よ
る
水
平
的
な製口Ⅲ拡張の効果も見逃せない。高技術部口叩の共通化によって、積極的な研究開発とその効率化および部品の大欽生
産
に
よ
る
コ
ス
ト
低
下
が
達
成
さ
れ
る
。
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
生
産
は
、
国
内
カ
ラ
ー
テ
レ
ピ
エ
場
を
Ｖ
Ｔ
Ｒ
生
産
へ
と
転
換
し
て
、
カ
ラ
ー
テ
レ
（Ⅳ）
ビの米現地生産による日本国内での生産と一屈用に与える影響を机殺した、という》凪味でも大きな効果を持った。
最大の打撃を被ったのは、ブランド品とプライベート・レーベルの双方の分野において日本製品と直接的に競合す
る
度
合
い
の
強
い
中
堅
以
下
の
メ
ー
カ
ー
で
あ
っ
た
。
既
に
触
れ
た
よ
う
に
、
七
○
年
代
火
以
降
大
型
儲
販
店
は
自
社
ブ
ラ
ン
ド
製
品
の
Ｏ
Ｅ
Ｍ
供
給
先
を
ド
ラ
ス
チ
ッ
ク
に
日
本
メ
ー
カ
ー
に
切
り
替
え
、
七
七
年
の
時
点
で
は
、
シ
ァ
ー
ズ
が
三
洋
と
東
芝
、
モ
ン
ゴ
メ
リ
ー・ウォードが一一一洋、シャープ、アドミラル、ＧＥ、Ｊ・Ｃ・ペニーが松下、日立、ＲＣＡといった具合に一部の米
で落ち込んだ（表８参照）。
（肥）
あった。
メ
ー
カ
ー
と
家
電
メ
ー
カ
ー
の
間
で
は
、
品
質
や
技
術
交
流
よ
り
コ
ス
ト
を
軍
ん
じ
た
純
粋
に
商
業
ベ
ー
ス
で
の
取
引
関
係
が
支
配
的
で
４
米
メ
ー
カ
ー
の
苦
境
と
対
応
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表４米国カラーＴＶクラス別輸入動向
数遜ペース 千台 金額ペース百万ドル
螺|聟ｲﾝｴ|合訓|鵬|牙ﾌ辮撃|鮒吟Ｈ１ｲﾝ子'１ﾉﾌﾞ掌 計
11711総輸入’５３１６１８１４１３ 1.281ｎ．ａ １
１
１
19721総輸入’５０１７３５１３５２ a・’１ 318
19731総輸入’１０１１７９０１３７９ Ｌ３９９１．ａ
~I57jr｢j恩、）(１１２２１６５７１３８９１Ｍ３８９
５６２
５００
５８
１，５３９
１，３９６
１３６
1.282
総輸入
対日輸入
対台湾〃
対稗国〃 1i
iil
ill
llliI
636
529
８５
２１
６
５
１
１ 1，２１
１，０４
１４
２
106
９０
１２
４
１１０
９９
１１ Ｉｌｌｉｌｉ
１１毒！
`|篭
1975
総輸入
対日輸入
対台湾〃
対輔国〃
136
124
１１
1,116
９７９
８７
４３
５
３
８
５
２
６
９
２
２
２
０
２
２
２ 1８９
１６８
１２
６
298
273
２４
1976
一服川鉦917726８９
９０
1,318
1,025
２２８
１６６
１３８
１３
１４
3３
３３
283
221
４３
ｉｉｉい}｜
艀l
1ir:｜
薑|墨ｌ
１ｉｉｉｌＭｌ
総輸入
対日輸入
対台湾〃
対純国〃
1，１８８
６７６
１６５
３０８
1,295
５２８
４５８
１２９
２
４
１
５
１240
215 '１１１１
i謝
し蕊
２９３
１，８９５
ｉｉｉ
4５
４１
221
142
２６
４７
577
317
116
７２
1978
iiillW総輸入対日輸入対台湾〃対輔国〃 １４５１１６１０ 6０５ 孤躯２｜師加４
138
７７
１９
３４
303
129
７０
５３
1979
総輸入
対日輸入
対台湾〃
対輔同〃 團
罰
195
159
２２
606
215
137
164
377
３５
１４３
１３０
5２
１３
皿、切開一唖迦酊的
1980
総輸入
対日輸入
対台湾〃
対輔国〃
398
273
124
１
840
322
160
210
503
５２
１７０
１８０
116
４７
１
２
7４
５１
２３
1981
輸入
Ｈ輸入
台湾〃
韓国〃'鯛1； 1,031３４３１１９３６４ 2,184８１３４４６６２０371259109 578115215236 168６４１１８ ｎｘＵ■●０仏ユ 203９１１８５９ 532271８０１０７
１，噸|；
輸州棚姻
入
入
〃 2,316６１９
３９２
９４４
1,622
４８２
５３７
５６１
395
237
１０
４１
4,819
1,643
1,055
Ｌ５７３ #欝
繩
８
６
２
７
９
４ 803
255
180
241
431
266
112
２０〃
総輸入
対日輸入
対台湾〃
対輔国〃 Ｉｉｌ565353８６６０ 3，０９１８７６６３９１，１２９ 2,062６７５６７５６１３ 649514１３３２ 6,4372,4711,4141.841 302４９１２６１１０ 1，０９４４２４２３９２８８1984
合計のＩＭにはクラス分けされていないものの輸入も含まれる。
～1974……Radnor〔1980〕，ｐ,Ａ-26,31.
1975……『興銀調査」２０７，７７ページ。
1976～……Ｕ､Ｓ､Dept､ｏｆＣｏｍｍｅｌ･ＣＯ〔24〕各年。
注）
出所）
4８
メーカーの他は日本メーカーが圧倒した。プライベート・レーベル市場全体に占める輸入製品の比率をゑて、も、六六
年の一一一三。ハーセント、七○年の四一パーセントから、七八年には七五パーセントへと増大した。さらにブランド市場
（旧）
に
お
い
て
も
、
一
流
ブ
ラ
ン
ド
企
業
と
日
本
メ
ー
カ
ー
の
挟
撃
に
あ
っ
て
後
退
を
余
賎
な
く
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
そ
の
結
果
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
産
業
で
の
撤
退
と
吸
収
合
併
が
相
次
い
だ
。
め
ぼ
し
い
と
こ
ろ
を
拾
い
挙
げ
れ
ば
、
七
四
年
に
ア
ド
ミ
ラ
ル
が
ロ
ッ
ク
ウ
ェ
ル
・
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
に
、
モ
ト
ロ
ー
ラ
の
テ
レ
ビ
部
門
が
松
下
に
、
フ
ィ
ル
コ
が
Ｇ
Ｔ
Ｅ
シ
ル
バ
ニ
ア
に
（
フ
ィルコは生産停止し商標の永）、マグナポックスがオランダのフィリップスに、七六年にはウォーウィックが一一一祥にそれ
ぞ
れ
買
収
さ
れ
、
七
八
年
に
ロ
ッ
ク
ウ
ェ
ル
の
ア
ド
ミ
ラ
ル
祁
門
が
操
業
を
停
止
、
八
一
年
に
は
Ｇ
Ｔ
Ｅ
の
シ
ル
バ
ニ
ア
も
フ
ィ
リ
ッ
プ
スに買収された。こうして、六八年に一八社あったメーカー数も七六年には一二社に（うち日系企業三社、オランダ系企
業二社）に減少し、組立工場も三○工場から一五工場へと半減した。その後再びメーカー数が増大して八一一一年には一
八
社
に
回
復
し
た
も
の
の
、
米
国
メ
ー
カ
ー
は
、
Ｒ
Ｃ
Ａ
、
ゼ
ニ
ス
、
Ｇ
Ｅ
と
ご
く
マ
イ
ナ
ー
な
一
一
企
業
の
計
五
社
に
す
ぎ
ず
、
残
り
は
日
系
八
企
業
、
オ
ラ
ン
ダ
系
一
企
業
、
台
湾
系
二
企
業
、
騨
国
系
一
企
業
と
外
国
系
メ
ー
カ
ー
が
数
の
上
で
圧
倒
的
に
優
勢
と
な
る
（
八
五年に米国で生産を行なう日系企業は几社に）。しかもＧＥは、八六年中にカラーテレビの生産から撤退して販売活動に
（Ⅲ）
業
務
を
限
定
、
松
下
や
韓
国
の
金
星
社
な
ど
か
ら
の
Ｏ
Ｅ
Ｍ
供
給
に
全
面
依
存
す
る
体
制
に
移
行
し
た
。
し
か
し
、
業
統
が
悪
化
し
た
の
は
中
堅
以
下
の
メ
ー
カ
ー
に
限
ら
な
か
っ
た
。
Ｒ
Ｃ
Ａ
と
ゼ
ニ
ス
の
大
手
二
社
も
、
技
術
並
新
へ
の
対
応
が
遅
れ
た
の
ゑ
な
ら
ず
、
七
○
年
代
央
に
至
っ
て
も
コ
ン
ソ
ー
ル
型
に
生
産
の
主
力
を
置
く
（
五
判
以
上
）
な
ど
市
場
動
向
へ
の
反
応
も
鈍かった。六八年のシェアは二社併せて五○．ハーセソトを占めていたが、七六年に四一一一。ハーセント、七九年に四一・
五
パ
ー
セ
ン
ト
と
ジ
リ
ジ
リ
と
低
下
を
続
け
、
八
一
一
年
に
遂
に
四
○
．
ハ
ー
セ
ソ
ト
を
割
っ
て
、
八
四
年
に
は
三
六
・
五
。
ハ
ー
セ
ン
ト
に
ま
で落ち込んでいる（表５参照）。ことに、生産活動の大部分が家雨製品、しかもカラーテレビが中心（売上げの四分の一一一）
であるゼニスの売上高純利益率は、例えば七八年に一一パーセント、七九年に一・ハーセソトとカラーテレビ産業全体と
同水準に低迷した。ちな糸にＧＥの利祐率は阿年と、も六・ハーセント、ＲＣＡはそれぞれ四．ハーセント、一一一パーセント
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表５米カラーテレビ市場ブランド別シェア (lli位：％）
ﾌﾞランド名 １９８３１９８２１９８１１９８０１９７９１９７８１９７７１９7６１９７５１９７４
５
５
１
’
０
５
６
１
５
７
０
０
２
７
５
４
０
５
５
４
叩一ｎｍ『ん【４０ａ４４４２２２２Ｌ１１
５
０
５
９
９
５
２
２
０
９
８
５
１
０
０
５
０
●
０
０
●
●
●
■
０
０
●
●
●
●
●
●
０
１
０
６
７
６
７
２
５
３
１
１
２
１
２
１
１
２
２
６
５
０
５
１
１
０
０
５
５
５
５
０
２
７
５
５
３
０
ロ
●
●
●
Ｄ
Ｃ
●
●
０
０
●
●
●
●
０
０
８
８
７
７
６
３
４
４
２
２
２
１
１
１
１
２
１
【⑪
５
０
４
０
２
０
５
５
０
０
２
５
５
５
５
５
４
０
■
●
●
●
０
０
●
●
●
●
０
０
０
０
０
０
９
８
７
７
６
２
５
４
２
１
２
１
１
１
１
２
１
０
５
７
２
０
９
１
９
０
０
５
７
２
０
５
１
□
０
０
●
●
０
０
●
●
●
■
●
●
０
０
０
０
０
７
７
７
６
２
４
４
２
１
２
１
２
１
１
２
２
５
０
５
５
５
５
０
０
０
０
７
５
２
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シェアでは，ＲＣＡ，ゼニスについで，フィリッフ・ス（Magnavox，Sylvania，Philco)，
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時コさテはる場がらの新一こによ究｜いｌＩｉ度にスに|そが合あ製改やプ言り｜)Ⅱのう力合
はト欠夕れ、、るI1ii1，善、トつ低発そ危にい
、のけスほ拙まと技に．をてか我れ機力Ⅱに
な削るＩよど本つい術’'１スざ、つのとにえ応お減・型の’'１ワプこうとぎトら｜］た比は恒てじさにざ，Ｉｉｌ，熱なく特製をだに本。率対面、てら力ら技意コの色造ｌｌＷしけ煮の次’二｜Ⅱ附し節収
そ点に術をソ新を技きで詰メに体的た一益
うが、の示セ機持術、はめＩ１ｊｌｌがで米次性
し置製そさプリi１１１つのしなる力究、あメ石が
たか造れずト製。ニニかくとｌ１ｊＩｌｌ=１つ１１１１１ 左
傾れ技よ、の，1m'，こソもＩｌｎ１，いは発本たカン 右|イリ、術りまＷｉｉのれジ製質う－のの。１ヨさが収の低た立ｌｌｌ１に二，Ｆ１を怠且｜ﾉｌ力求のツれりｉｉｉ益改く、ざ発対・アｌｊｌ１も味生容ラず対・クた
、 、
５ｏ
そ
の
中
で
尖
際
に
効
力
を
発
し
た
の
は
、
一
九
一
二
年
ア
ン
チ
・
ダ
ン
ピ
ン
グ
法
提
訴
と
エ
ス
ケ
ー
プ
・
ク
ロ
ー
ズ
の
一
一
件
で
あ
り
、
一
九
一
六
年
ア
ン
チ
・
ダ
ン
ピ
ン
グ
法
提
訴
に
関
し
て
は
一
九
八
六
年
三
刑
に
よ
う
や
く
舷
高
裁
が
、
米
メ
ー
カ
ー
の
主
張
を
受
け
入
れ
た
フ
ィ
ラ
デ
ル
フ
ィ
ア
述
邦
向
我
の
判
断
を
誤
り
と
す
る
錐
し
一
灰
し
判
決
を
下
し
て
、
Ⅱ
水
メ
ー
カ
ー
側
の
耶
尖
上
の
勝
訴
と
な
っ
た
。
エ
ス
ケ
ー
プ
・
ク
ロ
ー
ズ
Ⅲ
題
か
ら
ゑ
る
と
、
七
六
年
九
月
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
及
び
閏
述
企
業
と
臨
機
、
通
偏
、
ガ
ラ
ス
な
ど
の
労
組
の
五
企
業
二
団
体
か
ら
な
る
労
使
の
迎
合
体
の
も
と
に
結
成
さ
れ
た
Ｃ
Ｏ
Ｍ
Ｐ
Ａ
Ｃ
Ｔ
（
米
国
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
保
謎
委
貝
会
）
が
、
七
四
年
通
商法二○一項に韮づくエスケープ・クローズの発動による救済措悩を識じるよう（輸入台数を一一一一○刀台に規制）ＩＴ
Ｃ
に
申
論
し
た
。
Ｉ
Ｔ
Ｃ
は
、
国
内
産
業
に
対
す
る
並
大
な
被
害
が
発
生
し
て
い
る
と
の
調
査
結
果
を
ま
と
め
て
、
関
税
の
引
き
上
げ
を
大
統
領
に
勧
告
し
た
の
で
あ
る
が
、
海
外
生
産
の
進
ん
で
い
る
Ｒ
Ｃ
Ａ
の
反
対
の
ほ
か
、
自
由
貿
易
の
原
則
を
掲
げ
る
米
国
の
通
商
政
雛
と
の
絡
永
も
あ
っ
て
、
米
政
府
は
日
本
側
の
自
主
規
制
に
よ
る
解
決
を
希
望
し
た
。
日
米
政
府
Ⅲ
交
渉
の
結
果
、
結
局
、
一
九
七
七
年
七
月から三年側にわたってⅡ本からの対米輸出を完成品一五六刀台、半完成ロ川（ブラウン符あるいはチューナーなど部品組
付け済孜のシャーシー二九万台の計一七五万台の水準にＨ水仙が一方的に自主規制する、という市場秩序維持協定（０
ま
る
。
こ
の
時
期
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
産
業
が
ま
さ
に
典
型
的
な
例
で
、
そ
の
結
果
、
３
で
述
べ
た
よ
う
な
競
争
力
格
差
が
日
米
メ
ー
カ
ー
の
側
に
生
じ
た
の
で
あ
る
。
結
局
、
米
メ
ー
カ
ー
の
対
応
は
技
術
革
新
に
よ
っ
て
根
本
的
な
危
機
乗
り
切
り
策
を
講
じ
る
こ
と
な
く
、
保
（訓）
護主義と生産立地の海外移転に終始した。
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
を
め
ぐ
る
保
護
主
義
述
動
は
、
六
八
年
の
米
国
氾
子
工
業
会
（
Ｅ
Ｉ
Ａ
）
に
よ
る
一
九
二
一
年
ア
ン
チ
・
ダ
ン
ピ
ン
グ
法
に
韮
づ
く
提
訴
を
皮
切
り
に
し
て
、
表
６
に
掲
げ
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
、
輸
入
規
制
に
法
的
効
果
を
発
揮
し
う
る
あ
り
と
あ
ら
ゆ
る
条
項
を
動
負
し
て
展
開
さ
れ
た
。
迎
助
の
先
頭
に
立
っ
た
の
が
ゼ
ニ
ス
社
で
あ
り
、
ア
メ
リ
カ
製
テ
レ
ビ
の
ｎ
ｍ
質
が
日
本
製
よ
り
劣
っ
て
い
る
の
で
は
な
く
、
劣
勢
に
あ
る
の
は
ダ
ン
ピ
ン
グ
を
は
じ
め
と
す
る
日
本
企
業
の
不
公
正
な
慣
行
に
よ
る
も
の
だ
、
と
の
論
陣
を
張
っ
た
。
す
べ
て
の
訴
訟
の
背
後
に
同
社
の
存
在
が
あ
っ
た
と
さ
れ
る
。
逆
に
、
多
角
化
と
海
外
生
産
の
進
ん
で
い
る
Ｒ
Ｃ
Ａ
は
、
一
切
の
述
勅
に
関
与
し
な
か
っ
た
。
弟２章カラーテレビ産業の対米進出５１
制限の動向
不公正貿易慣行’１０題 独禁法による民事訴訟
1930年関税法337条’1974年通商法603条’1916年アンチ・ダンピング法，シャーマン法
1976.41976.1 1970.12 1974.9
GTEｼﾙﾊﾞﾆｱ社及|ITCによる独自調査|鵬}糊nalUnionlｾﾞﾆｽ社びフィノレコ社
日本メーカー販売会社
計13社
日木メーカー輸出入業
者計17社
日本メーカー輸出入業者
計21社
'豐'黒及びｶﾗｰﾃﾚﾋﾞ|柵及びｶﾗｰﾃﾚﾋﾞ|具木製民生剛子機器部カラーテレビ
不当安仙仮売，政府の
i,iiii出補助，虚偽申告な
ど広価な不公正貿易'Ⅱ虻
行調査
日本メーカーが共謀して対米輸出にチェック・プ
ライスルリを導入
日木製カラーテレビは
①原Ⅲ割れI仮死
②政府の輸出補助
③国内市場での国産品
保謹など337条に述
反
①３億6,000万ドルの
賠悩支払い
②違法行為の恒久的１１１
止
①９億ドルの賠悩支払い
②述法行為の恒久的中止輸入禁止
1976.4．ＩＴＣ，狐ＥＩ
で子lWi調査開始
1977.8.0ＭＡ締結に
伴い調査打切り
Jwl:糊邦孟|:眺雲諭誌裁筐塁裁に提訴
一
1976.1．ＧＴＥシノレバ
ニア及びフィルコ社，
ＩＴＣに提訴
1977.7．ＯＭＡ締結に
伴い調査打切り
同一訴因のためペンシルバニア地裁で辮繊
1981.3地裁が原告の提訴却下
1981.4原告側，述邦高裁へ控訴
1983.12高裁が地裁判決を破棄し，差戻す（ソニ
ー，モトローラ，シアーズについては控訴棄却）
1984.6被告側(ソニーを除く)，最高裁へ上告申
調
1983.3最高裁が商裁判決を破棄し，差し戻す。
日本メーカー側の那央上の勝訴。
新'１M』1986年３月27日夕刊。
５２
表６対日輸入
エスケープ゜・
クローズ問題ダンピング|川題 相殺関税ｌ１Ｕ題
関係法規|習雑ｱﾝﾁﾊﾋﾟ 1930年関税法303条 1974年通商法201条
提訴印1968.3 1970.4 1972.3 1976.9
ＣＯＭＰＡＣＴ（米
国カラーテレビ産業
保謹委員会）
ＥＩＡ及び
マグナポックス社提訴者lliklillhj子工業会）トピニス社
被提訴者｜日本メーカー11杣
対象|§黒及びｶﾗｰﾃﾚ|黙紫嗣子機器、l黒木製民生Ⅲ子機|ｶﾗｰﾃﾚﾋﾞ及び部品
公IEIli柏を下|Ⅱ１る販
売を行なっている
輸出企業に対する機械設１１Wの特別悩却(liU
度・海外市場開拓準Iili金などのJIl税特川|舟
悩輸出保険制度，ジェトロの輪111眼興諸制
度，輸出についての物品税免除など直接・
'１１１接の補助金を形成
米国カラーテレビ産
業は輸入急増により
大きな被害を受けて
おり，長期措置が必
要
提訴内容
jliiji入数量割当措置
（130万台）､要水｜ダンピング税賦課 相殺関税ル（課
1968.3．ＥＩＡ財務
省に日本メーカーを
提訴
1971.3．財務省クロ
認定輸入業者による
９％のポンド秋立て
開始
1972夏'70.9～'７１３
分のダンピング税を
清算
1978.3.Ｍ.務省ダン
ピング税算定方式を
物品税方式に変更
'72.1～'73.6分とし
て46百万ドルのダン
ピング税決定
1980.1．調査柿IUIM
務省より商務楢に移
行
1980.4．米国政府と
の１１８で和解成立
(7,600万ドルの和解
金支払）
1970.4．ゼニス社，
１吋務省に州殺関税賦
釧L提訴
1976.1.Ｍ.務省シロ
認定
1976.4．ゼニス社，
ニューヨーク関税裁
判所に財務省を提訴
1977.4．ゼニス社勝
訴
Ｍ･務省控訴
1977.7．上級教でゼ
ニス社勝訴
1977.10.ゼニス社最
商裁へ上告
1978.6.財務省勝訴
1972.3．ＥＩＡ及び
マグナボックス社，
M･務省にｲ11殺関税賦
課提訴
1976.Ｌ財務省シロ
認定
1976.9．ＣＯＭＰＡ
ＣＴＩＴＣにエスケ
ープ・クローズの適
用申請
1977.3．ＩＴＣ，大
統領に関税引上げ勧
上｣二
Ｆ1
1977.4.～5．
日米政府間交渉
1977.5．日米カラー
テレビ貿易取決め締
結
1977.7．ＯＭＡスタ
ート
1980.6．ＯＭＡ解消
経過
出所）『興銀調査』２０７，６８～69ページ，『電子工業年鑑』1986年版，543～546ページ，『日本経済
５３第２章カラーテレビ産業の対米進出
ＭＡ）の締結によって決着がつぎ、各社は過去の実績に蕪づく割り当てに従って輸出を行なうこととなった。
交渉の難航した半完成品の定義については、範川の拡大は現地生雄の進展を阻害するとのⅡ本側の要求が通り、例
えばプリント韮板が他の部品と切り離されて単独で輸出されるならＯＭＡの規制にかからないなど、完成度の高いも
のに限定された。逆に、アメリカでの付加価値率が五○。〈１セント以上のものを「現地生産品」とする、という付属
文
書
が
米
政
府
か
ら
提
出
さ
れ
、
Ⅱ
水
政
府
は
こ
れ
を
受
諾
し
た
。
そ
の
後
、
Ｈ
本
メ
ー
カ
ー
に
よ
る
現
地
生
産
の
進
行
・
拡
大
も
あ
っ
て
、
対
米
輸
川
は
Ｏ
Ｍ
Ａ
規
制
枠
を
大
き
く
下
回
る
よ
う
に
な
っ
た
た
め
、
Ｃ
Ｏ
Ｍ
Ｐ
Ａ
Ｃ
Ｔ
の
延
催
巾
諦
が
あ
っ
た
も
の
の
当
初
の
取
り
決
め
通
り
八
○
年
六
月
で
規
制
は
解
湘
さ
れ
た
。
な
お
、
日
本
と
の
協
定
成
立
後
、
今
度
は
台
湾
及
び
純
凶
か
ら
の
輸
入
が
急
墹
し
た
ために、両国との間にもＯＭＡが紬ばれ（七九年一凡発効）、こちらは一度延長されて八二年六月に打ち切られた。
一
九
二
一
年
ア
ン
チ
・
ダ
ン
ピ
ン
グ
提
訴
の
力
は
、
課
税
の
算
定
方
式
を
め
ぐ
っ
て
事
態
が
紛
糾
し
た
も
の
の
、
結
局
、
八
○
年
四
月
、
（型）
輸
入
業
者
が
七
六
○
○
万
ド
ル
を
和
解
金
と
し
て
支
払
う
こ
と
で
〈
同
意
が
成
立
し
た
。
保
謹
主
義
と
並
ぶ
も
う
一
つ
の
対
応
は
、
生
産
立
地
の
海
外
移
岻
で
あ
る
。
早
く
か
ら
海
外
生
旅
の
ウ
ェ
イ
ト
を
商
め
た
の
が
Ｒ
Ｃ
Ａ
で
、
台
湾
で
プ
リ
ン
ト
韮
板
の
組
立
や
チ
ュ
ー
ナ
ー
、
ヨ
ー
ク
の
生
産
と
い
っ
た
細
か
い
作
業
レ
ベ
ル
の
工
租
を
行
な
い
、
そ
れ
を
メ
キ
シ
コ
に
持
ち
込
ん
で
シ
ャ
ー
シ
ー
の
組
立
や
偏
向
ヨ
ー
ク
を
生
産
し
、
米
国
工
場
で
最
終
組
立
と
洲
盤
を
行
な
う
と
い
う
シ
ス
テ
ム
を
確
立した。ＧＴＥシルバーーァも海外生産に脳極的に取り組象、七一一一年メキシコにカラー川シャーシー製造と祁口川のサブ
ア
セ
ソ
ブ
リ
エ
場
を
設
立
、
七
兀
年
に
は
台
湾
で
白
蝋
・
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
エ
場
を
買
収
し
た
。
Ｇ
Ｅ
の
場
合
も
、
プ
リ
ン
ト
飛
板
な
ど
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
部
品
の
ほ
と
ん
ど
を
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
工
場
か
ら
の
訓
迷
に
依
っ
て
い
る
。
但
し
、
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
傘
下
の
マ
グ
ナ
ポ
ッ
ク
（”）
ス
は
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
以
外
の
主
要
部
ｎ
ｍ
を
ほ
と
ん
ど
国
内
で
生
産
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
海
外
立
地
の
拡
大
の
中
で
国
内
外
に
大
き
な
波
紋
を
投
げ
か
け
た
の
が
、
ゼ
ニ
ス
の
海
外
移
転
で
あ
ろ
う
。
保
護
主
義
運
動
の
先
頭
に
立
ち
、
「
ア
メ
リ
カ
製
の
超
高
級
品
」
を
売
り
も
の
に
し
て
い
た
ゼ
ニ
ス
が
、
日
本
と
の
Ｏ
Ｍ
Ａ
実
施
面
後
の
七
七
年
秋
に
五
六
○
○
人
の
労
働
者
を
解
一
屈
し
て
、
メ
キ
シ
コ
と
台
湾
に
プ
リ
ン
ト
韮
板
の
製
造
や
シ
ャ
ー
シ
ー
組
立
な
ど
を
は
じ
め
と
す
る
工
程
の
大
５４
日
本
メ
ー
カ
ー
の
米
国
現
地
生
産
に
先
鞭
を
つ
け
た
の
が
ソ
ニ
ー
で
あ
る
。
そ
れ
に
先
立
つ
一
九
六
○
年
に
米
国
販
売
子
会
社
を
設
立
し
て
お
り
、
日
社
ブ
ラ
ン
ド
製
口
叩
の
承
を
販
売
す
る
と
い
う
戦
略
を
採
っ
て
き
た
。
七
二
年
、
サ
ン
ジ
エ
ゴ
に
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
組
立
工
場
の
述
設
に
蹄
永
切
っ
た
が
、
当
時
の
Ⅱ
米
の
賃
銀
絡
篭
か
ら
い
っ
て
も
川
の
対
ド
ル
レ
ー
ト
か
ら
糸
て
も
相
当
の
決
断
で
あ
っ
た
こ
と
は
疑いない。ただし、既にこの決断にとってカラーテレビをめぐる貿易際擦の彫が無縁であったわけではないとされる。
と
も
か
く
、
当
初
従
業
員
三
○
人
の
事
実
上
の
ノ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
エ
場
と
し
て
出
発
し
な
が
ら
矢
継
ぎ
早
に
生
産
ラ
イ
ン
を
拡
張
す
る
と
同
時に、他の日本メーカーと異なってブラウン管を米現地企業から調達できないこともあって（トリニトロンというソ一一
と
も
か
く
、
製
砧
の
設
計
変
災
や
製
造
技
術
の
高
度
化
を
図
る
の
で
は
な
く
、
労
働
集
約
的
な
工
程
を
そ
の
ま
ま
発
展
途
上
国
に
移
転
し
、
凶
内
で
は
妓
終
組
立
を
中
心
と
す
る
と
い
う
国
際
分
業
シ
ス
テ
ム
の
形
成
が
ア
メ
リ
カ
メ
ー
カ
ー
の
拙
本
的
対
応
で
あ
っ
た
と
い
っ
て
よ
い
。
こ
う
し
て
、
米
系
メ
ー
カ
ー
の
部
品
調
達
伽
で
の
海
外
依
存
度
は
急
激
に
上
昇
し
た
。
米
系
メ
ー
カ
ー
の
テ
レ
ビ
に
占
め
る
ア
メリカ製祁Ⅱ叩の割合は、災質価絡でみて七一一年の六一一・一一。ハーセソトから七八年の一一一○・三パーセントへと劇的に減
少したとする計算もある。肥倒的多数がアメリカ製であるカラーブラゥソ櫛にしても、嗣子銃など付加Ⅲ他の一二．〈
（”）
１セントは外因製祁ⅡⅢによって榊成されたのである。
規
模
な
海
外
移
岻
を
行
な
い
、
国
内
で
は
岐
終
組
立
工
栂
を
主
体
と
す
る
に
至
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
な
お
、
ゼ
ー
ー
ス
は
八
○
年
代
に
入
る
と
組
立
工
場
を
ミ
ズ
ー
リ
ー
州
ス
プ
リ
ン
グ
フ
ィ
ー
ル
ド
一
カ
所
に
絞
っ
て
自
動
化
を
実
施
し
、
さ
ら
に
七
九
年
に
。
ハ
ソ
コ
ン
事
業
に
も
進出するなど多角化を模索しながら、売上高に占めるカラーテレビの比重を低下させている（七七年の七五．〈－セント
（別）
から八一年の六二パーセントへ）。
進
出
の
過
程
５
日
本
メ
ー
カ
ー
の
米
呪
地
生
旅
節２iIirカラーテレビ産業の対米進１１５５
表７日系カラーＴＶメーカー米現地生産
生産台数:刀台｜従業口数 労働組合’生産拠点
生産|)ｌｊｌＷ１ｉｌｌ９７９１１９８０１１９８４１1985年
７２．８１５０１７０１７５１１，６００１組合なし|ヨリフオルニア・サンジエソニー(1)
松下柵産業(2)鑿'７４５１００１７５１１００１１，８５０１組合なし|リノイ゛ﾌﾗﾝｸﾘﾝﾊﾞ
アーカンソー・フォレスト
シティ三洋胴機＊’７７．１１７０ １２０１２，０００１ＩＥＵ8０
三菱咽機 1５１３０１４００7８ １ 1８ カリフォルニア・サンタナ
東芝＊ ３００１１ＢＥＷ｜テネシー・レバノン８１５０１５０ 4０7８
う゜＊ ９００１１ＢＥＷ｜テネシー・メンフィス１０ 7０7９ 3３シャ
001組合なしljHリフオルニア゛アナハイ日立製作所(8) 1２ 2５7９ ８
'001丈ﾑス ニュージャージー・エノレムウッドパーク日本ビクター 1０8２ ４
(１２） ジョージア・マクドノワ日本烟気(4) ８8５
合 335 7０248
注）(1)ブラウン櫛の生IlIi央紙は85年度で95刀木。
(2)従業員数は1983年の数字。
(3)本絡生産は80年から。
(4)生産台数は85年の年産規模。
＊fhi子レンジＭｮ産。
出所）’１１内一三『家IMll』８６ページ，蝿|M1虚成『家庭砥器座業』197ページ，『9U銀調査」２０７，８２ペ
ージ，『地子工業年鑑』1986年版，513ページ，などより。
－独自のブラウン徹を使川）、七四
年
に
ブ
ラ
ウ
ン
管
後
工
程
工
場
、
七
九年にはブラウン管前工程工場
を
も
増
設
す
る
な
ど
、
日
本
企
業
と
し
て
は
米
国
で
唯
一
の
一
貨
生
産
休
（郡）
制を敷くメーカーとなった。
続
い
て
七
四
年
に
、
松
下
砺
器
が
モ
ト
ロ
ー
ラ
の
テ
レ
ビ
部
Ⅲ
（
ブ
ラ
ン
ド
名
ク
ェ
ー
ザ
ー
）
を
買
収
し
て
現
地生産に乗り出した。さらに七
六
年
秋
、
三
洋
電
機
が
ワ
ー
ル
プ
ー
ル
と
シ
ァ
ー
ズ
の
合
弁
テ
レ
ビ
メ
ー
カ
ー
の
ウ
ォ
ー
ウ
ィ
ッ
ク
を
買
収
し
て（生産は七七年から）これに続
い
た
。
上
記
三
社
が
、
や
や
現
地
生
産
附
始
時
期
に
差
が
あ
る
も
の
の
先
発
グ
ル
ー
プ
と
い
え
、
生
産
体
制
の
質
・
量
と
も
に
他
の
日
系
メ
ー
カ
ー
を
リ
ー
ド
し
て
い
る
。
松
下
と
三
洋
に
つ
い
て
は
、
次
項
で
個
別
に
簡
単
５６
こ
の
三
社
以
外
の
後
発
グ
ル
ー
プ
の
現
地
生
産
は
、
い
ず
れ
も
Ｏ
Ｍ
Ａ
実
施
後
に
開
始
さ
れ
て
お
り
、
フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
・
ス
タ
デ
ィ
な
ど
の
調
査
は
も
ち
ろ
ん
そ
れ
以
前
か
ら
行
な
わ
れ
て
い
た
で
あ
ら
う
が
、
よ
り
直
接
的
に
貿
易
摩
擦
と
輸
入
規
制
の
影
響
が
投
影
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
七
○
年
代
後
半
の
急
激
な
川
高
と
、
地
域
に
よ
っ
て
は
日
米
川
で
実
質
的
な
労
賃
コ
ス
ト
に
大
差
が
な
く
な
っ
た
こ
とも、現地生産を促し、あるいは決断を容易にした要因といえる。
三菱地機は七七年に数鎧規制を見越してリース施設での現地生産を州始したものの、完成ロ川のキットを日本から輸
入しての組立であったため、現地調達率が政府Ⅲ交渉で義務付けられた五○。〈１セントに達せず、生産されたテレビ
は
日
本
製
と
し
て
数
賦
規
制
の
枠
内
に
組
み
入
れ
ら
れ
た
。
そ
の
為
、
当
初
は
現
地
従
業
員
三
○
名
に
よ
っ
て
月
産
一
○
○
○
台
程
度
の
細
女
と
し
た
操
業
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
が
、
ブ
ラ
ウ
ン
徹
、
ス
ピ
ー
カ
ー
、
変
雌
器
、
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
、
プ
ラ
メ
チ
ッ
ク
完
成
品
な
ど
の
塊
地
調
達
を
拡
大
し
て
日
米
の
関
係
当
局
か
ら
枠
外
生
産
の
承
認
を
得
、
七
八
年
か
ら
量
産
体
制
を
雌
え
る
こ
と
が
出
来
た
。
七
九
年
、
カリフォルニア州サンタナに工場を新設して移賑し、一一一一インチから一一六インチまでの機邨を生産、八二年にはプロ
ジ
ェ
ク
シ
ョ
ン
テ
レ
ビ
の
生
産
を
附
始
し
て
、
同
分
野
で
は
現
在
二
七
パ
ー
セ
ン
ト
の
シ
ェ
ア
を
占
め
て
ト
ッ
プ
メ
ー
カ
ー
の
地
位
に
あ
る
。
さ
ら
に
、
八
三
年
に
カ
ナ
ダ
・
オ
ン
タ
リ
オ
州
の
ト
ロ
ン
ト
郊
外
に
あ
る
Ｒ
Ｃ
Ａ
カ
ナ
ダ
の
ミ
ッ
ド
ラ
ン
ド
・
カ
ラ
ー
ブ
ラ
ウ
ン
槽
工
場
を
買
収
し
た
。
北
米
で
の
ブ
ラ
ウ
ン
符
生
産
と
し
て
は
ソ
ニ
ー
に
次
ぐ
も
の
で
、
年
産
九
○
万
本
を
生
産
し
三
分
の
一
を
米
国
に
輸
出
す
る
な
ど
、
現
地
生
産
の
深
化
を
示
す
動
き
と
し
て
注
目
し
て
よ
い
。
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
本
体
の
生
産
規
模
と
し
て
は
や
や
出
遅
れ
た
感
が
否
め
な
い
も
の
の
、
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
ブ
ラ
セ
ル
ト
ン
市
の
新
工
場
で
、
八
六
年
秋
か
ら
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
を
年
産
三
○
万
台
、
自
動
車
雨
話
を
同
六
刀
台
と
い
う
規
模
で
生
産
す
る
体
制
を
砿
え
た
。
ま
た
、
テ
レ
ビ
生
産
か
ら
の
撤
退
方
針
を
打
ち
出
し
た
Ｇ
Ｅ
に
対
し
て
、
松
（”）
下に続いてＯＥＭ供給する合》趣が成立している。
七
八
年
八
月
か
ら
、
東
芝
も
テ
ネ
シ
ー
州
ナ
ッ
シ
ュ
ビ
ル
近
郊
の
レ
バ
ノ
ン
に
新
設
し
た
工
場
で
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
生
産
を
開
始
し
た
。
ブ
ラ
ウ
ン
管
を
Ｒ
Ｃ
Ａ
か
ら
、
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
も
現
地
メ
ー
カ
ー
に
技
術
指
導
を
行
な
っ
て
調
達
す
る
な
ど
、
最
初
か
ら
現
地
調
達
比
率
な
検
討を加える。
鋪２章カラーテレビlilIi業の対米進１１Ｉﾗﾌ
五○。〈１セント以上の水準を達成した。シャーシーはシンガポールの子会社からの調達にほぼ全面的に依存している。
三
洋
と
共
に
米
最
大
手
の
流
通
資
本
シ
ァ
ー
ズ
と
Ｏ
Ｅ
Ｍ
供
給
契
約
を
締
結
し
て
い
る
こ
と
も
あ
っ
て
、
当
初
日
系
の
新
規
工
場
と
し
て
は規模の大きい力であったが、不況後の八三年に一一一○パーセントの大量レイオフを行なうなど、その後の拡大はかな
らずしも順調とはいえない。しかし、八六年中にウェスチングハウスとの折半出資によるブラウン管工場を建設して、
カラーテレビ用とディスプレー用のブラウン管を各々年産五○万本生産する計画を持つなど、今後の生産拡充には質
（羽）
的
な
面
を
も
含
め
て
意
欲
的
で
あ
る
。
シャープはＯＭＡ締結後も現地生産には一貫して慎重な婆勢を保ち続けていたが、円高による輸出採算の悪化とダ
ンピング課税間脳の而燃をきっかけに方針を娠換し、東芝工場からさして遠くないテネシー州メソフィス市郊外に工
場を建設、七九年一○月からカラーテレビを、八○年一月から稲子レンジの生産を開始した。出遅れはしたものの、
そ
の
後
の
生
産
拡
充
は
順
調
な
軌
道
に
乗
っ
て
い
る
。
シ
ャ
ー
プ
の
場
合
、
資
本
関
係
よ
り
も
技
術
提
携
を
ベ
ー
ス
と
し
た
海
外
活
動
を
（”）
中
心
と
し
て
い
る
だ
け
に
、
米
国
で
の
積
極
姿
勢
が
目
に
つ
く
。
なお、シャープは嗣子レンジの現地生産にもっとも力を注いでいるメーカーであるが、そのほか松下、三洋、東芝
も同様に米国で生産をしている。これは、七○年代末以降の輸出急増による貿易摩擦と円高、現地市場の嗜好への適
切な対応の必要性といった要因の他、カラーテレビの需要は季節変動が大きい為、それによる生産と一展用への影響を
出来るだけ相殺するという効果もある。現在、現地生産とＯＥＭ供給を含む輸出とを併せて、米国電子レンジ市場で
（釦）
の日本製口叩のシェアは七割を超陰えるとされている。
大
手
メ
ー
カ
ー
の
中
で
進
出
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
も
っ
と
も
遅
れ
、
規
模
も
あ
ま
り
大
き
く
な
い
の
が
日
立
製
作
所
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
七
七
年
末
に
申
請
し
た
Ｇ
Ｅ
と
の
合
弁
に
よ
る
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
現
地
生
産
計
画
が
、
七
八
年
末
に
な
っ
て
、
し
か
も
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
に
関するノウハウをすべてＧＥに供与した後で、米司法省が独禁法への抵触を理由に却下したことで蹟いた為である。
しかも当時日立のカラーテレビ対米輸出の八割を占めていた台湾子会社からの輸出も、七九年からのＯＭＡで半減さ
５８
松
下
と
三
洋
の
ケ
ー
ス
松
下
は
、
一
九
五
九
年
に
米
国
で
の
販
売
会
社
ア
メ
リ
カ
松
下
を
設
立
し
、
。
ハ
ナ
ソ
ニ
ヅ
ク
・
ブ
ラ
ン
ド
で
の
売
り
込
み
を
図
っ
て
い
ったが、カラーテレビの場合六○年代央から後半にかけての時期では、Ｊ・Ｃ・ペニー向けのＯＥＭ供給の方が主体
であった。その後、自社ブランド耐主体の輸出に切り替えると同時に、七一年、プエルトリコにおいてコンソール型
テレビを年一○万台以下の規模で米国向けに生産を開始した（七五年まで）。そこでの経験から、六○から七○万台の
量産規模がないと採算ラインに乗らないとして、モトローラのテレビ部門（クェーザー部門）の買収に踏糸切ったので
ある。従業員二五○○人の一一一工場及び品質管理と技術部門を併せて買収し、買収価格は公表されていないが一億ドル
（躯）
以上（当時のレートで約三○○億Ｈ）を投じたといわれている。
しかし、赤字続きのまま設備の改善もなく放置されていたクェーザー部門は、松下の調査時点での想像よりはるか
に劣悪な施設とモラールの低下した過剰人員を抱えており、例えばシャーシー製造工程はほとんど自動化されておら
ず、買収以前の生産において完成品一○○台当たりの不良箇所（工程不良率）は一四○数カ所にものぼったという。結
れるに至った。さらにまた、シンガポール子会社からの輸出も抜本策にはならないとして、結局カリフォルニア州ロ
サ
ン
ゼ
ル
ス
郊
外
に
工
場
を
建
設
し
、
合
弁
計
画
に
比
べ
て
規
模
を
大
幅
に
縮
小
し
た
形
で
米
現
地
生
産
に
踏
承
切
っ
た
の
で
あ
る
。
シ
（細）
ヤーシーは（口湾子会社から全量を調達し、ブラウン管はＧＥからの購入に依存した。
そ
の
後
、
八
二
年
に
ニ
ュ
ー
ジ
ャ
ー
ジ
ー
州
で
日
本
ビ
ク
タ
ー
が
、
八
五
年
に
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
で
日
本
電
気
が
生
産
を
開
始
し
て
い
る
ものの、まだかなり小規模な活動に限定されている。ただし日本電気は、現在の大型カラーテレビ・ラインを八六年
夏に一一本に増設して年産一二万台から二四万台規模に引き上げるほか、八六年中にも第一一工場を新設して年産四万八
千台の規模でプロジェクション・テレビを量産し、八七年には第一一一工場を建設して新たに年産二四万台のカラーテレ
（犯）
ビ
を
増
産
す
る
と
い
う
き
わ
め
て
》
厨
欲
的
な
生
産
拡
充
計
画
を
持
っ
て
い
る
。
第２章カラーテレビ産業の対米進出５９
局、二工場を閉鎖してシカゴ近郊のフランクリン。ハークエ場のみに絞って合理化を進め、シャーシーをはじめ設計も
新
し
く
や
り
な
お
し
た
。
買
収
前
の
七
四
年
か
ら
七
八
年
の
間
に
、
労
働
生
産
性
は
年
一
○
．
ハ
ー
セ
ソ
ト
ず
つ
向
上
し
、
生
産
ラ
イ
ン
の
不良率は一一○パーセントから一一パーセント以下に低下、販売後の製凹叩修理の必要性も五○．〈－セント以上から○・六
．ハーセントヘ減少したなどと、「日本的経営」の驚異的な成功例としてはなばなしい脚光を浴びたものの、実際には
再
建
に
相
当
手
間
取
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
八
二
年
春
に
、
松
下
の
最
新
イ
ン
サ
ー
ト
マ
シ
ン
な
ど
自
動
機
械
を
大
幅
に
導
入
す
る
と
と
も
に、組立ラインのレイアウトを全面的に変更し、さらには、材料や部、叩運搬の自動化を図って、日本工場よりむしろ
自
動
化
が
進
ん
で
い
る
ま
で
に
な
っ
た
。
そ
の
結
果
、
一
ラ
イ
ン
当
た
り
の
所
要
人
員
は
二
○
．
ハ
ー
セ
ン
ト
削
減
さ
れ
、
工
程
不
良
率
も
七
・
二
八
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
五
。
〈
１
セ
ン
ト
に
低
下
し
、
よ
う
や
く
黒
字
体
質
の
定
着
が
実
現
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
ま
た
、
ク
エ
ー
ザ
ー
の
シ
ャ
ー
シ
ー
組
立
は
中
止
さ
れ
、
七
九
年
に
メ
キ
シ
コ
の
保
税
加
工
地
域
に
新
設
さ
れ
た
工
場
か
ら
供
給
を
受
け
て
い
る
。
現
在
ア
メ
リ
カ
松
下
電
業
（
Ｍ
Ｉ
Ｃ
）
と
し
て
、
。
ハ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
、
ク
エ
ー
ザ
ー
の
両
ブ
ラ
ン
ド
名
で
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
、
電
子
レ
ン
ジ
な
ど
を
生
産
、
カラーテレビのシェアは両ブランド併せて八・ハーセントである（八四年）。さらに現在、既にふれたＧＥへのＯＥＭ供
給
を
含
む
生
産
拡
充
を
進
め
て
お
り
、
メ
キ
シ
コ
の
ミ
ャ
ー
シ
ー
エ
場
に
隣
接
し
た
新
組
立
工
場
で
一
九
イ
ン
チ
型
の
生
産
を
開
始
し
た
ほか、ワシントン州バンクーバーに建設中のＶＴＲ工場（子会社の松下寿工業が経営）でも年産六○万台規模のカラー
テ
レ
ビ
生
産
を
行
な
う
予
定
で
あ
る
。
一一一洋が一九七六年に買収したウォーウィックは、ワールプール（五七パーセント）とシアーズ・ローバック（二五．〈－
セ
ン
ト
）
の
合
弁
会
社
で
あ
り
、
シ
ァ
ー
ズ
・
ブ
ラ
ン
ド
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
を
生
産
し
て
い
た
。
し
か
し
、
七
○
年
代
に
入
っ
て
価
格
、
品
質
、
製
耐
技
術
い
ず
れ
の
面
で
も
立
ち
遅
れ
が
目
立
ち
、
シ
ァ
ー
ズ
自
身
ウ
ォ
ー
ウ
ィ
ッ
ク
へ
の
発
注
を
大
幅
に
削
減
し
て
ポ
ー
タ
ブ
ル
型
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
全
量
を
三
洋
か
ら
調
達
す
る
な
ど
し
た
た
め
、
収
益
性
が
極
端
に
悪
化
し
て
身
売
り
先
を
求
め
て
い
た
も
の
で
あ
る
。
三
洋
が
買
収
し
た
時
点
で
は
、
ピ
ー
ク
時
に
一
一
五
○
○
人
い
た
従
業
員
も
五
○
○
人
に
減
少
し
、
五
ラ
イ
ン
の
う
ち
四
ラ
イ
ン
が
停
止しているといったように従業員の士気も極度に低下した状態にあった。三洋は、ワールプール全持株とその後テン
6。
Ｓ
Ｍ
Ｃ
は
ま
ず
品
質
の
向
上
に
全
力
を
傾
け
た
。
ウ
ォ
ー
ウ
ィ
ッ
ク
時
代
の
品
質
問
題
は
型
ｎ
ｍ
設
計
ｍ
に
根
因
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
旧
来
の
モ
デ
ル
を
廃
し
て
三
洋
が
設
計
し
た
モ
デ
ル
に
変
史
し
、
偏
頗
性
の
向
上
と
生
産
技
術
の
簡
素
化
を
図
っ
た
。
た
だ
し
、
Ｓ
Ｍ
Ｃ
自
身
も
約
九
○
人
の
技
術
者
を
擁
し
て
お
り
、
新
製
肋
の
Ｓ
Ｍ
Ｃ
で
の
生
産
可
能
性
と
米
国
市
場
に
お
け
る
適
応
性
を
検
討
し
て
、
場
合
に
よ
っ
て
は
設
計
変
更
を
要
求
す
る
こ
と
も
あ
る
。
口
叩
質
を
大
き
く
左
右
す
る
プ
リ
ン
ト
基
板
な
ど
の
主
要
部
品
は
親
会
社
に
依
存
し
て
お
り
、
そ
の
割
合
は
購
入
部
品
の
お
よ
そ
半
分
に
達
し
て
い
る
。
大
部
分
の
部
品
業
者
は
買
収
前
か
ら
の
継
続
で
あ
る
が
、
納
入
部
ｎ
ｍ
の
品
質
基
準
は
強
化
さ
れ
た
。
工
程
で
の
品
質
管
理
に
お
い
て
は
、
ラ
イ
ン
に
よ
り
多
く
の
人
員
を
配
置
し
て
一
人
当
た
り
の
持
ち
時
間
を
ダーオファーで買い増した一般株主の持株併せて七七．ハーセソトを一四○○万ドルで取得、サンョー・マニュファク
チ
ャ
リ
ン
グ
・
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
Ｓ
Ｍ
Ｃ
）
を
設
立
し
て
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
部
門
を
従
業
貝
ご
と
移
管
し
た
う
え
で
七
七
年
一
月
よ
り
生
産
を
開
始
し
た
。
シ
ァ
ー
ズ
は
そ
の
ま
ま
Ｓ
Ｍ
Ｃ
の
株
主
の
地
位
に
と
ど
ま
っ
た
。
従
来
か
ら
三
洋
の
海
外
活
動
は
合
弁
形
態
を
主
と
し
て
お
り
、
今
凹
も
そ
れ
が
路
襲
さ
れ
た
こ
と
に
な
る
。
シ
ア
ー
ズ
が
販
売
す
る
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
最
低
七
割
は
一
一
一
祥
と
Ｓ
Ｍ
Ｃ
か
ら
脳
入
するという契約が締結されたほか（八○年にさらに五ヵ年契約に更新）、設立後すぐにシアーズからプライム・レートで
九
○
○
万
ド
ル
の
融
資
を
う
け
た
。
弱
い
と
さ
れ
た
米
国
で
の
販
売
網
を
カ
ヴ
ァ
ー
す
る
点
か
ら
も
、
資
金
的
な
面
か
ら
い
っ
て
も
、
シ
（汎）
アーズという後抓の存在は大きな》凪味をもった。
当
初
二
六
イ
ン
チ
コ
ン
ソ
ー
ル
型
一
ラ
イ
ン
で
生
産
開
始
さ
れ
た
が
、
瓠
一
一
月
に
も
う
一
ラ
イ
ン
が
追
加
さ
れ
、
七
七
年
後
半
に
は
ポ
ー
タ
ブ
ル
・
卓
上
型
の
生
産
も
始
め
ら
れ
る
な
ど
川
訓
な
洲
り
だ
し
を
ゑ
せ
、
一
年
目
に
し
て
早
く
も
三
八
○
万
ド
ル
の
税
引
前
利
折
（対売上高利益率四％）を計上するに至った。最終組立ラインは、八○年に設置された第六のラインになって初めて個々
の
作
業
者
が
ベ
ル
ト
の
動
き
を
調
節
で
き
る
日
本
式
の
フ
リ
ー
フ
ロ
ー
ラ
イ
ン
が
導
入
さ
れ
る
と
い
う
よ
う
に
、
新
旧
ラ
イ
ン
が
混
在
し
て
い
る
。
検
査
機
器
は
大
部
分
が
Ｓ
Ｍ
Ｃ
で
設
計
・
組
立
を
行
な
っ
て
い
る
が
、
親
会
社
の
装
置
が
そ
の
ま
ま
使
え
る
も
の
は
日
本
か
ら
調達する。なお、ＳＭＣが生産したカラーテレビのうちシアーズに納入されたものの割合は、八○年に八二．ハーセン
トであった。
６１ 銘２ カラーテレビ座業の対米進出
日
系
メ
ー
カ
ー
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
さて、こうした日系メーカーが現地生産を行なう上での立地の選択について考えてみよう。まず、相対的に低廉で
規
律
の
あ
る
労
働
力
が
確
保
で
き
る
か
否
か
が
非
常
に
敢
要
な
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
こ
と
は
疑
い
な
い
。
東
芝
と
シ
ャ
ー
プ
が
テ
ネ
シ
ー
州
に、三洋がアーカンソー州に、一一一菱の新工場と日本電気がジョージア州に立地しているのは、労働者の規律、倫理、
賃銀水準などからゑて比較的高い生産性と品質管理の水準が期待できる為であろう。それと関連するが、事の良し悪
しは別として場合によっては未組織の労働者が雇用できる点も、日本的な労働環境を可能な限り形成する上で意味を
従業員の訓練にはＯＪＴが広範に活用されている。これには、既存の生産能力を維持拡大するための訓練と、三洋
本
社
か
ら
の
新
製
品
・
新
技
術
を
導
入
す
る
際
に
行
な
う
も
の
と
の
二
種
類
が
あ
る
。
前
者
の
訓
練
に
は
日
本
人
は
タ
ッ
チ
し
な
い
が
、
後者の場合、本社の技術専門家がＳＭＣのスタッフと協力して新製肺や新製造技術の移転にあたっている。
同
じ
く
既
存
の
工
場
を
買
収
し
な
が
ら
、
結
局
は
生
産
設
備
の
全
面
的
な
更
新
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
松
下
と
異
な
り
、
製
品
そ
の
も
の
は新たに設計し直したものの、新旧の生産設備を併用している点にＳＭＣの特徴がある。その為もあって滑りだしは
好調であったが、七九年には約二カ月間のストライキに見郷われ四一○万ドルの損失（対売上高比一一・八％）を計上す
るはめとなった。翌八○年には再び六一二○万ドルの利益（回一・四％）をあげ、その後、生産規模は年々着実に拡大し
たものの、八五年一○月には再度、労働協約の政『打をめぐって三週間にわたる激しい争議に厄而しており、試練も大
きいようだ。米国での三洋のシェアは、シアーズヘの供給分も含めておよそ六、七パーセントであろう（シァーズ・ブ
ランドの七判が三洋製品として計算。八四年度）。
率
は
買
収
以
前
の
四
分
の
．
－セントへと低下した。
短縮したほか、熟練度の高い検査要員を多数配して、欠陥を未然に防ぐ体制を敷いた。こうして、最終検査での欠陥
率は買収以前の四分の一に減少し、保証期間中のクレームや返品もウォーウィック時代の一一一・五。ハーセントから一。〈
6２
次
に
、
部
品
を
入
手
し
製
品
を
市
場
に
出
荷
す
る
際
の
輸
送
費
も
、
立
地
を
左
右
す
る
大
き
な
条
件
で
あ
る
。
ソ
ニ
ー
、
三
菱
、
日
立
の
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
は
、
筒
技
術
部
肺
を
日
本
か
ら
調
達
す
る
際
に
輸
送
コ
ス
ト
が
妓
低
に
な
る
し
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
目
体
が
巨
大
な
マ
ー
ケ
ッ
ト
で
も
あ
る
。
東
芝
と
シ
ャ
ー
プ
が
選
ん
だ
ナ
ッ
シ
ュ
ビ
ル
と
メ
ン
フ
ィ
ス
近
郊
は
よ
く
発
達
し
た
鉄
逆
網
に
恵
ま
れ
、
三
洋のフォレストシティ（メンフィスに近い）や松下のシカゴも同様な条件を満たす。ことに、カラーテレビの場合、日
本
や
極
東
地
域
か
ら
調
達
す
る
高
技
術
部
口
叩
は
軽
量
・
小
型
で
あ
る
の
に
対
し
、
現
地
調
達
す
る
ブ
ラ
ウ
ン
管
や
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
は
嵩
高
いし、かつ完成品の出荷の面からゑてもこの鉄道輸送の条件は重要である。その他、州政府などによる投資誘因の提
（妬）
供
の
有
無
も
立
地
選
択
に
お
い
て
配
慰
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
。
収
祐
性
に
関
し
て
論
ず
る
に
は
、
あ
ま
り
に
も
デ
ー
タ
が
不
足
し
て
い
る
。
日
系
企
業
全
体
に
関
す
る
ま
と
ま
っ
た
デ
ー
タ
は
七
九
年
と
八
○
年
の
も
の
し
か
な
く
、
七
九
年
で
は
純
売
上
高
に
対
す
る
税
引
前
純
営
業
利
扶
率
は
、
米
系
及
び
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
系
七
社
の
平
均
一一・一．ハーセントに対して、日系メーカー七社（ソニー、松下、一一一祥、三菱、東芝、シャープ、日立）はマイナス二・六．ハ
ー
セ
ソ
ト
と
赤
字
で
あ
る
。
し
か
し
、
七
九
年
は
、
ソ
ニ
ー
が
や
や
例
外
的
に
収
祐
が
恕
く
（
七
八
年
も
同
様
）
、
三
洋
も
一
一
カ
月
間
の
ス
ト
に
よ
っ
て
赤
字
に
賑
落
し
た
年
で
あ
り
、
し
か
も
後
発
メ
ー
カ
ー
の
工
場
は
立
ち
上
が
っ
て
川
も
な
い
時
期
で
あ
る
こ
と
を
考
脳
す
れ
ば
、
こ
れ
を
も
っ
て
一
般
化
は
で
き
な
い
。
八
○
年
に
は
逆
に
日
系
七
社
で
一
一
・
三
．
ハ
ー
セ
ン
ト
と
米
系
メ
ー
カ
ー
を
上
回
る
利
祐
率
を
あ
げ
て
い
る
。
た
だ
し
、
八
○
年
代
に
は
台
湾
や
純
国
メ
ー
カ
ー
の
現
地
生
産
が
開
始
さ
れ
た
こ
と
も
あ
っ
て
、
米
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
産
業
全
体
の
利
祐
率
は
低
迷
し
て
い
る
。
量
産
体
制
が
軌
道
に
乗
っ
た
メ
ー
カ
ー
を
別
と
す
れ
ば
、
収
祐
性
の
耐
で
は
厳
し
い
状
況
に
あ
る
と
いってよいだろう（表８参照）。
一九インチ型カラーテレビのコスト比較を試ふた（七九年時点）前掲表３に示されるように、日本メーカーは在米工
場
を
採
っ
て
ゑ
て
も
、
ブ
ラ
ウ
ン
梓
以
外
の
購
入
部
品
、
人
件
費
及
び
変
動
費
、
・
販
売
・
流
通
コ
ス
ト
を
除
く
固
定
費
な
ど
工
場
出
荷
段
階
に
お
け
る
コ
ス
ト
面
で
米
系
メ
ー
カ
ー
に
比
し
て
優
位
に
立
っ
て
い
る
。
もつと言えそうだ。
次
に
、
部
品
を
入
雫
６３ 第２章カラーテレビ雌業の対米進出
レピ産業動向
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ＩＴＣ，〔1981〕；ｐｐ.Ａ－１６，４８，４９，５０，５１，５３，５６１５８，１１－９，３６，３７，３９～52．
ＩＴＣ，〔1980〕；ｐｐ.Ａ-27,29,,-18.
6う鋪２章カラーテレビ産業の対米進出
表９在米カラーテレビメーカーにおける付加価値の;構成比
Ａ：素原価の構成比
1977年 1980年 1981年 1983年
全体
４１．６
４９．０
９．８
100.0
']系企業|全体|米系企業|']系企業|全体｜
liilllLNiiljil
項目｜全体｜米系企業
|鷺Iｌｉ１輸入部品米国製部品直接労働合計
Ｂ：付加価値の構成比
1980年1977年 1981年’1983年
項Ⅱ｜全体|米系企業|'柵業|全体|米系企業|Ⅱ系企業|全休|全休
鰍1川hHiJⅢNjlliii
人
件
費
な
ど
の
面
で
の
優
位
性
は
、
地
域
的
な
賃
銀
格
差
の
問
題
も
無
視
し
え
な
い
が
、
日
系
メ
ー
カ
ー
の
生
産
性
の
高
さ
に
由
来
す
る
と
考
え
て
よ
さ
そ
う
で
あ
る
。
生
産
性
を
承
る
た
め
に
一
セ
ッ
ト
当
た
り
の
マ
ン
ァ
ワ
ー
を
算出すると（テレビ部門の年間総マソァワーを総生産
台数で割る）、米国全体で七一年の一三マンァワー
か
ら
、
七
七
年
の
七
マ
ン
ァ
ワ
ー
、
八
○
年
の
四
・
二
マ
ン
ア
ワ
ー
ヘ
と
劇
的
と
で
も
呼
べ
る
向
上
が
実
現
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
れ
で
も
な
お
八
○
年
時
点
の
米
国
及
び
オ
ラ
ン
ダ
系
メ
ー
カ
ー
と
在
米
日
本
メ
ー
カ
ー
を
比
較
す
る
と
、
前者の四・六に対して後者の一一一・三と日系メーカ
ー
の
生
産
性
が
か
な
り
上
回
る
。
さ
ら
に
、
八
○
年
か
ら
稼
働
し
た
日
立
の
工
場
を
例
に
と
る
と
、
二
・
五
マ
ン
ァ
ワ
ー
と
い
う
高
い
生
産
性
の
実
現
が
企
図
さ
れ
た
と
い
う
。
こ
う
し
た
数
字
は
部
品
点
数
の
減
少
や
部
品
の
簡
素
化
と
い
っ
た
製
品
設
計
の
改
善
と
生
産
工
程
の
自
動
化
を
反
映
し
て
い
る
が
、
部
品
調
達
の
海
外
依
存
度
の
高
さ
の
問
題
も
勘
案
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。
つ
ま
り
、
工
程
や
製
品
の
合
理
化
に
よ
っ
て
最
終
組
立
工
程
の
比
煎
が
低
下
す
る
と
と
も
に
、
よ
り
完
成
度
の
高
い
部
品
を
輸
入
す
る
こ
と
に
6６
よっても、一セット当たりマンァワーの減少が達成されるわけである。したがって日系メーカーの生産性の高さは、
製
品
自
体
や
組
立
工
程
の
技
術
的
優
位
性
ば
か
り
で
は
な
く
、
親
会
社
な
ど
か
ら
完
成
度
の
高
い
部
、
叩
を
調
達
し
て
い
る
こ
と
の
反
映
で
も
あ
る
。
日
米
メ
ー
カ
ー
の
輸
入
部
品
へ
の
依
存
度
は
、
八
○
年
代
以
降
格
差
が
縮
小
し
て
い
る
よ
う
で
は
あ
る
も
の
の
、
両
者
間
に
は
米
国
内
で
は
最
終
組
立
工
程
を
中
心
と
す
る
日
米
両
メ
ー
カ
ー
の
ピ
ヘ
イ
ピ
ァ
か
ら
し
て
、
部
品
調
達
問
題
が
コ
ス
ト
と
品
質
両
方
の
面でますます煎要な意味を持つようになった。菰要部ｎｍ（の：煙のの⑩日冨①⑩）の輸入全体に占める、在米メーカーと海外
にある系列会社間の企業内取引の割合は（八○年時点）、対メキシコ九九・六パーセント、対日本九○・八パーセント、
対
台
湾
八
一
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
、
対
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
九
八
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
と
非
常
に
商
い
。
日
系
メ
ー
カ
ー
が
主
と
し
て
日
本
か
ら
洲
屯
あ
る
。
日
米
〆
ま
だ
附
き
が
あ
る
図１米l工1カラーテレビTlJ場における日木製Ｉｌｎｌ１
のシェア
<万古）
300
（洲）
（表９）。
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1００
Ⅱ川聿ｎＵｌ
（ⅣＶｎｏ
０
０ lllIIlll 2０]００
７２７３７４７５７６７７７８７９８０８１８２８３件）パ
注）①左'三llAilは，カラーテレビのアメリカ向け輸出，｜
アメリカの現地生砿のそれぞれの台数。七
②右|=|盛は，わが'五|からの輪'１１，わが国企業にソ
よるアメリカ現地４Ｍiのそれぞれの台数のシ ト
ェア。 と
③（アメリカ|F1内I脳台数）＝（アメリカ国内非
生産台数)＋(輸入台数)－(輪111台数）常
資料）ＥＩＡ（全米エレクトロニクス脇会)｢Electronicに
-iDrMarkctDataBook」IrIj
大蔵竹「湿易統計」い
。出所）通而砿業竹『jmllU白〒』ﾄﾞ』1985年版
’三｜
〆へ内高つの人でいを面達系
メこの関い砿きたわ支ですメ
州暹肇雇拙烏篁二嵩三』州へ,宗二iIl洲髻溌朏ルベ
:#三菱芋：三ド奮繊鮭
１米点セブだて．と施なて
二大シかソラ、t〆信さど日
ソ手ノヒらトウも優ト頼れば本
グの／、、とソう位而性、、か
グガニ米い管一性だ屯そ識ら
うラア国うにつはけ高れ計調
6７ 第２章カラーテレビ産業の対米進出
スからガラスの供給を受けている）から調達しているものの割合が高いが霜欠陥による返品率は日本国内の一一一倍に達
（抑）
す
る
と
い
う
し
、
性
能
面
で
も
問
題
が
残
る
と
思
わ
れ
る
。
さ
ら
に
、
高
技
術
部
品
に
し
て
も
、
日
系
メ
ー
カ
ー
の
米
現
地
生
産
が
拡
大
・
深
化
す
る
に
つ
れ
て
、
政
治
的
・
社
会
的
に
も
、
か
つ
ま
た
円
高
の
定
潜
に
よ
る
企
業
の
採
算
性
の
側
面
か
ら
も
、
現
地
調
達
率
を
高
め
る
こ
と
が
要
請
さ
れ
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
米
国
内
で
の
部
品
調
達
に
際
し
て
、
納
期
や
部
口
叩
の
品
質
管
理
の鎚準がなかなか達成されず、またその維持も難しく、さらに設計
や
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
の
変
更
に
対
す
る
部
品
供
給
業
者
の
反
応
が
緩
慢
で
不
十
分
な
の
が
、
日
系
メ
ー
カ
ー
の
悩
み
の
極
だ
と
い
わ
れ
（狐）
る
。
今
後
そ
う
し
た
問
題
を
ど
う
解
決
し
て
い
く
か
が
一
層
の
並
要
性
を
帯
び
て
く
る
で
あ
ろ
う
。
最
後
に
、
日
本
製
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
米
国
市
場
で
の
地
位
を
確
認
し
て
お
こ
う
。
七
○
年
代
の
後
半
か
ら
八
○
年
に
か
け
て
の
米
国
に
お
け
る
生
産
能
力
の
拡
大
は
、
も
っ
ぱ
ら
日
系
メ
ー
カ
ー
の
進
出
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
八
○
年
に
は
在
米
日
系
メ
ー
カ
ー
全
体
で
承
る
と
フ
ル
稼
働
の
状
態
に
な
り
、
全
米
生
産
台
数
の
約
三
割
を
占
め
る
に
至
っ
た
の
で
あ
る
（
表
８
）
。
八
四
年
時
点
の
、
輸
出
を
含
む
日
本
製
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
市
場
シ
ェ
ア
は
、
全
米
総
出
荷
台
数
一
六
○
八
万
台
、
対
日
輸
入
台
数
二
四
七
万
台
、
日
系
企
業
の
現
地
生
産
台
数
四
七
○
万
台
で
あ
る
か
ら
、
埴
純
に
輸
出
と
現
地
生
産
台
数
を
合
算
す
れ
ば
四
四
・
六
。
ハ
ー
セ
ソ
ト
に
達
す
る
勘
定
と
な
る
（
表
２
、
表
４、表７）。しかし、米商務省資料（表４）と日本側の通関統計（表とをつぎ合わせてみると、商務街資料の対日完成
冊
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
輸
入
台
数
の
中
に
は
シ
ャ
ー
シ
ー
・
キ
ッ
ト
が
含
ま
れ
て
い
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
そ
れ
と
現
地
生
産
台
数
の
一
部
が
も
し
兎
復
し
て
い
る
と
す
れ
ば
、
先
ほ
ど
の
数
字
は
や
や
過
大
評
価
だ
と
言
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
そ
こ
で
、
シ
ャ
ー
シ
ー
・
キ
ッ
ト
を約八○万台と見積り、それがすべて現地生産台数と重複すると仮定すれば、日本製口叩のシェアは一一一九・六．〈－セン
（”）
卜
に
な
る
か
ら
、
実
際
の
数
字
は
そ
の
間
に
収
ま
る
で
あ
ろ
う
。
６
若
干
の
展
望
Ｉ
結
び
に
か
え
て
Ｉ
6８
日本製カラーテレビの輸出急増に端を発した貿易摩擦は、日本メーカーの米国現地生産によって事実上「解決」さ
れた。技術血をも含めたアメリヵテレピ産業のいわゆる空洞化が、日本企業の対米進出によって穴埋めされたといっ
て
よ
い
。
進
出
し
た
各
社
が
口
を
揃
え
て
、
生
産
性
の
面
で
は
と
も
か
く
と
し
て
仙
質
面
で
は
日
本
国
内
と
較
べ
て
遜
色
な
い
と
い
う
よ
う
に
、
生
産
技
術
の
あ
り
方
や
Ⅱ
質
管
理
方
法
の
現
地
適
応
も
、
ま
ず
は
比
校
的
良
好
な
結
采
を
生
ん
で
い
る
と
い
っ
て
差
し
支
え
な
い
かもしれない。今後とも日本メーカーの塊地生産の趨勢は、増大こそすれ逆順することはありえないだろう。
一方、米国メーカーではＲＣＡに続いてゼニスも七○年代後半に生産立地の海外移蛎を大規模に行ない、八○年代
に入ってカラーテレビ部Ⅲの比並を低下させつつ業務の多角化を樅黙している。両社とも米山内カラーテレビ工場の
自助化も進めてはいるし、高仙位テレビをはじめとする次世代製山川の商ｕ叩化といった流動的喫索もあるにはあるが、
２
，
３
で
ふ
れ
た
米
国
企
業
の
一
般
的
体
質
か
ら
い
っ
て
も
、
か
な
り
の
程
度
成
熟
化
の
進
行
し
て
い
る
製
造
業
分
野
で
、
ど
れ
く
ら
い
本
格
的
に
製
造
工
程
を
も
含
め
た
技
術
革
新
を
遂
行
す
る
意
欲
が
あ
る
か
疑
問
が
残
る
。
し
か
も
、
Ｇ
Ｅ
は
既
に
テ
レ
ビ
生
産
か
ら
の
撤
退を決定しており、さらにはＲＣＡもＧＥとの合併に際して家霜部門を切り離すのではないか、との観測が一部にあ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
そ
う
な
っ
た
場
合
で
も
買
収
す
る
企
業
い
か
ん
に
よ
っ
て
災
な
ろ
う
が
、
Ｒ
Ｃ
Ａ
と
い
う
後
棚
の
な
い
テ
レ
ビ
部
川
に
ど
の
程
度
の
こ
と
が
出
来
る
か
、
大
い
に
問
題
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
Ｈ
本
メ
ー
カ
ー
も
、
個
々
の
企
業
の
米
国
工
場
を
単
独
で
取
り
出
せ
ば
一
部
を
除
い
て
生
産
台
数
と
い
い
従
業
負
数
と
い
い
、
まだまだ規模の限定されたものに過ぎない。今後、各社ともかなり意欲的な拡充計画を立てているが、これまで限定
された規模の中で実脱しえた。ハフォーマンスをいかに維持・向上させていけるか、大きな課題となろう。しかも、肌
在までの品質面での成果も、心臓部ともいえるプリント飛板をはじめ日本からの調達を中心とした低コストで良質な
部
品
に
負
う
と
こ
ろ
が
大
で
あ
る
。
部
耐
調
達
の
海
外
依
存
と
い
う
意
味
で
は
米
系
メ
ー
カ
ー
と
て
変
わ
り
は
な
い
が
、
米
国
内
で
は
ま
っ
た
く
生
産
さ
れ
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
よ
り
広
い
視
野
か
ら
の
摩
擦
対
策
と
し
て
現
地
生
産
を
決
意
せ
ざ
る
を
え
な
い
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の事例もある。将来、米国メーカーの後退が一段と進むような事態が生まれ、逆に日本メーカーの生産規模がＶＴＲ
第２章カラーテレビ産業の対米池１１’6９
を含めて一層拡大すれば、その時点で部品調達問題が新たな火種となる可能性は充分あるだろう。信頼性の高い部品
を
ど
の
範
囲
で
、
か
つ
い
か
な
る
コ
ス
ト
で
現
地
調
達
な
い
し
内
製
で
き
る
か
が
、
組
立
工
程
の
組
織
編
成
の
あ
り
方
と
な
ら
ん
で
一
つ
の焦点であり、現地生産が拡充されるに連れて、今後ますますその重要性が高まるであろうことは想像に難くない。
な
お
、
ふ
ら
れ
る
通
り
本
章
で
は
、
職
種
区
分
の
廃
止
や
ジ
ョ
ブ
・
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
多
能
工
的
な
作
業
組
織
、
等
女
の
い
わ
ゆ
る
「
日
本
的
」
と
称
さ
れ
る
生
産
と
技
術
の
体
系
が
、
ど
の
程
度
ア
メ
リ
カ
の
環
境
に
適
応
性
を
持
ち
、
ま
た
そ
こ
か
ら
い
か
な
る
問
題が生じているか、といった論点に関してはやや意識的に立ち入ることを避けた。主として文献や資料に依拠した考
察
か
ら
一
定
の
結
論
を
導
き
川
す
の
は
、
限
界
が
あ
り
過
ぎ
る
と
考
え
た
為
で
あ
る
。
今
後
の
課
題
と
し
て
お
き
た
い
。
（
７
）
山
内
〔
一
九
七
六
〕
三
八
’
三
九
ペ
ー
ジ
。
（８）ただしアバナシーは生産技術の機械化が製品技術の根本的な革新を阻害する側面を強調する（レウの凰呉ごＤＣ『巴）。な
お吉原〔一九八三〕は、アパナンーの定式化を用いて日本企業の生産技術とその海外移転を論じて示唆に篇む。
（９）”且口・獄ＤＣのＳｃ・勗．バランソン〔一九八二〕一五一’一五二ページ、鶴岡〔一九八○〕一七四ページ、日本嗣子機械
工業会〔一九七九〕一八九ページ、山内〔一九七六〕四四ページ、小川〔一九七九〕三○ページ。
（、）パランソン〔一九八二〕一八八’一八九ページ、山内〔一九七六〕四四ページ、如臼ｐｏＨ〔］＠のＢｂｂ．、集い。．
（
ｕ
）
鶴
岡
〔
一
九
八
○
〕
五
三
－
六
二
ペ
ー
ジ
、
マ
ガ
ジ
ナ
ー
、
ラ
イ
ヒ
〔
一
九
八
四
〕
一
四
六
’
一
四
七
ペ
ー
ジ
。
（
⑫
）
山
内
〔
一
九
七
六
〕
三
九
’
四
二
ペ
ー
ジ
、
日
本
興
業
銀
行
〔
一
九
八
一
〕
七
四
ペ
ー
ジ
、
日
本
電
子
機
械
工
業
会
〔
一
九
七
九
〕
一
九
○
（６）門＆口・尉口ののＢｂｂ．ご‐日・松下海外本業担当者とのインタビュー（八四年九月六日）、山内〔一九七六〕一一一八’一一一九ぺ
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
－ジ。
六ページ。
大
蔵
省
□
九
八
五
〕
・
藤原〔一九八二〕、安保〔一九八二〕Ｕ
”回ロロ。ＨＤＣの○〕ｂＣ．①ＩＨｍ
用且口・開ＤＣのＢｂｂ・厨‐屡隠‐ＰＰバランソン〔一九八二〕五一一一ｌ兀四ページ、ロ・の．、の耳．。、○・日目のＨ８ＤＣｍＢ》Ｃ・患口・
山内〔一九七六〕三八’四一一一ページ、日本興業銀行〔一九八一〕七五’七六ページ、バランソン〔一九八一一〕二五’二
7ｏ
月二七日夕刊。
（
鋼
）
バ
ラ
ン
ソ
ン
岡
□
九
八
○
〕
（
型
）
パ
ラ
ソ
ソ
ン
○門Ｑ〔ＨＣのい〕己。
（
妬
）
パ
ラ
ン
ソ
ン
（別）飼い９口ｏＨＤＣｍＳｂ・レー巴・
（理）以上、カラーテレビをめぐる紛争については、日本興業銀行〔一九八一〕六七’七○、七六’八二ページ、爾彼新聞社
〔
一
九
八
六
〕
五
三
四
’
五
四
六
ペ
ー
ジ
、
村
上
〔
一
九
八
○
〕
一
一
’
一
七
ペ
ー
ジ
、
鶴
岡
〔
一
九
八
○
〕
一
五
一
’
一
七
○
ペ
ー
ジ
、
ロ
・
の．Ｈ・曰・○・ＤＣｍＳｂｂ・缶‐い》シート）＆○・口の臼〕弓・レー「ｌシ－局》飼いロロ・門口ＣｍＳｂ．Ｈ『・パランソン〔一九八二〕一五七
ページ、ｐ．ｍ．□の冨・・【○・日日のＨ８ＤＣｍＳｂ・＄Ｐ＆Ｐロ①＄〕□・台Ｐ高井〔一九七九〕。『日本経済新聞』一九八六年三
（油）山内〔一九八五〕七二’七三ページ、僻岡〔一九八○〕七二’七八ページ、蚕目・ＮＤＣのＳ□・ロ①．
（
Ⅳ
）
パ
ラ
ソ
ソ
ン
〔
一
九
八
二
〕
一
八
○
、
一
八
八
、
一
九
○
ペ
ー
ジ
、
『
日
本
経
済
新
聞
』
一
九
八
五
年
二
月
六
日
。
（咽）飼いＱロ○吋口①のＳＣＣ・日》缶ｌ認・
（、）ご・の。Ｈ・日．○・口①段〕□・レーＰｑＰ口①臼〕□・レー屋》□・の．□の□け．。、○○日日の円のＤＣ巴〕ｂ・急ＰＱＣ・口の周〕ｐ②念》
＆
Ｐ
Ｄ
Ｃ
段
〕
弓
・
膨
‐
ｓ
・
『
日
本
経
済
新
聞
』
一
九
八
五
年
一
○
月
一
七
日
。
（、）円巴８ミミロ碕の農］目の②。Ｈ①、、》ご・］Ｆ》河已ロ・ＮＤＣのＳ》□・シー『い・バランソン〔一九八一一〕一○九、一三七’一一一一
ペ
ー
ジ
、
マ
ガ
ジ
ナ
ー
、
ラ
イ
ヒ
ロ
九
八
四
〕
一
四
四
’
一
四
七
ペ
ー
ジ
。
単
純
に
ア
メ
リ
カ
国
内
と
日
本
を
比
較
し
て
も
、
地
域
に
よ
っ
て異なるがフリンジベネフィット等を考慮すれば大差はない、ともされる（山内〔一九七六〕四三ページ、安保〔一九八
二〕一九’二○ページ）。
（⑬）『通商白書』（一九七七年版）二一一一○’一三一ページ、小川〔一九七九〕三○’一一二ページ、山内〔一九七六〕三七ページ。
（皿）パラソソンロ九八二〕一八六ページ、マガジナー、ライヒ〔一九八四〕一五○ページ、山内〔一九七六〕四一一一ページ、
□・の．□の耳．。、ぽぴ・肘ＤＣ、、〕□・の．ダン〔一九八四〕二二六ページ、菊池〔一九八二〕一六六ページ。
（咽）マガジナー、ライヒ〔一九八四〕一四八’一四九ページ、小川〔一九七九〕三一ページ、吉原〔一九八三〕一九○ペ－
九ページ。
ジ○
己。］口の、。
〔一九八二〕一三一一一、一四一一一’一四四、一五一一一ページ、日本電子機械工業会〔一九七九〕一三八ページ、鶴
一七二ページ、ロ・の．Ｈ・日・ＤＤＣ臼〕ロシー局・
〔
一
九
八
二
〕
一
四
九
ペ
ー
ジ
、
村
上
〔
一
九
八
○
〕
四
九
’
五
五
ペ
ー
ジ
、
塚
本
〔
一
九
八
二
〕
一
二
二
ペ
ー
ジ
、
の
８
旨
‐
〔
一
九
八
二
〕
一
○
七
’
一
○
八
、
一
四
三
ペ
ー
ジ
。
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（妬）以上、立地選択に関しては、バランソン〔一九八二〕一二一’一二三ページ、安保〔一九八二〕一二’一一一一ページ。
（加）以上の生産性などに関する数字は、宛且ロ。門口①ｍｅ目．届Ｉ屋鈩‐のＰし－ｓ．および表７。
（ｗ）半完成ⅡⅡ（日８日口の庁の尉の８】ぐの川の）はＯＭＡの規制にかかるが、プリント韮板が他の部川Ⅲと切り離されて叩独に輸入さ
れるなら、サブアセンブリー製口川として規制の対象にならなかった（ｐ．ｍ．Ｈ・弓・○・口＠日〕ｂｂ・少－５》シｉ急・日本圃易振
興会〔一九八二〕二九ページ、安保〔一九八二〕一九ページ、マガジナー、ライヒ〔一九八四〕一一一七、一八○ページ。
（粥）マガジナー、ライヒ〔一九八四〕一二七、一八○ページ。
（鋤）ただし商務省データでは、八四年の半完成肺（キットおよびブラウン管つぎシャーシー）の対日輸入の台数、金額はそ
れぞれ六万二○○○台、一万ドルとなっている。
（犯）安保〔一九八二〕一二’一五ページ、元東芝アメリカエ場幹部とのインタビュー（八四年七月一八日）、『日本経済新附』
一九七九年一二月五Ⅲ、八四年一二月一三日。
（豹）安保〔一九八二〕’五’一七ページ、『日本経済新聞』一九七八年一一月二九日、七九年一月一七日。
（弧）『日本経済新聞』一九八三年一○月九日、安保〔一九八一一〕一五ページ、佐藤〔一九八五〕一一九ページ。
（皿）『日本経済新附』一九七九年一月二二日、同年四月二一日、同年四月二五日、同年一二川一一一一日、鵺岡〔一九八○〕一九
九、二○八’一一一○ページ。
（犯）『日本経済新附』一九八五年八Ⅱ二七日、何年一一月二○日。
（粥）松下に関しては、松下海外事業担当者とのインタビュー（八四年九月六日）、小川〔一九七九〕三一一一ページ、菊池〔一九
八二〕一六四’一六六ページ。『日経産業新聞』一九七五年一二月一一一日、七八年一二月一一○日、八二年六月一一四日、『日本
経済新聞』一九七五年五月九日、同年一二月二日、七八年一二月一九日、七九年六月二一日、八六年四月一一七日、八六年
七月一一Ⅱ、パランソン〔一九八二〕六九’七○、一二ページなどより。
（弧）一一一祥に関しては、ｐ．ｍ．Ｏの耳．。、ぽワ・門口＠ｍｍ〕国日くいａｍｐｍ曰のの⑭の８．・桿口①の、〕・『日紙産業新聞』一九七六年四
月一一一○日、七七年一月一一日、七八年三月六日、安保〔一九八二〕一七’二○ページ、口曼菖§『⑩鳥］巳］犀このＰ
／~、／面、
２７２６
、_ノ、_ノ月
三
○
日
、
七
七
年
一
月
一
ｂ
Ｐ
ｇ
ｌ
臼
・
な
ど
よ
り
。
同年一一月三口
同
年
七
月
七
日
。
『日本経済新聞』一九八二年六月一日。なおソニーについては、本書第十章（安保論文）ならびに加納〔’九八二〕参照。
「日本経済新聞』’九七七年一一月一一○日、七八年三月一一一一日、八一一一年六月七日、八五年二月二九日、同年五月一七日、
年一一月三日、同年一一月二七日、同年一二月一一○日、『日経産業新聞』一九七八年六月一一七日、八三年六月二一一一日、
７Ｚ
日
米
経
済
摩
擦
は
一
九
八
五
’
八
六
年
に
か
け
て
一
段
と
深
刻
さ
を
増
す
と
と
も
に
、
ハ
イ
テ
ク
産
業
が
中
心
Ⅲ
題
と
な
る
新
局
而
を
迎
え
て
い
る
。
な
か
で
も
Ｉ
Ｃ
（
蝶
杭
回
路
）
な
い
し
半
導
体
を
め
ぐ
る
経
済
摩
擦
の
現
状
は
ま
さ
に
異
常
で
あ
る
。
表
１
の
よ
う
に
、
米国側からの反ダンピング法、特許法、独禁法関係の提訴が相次ぎ、ＳＩＡ（米国半導体工業会）の七四年通商法三○
一条に蕪づく提訴においては、過去の日本の政策に起因するとされる現在の日本市場の構造的閉鎖性が正面から問題
にされ、日本ユーザーの米国製半導体調達目標の設定、日米市場での個別企業ごとのコスト・輸出仙絡の監視体制の
導入、日本企業の設伽投資の抑制などが公然と求められていて、簡単な妥協を許さないかのどとくである。
こ
の
よ
う
な
ア
メ
リ
カ
川
の
強
仙
な
態
度
の
背
景
に
は
、
一
つ
は
ア
メ
リ
カ
に
と
っ
て
史
上
危
恕
の
半
導
体
不
況
と
い
う
要
因
が
あ
っ
たが、長期的には七○年代末以降のＤＲＡＭ（ダイナミック・ラム、コンピュータやＯＡ機洲等に川いられる記価保持励作の
必要な随時書き込永統永出しメモリー）に代表される汎川並産のＩＣでの日本企業の追い上げの結央、今や半導体産業に
おける米国俊位の樅造が崩壊しかねないという状況がある。しかも、世界経済の低成長下で稀にふる高成長産業であ
る
Ｉ
Ｃ
産
業
に
は
、
日
本
の
糸
で
な
く
極
東
の
新
興
工
業
国
の
企
業
の
参
入
が
相
次
ぎ
、
こ
の
面
で
も
産
業
構
造
の
変
化
が
進
行
し
つ
つ
あ
り
、
ア
メ
リ
カ
の
地
位
の
回
復
は
容
易
で
は
な
い
。
第
三
章
Ｉ
Ｃ
産
業
の
日
米
競
争
と
日
本
企
業
の
対
米
直
接
投
資
１
は
じ
め
に
７３
表１日米半導体関係主要提訴一覧 (1986年５月現在） 守ト
況提訴日’件名法的根拠対象製品提訴考管輔機関相手現
調査中なお別に逆提訴
もあり
日米政府間協議進行中
85年２月
85年６月
Ｖシリーズ著作権
問題提訴
SIA301条提訴
著作権法 サンノゼ連邦地日本電気
裁
通商代表部日本政府
マイクロプロセインテル社
ツサー
全半導体ＳＩＡ74年通商法301条
(二公正貿易慣）
30年関税法
反ダンピング規
定
同上
86年４月商務省クロ決
ヒニ
メニ
86年５月ＩＴＣ同上
85年11月ＩＴＣクロ仮
決定
86年３月商務省同上
86年１月ＩＴＣクロ仮
決定
86年３月商務省同上
調査中
64ＫＤＲＡＭマイクロン・テ商務省，ＩＴＣ日本大手各社
クノロジー社
85年６月 64ＫＤＲＡＭダン
ピング提訴
85年９月 ＥＰＲＯＭダンピン
グ提訴
ＡＭＤ,インテル同上
ＮＳの３社
同上ＥＰＲＯＭ
85年12月 256Ｋ以上の商務省
ＤＲＡＭ
同上 同上256KＤＲＡＭ自同上
主ダンピング提訴
米司法省調査独禁法EPROM司法省日立製作所
64ＫＤＲＡＭ独禁同上６４ＫＤＲＡＭマイクロン・テアイダホ連邦地日本大手各社
法提訴クノロジー社裁
ＤＲＡＭ特許侵害特許法ＤＲＡＭＴＩ社ダラス連邦地裁日本メーカー８
提訴 社
韓国メーカー１
社
ＤＲＡＭ337条提３０年関税法337条ＤＲＡＭＩＴＣ同上同上
訴
ＤＲＡＭ特許侵害日本特許法２５６ＫＤＲＡＭ日本電気東京地裁ＴＩ社
提訴
85年８月
85年９月
86年１月
86年１月
86年３月 調査中
出所）『氾波新聞』８６年２月19日，う゜レスジャーナル〔1986〕６３ページなど。
日
米
競
争
の
現
状
ま
ず
、
半
導
体
な
い
し
Ｉ
Ｃ
産
業
全
体
に
お
け
る
日
米
の
地
位
の
変
化
に
つ
い
て
は
、
地
域
別
の
出
荷
と
消
費
（
表
２
）
、
各
国
系
企
業
（２）
別の生産（表３）に一がされている。半導体全体（たくさんの素子を数ミリ角のチップにうめこんだＩＣの歌でなく半導体素子
や
光
エ
レ
ク
ト
ピ
ー
ク
ス
の
デ
バ
イ
ス
も
含
む
）
と
そ
の
う
ち
で
ま
す
ま
す
中
心
的
地
位
を
占
め
つ
つ
あ
る
Ｉ
Ｃ
と
で
あ
る
程
度
差
異
が
あ
る
が
、
い
ず
れ
の
表
に
お
い
て
も
、
七
○
年
代
後
半
以
降
ア
メ
リ
カ
の
圧
倒
的
地
位
が
急
速
に
く
ず
れ
つ
つ
あ
る
こ
と
、
ま
た
欧
州
の
地
位
も
低
下
し
て
い
き
、
ひ
と
り
日
本
の
ゑ
が
急
速
に
シ
ェ
ア
を
高
め
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
八
四
年
で
日
米
の
シ
ェ
ア
の
格
差
が
も
っ
と
も
大
き
い
の
は
地
域
別
消
費
の
数
字
で
あ
る
が
、
そ
れ
は
産
業
用
や
軍
需
用
の
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
を
中
心
に
米
国
の
Ｉ
Ｃ
需
要
が
非
常
に
大
き
い
こ
と
を
反
映
し
て
い
る
。
し
か
し
八
五
年
不
況
で
米
国
市
場
の
縮
小
が
大
き
く
、
八
六
年
に
は
円
高
に
よ
る
評
価
変
更
も
（１）
簡
単
に
述
べ
る
に
と
ど
め
る
。
周
知
の
よ
う
に
、
半
導
体
は
産
業
の
米
な
い
し
原
油
と
し
て
ま
す
ま
す
重
要
な
戦
略
産
業
と
ゑ
な
さ
れ
て
い
る
が
、
す
で
に
消
費
財
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
を
事
実
上
失
っ
て
い
る
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
半
導
体
産
業
は
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
の
ほ
と
ん
ど
最
後
の
砦
と
さ
え
考
え
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
上
、
日
本
人
に
は
と
も
す
る
と
忘
れ
ら
れ
が
ち
だ
が
、
国
防
国
家
ア
メ
リ
カ
で
は
半
導
体
は
国
防
産
業
の
要
と
ふ
ら
れ
て
い
る
。
Ｉ
Ｃ
産
業
で
の
日
米
摩
擦
の
激
化
は
、
旧
型
産
業
で
の
そ
れ
と
は
異
な
り
、
広
汎
な
政
治
的
軍
事
的
含
意
を
，もっている○
こ
の
よ
う
に
Ｉ
Ｃ
の
日
米
摩
擦
は
現
在
大
変
亜
要
な
テ
ー
マ
で
あ
る
が
、
本
章
の
課
題
は
さ
さ
や
か
な
も
の
で
あ
る
。
本
章
前
半
で
は
Ｉ
Ｃ
産
業
に
お
け
る
日
米
競
争
の
現
状
を
大
ま
か
に
考
察
し
、
後
半
で
は
関
係
者
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
な
ど
に
よ
り
な
が
ら
、
日
米
摩
擦
の
緩
和
雛
と
考
え
ら
れ
て
い
る
日
本
企
業
の
対
米
進
出
の
現
状
と
経
験
に
つ
い
て
論
じ
よ
う
。
紙
数
の
制
限
も
あ
り
、
い
ず
れ
も
要
点
を
２
日
米
競
争
の
現
状
と
そ
の
背
景
第３章ICjli(i業の日米競争と日本企業の対米iii:接投資7５
表２日米各地域の半導体のｌＭｉと１１剛（1975～1984）
年次 19841975 1978 1９８１
出荷（億ドル，％）
世界①
②
北米①
②
日木①
②
その他①
②
286.8000）
223.5（100）
126.9（４４）
105.3（４７）
106.5（３７）
８１．４（３６）
５３．４（19）
３６．９（17）
44.0000）
21.6（１００）
20.6（４７）
12.5（５８）
10.1（２３）
４．１（１９）
13.2（３０）
５．０（２３）
88.3（１００）
51.1（100）
38.0（４３）
25.7（５０）
25.2（２９）
13.4（２６）
25.1（２８）
12.0（２３）
145.7（１００）
９７．９（１００）
６６．３（４６）
４９．０（５０）
４７．１（３２）
３０．６（３１）
３２．３（２２）
１８．２（19）
消費（億ドル，％）
北米①
②
日本①
②
その他①
②
134.4（４７）
112.0（５０）
８３．５（２９）
６１．６（２８）
６８．８（２４）
５０．０（２２）
62.7（４３）
46.1（４７）
42.9（３０）
27.9（２９）
40.0（２７）
23.9（２４）
33.8（３８）
22.1（４３）
24.5（２８）
１４．０（２７）
30.0（３４）
15.0（２９）
17.6（４０）
９．７（４５）
10.8（２５）
５．４（２５）
15.6（３５）
６．５（３０）
出荷／ＩｉｉＺ１ｔ（傭率）
北米①1１７１１２
②１．２９１．１６
日木①０．９３１．０３
②０．７５０．９６
その他①０．８５０．８４
②０．７７０．８０
0．９４
０．９４
１．２８
１．３２
０．７８
０．７４
Ｌ０６
１．０６
１．１０
１．０９
０．８１
０．７６
注）①は半導体全体，②はＩＣのみに関するもの。
表の北米は大水かには米国と同一視してよい。
出所）データクエスト。
加わって、米国の日本に対する優位
の程度は大幅に低下しそうである。
生産の概念に近い出荷の数字では日
米のシェア格差の縮小は消費におけ
る
よ
り
は
る
か
に
急
速
で
あ
り
、
八
四
年
には三つの統計の中でシェア格差が
も
っ
と
も
小
さ
い
。
そ
の
た
め
に
、
米
国
は八○年代はじめには出荷より消費
の方が大きい純輸入国に賑落してし
まい、他力日本はＩＣないし半導体
の世界的供給雄地になりつつある。
また、半導体産業では貿易のみで
なく、米国企業を中心に多国籍企業
の役割が大きく、その点を反映して
この産業では表３のような各国系企
業別の生産統計（子会社の生産をその
立地国でなく親会社の国に含めて示され
る
も
ｅ
が
よ
く
用
い
ら
れ
る
。
注
目
す
べきことは、八四年での日米のシェ
アの格差はこの統計より出荷統計の
7６
表３各国系企業別半導体生産シェア (単位：世界の項のみ他ドル，他は％）
米国眈西…|世界米国…欧護働他L蝋１９８０１ １９８４１９７７世界米国賊西欧そ｡他１世”
289.050.940.1８．４０．６ 22.8２０．１60.726.412.6 ３
３
●
●
０
０
０
１
７
９
－
０
７
７
９
１
１
０
１
３
６
２
７
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
９
８
６
３
３
５
７
７
５
２
０
２
８
６
２
３
３
９
２
１
４
３
１
２
１
２
１２
１
●
●
０
０
０
半導体全体
半導体素子
光エレクトロニクス
′豆鑛ごﾏｼﾞ蟇芒
ロジック
'1三
足敏
リニア
68.5
29.1
ａ0
36.4
９．９
０
４
９
９
－
０
●
●
●
●
●
１
５
７
２
２
６
４
６
７
８
３
９
９
２
一
Ｊ
●
●
●
●
■
４
１
４
８
４
１
２
１
24.5
32.6
17.2
18.6
12.1
6.850.335.348.515.4 ０．７
０．１
8.143.533.023.2
18.423.913.637.451.810.713.6２（
Ｕ
７
４
－
へ
。
》
０
（
己
『
上
７
〈
Ｕ
（
、
Ｒ
）
〈
ｂ
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
８
尺
）
１
《
〈
０
（
Ｕ
８
，
．
１
２
’
０
５
５
２
戸
０
〈
℃
Ｒ
）
。
。
Ｒ
）
〈
ｂ
〈
ｂ
７
（
ｂ
一
Ｊ
７
Ｐ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
２
６
３
４
２
３
４
２
９
８
０
１
８
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
８
３
２
２
２
５
１
４
０
３
２
９
１
２
２
１
１
１
２
２
２
３
２
２
２
３
24.60.3225.155.237.56.6０．６ 29.78.10．３１
１
０．６）
迩
謹
箪
這
榮
一
紙
ｅ
諜
令
特
亘
剖
嬬
種
榮
一
］
ｅ
端
濁
○
円
潜
め
活
Ｒ
19.65.7０．３４８．５７５．５２０．５３．６０．４
１．２０１８．３７１．６２５．９２．５０
25.5
9.8
7.2０．３１４０．２７６．４１９．４３．８０．４ 22.3
5.8０．３１１３１．１４９．３４３．７６．１ 0.8 35.3２９．１1５．８７８．５１７．１４．３０．１１
2.965.127.4６．５１．０ 12.814.2０．６
４．７０
５．３１．３
１．２０
２．００．２
89.752.141.6６．２０．２ 29.4
38.541.550.1 6.1 2.4 39.9
63.343.151.9４．７０．３ 29.8｝Ｏ
『
上
●
●
ｎ
〉
２
７
７
１
１
７９．５
８６
６３
１０．６５５．６
20.0
12
20
27.1
２
●
０
０
０
０
32.759.536.7３．５０．３ 39.6
35.150.935.711.1 21.32.3
0.4
14.3
15.5
０．９
０．１ 45.550.537.811.4 19.023.1
米国，日本それぞれで，バイポーラ・デジタル７０，２４，モス４７，４４，モスのうちメモリー４６，４８，マイ
37％といわれる。
注）なお85年についての推定シニアは，
クロデバイス５３，４１，ロジック４９，
出所）デーククエスト。
表４ＩＣの日米貿易
木１１
対米
輸入
(億|'j）
２０５
３０９
２３８
３７７
３５６
４０７
７４１
６９６
７０５
８３５
１，０７６
１，６３６
１，２５４
米 国米出川一６７００３４８４２８３２５
２
７
５
０
７
１
２
１
６
４
２
９
１
１
４
７
７
１
８
７
ｌ
対輸脳－
１
１
３
２
輸川依存度
対Ⅱヅ,（対米
（％）（％）
輸入依存度
対１m:界対米
（％）（％）
対Ⅱ対・’三１
輪ｌｌｌｌＩｉｉｉ入
(剛（WiIij）
対日輸
川依存
度
（％）
対日輸
入依存
度
（％）
雁年
３
４
５
６
７
８
９
０
１
２
３
４
５
７
７
７
７
７
７
７
８
８
８
８
８
８
９１ ２．３
5.3
11.5
11.5
15.2
18.6
28.3
32.1
20.0
34.1
37.2
39.4
31.6
６
１
０
５
０
２
０
７
３
０
２
９
０
０
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
０
２
５
２
５
６
０
２
０
４
６
８
１
１
１
１
１
１
１
１
23.2
30.1
27.8
26.5
24.0
21.1
26.4
22.0
18.5
18.8
17.6
15.7
11.6
14.3
18.2
16.6
15.9
15.3
14.0
19.9
14.0
11.7
12.3
12.4
11.5
８．８
７９
１３８
１１３
１１９
１４３
２００
２５４
１３１
８３
１７６
３１５
２８８
４４５
６７７
]，５２０
８８０
１
９
４
４
６
８
４
●
●
■
●
●
■
●
３
３
２
２
２
２
２
８
８
２
３
５
５
６
●
●
●
０
０
●
●
３
５
７
６
８
９
３
１
注）輸川依存皮は４Ｍiないし１１}荷に対する柿１１１の比率，輸入依存皮はliIjlj<ないし外見洲I<に対
する輸入の比率である。
lⅡ所），｢{i汲新'１{}；|：『lib'二にI:業年鑑』各年。
力
が
小
さ
い
と
は
い
え
、
七
○
年
代
後
半
か
ら
の
日
米
シ
ェ
ア
格
差
の
縮
小
自
体
は
こ
の
各
国
系
企
業
別
の
統
計
の
力
が
む
し
ろ
大
き
い
こ
と
で
あ
る
。
こ
う
し
て
岡
本
企
業
の
米
国
企
業
に
対
す
る
追
い
上
げ
に
よ
り
、
Ｉ
Ｃ
の
糸
で
は
と
も
か
く
半
導
体
全体では地位の逆転は目前に辿っているごとくである。
も
っ
と
も
、
以
上
の
諦
表
は
半
灘
休
の
外
販
を
行
な
う
企
業
の
承
に
関
す
る
統
計
で
あ
っ
て
、
外
販
を
し
な
い
内
製
メ
ー
カ
ーの数字を含まないことを付言しておかねばなるまい。
特に米国においては、世界最大のＩＣメーカーといわ
れ
る
Ｉ
Ｂ
Ｍ
を
中
心
に
内
製
メ
ー
カ
ー
の
砒
産
と
硝
費
が
大
き
く
、
そ
れ
を
含
め
た
全
体
で
い
う
と
米
国
の
地
位
は
今
ま
で
の
二
表
に
示
し
た
よ
り
は
る
か
に
高
く
、
米
国
優
位
は
い
ず
れ
の
（３）
指
標
に
お
い
て
も
当
分
ゆ
る
が
な
い
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
内
製
メ
ー
カ
ー
の
統
計
を
含
め
て
も
、
米
国
な
い
し
米
国
企
業
に
対
す
る
日
本
企
業
の
追
い
ｌ
げ
の
倣
向
自
体
は
、
先
の
二
つ
の
表に示されるものと大錐ないであろう。
日
本
の
追
い
上
げ
は
日
米
Ｉ
Ｃ
貿
易
に
お
い
て
も
明
ら
か
で
あ
る
（
表
４
）
。
時
折
の
術
環
的
中
断
は
別
と
し
て
両
方
向
の
貿
易
の
の
び
が
続
く
な
か
で
、
日
本
の
対
米
輸
入
依
存
度
の
八
○
年
以
降
の
低
位
安
定
化
と
、
特
に
七
九
年
か
ら
の
対
米
輸
出
依
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表５１Ｃ各TlJ場における系列別供給状況（1984）（100万ドル,％）
欧州その他
系メーカー ｜合孔雨、芒IllllW`斎nＷ`了二『 １９８４
９，６６０
（１００）
５，９４０
（100）
４，２４０
（100）
１，４００
（１００）
21,240
（100）
1978１９８４１１９７８1978
２，２５０
(95,7）
２０３
(15.7）
７６２
(63.5）
１１５
(44.2）
３，３３０
(65.3）
１９８４
８，０１０
(82.9）
９５０
(16.0）
２，４３０
(57.3）
４４０
(31.4）
11,830
(55.7）
1978
８５
（３．６）
１，０８０
(83.7）
３０
（２．５）
１１５
(44.2）
］，３１０
(25.7）
１９８４
１，５３０
(15.8）
４，８７０
(82.0）
６８０
(16.0）
７４０
(52.9）
米国
日本
欧州
その他
合計
2,350
(100）
1,290
(１００）
1,200
(１００）
２６０
(100）
５，１００
(100）
１５
（０．６）
７
（０．５）
４０８
(34.0）
３０
(11.5）
４６０
（９．０）
120
（１．２）
１２０
（2.0）
１，１３０
(26.7）
２２０
(１５．７）
１，５９０
（７．５）
ページ。
７，８２０
(36.8）
ＩＭＴ）｜]本電子機|〕Ni工業会「集積llIl路ＩＣガイドブック」１９８６，５
存度の上昇（ただし八五年は急低下）が明らかである。前者は日本のＩＣ
のかなり全般的な自給力の上昇を反映しており、後者は一六キロビット
ＤＲＡＭ以降のメモリーＩＣにおける日本企業の競争力の顕著な上昇に
よるところが大きい（後の図１参照）。この結采、日本のＩＣ貿易収支は全
体で八○年から、対米では八一年から出超に転じ、出超は八五年の深刻
な不況と貿易摩擦の激化にいたるまで増加の一途をたどった。この過程
を米国側からゑると、もともと大きくなかった対日輸出依存度はこの間
いっそう低下し（ただし米国側の統計では対日輸出は日本の対米輸入に比して
非常に過少に示されているが）、対日輸入依存度はかなりの上昇となり、こ
の統計によれば八四年には日本の対米輸入依存度より高くなった。
ＩＣ産業でよく問題にされる主要市場における各国系企業の供給（当
該巾場への輸出と進川企業の塊地生産からの供給の合計）のシェアでも、日本
企業の進出は注目される。日本電子機械工業会の推定によると（表５）、
日
本
企
業
は
米
国
、
欧
州
、
そ
の
他
の
三
市
場
で
米
国
系
や
欧
州
系
企
業
の
シ
ェ
ア
を
く
っ
て
大
き
く
シ
ェ
ア
を
の
ば
し
て
い
る
。
シ
ェ
ア
の
推
移
で
承
る
か
ぎ
り
、
主
な
例
外
は
日
本
市
場
に
お
け
る
米
国
系
企
業
の
健
闘
と
、
そ
の
他
市
場
に
垢
け
る
欧
州
そ
の
他
系
メ
ー
カ
ー
の
シ
ェ
ア
拡
大
ぐ
ら
い
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
シ
ェ
ア
の
推
定
値
は
資
料
に
よ
っ
て
か
な
り
大
き
な
違
い
も
あ
る
。
米
日
欧
以
外
の
そ
の
他
市
場
で
は
、
Ｓ
Ｉ
Ａ
の
半
導
体
全
体
の
市
場
シ
ェ
ア
推
定
は
、
八
四
年
で
日
本
系
二
九
％
に
対
し
て
米
国
系
四
七
％
と
な
お
米
国
勢
が
は
る
か
に
優
第３章ＩＣ産業の[1米競争と'三1本企業の対米直接投資7９
表６市場シェアについての日米の主張（1984年突統）
(100万ドルi-％）‐
米国市場 日本市場
日本IU1の雅定ＳＩＡの挑定｜「1本側の主張ＳＩＡの推定
米国系企業の供給
日社内11仙
社外販充用
米国内での生産
日本での生産
その他での生産
日本系企業の供給
自社内消２Ｍ
社外販売川
米国内での生産
日本での生産
その他での生産
その他
介計
14,366（90.1）
４，６１５（28.9）
9,751（6Ｌｌ）
５，２５０（32,9）
２２（０．１）
4,479（28.1）
1,531（０．６）
1２（０．１）
１，５１９（９．５）
２４６（Ｌ５）
1,267（７．９）
６（００）
５０（０．３）
15,947（100）
1,023（19.1）
２８１（5.3）
７４２（13.9）
３３１（6.2）
２８５（5.3）
１２６（2.4）
4,300（80.4）
５５７（10.8）
3,723（69.6）
741（12.0）
1,519（15.7）
3,641（68.1）
８２（1.5）
２７（0.5）
5,350（100）9,656（100） 6,177（100）
注）日本側の推定で，米国Tl７場での｢１本系企業の|÷１１《l:内消費，「１本市場での米国企業の自社内
消費はそれぞれ'三1本，米国からの輸入品とAAll､われる。
ＩＭＴ）日本側の推定は通産省調べ。『日綿産業新聞』昭和60年８)]１７日。『|]経マイクロデバイス』
1985年10月。
勢となっていて、右のＩＣ市場シェアの数字と大き
く異なっている（欧州市場での別の推定を含めて『日本
半導体年鍬』〔一九八六年〕九六、一一一二ページ参照）。
日
米
両
国
市
場
で
の
日
米
の
市
場
シ
ェ
ア
に
つ
い
て
は
、
半
導
体
摩
擦
を
め
ぐ
る
両
国
間
の
交
渉
の
中
で
両
者
の
主
張
が
ひ
ど
く
食
い
違
っ
た
。
先
の
表
５
で
は
日
米
企
業
は
相
手
国
市
場
で
そ
れ
ぞ
れ
約
一
六
％
の
シ
ェ
ア
を
と
っ
た
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
Ｓ
Ｉ
Ａ
は
米
国
系
企
業
の
日
本
で
の
シ
ェ
ア
一
二
％
で
、
日
本
市
場
の
柵
造
的
閉
鎖
性
の
た
め
に
過
去
一
○
年
余
り
ほ
と
ん
ど
変
わ
ら
ず
、
他
方
日
本
企
業
は
米
国
市
場
で
急
速
に
シ
ェ
ア
を
拡
大
し
て
八
四
年
に
一
五
・
七
％
に
達
し
た
と
い
う
。
そ
れ
に
対
し
て
日
本
側
は
表
６
の
よ
う
に
米
国
市
場
で
の
日
本
の
シ
ェ
ア
は
ま
だ
九
・
六
％
に
対
し
て
日
本
市
場
で
の
米
国
企
業
の
シ
ェ
ア
は
一
九
・
一
％
も
あ
る
と反論した。
両
者
の
違
い
は
、
Ｓ
Ｉ
Ａ
が
米
国
市
場
推
定
で
除
い
て
い
る
Ｉ
Ｂ
Ｍ
な
ど
の
自
社
内
消
費
を
日
本
側
が
含
め
て
い
て
米
国
市
場
規
模
が
大
き
く
な
っ
て
い
る
こ
と
、
日
本
市
場
で
は
ＳＩＡが米国系企業の日本での自社内消費を米国系
の
シ
ェ
ア
か
ら
除
い
て
い
る
こ
と
、
ま
た
日
本
側
の
日
本
市
8ｏ
場推計も過少と思われること、などによるものである。結局、正確にはつかめないが、おそらく自社内消費分を含め
れ
ば
な
お
米
国
企
業
の
日
本
市
場
で
の
シ
ェ
ア
の
方
が
日
本
企
業
の
米
国
市
場
で
の
シ
ェ
ア
よ
り
大
き
く
、
自
社
内
消
費
を
含
め
な
け
れ
ば八四年では逆となるとみてよいであろう（なお自社内消費を除いた別の市場シェア推定は表８にもある）。いずれにして
も
、
七
○
年
代
末
以
来
の
主
要
市
場
に
お
け
る
日
本
の
進
出
傾
向
自
体
は
以
上
で
明
ら
か
で
あ
り
、
最
近
の
米
国
の
反
発
が
こ
の
よ
う
な
傾
向
に
対
す
る
い
ら
だ
ち
を
反
映
す
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
ＩＣの日米競争関係を承る上で設備投資や研究開発費の動向も見逃せない。最近の日本のＩＣ産業では売上げの一
五
％
が
研
究
開
発
費
に
、
三
○
％
以
上
が
設
備
投
資
に
ま
わ
さ
れ
る
よ
う
に
、
半
導
体
産
業
は
研
究
ア㈹ヨ蝿川恥いい邪翅
集
約
度
、
資
本
集
約
度
の
大
変
高
い
産
業
で
あ
り
、
そ
れ
を
回
避
し
よ
う
と
す
る
と
成
長
と
技
術
発
ェ
》
３
９
７
５
４
１
２
辰
の
は
げ
し
い
こ
の
産
業
か
ら
と
り
残
さ
れ
て
し
ま
う
と
い
う
宿
命
を
も
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
シ
配
、
丘
岻
且
氾
３
の
統
計
の
わ
か
る
こ
こ
一
○
年
に
関
し
て
い
陰
え
ば
、
半
導
体
産
業
の
研
究
開
発
費
、
設
備
投
資
支
出
い
蝶朏唖叩恥町呼型ずれにおいても、その対売上比率では日本企業の平均の方が米国企業のそれより常に
ォ
１
９
１
８
２
１
７
高
か
つ
た
。
日
米
の
全
体
の
絶
対
額
の
比
較
で
は
、
前
者
で
は
米
国
企
業
の
方
が
八
四
年
で
も
多
か
ｒ
’
９
７
５
８
６
２
２
る
－
１
げ
一
別
０
０
０
７
５
２
つ
た
が
、
日
米
の
ギ
ャ
ッ
プ
は
大
幅
に
縮
小
し
、
八
四
年
で
差
は
一
割
に
と
ど
ま
っ
た
。
忘
れ
て
な
お
、
７
３
７
３
１
３
｝」
ら
な
い
こ
と
は
、
米
国
企
業
の
研
究
開
発
費
に
は
軍
事
目
的
の
政
府
資
金
が
か
な
り
含
ま
れ
て
い
る
場祁
・
こ
と
で
あ
り
、
そ
れ
を
除
く
純
民
間
用
で
は
日
本
企
業
の
方
が
現
在
で
は
多
い
は
ず
で
あ
る
。
タ
靴
年
ジ
ニ設備投資については、七九年で絶対額で日本が米国企業の半分だったが、八一二年以
一ア
半
ラスァ幻来日系企業が米国企業を上まわっている。半導体設備の平均耐用年数が三年程度であ
綱一体素ポニー未ることからゑて、生産能力では日本企業がもはや優位に立っているといえよう。ただ
子
」
全
体
Ｃ
イ
表〃茎二，｜剛詮酎醐川濠Ｊ川Ⅶ端鋤〃ⅡⅢ岫辨川州Ⅷ詔『Ⅱ加鮠耀
導
半
Ｉ
半
８１ 第３章ＩＣ産業の日米競争と日本企業の対米直接投資
１
０
％
０
７ ５
５ ０
５２
０
１ ９
な
い
》
」
と
は
、
お
そ
ら
く
シ
ス
テ
ム
設
計
面
で
の
ハ
ン
デ
ィ
を
別
と
す
ぐ
１
ると、大きなプラス要因であることである。第一一に、半導体素子や光デ。〈イスで日本はすでに一位であるが、ＩＣで
は
、
高
速
性
の
利
点
は
あ
る
が
商
集
積
化
の
点
で
劣
る
バ
イ
ポ
ー
ラ
・
デ
ジ
タ
ル
で
日
本
が
弱
く
、
代
わ
り
に
高
集
状
化
に
向
い
て
い
る
モ
ス
ー
Ｃ
で
日
本
が
相
対
的
に
独
い
。
モ
ス
ー
Ｃ
の
中
で
は
、
古
い
技
術
で
あ
る
Ｐ
モ
ス
よ
り
も
、
消
費
爾
力
の
少
な
く
新
し
い
技
術
の
ｃモスで日本が強い。概して市場成長力の大きい新しい技術で日本が強いことが注目される。
第一一一に、個々の品目で日本が特別に強いのはやはり日本企業の伝統的な量産技術の強承が発揮できる標準量産品に
お
い
て
で
あ
り
、
基
本
的
開
発
力
を
要
す
る
製
品
で
は
ま
だ
米
国
側
に
か
な
り
の
優
位
が
あ
る
と
い
わ
れ
る
。
標
準
量
産
品
の
代
表
で
あ
る
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
が
日
米
Ｉ
Ｃ
摩
擦
の
中
心
的
陥
目
で
あ
る
の
は
周
知
の
こ
と
で
あ
ろ
う
。
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
で
の
日
本
の
本
格
的
挑
戦
は
図
１
の
よ
う
に
一
六
キ
ロ
ビ
ッ
ト
か
ら
始
ま
り
、
吹
々
に
シ
ェ
ア
を
の
ば
し
て
二
五
六
キ
ロ
ビ
ッ
ト
で
は
日
本
企
業
の
世
界
市
場
シ
ェ
ア
は
九
割
に
図１日本メーカーのダイナミックＲＡＭの
世界市場シェアの)化移
1972１９７６１９８０1984(綱
この間日米メーカーで世界市場シェア95％以上を占めている。
出所）Ｕ、Ｓ・Del)．ｏｆＣｏｍ．〔1985〕ｐｐ､32-5.
『電子産業の現状』□九八五〕七六’七七ページなどによる）。
以
上
が
一
般
的
な
日
米
の
競
争
ポ
ジ
シ
ョ
ン
で
あ
る
が
、
半
導
体
で
は
製
品
の
種
類
が
非
常
に
多
い
の
で
、
製
品
種
類
に
よ
る
競
争
ポ
ジ
シ
ョ
ン
に
も
多
少
ふ
れ
て
お
こ
う
。
ま
ず
、
先
の
表
２
に
示
す
製
品
な
い
し
技
術
別
の
項
目
の
す
べ
て
に
お
い
て
日
本
の
シ
ェ
ア
が
明
瞭
に
上
昇
傾
向
を
示
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
表
示
し
な
い
が
、
Ｉ
Ｃ
の
川
途
別
で
も
米
国
で
は
産
業
用
と
車
需
へ
の
偏
り
が
大
き
い
の
に
対
し
て
、
日
本
企
業
で
は
軍
需
が
な
い
代
わ
り
に
民
生
川
Ｉ
Ｃ
に
強
く
、
こ
の
点
で
は米国企業よりバランスがとれている面がある。しかも、こ
の
関
連
で
注
目
す
べ
き
こ
と
は
、
軍
需
は
量
産
や
新
鋭
量
産
設
備
の
面
で
ひ
ど
く
お
く
れ
て
お
り
（
唐
津
□
九
八
六
〕
）
、
日
本
の
軍
需
用
が
少
8２
達している。逆に、米国企業は一、二社を除いてほとんどＤＲＡＭから手を引きつつある。ＤＲＡＭを最大の構成品
（４）
目
と
す
る
モ
ス
・
メ
モ
リ
ー
で
は
八
四
年
に
日
米
の
世
界
市
場
シ
ェ
ア
の
逆
転
が
生
じ
た
。
も
っ
と
も
最
近
で
は
マ
イ
ク
ロ
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
な
ど
の
マ
イ
ク
ロ
・
デ
バ
イ
ス
で
も
日
本
の
シ
ェ
ア
は
か
な
り
上
昇
し
て
い
る
。
こ
れ
は
一
面
で
は
ワ
ン
チ
ッ
プ
・
マ
イ
コ
ン
や
周
辺
Ｌ
Ｓ
Ｉ
で
の
日
本
企
業
の
型
Ⅲ
開
発
力
の
向
上
に
よ
る
と
こ
ろ
も
大
き
い
と
い
わ
れ
る
。
し
か
し
他
方
で
は
、
特
に
シ
ス
テ
ム
設
計
の
能
力
が
重
要
な
マ
イ
ク
ロ
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
の
開
発
で
は
日
本
企
業
は
後
手
に
ま
わ
っ
た
。
日
本
企
業
の
マ
イ
ク
ロ
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
の
生
産
量
は
相
当
の
び
て
い
る
が
、
そ
の
多
く
は
イ
ン
テ
ル
、
モ
ト
ロ
ー
ラ
な
ど
米
国
企
業
製
ｎ
ｍ
の
セ
カ
ン
ド
ソ
ー
ス
生
産
で
、
オ
リ
ジ
ナ
ル
製
肋
は
本
格
的
に
は
日
本
禰
気
の
Ｖ
シ
リ
ー
ズ
に
よ
っ
て
や
っ
と
始
ま
り
つ
つ
あ
る
と
い
う
の
が
現
状
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
マ
イ
ク
ロ
・
デ
バ
イ
ス
で
の
シ
ェ
ア
の
上
昇
も
ま
だ
世
産
技
術
の
優
位
に
依
存
す
る
面
が
か
な
り
大
き
日
本
企
業
が
米
国
市
場
で
の
販
売
で
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
な
ど
標
準
壮
産
品
籾
に
ひ
ど
く
偏
っ
て
い
る
Ⅲ
山
は
、
今
ふ
れ
た
日
本
企
業
の
迅
瀧
技
術
で
の
強
さ
や
、
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
や
シ
ス
テ
ム
設
計
面
で
の
相
対
的
弱
さ
と
と
も
に
、
カ
ス
タ
ム
的
製
肋
で
の
米
国
メ
ー
カ
ー
と
ユ
ー
ザ
ー
と
の
関
係
の
密
接
さ
の
た
め
に
日
本
企
業
が
入
り
こ
ゑ
に
く
い
こ
と
な
ど
の
要
因
に
よ
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
ら
の
点
か
ら
ゑ
て
部
品
的
性
格
が
強
く
、
製
口
叩
の
品
質
、
価
格
、
納
期
が
特
に
京
要
で
あ
る
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
な
ど
の
製
口
川
は
日
本
企
業
の
輸
出
製
口
叩
と
し
て
は
最
良
の
品
目
だ
っ
た
の
で
あ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
な
Ｉ
Ｃ
産
業
の
国
際
競
争
力
の
性
格
は
、
ハ
ー
ド
に
強
く
ソ
フ
ト
や
国
際
販
売
組
織
面
で
弱
い
ア
（
輸
入
と
塊
地
生
産
の
合
計
）
で
マ
イ
ク
ロ
・
デ
バ
イ
ス
が
一
割
〈
デ
ジ
タ
ル
で
、
八
四
年
の
シ
ェ
マ
と
下
が
っ
て
い
る
と
い
わ
れ
る
。
が現状である。（５）
いとい浜えよう。
日
本
企
業
が
標
準
汎
用
量
産
冊
で
強
い
点
は
、
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
な
ど
の
市
場
の
大
き
い
米
国
市
場
と
の
関
係
で
特
に
顕
著
に
あ
ら
わ
れ
る
。
八
四
年
の
米
国
の
対
日
Ｉ
Ｃ
輸
入
の
約
三
分
の
二
は
モ
ス
・
メ
モ
リ
ー
で
あ
っ
た
。
同
年
の
米
国
Ｉ
Ｃ
市
場
に
お
け
る
日
本
企
業
の
シ
ェ
ア
（
輸
入
と
塊
地
生
産
の
合
計
）
で
は
、
モ
ス
・
メ
モ
リ
ー
が
約
四
割
、
そ
の
う
ち
Ｒ
Ａ
Ｍ
の
象
で
は
約
五
割
と
い
わ
れ
、
相
当
下
が
っ
て
マ
イ
ク
ロ
・
デ
バ
イ
ス
が
一
割
余
り
と
い
わ
れ
る
（
な
お
、
表
７
も
参
照
）
。
日
本
市
場
で
は
米
国
企
業
の
特
に
強
い
の
は
バ
イ
ポ
ー
ラ
・
デ
ジ
タ
ル
で
、
八
四
年
の
シ
ェ
ア
約
四
割
と
い
わ
れ
、
か
つ
て
米
国
が
強
か
っ
た
マ
イ
ク
ロ
・
デ
バ
イ
ス
で
は
八
四
年
に
は
一
五
％
余
り
８３ 第３章 ＩＣ産業の日米競争と日本企業のルド直接投資
企
業
構
造
の
点
に
つ
い
て
は
、
Ｉ
Ｃ
産
業
の
成
熟
に
よ
り
開
発
の
み
で
な
く
製
舶
の
供
給
力
や
生
産
性
が
敢
視
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
と
と
も
に
、
ア
メ
リ
カ
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
的
専
門
メ
ー
カ
ー
の
限
界
が
表
面
化
し
て
い
き
、
大
統
合
メ
ー
カ
ー
と
し
て
の
日
本
大
手
Ｉ
Ｃ
メ
ー
カ
ー
の
利
点
が
強
ま
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
周
知
の
よ
う
に
ア
メ
リ
カ
の
外
販
Ｉ
Ｃ
メ
ー
カ
ー
の
多
く
は
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
と
し
て
ス
タ
ー
ト
し
た
。
そ
の
中
に
は
か
な
り
の
規
模
に
な
っ
て
い
る
も
の
も
あ
る
が
、
概
し
て
小
規
模
で
、
「
嗣
子
の
よ
う
に
動
く
」
技
術
者
の
性
格
を
反
映
し
て
頻
繁
な
ス
ピ
ン
ア
ウ
ト
を
く
り
か
え
し
て
き
た
。
こ
の
よ
う
な
企
業
構
造
は
た
し
か
に
日
本
の
大
企
業
の
ま
ね
の
出
来
日
本
企
業
の
優
位
の
背
景
先
述
の
よ
う
に
日
本
企
業
は
革
新
的
製
品
開
発
の
而
で
米
国
企
業
に
比
し
て
な
お
劣
る
面
が
あ
る
が
、
他
力
量
産
技
術
面
で
は
相
当
な
優
位
性
が
認
め
ら
れ
る
。
こ
こ
で
は
こ
の
優
位
性
の
背
景
な
い
し
性
格
を
簡
巾
に
問
題
に
し
よ
う
。
そ
れ
は
大
ま
か
に
言
っ
て
相
互
に
関
連
す
る
三
つ
の
Ⅲ
Ⅲ
を
も
っ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
①
企
業
柵
造
の
側
而
、
②
日
本
の
文
化
的
社
会
的
条
件
、
①
日
米
企
業
の
ア
プ
ロ
ー
と
い
わ
れ
る
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
産
業
な
ど
と
相
通
じ
る
も
の
が
あ
る
。
し
か
し
こ
の
よ
う
な
国
際
面
で
の
競
争
力
の
偏
り
は
今
後
修
正
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
な
ど
の
メ
モ
リ
ー
は
日
本
企
業
間
、
一
部
韓
国
企
業
の
競
争
で
今
や
利
の
少
な
い
も
の
と
な
り
、
高
付
加
価
値
商
品
を
強
化
せ
ざ
る
を
え
な
い
。
ま
た
、
超
Ｌ
Ｓ
Ｉ
時
代
の
進
展
と
と
も
に
市
場
自
体
も
同
様
の
方
向
に
向
か
い
つ
つ
あ
り
、
汎
用
標
準
品
よ
り
も
カ
ス
タ
ム
な
い
し
セ
ミ
カ
ス
タ
ム
ー
Ｃ
の
敢
要
性
が
商
ま
る
と
ゑ
ら
れ
て
い
る
。
米
国
企
業
も
今
や
製
陥
技
術
供
与
の
条
件
を
き
び
し
く
し
つ
つ
あ
り
、
日
本
企
業
も
こ
の
伽
で
の
技
術
開
発
に
い
っ
そ
う
刀
を
注
ぐ
必
要
が
あ
ろ
う
。
最
後
に
、
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
な
い
し
壮
麟
メ
モ
リ
ー
部
門
を
奪
わ
れ
た
ア
メ
リ
カ
の
反
発
が
強
く
、
こ
の
耐
で
一
定
の
誠
歩
も
不
可
雌
で
あ
ろ
う
。
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
は
Ｉ
Ｃ
最
大
の
量
産
祁
凹
で
あ
る
の
承
で
な
く
、
股
先
端
の
製
造
技
術
を
身
に
つ
け
る
上
で
不
可
欠
の
部
門
と
い
わ
れ
る
。
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
を
失
う
こ
と
は
ア
メ
リ
カ
企
業
に
と
っ
て
大
き
な
打
撃
で
あ
ろ
う
。
も
っ
と
も
保
護
主
義
化
に
よ
っ
て
ど
の
程
度
米
国
企
業
の
こ
の
面
の
競
争
力
が
復
活
す
る
か
に
は
大
き
な
疑
問
が
あ
る
が
。
チ
の
迷
い
、
の
三
つ
で
あ
る
。
8４
しかし、ＩＣ産業においていわばアイディアの糸で勝負できる領域が小さくなるにつれて、ベンチャー的企業の優
位性は後退していかざるをえなかった。具体的には、研究開発でも多額の費用を要し、チームワークの下で着実に成
果を積永上げていくタイプのものが多くなったし、ＩＣの高集積化でシステム・メーカーとの洲発面での連携の必要
も
強
ま
っ
た
。
ま
た
、
Ｉ
Ｃ
産
業
の
資
本
集
約
度
の
急
上
昇
も
あ
っ
て
、
何
よ
り
も
趾
産
の
た
め
の
資
金
調
達
や
設
備
投
資
の
能
力
、
生
産櫛肌体制の強さなどが放典な競争条件となったからである。
そ
の
た
め
、
七
○
年
代
中
期
以
降
、
ア
メ
リ
カ
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
は
主
と
し
て
米
欧
大
企
業
に
次
々
に
合
併
さ
れ
る
か
資
本
参
加
を
受けるにいたっている（例えばＯＥｃＤＳ認〕□・局Ｊ参照）。しかしその場合にも、特にアメリカのコンピュータ、電機
関
連
の
大
メ
ー
カ
ー
の
Ｉ
Ｃ
産
業
へ
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
は
、
Ｉ
Ｂ
Ｍ
な
ど
の
多
少
の
重
要
な
例
外
を
除
い
て
大
き
く
な
く
、
そ
の
こ
と
が
Ｉ
Ｃ
外
販
メ
ー
カ
ー
の
構
造
上
の
弱
さ
を
生
じ
て
い
る
。
日
本
企
業
の
挑
戦
は
こ
の
よ
う
な
企
業
櫛
進
上
の
空
白
を
つ
い
て
成
功
し
た
ｍ
が
あ
る
が
、
い
ず
れ
に
し
て
も
総
合
脳
機
メ
ー
カ
ー
や
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
通
信
機
メ
ー
カ
ー
の
一
部
と
し
て
存
在
す
る
日
本
の
Ｉ
Ｃ
産
業
の
榊
造
は
Ｉ
Ｃ
産
業
の
発
展
方
向
に
む
し
ろ
適
合
的
で
あ
っ
た
面
が
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
日
本
企
業
の
Ｉ
Ｃ
肚
産
川
で
の
有
利
性
の
背
景
と
し
て
は
、
よ
く
い
わ
れ
る
こ
と
だ
が
、
や
は
り
日
本
の
文
化
的
社
会
的
条
件
も
忘
れ
て
は
な
る
ま
い
。
こ
の
点
は
後
の
在
米
日
系
企
業
の
経
験
の
弧
で
お
の
ず
と
川
ら
か
に
な
る
の
で
あ
ろ
う
が
、
ク
リ
ー
ン
ル
ー
ム
の
中
で
細
か
く
わ
け
る
と
二
○
○
に
も
達
す
る
微
細
加
工
処
理
工
程
を
行
な
う
Ｉ
Ｃ
産
業
は
、
米
国
に
比
し
て
繊
細
で
秩
序
の
近
視
さ
れ
る
日
本
文
明
に
よ
り
適
し
て
い
る
で
あ
ろ
う
。
日
本
の
一
般
的
産
業
効
率
も
製
仙
寿
命
が
短
く
時
間
が
勝
負
の
Ｉ
Ｃ
産
業
で
は
魂
要
な
利
点
で
あ
ろ
う
。
平
均
的
教
育
水
準
が
高
く
同
質
的
で
会
社
へ
の
忠
誠
心
の
強
い
大
企
業
従
業
員
も
量
産
や
砧
質
管
理
面
で
重
要
な
利
点
で
あ
ろ
う
。
会
社
の
中
で
自
己
を
生
か
そ
う
と
す
る
終
身
雇
用
型
技
術
者
は
、
非
常
に
大
胆
な
発
想
の
革
新
に
は
不
向
き
か
も
し
れ
な
い
が、生産面などでの着実な技術改良には向いているであろう。これらの日本の資源や環境は日本に進出している米国
な
い
革
新
性
を
も
ち
、
今
日
《
口己Ｎ］、日の口〔］①のＢ参照）。
今
日
で
も
米
国
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
の
重
要
な
構
成
要
素
と
な
っ
て
い
る
（
例
え
ば
国
・
端
目
の
．
冨
昌
の
亘
口
８う 第３章ＩＣ雌業の１１米競争と日本企業の対米直接投践
企
業
に
は
利
用
可
能
で
あ
っ
て
も
、
簡
単
に
は
米
国
に
移
植
で
き
な
い
。
第三の側面として、このような環境の中での日本企業のアプローチも兎要であろう。半導体を含む多くの工業で、
日
本
企
業
の
国
際
的
成
功
は
欧
米
か
ら
ゑ
て
極
端
と
ふ
え
る
ほ
ど
の
品
質
重
視
の
ア
プ
ロ
ー
チ
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
。
お
そ
ら
く
消
費
者
を
含
む
日
本
社
会
の
製
品
口
、
質
に
対
す
る
要
求
の
き
び
し
さ
を
反
映
し
て
、
日
本
企
業
は
品
質
に
対
す
る
完
全
主
義
と
も
い
え
る
よ
う
な
ア
プ
ロ
ー
チ
を
と
っ
て
き
た
。
そ
れ
に
よ
っ
て
製
口
叩
の
開
発
か
ら
生
産
の
全
ス
テ
ッ
プ
に
わ
た
る
い
わ
ば
予
防
的
品
質
管
理
シ
ス
テ
ム
の
方
向
を
追
求
し
て
き
た
こ
と
は
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
。
半
導
体
産
業
は
量
産
工
業
と
し
て
は
異
例
に
製
品
歩
翻
り
が
低
い
産
業
で
あ
る
か
ら
、
品
質
取
視
は
特
別
の
意
味
を
も
っ
て
い
る
。
多
く
の
局
面
に
お
い
て
高
品
質
製
品
を
作
る
努
力
と
歩
留
り
を
上
げ
る
こ
と
は
蕊
本
的
に
同
じ
こ
と
だ
と
い
え
る
か
ら
で
あ
る
（
前
田
和
夫
〔一九八三〕五一四’五一五ページ）。したがって、日本的な口叩質重視のアプローチは短期的にはたとえコストがかかっ
た
と
し
て
も
、
災
期
的
に
は
高
歩
馴
り
に
帰
結
し
て
、
旅
業
の
国
際
競
争
力
に
と
っ
て
敢
要
な
意
味
を
も
つ
こ
と
に
な
る
。
日
本
の
歩
翻
り
の
高
さ
の
一
例
は
後
に
示
す
が
、
高
歩
留
り
の
達
成
は
日
本
企
業
が
米
国
に
比
し
て
特
に
高
度
な
技
術
を
用
い
た
た
め
で
は
な
い
。
日
米
技
術
ギ
ャ
ッ
プ
の
縮
小
に
よ
り
最
近
で
は
日
本
企
業
の
用
い
る
Ｉ
Ｃ
製
造
設
伽
に
し
て
も
日
本
企
業
製
が
約
七
割
に
達
す
る
と
い
わ
れ
、
こ
の
面
で
も
日
本
の
利
点
が
生
ま
れ
つ
つ
あ
る
よ
う
だ
が
、
過
去
に
さ
か
の
ぼ
れ
ば
の
ぼ
る
ほ
ど
米
国
製
設
備
へ
の
依
存
が
大
き
か
っ
た
し
、
今
日
で
も
設
備
の
離
水
的
ア
イ
デ
ィ
ア
は
米
国
の
方
が
優
れ
て
い
る
と
い
わ
れ
る
こ
と
が
多
い
。
日
本
の
商
歩
留
り
は
む
し
ろ
応
用
技
術
面
の
強
さ
、
あ
る
い
は
技
術
の
生
産
現
場
へ
の
適
用
に
お
い
て
多
大
の
努
力
と
費
用
を
か
け
て
い
る
こ
と
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
。
そ
の
点
で
は
、
例
え
ば
ク
リ
ー
ン
ル
ー
ム
に
対
す
る
要
求
の
き
び
し
さ
、
高
凧
質
マ
ス
ク
の
使
用
、
ウ
エ
ハ
を
含
む
原
材
料
の
品
質
に
対
す
る
極
端
に
き
び
し
い
要
求
、
歩
留
り
向
上
に
つ
な
が
る
設
備
の
細
部
に
わ
た
る
改
良
や
生
産
工
程
自
動
化
の
追
求
、
厳
格
な
工
程
管
理
の
た
め
の
予
備
機
器
の
保
有
、
検
査
体
制
の
き
び
し
さ
な
ど
が
米
国
と
の
対
比
で
指
摘
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
は
も
ち
ろ
ん
、
会
社
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
ゑ
で
な
く
、
従
業
員
の
性
格
や
材
料
・
設
備
メ
ー
カ
ー
と
の
非
常
に
緊
密
な
関
係
な
ど
ざ
ま
（６）
ざ
ま
の
日
本
的
環
境
に
よ
っ
て
可
能
と
な
っ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
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表８６４ＫＤＲＡＭのコストの日米比i咳
Ａ・ウエハー枚当たりの処､１１コストの櫛ldJi
l・材料コスト
２．資本コスト（償却）
３．労働コスト
合計
Ｂ・ＩＣ製造のコスト
１．ウエハ処11Mのコスト
２．ウエハ処1111過程の歩fWI）
３．歩{ＷＩ)を考圃したウエハ処111コスト
４．プーップサイズ（mil2）
５．ウエハー枚当たりのチップ・最大可能収iii
６．ウエハ検査コスト
７．テスト済みウエハのコスト
８．フ・II-（歩翻り
９．良Ｉｌｉ１ｌ,チップ・数
１０．艮品チップ当たりのコスト
１１．組立コスト
12．iWl立での歩翻り
13.歩翻りを考幽した組立後のコスト
１４．最終テストのコスト
１５．最終テストでの歩留り
１６．艮品完成ＩＣ当り工場製造コスト
１７．累計歩翻り
18．艮品チップ数
19.ｸﾞﾛｽﾏｰｼﾞﾝ
２０．最終版ｹﾞiiIllli絡
２１．総収入
出所）ＦｉｎａｎａｌｌｄＬａＭｏｎｔ〔1985〕ｐ､156.
米国
３２ドル
２９ドル
２４ドル
８５ドル
[１本
４９ドル
３７ドル
２０ドル
106ドル
８５ドル
８０％
１０６ドル
35,100
313個
１４ドル
１２０ドル
４０％
125個
０．９６ドル
０．３０ドル
９０％
１．４０
０．２０
８０％
２．００ドル
２３％
７２個
４５％
３．６４ドル
２６２ドル
１０６ドル
９５％
１１２ドル
38,600
280個
１２ドル
１２４ドル
５２％
146個
０．８５ドル
０．４０ドル
９５％
1３２
０．２０
８０％
１．９０ドル
３８％
l06IIlil
４０％
３．１７ドル
３３６ドル
さて、以上のような日本企業のア
プ
ロ
ー
チ
、
そ
れ
に
よ
る
製
造
面
で
の
優
位
性
を
示
す
も
の
と
し
て
、
日
米
の
六
四
キ
ロ
ビ
ッ
ト
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
の
コ
ス
ト
比
較
の
試算例を紹介しておこう（表８）。こ
れ
は
お
そ
ら
く
八
二
年
頃
を
念
頭
に
お
い
た試算であると思われる。ＩＣの歩
翻
り
や
コ
ス
ト
、
さ
ら
に
為
替
レ
ー
ト
も
短
期
間
で
変
化
が
大
き
い
の
で
こ
れ
が
現
在
の
状
況
を
示
す
と
は
と
て
も
言
え
な
い
し
、
ま
た
米
国
企
業
で
は
特
に
企
業
差
が
大
き
い
こ
と
も
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
が
、
日
米
の
平
均
的
企
業
の
歩
留
り
や
コ
ス
ト
構
造
の
大
ま
か
な
比
較
の
資
料
と
し
て
は
価値があると思われる。
Ｉ
Ｃ
の
生
産
工
鯉
に
は
、
シ
リ
コ
ン
・
ウ
エ
ハ
に
無
数
の
微
細
な
素
子
を
作
り
こ
む
前
工
程
と
、
ウ
エ
ハ
に
作
り
こ
ま
れ
た
沢
山
の
チ
ッ
プ
を
切
り
離
し
、
艮
品
の
チ
ッ
プ
を
リ
ー
ド
フ
レ
ー
ム
に
固
定
し
て
配
8７ 鋪３滝 ＩＣ産業の日米競争と日本企業の対米iiT抜投資
線をほどこしＩＣとして完成し、それを検査して出荷するまでの後工程とがある。その間いくつかの段階で歩翻りが
問題になるが、一番重要なのはやはり前工程の妓後のプローバ歩留りである。これは前工程が一枚のウエハの加工処
理に二ヵ月前後もかかるといわれるように、大変やっかいな工程の連続のためである。
表
８
に
よ
る
と
、
日
本
で
は
材
料
や
設
備
を
中
心
に
ウ
エ
ハ
処
理
に
米
国
の
一
・
二
五
倍
の
コ
ス
ト
を
か
げ
て
い
る
が
、
か
な
り
お
金
を
余
計
に
か
け
た
結
果
と
し
て
の
高
歩
翻
り
に
よ
り
、
プ
ロ
ー
バ
検
査
を
。
ハ
ス
し
た
チ
ッ
プ
一
個
当
た
り
の
コ
ス
ト
で
は
日
本
の
力
が
安
く
な
っ
て
い
る
（
Ｂ
ｍ
項
）
。
こ
の
試
算
で
は
当
時
日
本
の
チ
ッ
プ
の
大
き
さ
が
米
国
の
そ
れ
よ
り
多
少
大
き
く
、
そ
の
た
め
に
ウ
エ
ー
枚
か
ら
取
れ
る
チ
ッ
プ
の
最
大
可
能
数
で
日
本
の
方
が
少
な
い
と
さ
れ
る
が
、
日
本
の
高
歩
留
り
は
そ
の
ハ
ン
デ
ィ
を
も
十
分
カ
バ
ー
し
ている。労働集約的な後工程では米国企業はコスト節約のために東南アジアなどでオフショァ生産をするのが普通で
あ
り
、
日
本
の
自
動
化
で
の
先
行
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
日
本
の
コ
ス
ト
の
力
が
高
く
な
る
。
し
か
し
後
工
程
歩
冊
り
の
差
し
あ
っ
て
完
成
耐
Ｉ
Ｃ
当
た
り
の
コ
ス
ト
は
大
差
な
い
が
、
日
本
の
方
が
多
少
安
く
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
よ
く
言
わ
れ
る
よ
う
に
、
日
本
企
業
の
オ
ー
バ
ー
ヘ
ッ
ド
・
コ
ス
ト
は
米
国
に
比
し
て
か
な
り
低
く
、
グ
ロ
ス
・
マ
ー
ジ
ン
は
日
本
の
方
が
低
く
、
日
本
の
コ
ス
ト
上
の
優
位
は
製
造
コ
ス
ト
よ
り
も
こ
の
部
分
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
と
さ
れ
る
。
こ
の
マ
ー
ジ
ン
の
差
は
利
子
率
な
ど
の
資
金
コ
ス
ト
の
差
や
日
本
の
薄
利
多
売
の
政
策
な
い
し
慣
行
に
よ
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
最
後
に
、
市
場
価
格
は
安
い
方
の
価
格
で
き
ま
る
た
め
に
、
米
国
は
結
局
四
五
％
で
な
く
三
七
％
の
マ
ー
ジ
ン
し
か
得
ら
れ
な
く
な
る
。
ここでマージンの差という興味深い問題もあるが、日本企業のアプローチないし成果の優位性も明らかであろう。
品
質
と
歩
留
り
に
特
別
に
配
慮
し
て
手
間
と
お
金
を
余
計
に
か
け
る
が
、
結
局
は
高
歩
留
り
に
よ
っ
て
お
つ
り
が
来
る
こ
と
で
あ
る
。
も
う
一
つ
重
要
な
こ
と
は
、
日
本
の
方
が
チ
ッ
プ
が
大
き
い
の
に
、
高
歩
留
り
の
た
め
に
ウ
エ
ハ
一
枚
か
ら
取
れ
る
Ｉ
Ｃ
の
数
は
日
本
の
方
が
米
国
の
一
倍
半
近
く
多
く
、
ほ
ぼ
同
様
の
工
場
設
伽
当
た
り
の
売
上
げ
も
日
本
の
方
が
は
る
か
に
大
き
く
な
る
こ
と
で
あ
る
。
フ
ィ
ナ
ン
と
ラ
モ
ン
ト
も
言
う
よ
う
に
、
こ
れ
は
労
働
と
資
本
の
効
率
を
高
め
る
こ
と
に
な
り
、
Ｉ
Ｃ
産
業
の
資
本
集
約
度
上
昇
の
下
で
の
国
際
的シェア競争で大変有利な条件であろう。
8８
八
二
年
頃
に
お
い
て
六
四
キ
ロ
ビ
ッ
ト
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
の
日
本
の
価
格
競
争
力
が
、
フ
ィ
ナ
ソ
と
ラ
モ
ソ
ト
の
言
う
よ
う
に
、
本
当
に
製
造
コ
ス
ト
よ
り
も
む
し
ろ
マ
ー
ジ
ン
の
差
で
あ
っ
た
か
ど
う
か
は
必
ず
し
も
明
ら
か
で
な
い
。
し
か
し
、
四
キ
ロ
ビ
ッ
ト
な
い
し
一
六
キ
ロ
ビ
ッ
ト
以
降
の
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
の
高
集
積
化
の
中
で
、
そ
の
よ
う
な
局
川
が
か
な
り
あ
っ
た
こ
と
は
お
そ
ら
く
事
実
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
現
在
の
日
米
摩
擦
の
最
大
の
係
争
肋
目
た
る
一
一
五
六
キ
ロ
ビ
ッ
ト
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
で
は
、
歩
刷
り
の
日
本
の
俊
位
が
い
っ
そ
う
強
ま
っ
た
と
い
う
の
が常識的な見方であろう。先にふれたチップ・サイズでの日本のハンディはもはやなさそうだし、ある推定によれば、
（７）
あ
る
時
点
で
の
一
一
五
六
キ
ロ
ビ
ッ
ト
の
架
計
歩
捌
り
は
、
米
国
一
七
％
に
対
し
て
日
本
五
四
％
と
さ
れ
、
先
の
表
に
比
し
て
日
米
格
差
は
はるかに拡大している。高架杭化に伴いいっそうの微細加工といっそうきびしいクリーンルームなどの環境符理が求
め
ら
れ
、
ま
た
一
枚
の
ウ
エ
ハ
加
工
で
使
用
さ
れ
る
マ
ス
ク
枚
数
は
増
え
、
工
紐
は
い
っ
そ
う
長
く
な
る
。
払
礎
条
件
が
変
わ
ら
な
い
限
り
高
集
積
化
が
日
米
の
歩
留
り
格
差
を
拡
大
す
る
こ
と
は
十
分
に
考
え
ら
れ
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。
そ
の
上
、
二
五
六
キ
ロ
ビ
ッ
ト
で
は
六
四
キ
ロ
ビ
ッ
ト
以
上
に
洲
発
・
品
産
で
日
本
企
業
が
先
行
し
た
が
、
習
熟
効
果
か
ら
み
て
そ
れ
も
ま
た
一
定
時
点
で
の
歩
刷
り
格
差
の
拡
大
を
生
じ
た
は
ず
で
あ
る
。
趾
産
の
お
く
れ
た
米
国
企
業
や
一
部
の
日
本
企
業
な
ど
が
、
八
五
年
の
急
激
な
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
の
仇
下
が
り
に
よ
っ
て
深
刻
な
打
撃
を
う
け
た
こ
と
も
記
憶
に
新
し
い
。
さ
て
、
こ
の
よ
う
な
日
本
企
業
の
鐘
産
而
の
優
位
性
は
先
に
も
述
べ
た
よ
う
に
外
国
特
に
米
国
市
場
へ
の
輸
出
に
大
き
く
依
存
し
つ
つ
実
現
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
実
際
、
米
田
市
場
は
次
の
四
点
に
お
い
て
日
本
Ｉ
Ｃ
産
業
に
と
っ
て
非
常
に
重
要
な
意
味
を
も
っ
て
い
る
。
第
一
に
、
米
国
市
場
は
い
ぜ
ん
Ｉ
Ｃ
の
最
大
の
市
場
だ
し
直
接
の
対
米
輸
出
も
光
述
の
よ
う
に
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
を
中
心
に
大
き
く
、
そ
れ
は
多
くの企業にとって規模の経済や習熟の経済（ＩＣ舵莱では染杭生雄斌が一一倍になると一一七％のコストないしⅢ桁の低下が生じ
る
と
い
う
経
験
的
閃
係
が
あ
る
）
を
達
成
す
る
上
で
不
可
欠
で
あ
っ
た
。
第
二
に
、
そ
の
上
、
間
接
の
対
米
輸
出
が
大
き
く
、
そ
れ
を
含
め
る
と
Ｉ
Ｃ
の
対
米
輸
出
は
八
四
年
で
日
本
の
Ｉ
Ｃ
生
産
の
半
分
を
占
め
る
と
さ
え
い
わ
れ
る
。
間
接
輸
出
で
は
、
オ
フ
シ
ョ
ァ
組
立
工
場
経
由
で
の
Ｉ
Ｃ
形
態
で
の
輸
出
は
少
な
い
が
（
先
の
表
６
参
照
）
、
ｎ
本
や
東
南
ア
ジ
ア
で
生
産
す
る
民
生
用
・
産
業
用
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
機
器
に
日
本
製
Ｉ
Ｃ
を
く
ゑ
こ
ん
で
対
米
輸
出
さ
れ
る
と
い
う
形
態
の
も
の
が
非
常
に
多
い
。
鋪
三
に
、
米
国
市
場
は
い
ぜ
ん
先
端
製
８９ 第３章ＩＣ産業の日米競争と｢1本企業の対米直接投賛
国工場（l98Ofli夏の調査）
従業員(人）述屋面積(ｍ2）工程主な製品ＬＭｉ型（月産予定）
400
(4) 7Ｂ０ｐ（三二,,Ｍ１`KDRAMなど］刀枚(能力）ＲＯＭなど３インチウエハ
９月から30万個
5,000－１mおよび後工程ＲＯＭ９）jから100万個
１６ＫＤＲＡＭ体制
４ＫＳＲＡＭなど
2,300後工腿１６ＫＤＲＡＭ９）jから30万個
6,100後工租１６ＫＤＲＡＭ当初50万(１６１
300
１００
（５）
１５０
(予定）
対
米
投
資
の
推
移
と
性
格
Ｉ
Ｃ
関
係
の
対
米
直
接
投
資
の
形
に
は
多
少
の
変
獅
も
あ
る
が
、
や
は
り
そ
の
中
心
は
一
○
○
％
支
配
に
よ
る
ア
メ
リ
カ
で
の
趾
産
工
場
の
経
営
で
あ
り
、
こ
れ
は
一
九
七
八年からの先発の大手ＩＣ企業の対米進出によって本格化した。それはこ
れ
ま
で
の
と
こ
ろ
で
は
、
基
本
的
に
は
貿
易
摩
擦
へ
の
対
応
と
い
う
製
造
業
の
対
米
投
資一般に広く承られる性格をもち、コスト面だけからは不利な立地、いわ
ば比校優位の方向とは逆方向の立地を選択するという性絡をもつ。したが
っ
て
そ
れ
は
企
業
に
よ
っ
て
あ
る
程
度
異
な
る
と
は
い
え
、
市
場
防
衛
的
で
、
多
か
れ
（８）
少
な
か
れ
リ
ラ
ク
タ
ソ
ト
な
投
資
と
い
う
性
格
が
あ
る
。
米
国
で
の
現
地
生
産
の
内
容
も
、
こ
れ
ま
で
は
全
体
と
し
て
は
後
工
程
が
中
心
で
あ
り
、
前
工
程
を
行
な
う
企
業
も
前
工
程
は
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
試
験
的
段
階
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
。
し
か
し
八
四
年
の
品
の
市
場
で
あ
り
、
先
端
市
場
に
輸
出
す
る
こ
と
は
産
業
展
開
に
と
っ
て
重
要
な
意
味
を
も
つ
。
館
四
に
、
六
四
キ
ロ
ビ
ッ
ト
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
の
は
じ
め
頃
か
ら
、
貿
易
摩
擦
と
日
本
の
コ
ス
ト
上
の
優
位
の
た
め
に
、
米
国
市
場
で
の
モ
ス
・
メ
モ
リ
ー
な
ど
の
価
格
は
概
し
て
日
本
よ
り
高
く
、
時
に
価
格
差
は
か
な
り
大
き
く
な
り
、
し
た
が
っ
て
米
国
市
場
は
八
五
年
不
況
ま
で
は
相
対
的
に
収
抽
の
多
い
市
場
で
あ
っ
た
。
日
米
Ｉ
Ｃ
摩
擦
が
日本企業にとって重大な問題であることは以上から明らかであろう。
３
Ｉ
Ｃ
メ
ー
カ
ー
の
対
米
進
出
9０
先発大手ＩＣ企業の米却一所
在地資本金(万ドル）日本企業名現地企業名設立ないし操業開始
マウンテンピュー
カリフォノレニア
1，３４０78年12)]買収
(約860刀ドル）
日本電気エレクトロニック・
アレイズ
270東芝東芝セミコンダクタ８０年４ノ]賀１ｌｘ
（ＵＳＡ）
サニーベーノレ
カリフォルニア
ｱｰﾋﾞﾝｸﾞ
テキサス
サンジエゴ
カリフォルニア
41.7
1,500
|昔１立日立セミコンダクグ
（アメリカ）
浦士通富士１１１マイクロエレ
クトｌコークス
78年５）｣新設
79年12)｣操業開始
79年８１１新設
80年12）]操業ＩｊＭ始予定
注）従業員のカッコ内は日本からのＩＭＩ者数である。
出所）『日経産業新'1M』1980年８月12～161J。
日本電気の新鋭工場の稼働を先頭にこれから前工程への傾斜が強まるであ
ろうし、またほとんどの大手ＩＣ企業の対米進出計画も出揃い、緩慢なが
らＩＣ対米投資の第二段階への移行が生じつつあるのが現在の局面であろ
う。ここで半導体ないしＩＣ関連の対米直接投資の推移について多少述べる
と、この面での日本企業の対米進出は、実際には大手ＩＣメーカーよりも
半導体産業への参入をねらう中堅メーカーの方が早かった。早くも一九七
一年には抵抗機メーカーの東洋砺共製作所（現れのｐ－ム）がシリコＺハレ
ーにエクサー・インテグレイテッド・システムズを設立し、また同年第二
精工舎は同じくシリコンやハレーのマイクロ・ハワー・システムズの株式七七
％を取得した。さらに七五年には、ライターの大手、万世工業がマルマ
ソ・インテグレイテッド・サーキットを設立した。これら初期の対米進出
は、わが国半導体産業の初期において、半導体関連ないし非関連の企業が
先進市場を通じて半導体産業への参入を果したり、先進技術情報入手のル
ートを確保したりする目的のものであり、七八年から始まる大手ＩＣメー
カーの対米投資とはかなり性絡が異なるものであった。
大手企業では、先発四社の対米進出は七八年五月から約二年間の割合短
期間に集中した。日本の一六キロビットＤＲＡＭの輸出急増、ＩＣの対米
貿易収支の八○年の黒字への転化、七七年から始まるＩＣ貿易摩擦という
環境の中で、対米輸出の大きい日本髄気、日立製作所、東芝、富士通が次
第３章 ＩＣ産業の日米競争と日本企業の対米直接投資９１
表１０日本ＩＣ企業の米国工場（1985） Ｎ○iE'霊i筆；現地企業名壽社設遙瀞,毒エ場所在地鑿業開鎗工程 月産能力従業員製品
約500(10余）
1,150(20)＊
日本遜気
（100％）
①マゥンテンピュ_
（カリフォルーア）
②ローズピル
（カリフォルーア）
（投資約１億ドル）
;鰯雲舌程｝ＮＥＣエレクトロニクス（製造販売） ０４７５月恥‐ｊ瞬胴月８ｒＩ ＤＲＡＭ，ＳＲＡＭなどメモリー
(セミカスタ
ム，マイコン
追加予定）
ＤＲＡＭ
ＳＲＡＭなど
ゲートアレ
イ，メモリー
予定
ＤＲＡＭ，
ＳＲＡＭゲー
トアレイなど
ＤＲＡＭ，ＥＰ
ＲＯＭなどメ
モリー
メモリーなど
ＤＲＡＭなど
（セミカスク
ム追加予定）
５インチウエハ
２万枚
超ＬＳＩ300万個
日立セミコンダ７８年５月６００①アーピン(テキサス）７９年12月後エ程
クタ・アメリカ
（製造）③アーピン(テキサス）８７年予定前エ程
（投資100億円〒（超ＬＳＩ）
定）
東芝セミコンダ８０年４月1,066サーーペール８０年４月後エ程及び
（カリフォルニア）ククＵＳＡ配線エ程
（製造）
宮士通マイクロ７９年８月①サンジニゴ８１年５月後エ程
エレクトロニク（カリフォルーア）
ス（製造販売）
②グレシャム 未定前エ程
（オレゴン）（超ＬＳＩ）
三菱セミコンダ８３年８月１，３５０リサーチ・トライア８５年春後エ程
クタ・アメリカングル・パーク（配線エ程
（製造）（ノースカロライの迫加計
ナ）画）
（投資2,900万ドル）
沖セミコンダクサーーベール８６年予定後エ程夕（製造販売）
230日立製作所
（100％）
150万個
５インチウエハ
２万枚予定
350(13）東芝
（99.1％）
300万個
約300(10弱）
739(13)＊
約200万個富士通
（100％）
（
150(10）三菱遜機
（100％）
沖電気
（100％）
メモリー，セ
ミカスクムな
ど
シャープ．
（49％）
RCAシャープ・・８５年５月
エレクトロ＝ク
ス
エクサ－．．－７１年４月１，３６１
ポレーション
（製造販売）
カマス ８７年予定一JＩ
（ワシントン州）
メモリー，ゲ
ートアレイ，
カスタムＩＣ
523(12)＊サーーペール７１年一貫
（カリフォルーア）
ロ－ム
（８７９６）
注） ＊は販売部門を含む数字。なお，製品，月産能力，従業員は一部は不正確なものもあると思われる。
また，以上の外に|公下遜子エ業が早ければ87年にも中西部にＩＣ工場の計画があり，また東芝にも前工程の計画（未定）はある。さらに本
稿脱騎茂，シャープとＲＣＡの合弁計画は，ＧＥとＲＣＡの合併の結果中止となった。
東洋経済『海外進出企業総覧』〔1986〕，日本遜子機械工業会『海外生産法人リスト』〔1986〕新聞記事など。出所）
次と現地生産にのり出した（一九八○年当時の状況は表９参照）。この先発囚社以外の対米投資はしばらくおくれ、第二
陣
は
八
三
年
か
ら
三
菱
霜
機
、
沖
雨
気
、
シ
ャ
ー
プ
と
具
体
化
し
つ
つ
あ
り
、
松
下
電
子
工
業
も
八
五
年
夏
に
対
米
進
出
計
画
を
発
表
し
た。これで大手企業の対米進出は、計画段階を含めればほぼ出揃うこととなった（八五年の状況は表、を参照）。
大
手
企
業
の
進
出
形
態
は
ほ
と
ん
ど
が
一
○
○
％
支
配
の
形
態
を
と
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
形
態
と
な
っ
た
の
は
、
そ
れ
が
先
進
国
間
投
資
の
自
然
な
形
で
あ
る
た
め
で
あ
る
が
、
同
時
に
日
本
の
Ｉ
Ｃ
企
業
の
場
合
に
は
、
①
対
米
進
出
が
輸
出
で
得
て
い
る
米
国
市
場
の
確
保
を
主
目
的
と
す
る
こ
と
、
②
日
本
企
業
の
も
つ
国
際
的
優
位
性
が
特
別
な
製
陥
・
製
造
技
術
と
い
う
よ
り
も
量
産
の
ノ
ウ
ハ
ウ
に
あ
るために、技術提携や合弁になじゑにくく、同一企業内の技術移転が中心になりやすいという事情、の二点もある。
も
ち
ろ
ん
、
そ
の
よ
う
な
事
情
は
、
シ
ャ
ー
プ
と
Ｒ
Ｃ
Ａ
の
合
弁
計
山
の
よ
う
に
、
大
手
の
う
ち
の
下
位
の
企
業
が
米
国
企
業
の
も
つ
設
計
・
開
発
の
能
力
や
、
米
国
顧
客
と
の
関
係
で
の
利
点
を
活
用
し
て
米
国
市
場
に
進
出
す
る
こ
と
を
排
除
す
る
も
の
で
は
な
い
。
さ
ら
に
、
他
の
大
手
企
業
も
今
や
標
準
品
と
と
も
に
セ
ミ
カ
ス
タ
ム
や
カ
ス
タ
ム
品
の
市
場
の
附
拓
を
強
化
し
つ
つ
あ
る
か
ら
、
同
様
の
観
点
か
ら
米
国
企
業
と
種
々
の
形
で
手
を
組
ん
で
い
く
可
能
性
は
今
後
ふ
え
て
い
く
で
あ
ろ
う
。
大
手
企
業
の
対
米
進
出
で
日
本
雨
気
と
東
芝
を
除
い
て
買
収
に
よ
ら
な
い
進
出
と
な
っ
て
い
る
の
も
注
目
し
て
よ
い
。
七
○
年
代
に
欧
州
系
企
業
に
よ
る
ア
メ
リ
カ
半
導
体
企
業
の
買
収
、
資
本
参
加
が
多
い
中
で
、
日
本
企
業
に
よ
る
買
収
が
割
合
に
少
な
か
っ
た
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
口①の、〕□・］鵠）のは、基本的には欧州ＩＣ企業のように対米技術ギャップを企業買収によってうめる必
要がな
かっ
た
た
め
で
あ
る
。
日
本
雨
気
と
東
芝
が
買
収
に
よ
っ
て
進
出
し
た
の
は
、
工
程
が
非
常
に
複
雑
な
前
工
程
を
ア
メ
リ
カ
で
始
め
よ
う
と
す
る
と
き
買
収
以
外
で
は
容
易
で
な
い
と
み
ら
れ
た
こ
と
に
よ
る
の
で
あ
ろ
う
が
、
い
ず
れ
に
し
て
も
米
国
技
術
の
入
手
な
ど
の
目
的
は
あ
っ
た
と
し
て
も
副
次
的
で
あ
っ
た
。
後
工
程
で
の
進
出
が
買
収
に
よ
ら
な
か
っ
た
の
は
、
米
国
企
業
が
後
工
程
を
オ
フ
シ
ョ
ァ
生
産
に
出
し
て
い
る
の
が
普
通
で
あ
る
こ
と
だ
け
か
ら
ゑ
て
も
、
当
然
の
こ
と
で
あ
っ
た
。
対
米
進
出
企
業
の
立
地
選
択
に
つ
い
て
は
、
買
収
以
外
の
進
出
で
沖
冠
気
を
除
い
て
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
を
さ
け
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
は
、
製
品
開
発
や
情
報
収
集
の
場
と
し
て
は
と
も
か
く
、
量
産
の
場
所
と
し
て
は
次
館
に
好
ま
れ
な
く
な
り
つ
第３章ＩＣ産業の日米競争とロ木企業の対米直接投資９３
進
出
企
業
に
よ
る
ア
メ
リ
カ
で
の
生
産
活
動
は
、
多
少
の
例
外
を
除
き
日
本
か
ら
送
ら
れ
た
加
工
済
承
ウ
エ
ハ
の
切
断
か
ら
Ｉ
Ｃ
の
組
立
と
検
査
、
す
な
わ
ち
後
工
程
に
限
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
点
は
ア
メ
リ
カ
外
販
Ｉ
Ｃ
メ
ー
カ
ー
が
六
○
年
代
来
以
来
労
働
コ
ス
ト
節
約
を
ね
ら
っ
て
労
働
集
約
的
な
後
工
程
を
東
南
ア
ジ
ア
な
ど
の
低
賃
金
国
に
次
々
と
出
し
て
い
っ
た
の
と
ま
さ
に
対
照
的
で
あ
っ
た
。
日
本
の
後
工
程
で
の
対
米
進
出
は
自
動
化
の
徹
底
と
い
う
技
術
革
新
に
支
え
ら
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
日
系
企
業
の
現
地
組
立
製
品
は
、
日
本
の
競
争
力
の
強
い
先
端
的
メ
モ
リ
ー
、
な
か
で
も
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
、
Ｓ
Ｒ
Ａ
Ｍ
が
中
心
で
あ
り
、
メ
モ
リ
ー
の
集
積
度
の
上
昇
あ
る
い
は
貿
易
摩
擦
対
象
の
世
代
交
替
に
つ
れ
て
、
現
地
組
立
製
品
も
次
々
と
世
代
交
替
し
て
い
っ
た
（
具
体
的
に
は
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
で
は
、
当
初
の
一
六
キ
ロ
か
ら
六四キ回をへて二五六キＷビットに中心が移っている）。しかし、ＩＣ生産において後工程自体は割合に単純な工程であり、
自
動
化
の
進
ん
だ
後
工
程
だ
け
で
は
現
地
付
加
価
値
率
も
限
ら
れ
て
い
る
と
い
う
問
題
が
あ
る
。
Ｉ
Ｃ
製
造
コ
ス
ト
全
体
に
占
め
る
後
工
程
の
コ
ス
ト
の
比
率
は
、
Ｉ
Ｃ
の
集
積
度
に
よ
っ
て
も
違
う
し
（
集
積
度
の
上
昇
に
よ
り
そ
の
比
率
は
低
下
す
る
）
、
同
じ
製
砧
で
も
成
熟
度
によって異なる（成熟度が商まるとその比率は上昇する）ので、一概にはいえない。しかし一六キロビットＤＲＡＭでは
後
工
程
コ
ス
ト
が
製
造
コ
ス
ト
の
半
分
以
上
を
占
め
て
い
た
こ
と
も
多
か
っ
た
で
あ
ろ
う
が
、
二
五
六
キ
ロ
ビ
ッ
ト
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
で
は
お
そ
ら
く
と
て
も
半
分
に
は
い
た
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
テ
レ
ビ
の
米
国
現
地
生
産
で
現
地
付
加
価
値
率
五
○
％
以
上
が
求
め
ら
れ
て
い
る
現
実
か
ら
ゑ
て
も
、
後
工
程
の
承
の
対
米
進
出
で
は
訓
が
小
さ
す
ぎ
る
わ
け
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
前
工
程
か
ら
の
Ｉ
Ｃ
一
貫
生
産
と
な
る
と
現
地
付
加
価
値
率
は
州
当
高
く
な
り
、
米
国
に
進
出
し
て
い
る
日
系
製
造
企
業
全
体
の
中
で
も
現
地
付
加
価
値
率
は
お
そ
ら
く
最
高
レ
ベ
ル
の
も
の
に
な
る
と
思
わ
れ
る
。
し
か
も
前
工
程
は
一
枚
の
ウ
エ
ハ
の
加
工
に
二
カ
月
前
後
も
か
か
る
よ
う
に
、
非
常
に
複
雑
な
工
程
の
連
続
か
ら
な
る
や
っ
か
い
な
も
の
で
も
あ
り
、
前
工
程
の
現
地
生
産
は
大
変
な
難
事
で
あ
る
。
な
お
、
後
工
程
と
一
貫
工
程
と
の
両
方
式
の
中
間
的
な
も
の
と
し
て
、
日
本
で
雑
木
的
な
素
子
の
ウ
エ
ハ
へ
の
う
め
こ
ゑ
を
済
ま
せ
た
上
で
、
ア
メ
リ
カ
で
前
工
程
の
最
後
の
配
線
工
程
と
後
工
程
を
行
な
う
と
い
う
や
り
方
も
あ
る
。
こ
れ
は
ゲ
ー
ト
ァ
レ
イ
などのセミヵスタム製品特有のものであり、ゲートァレイの利用は急速に拡大しているといわれるけれども、このや
つ
あ
る
た
め
で
あ
ろ
う
。
9４
り
方
の
適
用
範
囲
は
限
ら
れ
て
い
る
。
日
本
企
業
の
中
で
米
国
で
の
前
工
程
の
経
験
が
あ
る
の
は
、
ロ
ー
ム
を
除
く
と
日
本
電
気
と
東
芝
で
あ
る
。
前
者
は
米
国
の
中
堅
Ｉ
Ｃ
メーカー、エレクトロニック・アレイズ社の買収（一九七八年。これは八一年に製造販売一体のＮＥＣエレクトロニクスに
統合された）、後者は先述のマルマン・インテグレイテッド・サーキット社の買収（八○年）によって対米進出した。
両社とも後工程を強化してアメリカ式の企業内国際分業を日本的方式にきりかえ、強化した後工程では日本から送ら
れ
た
先
端
メ
モ
リ
ー
の
半
製
品
の
組
立
を
も
行
な
っ
た
。
他
方
、
前
工
程
で
は
、
東
芝
の
方
が
当
初
は
日
本
雨
気
よ
り
規
模
が
大
き
か
っ
た
と
思
わ
れ
る
が
、
い
ず
れ
も
か
な
り
古
い
買
収
設
備
の
改
良
に
よ
っ
て
ゲ
ー
ム
用
な
ど
の
マ
ス
ク
ロ
ム
な
ど
の
メ
モ
リ
ー
を
生
産
し
、
東
芝
で
は
後
に
は
マ
イ
コ
ン
の
生
産
に
切
り
か
え
た
。
し
か
し
、
設
備
が
古
く
な
っ
た
こ
と
も
あ
っ
て
い
ず
れ
も
八
四
、
五
年
に
は
生
産
は停止ないし縮小され、東芝では現在では前工程はゲートアレイ用の配線に用いられる程度のものとなっている。長
期
目
標
と
し
て
現
地
販
売
の
半
分
の
現
地
生
産
を
め
ざ
し
て
い
る
日
本
爾
気
で
は
、
旧
設
備
に
か
え
て
ロ
ー
ズ
ビ
ル
に
新
鋭
工
場
を
煙
設
表１１１二1本の大手半導体メーカーの米国
での推定半導体販売額(100万ドル）
1982１９８３１９８４
日立製作所
日本耐気
東芝
富士通
三菱ｆｂｉ機
沖氾気
松下
シヤーフ・
洋
その他
合計
うち現地生産
（同％）
４
０
４
８
５
２
２
７
２
０
３
４
２
１
１
１
３１５５９５
２５０４３０
１７３３００
１４５２９８
７６１５０
８４１４５
４０７５
１０２３
１４２０
４２６４
１，１４９２，１００
約240約350
（21）（17）
８
６
０
０
２
１
４
７８７
約160
（20）
し
、
八
六
年
は
じ
め
で
二
五
六
キ
ロ
ビ
ッ
ト
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
、
六
四
キ
ロ
ビ
ッ
ト
Ｓ
Ｒ
Ａ
Ｍ
な
ど
の
最
先
端
メ
モ
リ
ー
の
一
貫
生
産
を
行
な
っ
て
い
る
。
ち
な
糸
に
こ
の
よ
う
な
日
本
雨
気
の
方
向
が
、
テ
キ
サ
ス
・
イ
ン
ス
ト
ル
メ
ン
ッ
社
の
よ
う
な
米
国
大
手
半
導
体
企
業
が
先
端
メ
モ
リ
ー
の
生
産
の
多
く
を
日
・本に移している現状とまさに対照的であることを付記しておこう。
トス
貿
易
摩
擦
の
激
化
と
と
も
に
、
対
米
半
導
体
輸
出
一
位
（
表
、
）
な
が
ら
エクこ
れ
ま
で
現
地
生
産
に
消
極
的
だ
っ
た
日
立
製
作
所
も
、
今
や
日
本
電
気
に
タ》赤続いて超ＬＳＩの前工程工場の建設にふゑきりつつあり、富士通
肺にも八五年半導体不況で延期したものの同様の計画がある。シャ
出
－
プ
・
Ｒ
Ｃ
Ａ
の
合
弁
計
画
の
具
体
化
、
そ
の
他
企
業
の
計
画
の
具
体
化
も
、
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半
導
体
不
況
の
本
格
的
回
復
と
と
も
に
徐
々
に
実
現
す
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
あ
る
程
度
の
不
確
定
要
素
は
あ
る
し
、
そ
の
過
程
も
緩
慢
で
あ
る
が
、
Ｉ
Ｃ
の
対
米
投
資
は
本
格
的
な
超
Ｌ
Ｓ
Ｉ
の
前
工
程
に
力
点
を
お
く
第
二
段
階
に
入
り
つ
つ
あ
る
と
い
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
以
上
の
よ
う
な
対
米
量
産
投
資
の
動
機
な
い
し
要
因
に
つ
い
て
は
、
や
は
り
基
本
的
に
は
貿
易
摩
擦
激
化
の
中
で
の
米
国
市
場
確
保
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
よ
り
副
次
的
だ
が
顧
客
サ
ー
ビ
ス
と
い
う
要
因
も
あ
る
。
コ
ス
ト
面
で
の
投
資
誘
因
は
こ
れ
ま
で
は
後
述
の
よ
う
に
ま
っ
た
く
な
か
っ
た
。
そ
の
点
で
は
東
南
ア
ジ
ア
へ
の
半
導
体
関
連
の
投
資
と
は
異
な
り
、
対
米
投
資
は
少
な
く
と
も
こ
れ
ま
で
は
比
較
優位の方向とは逆の立地選択であることは忘れてはならない。もっとも、最近では日本企業はアメリカでも標準品の
ゑ
で
な
く
カ
ス
タ
ム
・
セ
ミ
カ
ス
ク
ム
製
仙
と
も
虹
祝
す
る
方
向
に
あ
り
、
そ
の
点
か
ら
主
要
企
業
は
ア
メ
リ
カ
に
デ
ザ
イ
ン
・
セ
ン
タ
ー
を
設
悩
し
て
お
り
、
部
分
的
に
は
デ
ザ
イ
ン
・
セ
ン
タ
ー
の
活
動
と
肌
地
生
産
と
を
結
合
さ
せ
る
方
向
に
も
向
か
い
始
め
て
い
る
。
こ
の
傾
向
は
、
こ
れ
ま
で
の
標
準
品
の
吐
産
と
い
う
方
向
よ
り
も
、
現
地
で
の
顧
客
サ
ー
ビ
ス
面
で
の
強
化
と
か
、
さ
ら
に
は
現
地
技
術
者
の
設
計
・
開
発
而
で
の
比
岐
優
位
の
資
源
を
利
用
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
注
目
さ
れ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
ま
で
の
と
こ
ろ
米
国
で
の
生
産
的
活
動
の
中
心
は
や
は
り
標
準
耐
の
量
産
工
場
と
い
う
点
に
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
日
本
Ｉ
Ｃ
大
手
企
業
の
社
内
国
際
分
業
の
具
体的。〈ターンは、日本での先端製品の研究開発と量産、成熟した製口叩の組立のアジアへの移転、貿易摩擦品日を中心
と
し
た
先
端
標
準
製
肺
の
量
産
の
一
部
の
欧
米
へ
の
移
転
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
と
い
っ
て
も
よ
い
で
あ
ろ
う
。
このような米国肌地生産の全体の規模については残念ながら正確にはつかめない（対象範川が異なるが表６と表、に批
定がある）。しかしだいたいの見当としては八四年でＩＣの妓終製口川レベルの生産額が一一・五億ドルから三・五低ドル
の
側
で
あ
り
、
現
地
で
の
付
加
価
値
と
な
る
と
当
然
も
っ
と
少
な
い
。
日
本
企
業
の
Ｉ
Ｃ
な
い
し
半
導
体
の
米
国
で
の
販
売
棚
に
占
め
る
現
地
生
産
比
率
も
全
体
で
二
割
な
い
し
二
割
弱
で
あ
り
、
八
四
年
の
よ
う
な
ブ
ー
ム
期
に
は
比
率
は
か
な
り
下
が
っ
た
。
こ
の
米
国
で
の
現
地
生
産
比
率
は
、
日
本
企
業
が
進
出
し
て
い
る
東
南
ア
ジ
ア
や
欧
州
に
お
け
る
よ
り
も
低
い
は
ず
で
あ
る
。
ま
た
、
ア
メ
リ
カ
に
進
出
し
て
い
る
他
の
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
の
現
地
生
産
比
率
と
比
較
し
て
も
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
産
業
よ
り
は
高
い
も
の
の
、
テ
レ
ビ
は
も
ち
ろ
ん
通
信
機
器
産
業
よ
り
も
低
い
で
あ
ろ
う
。
日
米
企
業
の
相
手
国
で
の
現
地
生
産
の
比
較
で
ふ
る
と
、
表
６
で
は
八
四
年
で
米
国
企
９６
業
の
日
本
で
の
生
産
の
方
が
日
本
企
業
の
本
国
で
の
生
産
よ
り
少
し
多
く
、
机
手
市
場
で
の
販
売
に
占
め
る
現
地
生
産
比
率
と
な
る
と
そ
の
差
は
よ
り
大
き
い
。
日
系
企
業
の
こ
の
よ
う
な
消
極
性
は
、
先
述
の
投
資
自
体
の
性
格
を
反
映
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
現
在
の
円
高
の
進
行
と
貿
易
摩
擦
の
激
化
の
中
で
か
な
り
是
正
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。
一
つ
は
、
Ｉ
Ｃ
産
業
の
特
徴
的
な
ク
リ
ー
ン
ル
ー
ム
特
班
に
ア
メ
リ
カ
社
会
が
日
本
社
会
よ
り
な
じ
ゑ
に
く
い
面
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
買
収
Ｉ
Ｃ
工
場
に
お
い
て
、
当
初
、
ク
リ
ー
ン
ル
ー
ム
に
入
る
ア
メ
リ
カ
の
女
性
従
業
員
の
靴
を
ぬ
が
す
こ
と
は
ま
さ
に
革
命
的な出来事といわれたように、クリーソルーム管理は生活文化との関連が大きい。今日でも一般に日米企業間のこの
面の差異が大きく、それが歩留りの差の一因となっているといわれる。もっとも日系企業の新鋭工場ではほぼ日本並
承のクリーンルーム管理を行なっていてその成果はかなり大きいといわれるが、日米の文化の遠いから来るむずかし
現
地
生
産
に
お
け
る
諸
問
題
さ
て
、
前
述
の
よ
う
に
大
手
メ
ー
カ
ー
の
米
国
工
場
は
呪
地
サ
ー
ビ
ス
の
機
能
を
別
に
す
る
と
、
雄
本
的
に
は
日
本
の
地
方
工
場
と
同
様
の
最
産
工
場
と
い
う
位
臓
づ
け
と
な
っ
て
お
り
、
日
本
の
士
城
で
育
っ
た
日
本
的
製
造
技
術
の
現
地
へ
の
適
用
と
い
う
性
格
を
も
っ
て
い
る
。
実
際
に
も
、
例
え
ば
現
地
工
場
の
設
備
で
は
、
後
工
程
で
は
当
初
か
ら
日
本
か
ら
持
ち
込
ん
だ
日
本
製
設
備
が
主
流
を
占
め
て
い
た
。
前
工
程
で
は
当
初
で
は
米
国
製
装
置
に
多
く
依
存
し
て
い
た
が
、
日
本
の
装
置
メ
ー
カ
ー
の
実
力
向
上
に
と
も
な
い
、
最
近
で
は
や
は
り
日
木
製
装
置
が
か
な
り
主
流
と
な
り
つ
つ
あ
る
。
ま
た
装
置
の
配
列
を
含
め
た
諸
々
の
点
で
、
日
本
企
業
の
製
造
技
術
の
実
際
が
米
国
企
業
の
そ
れ
と
か
な
り
異
な
っ
て
い
る
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
。
こ
の
よ
う
な
日
本
的
、
さ
ら
に
は
各
企
業
独
自
の
製
造
技
術
の
ア
メ
リ
カ
へ
の
適
用
に
お
い
て
、
日
系
進
出
企
業
は
さ
ま
ざ
ま
の
文
化
的
・
社
会
経
済
的
ギ
ャ
ッ
プ
に
直
面
せ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
こ
の
ギ
ャ
ッ
プ
は
ど
の
産
業
に
お
い
て
も
あ
る
が
、
Ｉ
Ｃ
産
業
で
は
そ
の
ギ
ャ
ッ
プ
は
他
の
産
業
に
比
し
て
決
し
て
小
さ
く
は
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
。
そ
の
主
要
な
い
く
つ
か
に
つ
い
て
以
下
簡
単
に
述
べ
て
お
こ
的
・
社
会
経
済
的
ギ
ャ
ッ
プ
に
直
面
せ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
こ
の
ギ
ヤ
“
ギ
ャ
ッ
プ
は
他
の
産
業
に
比
し
て
決
し
て
小
さ
く
は
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
。
（９）
う
。
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こ
の
よ
う
な
労
働
力
の
問
題
が
あ
っ
て
も
、
労
働
力
の
定
着
度
が
高
け
れ
ば
、
社
内
訓
練
に
よ
っ
て
克
服
可
能
で
あ
る
が
、
米
国
Ｉ
Ｃ
産
業
で
は
従
業
員
の
転
職
が
は
げ
し
く
、
日
本
人
経
営
者
は
そ
れ
に
よ
っ
て
も
悩
ま
さ
れ
る
。
有
名
な
例
で
は
、
特
殊
な
条
件
下
で
は
あ
るが、日本電気による買収直後のエレクトロニック・アレイ社で七九年夏には実に月一四％（年率一六九％）の離職率
を記録した。この時には二年間のノー・レイオフの約束、一年、二年の継続勤務に対する割蝋賃金の給与などで切り
ざ
は
い
ぜ
ん
否
定
で
き
な
い
よ
う
で
あ
る
。
Ｉ
Ｃ
産
業
に
お
い
て
案
外
に
無
視
で
き
な
い
要
因
と
し
て
人
種
の
多
様
性
の
問
題
が
あ
る
。
一
日
三
交
替
制
の
勤
務
体
制
を
と
る
Ｉ
Ｃ
産
業
は
発
展
途
上
国
出
身
な
い
し
は
米
国
生
ま
れ
の
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
の
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
労
働
力
に
支
え
ら
れ
る
と
こ
ろ
が
き
わ
め
て
大
き
い
が
、
特
に
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
は
ア
メ
リ
カ
の
中
で
も
人
種
の
多
様
性
の
大
き
い
地
域
の
一
つ
で
あ
ろ
う
。
あ
る
日
系
工
場
で
は
、
ピ
ー
ク
時
約
五
○
○
人
の
従
業
員
が
実
に
一
八
民
族
か
ら
な
り
、
外
国
生
ま
れ
が
全
体
の
約
三
分
の
一
を
占
め
、
効
率
上
昇
の
た
め
に
英
語
を
公
式
の
言
語
と
定
め
た
と
い
わ
れ
る
。
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
以
外
で
は
、
こ
れ
ほ
ど
で
は
な
い
に
し
て
も
、
移
民
社
会
ア
メ
リ
カ
は
今
日
で
も
日
本
と
対
照
的
な
国
で
あ
る
こ
と
に
は
変
わ
り
な
い
。
Ｉ
Ｃ
産
業
で
は
前
工
程
は
先
述
の
よ
う
に
非
常
に
多
く
の
複
雑
な
工
租
の
連
続
か
ら
な
り
、
そ
の
一
工
租
で
も
失
敗
す
れ
ば
製
侃
す
べ
て
が
ダ
メ
に
な
る
と
い
う
性
格
の
も
の
で
あ
る
か
ら
、
気
心
の
知
れ
た
人
々
の
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
が
高
生
産
性
に
と
っ
て
必
要
で
あ
る
が
、
人
種
の
多
様
性
や
非
常
に
個
人
主
義
的
な
環
境
な
ど
、
ア
メ
リ
カ
的
環
境
が
あ
る
程
度
の
制
約
と
な
っ
て
い
る
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
。
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
労
働
力
の
教
育
水
準
や
訓
練
度
の
問
題
も
米
国
で
の
Ｉ
Ｃ
生
産
の
効
率
性
に
と
っ
て
不
利
な
要
因
で
あ
ろ
う
。
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
と
は
別
の
一
般
大
衆
の
教
育
水
準
の
点
で
米
国
が
日
本
よ
り
劣
る
こ
と
は
周
知
の
と
こ
ろ
だ
が
、
Ｉ
Ｃ
産
業
の
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
の
賃
銀
水
準
は
必
ず
し
も
高
い
も
の
で
は
な
く
、
こ
の
点
か
ら
も
労
働
力
の
質
は
商
く
な
い
。
Ｉ
Ｃ
産
業
の
技
術
の
標
準
化
や
装
悩
の
自
動
化
に
よ
っ
て
人
的
要
素
の
果
た
す
役
割
が
低
下
し
つ
つ
あ
る
と
は
い
え
、
今
日
で
も
ウ
エ
ハ
や
機
械
の
取
扱
い
、
各
種
の
検
査
な
ど
で
判
断
力
や
て
い
ね
い
さ
は
い
ぜ
ん
不
可
欠
の
要
素
で
あ
る
か
ら
、
労
働
力
の
教
育
水
準
や
訓
練
度
は
生
産
性
に
影
響
す
る
と
こ
ろ
が
大
ぎ
、
ｏ
ＩＶ
９８
ぬ
け
た
。
八
三
’
八
四
年
の
ブ
ー
ム
で
は
今
度
は
東
芝
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
ー
が
転
職
ブ
ー
ム
過
熱
に
悩
ま
さ
れ
、
あ
る
月
に
は
月
八
％
の
離職率となり、約半年で技術者の三分の一がやめていった。離職率は会社の知名度、規模、従業員優遇策、景気局而
などによって異なり、上の一一例はやや極端な場合ではあるが、一般でも年二○’三○％程度は常識であろう。しかも
（、）
離職率はブルーカラーよりもむしろ技術者、技能者の方が高いのが韮日通である。
ア
メ
リ
カ
の
技
術
者
の
性
格
や
不
足
の
問
題
も
日
本
企
業
に
と
っ
て
大
問
題
で
あ
る
。
ベ
ト
ナ
ム
戦
争
期
の
六
八
年
以
来
の
連
邦
研
究
費
支
出
の
削
減
も
あ
っ
て
、
七
○
年
代
の
電
子
電
気
工
学
の
大
学
院
卒
業
者
の
数
は
ほ
と
ん
ど
増
え
ず
、
同
じ
く
大
学
卒
も
減
少
し
た
が
増加が少なかった。このことは、その後長期間にわたり技術者の一般的不足を生じることになった。また、構造的要
因
に
よ
る
も
の
だ
が
、
エ
ン
ジ
ニ
ア
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
熟
練
の
あ
る
テ
ク
ニ
シ
ャ
ン
が
特
に
不
足
し
て
い
る
と
い
わ
れ
る
。
技術者の性格という点は、日本人技術者は学問好きであるのに対して、アメリカ人技術者は突際の教育をよく受け
て
い
て
頼
り
に
な
る
と
の
声
が
あ
る
一
方
で
、
日
本
企
業
に
と
っ
て
有
能
な
生
産
技
術
者
が
得
に
く
い
と
い
う
問
題
が
あ
る
。
こ
れ
は
日本企業のアメリカでの地位によるところもあろうが、アメリカの一般的問題であるところが大きい。よくいわれる
よ
う
に
、
ア
メ
リ
カ
で
は
シ
ス
テ
ム
な
い
し
回
路
デ
ザ
イ
ナ
ー
の
地
位
が
高
く
、
生
産
技
術
者
の
地
位
、
給
与
が
そ
れ
に
比
し
て
相
当
低
く
、
人
気
も
な
い
。
こ
の
格
差
は
日
本
は
も
ち
ろ
ん
、
欧
州
に
比
し
て
も
大
き
い
よ
う
で
あ
る
。
有
能
な
技
術
者
の
行
動
様
式
も
日
本
的
な終身一展用の技術者とはまったく異なり、あくまでも個人の特にデザイン、新製品開発面での成功が最大の関心事で
あ
り
、
失
敗
し
て
も
許
さ
れ
る
環
境
の
中
で
次
々
と
会
社
を
変
え
て
個
人
的
な
成
功
を
追
求
し
て
い
く
。
さ
ら
に
上
下
格
差
の
大
き
い
社
会
で
あ
る
ア
メ
リ
カ
で
は
、
工
場
内
に
お
い
て
も
エ
ン
ジ
ニ
ア
と
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
の
地
位
の
違
い
が
大
き
く
、
相
互
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
日
本
に
お
け
る
よ
り
は
困
難
と
い
わ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
技
術
者
の
性
格
は
、
一
面
で
は
社
会
構
造
の
差
異
、
他
面
で
は
ア
メ
リ
カのエレクトロニクス産業の成熟度や会社の政策のあり方（製造よりも製品開発の重視）と関連するものであり、また
そ
れ
が
ア
メ
リ
カ
ー
Ｃ
産
業
の
優
位
面
で
あ
る
デ
ザ
イ
ン
な
ど
の
革
新
性
を
支
え
て
い
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
し
か
し
、
日
本
企
（Ⅶ）
業
の
対
米
進
出
の
ね
ら
い
が
量
産
工
場
で
の
成
功
に
あ
る
か
ぎ
り
日
本
企
業
の
直
面
す
る
困
難
は
大
き
い
こ
と
に
な
る
。
第３章ＩＣ産業の日米競争と日本企業の対米直接投資９９
このような技術者の性格やさらにはプライド、先述のように転職が盛んで転職が昇進を意味するような社会構造はや
日系企業特に前工程を行なっている企業にとっては相当やっかいな環境であろう。アメリカ的やり方とは異なる日本
的技術の移植には、現地社会とある程度隔離した環境がある方が都合がよいし、最低限でも経営や技術面の中核的な
ア
メ
リ
カ
人
の
工
場
へ
の
定
着
が
必
要
だ
か
ら
で
あ
る
。
与
え
ら
れ
た
ア
メ
リ
カ
的
環
境
の
中
で
の
日
本
企
業
の
対
応
は
、
従
業
員
、
特
に
生
産
技
術
の
中
核
と
な
る
人
の
定
着
性
を
高
め
る
た
め
の
諸
方
策
を
こ
う
じ
る
一
方
で
、
当
面
は
本
社
か
ら
の
出
向
者
な
ど
、
日
本
人
技
術
者
を
工
場
運
営
上
重
要
な
ポ
ス
ト
に
置
く
と
い
う
や
り
方
を
継
続
す
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。
こ
の
点
は
企
業
に
よ
っ
て
か
な
り
差
異
が
あるが、ある日系工場では、日本人出向者数は従業員の三’五％と特別に多くはないが、しかし出向社員が社長、財
務
の
ほ
か
に
技
術
面
の
主
要
な
ポ
ス
ト
を
ほ
ぼ
独
占
し
て
、
製
造
関
連
の
ポ
ス
ト
を
現
地
人
に
ま
か
せ
る
と
い
う
体
制
を
と
っ
て
い
た
。
ま
た
応
用
技
術
而
の
現
地
化
を
強
調
す
る
別
の
企
業
で
も
、
実
際
に
は
歩
留
り
引
上
げ
の
努
力
の
中
で
、
ク
リ
ー
ン
ル
ー
ム
管
理
や
機
械
の
保
守
な
ど
に
断
続
的
に
し
る
日
本
か
ら
の
か
な
り
の
応
援
を
求
め
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
少
な
く
と
も
前
工
程
の
場
合
に
は
応
用
技
術
の
現
地
化
は
進
承
つ
つ
あ
る
と
は
い
え
、
ま
だ
大
き
な
限
界
が
感
じ
ら
れ
る
が
、
そ
れ
も
右
の
よ
う
な
ア
メ
リ
カ
の
環
境
（皿）
と
の
関
連
で
理
解
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
最
後
に
、
Ｉ
Ｃ
産
業
を
支
え
る
周
辺
産
業
の
問
題
も
あ
る
。
例
え
ば
、
Ｉ
Ｃ
工
場
の
建
設
期
間
は
、
米
国
で
は
日
本
の
一
・
五
倍
か
ら
二
倍
は
か
か
る
と
い
わ
れ
、
欧
州
で
は
そ
れ
以
上
か
か
る
と
い
わ
れ
る
。
こ
れ
は
日
本
の
よ
う
な
突
貫
工
事
が
な
い
な
ど
の
事
情
に
よ
る
が
、
製
品
寿
命
の
短
い
Ｉ
Ｃ
な
ど
ハ
イ
テ
ク
産
業
で
は
ス
ピ
ー
ド
が
勝
負
と
い
う
面
が
大
き
い
以
上
、
こ
れ
は
や
は
り
一
つ
の
ハ
ン
デ
ィ
で
あ
ろ
う
。
ま
た
Ｉ
Ｃ
産
業
の
成
功
で
は
製
造
装
置
お
よ
び
そ
の
保
守
が
非
常
に
大
切
で
あ
る
が
、
ア
メ
リ
カ
で
は
一
般
に
日
本
の
Ｉ
Ｃ
製
造
装
置
商
社
な
ど
に
よ
る
迅
速
な
保
守
サ
ー
ビ
ス
体
制
の
ご
と
き
も
の
は
期
待
で
き
ず
、
そ
の
上
保
守
関
係
の
技
術
者
、
技
能
者
が
地
位
も
低
く
、
ま
た
特
別
に
不
足
し
て
い
る
と
い
わ
れ
る
。
こ
の
点
は
、
日
本
系
装
置
を
用
い
て
い
る
こ
と
と
も
関
係
す
る
が
、
日
系
工
場
の
成
功
の
鍵
の
一
つ
は
修
理
に
強
い
日
本
人
を
つ
れ
て
行
く
こ
と
に
あ
る
と
い
わ
れ
る
ほ
ど
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
Ｉ
Ｃ
産
業
で
も
日
本
で
は
マ
ー
キ
ン
グ
や
メ
ッ
キ
な
ど
外
注
に
依
存
す
る
工
程
が
あ
る
程
度
あ
る
が
、
ア
メ
リ
カ
で
は
安
く
て
す
ぐ
れ
た
外
注
産
業
が
育
っ
て
い
１００
な
い
た
め
、
こ
の
点
も
進
出
日
系
企
業
に
と
っ
て
負
担
に
感
じ
ら
れ
る
と
い
わ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
諸
問
題
は
日
本
と
異
な
る
ア
メ
リ
カ
的
環
境
か
ら
生
じ
る
問
題
で
あ
り
、
そ
れ
に
対
し
て
日
本
企
業
は
さ
ま
ざ
ま
の
対
策
を
こ
う
じ
そ
れ
な
り
の
成
果
を
あ
げ
て
い
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
こ
こ
で
ふ
れ
る
余
裕
は
な
い
が
、
し
か
し
諸
々
の
対
応
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
現
地
生
産
は
日
本
立
地
に
比
し
て
か
な
り
の
程
度
の
不
効
率
は
ま
ぬ
が
れ
え
な
い
。
そ
こ
で
最
後
に
現
地
生
産
の
．
〈
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
に
つ
い
て
ふ
れ
て
お
こ
う
。
現
地
生
産
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
と
展
望
ま
ず
後
工
程
に
つ
い
て
は
、
あ
る
企
業
で
は
当
初
日
本
の
八
割
以
下
の
効
率
を
も
覚
悟
し
て
い
た
が
、
結
采
は
予
想
よ
り
よ
く
、
歩
翻
り
な
い
し
労
働
能
率
の
日
本
と
の
差
は
三
’
五
％
か
ら
せ
い
ぜ
い
一
○
％
と
い
わ
れ
る
。
そ
れ
に
対
し
て
前
工
程
で
は
、
買
収
工
場
の
歩
留
り
は
非
常
に
悪
か
っ
た
。
し
か
し
、
あ
る
企
業
で
は
設
備
の
部
分
改
良
と
数
年
の
努
力
の
結
果
、
日
本
の
同
一
設
倣
レ
ベ
ル
の
工
場
と
比
較
し
て
そ
の
約
九
割
の
水
準
ま
で
引
き
上
げ
え
た
。
最
新
鋭
工
場
で
も
当
初
歩
留
り
は
非
常
に
悪
か
っ
た
が
、
最
近
の
到
達
点
で
は
日
本
の
工
場
に
か
な
り
比
較
し
う
る
と
こ
ろ
ま
で
い
っ
て
い
る
と
い
わ
れ
る
。
こ
れ
は
生
産
工
程
な
い
し
設
伽
の
標
準
化
・
自
動
化
に
よ
る
人
的
要
素
の
排
除
に
負
う
と
こ
ろ
が
大
き
い
。
な
お
歩
留
り
と
は
別
の
意
味
の
労
働
効
率
に
つ
い
て
も
一
割
程
度
の
差
は
覚
悟
せ
ざ
る
左
日
米
の
コ
ス
ト
差
と
い
う
点
に
な
る
と
判
断
は
い
っ
そ
う
困
難
で
あ
る
が
、
労
働
力
・
原
材
料
な
ど
の
Ⅲ
格
差
を
考
慮
し
な
い
い
わ
ば
実
質
の
コ
ス
ト
差
で
ゑ
て
、
あ
る
企
業
に
よ
る
と
全
体
で
米
国
の
力
が
二
割
程
度
割
高
で
あ
る
と
い
わ
れ
る
。
そ
れ
は
前
工
程
の
今
述
べ
た
効
率
の
差
や
、
日
本
で
安
く
て
良
い
も
の
が
出
来
る
外
注
部
分
が
米
国
で
内
製
せ
ざ
る
を
え
な
い
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
、
そ
の
他
の
後
工
程
で
は
実
質
コ
ス
ト
差
は
そ
れ
ほ
ど
大
き
く
な
い
と
ゑ
ら
れ
ろ
。
た
だ
、
こ
こ
で
注
意
を
要
す
る
の
は
、
特
に
前
工
程
の
場
合
に
は
、
右
の
説
明
で
十
分
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
重
要
な
留
保
が
必
要
な
こ
とである。ＩＣ産業は製品寿命が短く習熟曲線効果が大きい産業であるが、特定製品の生産開始以来の歩留りの上昇
え
な
い
と
い
う
。
第３章ＩＣ産業の日米競争と日本企業の対米面接投資１０１
進
出
企
業
の
収
締
状
況
に
つ
い
て
は
十
分
に
は
肌
ら
か
で
な
い
が
、
後
工
稗
の
ゑ
を
行
な
っ
て
い
る
企
業
で
は
八
五
年
の
深
刻
な
半
導
体
不
況
以
前
は
か
な
り
順
調
で
あ
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
Ⅱ
米
の
コ
ス
ト
差
が
あ
っ
て
も
、
そ
れ
は
し
ば
し
ば
拡
大
し
た
日
本
の
メ
モ
リ
ー
の
Ⅲ
格
差
に
よ
っ
て
あ
る
程
度
相
殺
さ
れ
た
。
あ
る
企
業
で
は
も
と
も
と
低
収
益
部
門
で
あ
る
テ
レ
ビ
の
現
地
工
場
よ
り
は
Ｉ
Ｃ
後
工
程
工
場
の
方
が
収
益
が
よ
か
っ
た
と
い
わ
れ
る
。
一
貫
生
産
を
行
な
う
あ
る
日
系
工
場
で
は
、
八
三
’
八
四
年
度
上
期
に
は
か
な
り
の
収
祐
を
あ
げ
た
が
、
し
か
し
、
以
前
の
赤
字
と
八
五
年
度
の
大
赤
字
に
よ
っ
て
現
在
ま
で
の
累
計
で
か
な
り
の
赤
字
と
な
っ
て
い
る
と
い
わ
れ
る
。
特
に
多
額
の
投
資
を
要
す
る
新
鋭
工
場
の
場
合
に
は
、
日
本
よ
り
低
率
と
は
い
え
初
年
度
四
○
％
と
い
う
生
産
設
備
の
償
却
負
担
も
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。
全
体
と
し
て
後
工
程
の
現
地
生
産
な
ら
ば
か
な
り
や
れ
る
が
、
利
幅
が
小
さ
い
Ｉ
Ｃ
製
品
で
日
本
製
品
と
競
争
し
て
ア
メ
リ
カ
で
前
工
程
を
や
る
の
は
相
当
の
負
担
と
な
る
と
い
う
の
が
八
五
年
ま
で
の
状
況
の
よ
う
で
あ
る
。
今
後
の
米
国
で
の
塊
地
生
産
の
展
望
に
つ
い
て
は
、
①
「
異
常
な
」
ド
ル
商
の
修
正
が
現
地
生
産
の
相
対
的
不
利
を
小
さ
く
し
つ
つ
あ
る
こ
と
、
②
現
地
前
工
秘
で
の
歩
翻
り
の
改
稗
が
か
な
り
大
き
い
こ
と
、
①
米
国
の
貿
易
制
限
鹸
化
に
対
す
る
企
業
の
対
応
と
し
て
前
工
程
の
現
地
生
産
独
化
が
余
儀
な
く
さ
れ
る
こ
と
、
の
三
つ
が
促
進
要
因
で
あ
ろ
う
。
他
力
、
④
現
地
生
産
で
代
替
さ
れ
る
べ
き
対
米
輸
出
の
八
五
年
の
激
減
、
⑤
日
本
の
対
米
輸
州
の
み
な
ら
ず
現
地
生
産
へ
の
米
国
側
の
反
発
の
増
大
が
、
現
地
生
産
抑
制
の
要
因
と
し
て
作
用
す
る
で
あ
ろ
う
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
こ
こ
一
、
二
年
く
り
の
べ
ら
れ
た
現
地
生
産
計
画
の
実
行
を
含
め
て
前
工
程
の
対
米
進
出
は
今
後
に
よ
っ
て
変
化
す
る
が
、
調
査
時
膵凸
利
さ
は
否
め
な
い
よ
う
で
あ
っ
た
。
カーブはやはり日本の方が相当に急勾配のようであり、また歩冊りの安定性にも差共があり、これは企業にとって大
き
な
負
担
と
な
ろ
う
。
ま
た
、
米
国
工
場
で
の
高
歩
留
り
の
達
成
に
は
、
日
本
か
ら
出
向
・
出
張
・
通
信
に
よ
る
相
当
大
き
な
技
術
サ
ポ
ー
ト
が
今
ま
で
の
と
こ
ろ
不
可
欠
の
よ
う
で
あ
り
、
こ
の
コ
ス
ト
も
考
慮
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
米
国
で
の
現
地
生
産
は
い
ず
れ
も
ま
だ
小
規
模
で
あ
っ
て
規
模
の
経
済
が
十
分
達
成
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
ハ
ン
デ
ィ
も
別
に
存
在
す
る
。
こ
れ
ら
の
点
や
さ
ら
に
原
材
料
や
労
働
力
の
Ⅲ
格
而
を
考
慮
し
た
上
で
両
国
の
コ
ス
ト
差
が
現
実
に
ど
う
な
る
か
は
明
確
に
し
え
な
い
し
、
ま
た
そ
れ
は
為
替
レ
ー
ト
に
よ
っ
て
変
化
す
る
が
、
調
査
時
点
の
一
ド
ル
二
○
○
円
以
上
の
為
替
レ
ー
ト
で
は
前
工
程
で
は
も
ち
ろ
ん
後
工
程
で
も
日
本
立
地
の
有
１ｏｚ
②
の
製
品
選
択
に
つ
い
て
は
、
競
争
が
は
げ
し
く
製
造
技
術
の
最
先
端
を
い
く
メ
モ
リ
ー
の
最
産
よ
り
も
、
よ
り
付
加
価
値
が
高
い
カ
ス
タ
ム
的
な
製
品
の
顧
客
の
近
く
で
の
生
産
の
方
が
日
本
企
業
に
と
っ
て
好
ま
し
い
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
実
際
に
も
、
先
の
表
Ⅷ
の
よ
う
に
、
現
地
デ
ザ
イ
ン
セ
ン
タ
ー
で
の
願
窓
側
の
設
計
に
韮
づ
く
ゲ
ー
ト
ア
レ
イ
の
生
産
強
化
の
方
向
な
ど
が
す
で
に
生
じ
て
い
る
。
た
だ
、
こ
の
方
向
に
は
、
日
本
企
業
の
こ
の
市
場
へ
の
く
い
こ
ゑ
が
メ
モ
リ
ー
に
比
し
て
は
容
易
で
な
い
こ
と
、
摩
擦
品
目
で
あ
る
先
端
メ
モ
リ
ー
で
現
地
生
産
が
欠
か
せ
な
い
こ
と
の
た
め
に
、
一
定
の
制
約
が
あ
る
で
あ
ろ
う
。
①
に
つ
い
て
は
、
Ｉ
Ｃ
は
製
品
数
が
き
わ
め
て
多
く
し
か
も
多
く
の
製
口
叩
の
寿
命
は
一
一
、
三
年
と
短
命
で
あ
り
、
検
査
行
程
な
ど
の
製
造
設
伽
の
汎
用
性
に
も
限
り
が
あ
る
。
こ
の
点
は
多
品
極
少
量
生
産
方
式
の
開
発
に
よ
り
あ
る
程
度
緩
和
さ
れ
て
い
く
も
の
と
考
え
ら
れ
る
が
、
し
か
し
海
外
生
産
の
製
品
の
選
択
の
問
題
は
い
ぜ
ん
求
要
で
あ
ろ
う
。
ロ
ー
ム
が
米
国
現
地
生
産
品
の
一
部
を
日
本
に
持
ち
帰
っ
ていることや、かつて東芝セミコンダクターが日本向けを含めて八ビット・マイコンを米国で生産（前工程）してい
た
の
を
例
外
と
し
て
、
日
本
企
業
の
米
国
現
地
生
産
は
雑
木
的
に
米
国
市
場
向
け
で
あ
っ
た
。
し
か
し
今
後
は
特
に
市
場
シ
ェ
ア
の
小
さ
い
企
業
の
場
合
、
よ
り
徹
底
し
た
国
際
分
業
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
た
る
で
あ
ろ
う
。
製
造
技
術
の
一
価
る
か
ら
で
あ
る
。
①については、米国は広いから新立地での経営的努力によってこれまで以上の現地生産の。ハフォーマンスも期待し
う
る
か
も
知
れ
な
い
が
、
企
業
の
多
く
は
製
造
工
程
の
標
準
化
、
自
動
化
の
方
向
を
い
っ
そ
う
追
求
し
て
い
く
で
あ
ろ
う
。
そ
れ
が
Ｉ
Ｃ
製
造
技
術
の
一
般
的
方
向
で
あ
る
の
糸
な
ら
ず
、
「
日
本
的
経
営
」
な
い
し
「
日
本
的
能
率
」
の
米
国
へ
の
移
植
に
は
一
定
の
限
界
が
あ
の
カ
ス
タ
ム
・
」
が考えられる。
加
速
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
一
定
限
度
内
で
は
あ
る
が
、
Ｉ
Ｃ
対
米
投
資
の
節
二
段
階
が
本
格
化
す
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
現
地
生
産
に
関
す
る
企
業
の
政
策
と
し
て
は
、
①
製
造
工
程
の
標
準
化
、
自
動
化
の
徹
底
に
よ
る
人
的
要
素
の
排
除
、
②
現
地
生
産
で
の
カ
ス
タ
ム
・
セ
ミ
カ
ス
タ
ム
製
品
志
向
、
③
米
国
市
場
向
け
の
ゑ
で
な
く
グ
ロ
ー
バ
ル
な
観
点
か
ら
の
国
際
分
業
の
推
進
な
ど
の
方
向
ｴo３第３章ＩＣ産業の[1米競争と｢1本企業の対米面接投資
し
か
し
、
日
本
企
業
の
米
国
で
の
一
貫
生
産
の
拡
大
は
貿
易
摩
擦
に
対
す
る
日
本
企
業
の
対
応
で
は
あ
る
が
、
そ
れ
が
摩
擦
緩
和
に
ど
れだけ貢献するかには疑川が残る。たしかにそれは州、地力レベルでは雇川、経済効采でプラスに働くし、貿易収支
面
で
も
プ
ラ
ス
に
仰
ぐ
け
れ
ど
も
、
述
邦
政
府
は
Ｉ
Ｃ
産
業
を
何
よ
り
も
国
防
産
業
の
中
心
と
し
て
位
川
づ
け
て
い
る
か
ら
、
日
本
か
ら
の
輸
入
が
日
本
系
企
業
の
生
産
に
よ
っ
て
代
替
し
て
も
必
ず
し
も
微
迎
さ
れ
な
い
で
あ
ろ
う
。
先
述
の
よ
う
に
既
に
ア
メ
リ
カ
の
Ｉ
Ｃ
企
業は欧州系企業によってしかなり買収ないし資本参加がされているので、日本からのいっそうの進出には抵抗が大き
い。さらに、ＩＣ生産の自動化、無人化が今後の米国一貫生産の鍵とされるかぎり、無人ＩＣ工場を次友に作ってそ
れが現地からどれだけ歓迎されるかという問題もあろう。最後に、わが国がＩＣ産業を戦略産業として育成し、外国
資本を極力排除して来た歴史からゑて、直接投資を対米「産業協力」と考えるようないわゆる産業協力論はとうてい
米国に受け入れられないであろう。いずれにしても、今や外販メーカーの糸では生産能力の日米の逆転が生じている
現
在
係
争
中
の
メ
モ
リ
ー
Ｉ
Ｃ
の
日
米
摩
擦
が
ど
の
よ
う
な
形
で
結
着
す
る
か
今
の
と
こ
ろ
明
ら
か
で
な
い
が
、
米
国
の
輸
入
を
制
限
する力向での決諦となることは川らかであろう。その場合、①コンピュータ・メーカーを含むＩＣ使用産業での日本
の
対
米
追
い
上
げ
が
加
速
さ
れ
る
こ
と
、
②
新
興
工
業
国
が
例
外
扱
い
さ
れ
る
か
ぎ
り
で
、
そ
の
Ｉ
Ｃ
国
際
市
場
へ
の
参
入
を
容
易
に
す
る
こ
と
、
③
日
本
企
業
の
前
工
程
で
の
対
米
進
川
が
促
進
さ
れ
る
こ
と
、
は
お
そ
ら
く
不
可
避
で
あ
ろ
う
。
そ
し
て
Ｉ
Ｃ
の
米
国
現
地
生
産
が
日
本
で
の
生
産
よ
り
も
日
本
企
業
に
と
っ
て
今
後
も
不
利
で
あ
る
と
す
れ
ば
、
そ
れ
は
日
本
企
業
の
米
国
Ｉ
Ｃ
企
業
に
対
す
る
優
位
性
を
あ
る
程
度
弱
め
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
他
力
、
米
国
企
業
の
日
本
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
改
善
な
ど
が
、
米
国
企
業
の
日
本
で
の
Ｉ
Ｃ
生
産
を
促
進
す
る
こ
と
に
な
る
と
す
れ
ば
、
そ
れ
は
米
国
系
企
業
の
日
本
系
企
業
に
対
す
る
品
産
而
で
の
劣
位
を
一
部
緩
和
す
る
こ
と
に
なろう。
４
紬
ぴ
Iｏ４
状
況
で
の
先
端
技
術
摩
擦
が
、
旧
型
産
業
の
貿
易
摩
擦
と
は
大
き
な
相
違
点
を
も
っ
て
い
る
こ
と
は
あ
く
ま
で
も
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。
（
４
）
な
お
、
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
や
多
く
の
メ
モ
リ
ー
で
も
も
ち
ろ
ん
回
路
デ
ザ
イ
ン
は
敢
要
だ
が
、
ロ
ジ
ッ
ク
や
マ
イ
ク
ロ
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
に
比
し
て
よ
り
単
純
で
あ
り
、
割
合
簡
単
な
回
路
を
数
ミ
リ
角
の
チ
ッ
プ
に
い
か
に
多
く
う
め
こ
ん
で
い
く
か
が
開
発
と
製
造
の
中
心
課
題
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
そ
の
技
術
発
展
は
予
測
可
能
性
が
大
き
い
が
、
他
力
製
耐
寿
命
は
相
対
的
に
短
く
価
格
競
争
も
は
げ
し
い
。
こ
の
よ
う
な
も
の
と
し
て
メモリーはこれまで日本企業が手がけやすかったものであった（例えば□・の，○・口、Ｈの⑩の》○霞○の。、曰の。圓巳・喝鈩の‐
の①のの日の目ＤＣ忠〕ロ・乞ｓｏなお、ＤＲＡＭ以外のメモリーでは、貿易摩擦の対象となっていないが、スタティックＲＡ
Ｍ（記憶保持動作が不要な随時書き込孜読孜出しメモリー）でもＤＲＡＭと同様に日本企業のシェアが早くから高かった
し
、
Ｒ
Ｏ
Ｍ
（
読
み
出
し
専
用
メ
モ
リ
ー
）
で
は
、
Ｅ
Ｐ
Ｒ
Ｏ
Ｍ
（
紫
外
線
で
消
去
で
き
プ
ロ
グ
ラ
ム
可
能
な
Ｒ
Ｏ
Ｍ
）
で
最
近
で
は
日
本
企
業が約五割のシェアを占め、新しい日米の係争品目となっている。
（５）マイクロデバイスでの日本企業の世界市場シェアにふれると、産業川民生川両方に制御川などで広く用いられる下位機
種の四ビット・ワンチップ・マイコンでは、市場情報によると日本企業のシェアは八○年三五％から八四年八○％に達し
たといわれる。これはオリジナル品で、日本が生産数量で世界最大のマイコン国といわれるのもこの機種によるところが
（１）本稿執筆にあたり、日本企業のアメリカでの活動状況を中心に多くの大手企業関係者等からたびたびヒアリングをさせ
て
い
た
だ
い
た
。
な
か
で
も
、
日
本
遜
気
脚
Ⅲ
、
前
Ｎ
Ｅ
Ｃ
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
（
米
風
）
会
長
炎
船
広
術
氏
、
東
芝
多
摩
川
工
場
健
、
前
東
芝セミコンダクタ（ＵＳＡ）社長田中満洲光氏からは半導体産業の一般的な問題も含めて大変有益なお話をお聞きできた。
日米半導体摩擦が深刻化している折ながら心よくヒアリングに応じて下さったすべての関係者に感謝する。なお、特に本
章
の
後
半
部
分
は
こ
れ
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
基
づ
い
て
い
る
と
こ
ろ
が
多
い
が
、
し
か
し
あ
く
ま
で
も
筆
者
の
理
解
と
解
釈
に
よ
っ
て
記
し
た
も
の
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
（２）世界の半導体の生産や消費などの統計は十分に整伽されておらず、いくつかの機関や調査会社がかなり異なった推定を
発
表
し
て
い
る
。
筆
者
の
現
在
の
能
力
で
は
ど
の
挑
定
が
事
実
に
近
い
か
の
判
断
を
な
し
え
な
い
こ
と
も
多
い
の
で
、
以
下
の
分
析
で
も
数
字
の
絶
対
的
大
き
さ
よ
り
も
時
系
列
的
な
ト
レ
ン
ド
を
よ
り
重
視
し
て
読
ん
で
い
た
だ
き
た
い
。
（
３
）
米
国
内
製
メ
ー
カ
ー
の
社
内
用
Ｉ
Ｃ
生
産
は
、
あ
る
拙
定
に
よ
る
と
八
四
年
で
四
六
億
ド
ル
（
う
ち
Ｉ
Ｂ
Ｍ
三
一
億
ド
ル
）
と
さ
れ
て
い
る
（日本電子機械工業会『集積回路ガイドブック』一九八六年版、九ページ）。これを表２，３に加算すると、同年のⅡ米の
シェアは出荷で一一一○％対五六％、消費で一一一一一％対五九％、日米企業別で一一一一％対六三％となり、米国の優位はまだ圧倒的
となる。
なお、
第３章ＩＣ産業の日米競争と日本企業の対米直接投資Iｏ５
大きい。八ビット・ワンチップ・マイコンでは八四年シェア四割弱、一六ビット・マイクロプロセッサーではセカンドソ
ース中心に二割弱といわれる。なお、日本電気のマイクロプロセッサー自主開発路線は、それが既存のソフトウエアを利
川するために市場標準品であるインテル社の製品と機能的に何様のものを追求せざるをえないため、インテル社との間で
著作権法上の争いＣイクロコードが著作権法の適川対象であるか否か、またＮＥＣのＶシリーズがインテルの著作権を
侵害しているか否か、が争点）を余儀なくされている（表１参照）。それはコンピュータ業界におけるＩＢＭと互換機メ
ー
カ
ー
と
の
関
係
に
似
た
問
題
で
あ
る
が
、
日
本
企
業
の
メ
モ
リ
ー
に
比
し
て
の
マ
イ
ク
回
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
で
の
お
く
れ
は
こ
の
よ
う
な
知
的
所
有
権
関
連
の
先
行
者
の
有
利
性
Ｉ
そ
れ
も
米
国
競
争
力
の
般
後
の
砦
と
し
て
最
近
ま
す
ま
す
保
護
強
化
さ
れ
つ
つ
あ
る
ｌ
と
い
う
問
題
とも関係のあることを付言しておこう。日本電気とインテル社との争いは例えば口儲営のいいミ⑩農］目のＰこののを参照。
（
６
）
こ
こ
で
一
言
付
言
し
て
お
く
と
、
以
上
の
よ
う
に
日
本
企
業
が
ハ
ー
ド
ウ
エ
ア
に
強
く
ソ
フ
ト
や
シ
ス
テ
ム
設
計
に
弱
い
こ
と
や
、
日
米
の
製
造
取
視
と
Ⅲ
発
放
祝
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
進
い
や
、
さ
ら
に
は
技
術
者
の
性
格
の
迷
い
な
ど
に
は
、
一
面
で
文
川
的
な
差
異
と
も
い
う
べ
き
耐
があるともいえるが、同時にそれは先発田とそれを追い上げる国との述いという歴史的要因によるところも大きい。今後
の新興工業国の追い上げや日本のエレクトロニクス瀧業のいっそうの成熟とともに、やがて日本も次第に米国と似た状況
に
い
た
る
公
算
が
大
き
い
で
あ
ろ
う
。
し
た
が
っ
て
文
明
の
差
異
を
一
面
的
に
強
調
し
て
現
状
を
固
定
的
に
理
解
し
て
は
な
る
ま
い
。
（７）プレスジャーナル〔一九八六年〕一九九ページ、田島§いい②三両⑮討》シロｍｐｍ什昂》巳の①を参照。
（８）ただしエレクトロニクス産業は一般に製陥サイクルも短く、比較優位柵造も割合短期間に動態的に変化するし、また最
適
国
際
立
地
。
〈
タ
ー
ン
も
為
替
川
場
の
変
肋
に
よ
っ
て
大
き
な
影
響
を
受
け
る
。
し
た
が
っ
て
こ
れ
ま
で
対
米
投
資
が
決
断
な
い
し
尖
行
さ
れ
る段階で多くの場合日本での生産よりも採算上の不利を覚悟してなされたとしても、長期的にゑてそうであるとは必ずし
もいえない。したがって、面接投溢の意志決定は貿易摩擦対策のみでなく、為替相場の長期水準や技術の成熟などをゑこ
し
た
長
期
視
点
で
の
意
志
決
定
で
も
あ
る
こ
と
も
付
言
し
て
お
こ
う
。
（９）日本ＩＣ企業の現地生産の経験はこれまでのところカリフォルニア、なかでもシリコンバレーとその近辺にかなり集中
し
て
い
る
の
で
、
以
下
の
記
述
も
そ
の
よ
う
な
地
域
的
偏
り
が
あ
る
こ
と
を
こ
と
わ
っ
て
お
こ
う
。
（、）なお、実際には日本の工場でも離職率は年二○％程度あることもあるが、それは若年女子労働力が結幡などでやめるこ
と
が
多
い
た
め
で
、
数
字
は
か
な
り
似
て
い
る
こ
と
が
あ
っ
て
も
事
情
は
異
な
る
。
（
、
）
も
う
一
つ
よ
く
い
わ
れ
る
点
と
し
て
、
米
国
人
技
術
者
の
プ
ラ
イ
ド
が
高
す
ぎ
て
日
本
人
の
い
う
こ
と
を
よ
く
聞
か
な
い
と
い
う
こ
と
が
あ
り、この点が東南アジアや欧州に比して米国での工場経営をやりにくくしている一因といわれる。プライドの差も根本的
には各国エレクトロニクス産業の国際的地位に由来するものであろうが、社会システム上の差災による諸問題がこのプラ
lｏ６
（ａ）なお、半導体関係の提訴のうちＳＩＡ三○一条提訴、ＥＰＲＯＭ、ＤＲＡＭダンピング提訴は、本稿脱稿後の八六年七
月末に決着をゑた。日米合意の．ハッヶイジの内容は、①半製品を含むＥＰＲＯＭ、二五六Ｋ以上のＤＲＡＭについては、
日本の主要企業がコスト等の資料を米国商務省に捉川し、商務省はそれを基礎に企業毎の公正価格を四半期毎にきめ、日
本
か
ら
の
輸
出
価
格
が
そ
れ
を
下
ま
わ
ら
な
い
よ
う
に
勝
祝
す
る
、
②
そ
の
他
主
要
な
製
品
に
つ
い
て
も
、
通
産
省
が
対
米
輸
出
、
第
三
国
輸
川の価格がコストを下まわらないように常時監視する、③日本政府は外国製半導体製砧の輸入を奨励し、輸入促進機関を
作
る
、
④
こ
れ
ら
と
ひ
き
か
え
に
米
国
は
ダ
ン
ピ
ン
グ
訓
森
を
中
断
す
る
、
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
異
常
な
決
若
が
、
日
米
の
一
時
的
な
妥
協
以
上
の
も
の
で
な
い
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
で
あ
ろ
う
。
イ
ド
に
よ
っ
て
増
幅
さ
れ
て
い
る
と
ゑ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
（⑫）もちろん、他力では日本企業の知名度上外もあって、進出当初はとれなかった大学新卒の技術者も最近では採用できる
よ
う
に
な
り
、
新
卒
か
ら
の
た
た
き
上
げ
の
ア
メ
リ
カ
人
幹
部
の
養
成
が
な
さ
れ
つ
つ
あ
る
な
ど
、
こ
の
面
で
の
前
進
も
あ
る
こ
と
を
付
言
し
て
お
こ
う
。
第３章ＩＣ産業の日米競争と日本企業の対米直接投資Iｏ７
世界の電子産業における、ヨーロッ・〈の相対的地位を明らかにしておこう（表１，２）。おおざっぱに言えば、世界
生産の半分強をアメリカが占め、残りを欧、日で分けあっているが、ヨーロヅ．〈が日本よりやや優勢である。民生用、
産業用、部品別の構成比をゑると、世界全体（日米欧合計）では、六割強が産業用電子機器（コンピュータ、通信、Ｏ
Ａ、計測機器等）であり、ついで四分の一が嗣子部品（半導体、ブラウン管等）、残り一四％が民生用機器（ＴＶ、ＶＴＲ、
音響機器、白もの等）となっている。この三部門別の世界の構成比に近いのが、米、欧であるが、日本のぱあいには、
三
者
間
で
ほ
ぼ
均
衡
が
と
れ
て
い
る
。
ヨーロッ。〈電子産業の特質としては以下の三点を指摘できよう。すなわち、①産業用機器への特化がいちじるしく
（七二％）、②逆に電子部品の割合は小規模であり（’八％）、③また日米に比して仲ぴ率は極度に低い。これらの諸点
を、統計的にやや立ち入って検討し、それをもたらした要因である保護主義の伝統を検討しよう。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
特
質
産業用機器への特化ヨーロッ・〈の産業用電子機器について、主な品目ごとにブレークダウンして、その生産・梢
第四章ヨーロッ。〈電子産業と日本企業の進出
１
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
の
電
子
産
業
ＩＣ，
表１世界の電子産業生産高（1983～84）（111位：100万ドル）
本アメリカ '１ヨーTIツノ：
'''１び率
（％）年’'98311984111聯’118311084 118311184||'聯
民生川’１４５７５１１７７５８１２１．８１７９７５ 16141119915123.47889
’４２１
１４３１
１３６’
産業）１１１９９８３６１１１３７０５１１３．９１５５０３１ 57320
14266
19374125339130.8
髄子部品 32886141055
1472971172518
24.8113680 18226125547140.2
総ｉｉｌ. 17.1176686179475 53741170801131.7
注）1983年は１＄＝￥237.52,1984年は１＄＝￥236.95．
出所）『ibi子工業年鑑』1986年版より作成。
表２世界の嗣子産業生産シェア（1984） (単位：％）
アメリカ｜ヨーロッパ’’１木’総計＊
10.2 9.9 28.1 14.1民生 川
)|］
39.0 17.3 43.7 100
65.9 72.1 35.8 60.8産業 57.9 29.2 12.9
31.6
21.9
100
電子部品’50723.81,7617.8 36.1 25.1１００
iｉｌｌ５ａ４ １００１２４６ １００ 100 100総 100
出所）表１より作成。
表３欧州耐子産業の業種別生産・il1峨（1982～88）（単位：％）
産業川 合計
金額
（]000s）
一へ－J
lIII認.綴Ｍ１Ｍ通信Ｍ川部品コンピユーク
２０．１
２４．４
２５．２
２７．９
３０．１
１１．４
△８８６
八８２４
Ａ
器
－
１
０
８
１
８
７
皿
祀
０
機
－
１
１
３
３
２
１
４
３△△
１
９
７
３
０
６
２
５
．
．
．
．
．
．
６
９
９
８
９
９
９
４
２
１
八
△
差(],塞
襲l幽霊～|仲懲内
議{[,窒
支＄
８
３
５
４
３
６
８
４
４
０
０
０
●
■
０
２
２
２
２
２
４
△
△
20.9
19.2
13.7
13.1
12.4
38
３５６
３２４
０
８
６
５
２
６
８
２
．
．
．
．
．
．
６
８
２
１
７
７
７
５
３
３
２
２
１
１
１
７．５
６．０
１０．８
９．７
９．１
２．１
△１０１９
八７０９
１６．４
１６．３
１７．２
１７．０
１７．１
６．１
△６３８
八３５０
lOO
100
100
100
100
14395
15596
15500
17141
20360
△2603
△4106
注）(1)予測IiII，(2)年平均。
出所）ノＷｃﾊﾉﾉﾉ/0s〃Ｙｂα)．Ｂ･･ん。／ＷＣｓＺＥｌ()DPCα〃Ｅ/cc/)Ｄ"ｊｃｓＤａ(αＺ９８５より作成。
１１０
表４産業川12丁機器の生産シェア（1975～82）（単位：％）
日本｜合計欧州13力|玉Ｉ アメリカ
1975１９８２１１９７５１９８２１１９７５１９８２１１９７５１９８２
通信機器
計測・制御機器
コンピュータ
および関述
その他
合計
lOO
100
100
100
100
８．１
7.2
13.8
11.6
10.2
lOO
100
100
100
100
41.1
43.6
30.0
30.4
38.0
34.5
46.4
26.9
25.2
32.9
51.5
49.8
56.3
58.1
52.9
57.4
46.4
59.2
63.3
56.9
７．３
6.6
13.7
11.4
９．１
出所）『嗣子工業年鑑』1985年より作成。
表５欧州''１嗣子産業の対IEl米貿易収支（1978～81）（ili位：1000＄）
対アメリカ 対1１本 合 計
1978１９８１１１９７８１９８１１１９７８ 1981
産
民
合
業
生
用
用 △2,140
９９
△2,041
△4,044
△４
八4,048
△４４１
△1,617
△2,058
△1,220
△3,220
△4,440
△2.581 △5.264
ﾊ1,518
Ａ4.099
△３．２２４
△8.488
注）(1)西独，，仏，英，伊，剛，ベルギー，ルクセンプノレグ，スウェ
ーの10カ国。
出所）表４に同じ。
デン，スイス，ノルウェ
図１電子製品貿易の予測（1982～92）
（ili位810億フラン）
賀のシェアと貿易収支とについてゑて承よう（表３）。
ここからわかることは、①電子部品、とくに民生用の
シェアが漸減傾向にあるのに対し、産業用は比重を高
め
て
い
る
。
②
貿
易
収
支
に
つ
い
て
は
、
こ
の
産
業
用
の
な
か
で、通信と軍需のみが貿易黒字を挙げており、その他
の四部門はいずれも赤字である。七五’八二年の変化
を承ると（表と、最大黒字部門である通信機器でさえ
も世界におけるシェアは七ポイント近くの大幅減とな
っ
て
お
り
、
産
業
用
全
体
で
み
て
も
、
三
八
・
○
％
か
ら
三
出所）Mackintosh（Ｌ，EjuPα"sio)2,4/l7nov､1983)．
ｴｴｴ第４章ヨーロッパlibi子脈業と日本企業の池１１１
亡ｈｉｉＬ
218
336
■ '1982１１ 992
垣焉■1mＩ
7ﾇﾘｶ１１本ヨーロッパ その他
ＵＩＬの半導体TlJ場（1978～90）二・九％へと五％減となっている。
この結果、貿易収支の赤字増大の加速化が懸念されている（表５、図１）。民生用の赤字は、ほぼ一○○％対日貿易
によって生じているのに対して、産業用のそれは、主として対米貿易によっている。だが近年対日赤字の比率が墹大
傾向にある（七八年の一七％から八一年の二三％に）。
電子部品の弱さ半導体世界市場の成長をふると（図２）、米日の急激な仲びに比較して、ヨーロッ．〈のそれは大
幅に低く、格差はますます拡がる傾向にある。半導体のうち、ＩＣ（集穣回路）の生産・消費のシェア、および最終
用途別シェアについて承ると（表６，７）、日米とは逆にヨーロッ．〈は、一七％の生産シェアに対して、消費は二○％
にのぼり、輸入がこの格差をうめている。用途別消費シェアでは、コンピュータと電気通信の二部門が日本のそれを
上まわっており、ヨーロッパ嗣子産業において相対的に力が注がれている分野がうかがえる◎とはいえＩＣのうちで
図２
１ ８
(Ｆ/"α"ｃｉａノＴ/"ｌｅｓ)．所）ＭＯＴＯＲOＬＡ
図３ＭＯＳ記価素子の世界市場シェア
､
（1980～86）
１１１所）Ｆ/"α"c/αノＺＷ)les．
ＩＩｚ
、、、
40％
44％
ナ
蕊鰯露鰯
59％
６１０億1ﾜレ
￣
５￣
`Ｉ、
３￣
２
I￣
0１ lPFLj;lljij鰯
､Forcc【lst
鱗
Con1panic
▼
アメリカ
１１本
Ｓ
ヨーロッパ
そのｲＩＩｊ
1980１９８２１９８４１９８６．
表６１Ｃの生産・消費シェア（1982） (単位：％）
アメリカ日本ヨーロッパその他 〈ロ 計
生
消
産
賀
棚
額 3０
２６
1７
２０
1００
１００
5０
４９
３
５
出所）DimitriYpsilanti，“Ｌ'Industriedessemi-conducteurs,'’ｉｎＬ'０６scγ"α/c"γｄｃ
ノ'OCDEjanv、１９８５（Ｐ)ＤＺ)/'"Jcs6co"o')"ｑｌに，３avrill985，ｐ､18）●
表７１Ｃの最終用途別内訳（1982）
最終川途 地域別構成比
合計(％）
'00万ﾄﾞル％｜アメリカロ本ヨーロッパＩ
コンピュ－’
通信機器
事務・産業川機器
民生用機器
公需・皿需川
合計（１）
平均
３
８
５
９
１
１
２
１
lOO
100
100
100
100
２，７３６
２，１７６
１，９７０
２，６１４
1,340
11,836
２
８
７
２
１
０
３
１
１
２
１
０
１
８
０
１
１
２
７
７
４
３
９
９
２
４
０
０
１
３
５
８
７
１6１２２ 1００
注）(1)ＯＥＣＤ諸国のみ。
出所）表６に同じ。
しとくに技術水準の高いＭＯＳ（金属酸化膜半導体）記憶
素子市場シェアの推移を承ると（図３）、一九八六年にわ
ずか四％にすぎず、日米との格差は著しい。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
劣
位
欧
州
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
・
メ
ー
カ
ー
の
国
際
的
地
位
の
低
さ
は
、
企
業
ラ
ン
キ
ン
グ
を
承
る
と
明
瞭
で
あ
る
（
表
８
１
表
巴
。
さ
き
に
ゑ
た
欧
州
電
子
産
業
の
産
業
用
への特化を反映して、欧州勢の進出がめざましいのは通
表８世界の通信機器メーカー（1984）
（単位：１０億フラン，１＄＝ＦF8.7）
企業 国鯖売上げ高
米
米
西独
加
仏
米
スウェーデン
ｐ
ＵＷ
災
１
２
３
４
５
６
７
８
９
ｍ
ＡＴＴ
ＩＴＴ
Ｓｉｅｍｅｎｓ
ＮｏｒｔｈｅｌｌＴｅｌｏｃｏｍ
Ａ１ｃａｔｅｌ－Ｔｈｏｍｓｏｎ
ＧＴＥ
Ｅｒｉｃｓｓｏｎ
ＮＥＣ
Ｐｈｉlｉｐｓ
Ｐｌｅｓｓｙ
38.6
19.3
13.8
12.6
12.0
10.3
10.0
５
６
２
●
●
●
８
６
５
出所）Ｌ'Ｅ”α"sjo"’８/l2nov､1985.
''３第４章ヨーロッパ耐子産業と日本企業の進出
信メーカーである。の】の日のロの》しＨ・号の』‐曰丘・日の。□（○ロー言８庁の］と日げ・日の。□の通信部川が一九八五年に合併）、回国・‐
のｍ・Ｐｂ巨］ぼの．ｐの①の『と、世界一○大企業のうちの半分を占め、その売上げ合計の四割弱に達している。稲機に
移ると、句漣団□の．段の日のロの、○○国と一○社中一一一社、売上げ合計の一一四％に低下するが、なお健闘しているといわね
ばならない。エレクトロニクス産業の将来をになう、コンピュータ、半導体の先端部門にいたると、欧州勢の劣勢は
覆い難いからである。すなわちメーンフレーム・メーカー上位一○社のうちに欧州勢で顔を出すのは、凶のＢｇｍ－
社にすぎず、一一○位までに拡げても、○」弓の三》、ロ］］『閂○田が加わるにすぎない。半導体においては式ｒｂに厳しく、
表９世界のfE機メーカー（1984）
（1＄＝ＦF8.7）
業国織(NIMEltHj)(棚'↓蓼ﾝ）企
米
米
ロ
Ｈ
ＵＭ
西狐
ｌＡＴＴ
２ＧＥ
３松下
４日立
５Ｐｈｉｌｉｐｓ
６Ｓｉｅｍｅｎｓ
７１ＴＴ
８束芝
９Ｗｅｓｔｉｎｇｈｏｕｓｅ
ｌＯＣＧＥ
288.7
243.1
173.9
160.8
155.2
144.７
１２１．８
９７．６
８９．２
７４．１
＋１１，９１０
＋19,836
＋８，７７８
＋６，１５０
＋３，０１０
＋３，３６６
＋３，８９７
＋２，１３６
＋４，６５４
＋７９７
米日米仏一皿
出所）Ｌ'Ｅ”α"s/0"’８/2１ 1985.
表１０世界のコンピュータ・メーカー（1984）
（１＄＝ＦF8.7）
業国鯖(ｌｉＭｌ望;j÷，)(締L雪ﾝ）企
ＩＢＭ 米
DigitalEquipment米
Ｂｕｒｒｏｕｇｈｓ 米
ControlＤａｔａ 米
ＮＣＲ 米
富士通E1
SperryCol･')． 米
Hewlett-Packard米
ＮＥＣＦＩ
Ｓｉｅｍｅｎｓ ｉｌＬｉ）uI
Wallg 米
日立’三I
OlivettiDI
Apple 米
Honeyｗｅｌｌ米
Ｂｕｌｌ仏
Xerox 米
ＡＴＴ 米
ＤａｔａGeneral米
ＩＣＬ 災
１
２
３
４
５
６
７
８
９
，
，
ｍ
ｍ
ｕ
嘔
皿
Ⅳ
７
４
３
８
５
３
７
４
３
２
６
６
９
６
２
７
７
７
０
●
●
０
０
０
０
●
●
●
●
●
●
●
●
①
●
●
６
４
９
２
２
０
０
９
４
４
１
９
７
６
５
３
３
１
０
０
８
５
３
３
３
３
３
２
２
２
２
１
１
１
１
１
１
１
１
１
３ ＋５７，４６０
＋４，２５１
＋2,138
＋２７６
＋２，９９１
＋３，１９８
＋２，３３６
＋５，８０５
？
？
＋２，０１４
？
＋１，４６７
十９１０
？
－４８６
？
？
＋６８４
＋354
1985)．
1８
１９
２０
川所）Datamation（Ｌ'EJrPα"s/o"，８/２１nov．
1１４
句ロ冨ｂのの糸が一○社中に入り、段の日のロのがかろうじて一四位につけるにとどまる。
さらに半導体メモリーの欧州メーカー上位六社の売上げ合計は、アメリカ上位五社のそれのわずか一六％、日本１
位五社の二％という寂しさである。
表１１１UILの半導体メーカー（1983）
（ili位：
保護主義の伝統
ヨーロヅ。〈嗣子産業のこうした立遅れをもたらした最大の要因は、端的に言って以下の諸点にわたる保謹主義的な
SlOOO）
国繍 ｿl5-しげｉＩ９１ｉ
ｌ,６３８
１，５４７
１，４１３
１，１８１
９８３
９１７
８７５
７７５
６８８
６００
５０５
５００
企業
独
米
米
日
日
日
剛
米
米
日
日
米
米
日
日西
Ｔｅｘａｓｌｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ
Ｍｏｔｏｒｏｌａ
ＮＥＣ
Ｉ１立
束芝
Ｐｈｉｌｉｐs(1)
NatiollalSemiconductor
Intel
滴二l2jDh
松下
AdvanccdMicroDevices
Fairchild
三菱
Ｓｉｅｌｎｅｎｓ
三沖
１
２
３
４
５
６
７
８
９
ｎ
ｎ
ｕ
旧
皿
嘔
440
333
329
注）(1)Signctics（米の子会社）の8435000を含む。
11｣所）Dataquest（Ｆ/"α"c/(zノ２７１"Cs)．
表１２半導体メモリーの欧州メーカー（1984）
（11i位：81000）
企業（国鰯）売上げ高｛''１び率84/83(％）
Inmos（災）１５０l57
Siemcns（iﾉMll）５０７２
Thomson（仏）４７６３
Stantel３１１９
ＳＧＳ（伊）２５６７
Matra-Hal･iｓ（仏）１９９０
１孜州合計３２２９３
アメリカ」:位５社
日本上位５社
1,959
2,832
砲
昭
一
河
世界合計 4,791
出所）Dataqucst（Ｆﾉﾉﾉα"c/αノＴｉ"ｌｅｓ)．
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主要|玉|別シェア（1982～85） (単位：％）
民生
一一へ
8２８５
部品
一～－
８２８５
通信
〆－－－
８２８５
凧需
一一
8２８５
合計
一一一
８２８５
29.7
11.9
13.1
８．５
２．８
１００
28.6
11.8
11.7
６．９
３１
１００
30.3
18.7
17.2
７．２
８．８
１００
10.7
33.2
31.5
８．９
４．０
１００
11.4
32.3
30.9
９．８
４．４
１００
21.4
16.5
22.6
10.8
３．８
１００
21.2
16.3
22.9
11.8
３．４
１００
30.2
19.0
16.6
７．８
８．６
１００
25.7
19.8
18.8
10.0
５．８
１００
26.0
19.4
18.3
10.0
６．１
１００
8288
10.8
8103
９８
９．５
13678
１７．８
15339
１１２
１８．０
14817
１０６
１７．４
76742
１００
9560
12.5
9713
102
11.4
14003
１８．２
85035
１１１
１００
国別シェア（1982～83） (単位81000ドル）
民生
一一一へ
8２８３
部品
--
82８３
通信
--
82８３
合計
一一一
8２８３
虹需
一一一
8２８３
１３６８
２００７
八６３９
3360
3135
２２５
３５１７
３２９１
２２６
１６２７
２４９８
△８７１
1149911962
1022611239
１２７３７２３
６５９１６９５６
９７３２11062
△3141△4106
692
115
577
786
110
676
１４７１
１８８１
△４１０
487
372
115
589
381
208
１６６３
２３３２
八６６９
249
216
３３
２３５
３０２
八６７
２９１
１９９６
△1705
２８２
２０６５
△1783
639
479
160
662
536
126
355 474
９２
５４６
１９０
356
2515
1875
６４０
510
186
324
２３５
１２５４
△1０１９
２６１
９７０
八７０９
１３２７
１９６５
△６３８
１４７６
１８２６
Ａ３５０
４９３２
７５３５
△2603
５５３７
７３１１
へ1774
８７
２６８ 382
3141
1322
1819
2364
1902
４６２
3202
1243
1959
４７６８
８８４６
△4078
４８５９
８５５５
ﾊ3696
11211
13657
△2446
11575
13791
ﾊ2218
43608
52663
△9055
40891
49809
△8918
い○含まれな
ピ
ヘ
ー
ヴ
ィ
ア
に
あ
る
と
い
っ
て
よ
い
。
市
場
の
細
分
化
電
子
部
門
に
お
け
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
生
産
シ
ェ
ア
は
、
す
でに承たように（表と、
世
界
の
ほ
ぼ
四
分
一
を
占
め
て
い
る
。
こ
れ
が
さ
ら
に
一
○
数
カ
国
の
市
場
に
細
分
化
さ
れ
て
お
り
、
日
、
米がそれぞれ四分の一、
二
分
の
一
の
シ
ェ
ア
を
も
ち
つ
つ
、
一
国
市
場
を
形
成
し
て
い
る
の
と
は
、
大
きく異なる。
こ
の
細
分
化
さ
れ
た
欧
州
の
市
場
（
表
Ⅲ
、
ど
の
う
ち
で
、
最
大
は
ド
イ
ツ
で
あ
り
、
全
休
の
四
分
の
一
強
を
占
め
る
が
、
世
1１６
表１３１次州霜子機器生産の
コンピュータ
ー￣
８２８５
事務
-－－
８２８５
Ilill御・計測
一二￣へ
8２８５
医療・産業
－－－
８２８５
33.6
22.9
12.9
６．９
５．５
１００
33.6
22.4
11.8
６．５
５．４
１００
33.9
17.4
９．３
１０．２
８１
１００
西ドイ
イギリ
フラン
ィタリ
オラン
欧州１４力
24.8
17.2
20.3
15.1
５．６
１００
25.5
17.5
20.0
13.3
６．４
１００
33.6
24.4
5.9
12.8
14.8
１００
34.2
17.0
6.8
13.6
20.0
１００
29.8
17.5
11.9
10.6
９．１
１００
ツ
ス
ス
ア
ダ
国
金額(]00万ドル）
指数(82＝100）
構成比
10804
１４．７
3391
４．４
3788
１１２
４．５
19008
１３３
２２．４
2722
３．５
2430
８９
２．９
11832
１０７
１３．９
14296
１８．６
出所）Mzcﾙﾉﾌﾞﾉﾉ０s〃Ｙｂα)･ＢＯＯルＺＯ８５より作成。
表ｌ４ＭＭｌｌ電子機器貿易の主要
|汽
卜拳！;ｌｌｌ
Ｒ１ｉ熟
し饗溌
に議潔
裳；’二-－１：ＷＷｌｌ署fLL空;iii
西ドイツ輸出
輸入
収支
イギリス輸出
輸入
収支
490
480
１０
418 1724
1254
４７０
1844
1277
５６７
619
248
670
263５２５
△１０７ 371 407
211 239
167
７２
２９８
４０７
△１０９
２１４
４８２
△２６８
1１６１
１１０４
５７
1200
1195
５
1５１
６０
輸出
輸入
収支
６５７
９１９
△２６２
７３２
９２７
△１９５
１９３
２０１
△８
1537０ ７５
４３３
△３５８
フランス
197４８４
△４１４ △４４
欧州14カ国輸出
輸入
収支
1853
1279
５７４
１６０３
２４６５
△８６２
１４８５
２５３６
△1051
５６２１
５８４３
△２２２
6014
5950
６４
1833
1263
５７０
メリヤの数字は注）スペインの民生用機器には，’二川貿易地域であるカナリーii片胤，セウタ，
出所）表１３と同じ。
界
全
体
で
は
六
％
に
す
ぎ
な
い
。
英
、
仏
が
こ
れ
に
つぐ大市場であり、伊、
さ
ら
に
蘭
を
加
え
た
こ
れ
ら
主
要
五
カ
国
が
欧
州
電
子生産の八割を占め、
の
こ
り
の
国
々
の
市
場
は
微
た
た
る
も
の
に
す
ぎ
な
いｏ多
す
ぎ
る
規
格
一
九
五
八
年
に
欧
州
経
済
共
同
体
（
Ｅ
Ｅ
Ｓ
が
発
足
し
、
こ
れ
ま
で
各
国
ご
と
に
細
分
化
さ
れ
た
一
国
市
場
に
替
わ
る
、
広
大
な
共
同
市
場
創
出
を
め
ざ
し
た
。
た
し
か
に
工
業
製
耐
に
対
す
る
平
均
七
・
五
％
に
の
ぼ
る
関
税
は
域
内
で
は
撤
廃
さ
れ
、
少
な
く
と
も
七
○
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年
代
前
半
に
い
た
る
ま
で
は
、
自
由
貿
易
に
よ
る
域
内
取
引
の
増
大
は
い
ち
じ
る
し
か
っ
た
と
い
え
る
。
だ
が
嗣
子
産
業
に
つ
い
て
は
、
共
同
市
場
に
よ
る
ス
ケ
ー
ル
・
メ
リ
ッ
ト
を
享
受
し
う
る
に
は
い
た
ら
な
か
っ
た
。
自
動
車
部
品
等
い
（１）
くつかの分野ではローマ条約（節一○○条）にもとづく規格の標準化がすすめられたが、エレクトロニクス製ロ川に対し
て
は
各
国
政
府
ご
と
に
要
求
す
る
規
格
や
規
準
は
、
あ
い
か
わ
ら
ず
複
雑
か
つ
お
び
た
だ
し
い
数
に
の
ぼ
っ
た
ま
ま
で
あ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
ぱ
あ
い
二
つ
の
異
な
っ
た
方
式
が
共
存
す
る
。
フ
ラ
ン
ス
は
ソ
連
と
の
共
同
開
発
に
よ
る
の
①
日
日
方
式
を
採
用
し
た
の
に
対
し
、
独
、
英
を
は
じ
め
他
の
国
と
は
勺
＆
方
式
を
採
り
、
し
か
も
そ
れ
ぞ
れ
の
国
で
わ
ず
か
ず
つ
の
相
述
が
あ
る
。
日
本
が
通
産
省
の
指
導
に
よ
っ
て
、
一
九
六
○
年
に
ア
メ
リ
カ
と
ほ
ぼ
同
一
の
方
式
（
Ｎ
Ｔ
Ｓ
Ｃ
）
を
採
用
し
、
こ
れ
に
よ
り
ア
メ
（２）
リカ市場への参入が容易になり、スケール・メリットを十分発揮しえた事実とは、対照的である。勺三国ｂのはヨーロ
（３）
シバ各国ごとの仕様を糸たすために、一○○以上の異なったタイ．フのテレビを生産せざるを得ない。
図４テレビとｖＴＲの普及率（1945～85）
ひ／
／〃
1００
8０
6０
4０
2０
０
く
1９４５’５５’6５’７５’８５
川所）Ｍ・Ellglish，“TheEuropeanlllforlnation
Techllologyllldustry,，，ｉｎＡ・Jacquemin
ed.,Ｅｌ()．o/)Ｃａノルル‘"s/)．y：Ｐ!/Z)ﾉﾉｃＰｂﾉﾉｃｙα"(Ｊ
ＣＣ)｡/)oraZcSZ)．α'cgy，１９８４，１).２４５．
図５１人当たり家電支出額（ドル）
74.80
フヌリカ
0.66％
’1本
0.84％
ヨーロツノマ
0.51％
(ＧＤＰ比率）
川所）図４と同じ。
1１８
〆7J、「ワゴ、
図６ＩＢＭを除く主要コンピュータ
メーカー（1979）
□'111ﾉﾘメーカー
保
守
的
メ
ン
タ
リ
テ
ィ
ー
こ
の
規
格
過
多
の
底
に
は
、
欧
州
企
業
の
行
動
様
式
を
規
定
し
て
い
る
保
守
的
、
停
滞
的
メ
ン
タ
リ
テ
ィ
ー
が
検
た
わ
っ
て
い
る
と
い
っ
て
よ
い
。
と
く
に
家
雨
業
界
で
は
、
欧
州
各
国
と
も
－
’
二
社
が
国
内
市
場
を
独
占
し
、
そ
れ
ぞ
れ
目
社
製山叩には他にないユニークな特長を持たせて個性を主張し、互いにテリトリーを侵さぬよう努める。多品種小量生産
（５）
が
根
炊
く
残
り
、
且
型
産
化
時
代
に
は
安
易
に
対
応
し
な
い
。
テレビとＶＴＲの齊及率の推移を承ると（図４）、日米に比して立上りが遅く、かつ拡大がゆるやかであることがわ
也
沖
変
立
伽
か
る
。
家
髄
に
対
す
る
支
出
も
低
い
（
図
５
）
。
民
生
川
を
は
じ
め
、
一
般
に
新
製
品
に
対
す
る
消
川
塾
Ⅸ
土
そ
束
一
一
一
Ｎ
日
宮
費
者
嗜
好
は
低
く
、
市
場
の
急
速
な
拡
大
は
望
め
な
い
。
情
報
化
社
会
の
中
心
を
な
す
ビ
デ
オ
テ
ッ
ク
ス
の
先
端
技
術
に
お
い
て
も
、
フ
ラ
ン
ス
が
弓
の
岸
の
］
を
開
発
す
れ
ば
、
イ
ギ
リ
ス
は
淳ののけの］を、西ドイツは国氏の。ご吋日汁の門といった具合である。
ま
た
新
製
品
の
承
認
は
、
そ
の
規
準
が
各
国
ご
と
に
わ
ず
か
ず
つ
異
な
っ
て
お
り
、
場
合
に
よ
っ
て
は
一
一
一
六
カ
月
も
か
か
る
こ
と
も
あ
る７
０、-ノ
ljfHJJiii1-I半'１＃その他ＣＩＩ－ＨＢ(Bull） ＝IＣＬ
水イギリスフランス
出所）English，ｏ’ｃﾉﾉ.，
lLiﾄﾞｲﾂ
).２３０
費
者
嗜
好
は
低
く
、
市
場
の
急
速
な
拡
大
は
望
め
な
い
。
他
力
で
は
ヨ
ー
ロ
ッ
。
〈
に
伝
統
的
な
階
級
意
識
や
硬
直
し
た
労
使
関
係
等
の
保
守
的
メ
ソ
タ
リ
テ
ィ
ー
が
、
生
産
性
や
仙
質
の
向
上
に
対
し
て
大
き
な
ブ
レ
ー
キ
と
な
っ
て
い
る
。
近
年
不
況
の
長
期
化
や
日
系
企
業
の
進
出
に
伴
い
、
こ
れ
が
徐
々
に
変
化
し
つ
つ
あ
る
と
は
い
え
、
と
く
に
日
本
に
比
し
て
は
な
お
そ
の
ハ
ン
デ
ィ
は
大
き
い
。
官
公
需
へ
の
過
度
の
依
存
自
律
的
な
市
場
拡
大
の
制
約
ゆ
え
に
、
メ
ー
カ
ー
、
と
く
に
産
業
用
機
器
メ
ー
カ
ー
は
い
き
お
い
宮
公
需
へ
の
依
存
を
深
め
ざ
る
を
え
な
い
。
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
ぱ
あい、民族系は自国市場にとどまり国境は越えられない（図６）。○ロー出口Ｓちに
切
目
）
は
ご
く
小
規
模
な
例
外
に
す
ぎ
な
い
。
（６）
そ
の
も
っ
と
も
顕
著
な
例
が
通
信
機
器
で
あ
る
。
も
と
も
と
政
府
規
制
が
強
力
な
部
門
で
あ
っ
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表１５欧州電気通信TlJ場（1985～90）（11i位：１０億フラン）
機柧 1985(1) 1990(1)1980
局川交換機
搬送製lilH
LMX交換機
テレックス・エレファックス
氾話機
合計
３
７
９
５
６
０
５
１
９
２
４
５
９
０
０
７
２
１
１
３
１
帥
犯
〃
ｎ
ｍ
ｍ
１
注）(1)1984｣|ｴにおける子１１(lIIilro
出所）Ｌ'ＵＳ/"ｃ」ＶｏｌｌＤｃﾉﾉc，ｌ４ｊｕｉｎｌ９８４．
表１６ＥＣ川lMl工Ｉ別デジタル交換機極
機柧企業国籍イギリス西ドイツフランスイタリアオランダ
英
米・ベルギー
四独
伊
仏
仏
スウェーデン
蘭
○ＳｙｓｔｅｍＸ
ＩＴＴ１２４０(1)
ＥＷＳ－Ｄ
ＰＲＯＴＥＯ
Ｅ１０
ＭＴ２０/25
ＡＸＥ１０
ＰＲＸ(3)
ＧＥＣ・Ｐｌｅｓｓｙ
ｌＴＴ
Ｓｉｏｍｅｎｓ
ｌｔａｌｔｏｌ
ＣＩＴ－Ａｌｃatol
'ｒｈｏｍｓｏｎ
Ｅ１･icssoll
Philips
２○
○ ○(2) ○
○○
○
○ ○(2) ２○○
各国採用機価数
機極
２
アイルラ
ンド
２ ２３３
アンマー ペノレギー採用国数〃企業国籍
英
米・ベルギー
四独
伊
仏
仏
スウェーデン
閑
ＧＥＣ・Plessy
ITT
Siomens
ltaltcl
CIT-Alcａｔｃｌ
Ｔｈｏｍｓｏｌｌ
Ｅｒｉｃｓｓｏｎ
ｌ'ｈｉｌｉｐｓ
SystemX
ITTl240(1)
ＥＷＳ－Ｄ
ＰＲＯＴＥＯ
Ｅ１０
ＭＴ２０/２５
ＡＸＥｌＯ
ＰＲＸ(3)
１
４
１
１
２
１
５
１
○(2)
○
○○
各国採/}]機剛数 ２１１
注）(1)ＩＴＴのペルギー子会社ＢＴＭ（BellTclol)holloManufacturing）の大WNな参加に
よる。
(2)ＩＴＴは子会社をiLiドイツ（SEL-StandardElcctrikLorenz）とイタリア（Face）に
有する。Ericssollは子会社をイタリア（Fatme）に有する。
(3)ＡＴＴとPhilipsの提携により，５ＥＳＳ－ＰＲＸが加わる。
'1｣所）Ｌ'ＵｓﾉﾉlcjVOﾉｲＤＣノル，１４juinl984；〃んc/)Ｄ'1/ｃｊＶＣｌＵｓ等から作成。
１２０
た
が
、
と
り
わ
け
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
の
ぱ
あ
い
に
は
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
、
半
導
体
に
お
け
る
国
際
競
争
か
ら
と
り
残
さ
れ
た
反
動
か
ら
、
最
後
の
砦
と
し
て
、
各
国
政
府
と
も
、
独
自
の
規
格
を
強
め
て
自
国
メ
ー
カ
ー
の
手
厚
い
保
護
育
成
を
は
か
っ
て
き
た
。
こ
の
結
果
、
た
と
え
ば
将
来
通
信
部
Ⅲ
で
も
っ
と
も
成
長
が
予
測
さ
れ
る
局
用
交
換
機
（
表
ど
の
各
国
当
局
の
採
用
し
た
規
格
は
、
八
つ
の
多
く
に
の
ぼ
っ
ている（表皿）。西ドイツ郵政省（□口己の８．の庁）の研究州発担当官は、こうした規格を通した政府調達のコントロール
に
つ
い
て
、
次
の
よ
う
に
指
摘
し
て
い
る
。
「
各
国
郵
電
省
は
、
自
由
に
機
材
を
購
入
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
。
た
と
え
ば
連
邦
郵
政
省
に
と
っ
て
は
、
新
規
附
入
資
材
が
既
存
通
信
網
の
設
備
と
の
間
で
、
互
換
性
を
有
す
る
こ
と
が
決
定
的
条
件
で
あ
る
」
。
こ
う
し
て
外
国
仕様の機器を別の国のそれに改造するための費用と時間とは膨大なものになり、そのうえ改めて、政府の認可を得る
た
め
の
手
順
を
典
す
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
「
全
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
市
場
の
一
割
を
抑
え
る
力
が
、
国
内
市
場
の
半
分
を
守
る
よ
り
よ
ほ
ど
得
な
は
ずだが、メーカーは後者を選ぶ。より安易だから……」（オリベッティのＯＡ・通信磯器担当本部長）ということになる。
一九七○年代をつうじて国際競争力を低下させてきたヨーロッパ鬼子産業は、八○年代に入って職種的な生き残り
戦
略
を
展
開
し
つ
つ
あ
る
。
民
生
川
、
産
業
川
、
電
子
部
口
叩
の
三
部
川
ご
と
に
、
そ
の
劣
勢
を
も
た
ら
し
た
要
因
は
ど
こ
に
あ
っ
た
の
か
、
そ
し
て
そ
れ
を
ど
の
よ
う
な
方
向
か
ら
乗
り
越
え
よ
う
と
し
て
い
る
の
か
を
概
観
し
て
み
よ
う
。
（７）
民
生
用
機
器
民
生
川
機
器
の
世
界
市
場
に
お
い
て
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
は
ア
メ
リ
カ
と
並
ぶ
広
大
な
市
場
を
有
し
て
い
る
（
表
Ⅳ
、
昭
）
。
ア
メ
リ
カ
と
同
様
、
民
族
系
メ
ー
カ
ー
の
競
争
力
の
低
さ
か
ら
大
幅
な
輸
入
を
ゆ
る
し
て
い
る
と
は
い
え
、
机
対
的
に
は
ア
メ
リ
カ
よ
り
優
位である（生産／需要を承るとアメリカ四○・一一一％に対して、ヨーロッ．〈は六四・五％）。ヨーロッ。〈の底力を予測させると
い
っ
て
よ
い
。
そ
の
一
例
は
テ
レ
ビ
で
あ
る
。
一
九
八
四
年
に
日
系
企
業
は
世
界
市
場
で
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
九
五
％
、
三
○
○
○
万
台
を
供
給
し
た
の
に
対
し
て
、
テ
レ
ビ
は
、
一
六
○
○
万
２
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
生
き
残
り
戦
略
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表１７１U:界の民生脈|Z子|幾器のTlj場シェア（1980）
（ili位：１０億ドル，％）
要 生 産開
金額シェア 金額シェア
12.4
14.0
６．０
５．８
ア
ョ
日
そ
メリカ
ロツノ〈
木
の他
32.5
36.5
15.7
15.2
１００
５．０
9.0
16.2
８．０
13.1
23.6
42.4
20.9
△、
'二！ 38.2 38.2 1００
出所）ＮＲＩ（日本Ｈ易振Dl1会『Ｗ:生をI(hける欧州砿業』1984年，ｌ).５９)．
表１８民生川機器の|ﾉl訳（1983） (ili位：％）
日本ヨーロツノ〈 アメリカ
蕊~「伸び率
△2.2
ハ８．２
７．７
33.1
割合 剛 △、にＩ 私－
２
４
７
５
１
７
７
６
←
、
丘
一
・
・
・
０
０
０
●
●
び
一
Ⅱ
皿
別
調
⑬
７
０
３ ２
１
｜
Ｉ
’ 割合｜イ''１ぴ率
カラーＴＶ
白Ａ((ＴＶ
ＶＴＲ
ピデオカメラ
ピデオディスク
ラジオ
カーオーディオ
ハイファイ
フォノグラム（合ﾗｼﾞｵ）
ラジカセ（ポータブル）
テープレコーダ，デッキ
ゲーム（ビデオ他）
35.0
2.7
19.3
１．７
０
４
４
１
５
６
３
９
２
１
４
５
０
●
●
●
●
０
０
●
●
□
●
●
４
３
６
２
６
３
９
１
４
３
３
７
３
１
１
４
５
７
５
０
０
８
６
３
５
０
７
０
●
●
●
●
●
●
０
０
０
０
０
８
０
３
３
１
１
７
１
０
７
０
４
２
２
１
１
９
０
５
８
９
０
９
３
７
５
８
４
０
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
０
３
７
８
１
４
７
５
４
７
５
７
２
八
１
２
３
八
八
八
１
八
１
４
６
７
３
２
２
５
●
０
０
０
０
●
●
４
５
６
２
５
５
１
１
７
５
９
０
２
６
８
０
０
０
０
０
０
０
３
１
１
２
０
５
ｌ
△
△ ４
４
４
０
●
●
３
８
２
△４．８
台
で
四
○
％
の
シ
ェ
ア
に
と
ど
ま
っ
た
。
と
く
に
ヨ
ー
ロ
ッ
。
〈
卯
朋
市
場
に
お
い
て
は
、
日
系
企
業
〃
の
シ
ェ
ア
は
わ
ず
か
一
五
％
に
（８）
１
１
す
妾
」
な
か
っ
た
。
Ｖ
Ｔ
Ｒ
、
ざ
、｜らにはＣＤプレーヤーなど
一の「先端」部Ⅲにおいては、
１
５
日
系
企
業
の
圧
倒
的
シ
ェ
ア
を
仏
許
さ
ざ
る
を
え
な
い
も
の
の
、
Ｍ｜咄諏札た廓汕諏餓
ｍｗ“州勢が健闘しているといえ
Ⅷ皿るＣ
ｌ「｜叶琳》酬紳》糊蛎
万
妬
皿
珈
力
式
の
存
在
で
あ
る
。
現
在
ョ
汁抓岬－ロッ。〈には弱小企業を入
而れて一一一五社ものメーカーが
合金耐乱立しえるほど、市場は細
１２２
（９）
分化されておｈソ、口Ｈ系企業の得意なスケール・メリットを発揮しにくい。
第一一に住環境の相違から、ブラウン管の標準規格が一三インチ以上と大きい。日本勢は、小型には得意だが、大型
の技術は出遅れた。アメリカの弓日嗣○衿とともに、日ロ・日の。Ｐ而宮］ぢの両社は東芝の開発よりはるかに早く、
（⑩）
大型ブラウン管の技術的難点を克服したし」いわれる。
第三に、そしてこれが決定的な要因といえようが、関税障壁がある。関税率はＶＴＲの八％、テープレコーダ七％、
（ｕ）
ＣＤプレーヤー九・五％（八四年以降一九・○％）と比較して、テレビのばあいには一四％の高率であった。さらに一
九八三年、日本はＥＣとの間で「天気予報」の形による、ブラウン櫛輪川の自主規制に同意した。一九八一一一年の上限
（脳）
は中型大型符で九○万本であった。永｛たフランスは、厳しい対日輸入枠を適用している（八四年八万四○○○台）。こう
して一九八三’八四年に、日本の対米テレビ輸出が七○万台から一二○万台へと四一一一％の増加をみたのに対して、対
（旧）
欧輸出では、逆に八一万九○○○（口から八一万一一一○○○台へと○・七％の減少となった。
欧州テレビ・メーカーの健闘は、たんにこうした保護主義的措置によって守られたからではない。のちに（第四節）
改めてとりあげるように、日系企業の対欧進出をにらんだ勺冨］５ｍ》弓ロ・日の。□両社による欧州市場再編の動きが本
格化するにつれ、カラーテレビ生産の積極的展開がよられるにいたったからである。ＢｐＱＢｍ・ロは以下の成果を誇っ
⑪生産台数急増による昼産効果。一九八四年に一一五○万台を生産し（世界市場の七％、館五位、欧州では一一五％）、一
○
○
万
台
／
年
と
い
わ
れ
る
脳
拙
分
岐
点
を
大
幅
に
凌
駕
し
え
た
。
と
は
い
え
日
本
で
は
一
工
場
三
○
○
万
台
体
制
が
存
在
し
て
い
る
の
（旧）
に対して、西独五、仏一二の計八工場で一一五○万台生産であるから、いまだハンディは残っている。
②
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
化
に
よ
る
組
立
時
間
の
短
縮
。
一
九
七
三
年
の
一
六
時
間
が
、
一
九
八
○
年
に
は
四
・
五
時
間
に
短
縮
さ
れ
た
０ （Ⅵ）
ているｏ
⑥
ブ
ラ
ウ
ン
管
の
内
製
化
。
テ
レ
ビ
の
製
造
コ
ス
ト
の
三
分
の
一
を
占
め
る
た
め
、
価
格
引
下
げ
に
大
い
に
寄
与
す
る
。
こ
の
た
め
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年産一五万台というイタリアの小規模メーカー、ＮｇＰｍの〕ですらこの内製化をはかっている。曰ぽ・日の○口は、くぽの。‐
。
＆
。
Ｈ
社
を
買
収
し
、
二
年
以
内
に
年
産
三
○
○
万
本
体
制
の
達
成
を
計
画
し
た
。
ま
た
新
た
に
七
一
セ
ン
チ
管
開
発
に
成
功
し
、
勺匡］ざのに対してやや水を開けた。「われわれは日本流コストを達成できよう」（家電本部長）、そして「小型管分野で
も日系企業に挑戦したい」（テレビ事業部長）。
側
シ
ャ
ー
シ
ー
の
デ
ジ
タ
ル
化
。
と
く
に
部
品
の
Ｉ
Ｃ
化
が
前
提
で
あ
り
、
こ
れ
に
よ
っ
て
シ
ス
テ
ム
化
を
は
か
る
。
こ
の
面
で
は
一九八四年に言呉○厘旨のの名で企業化した勺嵐園ｂのに一日の長がある。これはマイコン内蔵によってビデオテック
ス
、
プ
リ
ン
タ
ー
、
電
話
、
テ
レ
ビ
受
像
を
同
時
に
備
え
た
シ
ス
テ
ム
器
で
あ
る
。
（冊）
⑤欧州放送連醐による□い‐宮口・句ｐｐｐの什方式と呼ばれる共通テレビ規格の採用（八五年六月）。これまで而口］と
の①８日の一一方式が並立してきたが、放送衛星を用いた高品位テレビ画像の受信（ＴＶｌＨＤ）のために統一規格を定
め
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
結
果
、
カ
ス
タ
ム
ー
ｃ
を
は
じ
め
、
部
品
生
産
に
お
い
て
量
産
効
果
を
発
揮
し
う
る
こ
と
に
な
っ
た
。
な
お
ハ
イ
ヴ
ィ
ジ
ョ
ン
・
テ
レ
ビ
Ｔ
Ｖ
ｌ
Ｈ
Ｄ
に
つ
い
て
は
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
主
導
す
る
日
本
の
言
吊
の
方
式
が
先
頭
を
切
っ
て
お
り
、
一
九
八
九
年
（Ⅳ）
に
通
信
衛
星
を
打
ち
あ
げ
て
実
用
化
す
る
予
定
で
あ
る
。
だ
が
曰
ぽ
・
日
の
。
□
と
勺
嵐
属
ｂ
の
の
技
術
陣
に
い
わ
せ
る
と
、
こ
の
冨
匡
の
の
方式によるブラウン管は高価にすぎ、「生産歩閉りがきわめて恐いため、価格引下げの望永はない」。英国のある機関
の
予
測
に
よ
る
と
、
Ｔ
Ｖ
Ｉ
Ｈ
Ｄ
の
需
要
は
一
九
九
○
年
に
八
○
○
億
フ
ラ
ン
と
さ
れ
る
が
、
欧
州
勢
に
も
ま
だ
十
分
チ
ャ
ン
ス
は
残
さ
れ
て
い
る
。
曰
ぽ
・
日
の
目
の
一
研
究
者
は
、
そ
の
理
由
を
、
「
画
像
の
品
質
は
巨
偉
の
①
と
さ
ほ
ど
変
わ
り
な
い
が
、
技
術
的
に
は
問
題
が
少
な
い
。
さ
ら
に
□
ロ
ー
富
ｇ
は
既
存
テ
レ
ビ
で
も
受
信
可
能
で
あ
る
」
と
説
明
し
て
い
る
。
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
に
つ
い
て
は
、
こ
の
よ
う
に
欧
州
復
権
の
チ
ャ
ン
ス
は
残
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
Ｖ
Ｔ
Ｒ
や
Ｃ
Ｄ
に
つ
い
て
の
厳
し
い
状
況
は
、
日
系
企
業
の
対
欧
進
出
と
の
関
係
か
ら
改
め
て
と
り
あ
げ
よ
う
。
（咽）
通
信
機
器
一
九
八
四
年
一
月
の
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
分
割
か
ら
は
じ
ま
っ
た
通
信
・
情
報
産
業
の
世
界
再
編
の
う
ね
り
に
洗
わ
れ
て
、
ヨ
ー
ロッパ通信市場の基轤も大きく変わろうとしている。エアバスやアリアンヌ・ロケットのように、国境を越えた欧州
1２４
－壷lL電fimwQ9Li2￣雌竜(2)珪至(1)と扉襄
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（別）
鬼
気
通
信
分
野
に
お
け
る
欧
州
協
力
の
例
と
し
て
は
以
下
の
よ
う
な
計
画
が
あ
る
。
ＤＣローシ］・日の］と岸巳什の』との間で一一一年にわたりつづけられた、共通「モジュール」の附発。これは、イタリ
ア
の
デ
ジ
タ
ル
交
換
機
可
・
け
の
。
と
フ
ラ
ン
ス
の
口
ご
と
の
間
で
の
共
通
部
口
叩
の
製
造
で
あ
る
。
欧
州
標
準
規
格
の
作
成
は
短
期
的
に
は
実
現
し
な
い
。
そ
れ
に
か
わ
る
共
通
部
品
開
発
を
進
め
る
現
実
主
義
的
行
き
方
と
い
え
る
。
②欧州一一六カ国による共同通信衛星連用機関たる同日の］のｇの本部が．くりに設置された。
③
光
フ
ァ
イ
バ
ー
に
よ
る
「
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
動
脈
」
の
建
設
。
こ
れ
は
通
信
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
の
せ
て
、
全
ヨ
ー
ロ
ッ。（的規模の通信回線計画に発展する可能性がある。
最
後
に
、
第
三
に
、
政
府
調
達
市
場
の
相
互
公
開
。
「
わ
れ
わ
れ
は
市
場
の
一
○
％
ま
で
公
開
す
る
用
意
が
あ
る
が
、
そ
れ
は
相
互
性
を前提とする。はじめは二国間協定が好ましい」（仏、通信総局長）。フランスは、手はじめに八四年の初め、ドイツ企
されたヨーロッ。〈通信産業は、その生き残りをかげた厳しい選択を迫られている。
新しい方向の第一は、いうまでもなく規格の標準化である。欧州二六カ国（人口四億人）が加わるＣＥＰＴ（欧州郵
政通信主管庁会議）はこれまで恒常的な集まりを持つことはなかったが、新たに常任事務局を．くりに設置することを決（、）
め、通信規格（発信》口、公共サービス機関の番号、ファクシミリ、テレックス、移動無線）の標準化に取り組むことになった。
そ
し
て
八
五
年
末
に
、
雨
気
通
信
網
接
続
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
の
設
定
鎚
準
の
共
通
化
を
早
め
る
こ
と
で
原
則
合
意
を
ゑ
た
。
嗣
話
器
、
モデム（変復洲装概）、ファックス、ＰＢＸ（榊内嘔話交換機）、ピデオテックス端末等を共通化することによって、ス
（”）
ケール・メリットを実現し、かつ錘跳争を促進しようとするものである。
第二に、研究開発の協力である。一九八一一年にヨーロッ．〈諸国は、研究開発に五一一億六○○○万ドルを投じたが、
ア
メ
リ
カ
は
六
七
億
ド
ル
、
日
本
は
わ
ず
か
一
九
億
ド
ル
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。
ア
メ
リ
カ
に
匹
敵
す
る
資
金
を
投
じ
な
が
ら
、
そ
れ
が
各
国
ご
と
に
細
分
化
さ
れ
て
い
る
た
め
に
、
十
分
な
成
果
を
達
成
で
き
な
い
で
い
る
。
「
協
力
の
長
期
目
標
を
簸
定
す
べ
き
で
あ
る
」
（
Ｂ
，
（羽）
Ｔ〈云長）。
1２６
（加）
ただ市場開放については根強い不安が広がっている。すなわち、①』もし市場開放が、う士ふくすすめられなかったら、
すでに進出している非ヨーロッ。〈企業を利し、結局は通信ヨーロッ。〈を解体させてしまう恐れがある。②さほど開放
化
さ
れ
ず
、
か
え
っ
て
櫛
叫
の
複
雑
化
と
過
重
負
担
と
を
促
進
す
る
だ
け
に
終
ろ
う
。
③
も
し
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
規
模
の
企
業
の
創
出
に
対
し
て道を開かないとすれば、利祐はない。市場の交換ではなく、真の産業協定でなければいけない。その好個の例が、
の
Ｃ
ｓ
と
呼
ば
れ
る
移
動
式
無
線
爾
話
計
画
で
あ
り
、
一
九
八
三
年
末
、
仏
、
独
の
政
簸
当
局
は
公
開
入
札
を
お
こ
な
い
、
仏
独
共
同
邪
フ
ラ
ン
ス
が
こ
の
よ
う
に
政
府
調
達
の
公
開
に
熱
心
な
の
は
、
後
述
の
国
有
化
政
策
に
起
因
し
て
い
る
。
Ｃ
Ｇ
Ｅ
の
子
会
社
で
あ
る
○弓‐し］・異の］が、かつての競争相手弓団・日の。□の通信部門を吸収してシ］・呉の民‐弓丘・日の○口となり、フランス通信メ
ー
カ
ー
は
一
礼
体
制
に
な
っ
た
（
八
五
年
）
。
こ
の
た
め
フ
ラ
ン
ス
は
国
内
市
場
を
開
放
し
て
、
競
争
を
刺
激
せ
ざ
る
を
え
な
く
な
っ
た
の
業に対して二○万個の電話器を発注した。また英仏間で局川交換機の一○％ずつの相互交換を計画している。すなわ
ち、フランスはｏｐＯと勺］ののの『の開発したの『の庁の日禺を購入し、他方、目は白目‐し］・日の］のロ］○を賀入れる、
半
導
体
今
日
欧
州
Ｉ
Ｃ
市
場
は
世
界
で
も
っ
と
も
競
争
が
激
し
く
、
供
給
メ
ー
カ
ー
の
数
は
、
日
、
米
進
出
企
業
を
含
め
て
、
五
（”）
○社ほどにのぼる。米の四○社、日本の一二○社に比べて絡段に多い。現在欧州の半導体生産の半分強が外資系による
（邪）
と
推
定
さ
れ
、
八
一
年
の
供
給
シ
ェ
ア
で
は
、
米
系
六
○
％
、
日
系
九
％
、
欧
州
系
三
一
％
で
あ
っ
た
。
こ
の
う
ち
デ
ィ
ス
ク
リ
ー
ト
半
導
体
で
は
欧
州
系
が
六
○
％
程
度
を
碓
保
し
て
い
る
も
の
の
、
Ｉ
Ｃ
で
は
六
○
％
を
米
系
に
に
ぎ
ら
れ
、
欧
州
系
は
三
五
％
で
あ
る
。
米
日
に
対
す
る
欧
の
技
術
的
立
遅
れ
が
あ
き
ら
か
で
あ
る
。
（”）
「
今
や
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
出
番
な
し
に
芝
居
は
減
じ
ら
れ
て
い
る
」
。
欧
州
半
導
体
産
業
の
こ
う
し
た
深
刻
な
立
遅
れ
の
原
因
は
国
ご
と
に
事
情
が
異
な
る
た
め
に
、
概
括
す
る
の
は
困
難
で
あ
る
。
だ
が
以
下
の
点
を
指
摘
す
る
こ
と
は
で
き
よ
う
。
業体がこれを落札した。
半
導
体
今
日
次
川
Ⅳ
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
（郡）
である。
ヨーロッパImjl子･産業と１１本企業の進出第４章1２７
表２０米半導体企業の対欧進出
最初の
欧州進Ⅱ｝ 現在の工場数進出企業 技術提挑先
年｜国’-11(｜拡散｜jMl立
英
仏
英
1959
1970
Tcxaslllstrumellts
Motorola
NationalSemiconductor
llltel
GI，ＩＴＴ，Mosteketc．
１
１
１
３
２
１
６
１
２ Ｔｈｏｍｓｏｎ，Philips
Eurotcchnique（Thomson）
Matra-Harris，Philips，Siemells
６
出所）『世界のfbi子工業』1981年，日本ff易振興会『再生』ｐｐ､9-10，’三1卿リサーチセンター『わ
が国の対欧産業協力」1983年，ｌ)p､l84-85等より作成。
第
一
に
、
早
く
か
ら
米
系
企
業
の
対
欧
進
出
が
み
ら
れ
た
た
め
、
欧
州
メ
ー
カ
ー
へ
の
技
術
移
（調）
転
の
機
会
が
失
わ
れ
た
。
一
九
六
○
’
六
五
年
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
が
日
本
と
同
様
に
半
導
体
市
場
へ
の
参
入
を
試
糸
た
と
き
、
ア
メ
リ
カ
は
技
術
力
と
圧
倒
的
な
市
場
シ
ェ
ア
と
を
武
器
に
、
す
で
に
独
占
的
地
位
を
誇
っ
て
い
た
。
半
導
体
の
開
発
に
は
、
売
上
げ
の
二
’
三
割
を
た
え
ず
研
究
開
発
投
資
に
振
り
向
け
る
必
要
が
あ
る
。
欧州各国政府は、こうした巨大な開発投資負担をまぬがれ自国の民生、産業用の
需
要
に
応
え
る
た
め
に
は
、
米
系
企
業
の
欧
州
進
出
を
認
め
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
七
○
年
代
を
通してアメリカ企業の対欧直接投資は急増することになり（表、）、八○年代に入る
と日系企業の進出がつづいた（雛四節を参照）。
（細）
第
二
に
、
研
究
開
発
に
あ
た
る
研
究
者
、
技
術
者
の
絶
対
数
が
不
足
し
て
い
る
。
ま
た
そ
れ
が
、
大
学
や
大
手
嗣
気
メ
ー
カ
ー
に
集
中
し
て
お
り
、
近
年
す
す
め
ら
れ
て
い
る
研
究
開
発
計
画
が
、
そ
う
し
た
集
中
を
ま
す
ま
す
加
菰
し
て
い
る
。
さ
ら
に
生
産
現
場
に
お
け
る
熟
練
工
の
数
も
十
分
（犯）
ではなく、微細技術の集積を要する半導体生産の発展に対して大きな障害となった。
館三にアメリ力のように、リスキーな投資にのり川すべソチャー・ビジネス精神
が
と
ぼ
し
い
。
一
般
に
国
と
企
業
間
の
関
係
が
密
接
な
た
め
、
新
規
参
入
は
閉
ざ
さ
れ
、
か
つ
政
（羽）
府
か
ら
の
資
金
援
助
を
得
る
の
が
困
難
だ
っ
た
た
め
で
あ
る
。
館
四
に
、
日
本
と
同
様
に
、
半
導
体
生
産
が
既
存
の
大
手
電
機
メ
ー
カ
ー
に
よ
っ
て
お
こ
な
わ
れ
る
が
、
日
本
と
異
な
り
、
積
極
的
な
マ
イ
ク
ロ
・
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
化
を
は
か
る
動
き
は
最
近
ま
で
き
わ
め
て
に
ぶ
か
っ
た
。
オ
ラ
ン
ダ
の
勺
ゲ
罠
冨
は
、
真
空
管
メ
ー
カ
ー
か
ら
出
発
し
て
、
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
ー
、
半
導
体
メ
ー
カ
ー
へ
の
転
身
に
成
功
し
た
唯
一
の
総
合
霜
機
メ
ー
カ
ー
1２８
表2ｉ欧州企業の米半導体企業買収
出資比率欧州企業（投資年） 米半導体企業
AdolfSchindling
Bosch（1077）
CIT-Alcatel
Ferranti（1977）
ＧＥＣ
Ｌｕｃａｓ（1977）
NationalEnterpriseBoard（198]）
Philips（1975）
Schlumberger（1979）
Siemons（1977）
Ｓｉｅｍｅｎｓ
Ｓｉｅｍｅｎｓ
Ｓｉｅｍｃｎｓ
Ｓｉｅｍｃｎｓ
Ｓｉeｍｅｎｓ
Ｔｈｏｍｓｏｎ（1985）
MerlinGerin（1985）
SolidStateScientific
Amel･icanMicrosystems
SemiProcesslnc･
Interdesign
Cil･ｃｕｉｔＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙ
Ｓｉｌｉｃｏｎｉｘ
ｌＮＭＯＳ
Ｓｉgnetics
Fairchild(1)
ＡｄｖａｎｃｅｄMicroDevices
DicksonAssociates
FMC
MicrowaveSemcollductol・
ＴｈｒｃｓｈｏｌｄＴｏｃｈｎｏｌｏｇｙ
Ｌｉｔｒｏｎｉｘ
Ｍｏｓtｏｋ
Ｔｅｌｍｏｓ
５
０
５
５
５
０
０
５
０
０
０
０
０
０
０
３
０
０
２
２
２
２
０
０
２
０
０
０
２
０
０
０
２
０
０
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
注）(1)1986年富士通が買収発表。出所）Ｍ､English，ｏ’ 〕､241，他。c〃
（型）
だ
と
い
え
る
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
お
い
て
は
、
時
代
の
波
に
乗
り
遅
れ
た
企
業
で
さ
え
も
、
自
国
市
場
の
「
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
チ
ャ
ン
ピ
オ
ン」としてとどまりえたのである。
だ
が
三
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
革
命
」
の
進
む
な
か
で
、
生
き
残
り
をかけたヨーロッ．〈の対応は一九七○年代後半から本格化
し
た
。
次
節
に
ゑ
る
よ
う
に
、
各
国
政
府
、
Ｅ
Ｃ
委
員
会
は
、
欧
州
エレクトロニクスの再興をめざして、意欲的な研究開発、
産業政策の雛定に本腰を入れはじめた。
産業政策の直接のにない手たる企業の側も、日米に対す
る技術の立遅れを取り一尺すために、職種的な経営姿勢を示
すにいたった。
まず筑一に、欧州半導体生産の中心である、大手稲機メ
ーカーは、その資力を注いでアメリカに進出し、アメリカ
の中小半導体メーカー買収に乗り出した（表別）。その目的
は、①アメリカの進んだ技術を手に入れ（仏の石油探査会社
の。ご日弓の侭の引による可昌ｏ三口買収を除く）、②同時にアメ（郷）
リカの広大なＩＣ市場へのアクセスを狙ったｊものであった。
買収の波は一九七七年に頂点にたっしたが、その後も続い
ている（表皿）。句臣］ごｍは①碕口のｄｏの買収（一九七五年）
によって、世界第六位の半導体メーカー（一九八三年、単独
第４章 ヨーロッパ嗣子産業と日本企業の進出Iｚ９
七
○
年
代
末
よ
り
欧
州
各
国
政
府
は
、
半
導
体
・
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
研
究
開
発
援
助
を
目
的
と
し
た
産
業
政
簸
を
本
格
化
し
た
。
よ
う
や
く
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
革
命
の
重
要
性
に
め
ざ
め
、
対
米
技
術
依
存
の
危
険
に
気
づ
い
た
た
め
で
あ
る
。
（刑）
主要国の採用した産業政策は、以下のようであった（表塑を参照）。
イ
ギ
リ
ス
一
九
七
九
年
に
登
場
し
た
サ
ッ
チ
ャ
ー
政
権
は
、
労
働
党
政
権
時
代
の
介
入
的
産
業
保
護
政
策
を
改
め
て
規
制
緩
和
を
（州）
打ち出した。だが、情報技術産業については積極的姿勢をしめし、一九八○年には、情報技術担当大臣を新設した。
そして、コンピュータと電子産業の調査のために、産業省は缶嵜昌委員会を設置し、一九八一一年九月に高度情報技
では一一一一位に落ちる）の地位を占める。最近経営の悪化した三・の示丙を買収した（一九八五年）日ロ・日の○口は、現在世
界半導体市場一％のシェアを、一九九○年までに三倍の一一一％にまで引上げることを狙っている。この買収に対しては、
①
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
用
メモリー専門企業ゆえ、競争が激しく、②アメリカがもっとも激しいＩＣ不況に見辨われているた
め
、
き
わ
め
て
危
険
だ
、
と
の
批
判
が
あ
が
っ
た
が
、
こ
れ
に
対
し
て
曰
ぽ
・
日
の
目
の
会
長
は
、
「
生
産
設
備
、
一
連
の
特
許
、
技
術
能
（弧）
力
、
さ
ら
に
は
世
界
第
一
の
市
場
で
の
顧
客
を
、
望
外
の
他
（
七
一
○
○
刀
ド
ル
）
で
手
に
入
れ
ら
れ
る
」
と
喜
ん
だ
の
で
あ
る
。
第二に、米、日の半導体メーカーとの提携・技術交流を深めて、先進技術を入手することである。最大の目的は、
膨大な開発資金の負担を暇減する点にあるといってよい。その一例が、宮口什日と閂員の］》円き日の○口と言・け。Ｈ・］ｐ
の
間
の
欧
米
提
携
で
あ
る
。
ま
た
、
東
芝
に
よ
る
技
術
供
与
を
う
け
て
而
宜
］
召
の
と
皿
の
日
の
口
の
が
そ
れ
ぞ
れ
４
Ｍ
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
と
１
Ｍ
Ｓ
Ｒ
Ａ
Ｍ
の
開
発
を
一
九
八
八
－
八
九
年
ま
で
に
お
こ
な
う
と
い
う
日
欧
提
携
が
あ
る
。
総
額
五
億
六
○
○
○
万
ド
ル
に
の
ぼ
る
こ
の
（幻）
三のｍｐｂ］四国に対しては、オランダと西独政府がその一一一○％を助成するといわれる。そして最近両社は西独内に共同で
（鍋）
マ
イ
ク
ロ
チ
ッ
。
フ
の
大
型
工
場
を
連
投
す
る
計
画
を
発
表
し
た
。
３
祗
子
研
究
開
発
・
産
業
政
策
の
展
開
I３ｏ
表２２研究・Ｉ)|)光に対する公的援lｿ）（ＯＥＣＤ）
注|玉１ｆ/ｉｌｊＵｌｌｌｌｉｌｉ汁 iiuil１００万ドル
ＣＳＩＲＯ(1)のｌｉＷＷヒ
ガリワムひ素装慨
j超商迎ＩＣのフェーズ１
超商速ＩＣ以外の{Ｊ１究Ｉ)M発
起筒迎ＩＣのフェーズII
fbijii:機，jln信)ⅡＬＳＩ
）超ＬＳＩ
光エレクトロニクス
スーバー・コンピューダ
次世(Ｗｉ業埜雛技術
ESI)1.it(2)バイロットポl1I1ii
マイクＴｌ・エレクト’'二クスiilluli
Esprit
第２次fhl子部,1,,1,計画
研究技術↑`１，fhl子部,lii1，
〃
独技nlliMj会，Ｒ・Ｄｆ１（
サゾミク｢【ン技術
商度Ii1j報技術iillmi
C-MOS製造技術
技術１%１発瀞雛会
1983-84
1981
1978-84
1978-82
1985－89
1975-81
1976-79
1980-91
1982-90
1982-89
]983-84
1982-85
1984-89
1982-86
1974-78
1981-82
1981-84
1984-88
1983-88
1982-85
1980-85
０．６
Ｌ7
341.4
200.5
340.5
180.0
121.2
７７．５
92.3
100.4
１１．４
32.0
744.0
487.0
157.0
110.0
0.9
196.0
308.5
７．０
４１７．３
オーストラリア
力ナタ゛
アメリ力
日本
返済の要【
特別融資（返済ｲ〈要）
ＥＣ
ＥＣ出資分
〃
フランス
iJLiドイツ 企業等へのＲ・Dlzlyj
イギリス
ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ
スウェーデン
盗材・給与費
技術短大向補助金
注）貸付やi(llil1Mz等の形をとるため金額はIE脈ではない。またＲ・Ｄ賀のみを特定できない，
包ｲﾊﾞ的なiil･画の一部をなすぱあいもある。
(1)CommollwelthScientificandlndustrialRcsoarchOrganisation．
(2)Eul･Cl)callStratcgicProgl･ａｍｍｅｌｏｌ･RcscarchalldDevolol〕ementilllnformatioll
Tcchnologles・
出所）Ｙｌ)silanti，ｏ’ｃﾉﾉ.，ｐ､２２．
（、）
術計画をまとめた報止口書が出た。
こ
れ
は
、
日
本
の
節
五
世
代
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
開
発
計
画
や
そ
れ
に
匹
敵
す
る
ア
メ
リ
カ
の
動
向
に
対
す
る
、
イ
ギ
リ
ス
の対応策を示すものであった。一
九
八
三
年
四
月
に
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
発足が発表され、開発期間五年、
訓
業
規
模
三
億
五
○
○
○
万
ポ
ン
ド
（うち政府が一一億ポンド、企柴が一侭山巡
五○○○刀ポンド）、超ＬＳＩ（大約
規模集械回脇）、ソフトウエア・エ紬
ソ
ジ
ニ
ァ
リ
ン
グ
の
開
発
に
当
た
る
こ
と業
と
に
な
っ
た
。
全
体
で
一
五
三
プ
ロ
ジ
睦子
エクトがあり、企業には五○％、州
ノ
大学には一○○％の補助をお声」なの
〔ノＯ
ヨ
さ
ら
に
、
イ
ー
ギ
リ
ス
の
国
際
競
争
力
瀬
４
向上のためには、マイ〃／ロ・チッ鋪
プの設計・製造を助成する必要が亜
あるとして、一九八四【年三月、
。
「マイクロ・エレクトロニクス産業支援計画」（言】ｑ・の」の○吋・日ｏの片目口の庁旦の巨己己・門庁甲ｏｍ３ＢＢの）が策定され、六年間
（妃）
にわたり一億二○○○万ポソバトが投じられることになった。このうち半分以上が、半導体製造技術の向上にむけられ
る。この三円の句は、「マイクロ・エレクトロニック応用計画」（言ＣＨｏｏ庁、可・ロ｝８缶□葛。§・口勺旦⑩。庁）ととｊｂに一九七
（州）
八年に労働党政権の到もとではじめられ、その後資金を拡大して現在にいたったｊものである。ヨーロッ．（の他の諸国に
比べて、日米との間での技術交流や投資交流において州放的姿勢をとっているイギリスが、研究附発政雛においては、
強力なナショナリストになっている点に注Ⅱしておいてよい。たとえば、シ］ぐ＆委員会において、企業側メンバー
は
す
べ
て
英
系
企
業
で
固
め
ら
れ
て
い
る
。
原
則
と
し
て
米
系
子
会
社
も
計
画
に
加
わ
り
、
フ
ァ
ン
ド
を
受
け
ら
れ
る
が
、
「
調
業
内
容
（Ｍ）
が海外に瀬洩しないよハノに、厳格な保証を要求」（ジェンキン産業大臣）されている。
西
ド
イ
ツ
研
究
技
術
省
は
、
一
九
七
四
年
に
四
カ
年
計
画
を
開
始
し
た
。
そ
の
後
こ
の
計
画
は
延
長
さ
れ
、
一
九
八
一
年
に
マ
イ
ク
ロ
・
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
計
山
と
な
っ
た
。
英
、
仏
に
お
い
て
は
、
当
初
メ
イ
ン
フ
レ
ー
ム
・
メ
ー
カ
ー
で
あ
る
円
い
》
○
ロ
ー
国
切
と
い
っ
た
特
定
企
業
援
助
が
お
こ
な
わ
れ
た
の
に
対
し
て
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
、
研
究
開
発
援
助
を
通
し
て
半
導
体
生
産
の
技
術
強
化
に
（頓）
力点がおかれた。さらに一九八一一年には、マイクロ・エレクトロニクスを用いた企業化可能な製口叩開発計画が施行さ
れ
た
。
そ
し
て
八
四
年
か
ら
は
じ
ま
っ
た
新
五
カ
年
計
画
で
は
、
サ
ブ
ミ
ク
ロ
ン
集
秋
技
術
（
趣
Ｌ
Ｓ
Ｉ
）
の
附
発
を
中
心
に
、
フ
ァ
ク
ト
リ
ー
・
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
、
マ
イ
ク
ロ
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
、
デ
ジ
タ
ル
嗣
話
網
と
光
珈
信
な
ど
の
分
野
で
の
援
助
が
お
こ
な
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
部
品
部
川
に
お
け
る
政
府
資
金
援
助
の
対
象
は
き
わ
め
て
集
中
し
て
お
り
、
一
九
七
四
’
八
三
年
に
、
の
］
の
日
の
口
の
が一一五’一一一○％、レロの‐弓の』の甘口丙の口が一○’一五％、ご口］ｄｏ（勺三『ｂｍの子会社）が一○％であった。
（㈹）
フランスフランスのコンピュータメーカー○・日ロロ己のＱのの冨口○三口の団口］］はいち早く一九五○年代に○口日ロ】口
シ
リ
ー
ズ
の
開
発
に
か
か
っ
た
。
一
九
五
九
年
に
発
表
さ
れ
た
の
：
目
届
ｓ
は
技
術
的
に
は
世
界
の
最
先
端
を
誇
っ
た
が
、
価
格
が
高
す
ぎ
、
経
営
的
に
は
失
敗
に
終
っ
た
。
当
時
の
フ
ラ
ン
ス
政
府
は
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
将
来
性
を
過
少
評
価
し
て
お
り
、
国
産
メ
ー
カ
ー
（灯）
に
対
す
る
財
政
的
支
援
に
は
関
心
を
持
た
な
か
っ
た
。
そ
し
て
政
府
調
達
の
七
七
％
は
目
、
シ
【
が
受
注
し
た
。
こ
の
た
め
民
間
雨
機
メ
ー
1３２
一方ＩＣにおけるフランスの劣勢は解消されず、弓の門口の閂口の可ロ日の三ｍと富・汁。Ｈ・宙の支配にまかされていた。
折
か
ら
晒
話
細
の
展
附
を
計
画
し
て
い
た
郵
電
省
の
強
い
要
諦
も
あ
っ
て
、
一
九
七
七
年
、
政
府
は
部
品
五
カ
年
計
画
を
施
行
し
た
。
グ
ル
ノ
ー
ブ
ル
に
Ｉ
Ｃ
開
発
セ
ン
タ
ー
が
設
立
さ
れ
、
ま
た
、
超
Ｌ
Ｓ
Ｉ
開
発
四
カ
年
計
画
が
発
足
し
た
。
こ
の
と
き
言
呉
日
‐
国
日
風
の
、の日』８口ロロ。（のロ門（ご【月日五一％、米の四四ＨＨ】の四九％）、と同ｐＨ。←の○ロ日＠口の（の日日‐○・官曰五一％、米のｚＰは○日』の⑩且’
カーの○の可と○のロが国巳］救済に乗り出したが失敗に終り、一九六四年にアメリカの⑦ロが買収した。〆その後一
九七○年に⑦同が撤退して四・口のゴの］］が引継ぎ国・ロの弓の旨１口＆］となった。
他
方
フ
ラ
ン
ス
政
府
は
ド
ゴ
ー
ル
の
も
と
で
独
自
の
核
戦
略
を
策
定
し
つ
つ
あ
り
、
水
爆
開
発
に
必
要
な
ア
メ
リ
カ
の
大
型
コ
ン
ピ
ュ
ータ、○・昌３］Ｃ口己の供与を求めたが、一九六一一一年にアメリカはこれを拒否した。
こ
う
し
て
一
九
六
六
年
、
フ
ラ
ン
ス
政
府
は
こ
れ
ま
で
の
姿
勢
を
転
換
し
、
国
産
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
開
発
を
め
ざ
す
、
「
プ
ラ
ン
・
カ
ル
キ
ュ
ル
」
に
着
手
し
た
。
そ
し
て
○
の
口
と
曰
ｐ
ｏ
Ｂ
ｍ
・
口
グ
ル
ー
プ
系
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
メ
ー
カ
ー
間
の
合
併
を
す
す
め
て
、
ナ
シ
ョ
ナル・チャンピオン○口（○・日ｂいい口一のＨ日の目畳・口巳の・・ロー》三・９畳ＰＥ⑩）を発足させ、政府は研究洲発費として五億
八
○
○
○
刀
フ
ラ
ン
を
川
資
し
た
。
ま
た
Ｉ
Ｃ
技
術
の
独
得
は
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
開
発
に
と
っ
て
不
可
欠
と
の
観
点
か
ら
、
部
Ⅲ
メ
ー
カ
ー
の
統
合
も
す
す
め
ら
れ
た
。
一
九
七
一
一
一
年
、
田
富
の
強
大
な
展
開
に
対
抗
す
る
た
め
、
ド
ゴ
ー
ル
の
も
と
で
○
口
は
、
凶
の
日
の
□
の
と
勺
豈
］
ど
の
に
呼
び
か
け
欧
州
迎
合
の
結
成
を
目
論
み
、
三
社
の
出
資
に
よ
る
□
曰
呂
冨
を
設
立
し
た
。
世
界
市
場
の
六
％
、
欧
州
市
場
の
二
○
％
シ
ェ
ア
独
得
を
目
標
と
し
た
が
、
七
五
年
に
フ
ラ
ン
ス
で
一
○
％
を
お
さ
え
た
に
止
ま
っ
た
。
経
営
難
と
指
導
権
争
い
と
が
重
な
り
、
フ
ラ
ン
ス
政
府
が
増
資
を
拒
否
し
た
こ
と
か
ら
、
一
九
七
五
年
、
ご
日
＆
臼
は
崩
壊
し
て
し
ま
っ
た
。
経
営
の
好
転
し
な
い
○
国
の
救
済
を
め
ざ
し
て
、
政
府
は
一
九
七
六
年
、
飾
二
次
「
プ
ラ
ン
・
カ
ル
キ
ュ
ル
」
を
実
施
し
た
。
○
国
は
四○口の弓の崖‐、口］］と合併して○目‐西口となり、国と○のロ（一九七九年に①凹三‐の。日日に縦波）が四七％、四・口の弓の臣
が
五
三
％
を
そ
れ
ぞ
れ
Ⅲ
資
し
た
。
そ
し
て
一
九
七
六
’
八
○
年
に
、
政
府
は
合
計
一
一
一
億
フ
ラ
ン
の
補
助
金
と
四
○
億
フ
ラ
ン
の
政
府
訓達とを与えた。
節`い;ｔヨーロッパf（１）子産業と'１本企業の地'1（1３３
〈ロの官群計画〉ＥＣ委員会は、情報技術産業におけるヨーロッ．〈の立遅れに対して、共同体レヴェルでの対応策を
さぐるため、一九八○年から企業、政府、大学、研究機関などとの間で幅広い検討を重ねてきた。そして八二年五月、
ヨ
ー
ロ
ヅ
ベ
情
報
技
術
研
究
開
発
戦
略
計
画
１
国
三
三
…
…
国
の
…
胃
實
…
〕
…
”
…
…
己
○
三
・
写
日①口ごｐＨ貝・目目・ロ曰の。言・』・囚のの）が提案され、同年一一一月に。ハイロット・プロジェクトの実施が決まり、八四年
・・＆Ｅｏ８Ｈ四九％）の一一社が設立され、仏系の曰け○日の。□と外資系の閃弓○（雲罠ロの）》ヨ》三・庁・片・戸のｏのに並んで
Ｉ
Ｃ
業
界
に
参
入
し
た
。
一
九
八
二
年
に
は
四
年
間
の
第
二
次
部
品
計
画
が
始
ま
っ
た
。
一
九
八
一
年
社
会
党
政
権
の
誕
生
と
と
も
に
、
ほ
ぼ
す
べ
て
の
主
要
雨
機
メ
ー
カ
ー
は
国
有
化
さ
れ
－
業
種
一
社
制
と
も
呼
び
う
る
、
（州）
大規模な活動分野の調整がすすめられた。その結果ＩＣ生産は曰丘・日の。Ｐ巨口計Ｈ口の一一社に統合されることになり、
、臼ヨーの。。＆ロは膨大な赤字を累積している同日・計の９日ｐ口のを、一九八一一一年一月目丘・日の○口に売却した。八一一一年
八月には○○回と曰ロ・目の。□は通信分野に関する調轆をおこない、○○口は通信に、曰ぽ・日の。□は部品、チューブ
部
門
に
ウ
エ
ー
ト
を
置
く
こ
と
に
な
り
、
部
口
叩
に
占
め
る
円
宮
日
の
目
の
地
位
は
大
幅
に
強
化
さ
れ
た
。
一九八一一年のフランスにおけるＩＣ売上げ高の七五％以上は外資系によるものであり、曰ぼ・日の。□》冨呉３両グル
ープの合計は一一○’二五％と推計されている。
一
九
八
二
年
に
は
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
振
興
計
画
が
策
定
さ
れ
た
。
「
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
は
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
未
来
の
経
済
的
武
器だ」とのミッテラン大統領のお墨付きをもらって五年間に一四○○億フラン（うち国家投資分が五五○’六○○億フラ
ン
）
と
い
う
膨
大
な
投
資
を
お
こ
な
い
、
八
万
人
の
雇
用
創
出
を
お
こ
な
う
こ
と
を
目
的
と
し
た
野
心
的
な
も
の
で
あ
る
。
そ
の
手
段
は
、
「連鎖化」（窒雪の）と呼ばれる川上と川下との有機的な給合にあるとされた。研究開発から製造技術、販売、市場調
（川）
杏までの広範な分野を系列化しようというものである。だが分野別而編という厳しい政府の介入に対して、国有企業
（ｍ）
た
る
主
要
メ
ー
カ
ー
か
ら
不
満
の
圭
川
が
高
ま
り
、
一
九
八
四
年
以
降
大
幅
に
自
由
化
が
す
す
ん
だ
。
（、）
Ｅ
Ｃ
と
汎
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
〈ｐｍｂ国什計画〉、
1３４
〈
個
別
プ
画
ジ
雲
ク
ト
〉
①
Ａ
ク
イ
プ
ー
大
規
模
（
五
○
○
万
皿
Ｃ
ｕ
以
上
）
で
「
シ
〆
テ
ム
駆
動
式
」
、
②
Ｂ
ク
イ
プ
ー
小
規
模
（五○○刀ＥＣＵ未淌）で「アイデア駆動式」との二つがある。資金配分はＡに七五％、Ｂに二五％、成立の要件として
①異なった加盟国に属する二つの研究チームと、②商業的目的をもった。ハートナー（域内国企業）の参加が好ましい。
こ
れ
ま
で
四
四
一
件
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
応
募
数
に
対
し
て
一
○
四
件
が
採
用
さ
れ
た
。
屏
官
群
が
ス
タ
ー
ト
し
て
一
一
一
年
を
経
過
し
、
そ
の
間
の
実
績
は
表
刈
に
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
、
情
報
処
理
、
オ
フ
ィ
ス
・
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
の
比
重
が
高
い
こ
と
が
わ
か
る
。
参
加
機
関
で
は
、
累
計
で
一
三
○
○
機
関
近
く
に
の
ぼ
っ
て
い
る
が
、
そ
の
う
ち
多
く
は
複
数
の
異
な
っ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
か
か
わ
っ
て
い
る
。
政
府
関
係
機
関
を
除
い
た
、
大
学
、
研
究
所
、
企
業
数
は
総
計二一○（表妬）である。このうち企業では、欧州情報技術産業の主要メーカーを網羅している。
回
の
官
詳
の
予
算
規
模
は
、
情
報
技
術
部
門
に
お
け
る
共
同
体
全
体
の
研
究
開
発
費
の
わ
ず
か
六
％
に
す
ぎ
な
い
。
だ
が
、
八
八
年
ま
で
二
月
に
Ｅ
Ｃ
理
事
会
に
よ
っ
て
正
式
に
承
認
さ
れ
た
。
（顕）
国のロ門耳の概要は以下のようである。
〈目的〉情報技術部門における日米に対する遅れを、一九九○年代初めまでに解消する。
〈戦略〉①前競争的研究を支援。独創的技術を生糸出し、共同体内での技術移転をすすめる。②選択的、重点的援
助。中心となる「能力」技術として一一一部門（高度マイク陣エレクトロニクス、ソフトウェア技術、高度情報処理）、特定的な
応朋分野として二部Ⅲ（オフィス・オートメーション、コンピュータ利川による製造技術）の合計五部Ⅲが対象とされる（研
究者数ベースでのプⅣジェクトの江部Ⅲ間の内訳は表羽に示される）。
〈参加資格〉共同体内にあって、現在研究開発をおこなっている企業、研究機関、大学。
〈プロジェクト〉①．〈イロット・プロジェクト（一九八三年、一一一一一○○万ＥＣＵ、約二○○○万ドル）、②本プロジェク
ト（一○年）のフェーズー（一九八四’八八年、一五億ＥＣＵ、約一三億ドル）、③フェーズⅡ（八九年！）。資金負担はＥＣ
〈参加資格〉共同伜
〈
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
〉
〔
ト
ロ
○
年
）
の
フ
ェ
ー
ー
と参加企業間で折半。
第４章 ヨーロッパ氾子産業と日本企業の進１１」1３５
表２３EspritのフェーズＩ（研究者数ベース）
年 次
合 ●
『『一虹汕酊
１１２１３１４１５
(23.2）
(20.0）
(23.5）
(20.1）
(13.1）
'86
177
140
210
121
258
３１７
２８１
３１０
２１６
360
343
392
440
215
410
318
441
390
220
456
285
441
100
172
1,670
1,440
1,695
1,450
９４４
マイクロ・エレクトロニクス
ソフトウエア
怖報処理
オフィス・オートメーション
製造技術
８３４１１，３８２１１，７５０１１，７７９１１，４５４１７,１９９（１００）△やロ 計
出所）ＥＣ内部資料。
表２４Espritの進捗状況（1983～85,各年の累績数）
応募件数|採用件数（%)|参加機関数(%)|(語0男糺)(%）
(24.5）
(１５．４）
(２０７）
(23.7）
(15.8）
(206）
(14.0）
(22.8）
(24.2）
(18.3）
(24.2）
(19.3）
(23.0）
(20.5）
(13.0）
142
164
243
195
231
９
７
０
７
８
５
３
５
５
３
263
179
291
309
233
162.0
129.5
154.8
137.2
８６．４
マイクロ・エレクトロニクス
ソフトウエア
情報処、１
オフィス・オートメーション
製造技術
9７５１２４１（100）’１２７５（100）’669.9（100）合計
111所）ＴｈｅＣｏｍｍｉｓｓｉｏｎｏｆＥＣ，Esl)ritReviewBoard，Ｔ"ｅ／V/`-/cγ"ｌＲｃ"/c〃o／ESPγ/'’
1985より作成。
表２５Esprit参力lIl幾関
業 研究所大学 企
ＢＴ，Ferranti，ＧＥＣ，ＩＣＬ，ＩＴＴ,P1essy，ＳＴＣ，Ｔｈｏｒｎ－
ＥＭＩ
Ｆｉａｔ－ＲＣ，Olivetti，ＳＧＳ
Ｂｕｌｌ，ＣＧＥ，Matra，ＲｅｎａｕｌｔＡｕｔｏｍａｔｉｏｎ，ＳＮＩＡＳ
Ｔｌｌｏｍｓｏｎ
ＢＭＷ，Krupl〕-Atlas，Nixdol.f，Sielnells
イギリス ７ 1５ ５
1２
１１
４
ｍイクリア
フランス
３
１
西ドイツ
ペノレギ－
デンマーク
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ
ｵﾗﾝダ
ギリシヘ，
皿
８
４
３
２
１
２
２
０
４
２
３
３
１
４
０
１
１
ＤａｎｓｋＤａｔａｍａｔｉｋ
Ｐｈｉｌｉｐｓ
Ｚ､、
１２１ 2４１６６ 3１
出所）TheECCommission，ＴﾉｶｃハＩｊ(ﾉｰ/c)･"URC"彫(００／ESPγﾉﾉ，１985よ})作成。
1３６
(単位：％）表２６Esprit参加企業へのアンケート（摘要）
全Ｒ・Ｄ費に占めるEspritの
比率
参加機関間の協力関係
25-60％
６．７
5-25％
１８．４
0-6％
４９．１
大変良い良好恐い
４２．８５４．２１．６
Espritなしでも計画は遂行し
えていたか
Espritは貴機関のＲ・Ｄ費を
拡大させたか
Espritは野心的計画を促した
か
汎欧協力は有益か
拡大変わらず縮小できない
０．２５．３７０．０２４．１
大変わらず縮小
９３６．８３２．９９｜｜
拡２一
促した否定
６７．６１５．５
川岬一川蝿一一柚”
こ
一に 中 位
４５．９
あまりない
８．６
中小企業間の協力は有益か ['１位
５３．５
あまりない
18.1
こ
大学や研究機関との協力は有益
力、
共同研究者Ｉ１Ｕの|=1曲な`'111報交換
は
Espritは，欧州技術埜樅を強
化するか
意見なし
０．９
否定
１０．１
有益
８９．０
極めてfＷ良好
３４．１５９．１
あまりない
５．４
否定
１．３
大いに
８５．７
影響なし
１３．０
商品化にかかる期間は 5～１０年
６１．７
5年以内
３６．０
101F以上
2.1
もっとも大きな利益は何か
決定的 中位
５３．７
５０．０
５５．０
あまりない
資金ｍ
企業間協力
研究協力
０
３
５
●
０
０
５
３
２
39.9
46.2
39.9
参加動機 大きい 位 あまりない
技術開発
技術移岻
汎欧協力
製品拡大
イメージアップ
55.8
46.3
55.5
40.7
39.1
０
４
８
７
３
０
●
●
０
●
９
２
２
２
２
２
３
３
２
３
14.6
21.1
11.4
35.8
27.7
５年後に日米に対.す
る当該技術の水準は
欧州研究協力センタ
ー等の設立は
祭しい劣
３９．０４７
優位 位
1０．５ ８
必
１５．５
要 好ましい意見なし
３８．７１１．８
実際的でない
２３．９
必要なし
１０．１
出所）TheECCommission，ｒ加皿/`-tcγ)〃""/ｃｌ０ｏ／Eslbr/'’1985.
ｴ3７第４章ヨーロッパfhl子産業と日本企業の進出
表２７ＥＣの研究|；M発計画
研究プ｢１グラム 川’１１１１内 容｜予算（１００万ＥＣＵ）
'情報技術Ｅｓｐｒｉｔ
核の研究開発
熱核融合
放射線防御と核廃棄物
非核エネルギーの研究・ljM発
バイオテクノロジー
Brite(1)
Stimulation
Race(2)（準備段階）
1984-89 750
０
０
５
５
５
０
０
９
２
７
５
２
６
２
６
１
１
１
1985-89
1985-89
1985-88
1985-89
1985-88
1985-88
1985-86
太'易・バイオ・橋エネ
研修・規Ｉｉｌｌ
産業技術の払礎研究
科学M/,力・交流
電気通信
注）(1)BasedRescarchinllldustrialTechnologiesfol･E11rope．
(2)RescarchalldDevelopmclltillAdvallcedCommuIlicationTechnologiesillEurope・
Ill所）Ｌｃ１ＶＯ！Ll）cノＥＣＯ"oﾉﾉﾉﾉSIC，２８/6/1986.
の五カ年に、前競争的研究向け費用の五○％を固の頁詳がまかなうことに
な
る
、
と
さ
れ
て
い
る
。
一
九
八
五
年
一
○
月
に
、
Ｅ
Ｃ
委
員
会
は
同
呂
Ｈ
辱
の
中
間
レ
ヴ
ュ
ー
を
発
表
し
た
。
そ
の
結
論
で
は
、
①同の官洋の策定は成功し、初期の目的を達成しつつある。②応募案件
の
評
価
、
計
画
遂
行
事
務
、
参
加
者
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
お
い
て
、
い
く
つ
か改善すべき点がある。③固の官群と各国の計画との関係は補完的であり、
大きな紛争は生じていない。④これまでどおり前競争的研究州発に主力を
おくが将来の発展のためには、研究領域の統合刊編をすすめ、さらに集中
的なデモンストレーション・プロジェクトを加えるべきだ、としている。
参加機関（四七七）に対するアソヶート調査の結果（表忽をみると、その
評価はかなり高いといえる。とくに、研究機関同士の協力と欧州技術韮盤
の強化とについては圧倒的な支持が得られている。だが口の白群の節Ｉフ
ェーズ施行後、ヨーロッ。〈の復権は成るか、について日米を超えると答え
た機関はわずか一割弱にとどまり、あい変わらず遅れを取り一尺せない、と考
えるものが半数近くにのぼっている。未来に対する悲観的な見通しが強い。
ＥＣ委員会は、固の頁芹の順調な進行を評Ⅲして、八五年一一月、一九
八九年以降に予定されているフェーズⅡの助成金の交付開始を早め、八七
（鍋）
年からとするよう加盟国に出資要塞叩することになった。
〈閃ロ８計画〉口の官群の好調な滑り出しをみたＥＣ委員会は、研究開
発に関する共同体計画を多様化させるにいたった（表包。これら計画には
1３８
〈研究対象〉①システムの明確な方向性、②ユーザー、サービス業者の要望に応える。①ＩＢＣ網サポートのサブ
シ
ス
テ
ム
、
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
開
発
。
①
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
の
生
産
性
向
山
。
①
ビ
デ
オ
通
信
川
端
末
技
術
。
幻
月
の
資
金
は
か
な
り
小
規
模
な
も
の
で
あ
る
。
だ
が
こ
れ
に
よ
っ
て
、
伝
統
的
に
各
国
ご
と
の
手
厚
い
保
謹
主
義
に
よ
っ
て
細
分
さ
れ
て
き
た
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
而
気
通
信
市
場
が
統
合
に
向
か
い
う
る
な
ら
ば
、
そ
の
意
義
は
き
わ
め
て
大
き
い
と
い
え
る
。
（洲）
〈
回
Ｐ
Ｈ
の
百
計
画
〉
ア
メ
リ
カ
の
Ｓ
Ｄ
Ｉ
（
戦
略
防
衛
枇
仙
）
に
対
抗
し
て
、
一
九
八
五
年
春
、
フ
ラ
ン
ス
の
ミ
ッ
テ
ラ
ン
大
統
領
は
画雇書計画（ご－Ｍツパ先端技術共同州発計画ｌギリシャ語で「われ発兄せり」の意）の柵想を発表した。六月にはＥＣ
一一一カ国に、北欧一一一カ国、オーストラリア、スイスが加わる一七ヵ国が．ハリに集まり、同日の言憲章を採択した。
そ
の
肢
大
の
肌
い
は
、
Ｓ
Ｄ
Ｉ
へ
の
参
加
を
求
め
ら
れ
て
浮
疋
立
っ
た
欧
州
各
国
政
府
と
企
業
と
に
対
し
て
ゴ
ー
ロ
ッ
．
〈
の
結
束
を
う
二つの離川があり、一つは明確な目的を掲げた計画であり、先端産業における技術的遅れの取り一尺し（あるいは優位の
維持）を肌っている。バイオテクノロジー、通信における〈閃口・の〉、核エネルギーの研究開発が含まれる。他の一つ
は、研究者間の情報交換や中小の企業・研究所の汎ヨーロッ．〈活動への参加促進計画である。伝統産業の茶礎研究の
ための〈口叶詳の〉がそれである。
（麺）
一九八五年七月からはじまった〈閃口・の〉（欧州高度通信技術研究開発計画）の概要は以下の通りである。
〈Ｈ的〉ＥＣ諸国の通信業者（ほとんど国営）とメーカー、サービス業者の間で、一九九五年までにＥＣ域内に音声、
デ
ー
タ
、
ビ
デ
オ
通
信
を
搬
送
し
う
る
ｌ
Ｂ
Ｃ
（
蟇
…
国
…
三
○
・
圏
ョ
目
三
・
ロ
ー
総
合
広
帯
域
通
信
）
を
構
築
す
る
コ
ン
（、）
セ
ン
サ
ス
が
得
ら
れ
た
。
こ
れ
に
必
要
な
技
術
ベ
ー
ス
の
雌
立
の
た
め
の
研
究
附
発
を
お
こ
な
う
参
加
盗
絡
は
、
同
の
ｂ
Ｈ
牌
と
同
様
で
あ
る
○
エ
ー
ズ
ー
ロ
九
八
七
’
一
九
Ｌ
Ｂ
Ｃ
網
設
悩
川
の
技
術
洲
発
。
〈
プ
Ｐ
ジ
雲
ク
ト
の
フ
ェ
‐
ズ
〉
①
肌
硴
化
フ
雲
‐
ズ
（
一
九
八
派
‐
八
六
年
〕
ｌ
訓
読
先
、
技
術
州
発
項
目
の
絞
り
込
永
、
②
フ
ー
ズ
ー
（
一
九
八
七
‐
一
九
九
一
年
）
ｌ
Ⅲ
Ｂ
Ｃ
実
験
モ
デ
ル
に
必
要
な
技
術
開
発
、
③
フ
ェ
ー
ズ
Ⅱ
（
一
九
九
二
‐
九
六
年
）
ｌ
‐
節４TITヨーロッパ､i子産業と［1本企業の池１１１1３１
画のプロジェクト
フランスの参加企業 その他の参加企業尋
Ａcorn（英)，OIivetti（伊）
NorSkData（ノルウェー）
Ｔｈｏｍｓｏｎ
ＭａｔｒａＤ.Ｓ、
Solems（CFP-Total）
LectraSy、
Ｄｅｇｒ６ｍｏｎｔ，ＬｙｏｎｎａｉｓｄｏｓＥａｕｘ
ＣＧＰ（ＣＧＥ）
ＭＢＢ（狐）
Efacec，ＥＩＤ，ＬＮＥＴＩ，ＬＵＢＩ（耐）
ＤｏＤａｌｌｓｋＳ．（デンマーク）
Camau（(〃，Losag（スイス）
独，、}，英Quantel，Silas，Alcatel他
ｊｌｌ，脳(，ＥＣ，フィンランド，剛，スウェーデン，スイス
独，襖，フィンランド，剛，ノルウェー，EC
PATechnology（英)，Biokit（四）
Ｓｉｏｍｅｎｓ，Ｓｕｌ)rcllum，Ｋ1.111)l）Atlas，Ｓｔｏｌｌｍａｎ，ＧＭ
Ｄ（狐）
ＧＥＣ（災）
NorskV（ノルウェー）
ＲＴＬＰ（ルクセンブルグ）
ＣＳＥＭ（スイス）
ＣＳＥＭ（スイス）
ＣＳＥＭ，ＣＡＳＡｑＭｊ）
ＳＧＳ（伊)，他英
ＩＮＩ（西)，ＣＳＥＡ（13企業架団）
Plossy（英）Itilltel（（ﾉ1）
ＢＡＥ（災)，他(ﾉ１，狐
ＤＳＭ（蘭)，ＩＣＩ（災）
Battenfed（災）
Ａｋｚｏ（英）
ＩＧＭ（喚）
仏
仏
仏
Ｂｕｌｌ，Ｔｈｏｍｓｏｎ，Ｉｎｒｉａ
Thomson
Aerospatial他
Sesa（CGlD
Electrolliql1o他
Metravib
Matra，ＣＥＡ
Ｍａｔｒａ，Ｓｏｒｍｃｌ他
Eurosoft
CIT-Alcatcl
Aerospatial
ＰＳＡ，U1lisor-Sacilor
Pechney，Ｓ－Ｇ，Elf
Rh6nc-Poulcllc
Alshtoll-A他
つたえることにあった。
「
ス
タ
ー
ウ
ォ
ー
ズ
」
に
よ
っ
て
、
フ
ラ
ン
ス
の
独
自
核
戦
略
が
無
効
化
す
る
こ
と
を
恐
れ
た
た
め
に
他
な
ら
な
い
が
、
同
時
に
ア
メ
リ
カ
へ
の
大
量
頭
脳
流
出
の
危
険
を
避
け
ね
ば
な
ら
な
い
、
と
い
う
汎
欧
州
主
義
の
主
張
で
も
あ
っ
た
。
この榊想の特徴は、
以
下
の
諸
点
に
あ
る
。
す
な
わ
ち
①
「
軍
事
的
、
非
叩
訓
的
応
用
を
伴
う
技
術
計画」（ミッテラン大統
領）である。②「ヨーロ
ッ
パ
が
必
要
と
す
る
、
い
わ
ゆ
る
普
及
可
能
な
技
術
の開発」（キュリァン研
究
机
）
を
お
こ
な
う
。
③
l４ｏ
表２８Eur6ka計
金郷ｉ
(100万Ｆr）
期ｌｌＩＩフランスの
（年）１１１資率(％）ﾌﾟロジェクト
教育，一般向16/32ｂミニ・コン
大容砒（100ｍf）コンパクト（1,3）ペクトノレ．
ミニコン
アモノレファス・シリコンの応月]|)'１発
多層繊維裁断にお|ナるレーザー利)|］
ウルトラ・ミクロフィルターのＩ１ｌＬ1発・製造
ＣＯ２とＹＡＧレーリゴー利川のく完全光氾子＞
機械のフレックスエl』Ｍｉ
ＣＯ２レーザー技術の1J{究・|)１１発（Eurolase1・
協定）
研究所・大学間の情報交換網とデーターバンク
大気汚染の気流監視（Eurofrac）
伴性遺伝病の検診システム
スーバー・コンピュータ（10～30gfl）
300
300
3３
６６
３
５１
２
300
100
300
500
０
０
４
９
５
６
４
５
７
３
５
３
４
５
６
，７
９
．
０
０
８
９
ｍ
Ⅱ
300
160
１７
？
１２ガリワノ､ひ素のＩＣ
１３工租Hf視システム
14ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ｸﾞﾗﾌｨｯｸ
１５人エクill能によるＩＣ'二ImM1検査法
１６１Ｃのにlmll製造法
１７治安川１１，１ロボット
１８ＩＣ製巡ﾊ1マイクロ．リソグラフィー
１９ＩＣカード製造装置
２０動画交換川デジタル交換器
２１企業lII1'111j報交換パイ'コット・システノ、
２２日勤ＪＭ]新素材（Carmat2000）
２３レーザーによる化学jWl縦の破喫
２４部品'二Iuul測定の光fbl子センサー
440
280～525
４０
３６
１５０
７００
７６４
２００
７００
２００
４７５
６０
１０
注）１～１０は，カテゴリーＩで85年７)j決定された。
１１～16は，８５年10ﾉ]のハノーファ会談で決定ざれ詳細は86年に定められる。
１１(所）Ｌ'【ﾉSjr"ｅｊＷｗｃﾉﾉc、
い○八
五
年
一
一
月
、
一
八
カ
国
（
新
た
に
ト
ル
コ
が
加
わ
っ
た
）
が
西
ド
イ
ツ
の
ハノーファに集まり、
口
日
舞
口
の
詳
細
を
討
議
し
、
七
月
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
Ｉ
に
続
く
新
規
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
カ
テ
ゴ
リ
ー
Ⅱ
を
採
択
し
た
。
総
額
三
六
億
フ
ラ
ン
で
あ
り
、
フ
ラ
ン
ＥＣの枠を越えた全ヨ
ーロッ．〈結集をはかる。
④
フ
ラ
ン
ス
が
資
金
の
半
分を負担する、である。
とくに強調された点は、
柔軟性、伸縮性であり、
こ
れ
は
フ
ラ
ン
ス
の
伝
統
的
政
治
姿
勢
の
の
娠
換
だ
と
評
さ
れ
て
よ
八
○
度
節４Ｉ ヨーTIシバIIbU子産業と１１木企業の池１１｝1４１
￣ロのｂＨ拝の。ハイロット・プラン参加を希望した米系企業で、弓弓‐国の行日口のは認められたが、田富はそのソフト
開
発
計
画
が
技
術
面
で
弱
い
な
ど
の
理
由
を
あ
げ
て
拒
否
さ
れ
た
。
だ
が
本
計
画
に
お
い
て
は
田
富
荻
）
は
「
工
場
荷
役
へ
の
人
工
（別）
知
能
の
応
用
」
を
提
案
し
た
。
一
九
八
四
年
に
技
術
公
開
に
つ
い
て
Ｈ
切
言
と
Ｅ
Ｃ
委
員
会
と
の
和
解
が
成
り
、
Ｈ
口
巨
側
か
ら
の
対
欧
接
近
が
増
大
し
て
い
る
。
結
局
技
術
情
報
流
出
の
厳
し
い
櫛
孤
、
と
い
う
条
件
で
受
け
入
れ
ら
れ
た
の
で
あ
る
。
田
冨
は
そ
の
後
列
：
①
へ
の
参
加
も
表
明
し
て
い
る
。
そ
し
て
翌
八
六
年
一
月
の
ロ
ン
ド
ン
会
談
で
は
、
ト
ル
コ
と
ノ
ル
ウ
ェ
ー
と
が
と
く
に
強
調
し
た
共
通
埜
金
の
設
立
は
見
送
ら
れ
、
柔
（”）
戦な組織形態をとることが決まった。すなわち、情報と連絡に当たる事務局（二’一一一年の任期でＥＣ加川国から三名、そ
の他の国から二名とＥＣ代表一名より成る。給与は自国の負担）をストラスブールかブリュッセルに世き、仕事はガラス張
り
と
す
る
こ
と
が
定
め
ら
れ
た
の
で
あ
る
。
八
五
’
八
六
年
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要
は
、
表
邪
の
と
垢
り
で
あ
る
。
さ
て
こ
う
し
た
各
国
の
産
業
政
策
と
、
そ
れ
を
超
え
た
Ｅ
Ｃ
規
模
の
、
さ
ら
に
は
汎
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
規
模
で
の
研
究
開
発
政
策
が
展
開
さ
れ
る
に
つ
れ
、
い
く
つ
か
の
問
題
が
生
じ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
各
政
策
間
の
調
整
、
政
箙
当
事
者
の
権
限
、
利
祐
配
分
の
方
法
等
々
で
あ
る
が
、
も
っ
と
も
敢
要
な
点
は
、
非
西
欧
企
業
の
参
加
問
題
で
あ
る
。
英
、
独
が
韮
本
的
に
は
欧
州
を
越
え
た
協
力
に
開
放
的
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
仏
は
か
つ
て
「
欧
州
産
業
の
出
現
を
有
効
に
助
成
し
う
る
な
ら
、
明
確
か
つ
一
時
的
な
関
税
引
上
げ
を
施
行
す
べ
き
」
と
の
強
力
な
保
護
主
義
的
主
張
を
な
し
て
い
た
。
だ
が
八
三
年
一
一
一
月
の
工
（鍋）
業相更迭以降、開放政雛に娠換した。また欧州復興の強力な主唱者で固のｂＨ群計画の立案者であったダビニョンＥＣ
副
委
員
長
は
八
五
年
一
月
に
退
任
し
た
。
こ
う
し
て
、
本
音
は
と
も
か
く
、
非
西
欧
企
業
の
参
加
承
認
の
方
向
に
む
か
っ
て
い
る
と
い
え
る
０
スがこの半分を負担する。
そ
し
て
翌
八
六
年
一
月
の
［
1４２
図７ＥＣにおける家雨メ 日欧間の経済関係は、日米、欧米関係と比較すると現在でもなお小規模なものにとどまっている。とはいえ、これ
までほとんどマージナルなものでしかなかった日欧貿易が、七○年代央以降急速に拡大することになり、日本の対欧
黒字も年を増大をつづけた。日本にとっての不述は、オイルショックに班過したＥＣ諸国が災川不況と失業の墹大と
に苦しんでいるときに、日欧経済関係が木烙化し、黒字の累状がはじまったことにある。
（川）
この貿易摩擦の墹大とともに日本企業は対欧而扱投資を促された。対欧投資は、対米投資に比べても、輸出商、川の
現地販売網の雅伽を中心とする洲業投資が多く、製造業投資は少ない（一九八三年皮の直接投演染計でゑると、北米一一
力
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一
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●
●
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●
一
●
●
●
●
○
○
○
○
○
●
●
一
○
○
●
●
○
●
Ｉ
●
●
○
●
●
一
●
●
の
●
●
●
４
日
本
企
業
の
対
欧
進
出
と
欧
州
再
編
●
企Ⅱ： Ｏ吸う１，j公１１：
出所）ＣｏｍｍｉｓｓｉｏｎｏｆＥＣ（Mackintosh)，Ｔ"ｃ
Ｅｌ()Ｄ/)C(z〃ＣＯ〃ｓｌ(）"ｃｒＥ/cc/)Ｄ"〃ｓＩ"‘'(s/)γ，
1985,ｃｘ､４．１５．
九
・
二
％
に
対
し
欧
二
○
・
二
％
）
と
い
う
特
徴
を
持
つ
。
こ
の
対
欧
製
造
業
投
資
の
う
ち
、
二
割
が
電
機
で
あ
り
、
非
鉄
金
属
、
化
学
、
機
械
な
ど
を
抑
え
て
首
位
に
立
つ
。
今
日
で
は
欧
州
進
出
の
家
雨
メ
ー
カ
ー
は
、
販
売
会
社
を
中
心
に、多国籍展洲をとげている（図７）。八○年代に入ると、半導体、
音
紳
、
部
Ⅲ
等
の
メ
ー
カ
ー
の
参
入
が
つ
づ
き
、
生
産
拠
点
は
多
様
化
し
て
き
た
（
炎
恕
。
北
米
、
ア
ジ
ア
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
進
川
し
た
地
機
メ
ー
カ
ー
の
地
域
別
比
岐
を
承
る
と
（
表
型
、
在
欧
企
業
の
規
模
は
小
さ
く
、
一
礼
当
た
り
生
旅
柧
で
は
ア
ジ
ア
の
一
○
分
の
一
、
ア
メ
リ
カ
の
六
分
の
一
に
す
ぎ
な
い
。
売
上
げ
で
は
、
ア
ジ
ア
を
抜
き
、
ア
メ
リ
カ
の
四
分
の
一
を
占
め
て
お
り
、
な
お
販
売
活
動
の
比
重
が
高
い
こ
と
が
わ
か
る
。
節４翫 ヨー｢Iシバfbi子産業と日本企業の池１１１1４３
表２９１三1本電機メーカーによる現地生産の対l攻進出（1965～85）
進出年 災 西独 仏 その他｜合計；
1965以前
６６～6９
７０
７１
７２
７３
７４
７５
７６
７７
７８
７９
８０
オランダ１（横河）
スペイン１
（シャープ）
ベルギー２
松下，パイオニア）
１
１
２，
０
０
⑪
（一ｍ叩叩》《”一ｍⅦ》。△扣扣」」オランダ１
（日本電装）
ベルギー１（日東）
１（Sony）2(理化，寺崎）
2(Sony，松下） 1（松下）
1（Sony）
４
１
１
０
３
２
２
１（アイワ）
２（日立，東芝）
２(三菱，三菱）
スペイン１（日立）
アイルランド１
（ソード）
アイルランド１
（富士通）
１（日立）
２
９
０
８
１（村田）
4(瀞,cOJ9き）
3(鰈三洋）
8１
4(昌溌膿）
2(琶學半'ハ）
１（東芝）
1（赤井）２
３
４
８
８
８
2(ﾗﾆﾘﾙ）
2(iiiｺﾞﾚｰ）
アイルランド１
（サワフジ）
３8５
合 ●■■■■■ 11 ６ 1０ 4３1６
出所）各抓資料より作成。
表３０進出電機メーカーの地域別比較（1983）
従業員/社
（人）
生産額/社
（no0万円）
売上げ/社
（100万円）
資本金/社
（100万円）
法人数進出先 （社）
530,216
822,446
８２，２４４
22.1
20.2
12.4
21,734.9
4,057.7
6,340.9
北米
アジア
ヨーロツノ《
７５
２３７
４４
166,552
132,909
３４，１４６
出所）通産省『わが国企業の海外事業活動』1984年版より作成。
1４４
日本企業がその後刊びヨーロヅ。〈参入を試ゑた節二の市場が、カラーテレビである。だがこれも、当初は容易では
なかった。その理由は、①アメリカが日本と等しいＮＴＳＣ方式であったのに対して、ヨーロッ。（には勺巳（英、狐、
他）との①８日（仏）の二方式が共存しており、②ブラウン管は日本と比べて大型が標砿であり、①市場の成長が日米
と
比
べ
て
大
帆
に
遅
か
っ
た
、
に
あ
っ
た
。
日
本
メ
ー
カ
ー
は
勺
口
］
特
許
（
テ
レ
フ
ン
ヶ
ソ
が
一
九
八
二
年
ま
で
所
右
）
左
手
に
入
れ
る
一
（皿）
刀
、
一
一
○
イ
ン
チ
以
下
の
小
型
ス
ク
リ
ー
ン
に
限
る
と
の
規
制
を
受
け
入
れ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。
こうしたハンディにもかかわらず、日本製カラーテレビは、多くの合理化努力（西独、英の半分という労働コストの低
（肥）
さ、ＩＣ大量便川による部、川の一二割減、組立て工程の七’八割をオートメ化、欧州系工場の二倍に及ぶスケールメリット）により、
次
第
に
競
争
力
を
つ
け
、
高
級
耐
市
場
を
抑
え
た
欧
州
企
業
の
間
隙
を
ぬ
っ
て
、
大
衆
品
市
場
へ
の
参
入
を
は
た
し
た
。
（い）
こ
れ
に
伴
い
貿
易
摩
擦
が
激
化
し
、
七
○
年
後
半
に
は
祓
接
投
資
の
時
代
を
迎
え
る
。
テ
レ
ビ
紛
争
は
ま
ず
一
九
七
○
’
七
一
二
年
に
イ
ギリスで問題となった。白黒、カラーテレビ輸出の急墹に対して、日本政府は自主規制を約束させられたが、七五年以
（Ｍ）
降
は
、
実
質
的
に
イ
ギ
リ
ス
の
国
内
新
規
需
要
の
一
○
％
湿
度
の
輸
出
（
口
数
に
日
附
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
他
方
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
も
事
態
は
深
刻
化
し
て
い
た
。
米
政
府
は
国
内
市
場
保
謎
の
強
い
姿
勢
を
打
ち
出
し
た
が
、
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
一
九
七
六
年
に
は
日
本
（“）
からの輸入台数が前年比一四一二％燗の〃集中豪雨“が生じた。七七年日本側は一一一年間の自主規制というＯＥＭ（市場
（Ｍ）
維
持
）
協
定
締
結
に
追
い
込
ま
れ
た
結
果
、
代
替
市
場
と
し
て
の
Ｅ
Ｃ
向
け
輸
出
が
急
増
し
、
新
た
な
火
種
と
な
っ
た
。
フ
ラ
ン
ス
と
イ
パ
に
は
す
て
に
詮
た
め
で
あ
っ
た
。
日
本
企
業
の
対
欧
投
資
は
、
ま
ず
販
売
網
の
整
術
か
ら
は
じ
ま
り
、
一
九
六
二
年
松
下
が
西
ド
イ
ツ
に
進
出
し
、
七
○
年
に
ソ
ニ
ー
が
こ
れ
に
続
い
た
。
他
の
メ
ー
カ
ー
も
七
○
年
代
に
生
産
活
動
を
展
開
し
は
じ
め
た
（
表
巴
。
股
初
日
本
勢
は
、
ア
メ
リ
カ
で
成
功
を
収
め
た
ラ
ジ
オ
市
場
へ
の
参
入
を
試
承
た
が
、
こ
れ
は
み
じ
め
な
失
敗
に
終
っ
た
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
は
す
で
に
強
力
な
ラ
ジ
オ
メ
ー
カ
ー
が
存
在
し
て
お
り
、
ま
た
日
本
製
品
が
ヨ
ー
ロ
ッ
。
〈
人
の
多
様
な
需
要
に
応
じ
き
れ
な
か
っ
た
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
対
欧
進
出
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表３１日系カラーテレビ・メーカー（1966～82） ◎ず目
進出年|念資比篝|進出国|形態｜資本金|(晉議蟇)｜生産台数 その他
三洋（３７）
Sony(100）
Sony(100）
松下(100）
東芝(30→100）
1966
７４
７５
７６
７８
合併
新設単独
買収単独
新設単独
合弁→単独
独
西
英
英
英
西
500（２）
1163(36）
520(18）
620(15）
300（７）
アサイン社と合併，ＨＦ，オーディオ
82年にブラウン管工場が完成し，一貫体制
ベガ社を買収,ブラウン管は英日より供給,音響機器
現地化60～70％，輸出比率40％，ＨＦチニーナー
81年ランク社との合弁解消，ブラウン管，ＩＣは日
本より輸入,現地化50％超える。ＶＴＲ､近子レンジ
ＣＴＶ部品輸入組立
ノルウェーのタンドバーグ社買収，ＶＴＲ
84年ＧＥＣとの合弁解消。現地化率80％，画像関連
新機器
フィリップス子会社を買収，ＶＴＲ
9,000万Pst
464万dＢ
400万ＤＭ
500万.８
300万dＢ
２２万台(84）
１５万台(83）
月産２万台(84）
２０万台(84）
日立（５０）
＝菱(100）
日立(50-歩100）
合併
買収単独
合併→単独
４０（１）
350（５）
1400（５）
ギリシャ
英
英
１０００万ドラクマ
160万ｄＢ
550万室
7９ ７～８万台(83）
27～28万台(83）
三洋（８０）
丸紅（１０）
シャープ（４）
買収単独 250（８）8２ 英 7～８万台(83）500万dＢ
資本参加 E1ctronicaBertran社に参加，システム・コンポ10億Pst 278（０）西
出所）日興リサーチセンター『わが国の対欧産業協力』1983年，日本貿易振興会『欧州における日系企業の経営の実態』その２，１９８５年他より作成。
一鬮川一岬一刻湘叩い“皿一Ｍ一〃一
一一汕帷川
一・一戦・皇■卯一口｝『汀・｛｜即一一
147範４歳ヨーロッパ髄子.産業と［１本企業の進出
図8-1欧州ｉＩｉ子醗業の協力
9$＄
α、e己 i王冠
リ
ZillluSb
Ｕ
Ｂ【１，ア＆
Ｏｌｕｆ
図8-2ク'コス・ライセンス協定
注）(1)技術交換協定（Thorn-EMIはＪＶＣにＥＣ内'ずiIIナカラーテレピ
をＯＥＭ供紛)。
(2)次ﾉﾘIファミコン研究0M発。
111所）CommissiollofEC，Ｔ/JCE！〃o′cα〃ＣＯ)ｌｓｌｌ)"ｇｒＥにclroj2/CS
I"`"SII)ｼ，ｏ/)．ｃﾉﾉ.他より作成。
1４８
（、）
新
規
工
場
に
よ
る
単
独
生
産
が
困
難
に
な
っ
た
。
日系企業のこうした積極的な進出に対して、ヨーロッ。〈の一一大メーカーである句三］５ｍ（七八年、欧州カラーテレビの
（、）
三○％とブラウン管の四○％）と日三ｍ・口（それぞれ一○％強と二五％ｌ子会社三・８一・『による）とは、防衛上積極的
な欧州市場再編にのり出すことになった（一一社の売上げ柵成は、表犯、鍋。提携図は、図８）。とくに勺亘］５ｍは一九八一一
年に、イギリスのカラーテレビエ場の一つを閉鎖に追い込まれる（のちに一一一祥が引継ぐ）、という苦杯をなめていた。ま
た八二年の勺＆特許の期限切れに伴う、ヨーロッ。〈諸国間の競争の激化が予想された。こうして八○年代初頭に欧
州民生用電子業界では、両社主導による激しい再編の嵐が吹ぎ荒れた。その狙いは、①テレビの自動組立てライン採
用を可能とする年産五○万セット体制の確立。②進んだ日本の技術を吸収するために、個別的に技術協力を深める、
図９各国電子産業の比較優位（1970～79） の二点にあった。
150
,￣西独γ一一℃二一一ゲ一一
０
０
０
０
０
０
０
３
２
１
０
９
８
７
１
１
１
１
イギリス
フランス
二>＜ﾌﾏｰｱ川
、－－へ、
、
、[1本
5０、' １９７５１９７９
注）各国産業'１(}の比較優位のjlli計は，ｃｕｉｊ＝Cu１，
／Ｚ)cuIk，ただしＣｕ＝11i位コスト，！＝業
ｋ
籾，’二=国，９Ｏよ})下は比較優(立，９０～１１０
は｢１１位，110以上比較劣位。
出所）Ｐ・Guillchard，“Productivit6etcomp6ti‐
tivi6compar6esdesgrandsindustriels,'，
ｉｌｌＥｃｏ"o"ﾉﾉｃＣ／Ｓ/α//s//q"c，ｎｏ､１６２，jal1.
1984,Ｇmより作成。
イギリスは、日系企業最大の進出先であり、
勺画］５の》の２口＆ぬもかなりのシェアを占め、
そ
の
う
え
民
族
系
の
曰
ご
日
‐
ロ
言
閂
は
、
日
本
か
ら
の
技
術
導
入
を
積
極
的
に
す
す
め
て
い
た
。
こ
の
ため欧州再編の主たる舞台は、急速に嗣子産
業
が
競
争
力
を
失
い
つ
つ
あ
っ
た
西
ド
イ
ツ
と
な
っ
（ね）
た（図９）。
勺ロ菖冨は、ブラウン管供給で最大の顧客
であったの２口＆ぬとの提携を強化し、株式
の一一五％を取得した。他方曰ゲ・日の目は、
フランスが①の８日方式で孤立しているため、
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Ｖ
Ⅱ
Ｒ
と
Ｃ
Ｄ
を
め
ぐ
る
欧
州
再
編
曰
ご
日
の
○
口
と
句
ロ
豊
ｂ
の
に
よ
る
欧
州
仰
編
の
動
き
は
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
成
熟
市
場
に
と
ど
ま
ら
ず
、
Ｖ
Ｔ
Ｒ
、
さ
ら
に
は
Ｃ
Ｄ
の
新
製
仙
市
場
で
の
指
導
権
争
い
を
に
ら
ん
だ
も
の
で
あ
っ
た
。
欧
州
市
場
へ
の
日
本
か
ら
の
Ｖ
Ｔ
Ｒ
輸
出
は
、
一
九
七
八
年
よ
り
順
調
に
墹
大
を
続
け
た
。
七
八
’
七
九
年
に
は
ア
メ
リ
カ
向
け
が
仲
（両）
び
悩
ん
だ
た
め
に
、
一
九
八
○
年
に
は
対
米
輸
出
を
上
回
る
に
い
た
っ
た
。
こ
う
し
て
一
九
七
九
年
、
八
○
年
の
日
本
か
ら
の
輸
入
（
口
数
がそれぞれ五二万台、一一九刀台に達したのに対して、欧州各社の生産台数は一○刀台、一六万台にとどまった。
、
富
』
ぽ
い
の
反
撃
さ
き
に
糸
た
ｍ
け
農
□
の
の
○
２
口
＆
ぬ
と
の
提
携
強
化
は
、
こ
う
し
た
動
き
を
に
ら
ん
だ
も
の
で
も
あ
っ
た
。
日
本
メ
ー
カ
ー
は
、
ソ
ニ
ー
を
中
心
に
東
芝
、
三
洋
、
ア
イ
ワ
各
社
の
発
売
す
る
、
の
ご
方
式
と
、
現
在
で
は
圧
倒
的
な
シ
ェ
ア
を
占
め
る
に
い
た
っ
た
、
松
下
、
日
立
、
ぢ
く
、
赤
井
各
社
の
発
売
す
る
Ｖ
Ｈ
Ｓ
方
式
と
の
二
方
式
の
Ｖ
Ｔ
Ｒ
で
攻
勢
を
か
け
て
き
て
い
る
。
こ
れに対して、勺け罠ｂのは○２口＆ぬと共同開発したく丘のＵｍＣｓを武器に、の』の日の□のとも提携してヨーロッ。〈市場の
（加）
奪回をめざそうとしたのである。当時、剛と西独の一一○％を抑えたが、他の国交では振わなかった。勺ロ浅己のによる
欧州ＶＴＲ、さらにはＣＤプレーヤーをめぐるまき返しは、①オーストリアの対日輸入制限Ｃ九八一’八四）と、②
（両）
ＥＣ委員会へのダンピング提訴へ③ＣＤ関税の大幅引上げ、の形をとってすすめられた。
すめ、二
（Ⅶ）
立した。
西ドイツにおいて閃○衿からブラウン管製造のご丘の・８』○吋を買収し、この販路拡大に努力してきた。これを背景に
一九七九年にはレロの‐曰の］の甘口〆のロのブラウン管祁門を引き受けることになった。この給央、ヨーロッ．〈のブラウ
ン管工場は日ロ・日がイギリスの工場を閉鎖したため、西ドイツ一一一、フランスとイタリアに二、その他蘭、ベルギー、
（河）
塊
、
西
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
に
一
つ
ず
つ
と
い
う
状
況
に
な
っ
た
。
その後日ロ・日の。□は七九年にＺ・ａの日の口口の、八○年にｍｐｇ、八一一年にロロ巳と西独の中堅エレクトロニクス・
メ
ー
カ
ー
を
一
年
に
ほ
ぼ
一
礼
と
い
う
ペ
ー
ス
で
つ
ぎ
つ
ぎ
に
買
収
し
て
そ
の
地
歩
を
固
め
た
。
日
ロ
・
日
の
目
は
徹
底
し
た
合
理
化
を
す
すめ、ぐ丘の・８』。Ｈは閉鎖し、の口冨と□目］は販売部川の承残して、生産部門は切り離して新会社（の回二回門）を設
Ｉぅｏ
表３４ＶＴＲについての日欧合意内容 (i11位：万台）
1983 1984 1985
１２０
(Ｖ2000） (Philips,li1mndig)'（ 140〃 ）①ＥＣ産業，生産・販売分
②完成品（及び準完成,1ii1,）の輸出台
数の上|製
③日系メーカのＥＣ域内４Ｍi分
出所）『fbi子工業年鑑』1986年版。
395’ 225575 おおむね110程度｜おおむね170程度
⑪
オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
輸
入
制
限
１
勺
言
喚
は
英
、
仏
、
西
独
、
伊
の
主
要
国
は
も
ち
ろ
ん
、
ベ
ル
ギ
ー
、
ス
ペ
イ
ン
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
等
へ
も
進
出
し
て
い
る
。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
子
会
社
は
、
オ
ー
ディオ機器の製造にもたずさわっているが、勺宜］ざのグループにおける唯一のＶＴＲ生
産
拠
点
と
い
う
敢
責
を
に
な
っ
て
い
た
。
西
ド
イ
ツ
で
は
提
携
企
業
の
⑦
日
＆
洞
が
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
雄
産
を
お
こ
な
っ
て
い
る
が
、
本
国
オ
ラ
ン
ダ
に
は
生
産
工
場
は
な
く
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
製
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
再
輸
出
を
お
こ
な
っ
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
。
一九八一年よりオーストリア政府はＶＴＲの輸入制限措置を導入し、一九八一年腱
（二月から翌一月まで）、八五○○台、八一一年度一万五○○○台、八三年度一万四○○○台、
八四年度二万一五○○台に定められた。この決定に対しては甸宮］５ｍの独力な働きか
け
が
あ
っ
た
と
さ
れ
て
い
る
。
②
Ｅ
Ｃ
へ
の
ダ
ン
ピ
ン
グ
提
訴
ｌ
二
言
と
の
Ｈ
三
噸
が
組
織
し
た
…
三
・
二
四Ｈ日の菖夢○・日日・ロ巨什のＨののけ旨ヨロの・巴Ｓが、一九八一一年末にＥＣ委員会に対
し
て
、
日
本
製
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
輸
入
に
関
す
る
ダ
ン
ピ
ン
グ
提
訴
を
お
こ
な
っ
た
。
そ
れ
に
は
以
下
の
よ
う
な
反
日
的
表
現
が
用
い
ら
れ
て
い
る
。
①
日
本
メ
ー
カ
ー
は
、
欧
州
市
場
か
ら
ご
ｇ
ｓ
駆
逐
の
た
め
に
ダ
ン
ピ
ン
グ
攻
撃
を
か
け
②
こ
れ
は
日
本
の
国
家
戦
略
で
あ
る
。
③
日
本
は
ダ
ン
ピ
ン
グ
に
よ
り
、
Ｅ
Ｃ
マ
ー
ケ
ッ
ト
か
ら
Ｅ
Ｃ
産
業
を
排
除
す
る
略
奪
的
懲
図
をもつ。
これに対して日本政府は、八三年一一月の日欧閣僚協議において、ＥＣ委員会の強い要
た
０
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表３５日系ＶＴＲメーカー
牛潅台数 (時川）備考企業(出資比率）進１１１国
35万台／年
25万台／年
5000台／月
５万台／月
→１０万台／年(86）
１０万台／年
1万台／月
82年５月
82年10几
82年６月
82年12月
83年１月
83年1Ｍ
84年１月
83年秋
83年10月
84年４月
85年2月
ＪＶＣ（33.3）西独
ク リ!〔
ソニー（100）西独
赤弁（８５）仏
松下（６５）四独
三洋（100）英
三洋（100）西独
三菱（100）英
日立（100）ｉｌＷ独
東芝（100）英
シャープ（100）英
オリオン（６０）西独
出所）『電子工業年鑑』1985年版。
J2TVideo
〃
ＳｏｎｙＷｅｇａ
ＭＢＶｉｄｅｏ
月
月
月
年
／
／
／
／
ムロムロ（ロムロ
Ⅱ
万
万
万
列
１
１
６
求
を
う
け
入
れ
て
、
①
最
低
輸
出
価
格
制
度
の
導
入
と
、
②
一
九
八
三
’
八
五
年
の輸出自粛、とを約束した（表弘）。ダンピング提訴は三月に取り下げ
ら
れ
た
が
、
Ｅ
Ｃ
に
お
い
て
本
格
的
な
対
日
Ｖ
Ｔ
Ｒ
摩
擦
が
生
じ
た
最
初
の
例
で
あった。
そ
の
後
一
九
八
六
年
か
ら
は
、
日
本
が
実
施
し
て
い
た
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
欧
州
向
け
輸
出
自
主
規
制
に
替
わ
り
、
Ｖ
Ｔ
Ｒ
関
税
が
八
％
か
ら
一
四
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
日系企業は、このため欧州での現地生産を増大させている（表芭。
②
Ｃ
Ｄ
プ
レ
ー
ヤ
ー
の
共
通
関
税
引
上
げ
ｌ
日
本
政
府
に
よ
る
た
び
重
な
る
抗
議
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
一
九
八
三
年
に
Ｅ
Ｃ
委
員
会
は
Ｃ
Ｄ
プ
レ
ー
ヤ
ー
の
輸
入
関
税
を
、
九
・
五
％
か
ら
一
九
・
○
％
へ
と
大
幅
引
き
上
げ
に
路
ゑ
切
っ
た
。
Ｃ
Ｄ
プ
レ
ー
ヤ
ー
は
、
も
と
も
と
の
目
］
（
デ
ジ
タ
ル
オ
ー
デ
ィ
オ
技
術
）
と
勺ぽ邑甘の（レーザー技術）とによる共同開発（産業協力）の成果（一九七九
年六月）である。勺画」召のは、ＶＴＲのこの郷を避けるためには、予
防
的
保
謹
主
義
を
日
本
に
対
し
て
適
用
す
べ
き
だ
と
主
張
し
た
。
そ
し
て
オ
ラ
ン
ダ
、
ベ
ル
ギ
ー
政
府
に
対
し
て
こ
れ
を
強
く
働
き
か
け
た
の
で
あ
っ
た
。
國営国切目の戦略日ロ・日の。□は一八七八年、】ご○（日本ビクター）
（泥）
からＶＨＳ方式ＶＴＲのＯＥＭ供給を受ける協定を結んだ。】『○は
すでに曰ご日‐回冨閂（英）、レロの‐曰の］の昔ロ丙の口（西独）との間で早く
から協力関係にあり、ベルリンにおいてＶＴＲ工場を合弁で設立して
いた（百日社）。そして一九八一年五月には、この］図曰に曰営・ＢｍＣｐ
l５ｚ
が
参
加
す
る
形
で
崗
目
が
発
足
す
る
運
び
と
な
っ
た
。
こ
の
計
画
で
は
、
囚
社
が
平
等
に
出
資
す
る
持
株
会
社
の
も
と
に
、
西
ベ
ル
リンを含めて三つの工場を設立し、各工場がＪＶＣの技術供与をうけた単品製造に特化し（災ｌビデオ・ディスク装置、
独ＩＶＨＳビデオ、仏ｌビデオ・カメラ）、それを各社が自社ブランドで販売することになっていた。
だ
が
こ
の
百
日
構
想
は
、
政
治
的
理
由
か
ら
実
現
を
み
ず
に
終
る
こ
と
に
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
一
九
八
一
年
五
月
’
六
月
に
フ
ラ
ン（わ）
スにおいて社会党政権が誕生し、その結果対日協力を抑二えて、欧州協力を推進させる姿勢が明確化したからである。
電子産業に対する影響としては、①日ロ・日の。□団団員（八一一一年に日ロ・日の。□と改称）、○の回冨呉日》口巳」などの主
要電子メーカーはいずれも国有化された。②これに伴い、一業種一社主義とも呼びうる活動分野の大担な調整がすす
められた。曰ご日の。□の通信部門は○○回に、○の画の軍需、民生、電子部口叩部門は弓け○日の。□に、と両社の分野
別再編（エレクトロニクスのヤルタ協定）がおこなわれた（八五年にほぼ完了）。③エレクトロニクス振興五カ年計画が立案
され、五年間に一四○○億フランの膨大な投資をすすめて、世界第３位にのしあがろうと試ふた、などが生じた。
とりわけ一九八三年三月まで研究工業相としてらつ腕を振ったマルクス主義者、シュベーヌマンは、ゴーリスト左
派ジョベール貿易相の超保護主義措置（一九八一一年秋より半年間、日本製ＶＴＲの通関手続を、内陸都市ポワチェに集中）に
助けられて、電子産業の欧州大連合という欧州ナショナリズム構想を打ち出した。目言日の目の社長には彼の盟友を
据え、レロの‐曰の］の昔ロ丙のロから弓百日の○口に対する何度かにわたる提携要請に対しては、明確な政府方針を示さな
かった。〕②曰構想はこうしてフランスによって拒否され、弓ぽ・日の○口抜きの百日として出発することになった。そ
してシュベーヌマンは、これに替えて日ロ・日の。□にＯＨ目臼、を買収させ、曰９日の・ロー勺三］ぢのの欧州大連合による
欧州産「９ｓ開発に全力を注ごうと考えたのである。曰匠・日の○口が子会社の電球メーカー（○・日ご口已のＱの巨日ロ）を
（卯）
勺匡臣での司門目・のに譲渡したのも、この「真の欧州再編」に向かう一歩と考えられた。
だが、八一一一年一一一月、西ドイツ・カルテル庁は弓盲目の○口によるの目＆洞の株式取得を否認し、欧州大連合構想は一
頓
挫
し
た
。
そ
の
う
え
、
そ
の
強
烈
な
介
入
主
義
か
ら
、
国
有
企
業
の
業
績
を
軒
並
承
悪
化
さ
せ
て
ミ
ッ
テ
ラ
ン
の
信
認
を
失
っ
た
シ
ュ
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ベ
ー
ヌ
マ
ン
が
、
同
じ
三
月
に
首
を
す
げ
か
え
ら
れ
た
。
フ
ラ
ン
ス
の
産
業
政
策
も
大
き
く
転
換
す
る
こ
と
に
な
り
、
合
理
主
義
と
現
実
主義の観点から再び対日協力路線への復帰が決定された。カルテル庁の決定後わずか一一四時間以内に、曰声・目８口は
シロの‐弓の］の甘口丙の口の株式取得をおこない（カルテル庁は認可）、八三年四月には、］ごＯとの間でＶＨＳのＶＴＲ部品
生産に関する技術協定が結ばれるにいたった。而宜］ごののし日目との間での通信機器の提携と、目ヶ・日の目の日立と
の
側
で
の
Ｃ
Ｄ
販
売
契
約
と
に
つ
い
て
、
双
方
と
も
に
不
信
の
念
を
持
っ
て
い
た
と
い
わ
れ
る
。
当
時
の
ダ
ビ
ニ
オ
ソ
Ｅ
Ｃ
副
委
員
長
は
、
（別）
「日本への寝返りだ」と日ロ・日の○口を非難した。目け○日の。□は］ぐ○の援助によりＶＨＳ川部凧を自社生産し、ベルリ
ンとニューヘブソ（災）にある］、曰に供給する。その見返りに百日よりＯＥＭでＶＴＲの供給をうけるが、日ロ・日の○口
は欧州で圧倒的にシェアの商いＶＨＳをいずれ目社生産し、而冨］ざ、を追い抜く、との長期戦略に立っている。
これに対して勺ロ］ざの側も、松下（］ぐ○の親会社）からＶＨＳの技術供与をうけて、提携先の○日己侭（株式二四・
五
％
所
有
）
等
と
と
も
に
、
Ｖ
Ｈ
Ｓ
の
自
社
生
産
に
踏
永
切
っ
た
。
ご
巴
ｓ
は
技
術
的
に
優
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
が
、
枇
造
が
複
雑
す
ぎ
て
、
生
産
技
術
や
設
伽
投
資
が
追
い
つ
か
ず
、
結
局
日
本
企
業
と
の
価
格
競
争
に
敗
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
う
し
て
欧
州
の
二
大
グ
ル
ー
プ
は
、
Ｖ
Ｈ
Ｓ
方
式
の
Ｖ
Ｔ
Ｒ
自
社
生
産
に
向
か
っ
て
い
る
。
す
で
に
ふ
れ
た
よ
う
に
現
在
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
貿
易
摩
擦
問
題
は
、
輸
入
関
税
Ｃ
四
％
）
に
よ
る
完
成
品
規
制
と
な
ら
ん
で
、
現
地
生
産
の
墹
大
に
よ
っ
て
解
決
が
は
か
ら
れ
て
い
る
。
欧
州
の
Ｖ
Ｔ
Ｒ
生
産
技
術
が
遅
れ
て
い
る
た
め
、
現
産
地
化
比
率
を
商
め
る
の
は
容
易
で
な
い
。
だ
が
Ｅ
Ｃ
委
貝
会
は
八
一
一
一
年
一
一
月
に
、
Ｅ
Ｃ
製
品
と
認
定
す
る
た
め
に
は
八
四
年
上
期
中
に
二
五
％
、
八
五
年
に
四
五
％
、
八
六
（肥）
年
度
以
降
は
五
五
％
に
現
産
地
化
比
率
を
引
き
上
げ
る
よ
う
、
一
力
的
に
意
言
し
た
。
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
と
テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー
の
ぱ
あ
い
、
Ｅ
Ｃ
製
仙
の
現
廠
地
化
比
率
は
四
五
％
（
一
九
七
○
年
、
七
一
年
の
委
只
会
規
則
）
で
あ
る
の
で
、
こ
れ
は
き
わ
め
て
厳
し
い
要
求
で
あ
る
と
Ｉ
Ｃ
（
半
導
体
）
日
本
の
半
導
体
、
と
り
わ
け
集
積
回
路
（
Ｉ
Ｃ
）
製
造
メ
ー
カ
ー
は
、
ア
メ
リ
カ
の
メ
ー
カ
ー
と
は
異
な
り
、
途
上
（酩）
国への進出を好まないとされる。それは、とくに拡散工程に要求される超微細加工技術への絶鰈えざる挑戦を可能にす
いわねばならない。
1５４
表３６日系ＩＣメーカー
剛年|企業(出資比率〕し|準'n国｜形態|資本金|艤鞠
日本遜気(100）
ロ立(100）
1976
８０
新設単独
新設単独
アイルランド
西狐
170万ｆ
900万ＤＭ
235（５）
330（６）
ＩＣ生産輸出比率高い
半導体，ＭＯＳメモリー
の後工程のみ
ＩＣ後工程
カナダの子会社を買収，
セラミック・コンデンサ
ー，ハイブリッドＩＣの
生産
86年より拡散工程をも含
む－質体制。VLSI，月
産100万個を300万個へ
メモリー後工程，月産
100万個，のち一貫体制
300万個をめざす
シリコン・ウエハーの製
造
富士通(100）
村田製作所(100）
8１
８１
新設単独
買収単独
アイルランド
西狐
200（７）
400（５）
860万J8
530万ＤＭ
日本冠気(100）8２ 災 新設脳独 192（８）830万』
東芝(100）8４ 新設単独西独 112（６）1000万ＤＭ
信越半導体(100）8４ 災 新設単独 約1003000刀追
出所）各種資料より作成。
ろ
た
め
で
あ
り
、
ま
た
膨
大
な
投
資
負
担
に
耐
え
る
、
幅
広
い
分
野
で
の
高
度
な
技
術
を
持
っ
た
周
辺
産
業
の
層
の
厚
さ
が
不
可
欠
だ
か
ら
で
あ
る
。
日
本
の
Ｉ
Ｃ
の
海
外
生
産
は
、
全
国
内
生
産
高
の
わ
ず
か
一
○
（別）
％、総生産高の一二％にすぎない。
途上国とはいえないヨーロッ。〈諸国についても、アメリカ、
と
く
に
日
本
に
比
較
し
て
、
半
導
体
産
業
を
と
り
ま
く
環
境
は
き
わ
め
て
劣
っ
て
い
る
と
い
わ
ざ
る
を
え
な
い
。
と
は
い
え
一
九
八
○
年
代
に
入
っ
て
か
ら
、
日
本
企
業
に
よ
る
Ｉ
Ｃ
生
産
の
た
め
の
対
欧
直
接
投
資
は
墹
大
し
、
現
在
イ
ギ
リ
ス
貢
コ
ヅ
ト
ラ
ン
ド
）
一
礼
、
西
独
三
社
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
一
社
の
合
計
六
社
が
進出している（表迺。進出動機は各社により多少違っている
が
、
共
通
し
て
言
え
る
こ
と
は
、
①
貿
易
摩
擦
の
予
防
、
②
政
府
取
決
めによる高関税障壁二七％）下での市場アクセス、③現地市
（師）
場
の
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
、
で
あ
る
。
こ
の
他
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド
を
進
出
先に選んだ企業はその理由として、①誘致の熱意と優遇紫、
②
英
語
の
な
じ
ふ
易
さ
、
③
イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
の
縦
術
、
④
米
系
企
業
の
進
出
に
よ
る
Ｉ
Ｃ
産
業
の
州
対
的
発
達
、
①
熟
練
労
働
力
の
確
保
、
等
を
挙
げ
て
い
る
。
西
独
進
出
の
各
社
も
、
そ
の
理
由
を
①
欧
州
市
場
の
三
分
の
一
を
占
め
、
中
心
に
位
置
す
る
、
②
電
子
、
機
械
工
業
の
レ
ヴ
ェ
ル
が
高
い
、
③
勤
勉
な
労
働
者
、
と
し
て
い
る
。
ア
イ
第４章 ヨーロッパ嗣子産業と日本企業の進出Ⅱうう
オ
Ｖ
ルラソバトのぱあいには、市場の狭さと技術水準の低さとが問題になるが、優遇策と
今シ
ｎ
（師）
ラ機８労務管理の容易さ、１という採算性の点で魅力を感じているようである。
極
オ
」
写
一
ィ
力
複
ヤ
ー業一何兆与汗一生〃トス一日本企業の進出をはかるために、各国政府は手厚い優遇箙を設けているが、それ
甸一悸推耐や廿沁岼配沼僻汕川州川糀罹Ⅷ洲州川叫刈他ⅧⅧ掘川毬川Ⅶ峅胖吐斗『坪川幸やⅧ『Ⅶ釧川剛州
の他
し、三点にわたる懸念を表明した。すなわち、①生産過剰で英メーカーが影響を受
㈹凧挙仏英仏仏仏仏仏ける恐れがある。②新規雇用が咽えても、外国人が恩恵に浴するだけだ、③調達部
（師）
ク
イ
ー
一
口川はイーギリス製とはならないだろう、というＪものであった。
ア
’
｜
フ
、
』
０
７
０
０
０
０
０
０
，１，１１／、ｊ、１Ｊ、１，１’だが欧州嗣子部ロⅢメーカーは、ここにゑられる保護主義的体質にとどまっている
０
０
０
０
０
０
０
０
ィ
率
０
く
０
０
０
０
０
０
わけではない。近年勺ロ罠□の》の』の日の口、》ＢｐｏＨｐｍ・ロの総合電機メーカー各社は、
、
ｂ
Ⅱ州一骨骨佃井いれ》一一①嗣子部品の売上げ、投資の比敢を高め、②北米市場のシェアを増大させた、とい
ソ
ノ
師牒Ｅ何々ァ亦トェキソ・える。この一一つの動きは菰なｈ／合っており、欧州主要堀機メーカーがマイクロ・エ
表
一
一
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
化
に
本
格
的
に
取
り
組
糸
は
じ
め
た
こ
と
の
あ
ら
わ
れ
だ
と
い
っ
て
い
い
。
す
年
４
５
０
２
５
５
６ 末
でに糸たように勺宮』】ｂのは子会社の】ぬのロのは○ｍを中心にアメリカ市場で高収祐を
Ⅱ
「
７
７
８
８
８
８
８
‐
Ｉ
９
９
９
９
９
９
９
進
１
１
１
１
１
１
１
あ
げ
て
お
り
、
ア
メ
リ
カ
国
内
に
生
産
・
設
計
・
販
売
拠
占
州
を
開
設
す
る
考
え
で
あ
る
。
ま
た
弓ロ・日の。□は八五年に経営の悪化したメモリー・メーカー富・閂の〆を買収した。ＩＣ世界市場での現在のシェア一％
を
、
一
九
九
○
年
ま
で
に
三
％
に
引
き
上
げ
、
売
上
げ
を
一
○
億
ド
ル
に
し
よ
う
と
川
っ
て
い
る
。
他方似ＫＤＲＡＭを欧州でＪもっとＪも早く製造した辺の日のロのは次世代ＲＡＭ市場への進出をはかるべく勺冨〕〕□の
と
手
を
組
承
、
東
芝
か
ら
技
術
供
与
を
う
け
て
、
八
八
年
’
八
九
年
ま
で
に
そ
れ
ぞ
れ
４
Ｍ
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
、
○
・
七
ミ
ク
ロ
ン
Ｃ
Ｍ
Ｏ
Ｓ
技
（師）
術による１ＭＳＲＡＭの洲発をおこなう】【の山口ｂＨ・］の。計を発足させた。またこの他米閂三の得との長年のつきあいが
1５６
表３８日系メーカーの対･欧技術交流
内容提携先日本企業
カラーテレビ
ビデオ・カセット
テレピ関連
ＶＴＲ生産
ＣＭＯＳマイコン・第２次供給者
テレビ撮影槽
バイポーラ・モジュール・ライセンス
ビデオ・カセット
ハイファイ
ＶＴＲ
チップ製造
ＣＭＯＳ論理回路の共同開発
光ディスク
ＡＣＯシステム1000（大型コンピュータ）の販売
その他のクロスライセンス
Rediffusion（英）
Thorn-EMI（英）
Thomson（仏）
Thomson（仏）
MatraHarisSemicon．（仏）
Thomson（仏）
Thomson（仏）
ＢＡＳＥ（狐）
Zanussi（伊）
Philips（蘭)－Grundig（狐）
ＩＣＬ（英）
SGS-Ates（伊）
Thomson（仏）
Ｂｕｌｌ（仏）
シャープ゜
ＪＶＣ
日立
ＪＶＣ
日電
日立
富士電
Ｓｏｎｙ
日立
松下
富士通
東芝
ナカミチ
日電
出所）日本貿易振興会『再生を賭ける欧州産業』，通産省資料，フランス産業開発局：１ａｌｅｔｔｒｅ
ｄｅｌａＤＡＴＡＲ各号より作成。
あり、そこから技術供与をうけている。
テレビ、ＶＴＲ、半導体以外にも、多数の日系企業の進出
がふられ、また多様な技術協力がおこなわれている（表麺
鍋）。保守的、停滞的な産業構造を長いあいだ保持してきたヨー
ロッ。〈において、電子産業はその本来の先端的性格ゆえに、
もっとも大きな犠牲を被ることになった。だがエレクトロニ
クス革命に生き残りうるために、ヨーロッ．（諸国は本格的な
努力を開始した。保護主義的伝統がたえず顔をのぞかせる危
険は否定しえないにせよ、基本は企業間の自由な競争と協力
とを通じる発展をめざすにいたった。ますます進む技術革新
の激化と投資負担の巨大化に直面して、もはや国際的規模で
の協力を通じての競争しか残された途はない、と認識したか
らである。
とはいえ、産業社会の将来を決めるエレクトロニクスにお
いて、一定のプレゼンスの確保は、欧州の至上命令であろう。
加工貿易への依存を宿命とする日・欧は、ますます相互関係
５
む
す
ぴ
1５７第４章ヨーロッパ嗣子産業と日本企業の進出
を深めざるをえない。とすれば、エレクトロニクスにとび抜けた比較優位を誇る日本は、対欧進出の拡大にともない、
その比較劣位に苦しむ欧州再生のために、なにがしかの貢献をなす必要に迫られよう。
/~、／~、／戸、／~､／■、／~、／戸、／面、／白、／~、／~、／~、／■、／=、／~、／角、'－，／~、／■、'－，／■、／-，
2２２１２０１９１８１７１６１５１４１３１２１１１０９８７６５４３２１
、-ノ、=ノ、－ノ、=ノ、-ノ、－ノ、=ノ、-ノﾐｰﾉ、－／、=ノ、_ノ、-ノ、-ノ、_ノ、=ノ、‐ノ、､ノ、_ノ、_ノ、_ノ、_ノ
『電気通信年鑑』〔一九八四〕二五七’二六○ページ。
い⑯』§嵐⑯》、へ『への凹同『⑩。、・嵐ｑｚｑ８い》ロヘ局へのロ．
『電子工業年鑑』〔一九八六〕五三一’五三二ページ。
日本機械輸出組合〔一九八三〕、『電気通信年鑑』〔一九八四〕、日本証券経済研究所〔一九八○〕を参照。
列○桿旨ロロロ①⑪仁〕ロ．届．
い⑲円く○愚：『同８旨。§冴符》、Ｐへ、へ⑭、．
ロロ、］厨丘〔ＨＣｍ吟〕□・凹仁ｍ・
缶日脚］国ＣＤのの、〕□・巨・
ゴ屋どのｏｐＤの震〕□・＄・
缶日巳国ＣＤの器〕□・］Ｐ
ｐｐｍ鹿のゲ〔ＨＣの吟〕□・ロト９
コ罠曰の・ロロの窪〕ｐの吟
森谷〔一九八一〕六四’六五ページ、古森〔一九八三〕参照。
以下は主として次による。河・巨目ＱＱの段〕ロロ・岳‐日・
日本貿易振興会〔一九八四〕（のちに、日本貿易振興会〔一九八四〕鮒二軍に所収）を参照。
シ日い］凶ＣＤ①の、〕ロ・ＨＰ
可『：丙。（竹内訳）〔一九八四〕一三二ページ。
缶日四国ＣＤＣ田〕□・ロ．
ＤＰ・鵠へ①へ、、．
毎苞．
円甲（＆．
円Ｊ『＆．
巧８
'－，'－，／~、'-，／戸、／■、〆~、／■、
３９３８３７３６３５３４３３３２
、=ノ、=ノ、=ノﾐｰﾉ、_ノ、_ノ、_ノ、_ノ
r~、〆へ／~、ｒ、〆~、／‐､４５４４４３４２４１４０
、-ノミーノＬノ、-ノ、～ノ、_ノ
（弧）日本電子機械工業会〔一九八三〕一○六ページ。
（皿）一九八○年の電子工学の卒業者数は、日本二万二○○○人、西独七○○○人と、一一一分の一であった。日本貿易振興会
（”）日本
（澱）同☆
（”）胃シ
ロ・口吟、。
（羽）宛。］百口ＱＤＣｍＦ〕ご・、。．
（皿）写武・
（妬）『電気通信年鑑」〔一九八四〕一一六八ページ。
（妬）宛。］］ｐｐｑロ①の吟〕ご・、Ｐ
（”）日本電子機械工業会〔一九八三〕七五ページ。
を参照。
□九八四〕。
呂ｂの】百口画ｐＣｍｍ〕□・ｇＬ
禄苞・》□・己・
回ロ、辱のロ〔］①、Ｆ〕ロ．、吟桿Ｉいい
閂》（＆・
いの』こ●○忌己の『同８苫ミミ切符・のへ得Ｈへ惇の、ｍ・
同『⑩。吋○員。』く何ｓい》忌へ局へこのｍ・
ＤＰ）隈へＨへＨＣｍ９同瞳『。、の》Ｈｍｐへどのの．
「ヨーロッ。〈諸国の電子技術開発戦略」（『嗣子工業月報』二七’二）、「凹欧諸国の冠子計算機耶情」（同誌二七’一一）
池本編〔一九八六〕一七二’一七三ページ。
句のｍＨｏの〔ＨＣｍｏ〕ＰｍＦ
■己の〕汀口威ＤｃｍＢ〉Ｕ・田．
毎苞・
池
本
編
］・シウの、巴の口凰・巳・・
日本貿易振興会〔一九八四〕二二’二三ページ。
勺のｐＨ○の〔Ｈの、の〕や、Ｐ
同右。
虞］回ｂ凹口の⑳の汁のｏげ口。］○ｍ『什○ロロヨ》ご旨のａのミ（、（ｎ座ご局忌日》○．什・どのい○群のロワ『ｐｐｍ］】のぼＤＣ詮〕
'５９第４章ヨーロッパ刑子産業と日本企業の進出
（開）句Ｈ目屍。（竹内訳）〔一九八四〕一三七’一一一八ページ。
（
“
）
池
田
亘
九
八
四
〕
。
（筋）日興リサーチセンター〔一九八三〕一五七’一六○ページ、「世界の霜子工業』（『電子工業年鑑』
○’五一ページ、『欧米の電子工業』（「電子工業年鑑』一九八二年版別冊）六○’七二ページ。
（
“
）
日
本
興
業
銀
行
産
業
調
査
部
編
ロ
九
八
四
〕
九
六
’
九
七
ペ
ー
ジ
。
（師）ロロ巴〕の丘ＤＣのＦ〕勺．、吟、．
（
館
）
日
興
リ
サ
ー
チ
セ
ン
タ
ー
〔
一
九
八
三
〕
一
六
○
ペ
ー
ジ
。
（⑬）○○口いのｏｐＤＣｍＦ〕，
（帥）長部ロ九八四〕。
（皿）日本経済調査協議会ロ九八四〕、□九八五〕参照。
（顕）『ＥＣジャーナル』一九八四年五月号、日ロの○・日目の凶・口・【回ＯＤＣの巴・
（兜）『皿耐弘報』一九八五年二月二六日付。
（別）「ＥＣのＲＡＣＥプロジェクト」（『嗣子工業月報』二七’六）。
（妬）同８雷。§（且》、へ①へ巴、、．
（
、
）
い
⑩
乏
冒
曼
厚
§
・
§
量
目
へ
、
ヘ
ニ
ロ
ミ
Ｐ
》
四
○
ミ
ニ
ｍ
印
可
薑
§
貧
国
営
⑯
い
・
ミ
ヨ
己
の
、
．
（師）旧Ｑ司司鄙忌琶の》ロトヘ目へら②印＆。．》、ＰへＨへこのの．
（
昭
）
長
部
ロ
九
八
四
〕
一
四
’
一
五
ペ
ー
ジ
。
（”）□仏。。□の庁ロ①の、〕ｂ・Ｈｍ②。
（帥）日系企業の進出については以下を参照。日本貿易振興会〔一九八一一一〕、同□九八五Ａ〕、
八六〕、関四経済研究センター〔一九八三〕、Ｈ興りサーチセソター〔一九八三〕。
（価）句日口片。（竹内訓）〔一九八四〕一三七’一一一八ページ。
（
唾
）
通
産
衿
□
九
八
四
〕
二
ペ
ー
ジ
よ
り
算
出
。
（開）句Ｈ目屍。（竹内訳）〔一九八四〕一三七’一一一八ページ。
四〕参照。
（〃），ＤＳｂＤＣｍＢ・
（州）勺呉ｐＨ＆ＤＣの巴．
（妬）○の口芹の＠の”のＳの門呂の①ロロ８口・目のＨｐｇｍ試の」］の口＠のＢｂｂ・田。‐筐》（⑩』「。§の｝回８ミミ切貫】Ｃへ①へ＄》長部〔一九八
何
口
九
八
五
Ｂ
〕
、
何
口
九
一九八一年版別Ⅲ）五
I６ｏ
戸、'－，'－，／言、／■､／■、／■、／戸、／■、／■、'－，／~、／戸、'－，／=、／~、
８８８７８６８５８４８３８２８１８０７９７８７７７６７５７４７３
訳、‐ﾉｰｰｰｰｰﾝｰｰｰ、-ﾉｰｰｰｰｰ
弓TTT］詞ITTlFl同列司回･将１．．’三ｌ国司’三１可
〆、／~、／■、戸、
７２７１７０６９
、_ノ、=ノ、_ノ、_ノの巳口ＯぼＰＨＱ〔Ｈのの吟〕
『欧米の嗣子工業』一二○’一二五ページ。
「世界の一九八六年嗣子市場を展望する」ｓ日経
『世界の電子工業』五一’五二ページ。
日
本
貿
易
振
興
会
ロ
九
八
四
〕
九
五
’
一
○
○
ペ
ー
ジ
。
『欧米の嗣子工業』七三ページ。
勺の口Ｈｏの〔ＨＣｍの〕ｐＨロゴ
日本電子機械工業会外国部「欧州民生嗣子産業界再編の動向と日本業界の対応」（『嗣子』一九八四年三月号）。
勺の口ＨＯの〔得①ｍの〕ごｐ得、の１，コ
長部〔一九八三〕節三部参照。
□】ｏｂＤＣｍＢｂｂ・Ｈｍ１ｍＦ
国円弓○三３弓、息②》田へいへ］＠の四・
「ＥＣオリジンと現地洲迷の考え力」（『稲子』一九八五年一二月号）。
句田口丙。（竹内訓）一六○ページ。
同右。
日本貿易振興会『機械ニュース』一六○号。
『世界の電子工業」五一ページ。
冠子産業の他産業に対する比較優位をゑると、フランスにおいては比牧的高いものの、西ドイツでは杯を抜いて低い。
津：丙。（竹内訓）
同一六一ページ。
日
興
リ
サ
ー
チ
□
同一八二ページ。 □九八三〕
一八○ページ。
固
…
・
言
』
一
九
八
六
年
三
月
二
四
Ⅱ
号
ｌ
米
国
…
言
誌
の
邦
1６１ 第４章ヨーロッパ電子産業と日本企業の進出
本
章
は
、
英
国
に
お
け
る
日
本
の
嗣
子
産
業
企
業
の
現
地
生
産
活
動
を
、
民
生
用
電
子
機
器
産
業
、
そ
れ
も
主
と
し
て
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
産
業
に
限
定
し
て
考
察
す
る
。
こ
れ
は
日
本
電
気
に
よ
る
半
導
体
の
生
産
な
ど
若
干
の
例
外
は
あ
る
が
、
こ
れ
ま
で
日
本
の
電
子
産
業
企
業
の
英
国
に
お
け
る
現
地
生
産
が
ほ
と
ん
ど
民
生
用
電
子
機
器
に
限
ら
れ
、
ま
た
後
述
す
る
よ
う
に
、
七
○
年
代
中
期
以
降
の
英
国
民
生
用電子機器産業自体がほとんどカラーテレビに特化していたという事情による。
本
章
の
視
点
は
、
い
ず
れ
か
と
い
え
ば
、
進
出
し
て
い
る
日
本
企
業
の
側
に
あ
る
よ
り
は
、
む
し
ろ
英
国
の
当
該
産
業
の
側
に
あ
る
。
前半（２，３）において、英国の当該産業の概観やこれに係わる政策について述べ、後半において日本企業の進出の
今
日
、
日
本
の
主
要
な
テ
レ
ビ
メ
ー
カ
ー
の
ほ
と
ん
ど
が
英
国
で
現
地
生
産
を
行
な
っ
て
お
り
、
同
国
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
生
産
の
中
で
きわめて大きなシェアを占めるようになっている。またここ三、四年日系企業によるＶＴＲの現地生産も次女と開始
さ
れ
、
部
耐
生
産
で
の
進
出
の
動
き
も
活
発
化
し
始
め
て
い
る
よ
う
に
糸
う
け
ら
れ
る
。
日
本
の
英
国
に
対
す
る
産
業
的
規
模
で
の
現
地
進
出
の
第
一
段
階
を
な
す
、
民
生
用
電
子
機
器
企
業
の
現
地
生
産
は
、
先
発
企
業
の
生
産
開
始
か
ら
一
○
年
余
を
経
て
定
着
し
、
民
生
用
電
子
機
器
企
業
自
体
に
と
っ
て
も
、
ま
た
広
く
日
本
企
業
の
英
国
進
出
と
い
う
観
点
か
ら
ゑ
て
も
、
新
し
い
展
開
を
迎
え
つ
つ
あ
る
と
い
鰐えい〈【ノｏ 第
五
章
英
国
の
民
生
用
電
子
機
器
産
業
と
日
本
企
業
の
進
出
１
は
じ
め
に
1６３
ロニクス産業の生産と市場（1984）エレク
(単位：１００刀ドル）
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マ
ツ
キ
ン
ト
ッ
シ
ュ
の
コ
レ
ク
ト
ロ
ー
ー
ク
ス
年
鑑
」
（
一
九
八
五
年
版
）
に
よ
れ
ば
、
一
九
八
四
年
の
英
国
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
の
生
産
額
は
一
○
七
億
六
○
○
○
万
ポ
ン
ド
（
一
五一一一億六六○○万ドル）で、西ドイツの約四分の一一一、フ
ランスをやや上回っている（表１参照）。一雁朋者数は四
（１）
○万弱である。
一般に欧州各国の電子産業は、米国や日本のそれが
そ
れ
ぞ
れ
、
情
報
処
理
分
野
と
民
生
用
機
器
分
野
で
圧
倒
的
な
競
争
力
を
持
ち
、
こ
れ
ら
が
大
き
な
比
重
を
占
め
て
い
る
の
と
は
異
な
り
、
と
く
に
傑
出
し
た
分
野
を
持
っ
て
い
な
い
が
、
比
較
的
テ
レ
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
叩
訓
と
い
っ
た
分
野
の
比
重
が
高
く
、
民
生
用
機
器
の
比
重
が
低
い
。
こ
の
点
は
英
国
に
つ
い
て
も
同
様
で
あ
り
、
民
生
用
機
器
の
生
産
額
は
電
子
産
業
全体の生産額の六％を占めているにすぎない。
経過や現状（４）、今後の展望や問題点（５）を問題に
する。
２
英
国
電
子
産
業
と
民
生
用
電
子
機
器
産
業
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ており、情報処理分野をはじめ社会の急速な「情報化」にと
も
な
っ
て
市
場
が
急
速
に
拡
大
し
つ
つ
あ
る
分
野
や
、
民
生
用
機
器
分
野
、
あ
る
い
は
電
子
産
業
の
埜
盤
を
形
成
す
る
半
導
体
な
ど
雨
子
部
品
分
野
で
国
際
的
な
立
ち
遅
れ
が
次
第
に
目
立
っ
て
き
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
ｏ
後
に
言
及
す
る
政
、
労
、
資
三
者
の
協
議
機
関
で
あ
る
踊
子
産
業
経
済開発委員会（国⑦ｏ芹・日ＢｐＤｏ）の一九八一一年の報告は、「七
○年代後半英国のエレクトロニクス市場は年率一七％（名目）
の成長を遂げたが、市場の拡大はますます輸入によって充た
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
お
り
、
一
九
七
五
年
に
一
億
ポ
ン
ド
あ
っ
た
〔エレクトⅢニクスの〕貿易黒字は八○年には三億ポンドの赤字
と
な
っ
た
。
…
…
こ
の
赤
字
の
大
部
分
は
、
急
速
に
成
長
し
つ
つ
あ
る
部門、すなわち民生川嗣子機器および情報技術部門の赤字で
あ
る
。
こ
の
赤
字
の
一
部
は
産
業
用
嗣
子
機
器
お
よ
び
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
サ
ー
ビ
ス
部
門
の
黒
字
で
机
殺
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
両
部
門
の
成長は七○年代を皿じ、一部の領域を除いて、民生川部Ⅲ、
情報技術部川の成長を下回っていた。言いかえれば、英国の
メーカーは主導的分野〔リーディングニッジ〕の事業に集中し
て
お
ら
ず
、
そ
の
結
果
英
国
の
電
子
産
業
は
世
界
市
場
に
お
け
る
シ
ェ
（２）
ア
を
失
い
続
け
て
い
る
」
と
述
べ
て
い
る
。
6６
英
国
の
電
子
産
業
は
一
九
三
六
年
世
界
に
先
駆
け
て
テ
レ
ビ
放
送
を
開
始
す
る
な
ど
輝
か
し
い
歴
史
を
持
っ
て
い
る
だ
け
で
な
く
、
第
二
次
大
戦
中
か
ら
戦
後
に
か
け
て
主
と
し
て
国
防
上
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
支
え
ら
れ
て
高
度
な
技
術
を
発
展
さ
せ
た
。
し
か
し
、
そ
れ
は
他
面
、
国
防
や
電
気
通
信
と
い
っ
た
公
的
部
門
へ
の
市
場
依
存
を
著
し
く
強
め
る
結
果
と
な
り
、
民
間
市
場
で
の
競
争
力
に
劣
る
体
質
を
作
る
こ
と
に
な
っ
た
。
Ｍ
Ｏ
Ｓ
・
Ｉ
Ｃ
、
ガ
リ
ウ
ム
砒
素
、
発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
光
フ
ァ
イ
バ
ー
、
ゲ
イ
ト
ア
レ
イ
、
Ｃ
Ａ
Ｔ
ス
キ
ャ
ン
ニング（Ｘ線休軸断隅撮影）などの先駆的開発も、その商業的利用ではむしろ米国や日本の後じんを拝することになった
の
で
あ
る
。
英
国
の
髄
子
産
業
も
六
○
年
代
ま
で
は
、
ラ
ジ
オ
、
白
鵬
テ
レ
ビ
を
中
心
に
し
た
民
生
用
機
器
や
、
産
業
用
機
器
市
場
の
急
速
な
発
展
を
背
景
に
成
優
を
遂
げ
て
き
た
の
で
あ
る
が
、
七
○
年
代
に
入
っ
て
米
国
や
日
本
、
や
が
て
は
さ
ら
に
極
來
の
新
興
工
業
国
か
ら
の
競
争
に
さ
ら
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
も
っ
と
も
英
国
の
稲
子
産
業
に
は
、
Ｉ
Ｂ
Ｍ
、
バ
ロ
ー
ス
、
ハ
ネ
ウ
ェ
ル
、
Ｉ
Ｔ
Ｔ
、
ゼ
ロ
ッ
ク
ス
な
ど
米
系
企
業
や
、
オ
ラ
ン
ダ
の
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
な
ど
多
く
の
外
資
系
企
業
が
以
前
か
ら
定
着
し
て
い
た
の
で
、
国
際
競
争
圧
力
と
く
に
米
国
か
ら
の
そ
れ
は
、
直
ち
に
は
表
面
化
し
な
か
っ
た
が
、
こ
の
こ
と
は
他
川
英
国
雨
子
産
業
の
海
外
市
場
へ
の
積
極
的
な
進
出
を妨げることになったといえよう。
さ
て
問
題
の
英
国
民
生
用
電
子
機
器
産
業
の
生
産
額
を
政
府
統
計
に
よ
っ
て
ふ
る
と
表
３
の
と
お
り
で
あ
る
。
資
料
の
入
手
で
き
る
最
新の年である一九八四年についてゑると、「民生川電子機器等（ＡＨ三四五四）」に分類される型ｎｍの出荷額（国内向けお
よび輸出）七億五四○○万ポンド中、カラーテレビ（テレテクスト等の受像機を含む）が四億八七○○刀ポンドで六四・五
％
を
占
め
る
。
こ
の
他
に
比
較
的
ま
と
ま
っ
た
額
を
示
し
て
い
る
の
は
ミ
ュ
ー
ジ
ッ
ク
・
セ
ン
タ
ー
（
ラ
ジ
オ
と
レ
コ
ー
ド
・
デ
ッ
キ
、
テ
ー
プ
・
デ
ッ
キ
の
組
合
わ
さ
れ
た
も
の
）
の
五
○
○
○
万
ポ
ン
ド
、
六
・
六
％
の
糸
で
、
他
は
い
ず
れ
も
ネ
グ
リ
ジ
ブ
ル
な
数
字
を
示
し
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
。
も
っ
と
も
、
八
四
年
ま
で
の
統
計
で
は
独
立
の
品
Ⅱ
と
し
て
特
掲
さ
れ
ず
そ
の
他
の
中
に
含
め
ら
れ
て
い
る
ピ
（３）
デオレコーダー（ＶＴＲ）が、一億一一一○○万ポンド、ＡＨ一一一四五四全体の一五％弱を占めていると推定される。英国
に
お
け
る
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
生
産
は
一
九
八
二
年
秋
に
始
ま
っ
た
ば
か
り
で
あ
り
、
今
後
そ
の
比
重
は
急
速
に
増
大
す
る
も
の
と
ふ
ら
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
最
近
始
ま
っ
た
ば
か
り
の
Ｖ
Ｔ
Ｒ
生
産
Ｉ
こ
れ
は
合
弁
企
業
一
社
を
含
め
、
い
ず
れ
も
日
系
企
業
に
よ
る
生
産
で
あ
る
Ｉ
1６７ 第５];ｆ英|正1の民生ﾉ、i子機器産業と日本企業の進出
表３英同の民生)l1fli子機器ＩＭＭ(i(1)（1982～84）
（lli位：1,000ポンド）
1982年 1983年 1984年
テレビ受像機
力ラ
（内，テレテクス
曰
423,839（７０，９）
(114,437）
7,197（１．３）
2,393（０．４）
803（０．１）
733（０．１）
57,976（１０．５）
498,688（７３．４）
(152,989）
9,637（１．４）
2,123（０，３）
1,076（０．２）
251（０．０）
54,290（７．８）
486,656（６４．５）
(148,150）
7,540（１．０）
…(3)（…）
l1il（－）
…(3)（…）
50,047（６．６）
ト付）
皿
家庭川ラジオ
コンビネーション・ラジオ
擁'||洲ラジオコーダー
ミュジーック・センター
…E-MllⅢlliillIllljl霧li
lWil1lii1MiillﾙMil｢護
計|Ⅲ’5Ｍ7(10M)'67M71(IOM)’754Ｍ(1000）
注慨豊撒繍『錯剛'離乙脱二腫乖鰍蹴
を
別
と
す
れ
ば
、
英
国
の
民
生
用
扇
子
機
器
産
業
と
い
う
の
は
ほ
と
ん
ど
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
産
業
に
よ
って代表されるといってよい。
英
国
の
民
生
用
電
子
機
器
産
業
が
ｌ
そ
れ
は
ある程度欧州の民生川電子機器産業全般に
つ
い
て
も
い
え
る
こ
と
で
あ
る
ｌ
こ
の
よ
う
な
独特の構造を持つに至ったのは、白黒テレ
ビやポータブルラジオなどその製造技術が
すでに「標準化」している成熟製品では、
韓国や台湾など極東の新興工業国からの輸
入によって、ハイファイ音響機器など、よ
り
商
度
な
技
術
を
必
要
と
す
る
製
品
で
は
日
本
か
らの輸入によって、それぞれその市場を支
配されてしまったのに対し、カラーテレビ
産業のゑが後述する特殊な事情から生き残
ったためである。六○年代末から七○年代
前半にかけての極東からの白黒テレビやラ
ジオでの激しい仙格競争に直面して、英国
の
メ
ー
カ
ー
も
、
他
の
欧
州
諸
国
の
メ
ー
カ
ー
同
様、比較的早い時期に次女とこれらの生産
1６８
を
放
乘
し
た
。
も
っ
と
も
白
黒
テ
レ
ビ
に
つ
い
て
は
、
英
国
の
メ
ー
カ
ー
が
七
○
年
代
後
半
の
市
場
予
測
を
誤
っ
た
こ
と
も
後
退
の
一
因
で
あ
る
と
ゑ
ら
れ
て
い
る
。
小
型
の
白
黒
テ
レ
ビ
は
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
普
及
後
も
家
庭
に
お
け
る
二
悉
目
の
テ
レ
ビ
と
し
て
思
い
の
ほ
か
根
強い需要を維持したからである（表４参照）。他力、ハイファイ音響機器の場合は、多数の小規模なメーカーが存在し、
それぞれ特殊な分野に特化する伽向を示しながら比較的後まで生産を維持したが、この分町でもコスト・・ハフォーマ
ソスのよい日本製陥に次第に圧迫されていった。
こ
れ
に
対
し
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
場
合
に
は
、
英
国
で
採
用
し
て
い
る
放
送
方
式
の
受
像
機
製
造
に
係
わ
る
特
許
使
川
協
定
に
含
ま
れ
る制限条頂が、国内企業を係謎する役割を果たしてきた。カラーテレビの放送方式には、ＲＣＡ（米）がⅢ発し米国や
日
本
で
採
用
さ
れ
て
い
る
い
わ
ゆ
る
ア
メ
リ
カ
方
式
と
、
フ
ラ
ン
ス
で
開
発
さ
れ
フ
ラ
ン
ス
の
ほ
か
ソ
連
な
ど
一
部
の
東
欧
諸
国
で
採
用
されているＳＥＣＯＭ方式、それにテレフンヶン西独）がⅢ発し英国を合い広く欧州で採川されているＰＡＬ方式と
が
あ
る
が
、
こ
の
Ｐ
Ａ
Ｌ
方
式
川
受
像
機
の
製
造
を
行
な
う
た
め
の
特
許
便
川
協
定
が
、
生
産
の
五
○
％
以
上
を
輪
川
し
て
は
な
ら
な
い
とか、日本のようにＰＡＬ方式でない国の場合には、二○インチ以上の大型受像機の輸出を認めないとかいった、貿
易上の制限を特許の被供与者に課したのがそれである。その上、日本のテレビ・メーカーは、一九七三年以降、英国
に対するカラーテレビの輸出をＭ国市場の一○％以下に抑える自主規制を行なってきた。また従来英国のカラーテレ
（４）
ピ市場ではレンタルが大きな比重を占め（七六’七八年には市場の四六’四八％を占めた）、このレンタル庫業と地一工のカ
ラ
ー
テ
レ
ビ
・
メ
ー
カ
ー
と
が
密
接
な
紡
合
関
係
に
あ
っ
た
こ
と
も
、
地
元
企
業
保
護
に
有
利
に
作
用
し
た
。
こ
う
し
た
こ
と
の
た
め
に
、
カラーテレビの輸入浸透率（国内市場〔Ⅱ生産ｌ輸出十輸入〕に占める輸入の比率）は、他の民生用エレクトロニクス機器
に比較して各段に低く、七○年代を通じてほとんど二五％を超えたことはなかった。かくして比較的多数の国内企業
に
よ
っ
て
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
生
産
が
行
な
わ
れ
て
き
た
の
で
あ
る
。
英国におけるカラーテレビの生産は一九六七年に始まり、七○年代初頭に当時の保守党ヒース政権の拡大的な経済
政簸のもとで急燗して、七三年には一一一五万五○○○台と一挙に二○○万の大台を超えた。しかし、その後石油ショ
節５章英国の民生川畑子機器座業と｢1本企業の進出1６９
表４英国のテレビ生産，輸入，輸入浸透率の推移
（単位：1000台，％）
白黒テレピ カラ_テレピ
生産｜輪入｜輸入浸透率｜生産｜輪入｜輸入浸透率
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1961
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輸入浸透率＝輸入／生産一輸出十輸入(％）
ＢＲＥＭＡ，ＴﾉｉｅＩ/Ｋｍｚγﾙet九γＤｏｊ)lesﾒﾉCTCに"ｉｓｉｏ〃Receﾉt)eγｓα"‘Ｖ'cZeoRccoγ‐
αcγs，Jan､1985.
注）
出所）
1７０
表５英国におけるカラーテレビLMi企業る大にツ
（10851伽１．４判りⅢｲｌｉ）こき一ク
とい－に
ＦｉｄｅｌｉｔｙＲａｄｉｏｐｌｃ、 戦jillitachiConsumerProducts（ＵＫ）Ltd,（[1）ITTConsumerProdllcts（ＵＫ）Ltd．（米）MatsushitaElectric（ＵＫ）Ltd．（'二1）MitsubishiElectric（ＵＫ）Ltd．（１１） つへ－卜影PhilipsElectronics，ＰｙｅＬｔｄ．（蘭） たのげ響RcdiffusionConsllmcrMallllfacturillgLtd．。＝I茸らゃか|司れ、ＲｏｂｃｒｔｓＲａｄｉｏＣｏ、Ｌｔｄ． ≦銭ii芸Sanyolndustries（ＵＫ）Ltd、（日）Ｓｏｎｙ（ＵＫ）Ltd．（|]）Tatung（ＵＫ）Ltd．（合）七まなｉ'弐○るど五ＴｈｏｒｎＥＭＩＦｅｒｇｕｓｏｌｌＬｔｄ、 年なかH
ToshibaConsumerProducts（ＵＫ）Ｌｔ〔I．（|]） 代どらに
－－－－藝後、、力
いのあ明代、』,と要、る二重枩聾季走さ童７て本では年が ＺＡなしれるブリら末こイ'三ど凶こにう傾テ者・参は年はテとイ、か以の英主でれ発しliLリレに照｜可代低し
いり大で降う国ろあにってがビまち年を迷ピ
壬三,Ｍ歪装与宅需大宗菫↑手Mji隣１１つツまたにちでうつよたセリｎ．すい、い、Ｌｌｉが５る力、場三代た力歓の英たIl11iでそえ地産｜」に企くの年末の｜迎こ大陸’七（１１k〔あれば元に系示業て保末までがさう規の○税
ろに、企巡企しはい誰まであ現れし棋力年が
う’三｜英業’１｝業たドくがでにる地るたなう代八
衾系|玉｜でし、一ラつ梢には。生よ中投’未％篝塞熱豪雨＃船麗鰯Ｋ曇三
％系｜模で台カク業こＬテつりに刺のが五
グテのあ湾ラながと力して、定能ＬｌミｌｌＩｌ％
ルレ大る企１体こし式ピＴＩＴ後評力旅復に１ビき。業テ質の、に産場１このをはしり｜プＴｌ了いこでしの分業，係業のゑあも七始きの場のれあビ政１１Vソiしわも１ilIiるるた三め上三（よはらりの善かのる主係よ’三｜ら、たげ
者同ソの、生をら危特た、う本すＩノリ時ら
に社１企こ産迫撤機許Ｔｌｊ：肱に製結イ1ミｊＵ］れ
よとン業のをら進感が編大次力采のにた
つオ・の大行れすをほ合を節ラと水（ｆこ
てラＥ生部なたる高とJｌｕはに１な準輸と支ソＭ産分つの－めん化力、多テつを入珂ｉｌｉｕダＩシはてで方たどをろくしてｌｎｌ依ｉｉ,ｆさ系のエーヒいあ、大火辺うのビい復存四れ資永ア○るるＩＭＩき効らと’三１がたすのノ’
○
鋪５章 災|玉1の１Ｍｴﾉ|川子機器雌朶と'三1本企業の進ⅡＩ1７１
表６日系企業の生産シェアと日系製品の市場シェアの推移(1)
(単位：％）
１９７３１１９７４１１９７５１１９７６１１９７７１１９７８１１９７９１１９８０１１９８１１１９８２
日系企業の生産の生産全体
に占めるシェア(2)
日系製品(現地生産十輸入）
の英国市場シェア
その他の輸入の市場シェア
0.1 3.0 2.8 6.4 6.9 8.6 14.3 33.624.6 30.8
12.0
６．１
12.3
４．６
10.0
15.2
11.3
10.4
14,6
６．８
17.3
６．６
192
12.1
35.4
16.0
23.2
11.0
32.7
15.0
(1)シェアは台数による。(2)台湾企業Tatungの生産分を含む。
Ｍ､ＢｒｅｃｈａｎｄＭ､Sharp，、"uαγ‘、”csZj)2c"/，ＲＩＩＡ，1984,ＴａｂｌｅＡ､１０による。
表７英国のカラーテレビの輸入（iliili入先国別）1980～８４
（単位：1000台）
注）
出所）
1980１１９８１１１９８２１１９８３１１９８４
総輸入ｉｉｋ
ＥＣ
ベルギー／ルクセンブルグ
デンマーク
西ドイツ
フランス
ァィノレランド
イクリア
オランダ
ギリシャ
その他欧州諸国
ポルトガル
オーストリア
フィンランド
ノルウェー
スウェーデン
スイス
スペィン
ユーコ『
その{也
樋束
ロ本
シンガポール
香瀧
輔国
台湾
その他
８
４
０
７
蛆
Ⅲ
２
５
４
５
２
６
４
１
１
鋼
姐
的
通
的
、
６
８
８
７
２
１
１
３
５
９
９
０
１
１
９
６
４
２
６
１
９
３
９
２
７
０
８
５
１
１
１
８
０
７
０
７
３
４
１
２
３
５
３
９
１ 1,494
４６９
６４
３０
２９６
２
１０
１８
４９
ｎｉｌ
ｎ･ａ、
６６
７１
９６
ｎｉｌ
４８
８
３
１
，．ａ．
ｎ．ａ、
２６２
３４７
７８
１８
５
１１．ａ．
妬
、
距
邪
Ⅲ
Ⅳ
ｍ
８
１
ｍ
鋼
釦
型
、
１
１
１
１
２
２
１
髄
９
Ｗ
灯
ｍ
ｒ
１
１
２
１
３
６
９
２
５
２
４
４
２
１
１
４
２
１
7６ “、
町
船
ｍ
ｎ
ｍ
ｍ
２
ｎ
乃
蛤
肥
卯
２
妬
５
２
，
６
２
３
２８
２０
nil
９
nil
１９
２５８
１９２
５８
3６８ １０
出所）1980～83年はＢＲＥＭＡ，ＴﾉｉｅＵﾉｒＭｚｒＡｃノノリｒＤｏ"les"ｃｍ化"/sjo〃ReCc/"eγｓα"ｄ
Ｖ/cﾙoRccoγ`eγs､Jan､1985.1984年は,H､Ｍ､CustomsandExcisoStatisticalOffice,
ＵＫＩ？”oγｔＧｃ"cγαノTrade，Dec､1984による。
1７２
英
国
の
電
子
産
業
に
対
す
る
政
策
と
そ
の
な
か
で
の
民
生
用
電
子
機
器
産
業
の
地
位
は
、
基
本
的
に
は
嗣
子
産
業
の
「
経
済
発
展
委
員（５）
会」（以下ＥＤＣ〔ロ８口・目ＣＤのぐの」・ロ日の口庁○・日目耳の⑦〕）が一九八一一年四月に発表した報止口『英国電子産業のための政策』
に
ふ
る
こ
と
が
で
き
る
。
因
永
に
Ｅ
Ｄ
Ｃ
と
は
各
産
業
ご
と
に
設
け
ら
れ
た
経
営
、
労
働
、
政
府
三
者
の
代
表
か
ら
な
る
中
立
の
機
関
で
あ
る
が
、
そ
こ
で
打
ち
出
さ
れ
る
政
策
は
政
府
に
よ
っ
て
蛾
本
的
に
文
排
さ
れ
、
そ
の
政
莱
の
突
施
に
必
要
な
財
政
的
措
侭
を
は
じ
め
と
す
る
共
体
的
諸
措
世
が
と
ら
れ
る
の
が
通
例
で
あ
る
。
電子産業ＥＤＣはこの報告で、細分化された部門ごとの同様の機関である、情報技術（閂昌・圓昌○口目の・言・』・臼）、
民生用電子機器（国の。珂・日・○・ｐｍＰＢｏ別の。＆の）、産業用電子機器（国の○月・日○○息冨』ロＰ巳ｂ日⑪口汁）、嗣子部品（囚の・汀・日。
（６）
○・３℃・ロの口什の）の各部門別作業グループ（以下ＳＷＰ〔の①・８哺三・烏冨、勺貝ご〕）と密接な連携を保ちながら検討を進めて
き
た
、
英
国
電
子
産
業
の
基
本
戦
略
を
提
示
し
た
。
さ
て
、
こ
の
報
告
は
、
英
国
電
子
産
業
の
強
い
分
野
と
弱
点
と
を
確
認
し
つ
つ
、
英
国
電
子
産
業
の
強
さ
を
活
か
し
な
が
ら
今
後
の
産
業
の
発
展
に
対
応
し
て
い
く
に
は
、
い
く
つ
か
の
分
野
を
選
択
し
て
こ
れ
に
力
を
集
中
す
べ
き
で
あ
る
と
し
た
。
同
報
告
に
よ
れ
ば
英
国
参考までに最近の英国のカラーテレビ輸入の輸入先別構成の推移を示せば表７のとおりである。前掲表４に承られ
るように八○年代に入ってカラーテレビの輸入量もその市場シェアも増大しているが、その中で極東のシンガポール、
Ｅ
Ｃ
内
の
西
ド
イ
ツ
か
ら
の
輸
入
の
急
増
が
顕
著
で
あ
る
。
因
永
に
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
で
は
日
本
の
ほ
と
ん
ど
の
主
要
テ
レ
ピ
メ
ー
カ
ー
の
他、欧州系ではフィリップス、トムソン・プラント（仏）がカラーテレビの生産を行なっている。なお、白黒テレビ
で
は
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
が
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
に
重
点
を
移
し
て
以
降
は
、
純
国
お
よ
び
台
湾
が
主
た
る
輸
入
先
で
あ
り
、
近
年
は
ポ
ル
ト
ガ
ル
からの輸入も急増している。
３
英
国
の
電
子
産
業
政
策
と
民
生
用
電
子
機
器
産
業
第５章英|ｴIのlMimf1ji子機器産業と日本企業の進１１１1うう
こ
の
中
で
民
生
用
稲
子
機
器
簾
業
と
と
り
わ
け
関
連
が
あ
る
の
は
、
②
の
「
情
報
技
術
関
連
機
器
の
載
産
能
力
の
開
発
」
で
あ
る
。
報
告
は
「
情
報
技
術
端
末
の
量
産
に
進
川
す
る
に
は
、
英
国
電
子
産
業
は
そ
の
技
術
力
（
そ
れ
は
主
と
し
て
産
業
川
機
器
な
ら
び
に
部
Ｍ
分
野
にある）を、並産技術（それは近年カラーテレビ部Ⅲに存在するようになった）と結合することが必要である」とし、これ
よ
り
さ
き
に
民
生
川
畑
子
機
器
Ｓ
Ｗ
Ｐ
が
提
起
し
た
同
部
Ⅲ
に
関
す
る
戦
略
、
す
な
わ
ち
、
「
①
Ｐ
Ａ
Ｌ
ラ
イ
セ
ン
ス
に
よ
る
保
謹
が
な
く
な
っ
た
後
も
、
競
争
力
を
商
め
て
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
生
産
を
維
持
す
る
、
②
一
九
八
五
年
ま
で
に
、
技
術
ラ
イ
セ
ン
ス
ま
た
は
対
内
投
資
に
よ
っ
て
、
ビ
デ
オ
製
肺
の
国
内
需
要
の
大
部
分
を
国
内
で
生
雌
す
る
、
③
テ
レ
テ
ク
ス
ト
お
よ
び
ビ
ュ
ー
デ
ー
タ
生
産
の
経
験
を
拙
盤
に
、
そ
の
他
の
情
報
技
術
関
係
製
品
の
吊
産
を
行
な
う
」
と
い
う
戦
略
を
可
碓
認
し
、
情
報
技
術
関
連
機
器
の
雌
雄
能
力
を
州
発
す
る
（９）
手
段
が
、
す
べ
て
で
は
な
い
が
民
生
用
電
子
機
器
産
業
に
握
ら
れ
て
い
る
と
述
べ
て
い
る
。
曲
り
な
り
に
も
髄
子
機
器
に
つ
い
て
量
産
の
実
績
を
持
つ
産
業
が
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
産
業
を
措
い
て
現
存
し
な
い
以
上
、
情
報
化
社
会
の
電
子
産
業
の
と
り
わ
け
強
い
分
野
は
、
国
防
関
係
の
技
術
に
負
う
と
こ
ろ
の
大
き
い
産
業
川
機
器
部
門
で
あ
り
、
ま
た
情
報
技
術
部
門
で
（７）
屯
、
シ
ス
テ
ム
や
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
、
ビ
ュ
ー
デ
ー
タ
や
テ
レ
テ
ク
ス
ト
、
無
線
通
信
技
術
、
そ
れ
に
あ
る
種
の
中
核
的
技
術
（
光
フ
ァ
イ
バ
ー
伝
達
シ
ス
テ
ム
、
産
業
機
器
川
の
一
部
の
高
価
値
部
品
な
ど
）
の
四
つ
の
分
野
で
優
れ
て
い
る
。
他
方
、
戦
略
展
開
上
の
弱
点
は
、
端
末
や
周
辺
機
器
分
野
の
立
ち
遅
れ
、
適
切
な
レ
ベ
ル
で
の
量
産
能
力
の
弱
さ
で
あ
る
と
い
う
。
こ
の
よ
う
な
認
識
と
国
際
的
な
市
場
の
発
展
と
を
勘
案
し
て
選
択
さ
れ
た
注
力
分
野
は
次
の
五
つ
で
あ
っ
た
。
5）（４ 2）（１）
1\情
ｌｉＭ報
祷恭３
對シ
虫〆
幾テ
H＋ム
８Ｄなど） '1二’１玉Ｉ１１１ｉｌｌ１ｉ核防報報
的技技技
技術術術
術のシ関
、商〆述
部業テ機
品’'１リム器
の利のの
|)Ｍ川一最
発の（lljlifi
へ011と能就逃し力、ての
＜「 の｜)１１
イ 無発
ク 線
ｉ１ ｊｉｕ
信エレ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
、
オ
プ
ト
エ
レ
ク
ト
い
ニ
ク
ス
、
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
、
セ
ン
サ
ー
、
Ｃ
Ａ
1７４
到来に対応すべき量産端末機器の生産技術をカラーテレビ産業の改善強化の延長上に期待したのは当然であった。そ
の
上
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
は
、
テ
レ
テ
ク
ス
ト
や
ビ
ュ
ー
デ
ー
タ
に
承
ら
れ
る
よ
う
に
、
情
報
技
術
と
の
間
で
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
の
技
術
を
共
有
し
て
い
る
。
ま
た
「
報
告
」
に
は
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
産
業
の
競
争
力
強
化
と
い
う
課
題
が
不
可
避
的
に
要
請
す
る
効
率
的
で
革
新
的
な
電子部品産業の実現が、情報技術関連量産機器の競争力の土台を形成するといった認識もうかがわれる。民生用電子
機
器
産
業
、
具
体
的
に
は
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
産
業
が
、
そ
の
発
展
を
通
じ
て
、
社
会
の
情
報
化
、
と
く
に
い
わ
ゆ
る
ホ
ー
ム
・
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
化
に
と
も
な
う
端
末
機
器
の
生
産
を
担
い
、
か
く
し
て
情
報
技
術
の
全
分
野
に
お
け
る
英
国
の
競
争
力
の
一
端
を
支
え
る
役
割
を
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
を
中心とした民生川電子機器産業自体についての戦略を提起したのは、上述の嗣子産業ＥＤＣ報告の
（川）
なかですでに触れた民生用電子機器ＳＷＰが一九七九年一二月と翌八○年初頭に発表した報告である。同ＳＷＰは英国
民
生
用
電
子
機
器
産
業
に
対
す
る
脅
威
と
し
て
、
①
主
と
し
て
日
本
か
ら
の
、
技
術
的
に
高
度
な
信
頼
性
の
高
い
製
陥
の
流
入
、
②
東
南
ア
ジ
ア
を
中
心
と
し
た
低
賃
金
国
か
ら
の
、
廉
価
の
標
準
化
さ
れ
た
製
品
の
流
入
、
③
マ
イ
ク
ロ
プ
ロ
セ
ッ
サ
ー
や
マ
イ
ク
ロ
エ
レ
ク
ト
ロニクスの利用を雄礎にした革新的な製仙の（主として米国からの）流入を想定し、七九年に打ち出した第一段階の戦
略は、このうちまず、①の脅威に対処すべきカラーテレビ産業の競争力強化であった。
その具体的方策の雅礎になったのが、七八年にボストン・コンサルティング・グループ（以下ＢＣＧ）に委託して行
な
っ
た
英
国
、
日
本
、
林
国
、
西
ド
イ
ツ
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
を
中
心
と
し
た
民
生
用
稲
子
機
器
生
産
費
の
比
校
調
査
で
あ
っ
た
こ
と
は
今
日
で
は
良
く
知
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
の
洲
森
が
川
ら
か
に
し
た
日
英
両
国
の
生
産
費
の
隔
絶
し
た
相
違
は
当
時
英
国
の
関
係
者
に
大
き
な
衝
撃
を
与
え
た
と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
の
調
査
報
告
は
公
表
さ
れ
て
い
な
い
が
、
日
本
と
韓
国
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
生
産
費
は
英
国
や
西
ドイツのそれを大幅に（約一一五％も）下回っており、日本の賃金が相対的に高いにもかかわらず人件費、材料費とも日
本の方が下回っていることを指摘し、その原因として、①設計面の要因ｌ使用部品の点数がはるかに（約三○％）少
な
く
、
か
つ
単
一
の
シ
ャ
ー
シ
に
組
付
け
ら
れ
て
い
る
、
②
部
品
の
品
質
ｌ
組
立
ラ
イ
ン
上
で
発
見
さ
れ
る
不
良
品
や
修
理
の
件
数
が
期
待
さ
れ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
英国の民生ﾉ|川j子機器産業と日本企業の進１１１第５章１７う
著
し
く
少
な
い
、
③
生
産
規
模
ｌ
日
本
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ピ
エ
場
の
規
模
は
き
わ
め
て
大
き
く
、
部
品
挿
入
作
業
の
高
度
の
自
動
化
が
可
能となっている（当時、日本では六五’八○％が自動化されていたのに対し、西ドイツや英国では一○’一五％程度にすぎなか
っ
た
）
な
ど
の
点
を
挙
げ
て
い
た
。
こ
の
他
Ｂ
Ｃ
Ｇ
の
報
告
は
、
研
究
開
発
費
や
雌
買
に
関
す
る
規
模
の
経
済
性
と
の
関
連
で
の
企
業
規
模の問題、英国における部品生産の規模の問題なども重要な要素として言及していた。
この調査報告を受けてＳＷＰは、日本製品のコスト、品質（信頼性）水準に追いつくために、組立工程の大幅な自動
化を可能にする規模（ＢＣＧの勧告では妓低年産五○万台）への工場の合理化、製品設計、生産工程などに日本の技術の
より職種的な導入（必ずしも日本からの直接投資という方法に限らない）、より高度な生産、品質櫛理の導入、既存製品の
設計の見直しと新製口叩の導入、部品生産への対内直接投資を含め、部品の品質、供給の改善など七項Ⅱにわたるドラ
スチックな指針を提起した。これらの指針は、ＳＷＰの報告が公表される以前からすでに各企業によって採用され、
七八年以降カラーテレビエ場の再編合理化の方針を各企業が次女に明らかにした。生産工紐や検査工程の自動化のた
め
の
大
規
模
な
投
資
が
行
な
わ
れ
、
新
た
な
設
計
に
よ
る
製
品
の
導
入
が
図
ら
れ
た
。
後
に
み
る
よ
う
に
、
先
行
し
た
ソ
ニ
ー
、
松
下
に
続く、日立以下の日本各社による塊地生産への進出が、この時期以降相次いで実現したのは、まさしくこのＳＷＰの
提
起
し
た
新
し
い
戦
略
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
れ
ま
で
日
本
企
業
の
進
出
を
忌
避
し
て
い
た
英
国
の
業
界
は
、
一
賑
し
て
日
本
企
業
を
同
国
民
生
川
髄
子
機
器
産
業
回
生
の
尖
兵
と
し
期
待
す
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
一九七九年三月のＳＷＰの報告が戦略の第一段階としてカラーテレビ産業の競争力強化の方策を打ち出したのに続
いて、八○年一月の報告では、この第一段階の戦略を両確認すると同時に、前の報告で必ずしも具体的でなかったい
くつかの問題を論じている。すなわち、部品供給の改善について、日本においてみられるような部品メーカーとセッ
ト
メ
ー
カ
ー
の
緊
裕
な
協
力
関
係
の
形
成
、
日
本
の
部
品
メ
ー
カ
ー
の
対
英
面
接
投
資
や
英
国
部
耐
メ
ー
カ
ー
自
体
に
よ
る
生
産
合
理
化
（川）
や自動化のための努力の期待など、より具体的な方策を一がした。極東からの低コストの製口叩による競争に対しては、
英
国
の
民
生
用
機
器
産
業
が
立
ち
直
る
息
つ
ぎ
の
期
側
を
得
る
た
め
、
当
而
自
主
規
制
協
定
の
網
の
目
を
必
要
に
応
じ
拡
げ
て
い
く
と
し
、
ｴ７６
一九八五年四月現在英国で生産活動を行なっている日系企業（出資率二○％以上）は三○社を数えるが、このうち電
機・電子関係のメーカーが一二社（サーキット・ブレーカーや電池メーカーを加えると一四社）を占めているだけでなく、従
前
述
の
よ
う
に
、
七
○
年
代
末
に
は
英
国
の
民
生
川
嗣
子
機
器
関
連
業
界
に
は
同
産
業
の
回
生
の
た
め
に
日
本
企
業
の
進
出
を
歓
迎
す
る風潮が高まるに至った。以下日本企業の現地生産が現実にどのように展開しているか糸ることにしよう。
まず大蔵省の統計によって日本の対英製造業直接投資を全体としてふると、届出ベースで一九五一年以降のその累
計額は八五年一一一月末現在で一一億七五○○万ドル、欧州向け投資の中では対スペインの三億四九○○万ドルに次いで大
き
い
。
こ
の
う
ち
実
に
四
五
・
五
％
に
あ
た
る
一
億
二
五
○
○
万
ド
ル
が
脳
気
機
械
に
向
け
ら
れ
て
お
り
、
こ
れ
は
ま
た
対
欧
州
の
脳
気
機
械
向
け
投
資
の
三
五
・
五
％
を
占
め
て
い
る
。
欧
州
に
対
す
る
わ
が
国
の
製
造
業
向
け
、
接
投
資
で
は
刑
気
機
械
と
輸
送
機
械
が
そ
れ
ぞ
れ
一
九
・
九
％
、
一
六
・
九
％
と
大
き
な
比
並
を
占
め
て
い
る
が
、
砿
気
機
械
分
野
へ
の
投
資
は
耕
し
く
英
国
に
集
中
し
て
い
る
と
い
これを効果的なものにするためには、ＥＣヒヘルでの協力が必要だと指摘する。また、工場の閉鎖を回避するために
は
新
製
品
の
導
入
が
必
要
だ
と
し
、
短
期
的
に
は
ビ
デ
オ
機
器
な
ど
の
生
産
、
長
期
的
に
は
、
他
国
に
先
行
し
て
い
る
ピ
ュ
ー
デ
ー
タ
を
基礎に情報化社会における家庭用端末の供給体制の形成という方向を確認している。
因みに、このＳＷＰの政簸が政府の支持を得て実施される以前には、英国においては民生用電子機器産業に対する
政雛らしきものは全くなかったといってよい。むしろ他の耐久消費財と同様に、その割賦販売条件の操作が、政府の
総
需
要
衙
理
政
策
の
一
千
段
と
し
て
利
川
さ
れ
、
民
生
川
嗣
子
機
器
産
業
の
需
要
変
動
の
影
響
を
と
り
わ
け
強
く
受
け
て
い
た
の
で
あ
（肥）
プＣＯ
（旧）
ってよい○
４
日
本
企
業
に
よ
る
現
地
生
産
の
展
開
災|正|の１Ｍ二川Ｂｉ子機器産業と'三1本企業の進川館５Jiｆ1７７
業
員
数
が
五
○
○
名
を
超
え
る
比
較
的
大
規
模
な
現
地
生
産
企
業
は
、
住
友
ゴ
ム
が
昨
年
初
め
に
現
地
の
大
企
業
ダ
ン
ロ
ッ
プ
・
タ
イ
ヤ
を買収したＳＰタイヤ（ＵＫ）社（従業員二九○○人）を別にすれば、いずれも電機・扇子分野の企業、それもすべてカラ
（ｕ）
－
－
プ
レ
ビ
を
生
産
し
て
い
る
メ
ー
カ
ー
で
あ
る
。
現
在
英
国
で
現
地
生
産
を
行
な
っ
て
い
る
日
系
の
民
生
用
砺
子
機
器
企
業
は
表
８
の
と
おりであり、日本の主要テレビメーカーのほとんどが現地生産を行なっている。日系企業の生産の英国カラーテレビ
生脆台数に占める比率は一九八一一年にすでに三分の一に達しており（前柵表６参照）、現在では恐らく四○％を上回っ
ているものと思われる。ＹＫＫファスナーズのように早い時期（一九七一一年）から現地生産を開始して安定した業績を
上
げ
て
い
る
他
の
分
野
の
先
駆
的
企
業
も
存
在
す
る
が
、
英
国
に
お
け
る
日
本
企
業
の
現
地
生
産
の
第
一
段
階
を
代
表
し
た
の
は
民
生
川
電
子
機
器
企
業
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
生
産
で
あ
っ
た
と
い
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
日
本
の
民
生
用
電
子
機
器
企
業
の
対
英
企
業
進
出
は
、
英
国
に
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
が
導
入
さ
れ
て
間
も
な
い
六
○
年
代
末
か
ら
七
○
年
代
初頭にかけての相次ぐ販売子会社の設立に始まる（表９参照）が、現地での生産はソニーが南ウェールズのブリジェ
ン
ド
に
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
エ
場
を
新
設
し
て
一
九
七
四
年
に
操
業
開
始
し
た
の
が
最
初
で
あ
り
、
二
年
後
に
は
松
下
雨
器
も
同
じ
く
南
ウ
ェ
ールズのカーディフでカラーテレビの生産を開始している。両者がこの時期に相次いで現地生産に踏糸切った背景に
は
、
七
○
年
代
初
頭
の
英
国
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
市
場
急
拡
大
の
な
か
で
日
本
製
テ
レ
ビ
の
シ
ェ
ア
が
急
速
に
高
ま
り
、
七
三
年
以
降
対
英
輸
出の自主規制（市場の一○％を上限とする）を余儀なくされた事情があったと考えられる。
ソニーの計画は投資額六○○万ポンド、年産能力二○万台、最終的には一○○○人を一雁川するというものであった。
松下の計画はこれよりやや規模が小さく、投資額三○○万ポンド、年産能力一一一万台、一服川人員四○○人というもの
であったが、七八年に音響機器工場（主としてＥＣ域外からの輸入に対する規制の厳しいフランス向けに生産）、さらに八一
年には一一番目のカラーテレピエ場を建設しており、八四年度のカラーテレビの生産は一三万台、音響機器の生産は八
（囮）
万台、｜屈用者は六五○人となっている。なお、ソニーはトリニトロン方式という独自の技術によっているため、八○
年代に入って、英国工場および西ドイツのソニー・ベガの工場に供給するためのブラウン符工場を建設し、八一一年二
1７８
表８英国所在の日系民生用電子機器製造企業
親企業|現地企業名(設立年月資本金)|工場所在地｜生産品目と操業開始時|桀耀藝曰
ツーー|雛蝋…|瀞空刎｜:蛎巷`}鯛月|ｕ川)’
術 考
業障二W罵鰯DJ縦-川松下地器産 カラーテレビ1976年９月音響機器電子レンジ(予定） 620(15）
芝|鱒鰯甕|蝿晒南部川i鰯騨昨川|蕊蕊｜(ＵＫ.)Ltd．東 三蛍ｅ諜令畏匡剤諜濁護趨卜浸一一｛利一》三ｅｌＨ一君
闘川|:議雲灘作司騨鋲纈脊1糠雪空川日立製 カラーテレビ1984年５月ＶＴＲ(ＶＨＳ)1985年７月
機|腱掻E麗魚1Ｗ謡欝ﾗハ菱地 ・カラーテレビ1979年10月･ＶＴＲ(ＶＨＳ)1983年８月 550('5)に了臓蝋蝋曇
アイ引合鵜男協議ﾝﾄﾞ)|概要ﾙｽﾞ）｜音響機器 1980年
…剛|縮若手蝋汚藝|繍煉部’ カラーテレビ1982年９月音響機器〃ＶＴＲ(ベータ→ＶＨＳ）1983年９月 哩川謎驚鱗
…蕊蕊ii曇日本…-(麹舎%)|Z且…．｡……)|審辮己ﾄﾞ南部)１ＶT…S)'982年１０月
ﾌﾟ|謡pE1ectI…(ＵＫ）Wr…ｍ…､肌６，…（),(北ｳ臺一ﾉﾚｽﾞ）:概蝿:窒襄薦Ｉシヤ 240（０） 掴
!_｡
$ｾﾞミ出所）設立年月，資本金は週刊東洋経済臨時増刊『海外進出企業総覧』（1985年版）による。工場所在地，従業員数（1985年４月現在）は日英産業
協力委員会編署『英国投資ガイドブック』（改訂版）日本貿易振興会，昭和60年５月，表２－１（28-29ページ）による。生産品目，操業開始
時等は新聞，雑誌等各種資料による。 ｏト閂
表９災|玉|における｢１本企業の家電販売子会社の設立時期
親企業’現地企業名｜設立年）］’術 考
Sony（ＵＫ.）Ltd・
SanyoMarubeni(Ｕ､Ｋ､)Ltd・
Sharl）Electrollics（Ｕ､Ｋ､）
Ｌｔｄ・
HitachiSalcs（ＵＫ.）Ltd・
NationalPa11asonic（ＵＫ.）
Ｌｔｄ・
MitsllbishiElcctric（ＵＫ.）
Ｌｔｄ、
Toshiba（ＵＫ.）Ltd・
ＪＶＣ（Ｕ､Ｋ､）Ltd．
1968年５月
1969年７月
1969年11川
1970年４月
1972年10月
ソニー
三洋『hi機
シャープ゜
日立家電阪元
松下冠器叉易
丸紅との折半出資
三菱電機 資本参加，現在三菱fM機100％1972年12月
東芝
日本ビクター
1973年４月
1973年８月 資本参加，１１本ビクター95％，
Lowy夫妻５％
カラーブラウン惇，半導体の販売日立製作所 HitachiElectl･onicCompo-
nents（ＵＫ.）Ltd・
Ａｉｗａ（ＵＫ.）Ltd・
TeletonElcctro（ＵＫ.）ＣＯ・
Ｌｔｄ．
1975年５月
1976年７月
1977年９月
アイワ
ーピネラル ゼネラル85％，三菱商事15％
出所）週刊東洋経済臨時j杵|:リ『海外進出企業総覧」1985年版。
月
か
ら
操
業
し
て
い
る
。
因
承
に
他
の
日
系
企
業
は
い
ず
れ
も
、
一
部
特
殊
な
仕
様
の
も
の
を
除
い
て
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
は
現
地
で
外
部
調
達
し
て
い
る。ソニーの英国でのカラーテレビの生産は現在約二○万台、
ブラウン管は年産二六万本、一雌川者はブラウン徹工場の一五○
（犯）
人
を
含
め
て
一
○
○
○
人
で
あ
る
。
こ
う
し
て
ソ
ニ
ー
と
松
下
が
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
現
地
生
産
で
先
行
し
た
が
、
続
い
て
七
六
年
に
対
英
進
出
を
発
表
し
た
日
立
の
計
凹
は
現
地
業
界
の
反
対
で
挫
折
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
。
日
立
の
計
画
は
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
東
北部の高失業率地域ダーラムの近郊に、当面（四’五年）の生産
Ⅱ
標
を
年
産
一
○
万
台
と
す
る
カ
ラ
ー
テ
レ
ピ
エ
場
を
建
設
し
、
二
年
以
内
に
二
○
○
人
、
五
年
以
内
に
五
○
○
人
の
雇
川
を
創
出
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
膨
大
な
過
剰
能
力
を
抱
え
る
に
至
っ
て
い
た
英
国
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
業
界
は
、
労
使
こ
ぞ
っ
て
日
立
の
進
出
に
反
対
し
た
。
日
立
は
部
仙
の
現
地
調
達
比
率
の
引
き
上
げ
、
製
冊
の
輸
川
比
率
の
拡
大
と
日
本
か
ら
の
輸
出
の
現
地
生
産
へ
の
大
胴
な
切
り
替
え
に
よ
る
現
地
市
場への供給増の抑制など、現地業界への大きな譲歩を試糸たが、
設
立
さ
れ
た
ば
か
り
の
民
生
用
爾
子
機
器
Ｓ
Ｗ
Ｐ
を
足
が
か
り
と
す
る
現
地
労
使
の
反
対
を
か
わ
す
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
そ
の
背
後
に
は
、
と
りわけ自社のブラウン管市場の縮小を厄供した（日立はフィンラ
ンドに合弁でブラウン管工場を持っていた）フィリップス系の大手
I８ｏ
部
仙
企
業
マ
ラ
ー
ド
の
反
対
が
あ
っ
た
と
伝
え
ら
れ
る
が
、
七
六
年
か
ら
七
七
年
に
か
け
て
の
民
生
川
嗣
子
機
器
Ｓ
Ｗ
Ｐ
の
活
動
の
ほ
と
（Ⅳ）
んどは日立進出に反対する活動であったとざ鰐えいわれている。
と
こ
ろ
が
前
述
し
た
よ
う
に
、
Ｓ
Ｗ
Ｐ
の
日
本
企
業
に
対
す
る
立
場
は
七
八
年
中
に
一
変
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
日
本
企
業
の
進
出
を
歓
迎
す
る
こ
と
の
基
本
的
意
義
は
す
で
に
ふ
た
と
お
り
で
あ
る
が
、
よ
り
具
体
的
に
は
、
英
国
企
業
が
独
力
で
は
再
建
の
困
難
な
工
場
や
合理化によって閉鎖を余儀なくされている工場の回生を、日本企業の力を借りて行なおうというものであった。かく
し
て
、
Ｓ
Ｗ
Ｐ
は
日
本
な
ど
極
來
の
企
業
の
誘
致
に
際
し
て
、
Ｉ
Ｔ
Ｔ
、
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
な
ど
外
資
系
を
含
む
既
存
英
国
企
業
の
不
採
算
工
場
を
利
川
さ
せ
る
と
い
う
政
簸
を
採
川
し
、
政
府
に
も
こ
れ
を
認
め
さ
せ
た
。
こ
の
結
果
、
民
生
川
畑
子
機
器
分
断
に
お
け
る
対
英
進
出
は
差
し
あ
た
り
地
元
企
業
と
の
合
弁
か
、
も
し
く
は
不
採
算
工
場
の
買
取
り
に
よ
る
か
い
ず
れ
か
の
力
法
を
と
ら
ざ
る
を
え
な
く
な
り
、
先
発
の
ソ
ニ
ー
や
松
下
の
よ
う
な
工
場
の
新
設
に
よ
る
進
出
は
不
可
能
と
な
っ
た
。
しかし、ともかくも現地進出が可能となったために、七八年末から七九年にかけて東芝、日立、一一一菱耐機の三社が
相
次
い
で
英
国
へ
進
出
し
た
。
東
芝
は
七
八
年
二
月
、
傘
下
に
映
画
製
作
や
ホ
テ
ル
経
営
、
テ
レ
ビ
・
音
響
機
器
の
製
造
な
ど
各
秘
の
事
業
や
、
ゼ
ロ
ッ
ク
ス
の
英
国
企
業
を
持
つ
多
角
的
企
業
ラ
ン
ク
・
オ
ー
ガ
ニ
ゼ
ー
シ
ョ
ソ
と
提
携
し
、
ラ
ン
ク
七
○
％
、
東
芝
三
○
％
の割合で共同川資した資本金一○○○刀ポンドの合弁会社内目尻‐曰・の三百Ｆ昼・を設立し、イングランド南西部のプ
リ
マ
ス
お
よ
び
レ
ッ
ド
ル
ー
ス
に
あ
っ
た
ラ
ン
ク
・
テ
レ
ビ
の
四
つ
の
工
場
を
引
き
継
い
で
、
英
国
お
よ
び
Ｅ
Ｃ
向
け
に
カ
ラ
ー
、
白
黒
（旧）
計圷側一一一○刀ムロのテレビ生産を開始した。
日立は七八年一二月、英国の代表的総合胴機企業ＧＥＣと折半出資による資本金五五○万ポンドの合弁会社の固○「
国
冒
・
三
目
の
］
の
ぐ
国
・
口
巨
伜
を
設
立
、
南
ウ
ェ
ー
ル
ズ
の
ハ
ー
ゥ
ィ
ン
に
あ
っ
た
Ｇ
Ｅ
Ｃ
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
エ
場
を
引
き
継
い
で
七
九
年
初
め
か
ら
生
産
を
州
始
し
た
。
同
工
場
は
二
○
○
○
人
の
人
員
を
擁
し
、
年
産
二
○
刀
台
の
生
産
能
力
を
持
つ
と
い
わ
れ
た
が
、
当
時
（四）
は
生
産
能
力
の
半
分
以
下
の
操
業
を
行
な
っ
て
い
る
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。
東芝、日立が地元企業との合弁形態で進出したのに対し、一一一菱電機は七九年一一一月、一○○％出資の子会社冨詳のロ－
鮒５章災|工Iの１Ｍ三川f{i子機器産業とロ木企業の池１１１1８１
豆の豆○・口のロ日の開国の・庁Ｈ・己・の（ロ丙）写。．（資本金一六○万ポンド）を設立、閉鎖の決定していたスコットランドの
ハディントソ所在のノルウェー企業タンドベルクのカラーテレビエ場を買収して年産八万台のカラーテレビ生産を行
（卯）
なうこととし、同年一○ｎ月から操業を始めた。
さらにこの後、一九八一一年九月に、三洋嗣機が①口昌・巨冒の可〕のの（口夙）宮Ｐ（資本金一一一八○刀ポンド、一一一杯稲機八
○％、丸紅一○％、三洋、丸紅折半出資の販売会社の四目・‐冨日目の日（□門）伊己・一○％）を設立、東部イングランドのロウ
ストフトにあったフィリップス系。ハイ社のテレピエ場を買収して現地生産を開始している。フィリップスは英国にお
ける同社および。ハイ社のテレビ生産をクロイドンエ場に集中する方針をとり、このためロウストフトエ場は閉鎖され
（別）（”）
て
一
一
○
○
人
が
解
一
服
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
。
こ
う
し
て
八
○
年
代
初
頭
ま
で
に
日
本
の
主
要
テ
レ
ビ
メ
ー
カ
ー
六
社
が
英
国
に
進
出
し
て
生
産
を
行
な
う
こ
と
に
な
っ
た
が
、
こ
の
う
ち
地
元
企
業
と
の
合
弁
形
態
を
と
っ
た
一
一
社
は
い
ず
れ
も
や
が
て
合
弁
を
解
消
し
、
単
独
で
の
生
産
に
移
行
す
る
こ
と
に
な
る
。
す
な
わ
ち
、
ラ
ン
ク
・
東
芝
は
七
九
年
の
ポ
ン
ド
相
場
上
昇
に
よ
る
輸
出
不
振
に
よ
っ
て
一
○
○
万
ポ
ン
ド
の
損
失
を
計
上
し
た
の
を
契
機
に
合
弁
を
解
消
、
八
○
年
一
○
月
に
プ
リ
マ
ス
お
よ
び
レ
ッ
ド
ル
ー
ス
の
全
山
工
場
を
閉
鎖
し
て
二
六
○
○
人
を
解
雇
し
た
が
、
東
芝
は
翌
八一年五月に一○○％出資の子会社曰・の宮冨○・口の日口のＨｍＨｏｓ・庁の（ロ【）口Ｑ・（資本金三○○刀ポンド）を設立、プリ
マ
ス
に
あ
っ
た
旧
ラ
ン
ク
・
東
芝
の
主
工
場
ア
ー
ネ
セ
ッ
ト
ル
工
場
を
買
収
し
、
差
し
あ
た
り
市
場
を
英
国
の
承
に
限
定
し
て
年
産
一
○
万台の規模でカラーテレビの生産を再開した（八一年度実績七万六○○○台）。その後カラーテレビの生産は年と拡大し、
（鋤）
八五年度には年産一一八万台（下期の兄込永を含む）に達している。○口○‐震什Ｐ・嵐の場合も八四年一一一月ＧＥＣの持株を
日立が買収する形で合弁を解消、日立の一○○％川資の子会社窪百・匡○・ロのロ日のＨ而尉・倉・庁の（ロ門）旧江・に改め、
（型）
欧州における日立のテレビ生産拠点として体制を一新して再出発した。ランク・東芝の場合‘も、ＧＥＣ・日立の場〈口
も、いわば合弁を通じて地元企業が製口叩の設計を含めて日本側の生産技術の導入を図ったにすぎず、製品の販売、屯そ
れぞれの親会社がそれぞれの商標で従来のルートを通じて行なわれた。親会社相万間に経営方針についてそれぞれ荻
1８２
前
述
し
た
よ
う
に
欧
州
に
お
け
る
Ｈ
本
の
「
嗣
気
機
械
」
に
対
す
る
直
接
投
資
は
著
し
く
英
国
に
集
中
し
、
と
り
わ
け
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
（”）
の
場
〈
口
に
は
西
独
に
お
け
る
ソ
ニ
ー
・
ベ
ガ
を
除
け
ば
、
欧
州
で
の
日
本
企
業
の
生
産
は
す
べ
て
英
国
に
集
中
し
て
い
る
が
、
松
下
嘔
器
の井村氏（英同．ハナソーーック社長）は、投資対象として英国が備えている条件を次のように、すなわち、①英語国であ
る
、
②
五
○
○
○
万
人
の
市
場
が
あ
る
、
③
Ｅ
Ｃ
加
盟
国
で
あ
る
、
①
労
働
力
の
質
も
比
較
的
良
く
、
か
つ
得
や
す
い
、
⑤
欧
州
大
陸
と
（洲）
の
交
通
の
便
が
良
い
、
①
ロ
ン
ド
ン
が
国
際
金
融
の
中
心
の
一
つ
で
あ
る
、
と
要
約
さ
れ
て
い
る
。
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
生
産
の
英
国
集
中
は
而
扱
に
は
、
同
国
が
欧
州
に
お
け
る
日
本
か
ら
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
輸
出
の
妓
大
の
仕
向
け
先
で
あ
っ
た
’
七
○
年
代
後
半
に
つ
い
て
承
る
と
対
Ｅ
Ｃ
輸
出
の
う
ち
年
葱
ほ
ぼ
三
五
１
四
五
％
が
英
国
向
け
で
あ
っ
た
Ｉ
と
い
う
事
情
に
由
来
す
る
が
、
井
村
氏
の
指
摘
は
欧
州
に
お
け
る
投
資
先
と
し
て
日
本
企
業
、
と
く
に
比
生
川
嗣
子
機
器
企
業
が
英
国
を
選
好
す
る
事
情
と
し
て
説
得
的
で
あ
る
。
労働生産性、コスト、製品の口Ⅲ質など、現地生産の本国での生産と比較した。ハフォーマンスについては十分な資料
が得られないが、Ｊ・Ｈ・ダニングらの比較的般近の調査によると、日系現地工場のカラーテレビ生産の労働生産性
と
こ
ろ
で
こ
れ
ら
民
生
用
爾
子
機
器
企
業
の
現
地
生
産
の
最
大
の
動
機
が
、
英
国
お
よ
び
Ｅ
Ｃ
に
よ
る
貿
易
規
制
の
回
避
に
あ
っ
た
こ
と
は
改
め
て
い
う
ま
で
も
な
い
。
と
く
に
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
場
合
に
は
、
輸
出
の
量
的
規
制
だ
け
で
な
く
、
前
に
も
述
べ
た
よ
う
に
ス
ク
リ
ー
ン
・
サ
イ
ズ
二
○
イ
ン
チ
以
上
の
大
型
テ
レ
ビ
の
輸
出
が
禁
じ
ら
れ
て
い
た
か
ら
、
現
地
生
産
に
よ
っ
て
全
製
品
範
凹
の
供
給
体
制
を
確
保
す
る
と
い
う
販
売
活
動
上
か
ら
の
要
請
も
少
な
く
な
か
っ
た
と
思
わ
れ
る
。
因
み
に
英
国
市
場
で
は
一
三
イ
ン
チ
・
サ
イ
ズ
の
需
要がもっとも大きく、小型テレビへの需要が増大した七○年代末期でも、一一一一インチを中心に一一○’二四インチのテ
（蹄）
レ
ビ
が
需
妥
の
ほ
ぼ
四
分
の
一
一
一
を
占
め
て
い
た
。
ま
た
Ｍ
・
ブ
レ
ッ
ク
ら
は
、
而
接
訓
在
に
対
し
て
、
テ
レ
テ
ク
ス
ト
、
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
、
術
艮
放
送
な
ど
欧
州
で
先
行
し
つ
つ
あ
る
い
く
つ
か
の
応
川
技
術
や
シ
ス
テ
ム
技
術
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
並
要
性
を
示
唆
し
た
企
業
が
い
く
木
的
な
喰
い
違
い
が
あ
っ
た
と
ふ
ら
れ
る
が
、
い
ず
れ
に
し
ろ
合
弁
解
消
後
、
い
ず
れ
も
業
紙
が
著
し
く
改
善
し
て
い
る
の
が
印
象
的
で
ある。
（洲）
つかある１と指摘している。
1８３ 鮒５章 災'五1の民生用jihi子機HMi業と'1本企業の池１１１
は、生産の規模や操業後の経過年数などによって異なるとはいえ、概して本国の工場の九○％程度の水準を達成して
（”）
おり、地一兀の平均的企業のそれを一一一分の一ないし二倍上回っているという。
筆者らが剛収調査を行なったＡ社（七○年代末に進出）の場合も、本国工場の製品と必ずしも仕様が同じでないこと
（例えば欧州大陸向けの製品ではＰＡＬ、ＳＥＣＯＭ両方式での受像が可能な仕様にしているため、標準的製品より工程が多い）、
工
程
の
自
動
化
の
度
合
や
ロ
ッ
ト
の
規
模
な
ど
製
造
条
件
が
異
な
る
こ
と
か
ら
厳
密
な
比
較
は
困
難
だ
が
、
少
な
く
と
も
一
四
イ
ン
チ
・
テ
レ
ビ
に
つ
い
て
は
労
働
生
産
性
は
ほ
と
ん
ど
変
わ
ら
な
い
し
、
本
国
工
場
に
比
較
し
た
作
業
者
、
勝
督
者
に
起
因
す
る
能
率
の
低
下
は
き
わ
め
て
小
さ
く
な
っ
て
い
る
と
い
う
。
製
品
の
品
質
に
つ
い
て
も
完
成
品
に
つ
い
て
は
本
国
工
場
の
製
口
叩
と
遜
色
な
く
、
工
程
上
の
歩
襯りも本国工場よりやや劣る程度（組立工程を例にとると不良衆が本国工場の三％に対して五％といった程度）であり、品質、
歩
柵
り
と
も
地
元
企
業
の
水
準
を
上
回
っ
て
い
る
と
推
定
し
て
い
る
。
か
く
て
、
生
産
規
模
の
相
違
や
こ
れ
に
規
定
さ
れ
る
自
動
化
率
の
相違による生産性の格差、コストその他部品調達上の問題などがあるとはいえ、運賃や関税を考慮すると（一ポンドⅡ
二七○円程度の為替相場で）、概してコスト上すでに現地生産の力が日本からの輸出より有利になっていると考えられる。
（洲）
英国製テレビの口Ⅲ質は七○年代未以降劇的に改善しているといわれるが、日本企業ブランドの製口叩には依然として
価格プレミアムがついており、日本企業は地元企業と価格面で競争するというビヘイピアをとっていない。英国にお
ける日本企業ブランドのカラーテレビの小売価格は、多くの機獅で米国における対応機種の小売価格をかなりの稗度
（狐）
上回っている（一ポンドⅡ一・五ドルとして）という。帳簿上営業利益を計上しているのは未だ恐らく先行の一一社に限ら
（犯）
れると思われるが、各社ともそれなりに採算の見通しを鮪えているものとふられる。
ところで英田における日本企業の民生用嗣子機器ないし家砺分野における現地生産活動は、今日ではすでにＶＴＲ
や、近年英国で需要の急増している電子レンジの生産へと多角化し（表８参照）、いわば第二段階に移行しつつあると
いってよい。ＶＴＲについていえば、前にも述べたように、その英国での生産は日本ビクターとソーソ・ＥＭＩ（英）
およびＴＥＲ（凹独）との合弁事業Ｊ２Ｔビデオを含め、すべてが日系企業によるものであり、八四年にはすでに市場
1８４
日
本
の
民
生
用
電
子
機
器
企
業
の
英
国
で
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
生
産
へ
の
進
出
が
相
次
い
だ
一
九
七
○
年
代
末
以
降
、
同
国
の
カ
ラ
ー
テ
（師）
レピ産業の合理化、近代化が急激に進捗し、製品の口叩質（信頼性）も著しく改善された。もちろん、こうした英国カラ
ー
テ
レ
ビ
産
業
の
。
ハ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
改
善
が
、
日
本
企
業
の
現
地
生
産
に
よ
る
競
争
の
刺
激
に
よ
る
も
の
か
、
日
本
企
業
の
競
争
力
一
般
の
圧
力
に
よ
る
も
の
で
あ
る
か
は
議
論
の
分
か
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
ろ
う
。
例
え
ば
、
こ
の
間
、
製
品
設
計
、
生
産
工
程
を
含
む
日
本
的
こ
の
点
と
関
連
し
て
、
Ｖ
Ｔ
Ｒ
部
耐
の
主
要
メ
ー
カ
ー
の
一
つ
で
あ
る
ア
ル
プ
ス
爾
機
が
八
五
年
に
中
部
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
の
ミ
ル
ト
ン（師）
キ
ィ
ー
ン
ズ
に
新
工
場
を
建
設
し
て
、
チ
ュ
ー
ナ
ー
、
シ
リ
ン
ダ
ー
・
ユ
ニ
ッ
ト
な
ど
の
現
地
生
産
を
洲
始
し
た
こ
と
が
注
目
さ
れ
る
が
、
こ
の
よ
う
な
部
肋
メ
ー
カ
ー
の
進
出
も
ま
た
英
国
に
お
け
る
日
本
企
業
の
民
生
川
遜
子
機
器
生
産
が
さ
ら
に
新
た
な
段
階
に
進
永
つ
つ
あ
る
こ
と
の
一
つ
の
し
る
し
で
あ
ろ
う
。
同
様
の
動
き
に
田
淵
祗
機
の
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
北
東
部
テ
ィ
ー
サ
イ
ド
に
お
け
る
冠
子
レ
ン
ジ
用
ト
ランスの生産剛始（八五年）がある。同社はまた主として英国三菱屯機向けにＶＴＲやカラーテレビ用のトランスや霜
（洲）
源装置の生産をも行なう予定であるという。なお、英国における日本企業の電子部ｎｍの生産には、八一一年に操業を開
始したリビングストン（スコットランド）における日本電気（ｚ回○ｍの目‐８日目８門の（ロ厨）厚９・）のＩＣ生産（現在は
後
工
程
の
み
、
前
工
程
の
工
場
を
建
設
中
で
近
く
一
貫
生
産
）
が
あ
る
が
、
八
五
年
に
は
信
越
半
導
体
が
リ
ビ
ン
グ
ス
ト
ソ
に
シ
リ
コ
ン
ウ
エ
ハ
ー
エ
場
を
建
設
し
生
産
を
開
始
し
て
い
る
。
（鍋）
の約一一一割が現地生産によって賄われている。輸入Ｊもほとんどすべて日本からのＪものであるが、今後さらに急速に現地
生
産
に
代
替
し
て
い
く
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
現
在
の
と
こ
ろ
先
発
の
Ｊ
２
Ｔ
を
含
め
各
社
と
も
部
品
の
ほ
と
ん
ど
を
日
本
か
ら
供
給
す
る
ノ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
生
産
で
あ
る
が
、
Ｅ
Ｃ
域
内
製
励
と
認
定
さ
れ
る
四
五
％
の
域
内
部
品
使
用
比
率
を
達
成
す
る
こ
と
が
急
務
と
な
っ
て
（鋤）
いる。
５
今
後
の
展
望
1８５ 第５章英国の民生川､]i子機器産業と日本企業の進出
知
ら
れ
て
い
る
が
、
芦（詔）
ているとい鯵えよう。
た
だ
こ
の
間
の
英
国
に
お
け
る
部
品
供
給
の
改
善
、
と
く
に
部
品
の
品
質
と
そ
の
管
理
基
準
の
改
善
に
つ
い
て
は
、
現
地
の
日
系
企
業
に
と
っ
て
は
な
お
多
く
の
不
満
を
残
し
て
い
る
と
は
い
え
、
日
系
企
業
の
現
地
生
産
の
寄
与
が
業
界
関
係
者
に
よ
っ
て
ほ
ぼ
一
致
し
て
認
め
ら
れ
て
い
る
。
七
○
年
代
末
以
来
、
英
国
の
業
界
で
は
、
セ
ッ
ト
メ
ー
カ
ー
、
部
品
メ
ー
カ
ー
が
協
力
し
て
、
部
品
の
品
質
改
善
に
と
（鋤）
り組んできた（いわゆる「ＰＰＭ運動」）が、この中で日系企業の部口叩調達に際しての厳格な蕊準や、一度選択した部口叩
供給企業に対しては徹底した技術的援助（設伽・機械の供与、技術的助言、場合によっては日本の部口Ⅲメーカー訪問のあっ旋
（㈹）
な
ど
）
を
行
な
う
と
い
っ
た
行
動
様
式
が
果
た
し
て
き
た
先
導
的
役
割
が
評
価
さ
れ
て
い
る
。
部
口
叩
の
口
叩
質
の
改
善
が
前
述
し
た
テ
レ
ビ
の
品
質
の
改
善
の
一
つ
の
要
因
と
な
っ
て
い
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
と
こ
ろ
で
現
地
生
産
を
含
む
日
本
企
業
の
競
争
が
直
接
間
接
に
英
国
の
民
生
用
電
子
機
器
産
業
の
．
ハ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
改
善
し
た
と
は
い
え
、
日
本
企
業
の
競
争
力
は
依
然
と
し
て
英
国
企
業
の
そ
れ
を
上
回
っ
て
い
る
と
い
っ
て
よ
い
。
英
国
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
市
場
で
比
較
的
大
き
な
シ
ェ
ア
を
維
持
し
て
い
る
既
存
企
業
は
ソ
ー
ン
・
Ｅ
Ｍ
Ｉ
と
そ
れ
に
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
程
度
に
す
ぎ
な
い
。
こ
の
中
で
日
系
企
業
は
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
か
ら
Ｖ
Ｔ
Ｒ
へ
と
品
目
を
拡
大
し
な
が
ら
企
業
力
を
拡
大
し
つ
つ
あ
り
、
今
後
、
英
国
な
い
し
欧
州
の
民
生
用
爾
子
機
器
市
場
に
お
け
る
現
地
生
産
を
基
軸
に
し
た
日
本
企
業
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
は
い
っ
そ
う
高
ま
る
も
の
と
思
わ
れ
、
今
日
す
で
に
潜
在
的
に
そ
う
で
あ
る
よ
う
に
、
む
し
ろ
現
地
に
進
出
し
た
日
系
企
業
相
互
間
の
熾
烈
な
市
場
競
争
が
前
面
に
現
わ
れ
る
こ
と
も
予
想
さ
れ
る
。
ま
た
、
さ
し
あ
た
り
は
現
地
側
の
輸
入
規
制
に
よ
っ
て
保
護
的
な
市
場
が
形
成
さ
れ
て
い
る
が
、
英
国
市
場
は
欧
州
で
は
西
独
に
次
ぐ
規
模
で
あ
（虹）
る
と
は
い
隣
え
、
同
国
市
場
の
承
を
対
象
と
し
て
多
数
の
企
業
が
競
争
的
に
共
存
す
る
に
は
狭
院
で
あ
る
こ
と
を
免
れ
な
い
。
英
国
に
進
出
し
た
企
業
は
ｌ
今
日
で
も
す
で
に
か
な
り
の
輸
出
を
行
な
っ
て
い
る
が
ｌ
対
象
市
場
を
Ｅ
Ｃ
な
い
し
欧
州
全
域
に
本
格
的
に
拡
大
せ
な
技
術
の
導
入
に
も
っ
と
も
積
極
的
で
あ
っ
た
ソ
ー
ン
・
Ｅ
Ｍ
Ｉ
の
合
理
化
、
近
代
化
努
力
が
、
直
接
に
は
一
九
七
九
年
に
同
社
が
日
本
に
派
遣
し
た
労
使
合
同
の
調
査
団
の
日
本
の
テ
レ
ピ
エ
場
に
つ
い
て
の
見
聞
と
、
そ
の
報
告
に
触
発
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
は
良
く
知
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
の
こ
と
は
日
本
企
業
の
現
地
生
産
な
し
に
も
日
本
の
生
産
技
術
の
「
移
転
」
は
十
分
行
な
わ
れ
う
る
こ
と
を
示
し
1８６
ざ
る
を
え
な
い
で
あ
ろ
う
し
、
オ
ラ
ン
ダ
の
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
や
フ
ラ
ン
ス
の
ト
ム
ソ
ソ
・
プ
ラ
ン
ト
、
あ
る
い
は
す
で
に
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
の
系
列
に
入
っ
て
い
る
が
西
独
の
グ
ル
ソ
デ
ィ
ヒ
な
ど
、
一
般
に
競
争
的
な
行
動
様
式
を
忌
避
し
よ
う
と
す
る
欧
州
大
陸
の
企
業
と
の
関
係のあり方が問題となるであろう。
英
国
を
日
本
の
民
生
川
樋
子
機
器
企
業
の
Ｅ
Ｃ
な
い
し
欧
州
活
動
の
生
産
拠
点
と
す
る
と
い
う
考
え
方
に
も
災
論
が
な
い
わ
け
で
は
な
い
。
Ｅ
Ｃ
は
共
同
市
場
で
あ
っ
て
域
内
に
お
い
て
貿
易
障
壁
を
認
め
な
い
と
い
う
建
前
で
あ
る
と
は
い
え
、
英
国
を
拠
点
と
し
た
日
系
企
業
の
製
耐
が
大
陸
市
場
で
大
き
な
シ
ェ
ア
を
占
め
る
こ
と
に
な
る
と
す
れ
ば
、
微
妙
な
摩
擦
が
引
き
起
こ
さ
れ
る
可
能
性
が
十
分
に
予
想
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
Ｅ
Ｃ
内
で
Ｅ
Ｃ
製
仙
と
し
て
認
定
さ
れ
る
条
件
と
し
て
の
い
わ
ゆ
る
ロ
ー
カ
ル
・
コ
ン
テ
ン
ト
の
解
釈
が
は
な
は
だ
あ
い
ま
い
で
あ
り
、
し
ば
し
ば
国
に
よ
り
場
合
に
よ
り
異
な
る
と
い
わ
れ
る
こ
と
も
、
こ
の
こ
と
と
無
縁
で
は
あ
る
ま
い
。
も
し
そ
う
で
あ
る
と
す
れ
ば
、
欧
州
内
に
複
数
の
拠
点
を
設
定
し
つ
つ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
肋
目
を
多
角
化
す
る
と
と
も
に
、
比
較
的
小
規
模
な
生
産
で
も
競
争
力
を
持
ち
う
る
よ
う
な
工
夫
（
岐
小
岐
適
生
産
規
棋
の
引
下
げ
）
を
ほ
ど
こ
し
な
が
ら
、
企
業
力
を
強
化
す
る
こ
と
が
、
進
出
企
業
に
と
っ
て
よ
り
い
っ
そ
う
並
要
な
課
題
と
な
る
で
あ
ろ
う
。
面
接
投
資
に
よ
る
経
営
資
源
の
現
地
移
蛎
と
い
う
点
で
い
え
ば
、
日
本
の
民
生
川
近
子
機
器
の
英
国
で
の
現
地
生
産
は
、
い
わ
ゆ
る
「
日
本
的
経
営
」
な
る
も
の
へ
の
関
心
を
英
国
に
お
い
て
改
め
て
呼
び
起
こ
し
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
日
系
現
地
企
業
と
地
元
企
業
と
の
間
に
依
然
と
し
て
承
ら
れ
る
労
働
生
産
性
、
品
質
、
労
働
モ
ラ
ル
な
ど
の
格
差
の
根
拠
が
、
結
局
は
経
営
の
組
織
的
側
面
の
相
違
に
あ
る
と
い
う
認
識
が
少
な
く
と
も
現
地
の
研
究
者
の
間
に
ほ
ぼ
一
致
し
て
ゑ
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
「
日
本
的
継
営
」
は
究
極
の
と
こ
ろ
、
従
業
員
の
企
業
に
対
す
る
一
体
感
、
な
い
し
は
共
同
体
意
識
の
形
成
で
あ
ろ
う
が
、
典
体
的
に
は
企
業
内
の
地
位
に
よ
る
錐
別
の
排
除
（
い
わ
ゆ
る
ワ
ン
グ
ル
・
ス
テ
イ
タ
ス
」
の
実
現
）
、
労
働
力
の
職
種
間
、
職
場
間
に
お
け
る
流
動
性
、
厳
格
な
職
場
規
律
、
従
業
員
に
参
画
意
識
を
持
た
せ
る
た
め
の
企
業
内
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
人
員
の
採
用
・
選
抜
、
企
業
内
教
育
の
敢
視
等
々
と
し
て
意
識
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
英
国
に
お
け
る
労
務
符
理
の
慣
行
に
と
っ
て
「
革
命
的
」
で
す
ら
あ
る
こ
れ
ら
の
方
式
が
、
現
地
に
お
い
て
「
意
外
に
」
受
け
（妃）
入
れ
ら
れ
、
効
果
を
発
揮
し
て
い
る
こ
と
が
、
多
く
の
調
査
で
指
摘
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
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こ
う
し
た
「
日
本
的
経
営
」
の
成
功
が
今
後
も
保
証
さ
れ
る
か
ど
う
か
は
む
ろ
ん
定
か
で
は
な
い
。
今
日
ま
で
と
も
か
く
も
一
定
の
成
功
を
収
め
て
い
る
の
は
、
日
系
企
業
が
な
お
比
較
的
小
規
模
で
あ
り
、
か
つ
失
業
率
が
高
い
（
日
系
企
業
は
概
し
て
と
り
わ
け
高
失
業
率
の
地
域
に
進
出
し
て
い
る
）
た
め
に
ほ
ぼ
思
い
ど
お
り
の
人
員
の
選
抜
が
可
能
で
あ
っ
た
た
め
で
あ
り
、
今
後
日
系
企
業
の
規
模
が
拡
大
し
、
失
業
率
が
低
下
し
て
従
業
員
採
用
の
条
件
が
制
約
さ
れ
て
く
れ
ば
、
「
Ｈ
水
仙
経
営
」
の
維
持
は
困
難
で
あ
ろ
う
と
い
う
意
見
も
少
な
く
な
い
。
し
か
し
、
英
国
企
栄
や
英
凶
に
あ
る
従
来
の
外
資
系
企
業
に
は
ふ
ら
れ
な
い
労
使
関
係
が
、
企
業
規
模
は
大
き
く
な
い
と
は
い
え
、
日
系
民
生
川
両
子
機
器
メ
ー
カ
ー
に
お
い
て
一
定
の
程
度
定
着
し
て
き
て
い
る
の
は
事
実
で
あ
り
、
ま
た
柵
造
的
な
英
国
の
失
業
は
こ
こ
当
分
は
解
消
せ
ず
、
良
質
の
新
規
若
年
労
働
力
を
確
保
で
き
る
状
況
は
な
お
続
く
と
も
考
え
ら
れ
る
の
で
、
中
間
管
理
者
層
の
確
保
や
管
理
に
問
題
が
予
想
さ
れ
る
と
し
て
も
、
「
Ｈ
本
的
経
営
」
が
さ
ら
に
定
着
し
、
英
国
企
業
に
波
及
す
る
可
能
性
も
大
い
に
考
え
ら
れ
る
で
労働組合との関係でも、日系テレビ・メーカーは、組合のない英国一一一菱雨機を除いて、いずれも単一労働組合制を
と
っ
て
お
り
、
い
ず
れ
も
職
種
間
の
区
分
を
主
張
し
な
い
ジ
ョ
ブ
・
フ
レ
キ
シ
ビ
リ
テ
ィ
協
疋
を
結
ん
で
い
る
。
と
く
に
悶
気
・
雨
子
・
電気通信・配管業労働組合（囚の。ｇ・》国の。可・日ＤＢ巴の８日目目冨威・口：Ｑ勺冒日ゥ日ｍロ日・Ｐ以下ＥＥＴＰＵと略）が、
日
系
テ
レ
ビ
・
メ
ー
カ
ー
各
社
と
結
ん
だ
、
い
わ
ゆ
る
〃
ス
ト
な
し
〃
協
定
は
、
若
干
の
日
系
以
外
の
企
業
に
も
拡
が
っ
て
、
大
き
な
反
鐙
後
に
、
日
本
企
業
の
進
出
を
英
国
産
業
Ｗ
生
の
活
性
剤
と
し
て
期
待
し
歓
迎
す
る
空
気
が
存
在
す
る
及
川
、
現
地
に
は
地
元
企
業
を
競
争
に
よ
っ
て
排
除
し
た
日
系
企
業
が
、
英
国
を
た
ん
な
る
前
線
の
組
立
埜
地
と
し
、
英
国
産
業
を
そ
の
よ
う
な
も
の
に
倭
小
化
し
て
し
ま
う
の
で
は
な
い
か
、
と
く
に
電
子
産
業
の
よ
う
に
国
家
的
重
要
性
を
も
つ
産
業
分
野
を
日
系
企
業
の
よ
う
な
外
資
系
企
業
に
委
ね
る
こ
と
は
、
技
術
洲
発
力
の
維
持
と
い
っ
た
点
で
国
家
に
菰
大
な
損
失
を
も
た
ら
す
こ
と
に
な
り
は
し
な
い
か
と
い
っ
た
危
棋
が
な
い
わ
け
で
（“）
はないことも指摘しておかねばならない。英国の産業的風土には、伝統的に外資系企麩不の進出に対して比校的無伽蒲
であるという傾向が承られるのは確かであるが、対英進出を長期的視野で考えるならば、現地企業に一定の研究・開
（㈹）
響
を
呼
ん
で
い
る
。
こ
う
し
た
「
日
大
あろう。
1８８
発
機
能
を
付
与
し
、
そ
の
能
力
を
育
て
て
い
く
な
ど
の
配
慮
が
必
要
と
な
る
で
あ
ろ
う
。
（５）ロ］①○吋○日Ｏの回り○口①の、〕
（６）ＥＤＣは一九六二年に保守党政権によって初めて識けられた余囚経済発展辮識会（ＮＥＤＣ〔〆豊・目』ｐ８ｐｏＢ』・
□のぐ巴○℃目の日○・§ＯＢ）のいわば下部機関で、六四年から設けられた。ＳＷＰは一九七兀年に当時の勿側党政椛が、そ
れまでの衰退部門支援中心の政策から、むしろこれを切り捨て成長部門育成中心の政莱へと産業戦略の転換を図った際、
既存のＥＤＣに加えて成長の期待される約四○の分野にこれを設けたのが最初である。
（７）ビューデータはブリティシュ・テレコム（ＢＴ）が遜話回線を伽じて行なうインフォメーション・サービスでその代表
がプレステル（印①の庁の］）ある。テレテクストはＢＢＣおよびＩＴＶが供給するインフォメーション・サービスである。両
者ともカラーテレビ受像機を端末に使うが、現在の段階ではテレテクストの辨及が進んでいる。
（４）
（５）
（６）
（１）言い○国ロ庁・島ＤＣの、〕．
（２）ロ庁○月○日ＯｍｐＣｏｐ①の、〕ロ．Ｈ・
（３）ＶＴＲの出荷額は一九八五年第一・四半期からロ湯曹⑯目三○ミニミに特掲されるようになった。八五年四月一一一○日、
下
院
で
の
議
員
の
戒
間
に
答
え
て
、
貿
易
産
業
省
の
産
業
担
当
政
務
次
官
Ｊ
・
ブ
ッ
チ
ャ
ー
は
、
現
在
英
国
で
Ｖ
Ｔ
Ｒ
を
生
産
し
て
い
る
の
は
Ｊ２Ｔ、三洋、一一一菱、東芝、シャープであり、日立が同年後半からの生産を計山していると述べ、さらに英国のＶＴＲ市
場について、団瞳の昔⑯いい量○鼠ニミｂＣｍの町・口および、の２ｍＡに韮づいて、次のような推定を示した。
一
九
八
○
年
九
六
○
○
万
ポ
ン
ド
一
九
八
一
年
二
億
七
五
○
○
万
ポ
ン
ド
一九八二年五億二一一一○○万ポンド
一九八一一一年五億三四○○万ポンド
一
九
八
四
年
三
億
七
派
○
○
刀
ポ
ン
ド
ここでいう市場の惟定は化旅伽（川荷緬）＋輸入伽１輪川緬である。ただし一九八○’八二年については、生産伽がネ
グ
リ
ジ
プ
ル
で
あ
る
た
め
、
八
三
年
に
つ
い
て
は
胖
沌
企
業
の
雌
雄
棚
が
川
ら
か
に
な
る
こ
と
を
防
ぐ
た
め
に
、
そ
れ
ぞ
れ
輸
入
柵
１
輪
川
棚
である（口『葛菩・口悪いざ⑮いい》冨旦］Ｐらの、）。同思い昔のいい』ご菖呼・『、Ｃいぬいいによる一九八四年の輸川入額から逆算する
と、一九八四年のＶＴＲの生産額（出荷額）は一億一二○○万ポンドということになる。
金
子
□
九
八
三
〕
・
ロ］の○吋○日Ｏのロロ
8１ 第５章災'11のlux川電子磯H腕業と'１本企業の進１１１
（理）以上の他、レディフュージョン社も八○年末にシャープから技術を導入、部励も同社から供給されることになり、独自
の
設
計
で
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
を
生
産
す
る
英
国
の
大
手
メ
ー
カ
ー
は
ソ
ー
ソ
・
Ｅ
Ｍ
Ｉ
社
の
み
と
な
っ
た
（
同
上
書
一
○
三
ペ
ー
ジ
）
。
な
お
、
台
湾の樋子企業大同公司も、八○年初めにレーカル社がデッカ社を圃収した際、デッカのラジオ・テレビ部門を二四○万ポ
ン
ド
で
買
収
、
日
仏
自
侭
（
ロ
【
）
ロ
Ｑ
・
と
し
て
ブ
リ
ッ
ジ
ノ
ー
ス
（
シ
ュ
ロ
ツ
プ
シ
ャ
ー
）
の
工
場
で
八
一
年
六
月
か
ら
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
生産を州始した（従業員七五○人、生産能力一○万台）。同社はその後テルフォード（シ１Ｗツプシャー）の工業山地に欧
州活動の拠点となる新工場を建設、八五年夏からマイクロコンピュータの生産を州始した（前掲書一○六ページ、口、達冬
団扇言のいい》冨旦心》ご段．］巳『］Ｐ］①留）。
（
聡
）
内
藤
□
九
八
四
〕
お
よ
び
筆
者
の
開
取
調
査
に
よ
る
。
（型）日英産業協力委員会ロ九八五〕等による。
'-，〆￣、／~、'-，／￣、／~、／￣、〆■、'－，〆豈、グー、'-，'-，
2１２０１９１８１７１６１５１４１３１２１１１０９
、_ノ、_ノ、-ノ、_ノ、－〆、_ノ、-’、_ノ、=ノ、－〆、=ノ、_ノ、－／
同嗣主,ﾉ&,主安一,,大例三部川
前汲と藤と保九英蔵え戸品下武
０ｍ二１１」汗八百fZニノいり二Ｈノル、』
（８）ここでいう情報技術（閂昌○吋目畳・ロ弓の・言＆・亀》ＩＴ）とは、コンピュータのハードウエアおよびソフトウェア、デ
ータ通信およびテレコミュニケーション機器、事務用電子機器の供給部門やその利用部門、情報収集とその供給サービス
など広範な部門を含んでいる（国の○吋・日８国ＤＯＤのｍＢｂ・ｍＦ参照）。
川
英
産
業
協
力
委
員
会
□
九
八
五
〕
表
２
‐
１
に
よ
る
。
一九八四年一○Ｎ二五日附雌の対英投強セミナーにおける。ハナソニック（ＵＫ）社長井村昭弥氏の識減による。
安保打夫氏の間収調査による。本書第十章参照。
主として弓言回８葛・営曰具□の・・ＨＰら。）８．ｍｍ‐のによる。
内
藤
ロ
九
八
四
〕
等
に
よ
る
。
主として、円意回８、８首（且□のＰＨＰ】①「のによる。
嗣
汲
新
聞
社
〔
一
九
八
二
〕
一
○
六
ペ
ー
ジ
。
以下、ここでの叙述は主として、国の○吋・日○○・口の口日のＨｏｏｏｑののゴ勺ＤＣのＳ
部
品
供
給
の
改
葬
に
つ
い
て
は
、
電
子
部
肋
Ｓ
Ｗ
Ｐ
と
の
密
接
な
協
側
が
行
な
わ
れ
て
い
る
。
勺ＤＣのＳ参照。
例えば、田２回唾（
大
蔵
省
ロ
九
八
一
写武・も・の．田のくいα○口
□九八五〕。 〔ご震〕参照。
による。
例えば、国の○月・日ｏｏＣＢｂＣｐ。①具の①
Iｇｏ
（妬）口用同旨鈩口のの巴・シロロのロ日Ｈい
（恥）因Ｈの。豈陣のげぃ８，℃段〕ロ・己．
（”）この他日立がギリシャで現地企業との合弁で小規模な組立生産を行なっている。
（詔）村井氏前掲識演。
（豹）□目已ロ、ロ①のＦ〕□・仁．なお、ダニングがここで一一一一口及している調査についての本格的な報告である、□自己ロ、ＤＣの①〕が
最近出版されたが、水稲のほぼ脱稲後であったため利Ⅲできなかった。
（弧）○○口のロ日のＨ国の○吋・ロ】・ｍｐＤｏｐの認〕・
（皿）口尉のｏ匠陣のけ閂□〔ご詮〕ｂ・『の．
Ｍ・トレパーのＧＥＣ・日立テレビジョン社を対象としたとふられる事例調査によれば、合弁解消前、同社の製品は七
○
％
が
日
本
側
親
会
社
の
商
標
で
、
三
○
％
が
英
国
側
親
会
社
の
商
標
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
版
元
ル
ー
ト
を
通
じ
て
販
売
さ
れ
た
が
、
双
方
同
一
の部口叩から柵成されているにもかかわらず、日本川耐標の製口川は英国側商標の対応機種より一台あたり三○ポンド以上高
値で販売されたという（ＢＨのぐのＨ口①詔〕ｂ・ＨＣ）。
（犯）、自己口ｍｐｏｍの〕ｇ・Ｈｍｍ‐のには、日系各社の一九七五’八二年の税引前および税引後の純資産営業利益率が掲出され
ている。これによれば、ソニーが八二年を除いて利絲を計上し、松下も八一、八二年、一一一菱も税引後では概ね利益を計上
し
て
い
る
が
、
他
は
赤
字
と
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
計
算
の
根
拠
が
十
分
明
ら
か
で
な
い
し
、
い
わ
ゆ
る
移
娠
価
絡
に
よ
る
操
作
（
日
本
か
ら
調
達
さ
れ
る
部
品
は
通
常
親
会
社
が
一
括
雌
入
し
て
子
会
社
に
輸
出
し
て
い
る
）
に
つ
い
て
も
判
断
が
困
難
で
あ
る
。
（鈴）Ｊ２Ｔ（八二年秋生産附始）、三洋（八一一一年秋）、一一一菱（専川工場新設、八三年秋）、東芝（八四年四月）に続いて、欧
州ではカラーテレビの生産を行なっていなかったシャープもレクサム（北ウェールズ）に工場を新設して八二年二月から
生産開始。日立も西独での生産（八四年）に続いて英国でも八五年夏から生産開始。
（別）この比率は八五年末までは二五％であった。ＥＣ内部では現在比率を六○％に引き上げる案が検討されているといわれ
る
ｓ
日
本
経
済
新
聞
』
昭
和
六
○
年
二
月
一
四
日
号
）
。
（邪）『日本経済新聞』昭和五九年七月二日号、ロ『三忌口湯曽⑯いい》Ｚ・ぐ．、》ご殿・
（加）「朝日新聞』昭和六○年三月八日号。
（ｗ）○・口のロ日９口］の。可・已○の回ＤｏｐＣｍｍ〕参照。
（犯）団Ｈ①呂陣の冨吋ｂ〔］①詮〕己・田など参照。ソーン・ＥＭＩの例については、同社を対象としたとみられるＭ・トレバー
の事例調査が参考になる（曰吋のぐの吋〔この、〕の》Ｈ国①○月・日○○・日ｂロ日ロ参照）。
第５章英国の民生mfbl子機器産業と日本企業の進出1９１
（卿）英国ソニーは合同機械工組合（ＡＵＥＷ、鈩日口』旧日日のロロ日・ロ・・、固口、】口の①口口、二・鳥のＨの）とそのスタッフ部門の
ＴＡＳＳ（日のｏけ日・巳四目のＱの日感Ｏの益庫）と、英国松下は全国一般・自治体労働者組合（ＧＭＷＵ、ｚ§・ロ区
ロ日・ロ・【の①ロの日」〉】百日・】□口』司・鳥のＨの）とそのスタッフ部門のＭＡＴＳＵ（言：いぬのＨ且》し日日口の命日はぐの》曰の９日‐
、旦目Ｑｍ５ｏＨぐ】ｍｏｑｄ日・口）と、他の各社はいずれｊもＥＥＴＰＵと協定を結んでいる。英国東芝とＥＥＴＰＵの協定に
代表される、いわゆる〃ストなし〃協定等については、内藤〔一九八四〕および口国目の吋・・日》負三・の薗〆の、し、Ｈ①の日の目
目国鼻日口息・円冒国苫§ａ旦曰§⑯い》三旦闇》ＨのＥなど参照。
（“）□巨口日口ｍＤｃｍ心〕□・Ｐ
（虹）ＢＲＥＭＡによれば一九八一一一年の英国のカラーテレビ市場の規模は一一一五七万台であった。マツキントッシュの予測によ
れば、一九八五年、八八年の欧州全体のカラーテレビの需要は、それぞれ一六三一一一万台（うち英国四一一六万台）、一七六八
万台（英国四九二万台）であり（言回○画目・のけ口①の、〕ロ・臼）、これはほぼ現在の日本の年間生産規棋（一九八五年突絨
一六八八万台）に匹敵する。
（⑫）□月日ｐｍＤＣｍの〕○ぽ・巳富田光彦「英国でも〃通用〃日本的経営」（『日本経済新聞』昭和六一年二月一日号）など
（羽）屋の□日庁のｂ日日〕罠・
改
善
し
よ
う
と
い
う
、
七
九
（蛆）□回ロ日ロｍＤＣｍ心〕ロ．、．
（虹）ＢＲＥＭＡによれば一
参
ｌ１Ｈ
ＪＯ、、
。
目冒・ロ：Ｒ・ｐＨＯ戸部ロ川の不良率を当初の一○○分の一のオーダーから一○○万分の一のオーダーに
、七九年頃から推進されている活動。
1９２
近年、アイルランドにおける電機・電子工業の発達は目覚しく、一九八一一一年には、一一一五○の企業が一一万三○○○人
を一睡用し、製造業輸出の三○．ハーセントを占めている。しかも、そのうち一一一一○企業が外国から誘致された企業によ
っ
て
占
め
ら
れ
、
日
本
か
ら
も
九
社
が
進
出
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
電
機
・
電
子
工
業
の
発
展
は
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
政
府
産
業
開
発
庁
（１）
（Ｈ己屋の三口』□の『の］・ロ日の口庁缶員ぽ・喘ご）による外国企業誘致政策の成果であった。
し
か
し
、
数
百
年
に
及
ぶ
独
立
運
動
を
経
て
よ
う
や
く
独
立
を
達
成
し
た
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
お
い
て
、
外
国
企
業
は
必
ず
し
も
常
に
歓
迎されてきたわけではない。一九一一三年に政権の座についた、民族主義強硬派のフィァーナ・フォール党（国目：
可
壁
）
政
権
は
、
「
経
済
自
足
」
を
綱
領
に
掲
げ
、
全
面
的
保
護
政
策
を
実
施
に
移
し
た
。
そ
の
過
程
で
、
外
国
企
業
に
対
し
て
も
、
「
製
（２）
造工業規制法」（○・口吋・得。、冨目＆四・日Ｈののシ§・］①い、Ｐ且］①農）によって厳しい制限が加えられたのである。
積
極
的
な
外
国
企
業
誘
致
策
が
展
開
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
、
一
九
五
○
年
代
末
以
降
の
こ
と
に
す
ぎ
な
い
。
当
時
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
経
済
は
危
機
的
状
況
に
あ
っ
た
。
輸
入
代
替
工
業
化
の
進
展
は
捗
捗
し
く
な
か
っ
た
。
加
え
て
、
輸
出
の
大
宗
で
あ
る
肉
牛
の
輸
出
が
、
イ
ギ
リ
ス
経
済
の
平
時
経
済
へ
の
移
行
と
と
も
に
停
滞
し
た
。
イ
ギ
リ
ス
・
ポ
ン
ド
の
切
り
下
げ
は
、
等
価
で
連
結
さ
れ
て
い
た
ア
第
六
章
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
お
け
る
産
業
政
策
と
日
本
企
業
の
進
出
ｌ
民
族
主
義
と
外
国
企
業
誘
致
政
策
Ｉ
１
は
じ
め
に
1９３
イ
ル
ラ
ソ
ド
・
ポ
ン
ド
を
他
律
的
に
変
動
さ
せ
て
輸
入
口
叩
価
格
の
上
昇
を
も
た
ら
し
た
。
こ
う
し
て
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
経
済
は
一
九
五
一
年、一九五五年と再度にわたって国際収支の危機に見舞われ、それへの対処として財政緊縮政策が採用された。一九
（３）
五七年には失業率は九・二パーセントに達し、移民の流出も戦後最高の五万八○○○人を記録したのである。
こ
の
よ
う
な
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
経
済
の
危
機
的
状
況
を
前
に
輸
出
向
け
工
業
化
が
至
上
命
題
と
し
て
認
識
さ
れ
、
そ
の
た
め
の
方
錐
と
し
て外国企業誘致策が採川されたのである。一九五八年に、「工業発展（外国資本投下促進）法」（Ｈ口目の日巳□の弓巴・ロ‐
日の口什〔ロロ８月煙、の日の口什。、国風のＨ口凹ロロ『の切目の貝〕し。庁）が制定されて、輸出向け外国製造業資本が規制の対象からはずさ
れ
、
一
九
六
四
年
に
は
、
「
製
造
工
業
規
制
法
」
自
体
が
撤
廃
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
一
九
五
八
年
に
立
案
さ
れ
た
「
鋪
一
次
経
済
拡
大
計
画」（国Ｈのけ勺尉。、ＢＢＢのｍ・引回８口・目・国□目の】・ロ）に始まる総合産業政鍍では、外国企業の誘致が公共投資とともに隅
当
時
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
民
族
主
義
は
一
種
の
高
揚
期
を
迎
え
て
い
た
。
強
硬
な
民
族
主
義
と
社
会
福
祉
の
重
視
を
結
合
し
た
「
人
民
党」（○］：ロロ凹勺・亘四・耳四）の躍進、北アイルランドの民族主義政党支援のための連合組織の結成、そして、ＩＲＡの
国
境
地
帯
に
お
け
る
武
力
闘
争
の
展
開
は
そ
の
よ
う
な
動
向
を
如
実
に
示
す
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
民
族
主
義
感
情
の
高
揚
は
、
経
済
的
利
害
関
心
に
よ
っ
て
制
圧
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
イ
ギ
リ
ス
に
お
い
て
棉
祉
国
家
が
成
立
し
、
完
全
雇
用
が
実
現
す
る
と
、
独
立
戦
争
か
ら
の
時
間
の
経
過
と
世
代
の
交
替
も
手
伝
っ
て
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
大
衆
の
民
族
主
義
感
情
は
イ
ギ
リ
ス
並
永
の
貸
金
・
個
人
（５）
消
費
・
社
会
保
障
を
求
め
る
よ
う
に
な
っ
て
い
た
の
で
あ
る
。
以
上
の
よ
う
に
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
お
け
る
外
国
企
業
に
対
す
る
方
錐
が
民
族
主
義
と
絡
承
あ
っ
て
い
る
こ
と
は
、
日
本
か
ら
の
砥
機
・
氾
子
企
業
の
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
へ
の
進
出
を
考
察
す
る
に
際
し
て
も
、
民
族
主
義
の
産
業
政
箙
に
対
す
る
影
響
に
注
意
を
払
う
こ
と
を
要
請
し
て
い
る
と
言
え
よ
う
。
本
章
で
は
、
こ
の
点
に
留
意
し
な
が
ら
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
の
産
業
政
策
と
魎
機
・
稲
子
工
業
と
の
関
述
を
吟
味
し
、
併
せ
て
、
日
本
企
業
が
直
面
し
て
い
る
諸
問
題
を
紹
介
す
る
こ
と
に
し
た
い
。
（４）
の首石し」されたのであった。
1，４
産業開発庁による外国企業誘致政策
新たな産業政簸の担い手となったのは産業附発庁Ｃ九五○年設立）であった。産業洲発庁は、政府が出資し、聯邦
は通産大腿によって指紹されるが、活動については通産省から自立している、いわゆるのけ日の‐のＵ・ロの。Ｈのロワ・身であ
（６）
る。一九五一ハ年、一九六九年の刊皮の改組により、アイルランド全土に対する産業州発に関する椛限を掌握した。
産業開発庁の企業誘致政策の眼目は、法人税に対する優遇梢悩と固定資産（工場川地、川地造成、述物・機械その他の
設
倣
）
取
得
に
つ
い
て
の
補
助
金
で
あ
る
。
法
人
税
に
対
す
る
優
遇
措
置
は
、
当
初
、
輸
出
利
益
に
対
す
る
免
税
と
い
う
形
を
と
っ
て
い
た
。
こ
の
よ
う
な
形
の
免
税
柑
置
は
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
と
外
国
企
業
の
誘
致
を
め
ぐ
っ
て
競
合
す
る
北
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド
、
ウ
ェ
ー
ル
ズ
な
ど
に
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
も
の
で
、
一
九
六
○
’
七
○
年
代
に
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
が
他
地
域
に
比
べ
て
外
国
企
業
の
誘
致に成功した原因の一つとされている。一九七六年における□・言・少］の①の①の試算によると、輸出利益に対する免税
は企業生産額の五・ハーセントに相当するとされている。この梢置は、一九七三年にアイルランドがＥＣに加盟した際
に
も
特
例
と
し
て
継
続
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
た
が
、
そ
の
後
Ｅ
Ｃ
内
で
批
判
が
高
ま
っ
た
た
め
に
、
一
九
八
一
年
か
ら
、
最
高
限
を
一
（７）
○パーセントとする法人税優遇梢悩に切り換鰐えられて今日に至っている。
産
業
開
発
庁
の
補
助
金
は
、
一
九
七
九
年
の
調
査
に
よ
る
と
、
外
国
企
業
投
下
固
定
盗
産
伽
の
四
五
パ
ー
セ
ン
ト
に
達
し
て
い
る
。
補
助
金
の
決
定
に
つ
い
て
は
、
製
品
の
市
場
拡
張
性
、
輸
出
可
能
性
、
生
産
の
長
期
安
定
性
と
と
も
に
、
付
加
価
値
が
高
い
こ
と
、
投
下
資
本額に対して一脈用創出効果が大きいことも査定の基準として挙げられていたが、実際には前者が優先されたことから、
（８）
後
述
す
る
よ
う
に
、
や
が
て
批
判
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
それはともあれ、産業開発庁による外国企業誘致政箙はどのような成果をあげたのであろうか。産業開発庁は毎年、
２
第
二
次
大
戦
後
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
の
工
業
化
過
程
と
外
国
企
業
誘
致
政
策
アイルランドにおける産業政策と日本企業の進出第６章1，５
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政
府
の
資
本
支
出
予
算
の
約
一
割
を
産
業
助
成
の
た
め
に
支
川
し
、
一
九
八
三
年
ま
で
に
八
五
四
の
外
国企業の誘致に成功した。企業数でふると、アメリカ（三一一五企業、一一一八．ハーセント）、イ
ギリス（一七七企業、二一。ハーセント）、西ドイツ（一一一二企業、一四。ハーセント）が抜きん
出ており、つづいて、オランダ（五一一一企業）、スウェーデン（一一八企業）、フランス（二一企
業）、スイス（二一企業）、カナダ（二○企業）、ベルギー（一二企業）、日本（一一企業）とつ
（９）
づいている。
外国企業による投資額（一九六○’八三年）は七一一一億七五○○万アイルランド・ポンド
（約一九一七億五○○○刀Ⅲ）に達しているが、国別にゑると、アメリカ（三七侭七五一一一○万
ポンド、五二．ハーセソト）が肛倒的な比率を占め、ついでイギリス（七億六九八○万ポンド）、
西ドイツ（六億四一七○万ポンド）、カナダ（四億三六○○万ポンド）、オランダ（三億七八六○
（、）
刀ポンド）、Ｈ本（三億二三○○万ポンド、四．ハーセソト）の順になっている。業櫛別に承る
と
、
機
械
製
造
、
繊
維
・
縫
製
、
電
機
・
電
子
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
・
ゴ
ム
、
化
学
・
薬
品
な
ど
が
目
立
っている（表１参照）ｏ
外
国
企
業
の
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
製
造
業
の
中
で
占
め
る
地
位
は
、
い
ま
や
圧
倒
的
な
も
の
が
あ
り
、
一
九八三年には、製造業一鵬用総数の一一一六。ハーセソトを●占め、製造業輸出の七○．ハーセソト
を
担
う
に
至
っ
た
。
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
の
急
速
な
工
業
化
、
と
り
わ
け
高
度
技
術
部
Ⅲ
の
急
成
長
を
支
え
た
の
も
外
国
企
業
で
あ
っ
た
。
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
エ
業
の
成
長
率
は
、
一
九
六
一
－
七
三
年
に
六
・
〈
－
セ
ント、一九七一一一’八二年に四・ハーセソトに達し、ＯＥＣＤ諸国の平均を大きく上まわっ
ている。一九八一年におけるアイルランドの高度技術製品輸出特化係数（ＯＥＣＤ平均Ⅱ
一・○○）は一・○七を示し、ＯＥＣＤ加盟ヨーロヅ・〈諸国中最高の値となっている（ァ
1９６
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23.9
９７
１５．９
８８
１４．４
５２
８．５
４９
８．０
４７
７．７Ｓｈａｌ･eofTotal（％） 皿
外
国
企
業
誘
致
政
策
の
問
題
点
と
政
策
基
調
の
転
換
ｃ恥独立戦争を知らない世代の登場、あるいは消費社会的Ⅲ値の浸透によって変化したと
ｍ
は
い
え
、
北
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
問
題
が
未
解
決
と
い
う
こ
と
も
あ
っ
て
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
の
民
族
主
義
は
ｃ〃鋤なお根強いものがある。一九八一年に、北アイルランドの刑務所において、ＩＲＡ閃係
り、の
受
刑
者
が
政
治
犯
と
し
て
の
処
遇
を
典
求
し
て
ハ
ン
ガ
ー
・
ス
ト
ラ
イ
キ
に
入
っ
た
時
に
は
、
ア
イ
Ｊａｍ
ル
ラ
ン
ド
共
和
国
の
下
院
識
且
選
挙
で
、
ハ
ン
ガ
ー
・
ス
ト
ラ
イ
キ
中
の
一
一
名
の
受
刑
者
が
当
選
し
て
〃”いるほどである。イギリヱとのＩＥＣ加州後はＥＣ諸国とのｌ経済格差の解消は民
〃姻
族
主
我
的
感
情
に
根
ざ
し
て
要
求
さ
れ
つ
づ
け
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
失
業
率
の
抑
止
、
移
民
の
流
（旧）
、
川
は
、
雌
代
政
府
に
と
っ
て
不
可
避
な
課
越
で
あ
っ
た
。
ｔｓ⑪芦
」
の
よ
う
な
課
題
に
照
ら
し
て
、
外
国
企
業
誘
致
に
も
と
づ
く
工
業
化
は
満
足
す
べ
き
成
果
を
あ
げ
Ｉ、
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
そ
れ
は
、
次
の
一
一
つ
の
点
で
限
界
を
持
っ
て
い
た
の
で
あ
る
。
館
一
は
、
失
業
率
ａ血を低下させることに失敗した》」とである。第一一は、外国企業による生産投資が充分な国
ａＴ内
波
及
効
果
を
及
ぼ
さ
な
か
っ
た
｝
」
と
で
あ
る
。
ｆＯ比工業一雁川の年増加率は、一九六一’七一一一年に一・九。ハーセント、一九七一一一’八一一年に
１ ｃｍ○・一一一．〈１セントにすぎない。このように工業化のもたらす一脈用の増加が低い水準にと
ａ刑どまったのは、一つには、在来工業による一服川が減少した声」とによるものであり、一一つ
、には、外国企業投資の一雁川創出効果が低かったことにもとづくものであった。
’
一
九
七
一
一
一
’
八
二
年
に
、
外
国
製
造
企
業
に
よ
る
一
雁
川
が
約
二
万
四
○
○
○
人
増
加
し
た
に
屯
か
か
ｏｆＴｒａｄｅａｎｄｌｌｌｄｕｓｔｒｙ，ｊＶﾉｲﾉﾉﾉﾉﾉαZ/o〃(zノＩｊｍｃｓ/〃ＩＣ〃／Ｓ/)･ａｔｃｇ/ｃｓｉ〃／〃ｃ
メ
リ
カ
九
○
（Ⅱ）
日本一・三七）。
'9フ節６章アイルランドにおける産業政雄と11本企業の進１１１
わらず、在来製造業による一雁川は約一万二○○○人減少している。繊維・縫製、靴・靴下、食料加工などを中心とす
る
在
来
製
造
業
は
、
外
国
企
業
誘
致
に
も
と
づ
く
工
業
化
と
表
裏
一
体
で
あ
っ
た
貿
易
自
由
化
の
進
展
の
な
か
で
、
国
際
的
な
産
業
再
編
（、）
成に捲きこまれ、あるいは新興工業諸国との錘眺争に直面したのである（表２参照）。
外
国
企
業
投
資
の
雇
用
創
出
効
果
も
比
較
的
小
さ
か
っ
た
。
外
国
企
業
を
労
働
節
約
的
投
資
に
向
か
わ
せ
る
諸
事
情
が
介
在
し
た
の
で
あ
る
。
産
業
開
発
庁
の
補
助
金
が
資
本
コ
ス
ト
を
低
下
さ
せ
た
上
に
、
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
昂
進
に
よ
っ
て
資
本
コ
ス
ト
が
減
価
し
た
（Ｍ）
こと、労賃コストの上昇（製造業時間給上昇年率一六・一一一パーセント〈一九七七’八二年〉）などの珈情がそれである。
さ
て
、
外
国
企
業
投
資
の
国
内
波
及
効
果
が
小
さ
い
と
い
う
事
情
の
背
景
に
は
次
の
よ
う
な
要
因
が
あ
っ
た
。
外
国
企
業
の
大
半
は
、
従
来
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
な
か
っ
た
高
度
な
技
術
を
用
い
て
生
産
し
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
が
加
捌
し
て
い
る
Ｅ
Ｃ
諸
国
、
あ
る
い
は
ア
イ
ル
ラ
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引
一
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１１
０．４
５４
4４
３
６
０
７
３
５
〃c/α〃ｄＺＯ８４， ).３８ の
背
景
に
は
次
の
よ
う
な
要
因
が
あ
っ
た
。
外
国
企
業
の
大
半
は
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
が
加
捌
し
て
い
る
Ｅ
Ｃ
諸
国
、
あ
る
い
は
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
と
関
述
の
深
い
ア
メ
リ
カ
へ
製
仙
を
輪
川
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
進
出
し
て
き
た
。
し
た
が
っ
て
、
輸
出
・
輸
入
に
対
す
る
依
存
は
極
端
に
高
か
っ
た
。
一
九
七
六
年
の
調
査
に
よ
る
と
、
生
産
額
の
八
九
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
を
輸
出
し
て
い
る
。
原
料
、
機
器
、
部
品
な
ど
の
国
内
企
業
か
ら
の
購
入
は
一
六
パ
ー
セ
ン
ト
に
す
ぎ
（烟）
な
い
と
い
う
統
計
も
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
外
国
企
業
投
資
の
国
内
波
及
効
果
が
小
さ
い
こ
と
は
、
一
つ
に
は
、
両
度
技
術
を
体
現
し
た
関
連
企
業
が
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
未
だ
存
在
し
な
い
こ
と
に
も
と
づ
く
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
加
え
て
、
多
国
籍
企
業
で
あ
る
進
出
企
業
に
と
っ
て
、
製
品
販
売
と
生
産
手
段
雌
入
の
両
面
に
お
い
て
、
国
外
の
関
連
企
業
か
ら
の
調
達
が
大
き
な
比
率
を
占
め
る
と
い
う
小
情
も
介
在
し
198
表２StructuralChangeinlrish
Employment（thousands） Ｆｏｒｅｉｇｎｅｍ－
１９７３
１９６３
％
cｈａｎｇｅ
1982
1973
〃
1973
％share
1982
〃
1963 1973 1982
Totalmanufacturing
ofwhich：
Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ
Ｍｅｔａｌａｎｄｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ
Ｆｏod
Drinkandtobacco
Textileindustry
C1othing，footwear
Timberwoodenfurniture
Papel・andprinting
Miscellaneous
２
８
３
０
０
７
４
７
８
２
０
●
●
●
●
０
０
０
●
●
８
５
０
０
０
１
２
７
５
６
６
３
４
１
２
２
１
１ 217.3
１１．３
４２．５
４６．７
１０．８
２３．０
２４．８
１０．８
１４．５
１７．３
223.2
１４．０
６６．５
４４．８
１１．１
１３．０
２０．２
１１．８
１４．８
２７．２
29.2
94.8
40.3
17.3
７
２
７
５
９
３
１
７
２
０
２
５
４
１
３
２
２
１
５
3７
６５
２．７
２３．８
５６．４
－４．５
２．５
5８
１４
8.0
5.0
3７
3９43.7
10.7 18.6 ８
５
０
２
１
40.3 9.5
2.3150.0
6.8 Ｎ,，57.5
出所）０．Ｗ.Ｏ'Hagan ｅｄ.，ＴﾉﾉCECC"o"Jｙ 〃Ｉγeﾙﾉﾉ(Z，ｐ、２７１；ＯＥＣＤ， ＥＣＯ'201"ｊｃ Ｓ〃γ"eys
たのである。一九七四年の調査によると、生産額の約五
割が関連企業に輸出され、原料の約三分の一が関連企業
（畑）
か
ら
輸
入
さ
れ
て
い
る
。
産業開発庁による外国企業誘致の経済的効果が限定さ
れているということは、赤字を累積している政府財政の
（Ⅳ）
観点からも対応を迫られるものであった。一九八○年に
「国家経済社会霧議会」（Ｚ基・目」画８口・菖・凹昼の・・巨
○・ＰｐｏＢがコンサルタント会社目①］の臼のに産業政策につ
いての診断を依頼した。弓の民の田のの報告書は一九八一一年
に
公
表
さ
れ
、
そ
れ
を
受
け
て
一
九
八
四
年
に
は
『
産
業
政
策
白
書』（ミミ⑮聾、国・琶冒曼吻ミミミミ）が公刊されたの
である。弓の］研厨の報告書は、国内波及効果と国内産業
の育成を考慮した外国企業の誘致という新しい政策基調
を
提
唱
し
た
。
『
産
業
政
策
白
書
』
は
こ
れ
を
容
れ
て
次
の
よ
う
（皿）
た
施
策
を
提
唱
し
て
い
る
。
㈹
「
全
国
リ
ン
ケ
ー
ジ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
の
推
進
。
ｌ
大
企
業
の
原
材
料
・
部
品
需
要
お
よ
び
下
請
企
業
リ
ス
ト
の
デ
ータ
ーベー
ス
化。連
関
産業の
育
成。
⑪補助金審査における「企業成長論」（○・日冨旦Ｃの‐
ぐの〕・ｂＢｏ具少ｂＲ・口：）の採用。
第６章アイルランドにおける産業政策と日本企業の進出1９９
アイルランドにおける耐機・嗣子工業の中核は外国企業によって担われているが、そのような外国企業の巡川は、
一九七○年代に始まり、それ以降加速している（表３参照）。一九七九年一月川在で承ると、アメリカから進川した企
業（一一一四）が圧倒的に多く、西ドイツ（一七）、イギリス（一三）がつづいている（表４参川）ｏ分野別に主要外国企業を
摘
記
し
た
の
が
表
５
で
あ
る
。
著
名
な
企
業
が
か
な
り
進
出
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
わ
れ
る
で
あ
ろ
う
。
ア
メ
リ
カ
電
子
企
業
に
つ
い
ての一九八三年の調査によると、アイルランドへの進出の動機として、比較的低い賃金、良好な労使関係、産業開発
（加）
庁
の
優
遇
措
置
、
英
語
使
用
圏
で
あ
る
利
点
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
（川）
現在、産業附発庁による外国企業誘致政莱は転換点に立っていると一一一両えるであろう。
vi）(ｖ v）（H）
外国企業が企業中州機能をアイルランドに移転することを促進するような税制優遇措置の実施。
産業開発庁が補助金を支給するに当たって、次のような企業を優先する。
①
親
会
社
か
ら
の
自
立
度
の
高
い
企
業
。
②供給閏述効果の大きい企業。
③熟練労働者を雁川する企業。
④アイルランド企業と競合することなく輸入を代替するプロジェクト。
海
外
か
ら
の
技
術
移
賑
に
つ
い
て
の
補
助
金
の
新
設
。
国
際
サ
ー
ビ
ス
部
門
の
育
成
。
ｌ
情
報
藁
（
プ
ピ
雲
‐
：
ゾ
ト
ニ
ァ
な
ど
）
、
教
育
訓
藥
国
際
金
融
業
、
ニ
サルタント業、保健サービス業。
３
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
お
け
る
地
機
・
髄
子
工
業
の
塊
状
２００
表３ForcigllOwllershipofElectrical＆ElectrollicFirmsilllreland
byDatｅｏｆＥ１１ｔｒｙ
PcriodofEntrylPrc-l9611961-651966-701971-75l976-Janl979Total
8８4１６３６Ｎｏ．ｏｆＦｉｒｍｓ ２３
出所）（Del)artmentofTradeandllldustry，ハf'(///"α（io"αﾉＩ""Cs/）"c"ノＳ()･(Ｗｇ/ｃｓｉ〃/ｈｃ
ＢｸﾞﾉZ/sﾉＵＩＳ/Cs，ＨＭＳ０，１９８３，１).８５．
表４ForeignOwncrshipofElectrical＆Electl･ollicFil･lnsinlreland
byCoulltl･ｙｏｆＯｒｉｇｉｌｌ
ＣｏｕｎｕｙｌＵＳＡＵＫＷＧ…Ｉ１ｙＮｃｔｌＩｃｌ…SwcdcⅡ
NqoIEntorp…’３４，０６３３
ＣｏｕｎｔｒｙｌＦｒ`mcoSwiL…､(ICanad:１０t…ｒ･tnl
Nop[lmtcll…’４４０８８
出所）ＤＯＩ)t・ｏｆＴ.＆Ｌ,ｏ〃c"．
表５Ｆo１℃ignElcctricalandElcctrollicalEl1ginccringFi1.1,ｓ
1.Ｃｏｍｌ】ｕｔｅｒ，MiI雌ｃ()ｍｌ〕ｕｔｅｒａｎｄＣｏｍｌ〕ｕｔｅｒＩＪｅｒｉｌ〕her8lllq(luil)ｍｅｎｔ
（largoscalecomputer，ｌ〕ersollalcoml)utol.，wordproccssor）
l５ｆｉｒｍｓ（Amdahl，Apl)ｌｃＣｏｍｌ)utcr，DigitalEquipmelltCorl)oration，ＰｒｉｍｅＣｏｍ‐
putel.，WangLaboratoricsetc.）
ＩＬＣｏｍｌ)oIuelltS
（IC，ｒａｄｉｏａｌｌｄＴＶｃｏｍｌ)ollentsetc.）
l７ｆｉｒｍｓ（Mostek，NEC，FujitslI，Philil)ｓｃｔｃ.）
Ⅱ11.ElectromicalBusillcSSM孔chillcS
lfirln（Bcllandllowcll）
ⅡＶ､IDlcctricMachillery
（energymanagclncntsystcms，illdustrialrecordillgsystcm）
１１ｆｉｒｍｓ（Westinghollse，Nipl〕OII］)onkaietc.）
Ｖ､ＧｅｌｕｅｒａｌＥｌｃｃｔｒ《ＤＩｕｉｃｇｏｏ(1ｓ
（Games，consumcrclcctronics，etc.）
１１ｆｉｒｍｓ（Atari，Ｅ､1.ＣＯ.（GeneralElectric）ctc.）
Ｖ1.Ｔｃｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃ８１ｔｉｏｎＨＥ(luil】ｍｅＩｌｔ
５ｆｉｒｍｓ（Wcstinghouseetc.）
出所）IDAIrclalld『アイルラン1リヒ和国一ヨー１【シバ|随一のエレクトロニクス』１１．．．
zoI節６章アイノレランドにｵｺﾞける産業政雄と「１本企業の池川
表６Exl)ortsofElectricalandE1ectronicalGoodsfromlrelandinl981
（＄000）
752AutolllaticDataPl･oc・Ｅｑｕｉｐ、
7６TelecommSolllldEqulp、
7７ElectricMachillerynos､etc、
874.8ElecMeas､Colltl･ｏｌＥｑｕ.、es．
％対外競争力指数Ⅲ）
(79.8）0.502
(72.8）－０．３１１
(72.7）－０．２２５
(76.3）－０．０６３
Ｗｏｒｌｄ
533,733
123,826
311,596
２９，３０９
ＥＥＣ
425,752
90,086
226,526
１９，８０７
998,464762,171（76.3）Ｔｏｔａｌ
(1)対ﾀﾄ競争力州数＝Ｘｉ－Ｍｉ/Xi＋Ｍｉ（Ｘｉ＝ｉＭの輪llWJi，Ｍｉ＝i財の輸入額)．
Ｕ､Ｎ､，ＣＯ)ﾉﾉﾉ"o(ﾉﾉ/ｙＴ）'α(/Cs/(zﾉﾉsﾉﾉcs-I)℃/α〃(ﾉ，１９８１．
注）
出所）
照電しる信表７MaillElcctrical＆ElcctronicGocdscxported
電弓子て。・ ｆｒｏｍＩｒｅｌａｎｄｉｌｌｌ９８１機部、雨音一－－－＿
品ダ気糾Exportｓ対外競争●
電にイ’幾１鍵（$000）力指数
子 預亨鱈鱈ｂ両面帆,Coml,… ３２６０．５８１製 １４００．３４２てドつつ②752.5ＡDPI〕eripheralU11itsにlllll
の４９輪．いい①772.1Switchgiarctc．-0.323
世ＩＵトてて①776.4ElectronicMicrocircuit４１0.150
厚二'幣裏①?`…､｡T･叩･'…［川仙’１，『yiLlliili-0.267圭三錘|ザニリリ:柵縣蝋川;:：；ｌ’２，，１１１貿易が夕な、③764.9Ｐｔｓｎｃｓ・ofEquipmclltof7636-0.380
確１１'､１，部①776.3Diodcs,TransistorsctQ中３５0.211
立と’二II1ii1I⑩874.8Elcc､Meas・ContlDlEqu・ｎＣＳ、２９に－０．０６３
占し超のを－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
めて小輸iIiililll所）ＵＮ.，ＣＯ""ＷﾉﾉｙＴ,"(んＳ/α/ｉｓﾉﾉCs-1,℃ﾉα"dlO8I、
ろい形１１１入 }照1iliil1ii1'二t三重裏アる雨にし厳１イこ子特てが処対ぢし産国輸計と回化製１Ｍｉ１ｌＩ１タトル を蹄し，ｌｉｉ１１立機銃いノハ（七さ・つ七が目・ラ iIii1雛騨；示のてなし器争ソドす数いｉＭｉｉては力も伽るⅡ｜い○指のl上の力：こしる・数率でプとてこ五を 《聯鋼あうがいと○承を ろスうろを二るゑ うで力、こ示でとる 表あがとし、、ｑ量索奈涙繭畠と ＃雲Miw'iiiiiiili三、 琴怠三宅ｗＴ－●フジ′夕参、そい通生ク参進のＣ－気七ｓ七み
２０２
表８Ｖａｌｕｅａｓ％ofTotalWorldExportTrade
(％；O00US＄）
孟磯｜…ア露５，"jzzaIz-ﾕｰ.waliz=ｉｚ－ｓ 776.3 874.8
(217,178）
(377,910）
(253,341）
(211,351）
(107,791）
（36,553）
（13,992）
(302,867）
（24,777）
（130）
（988,350）
(1,897,418）
（952,653）
（461,707）
（525,100）
（35,730）
（58,321）
（192,863）
（273,101）
（37,493）
9.7（4,150,398）４
７
５
１
３
４
３
５
０
２
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
６
４
０
１
７
０
０
０
１
０
１
１
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１
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６
４
３
１
１
５
７
５
８
５
０
４
４
Ｌ
０
０
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１
１
１
23.2
25.0
11.0
８．９
８．２
７
８
７
７
５
２
２
３
１
９
８
９
ａ
Ｌ
２
０
０
０
３
１
１
６
５
３
５
９
２
３
Ｏ
４
Ｌ
０
９
３
５
０
８
戸
ａ
５
０
２
２
１
１
１
４
５
４
０
●
●
●
●
●
●
７
０
４
２
１
６
４
－
１
１
１
Ｕ、Ｓ，
Japan
W・Ｇｅｒｍａｎｙ
Ｆｒａｎｃｅ
Ｕ.Ｋ・
Ireland
Korea
HongKong
Singapore
Malaysia
(582,616）11.3
9.4（1,096,486） 豆製
ｅ
絲
賀
畏
亘
剖
醤
営
諜
濁
侭
迄
鵯
辿
」
八
い
ミ
ヤ
ト
鵜
①
籍
ｍ
・
円
(620,018）10.6
9.3（1,077,143）
(30,316）２
９
７
８
●
●
●
●
１
３
９
３
1.5
0.8
(34,439）
(4,559）0.3
0.3 (54,596）
(1,740）22.7
１００１００１００１００１００１００
(2,041,843）（6,349,512)(10,934,659）（4,405,320）（3,625,707）（676,169）
World 100
(2,928,155）
出所）Ｕ,Ｎ､，Ｚ９８２ＹｂαγＢＯＯ々ｑｆＺｸzfeγ"αﾉﾉ0"αＺｒγα`ｅＳ/αがsfjcs．
ル・コンピュータおよび自助データー処理周辺機器が刮甘すべき数値を示し、低い数値のスイッチギァ、絶縁耐線を
除
い
て
、
一
・
○
パ
ー
セ
ン
ト
前
後
の
数
値
で
あ
る
。
イ
ギ
リ
ス
が
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
の
約
三
○
倍
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
規
模
を
示
し
て
い
る
こ
と
を
念頭において、イギリスの比率とアイルランドの比率を対比すると、アイルランドの比率が目党しいものであること
が
判
川
す
る
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
デ
ジ
タ
ル
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
、
日
勤
デ
ー
タ
ー
処
理
周
辺
機
器
、
有
線
嗣
話
機
、
家
庭
川
砠
気
機
器
を
除
い
て
、
い
ず
れ
も
ア
ジ
ア
の
新
興
工
業
国
の
い
ず
れ
か
に
凌
駕
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
記
憶
に
と
ど
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
表
表９QualitylndicesofDigitalComputers
Exportcd （1981）
８参照）。
デ
ジ
タ
ル
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
つ
い
て
よ
る
と
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
か
ら
の
輸
出
の
世
界
輸
川
貿
易
に
占
め
る
比
率
は
、
ア
メ
リ
カ
に
つ
ＯＯＯＵＳＳ／metrictons
Irelalld
U．Ｓ，
Japan
W､Ｇｅｒｍａｌｌｙ
Ｆｒａｌｌｃｏ
Ｕ．Ｋ、
ＩＩｏｎｇＫｏｎｇ
Ｓｉｎｇａｌ)ore
lMT）ＵＮ
９３．９
58.5
116.1
77.7
147.8
７５．１
４．１
２４．７
Ｕ、Ｎ､,ＣＯﾉﾉﾉﾉ〃Cu//y
collntries．
Ｔγα‘Ｃｓ/ﾛﾉﾉs/lｒＣｓＺ９８Ｉ－ｃａｃｈ
表１０QualitylndicesofDigitalComl)uters
importcdilltoU.Ｋ、 （l98D
lShm℃(%）O00US$/mctricton＆ｆｒｏｍ
Ｕ、Ｓ、
WestGcrmany
ltaly
Ireland
Japall
44.1
19.1
９．８
５．９
ａ1
89.8
112.9
５３．９
９６．７
４３．７
出所）Ｕ､Ｎ､，ＣＯ"！)"o(ﾉﾉｔｙＴγα(ﾉＣｓ/α/is/ｊｃｓＩ９８１－ＵｂＫ．
表１１ＳＩＴＣ776.3（ダイオード，トランジスター
その他）の対外競争鐵力指数（1981）
対外jiijii争力指数
イギリス
アイルランド
蝉国
香港
シンガポール
マレーシア
０．００４
０．２１１
０．３２２
０．２０７
－０．２１３
０．４７１
出所）小浜・木村「塗りかわるエレクトロニクス産業貿易
地図」『世界絲済評論』1985年７月号，４７ページ。
Ｕ、Ｎ,,ＣＯ"〃)ＩＣ(ﾉﾉ/ｙＴγα(ﾉＣｓ/αﾉﾉsノルS-Ij℃/α)！(ノＺＯ８Ｚ．
Ｚｏ４
ぐものであって、西ドイツ、日本をも凌駕している。アイルランドにアメリカ企業によるＥＣ市場向け生産拠点が確
立した結果である。単位重量当たり価格を算出してみると、フランス、日本につぐ値を示し、西ドイツ、イギリス、
アメリカを上まわる数値を示している。アイルランドからの輸出にかなりの高級機が含まれていることが推定される
（表９参照）。主要市場であるイギリスとの関述でも、かなりの高級機を輸出して低級機を輸入している（表川参照）。
つづいて脳子部仙の輸出について検討しよう。ダイオード・トランジスターについてのアイルランドの対外競争力
指数は、マレーシア、鯨国より劣るが、香港、シンガポールよりは秀れている（表、参照）。しかも、アイルランドか
らの輸出市場であるアメリカ、フランス、西ドイツには、これらの諸国からも輸出されている。しかし、フランス巾
表１２ＳＩＴＣ776.3（Diodcs，Transistorsctc.）
cxportcdfromlreland（1981）
Share（％）
３４．４
１７．４
１４．９
７．２
５．８
Ｕ，Ｓ・
Ｆｒａｎｃｅ
ＷｅｓｔＧｅｒｍａｎｙ
Ｕ．Ｋ・
Italy
出所）Ｕ､Ｎ､，ＣＯ"')ﾉﾉ0(ﾉ"ｙＴＭ比Ｓ/αﾉﾉs//ｃｓＩ９８Ｉ－
Ｉ)℃/α〃‘．
表１３QualityII1dcxofSITC776､３（Diodcs，
Transistorsctc.）importodilltoFrallce
（l98D
lShnrc(%）O00US$／metrictonsfrom a e（％ US＄／metrict
３２．３436.0
７．３３１５．７
１５．８８１．０
６．１１１６．６
２．３６２．０
２．６２０．９
２．９147.1
1.4４１０．８
１０．９５０．８
ﾉﾉﾉo(///ｙＴ)．α〔ﾉＣｓ/α//s//cｓＩＯ８Ｉ－
Ｕ、Ｓ・
Ｊａｐａｎ
ＷｅｓｔＧｅｒｍａｎｙ
Ｕ．Ｋ、
Ireland
Korea
IIongKollg
Singapol･o
Malaysia
出所）Ｕ､Ｎ､，
Ｆ)．α〃cc．
ＣＯ)〃〃 o(/〃ｙＴ)･ａＪｃ
表１４ＳＩＴＣ776.4（超小形茄子|TII路）の対外競
争力指数（1981）
対外競争州数
イギリス
アイルランド
韓国
香港
シンガポール
マレーシア
－０．２４３
０．１５０
０．５６４
－０．２５３
０．２９２
０．３５７
出所）表11に同じ。
zoう筋６章アイルランドにおける産業政錐と１１本企業の地１１１
場
に
つ
い
て
、
各
国
か
ら
の
輸
入
船
の
璽
赴
単
位
当
た
り
価
格
を
算
出
し
て
承
る
と
、
か
な
り
の
ば
ら
つ
き
を
示
し
て
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の国が特定製品に特化していることが推定される（表⑫、表⑬参照）。
超小形電子回路についてのアイルランドの対外競争力指数は、蝉国、マレーシア、シンガポールより劣るが、香港
よりは秀れている（表ｕ参照）。しかも、アイルランドは主要市場である西ドイツ、アメリカ、イギリスなどでこれら
諸国の後塵を拝している。しかし、西ドイツとイギリスにおける重堂単位当たり価格を比較する限りでは、アイルラ
ンドからの輸入品がアジア新興工業国からの輸入品に比して高級品であることが判明する（表狙、表出、表Ⅳ参照）。
さて、前述したような産業政策基調の転換は電機・電子工業にどのような影響を与えているのであろうか。まず第
表１５ＳＩＴＣ776.4（Elcctroniclnicrocircuits）
cxportedfrolnll･ｅｌａｎｄ （1981）
Share（％）
ＷｅｓｔＧｅｒｍａｎｙ
Ｕ．Ｓ、
Ｕ、Ｋ、
Japan
63.6
22.6
３．８
３．１
出jj1T）Ｕ､Ｎ､，ＣＯ"ﾉﾉ"o(ﾉﾉｊｊ１Ｔγα(ﾉｃＳｌａｊ/s//ｃｓＺ９８Ｉ－
Ｉγc/α"‘．
表ｌ６ＩｍｐｏｒｔｓｏｆＳＩＴＣ７７６､４ｉｌｌｔｏＷｅｓｔ
Ｇｅｒｍａｍｙ
(1981）
from lShare（％）０００＄／metrictons
Ｕ、Ｓ、
Ｆｒａｎｃｅ
３
３
７
４
０
９
０
●
●
●
●
●
６
２
６
３
８
８
２
２ 437.0
1,063.8
294.1
528.0
411.5
287.4
Ｕ、Ｋ、
Ireland
Japan
Singapol･ｅ
出所）Ｕ､Ｎ､，ＣＯﾉﾉﾉﾉﾉﾉo`//ｙＴｒａｄＩｃＳ/α//sノルｓＺ９８１－
Ｇｃ)･"Ｍ『"ｙＦ）'．
表ｌ７１ｍｐｏｒｔｓｏｆＳＩＴＣ７７6.4ｉｎｔｏＵＳ．
（1981）
Share（％）from
Japa11
Malaysia
Singapol･e
Philippines
Koroa
Irolalld
３
２
４
８
７
３
０
●
●
■
●
●
８
６
９
４
６
０
７
２
１
１
111所）Ｕ､Ｎ､，ＣＯ))！"ＩＣ(ﾉﾉ/ｙＴγα`Ｃｓ/dMjs"ｃｓＺＯ８Ｚ－ＵＳ．
zｏ６
一に、研究・開発部門、ソフトウェア部門の誘致が促進された。既にこの豊ロ淫・口の①社などかなりの数の外国企業
が
、
近
年
、
研
究
・
開
発
部
門
を
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
設
立
し
て
い
る
。
ま
た
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
サ
ー
ビ
ス
部
川
に
対
し
て
も
、
前
述
し
た法人税上の特恵（最高一○パーセント）が適用されるようになったことから、閂国富ロ旧莅］ロＰ日ご日の貝》勺風日の》
（、）
言・け○吋・民Ｐなどアメリカの著名企業がソフト開発部門を近年開設している。
し
か
し
、
電
機
・
而
子
部
門
に
お
け
る
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
企
業
の
育
成
は
遅
々
と
し
て
進
ん
で
い
な
い
。
確
か
に
、
「
全
国
リ
ン
ケ
ー
ジ
計画」が発足し、外国企業の部口叩・資材需要に応える体制が整備された。工業規格技術院（Ｈ口の葺目の開・端Ｈ己巨の可巨
幻のの⑩日・ロ：Ｑの甘口ｇａ叩）に技術開発やＱＣに協力するためのチームが編成された。全国州発公社（ｚ島・口巳□の弓の］。ご‐
日の口什○・ｓ・日蝕・口）が設立され、高度技術企業への資本参加と、ベンチャー・ビジネスに対する投資を促進する体制
が整伽された。しかし、国内の電機・電子企業が成功を収めたのは現在のところ特殊な領域に限定されている。信用
組合や製粉業川の特殊コンピュータを製造している富の日。ごＯｏＢｂ貝の吋（一一一一○人雇川）、アイルランド政府に納入
する通信機器を製作している伊禺の同］の。宮・日。（一五○人雇用）、テレメーターを生産しているＣｇＰｏＯ・旨８］の（四
（”）
○人凧川）、ＩＢＭコンピュータ用特注ソフトをつくっている宛曰の（一六○人雇川）が目立つにすぎない。
しかも、外国企業がアイルランドエ場を閉鎖する動向が最近目立つようになっている。既に一九八三年に少日日
Ｈ貝の日口は○日］出資の曰の］の。陣・ロ弓の・社の通信機器生産工場が閉鎖されたが、一九八五年にＩＣ不況に突入すると、
少弓』の》シ盆旦の妹・日、の弓の呂口・骨。旧ののなどが工場を閉鎖し、言・の庁の汽社も四分の一の従業員をレイ・オフした。
（汎）
今後の動向が注ロロされる。
わ
が
国
電
機
・
電
子
企
業
の
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
進
出
に
は
次
の
よ
う
な
特
徴
が
承
ら
れ
る
。
４
日
木
電
機
・
電
子
企
業
の
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
へ
の
進
出
zo7第６章アイルランドにおける座業政餓と日木企業の進出
る日系企業の製造業投資 (※電機・砥子企業）
資本金
(ｱｲ,み，F/二）従業員数(派遣員数）人 Ａ：認可Ｂ：殻慨 出資比率（％）
2,150万’１５旭化成１５ＩＤＡ300１Ｂ：７７．１１
300万ｌｉｉ５袈繩iP5畷L(香港）200１Ｂ：７７．４
Ａ：７４．７
Ｂ：７６．４250(6) 270万’１００日本刑気
10OＢＩ（Europe）Ltd・が全額出資
1969年ミシン組立中止32(1)｜Ａ：74.10 20万
16(3)｜Ａ：５８．１０ 130万’１００ブラザー工業
三井金属
三井物産
ＩＤＡ
５
０
５
８
１Ａ８７３．８
Ｂ：７６．４143(3) 880万
5０ノリタケ
5.6ノリグケ関連会社
44.4ＩＤＡ
1984年撤退
Ａ：７５．１１
Ｂ：７７．１－２315(13） 560万
41.8ノリタケ
27.3ノリタケ・セラミックス
30.9アイノレランド金融機関
240(6)｜Ａ：75.11 130万
29.９三井物産１０森永乳業
1０Soriamont
301DonegalCooperative
Creameries
l984年撤退
38.5万Ａ：７１．４5０
日本ケミカノレ・コンデンサー10万 100８１Ａ：７７
7４
２６
ユーセフ
ＩＤＡ12億円100(2)１Ａ：７９
総投賛額：
１２．４億円 1983年撤退2６１Ａ：７３
Ａ：８０．７
Ｂ：８０．８ 660万’１００樹士通106(7)
Ａ：８０．１２
Ｂ：８１．３ 197千’１００ソードWlj算機システム40(3)
鰯千|裟現噸当字；iwM〆Ａ：８２．６Ｂ：８３．４（予定）10(1)の予定
Ａ：８２．１２
Ｂ：８３．９ 30百万円’１００アバーノレコーポレーション5５
110１Ｂ：８４．３
未定|川ﾏ,i,縦奉總)…ｼﾞマＢ：８５秋（予定）未定
ジ。その他。
ｚｏ８
表１８アイルラソドにおけ
業砿事業内容，年間売上高，生産変日本諸企業名｜現地投資企業名
カシミロンのアクリル原綿工場。原綿の20％弱
は'二1社紡紙工場へ，残り80％以｣二は輸出に向け
られる。
旭化成㈱ ＡｓａｈｉＳｙｎｔｈｅｔｉｃ
Ｆｉｂｒｃｓ（Ireland）
1981Ltd．
アクリル原綿の一部を紡ぐ紡紬工場（アクリル
繊維)。旭化成㈱|柵niFifRil1g
ＬＳＩの製造，そのほとんどを輸出。欧州へは
デュッセルドルフ・バリ・ロンドンの営業所，
米国へは同ﾄﾞ|:現地法人を通じる。
※日本電気㈱ｌＮＥＣＩｒｅｌａｎｄＬｔｄ．
業務用および工業用ミシン，タイプライター
(手動・刑動・嗣子)，編機の組立，販売，輸出
(ＥＥＣ)。
ﾌﾞﾃﾘ:－エ業㈱|：89$１１淵糊iＷ
Brothel・Ｉｎｔｅｌ･ｎａｔｉｏｎａｌ
Ｃｏｌｌ)．（Europe）Ltd．
lhi解＝酸化マンガンの製造（乾地他用）年lllj
12,000トン。三ﾂﾞ|:物産経由WUi欧，アメリカ，ソ
illi，東欧，アフリカ，’'１近東へ100％輸出。三井金属鉱業㈹'11柵〔８．Ｗ
尚級陶磁器，食器の製造
４Ｍi能力は食器換算年250万個，生産量の１０％
は国内，残り９０％は欧州・北米へ。
雪とり偽ﾂﾎﾞﾊﾞ|N…konl…ILt(Ｌ
１
１
１
１
１
lMlj器の製造
市場は国内，欧州，北米，豪州等。
ArklowPottery Ｌｔ（
チェダー・チーズの生産。英匡11ｎ]け輸出。森永乳業㈱|翻柵slfWiY
・コンデンサーのrepackaging※日本ケミカルコンデ
ンサー㈱
EuropeanChemical
Condel1sel・
(Warehousing）Ltd．
ケミカノレ
カセット・レコーダー等オーディオ機器の組立
製造。
※ユニセフ㈱lTohalrelalldCo.,Ｌｔ〔
プリント基板用銅箔製造。※E’水電解㈱|N柵HP：ｌ１Ｉｍｉ
ヨーロッパ全域を主要市場とする半導体集積回
路の生産。
※富士汕㈱ FujitSu
Microolectl･onics
lrclalldLtd．
ヨーロッパ及び北米''''１けのパーソナル・コンピ
ータの４Ｍi・製品メンテナンス並びにソフトウ
エア開発。
※㈱ソード電算機シス
テム
ＯｒａｌｌｇｏＣｏｍｐｕｔｅｒ
ＰｒｏｄｕｃｔＬｔｄ．
ヨーロッパ全域を主要市場とするビジネス・コ
ンピュータの生産および技術サポート。
※ロジック・システム
ズ・インターナショ
ナル㈱
ＬｏｇｉｃＳｙｓｔｅｍＳ
ｌｌｌｔｅｒｎａｔｉｏｔａｌＬｔｄ．
マイクロ・コンピュータ周辺機器の生産。ヨー
i'シバ向け)iii山。州ｱﾊﾞｰﾙ・ｺｰﾎﾟ|制,６９…tionofレーション
ＴＶ，ＶＴＲのキャビネット製造。※ムネカ’|Pl鰍鵬
※ｻﾜﾌｼﾞ・ｸﾞｲﾅﾒlSawafuji'roIandl平面波ｽﾋﾟｰｶｰの製造。力
出所）日本アイルランド経済協会『アイルランドで活躍する|]本企業」（1984年版）３１－３２ぺ－
zol第６章アイルランドにおけ-る産業政雄と日本企業の進出
一九六○年にシャノン（の盲目・ロ）でトランジスターラジオの組立てを開始したソニーは日本電機・電子企業の対
欧
進
出
の
先
駆
で
あ
っ
た
。
当
時
、
英
述
邦
、
イ
ギ
リ
ス
、
フ
ラ
ン
ス
な
ど
で
日
本
製
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
ー
ラ
ジ
オ
に
対
し
て
輸
入
規
制
が
採
ら
れ
て
い
た
こ
と
へ
の
対
応
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
や
が
て
英
述
邦
に
属
す
る
呑
港
で
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
ー
ラ
ジ
オ
の
生
産
が
本
桁
化
し
た
こ
と
か
ら
、
一
九
六
五
年
に
撤
退
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
一
九
七
三
年
に
他
企
業
に
さ
き
が
け
て
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
欧
州
に
お
け
る
現
（泌）
地
生
産
を
洲
始
す
る
に
当
た
っ
て
ソ
ニ
ー
が
選
択
し
た
の
は
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
で
は
な
く
ウ
ェ
ー
ル
ズ
で
あ
っ
た
。
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
お
け
る
外
国
企
業
優
遇
策
は
イ
ギ
リ
ス
の
そ
れ
を
上
ま
わ
っ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
で
わ
が
国
冠
機
．
悶
子
企
業
の
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
実
現
し
な
い
の
は
次
の
よ
う
な
事
情
に
も
と
づ
く
も
の
で
あ
る
。
第
一
に
指
摘
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
技
術
者
と
中
川
符
剛
職
の
不
足
で
あ
る
。
優
秀
な
技
術
者
の
絶
対
数
が
不
足
し
て
お
り
、
鎚
礎
訓
練
、
技
術
移
転
に
時
間
が
か
か
る
こ
と
、
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
流
動
性
が
高
い
こ
と
は
日
本
人
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
共
通
の
認
識
で
あ
（配）
る。イギリスでアイルランド人は外山人盗録なしに就労することが認いめられており、アイルランドの労働市場はイギ
リスに対して洲放されている。このことが、技術者、熟練工、中川杵班幟の対外流動性を商めているのである。もっ
とも、アイルランド政府は技術教育に力を入れており、職業訓練所や地力技術専Ⅲ学校（州の四・局」汁のｇ日巨８旨の、のの）
が
新
設
さ
れ
、
よ
う
や
く
成
果
が
現
わ
れ
始
め
て
い
る
。
技
術
教
育
に
つ
い
て
は
、
曲
り
な
り
に
も
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
的
文
化
水
準
を
享
受
し
て
い
る
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
は
ア
ジ
ア
新
興
工
業
国
に
比
し
て
優
位
に
立
っ
て
い
る
と
言
え
よ
う
。
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
困
難
に
し
て
い
る
鋪
二
の
要
因
は
、
過
疎
化
に
よ
る
労
働
力
集
積
度
の
低
さ
で
あ
る
。
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
は
一
九
世紀中葉以降、移民の流出と、それにもとづく地域社会の崩壊に根ざす婚姻率の低下と結婚年令の上昇が相乗的に作
川した結果、人口が半減した。西部の過疎地域に立地した企業の場合には、通勤時間が自家川平で二時間以上にも及
第
一
の
特
徴
は
、
他
の
欧
州
諸
国
へ
の
進
出
と
比
較
し
た
場
合
、
早
い
時
期
か
ら
進
出
が
開
始
さ
れ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
現
在
、
わ
が
国
の
電
機
・
扇
子
企
業
の
対
欧
州
進
出
の
大
宗
を
占
め
る
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
、
ビ
デ
オ
テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
の
生
産
が
皆
無
で
あ
る
こ
と
で
ある（表出参照）。
２１０
ぶ工員さえ承られる。西部ほどには過疎化が進んでいない東部においても、一雁用規模三○○人が限度であるというの
（加）
が日本人マネージャーの実感であるという。
第三の要因として指摘しなければならないのは、インフラストラクチャーの低位である。「インフラストラクチャ
（”）
－の改鑪円（とくに交通・通信）」「エネルギーの安定供給」という要望は日本企業の剛で根強いものがある。小国であり
ながらアイルランド政府は、大衆の民族主義感情に応えてイギリスの社会福祉水準を追いかけてきた。そのことがイ
ンフラストラクチャーの整伽をなおざりにしてきた大きな要因であろう。もっとも、肢近、欧州諸国にさきがけてデ
ジタル通信網が整備され、天然ガスの生産も本格化するなど明るい兆しもみられる。しかし、物的側面が改善された
（羽）
と
し
て
も
、
交
通
・
通
信
・
嗣
刀
な
ど
の
公
共
部
門
に
お
け
る
ス
ト
ラ
イ
キ
が
日
本
人
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
を
悩
ま
せ
る
で
あ
ろ
う
。
一
九
七
九年には、一八週にわたって郵便業務が全面的に停止して企業を悩ませた。公共部門における労働組合の戦闘性は、
イ
ギ
リ
ス
労
働
通
勤
か
ら
継
承
し
た
も
の
で
あ
る
と
と
も
に
、
労
働
述
動
と
民
族
運
動
と
の
交
錆
の
中
で
培
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
は一挙に解消するものではないように思われる。
さ
て
、
わ
が
国
の
屯
機
・
嗣
子
企
業
の
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
進
出
に
承
ら
れ
る
節
二
の
特
徴
は
、
髄
子
部
品
製
造
の
対
欧
進
出
に
お
い
て
ト
ップを切ったことである。一九七六年四月に操業を開始したｚ回○辱の旨己は、わが国の企業の中でヨーロッ．〈で最
初
に
Ｉ
Ｃ
を
生
産
し
た
工
場
で
あ
る
。
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
エ
場
は
、
日
本
電
気
に
と
っ
て
も
簸
初
の
Ｉ
Ｃ
海
外
生
産
で
あ
り
、
同
社
の
ア
メ
リカエ場よりも二年も早かった。アイルラソドエ場は、「ユーザーと将着してＩＣを各地で生産する」という同社の
（”）
世界戦略のヨーロッパにおける第一着手であった。
、
、
アイルランドエ場は、、ワエハを日本から輸入して、主として汎川メモリーの組立工程を行なっている。当初は、
一六ＫＤＲＡＭを生産したが、月産一○○万個以上の規模に達した現在では、次第に六四ＫＤＲＡＭに重点を移して
（刑）
お
り
、
四
ビ
ッ
ト
、
八
ビ
ッ
ト
の
マ
イ
コ
ン
の
生
産
も
本
格
化
し
て
き
て
い
る
。
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
エ
場
の
場
〈
口
、
一
九
七
八
年
に
お
け
る
現地生産額に対する日本からの現地法人への輸出額の比率は四八・六．ハーセントで、マレーシァエ場の六五・九．〈１
第６章アイルランドにおける産業政策と日本企業の進出２１１
Ⅱ
水
稲
気
が
大
規
模
な
節
二
工
場
の
立
地
と
し
て
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
で
は
な
く
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド
を
選
択
し
た
こ
と
は
、
産
業
州
発
庁
関
係
者
に
大
き
な
衝
撃
を
与
え
た
が
、
そ
こ
に
は
、
先
に
述
べ
た
よ
う
な
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
お
け
る
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
困
雌
性
に
つ
い
て
の
日
本
企
業
に
共
通
し
て
糸
ら
れ
る
認
識
が
作
川
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
常
士
通
も
ア
メ
リ
カ
エ
場
で
Ｉ
Ｃ
の
生
産
を
州
始
し
て
か
ら
三
カ
月
後
の
一
九
八
一
年
一
一
月
に
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
工
場
の
操
業
を
洲
始
し
て
い
る
。
究
極
の
目
標
は
同
社
の
Ｅ
Ｃ
販
売
分
の
全
堂
を
こ
の
工
場
か
ら
供
給
す
る
こ
と
に
置
か
れ
て
い
る
が
、
現
在
、
同
社
は
、
海
外と対比して国内の工場での生旅性が商いと判断しており、海外生産を早急に拡大する計画はないと一一旨われている。
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
工
場
で
は
、
汎
用
の
Ｍ
Ｏ
Ｓ
メ
モ
リ
ー
を
中
心
に
、
Ｍ
Ｏ
Ｓ
ロ
ジ
ッ
ク
、
一
部
の
マ
イ
コ
ン
の
組
立
工
程
が
行
な
わ
れ
て
（別）
いる。｜雁用規模は一○○名で出発したが一一一○○人規模まで拡大される模様である。
宿
士
通
の
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
お
け
る
経
営
戦
略
の
特
徴
は
、
一
九
八
一
年
一
○
月
に
宿
士
皿
と
Ｉ
Ｃ
Ｌ
と
の
川
に
成
立
し
た
提
携
合
意
に
も
と
づ
い
て
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
エ
場
を
活
川
し
よ
う
と
し
て
い
る
点
に
あ
る
。
両
社
の
提
携
介
意
に
は
、
①
南
北
通
は
Ｉ
Ｃ
Ｌ
の
小
型
．
（鍋）
とにあるといハノ。
（皿）
セントより低いが、カリフオルニアエ場の二一・一一・ハーセソトより高い。アイルランドの新たな産業政策が追求する
川
内
波
及
効
来
と
い
う
点
で
は
問
題
が
残
る
と
言
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
か
し
、
Ⅱ
本
企
業
の
側
か
ら
す
れ
ば
、
「
関
連
支
援
産
業
（犯）
の弱さ」が指燗され、しかＪもそれは「早急な解決は無肌」１と感じられているのである。
ＩＣの一貫工程をｊもつヨーロッ。〈第一一工場が企画されたとぎ、日本電気は、産業附発庁の誘致活動にもかかわらず、
スコットランドを選択した。リグイングストンエ物では、一九八二年九月から六四ＫＲＡＭを月間二五刀佃、八ビッ
ト
の
マ
イ
コ
ン
を
月
間
一
○
刀
個
と
い
う
規
模
で
生
産
が
開
始
さ
れ
た
。
現
在
は
組
立
て
工
程
の
承
で
あ
る
が
、
前
工
程
を
含
む
一
貫
工
縄を持つ工場とすべく目下拡張工事中である。一九八六年に完成した暁には、二五六ＫＲＡＭＪも生産されると一一一一口われ
ている。日本地気のヨーロッパ生欧のⅡ標は、同社のヨーロッパ市場へのＩＣ供給並の兀○・ハーセソトを現地生産し、
一九八一一年にヨーロッ。〈ＩＣ市場の三パーセントを占めていた日本雨気のシェアを五’八。ハーセソトに引きｔげるこ
２１２
ソ
ピ
ュ
ー
タ
用
半
導
体
Ｌ
Ｓ
Ｉ
を
開
発
、
供
給
す
る
。
②
Ｉ
Ｃ
Ｌ
は
半
導
体
、
部
耐
な
ど
の
臓
入
に
つ
い
て
崗
士
通
を
優
先
す
る
と
い
う
二項目が朧り込まれていた。同社は、一九八一一年にＩＣＬのマンチェスターエ場を買収して、ゲートアレイ（半神注Ⅱ川
の
論
理
回
路
）
の
デ
ザ
イ
ン
・
セ
ン
タ
ー
を
附
設
す
る
な
ど
、
セ
ミ
・
カ
ス
タ
ム
ー
Ｃ
の
現
地
生
産
に
力
を
入
れ
は
じ
め
て
い
る
が
、
こ
（秘）
のような動向の中でアイルランドエ場がどのよ》Ｄに活川されるかが注Ｈされる。
わが国電機・茄子企業のアイルランド進出によられる第三の特徴は、ベンチャー・ビジネスの進川である。
一
九
八
一
年
に
．
ハ
ー
ソ
ナ
ル
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
生
産
を
州
始
し
た
ソ
ー
ド
髄
算
機
シ
ス
テ
ム
は
著
名
な
ベ
ン
チ
ャ
ー
・
ビ
ジ
ネ
ス
で
ある。、ハソコンについての技術革新を先取りし、とりわけ一九八○年に販売を開始したノンプログラミング言語ＰＩ
ＰＳを雅川として急成災した企業である。ヨーロッ。〈が川社の主典市場であり、ＥＣに．ハソコンの輸入を規制する動
きが予測されたことから、アイルランドにおいて．ハソコンの組立てを附始したものである。ユーザーの要望をいれた
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
の
供
給
が
同
社
の
経
営
戦
略
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
の
大
学
卒
業
生
を
シ
ス
テ
ム
・
エ
ン
ジ
ニ
ア
と
し
て
採
川しており、技術移転の観点から肌地関係者に喜ばれている。。ハソコン部門における巨大企業の優位が不動のものに
な
る
と
い
う
妓
近
の
動
向
の
中
で
、
同
社
は
、
一
九
八
五
年
三
月
に
、
東
芝
の
系
列
会
社
に
な
っ
た
が
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
エ
場
は
ど
の
よ
（弧）
うに辿川されるのであろうか。妓近ヨーⅢシ、〈のパソコン市扮が低迷しているだけに注目される。一九八一一一年にビジ
ネス・・ハソコンのヨーロッパ市場の一一パーセントを．占めていた沙ｂ己の社は、一九八五年六月にアイルランドエ場
を剛鎖している。アメリカ景気の失速、ＩＢＭの．ハソコン部Ⅲでの台頭の余波に加えて、。ハソコン需要の一巡、設伽
（師）
過剰といった事情が重なった結果であると一一一口われている。
アイルランドの産業政莱が新しい荻洲を打ち川すようになってから、産業Ⅲ発庁によるベンチャー・ビジネスの誘
致が増加した。一九八三年に進出したアバール・コーポレーシコンは、一九五八年にマイクロ波の計測器メーカーと
し
て
発
足
し
た
が
、
そ
の
後
マ
イ
コ
ン
応
川
製
耐
の
洲
発
で
急
成
災
し
た
ベ
ン
チ
ャ
ー
・
ビ
ジ
ネ
ス
で
あ
る
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
で
は
コ
ン
ピュータ書き込み装置の組立て生産と八ビットの制御コンピュータの修理を行なっている。従業員五名は全員アイル
節６１;ｔアイルランドにおける産業政簸と'三|木企業の進出２１３
節
二
次
大
戦
下
戦
時
経
済
か
ら
戦
後
平
時
経
済
へ
イ
ギ
リ
ス
が
移
行
す
る
と
と
も
に
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
は
肉
牛
輸
出
を
拙
川
と
す
る
経
済
運
営
の
展
望
を
閉
ざ
さ
れ
、
工
業
化
を
不
可
避
の
課
題
と
し
て
課
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
外
国
製
造
業
企
業
の
誘
致
が
選
択
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
産
業
政
雛
の
拙
洲
は
、
民
族
主
義
の
動
向
に
よ
っ
て
も
支
持
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
民
族
主
義
の
長
い
伝
統
を
持
つ
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
お
い
て
も
、
独
立
戦
争
（
一
九
一
八
’
二
一
年
）
か
ら
の
時
間
の
経
過
と
と
も
に
復
古
的
ロ
マ
ン
主
義
は
色
あ
せ
て
、
同
時
代
的
視
野
の
中
で
民
族
的
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
を
追
求
す
る
傾
向
が
強
ま
っ
て
き
た
。
こ
の
よ
う
な
傾
向
は
、
独
立
戦
争
を
知
ら
な
い
世
代
の
溢
泌
に
よ
っ
て
拍
車
を
か
け
ら
れ
た
。
外
国
企
業
誘
致
を
軸
と
す
る
工
業
化
政
餓
が
打
ち
川
さ
ランド人で、管理もアイルランド人マネージャーに委ね、収祐の一○パーセントをアイルランド人従業員にボーナス
と
し
て
支
払
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
同
社
の
現
地
化
の
方
針
は
産
業
開
発
庁
の
新
し
い
方
針
と
合
致
す
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
同
社
の
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
法
人
の
経
営
が
企
て
順
調
で
あ
る
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
。
ダ
ブ
リ
ン
大
学
の
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
専
攻
の
新
卒
（犯）
者
を
採
用
し
て
、
日
本
で
六
カ
月
間
研
修
さ
せ
た
が
、
そ
の
う
ち
一
名
が
帰
国
後
、
別
会
社
に
移
る
と
い
う
事
件
が
起
き
た
。
ア
イ
ル
ラ
ンドの一服川慣行と日本的経営との不適合を示すものであろう。
一九八五年に進出したムネカクは岡槻市に本社のある、胴化Ⅲ化成樹脂製川を製造するベンチャー・ビジネスであ
る。同社はアイルランド企業四四ｍ耳・巳・の社とプラスチック射出成型二次加工技術で提携した。四Ｐの再○日・の社はイ
（抑）
ギリスに進川したⅡ系咽機企業に対してテレビやビデオテー。フレコーダー川のキャビネットを供給している。旅業Ⅲ
発庁の目指す、アイルランドに進出した外国企業の関述企業の育成とは一言えないが、技術灘入によるアイルランド企
業
の
創
成
と
い
う
点
で
は
新
し
い
産
業
政
雛
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
肢
近
で
は
、
ゲ
ー
ム
機
器
製
造
の
ナ
ム
コ
が
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
（ｍ）
企
業
に
ゲ
ー
ム
機
ソ
フ
ト
を
技
術
供
与
し
た
。
同
様
な
形
態
で
の
日
本
企
業
の
進
川
は
今
後
と
も
つ
響
つ
く
も
の
と
思
わ
れ
る
。
４
む
す
び
２１４
れたのは、そのような時代であった。
カ
ト
リ
ッ
ク
教
義
と
伝
統
社
会
的
エ
ー
ト
ス
の
痕
跡
を
残
し
た
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
お
い
て
も
、
工
業
化
の
進
股
は
消
費
社
会
的
価
値
を
浸透させている。しかし、そのような過程は民族主義を霧散させるものではなかった。「北アイルランド問題」の存
在
が
民
族
主
義
を
刺
激
し
つ
づ
け
て
い
る
の
で
あ
る
。
洲
我
社
会
的
価
仙
の
浸
透
は
、
か
え
っ
て
、
イ
ギ
リ
〆
並
糸
の
ｌ
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
が
Ｅ
Ｃ
に
加
盟
し
て
か
ら
は
Ｅ
Ｃ
諸
国
並
玖
の
ｌ
消
費
水
準
が
民
族
主
義
的
心
情
を
も
っ
て
追
求
さ
れ
る
と
い
う
事
態
を
招
い
て
い
る。外国企業誘致を軸とする工業化政箙は、このような利害状況によって支えられていたのである。
し
か
し
一
九
八
○
年
代
に
入
る
と
、
財
政
危
機
と
向
い
失
業
率
が
つ
づ
く
と
い
う
覗
態
の
も
と
で
、
産
業
政
雛
の
手
直
し
が
要
論
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
国
内
波
及
効
果
の
正
視
と
国
内
企
業
の
育
成
と
い
う
新
し
い
彩
り
を
凡
る
と
き
、
わ
れ
わ
れ
は
外
国
企
業
誘
致
政
簸
の
限
界
性
が
よ
う
や
く
認
識
さ
れ
て
き
た
こ
と
を
知
る
の
で
あ
る
。
民
族
主
義
の
伝
統
が
そ
の
よ
う
な
認
識
を
媒
介
し
て
い
る
こ
と
に
注
国
内
波
及
効
果
の
大
き
な
外
国
企
業
の
選
択
と
国
内
関
連
企
業
の
育
成
と
い
う
課
題
を
達
成
す
る
ｔ
で
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
は
ア
ジ
ア
新
興
工
業
国
に
比
し
て
恵
ま
れ
て
い
る
。
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
が
曲
り
な
り
に
も
ヨ
ー
ロ
ッ
。
〈
的
文
化
水
準
を
達
成
し
て
い
る
こ
と
は
、
技
術
移
（机）
転
に
つ
い
て
有
利
な
条
件
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
こ
に
も
Ⅲ
題
点
が
な
い
わ
け
で
は
な
い
。
第
一
に
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
が
小
国
で
（⑫）
あり、極度に附かれた経済であることから、中間櫛皿職、技術者、熟練工の対外流動性が赤阿く、労働力の集積度も低
いという事尖がある。鮒二に、アイルランド大衆の民族主義がイギリス並孜の（あるいはＥＣ諸国並歌の）消独水準の
要求に限定されて、国民綿済の変雄にまで視野が及ばない傾向がある。しかも、外国製造業企業がアイルランドエ業
の中枢を占めるに至った以上、一九三○年代の「経済自足」主義への川帰はもちろんのこと、国内企業を拙軸とする
国
民
経
済
の
編
成
も
き
わ
め
て
困
難
で
あ
ろ
う
。
以
上
の
よ
う
な
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
お
け
る
民
族
主
義
の
動
向
と
産
業
政
策
の
推
移
の
中
で
、
わ
が
国
の
砺
機
・
嗣
子
企
業
の
進
出
は
ど
のような意義をもつのであろうか。
回
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
第６承 アイルランドにおける産業政簸と日本企業の進１１１２１う
わ
が
国
電
機
・
繭
子
企
業
の
投
資
は
、
概
し
て
国
内
波
及
効
果
の
重
視
と
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
企
業
の
育
成
と
い
う
産
業
政
莱
の
新
た
な
埜
調
に
適
合
的
な
も
の
で
は
な
い
。
産
業
開
発
庁
が
わ
が
国
の
電
機
・
稲
子
企
業
の
国
際
競
争
力
の
強
さ
に
対
し
て
信
頼
を
寄
せ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
現
在
の
と
こ
ろ
顕
著
な
摩
擦
を
発
生
さ
せ
て
い
な
い
に
す
ぎ
な
い
。
し
か
し
、
過
去
の
雌
史
を
ふ
り
か
え
る
と
、
日
本
企
業
の
撤退も少ないとは言えないのである（前出表嘔参照）。電機・電子部Ⅲについても、先述したソニーの撤退（一九六五年）
の他にも、一九八一一年には、プリント基板用釧箔を製造していた冨弓・己の口百】（Ｈ邑幽＆）が工場を閉鎖している。
（⑬）
欧州市場についての需妥見通しの誤りと、同社の市場戦略の変災があったと一一一両われる。
労
働
組
合
と
の
紛
争
が
民
族
感
情
を
刺
激
す
る
可
能
性
も
皆
無
と
は
言
え
な
い
。
雨
機
・
電
子
企
業
の
場
合
、
強
い
戦
闘
性
を
示
す
「職能別組合」との関係は小さい。しかし、「日本的経営」とアイルランド社会との摩擦がないとは言えないのである。
企
業
内
の
意
思
決
定
に
つ
い
て
の
「
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
」
と
コ
ン
セ
ン
サ
ス
」
の
併
川
、
｜
雁
川
安
定
Ⅶ
（
レ
イ
オ
フ
回
避
）
や
桐
利
厚
生
面
（姻）
（通勤川バイク雌入のための低利資金融資など）における「日本的経営」に特有な配慮は労働組〈口にも好評である。しかし、
「
日
本
的
経
営
」
の
前
提
と
し
て
い
る
労
働
者
の
企
業
に
対
す
る
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の
強
さ
は
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
は
存
在
し
な
い
。
先
に
紹
介
し
て
お
い
た
よ
う
に
、
日
本
で
訓
練
し
た
技
術
者
、
中
間
櫛
班
職
、
労
働
者
が
、
帰
国
後
短
期
日
の
う
ち
に
他
の
企
業
に
移
る
と
い
う
こ
と
も
ま
れ
で
は
な
い
。
反
面
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
は
非
熟
練
労
働
者
の
地
縁
的
・
血
縁
的
述
柵
が
残
存
し
て
い
る
。
ア
イ
ル
ラ
ン
ド中部の農村に立地した電子部耐メーカーの場合、勤務態度の悪い女子工員を一名解一屈したことからストライキに見
舞
わ
れ
る
と
い
う
経
験
を
し
て
い
る
。
日
本
人
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
充
全
な
根
回
し
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
全
労
働
者
が
ス
ト
ラ
イ
キ
に
突
入
し
た
の
で
あ
る
。
こ
の
企
業
の
場
合
六
割
以
上
が
地
元
出
身
で
あ
り
、
家
族
あ
る
い
は
親
族
の
何
人
か
が
雁
川
さ
れ
て
い
る
例
が
か
な
り
（妬）
の数みられることを老』えると、おそらく、義理人情にもとづく連帯がそこに働いていたと思われるのである。
最後に、われわれは、遍近栖発化してきたわが国のベンチャー・ビジネスによる技術移転の今後の推移に注目する
最後に、わ』
ことにしたい。
２１６
/~、／■、／~、／~、／=、'－，／－，〆自、
１５１４１３１２１１１０９８
、‐ノ、_ノ、_／、=ノ、-ノ、=ノ、=ノ、_ノ
（１）可§・苫＆巳月（§⑩②．］巨口の口らの吟．
（２）○ｍ・ロ口々口①段〕．なお、松尾〔一九八三〕、松尾〔一九八五〕をｊも参照。
（３）【のロロの。『陣□○コ忌口、ロヨロ〕ｂ・い＆魚・も．□］①魚．
（４）○ｍ．ご「回庁丘〔Ｈ①『①〕ご【山門『〔得①の惇〕□・得の鮨【【．
（５）言自己ロ、口①「Ｂｂ・ＨＢ魚．．【の』』の］口①沼〕□・『○魚・》口Ｈ・ゴロの口①巴〕息・口巴》隠切・産業政簸の新しい基調を打ち出
す
上
で
大
き
な
役
割
を
果
た
し
た
曰
二
…
：
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。
Ｉ
「
イ
ギ
リ
ス
が
、
わ
が
国
民
の
期
待
の
基
準
に
な
っ
ている。賃金や俸給の水準、個人消費や社会保証（保健、住宅、教育、社会サービス一般）の形態についてイギリスが判
断の韮準になっている」（ヨ亘什畏のＨｐｃ別‐の〕ｐ屋切）。
（６）□ＨＣＣ片〔Ｈの①の〕ｐＨ、←庫．
（７）閂ロシＨＨの』回ロＱ〔ＰＱ・》少〕の①○は。曰くＨ》□・山）□⑩ロ日命日の日。、日日Ｑの口ｐＱＨｐＱＰの庁ｑＤＣｍＢｂｂ・息》乱》「の》の「‐Ｐ
言◎し』のいの⑩口①「Ｓロム参ロ・い・日本貿易振興会〔一九八三Ａ〕一四六’七ページ。
（８）ＨＯ鈩岸の伝ロロ〔ロ．Ｑ・・し〕ロ・国》Ｃ⑩ロ月什日の目ｏｍＢＢｑの四口ＰＲロロロのヰョロ＠の巴已・のＰ
（９）ＨＣ缶圷の』凹口。〔ロ・ロ．．ｍ〕・
（、）閂□しＨＨの伝ロＱ〔口・ロ》○〕□・】Ｐ
（ｕ）ＨＨのぽｐＱｐｃ段〕ｂ・のい処塚〔一九八四〕六八ページ。
（⑫）松尾〔一九八○〕五六’六四、一二四’一一一一○、一四○’一四九ページを参照。○ｍ．【の房昌ＤＣｍＢｂ・＄①魚・
（Ⅲ）○匂四口、四口ＤＣ臼〕ｂ・勗心》○国ｏＣｐｃｍＳｂ．⑮の廟．
（妬）○日○口、］】ロ倖○》句口風の罠ｐｃｍＳｐ弓の》○・句ＨＨの巨体○白・ロ、』目ｐＣｍｅＣ．ｍ・国内留保価値（Ｈの什臼口のｑぐ口］ロの）、
つまり、国内における労賃支払、国内の資本家や政府機関に対する利潤・利子支払、国内における原料や資材の雌入、面
接税の支払を合計した額の生潅額に対する比率を承ると、一九七一年における外国企業の国内柵保率は三一一一パーセントで
あった（ｍｐＯ丙］①】ロヨも□・臼「）。
（畑）のけの司日什口や「①〕》○》国口、ロロＤＣ臼〕己・己、．
（Ⅳ）アイルランドでは政権の民族主義的・ポピリスト的性絡から財政が膨張し、赤字を架積している。政府伎務支払額はＧ
ＮＰの七・七。ハーセント（一九八一年）に達しており、イギリス（一一一・九．〈－セント）、日本（二・六・〈１セント）と比
較しても格段に高い（ｏｐｏＤ〔ご忠〕弓・】①１ｍｍ）。
（咽）○国ＣＯＤ①①②〕勺・晤○》ＨＨの］四口ＱＤＣｍＰ〕ロロ・Ｈｍ》山の》の←》トＰの『．
■》（回．
第６章アイルランドにおける産業政雄とl]本企業の進出217
（四）最近、外国企業の誘致を雅帆とする産業政策に国民の注意を向けさせる事件があいついで起こっている。節一は、一九
八四年五月に、従来、国際収支統計上、五億アイルランド・ポンドにのぼる外国企業による外国への送金が捕捉されてい
なかったことが判肌したことである。鈍二は、一九八四年一一月に、外阿企業の輸出・輸入Ⅲ桁申告上の操作（□Ｈ】ロロ、）
についてのアイルランド中央銀行の部内資料がスクープされた事件である。産業政策の砿換は民族主義によって媒介され
るという側而を持っていたのである（『通商弘報』一九八四年七月二日。、旨§ａ巳曰言図冨旦山ＰＨの段）。
（皿）、冒口冒菖円言⑯い》］§のい＄詮・
（皿）思苞．．］ロ］『口》ＨＣの安已缶岸の匠且口のｍＳｂｐｍ『‐の．
（犯）『珈商弘報』一九八四年七月一一一○Ｎ、、ざ§ｇ旦曰§⑩の》］口］『い】Ｃの安登ｑ・》］巳】凹桿のの、。
（羽）『日本経済新川』一九八五年一一一月八日、六月一五日。国謎§ａ巳ヨミのい》富口忌隠》ＨＣｍｍ・
（
型
）
池
川
〔
一
九
八
四
〕
二
’
一
二
ペ
ー
ジ
。
（妬）日本貿易振興会〔一九八三Ｂ〕二一一一、一一四ページ。
（
恥
）
旭
化
成
、
日
本
嗣
気
の
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
エ
場
関
係
者
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
Ｃ
九
七
九
年
七
月
）
。
（
”
）
Ⅱ
木
貿
易
振
興
会
〔
一
九
八
三
Ｂ
〕
四
○
、
一
三
九
ペ
ー
ジ
。
（躯）同書、九二ページ。
（別）西尾〔一九八四〕三一一一一ページ。
（抑）同書、三一三ページ。
（
例
）
日
本
労
働
協
会
〔
一
九
八
四
〕
一
三
○
ペ
ー
ジ
。
（狸）日本貿易振興会〔一九八三Ｂ〕七九ページ。
（粥）『日本絲済新川』一九八二年九月一八日。『朝日新附』一九八四年四川二四Ⅱ。可冒§ロミ円曹⑮の》□の・・の．］①臼・
（
別
）
四
足
〔
一
九
八
四
〕
三
一
五
ペ
ー
ジ
。
（妬）『日本産業新聞』一九八一年一○川一四日、一九八一一一年一○川二六日、Ｍ年一○川二九日。
（弧）川野〔一九八弧〕、『日本紙済新聞』一九八五年二月二四日、同年二月二五日。
（抑）国冨§３巳弓…⑮抄冒間ｎぽいの】らの仁・『日本紙済新川』一九八五年七Ⅱ六日、同年一一一月八日、同年六月一五日。
（
鍋
）
『
日
本
経
済
新
聞
』
一
九
八
四
年
二
月
五
日
、
一
九
八
五
年
六
月
八
日
、
同
年
七
月
二
七
日
。
（
羽
）
同
社
本
社
関
係
者
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
（
一
九
八
五
年
三
月
）
。
（佃）アイルランド産業開発庁東京事務所関係者からのヒアリング（一九八五年三月）。
（虹）アイルランドにおける「中等学校年令層に占める就学者の比率」は九三パーセント（一九八○年）を示し、日本（九一
２１８
パーセント）》イギリス（八二パーセント）を上まわりか雌国（八五。〈－セント）か香港（六二パーセント）かシンガポー
ル（五五。〈－セント）との差は明白である（世界銀行〔一九八三〕による）。
（蝿）アイルランドの人口（三四○万人’一九八一年）はシンガポール（二四○万人）を上まわっているが、香港（五二○
万
人
）
を
下
ま
わ
っ
て
い
る
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
規
模
で
慧
と
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
（
一
六
五
億
九
○
○
○
万
ド
ル
Ｉ
一
九
八
一
年
）
は
イ
ギ
リ
ス
の
一一一・一一一パーセント、日本の一・五パーセントにすぎない（世界銀行〔一九八一一一〕による）。
（蝿）池田〔一九八四〕三二ページ。
（“）日本貿易振興会〔一九八一一一Ｂ〕九七’八、一○○、一○一一’三ページ。日本電気、ソード現地工場関係者からのヒアリ
ン
グ
Ｃ
九
七
九
年
七
月
、
一
九
八
二
年
八
月
）
。
（
妬
）
現
地
工
場
関
係
者
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
二
九
七
九
年
七
月
）
。
第６章アイルランドにおける産業政策と日本企業の進出ｚｍ９
「
Ｉ
Ｃ
革
命
」
を
雄
礎
と
し
て
、
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
は
一
九
七
○
年
代
後
半
よ
り
、
わ
が
国
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
・
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ー
と
し
て
雌
間
た
る
地
位
を
占
め
る
に
至
っ
て
い
る
。
の
み
な
ら
ず
、
絶
え
ざ
る
技
術
畝
新
に
よ
る
国
際
競
争
力
の
耕
し
い
枕
化
と
、
輸
出
依
存
度
の
き
わ
め
て
高
い
産
業
体
質
は
、
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
先
端
製
耐
分
野
に
お
い
て
、
米
欧
先
進
諸
国
と
の
激
し
い
「
貿
易
摩
擦
」
を
生
み
出
し
て
い
る
。
輸
出
に
代
替
す
る
も
の
と
し
て
の
先
進
諸
国
に
お
け
る
現
地
生
産
の
促
進
は
、
貿
易
摩
擦
解
決
の
主
要
手
段
と
し
て
業
界
に
課
せ
ら
れ
た
急
務
と
な
っ
て
い
る
。
わ
が
国
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
企
業
に
と
っ
て
、
長
期
的
な
視
野
に
た
っ
た
績
械
的
な
多
国
籍
化
戦
略
の
柵
築
が
、
一
九
八
○
年
代
の
課
題
で
あ
る
と
言
え
よ
う
。
一
方
、
束
・
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
と
の
経
済
摩
擦
も
無
視
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
特
に
ア
ジ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
（
な
か
ん
ず
く
輔
巴
ニ
レ
ク
トローークス企業の「追い上げ」とハイテク海外投資の「東南アジア離れ」は中・長期的に見て深刻な問題を孕んでい
る
。
こ
の
点
か
ら
見
て
も
、
わ
が
国
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
企
業
に
と
っ
て
、
海
外
戦
略
の
再
柵
築
が
要
求
さ
れ
て
い
る
と
言
え
よ
う
。
本
章
で
は
電
機
・
電
子
企
業
の
ア
ジ
ア
諸
国
で
の
事
業
活
動
を
、
直
接
投
資
を
中
心
に
、
ま
た
一
九
八
○
年
代
に
範
囲
を
限
定
し
て
概
観し、その動向と特質を検出する。以下、雛二節では嗣機・稲子企業全般の動向を、節三節では特に半導体企業の動
第
七
章
ア
ジ
ア
諸
国
に
お
け
る
事
業
展
開
’
一
九
八
○
年
代
の
動
向
Ｉ
１
は
じ
め
に
２２１
対
抗
す
る
も
の
で
、
米
国
十
第Ⅲ期（七○年代前半）
セ
ッ
ト
・
メ
ー
カ
ー
に
よ
る
低
賃
金
を
利
用
し
た
再
輸
出
型
の
オ
フ
ン
ョ
ァ
生
産
が
開
始
さ
れ
る
と
と
も
に
、
部
品
メ
ー
カ
ー
の
関
連
進
出
型
投
資
が
開
始
さ
れ
た
が
、
特
に
こ
の
時
期
の
投
資
は
台
湾
に
集
中
し
た
。
米国民生用電子企業は、日本製品（特に白蝋・カラーＴＶ）の米国市場での激烈なシェア拡大に対抗するため、六○
年代前半より途上国の低賃金のメリットを生かすべく生産拠点をオフショア立地（特に台湾）へ移行し、再輸入型のオ
フ
シ
ョ
ァ
生
産
を
開
始
し
て
い
た
。
わ
が
国
企
業
の
ア
ジ
ア
地
域
で
の
オ
フ
シ
ョ
ァ
生
産
の
開
始
は
こ
う
し
た
米
国
企
業
の
対
抗
梢
揖
に
対抗するもので、米国市場のシェア確保を目的としていた。
七
○
年
代
ま
で
の
ア
ジ
ア
向
け
直
接
投
資
の
動
向
と
特
質
わ
が
国
爾
機
・
電
子
企
業
の
ア
ジ
ア
諸
国
に
お
け
る
八
○
年
代
の
事
業
活
動
を
検
討
す
る
に
あ
た
っ
て
、
ま
ず
従
来
の
諸
研
究
・
報
告
（１）
書によってほぼ定説となっている七○年代までの動向と特質（瓜生川而機・稲子中心）を概観しておこう。六○年代前
半
、
同
後
半
、
七
○
年
代
前
半
、
同
後
半
の
四
則
に
わ
け
て
各
期
の
特
徴
を
盤
理
す
る
と
次
の
よ
う
に
な
る
。
大
手
機
器
メ
ー
カ
ー
中
心
に
若
干
の
ア
ジ
ア
諸
国
で
、
現
地
市
場
碓
保
型
の
先
駆
的
進
出
が
見
ら
れ
た
。
し
か
し
海
外
投
資
は
な
お
き
わ
め
て
限
ら
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
一
方
、
米
欧
先
進
諸
国
に
お
い
て
は
、
家
電
メ
ー
カ
ー
の
販
売
拠
点
が
確
立
さ
れ
た
。
向
を
と
り
あ
げ
、
八
○
年
代
の
ア
ジ
ア
に
お
け
る
雨
機
・
雨
子
産
業
直
接
投
資
に
関
す
る
若
干
の
特
徴
を
検
出
し
、
八
○
年
代
が
ど
う
い
う
意
味
で
の
「
転
換
期
」
で
あ
る
の
か
を
示
す
。
第Ⅱ期（六○年代後半）
、
同後半、七○年代器
第
１
期
（
六
○
年
代
前
半
）
２
電
機
・
電
子
企
業
の
ア
ジ
ア
諸
国
で
の
事
業
活
動
’
一
九
八
○
年
代
の
動
向
Ｉ
フコユ
第Ⅳ期（七○年代後半）
民
生
用
扇
子
機
器
分
野
で
の
米
欧
消
費
市
場
で
の
生
産
拠
点
づ
く
り
が
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
Ｉ
Ｃ
部
門
で
は
東
・
東
南
ア
ジ
ア
で
の
オ
フ
ン
ョ
ア
生
産
が
増
大
し
、
ま
た
米
欧
諸
国
で
の
現
地
生
産
も
始
ま
っ
た
。
以
上
の
概
観
か
ら
、
電
機
・
電
子
企
業
の
海
外
直
接
投
資
の
特
徴
と
し
て
次
の
点
が
指
摘
で
き
よ
う
。
①米欧市場、とりわけアメリカ市場でのシェア確保という目的が一貫して底流を形づくり、またアメリカ企業の
動
向
に
対
応
す
る
形
で
Ｉ
例
え
ば
ア
メ
リ
カ
企
業
の
オ
ニ
ョ
ァ
生
産
に
対
応
す
る
形
で
六
○
年
代
後
半
か
ら
始
讃
る
東
南
ア
ジ
ア
諸
国でのアメリカ市場向けオフショァ生産、あるいは七○年代後半より顕著になる日米貿易摩擦を回避する形でのアメ
リカでの現地生産の開始ｌわが国企業の投資行動が決定されてきた。こうした特徴はわが国電機・電子製品の最大
の海外市場がアメリカであるという事実によって規定されているものであるが、いずれにせよ追随的なあるいは受け
身
の
海
外
投
資
戦
略
で
あ
っ
た
と
言
え
よ
う
。
②くり返しになるが、わが国企業のオフショア生産の形態はアメリカ企業のそれとは大きく異なっている。アメ
リカ企業の場合、オフショァ生産地での製品はアメリカ国内に再輸入されＩ周知のようにこうした戦略形成にはァ
；力政府の関税優遇措置（八○六二一○および八○仁○○）が大きく作用したＩ「企業内国際分業」として多国籍
（２）
企業論の一つのモデルを提供しているのに対し、わが国企塞不のオフショア生産は主として日本国内（あるいは日本の親
海
外
投
資
の
自
由
化
と
円
高
を
背
景
に
、
特
に
七
一
一
、
七
三
年
に
は
海
外
直
接
投
資
が
急
増
し
た
が
、
電
機
・
電
子
業
界
も
海
外
投
資
ラ
ッ
シ
ュ
時
代
を
む
か
え
た
。
こ
の
時
期
に
は
、
現
地
市
場
指
向
型
進
出
家
電
メ
ー
カ
ー
の
場
合
に
は
地
域
的
多
様
化
と
製
品
の
多
角
化
が承られるとともに、再輸出型オフショア投資（部品メーカーの関連型投資をも含めて）が本格化し、台湾だけでなく、
韓
国
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
マ
レ
ー
シ
ア
で
も
急
増
し
た
。
ま
た
ア
メ
リ
カ
ー
ｃ
メ
ー
カ
ー
の
束
・
東
南
ア
ジ
ア
進
出
に
対
抗
し
て
、
一
部
の半導体・ＩＣメーカーのオフンョア生産も始まった。さらに米欧先進国市場において民生用電子機器の現地生産が
開始された。
第
Ⅳ
期
（
七
第７章アジア諸国における事業展開z２３
会社）向けではなく、第三国（とりわけアメリカ）向けの再輸出型であった。
③
日
本
の
ア
ジ
ア
向
け
直
接
投
資
に
は
中
小
企
業
に
よ
る
小
規
模
投
資
の
占
め
る
シ
ェ
ア
が
大
き
い
が
、
電
機
・
電
子
部
門
も
典
型
的
に
こ
の
傾
向
を
示
し
て
い
る
。
と
り
わ
け
七
○
年
代
前
半
に
至
る
ま
で
一
般
部
品
メ
ー
カ
ー
に
よ
る
オ
フ
シ
ョ
ァ
型
の
関
連
型
進
出
が
（３）
き
わ
め
て
多
く
、
日
本
国
内
の
セ
ッ
ト
・
メ
ー
カ
ー
と
部
口
叩
メ
ー
カ
ー
と
の
緊
密
な
関
係
が
ア
ジ
ア
と
い
う
地
盤
に
も
移
転
さ
れ
た
。
㈹
Ｉ
Ｃ
メ
ー
カ
ー
に
関
し
て
言
え
ば
、
民
生
用
爾
子
機
器
（
特
に
テ
レ
ビ
）
と
同
様
に
ア
メ
リ
カ
ー
ｃ
メ
ー
カ
ー
の
束
・
東
南
ア
ジ
ア
進
出
に
追
随
す
る
形
で
、
七
○
年
代
に
入
る
と
低
賃
金
利
用
を
目
的
と
し
た
組
立
て
後
工
程
の
進
出
が
見
ら
れ
る
が
、
投
資
件
数
は
な
お
限
ら
れ
て
お
り
、
ま
た
比
較
的
低
技
術
の
も
の
に
限
定
さ
れ
て
い
る
。
ア
メ
リ
カ
ー
Ｃ
メ
ー
カ
ー
が
競
争
力
の
雄
礎
を
低
賃
金
に
求
め
束
・
東
南
ア
ジ
ア
に
大
量
に
進
出
し
た
の
に
対
し
、
わ
が
国
Ｉ
Ｃ
メ
ー
カ
ー
の
競
争
力
は
第
一
次
石
油
危
機
以
降
急
速
に
進
め
ら
れ
た
国
内
の
自
動
化
・
合
理
化
に
基
礎
を
置
い
て
お
り
、
東
南
ア
ジ
ア
進
出
は
む
し
ろ
補
助
的
な
戦
略
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
る
。
八
○
年
代
の
ア
ジ
ア
向
け
直
接
投
資
の
動
向
一
九
八
三
年
に
わ
が
国
嗣
機
・
電
子
産
業
の
海
外
投
資
額
は
自
動
車
の
そ
れ
を
抜
い
て
製
造
業
の
ト
ッ
プ
に
な
っ
た
が
、
海
外
投
資
の
大
半
は
先
進
諸
国
に
集
中
し
て
お
り
、
ア
ジ
ア
向
け
シ
ェ
ア
は
急
減
し
て
い
る
。
表
１
に
明
ら
か
な
よ
う
に
七
○
年
代
前
半
に
至
る
ま
で
海
外
投
資
の
大
半
は
ア
ジ
ア
向
け
で
あ
っ
た
。
特
に
七
○
’
七
四
年
期
に
は
投
資
件
数
の
ほ
ぼ
八
割
が
ア
ジ
ア
に
集
中
し
て
い
た
。
と
こ
ろ
が
こ
の
シ
ェ
ア
は
八
○
’
八
四
年
期
に
は
四
二
・
○
％
ま
で
激
減
し
た
。
ま
た
同
期
の
投
資
金
額
の
シ
ェ
ア
は
一
五
・
七
％
を
占
め
る
にとどまっている。逆に北米・ヨーロッ．（（とりわけアメリカ）のシェアが急増し、七○年代後半からかつてアジアの
占
め
て
い
た
地
位
と
逆
転
し
、
先
進
諸
国
向
け
投
資
金
額
の
シ
ェ
ア
は
八
○
’
八
四
年
期
に
は
つ
い
に
八
割
近
く
を
占
め
る
に
至
っ
て
い
る。表１から各地域の一件当たり投資金額を求めると、累計値ではアジア八○万ドル、北米四三○万ドル、ヨーロッ
パ一一一○○万ドルであり、また八○’八四年期ではアジア一三○万ドル、北米五五○万ドル、ヨーロッ。〈一一一六○万ドル
で、先進国向け（とりわけ北米向け〕の一件当たり投資額が大きく、かつ巨額になる傾向をもっていることがわかる。
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表１わが'工lfE機産業の地域別・時期別海外直披投資(届出ペース）
件 額（100万ドル）数 金
時期
アジア｜北米｜ヨーロッパ｜世界全体｜アジア｜北米｜ヨーロッパ|世界全体
1951～６４
（％）
1965～６９
（％）
1970～７４
（％）
1975～７９
（％）
1980～８４
（％）
２８
(68.3）
８６
(70.5）
３４６
(79.2）
２７２
(59.6）
２４５
(42.0）
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
０
０
０
０
０
３
２
２
９
２
．
・
２
・
５
・
７
・
０
０
５
６
２
４
く
く
く
く
１
く
８
(100.0）
４４
(100.0）
３７６
(100.0）
８４４
(100.0）
１，９６２
(100.0）
３
（7.3）
４
（3.3）
４１
（9.4）
１２６
(27.6）
２２９
(39.3）
４１
(100.0）
122
(100.0）
４３７
(100.0）
４５６
(100.0）
５８３
(100.0）
５
(62.5）
２５
(56.8）
１８３
(48.7）
２６０
(30.8）
３０９
(15.7）
１
(12.5）
ｌ
（2.3）
８３
(22.1）
４０９
(48.5）
1,257
(64.1）
紫(』Ｍ１） (;F:)|(謡il）４０３(24.6） (!:)Ｍｉ:i:） ７８１(24.1） １，７５２(54.2）
出所）大mli衙『Ｍ・政金Ｍ１統ril･月報』305号（1977年９)])，404号（1985年12月）より作成。
表２わが国エレクトロニクス主要各社の主なハイテク海外ilLI接投資（1980年以降）
投資額池川先企業名｜投資年’製 ｌ１ＩＩＩ:Ｉ
５年ｉＩＩｊで200億円
200億円
14億円
27億円
５年'１０で150億円
数１０億}リ
463億円
３年'111で400億円
70億円
36億lJJ
24億円
末定
32億lU
50億円
３年'１０で100億円
数10億IIJ
｢1本fhl気 半導体
半導体
半導体
砥算機
通信機
光通信
アムダール株Ｈ１い１Ｗし
半卿体，磁気ディスク
半導体
プラウンイｉｆ
ｆｕ子交換機
怖報槻器
半導体
半導体
半導体
通信機
英国
米'五|カリフォルニア州
シンガポール
米|正1マリーチューセッツ州
米'五|オレゴン州
米国
米lIilカリフォルニア州
米|正|オレゴン州
米lIilノースカロライナ州
力ナグ
米国ジョージア州
米国オレゴン州
米ｌＩＩカリフォルニア州
四独
米ＩＥＩ
米図
０
１
２
２
４
４
４
４
３
３
４
４
０
２
４
４
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
富士通
三菱Wuj機
沖電気工業
エフ゜ソン
束芝
日立製作所
出所）『'1本経済新'１Ｍ1984年11月６日。
2２５弟７歳アジア諸国における事業展Ｉ)Ｍ
か
つ
て
の
オ
フ
シ
ョ
ア
投
資
に
承
ら
れ
た
低
賃
金
の
魅
力
が
う
す
れ
て
き
た
こ
と
と
並
ん
で
、
日
本
国
内
に
お
い
て
ハ
イ
テ
ク
分
野
で
の
自
動
化
、
Ｆ
Ａ
化
が
急
速
に
進
承
、
コ
ス
ト
的
に
ゑ
て
も
技
術
進
歩
の
早
さ
や
品
質
の
観
点
か
ら
承
て
も
、
日
本
国
内
で
生
産
す
る
ほ
う
が
有
利
に
な
っ
て
き
た
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
米
欧
諸
国
と
の
ハ
イ
テ
ク
分
野
で
の
貿
易
摩
擦
は
、
ア
ジ
ア
諸
国
へ
の
再
輸
出
型
オ
フ
シ
ョ
ア
投
資
の
拡
大
に
よ
っ
て
必
ず
し
も
回
避
で
き
る
性
格
の
も
の
で
は
な
く
、
米
欧
諸
国
で
の
現
地
生
産
の
促
進
が
必
至
と
な
っ
た
た
め
、
東
南
ア
ジ
ア
向
け
投
資
を
拡
大
す
る
だ
け
の
余
力
が
な
く
な
っ
た
と
も
言
え
る
。
の
糸
な
ら
ず
ア
ジ
ア
地
域
か
ら
の
資
本
移
譲
・
撤
退
も
増
大
し
て
い
る
。
撤
退
の
原
因
は
多
様
で
あ
っ
て
一
概
に
は
言
え
な
い
が
、
ア
ジ
ア
地
域
か
ら
の
撤
退
の
主
要
因
と
し
て
現
地
電
機
・
電
子
企
業
の
台
頭
に
よ
っ
て
、
直
接
投
資
よ
り
も
技
術
移
転
を
求
め
る
要
求
が
高
ま
っ
て
き
た
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
と
と
も
に
、
日
本
企
業
側
か
ら
ゑ
て
も
ア
ジ
ア
諸
国
で
の
直
接
投
資
の
う
ま
ゑ
が
消
え
て
き
た
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
表
３
は
電
機
産
業
の
撤
退
件
数
を
糸
た
も
のであるが、一九七一一一’八三年間（ただし八一年はデータなし）の撤退総数一七七件のうち実に七割近い一一一一件がアジ
ア
地
域
か
ら
の
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
次に東洋経済新報社の『海外進出企業総覧』によってアジア九カ国（アジアＮＩＣＳ、ＡＳＥＡＮ４、および中国）へ
表３わが国電機産業の資本移譲・撤
退件数(一部譲渡を含む)の推移
年 アジア｜全地域
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979
1980
1981
1982
1983
７
ｍ
ｍ
四
通
ｍ
８
ｍ
ａ
ｕ
７
●
、
８
１９
２２
２５
１９
２６
１６
１４
ｎ．ａ、
１４
１４
(1973～83）
（％）
１２１
(68.4）
１７７
(100.0）
出所）通産省『我が国企業の海外事業活
動』第１０．１１回(1983年)，第1２．
１３回（1984年)。
ア
ジ
ア
向
け
平
均
投
資
額
も
近
年
に
な
る
ほ
ど
大
き
く
な
る
傾
向
を
持
っ
て
い
る
が
、
累
計
値
の
平
均
投
資
額
を
承
る
と
北
米
向
け
の
五
分
の
一弱、ヨーロッ。〈向けの四分の一強にとどまっている。平均
投資額に承られるこうした大きな格差は、八○年代に入って、
巨
額
な
資
金
が
必
要
と
さ
れ
る
い
わ
ゆ
る
ハ
イ
テ
ク
分
野
（
半
導
体
・
通
信
機
等
）
で
の
投
資
の
大
半
が
先
進
諸
国
に
集
中
し
て
い
る
た
め
で
ある（表２参照）。
アジア向け投資（とりわけハイテク分野）が八○年代に入っ
て
低
迷
し
て
い
る
理
由
は
、
受
け
入
れ
国
側
の
賃
金
上
昇
に
よ
っ
て
、
2２６
表４わが'玉1電気機器産業のアジア各|正|への進出件数の推移
合～196411965～6911970～7411975～7911980～8４
1.世界全体
（％）
2.アジア９カ国
（％）
ｉ）蝉国
ｉｉ）台湾
iii）香港
ｉｖ）シンガポール
ｖ）タイ
ｖｉ）マレーシア
vii）フィリピン
ｖiii）インドネシア
ｉｘ）中国
3.北米・ヨーロッパ
（％）
ｉ）北米
ｉｉ）ヨーロッパ
２３
(１００．０）
１２
（52.2）
１８８
(100.0）
１３４
（71.3）
４８
３８
３
２０
７
１３
２
３
１１８
(100.0）
７１
（60.2）
９
１１
２
３１
２
６
５
５
１０９
(100.0）
４５
（41.3）
４
１１
３
６
６
５
４
２
４
４６
（42.2）
２３
２３
７７
(100.0）
５４
（70.1）
３
４２
１
１
１
３
３
５３７
(100.0）
３２５
（60.5）
６５
１１３
１４
６
４
５８
１９
２８
１４
１０
４
１１５
(21.4）
７２
４３
２
ｊ
５
７
５
Ｌ２く
５
(6.5）
４
１
１９
(10.1）
１２
７
３０
(25.4）
２１
９
出所）東洋絲済新報社『海外進出企業総覧」1985年版。
の進出件数を糸てみよう（表４）。アジア九カ国の合計を
承ると表１の届出ベースのデータと同様の傾向がらかが
われ、七○年代後半に入ってから投資件数は減少してお
り、逆に先進国向け投資が増大している。しかし総計で
はなお六割がアジア九カ国に集中している。なかでも
台湾（二三件）、稗国（六五件）、シンガポール（五八件）
への集中度が大きく、次いでマレーシア三八件）とな
っている。時期別・国別にみると、台湾の場合は一九六
五’七四年の側に八○件（全体の七○・八％）、鯨国では一
九七○’七四年の間に四八件（全体の七三・八％）、シン
ガポールでは一九七○’七九年の間に五一件（全体の八
七・九％）がそれぞれ投資され、特定の時期に集中してい
ることがわかる。また台湾、韓国の場合は七○年代後半
から、シンガポールの場合は八○年代に入ってから投資
件数の急減が目立つ。一方、八○年代に入ってから中国
への進出が行なわれるようになった。
ところで直接投資とライセンス契約（技術供与）との選
（４）
択問題は多国籍企業論の一テーマであるが、七○年代後
半以降のアジア向け直接投資の激減傾向とアジア向け技
術供与との間にはどのような関係が承られるであろう
第７章アジア諸国における事業展開2２７
表５わが国電機産業のアジア諸国向け技術輸出件数および金額の推移
（新規契約分の糸）（金額単位：100万円）
1973119741117511176'11771197811979119801198111982119琴~幹年
韓国
件敷
金額
台湾
件敷
金額
シンガポール
件数
金額
フィリピン
件敷
金額
クイ
件敷
金額
マレーシア
件敷
金額
インドネシア
件敷
金額
中国
件数
金額
１５
１２９
８
９７
2７
４６
２０
１４９
２２
３３５
１６
１０８
２６
２７４
５
５
１
７
１
５７
４９７
203
１５
２２１
2０
５５
４
１１．ａ．
1８
５８
９
３２９
３２
２５８
２６
２２６
２９
１９４
1604
11．ａ。
３
１１０ａ．
６
３２
６
２１３ ●
（叩／】（（』
０
，
１
，．ａ．
4
11．ａＯ
1９ｎ．ａ．
ｎ．ａ．
、。ａ０
，．３．
、．ａ･
ｎｏａ。
ｎｏａｏ
ｎｏａ．
ｎｏａｏ
ｎｏａ。
５
５ １
，．ａ.
８
６５
３
１１０ａ．
１
１１．ａ．
ｌ
ｎｏａ．
1
11．ａ．
４
１１．ａ．
４
，．ａ．
2８
1
11．ａ．
4
11．ａｏ ●
Ｏ
”
］
ａ
●
、
●
Ｑ
エ
）
ａ
●
、
2
11．ａ．
3
11．ａ．
1０
３９
２
１１０ａ．
2９2
11．ａ．
０
１
１
ａ
■
やⅡ４
１
Ｌ
1
11．ａ． Ｂ
Ｑ
ｍ
〉
ａ
●
、
■
（叩一鋸】《（」
●
、
１
，．ａ．
５
２７
２
，．ａ.
2
11．ａ．
1７
イ
１
ａ
ｏ
ｎ
５
１７２
１
１１．ａ． ０
１
１
ａ
●
、
1
11．ａ．
５
４ ７
６０ ●
（ｕ〈〕冗扣》
●
、口上
■
且
1
11．ａ．
2４
１
，．ａ．
７
５０８
６
２４５
９
３１９
８
９０
3１
出所）アジア経済研究所『日本の技術輪'１}データ（国別・年次別・産業別)一対エスカッフ゜諸国
を中心にして－」1984年。原資料は総務庁統計局「科学技術研究調査｣。
か
？
表
５
は
わ
が
国
電
機
産
業
の
ア
ジ
ア
向
け
技
術
輸
出
の
動
向
を
氷
た
も
のである。一九七三’八一一年の合
計で承ると、韓国向けが二○三件
で
ト
ッ
プ
、
台
湾
向
け
が
一
六
○
件
で
第二位を占め、他の諸国を断然引
き
離
し
て
い
る
。
し
か
も
両
国
へ
の
技
術輸出はともに一九七六年以降急
増し、直接投資の急減傾向とまる
で
逆
の
傾
向
を
示
し
て
い
る
。
つ
ま
り
直接投資から技術供与（ライセン
ス
契
約
）
へ
と
い
う
大
き
な
流
れ
を
う
か
が
う
こ
と
が
で
き
る
。
こ
れ
に
対
し
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
場
合
に
は
一
九
八
○
年以降直接投資が急減しているに
もかかわらず、技術輸出件数も減
少している。直接投資の急減は一
九
七
九
年
以
降
の
高
賃
金
政
策
に
よ
る
も
の
で
あ
る
が
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
場
合地場企業の育成が遅れており、
2２８
表６わが国エレクトロニクス企業のアジア諸国における現地法人の品目別
売上高の柵成（1981）（単位：100万円）
|篶墨職賢|鯲農|葦患雌'１M|鰄催農撰鰯(1)ラジォテレビ受信機・地気音響機械器具
７３，０４６
（32,3）
３７，１６７
（１６．５）
３７，１６７
115,637
（51.2）
５９，９８２
１０，６１９
２４，７９４
現地販売
（％）
日本向け輸出
（％）
うち日本川出
資者向けl輸出
第三国向け1輸出
（％）
うち北米
アジア
ヨーロツノ《
2,890
(29.5）
2,739
(27.9）
2,739
4,179
(42.6）
2,452
1,411
２６９
6,553
(34.1）
5,245
(27.3）
5,245
7,409
(38.6）
0
5,718
1,492
56,631
（43.7）
33,698
（26.0）
30,071
39,377
（30.4）
10,187
26,770
２，３５８
41,205
（96.0）
１，３７７
（３．２）
1,344
３６０
（0.8）
０
０
２６５
25,027
（75.8）
９８６
（3.0）
９６２
７，０１７
（21.2）
６３３
３，３３６
１，５４４
合計 ９，８０８
(100.o）
19,207
(100.0）
225,850
（100.0）
42,942
(100.0）
129,706
（100.0）
33,030
(100.0）(％）
出所）通産樹『海外技賛統i汁総覧』1983年。
技術輸出も外資系企業の現地子会社を通じて行なわれるために、
直接投資の減少はそのまま技術輸出の減少を伴うことになった
（Ｆ⑪）
ものと思われる。シンガポールのケースと逆の傾向を一示してい
る
の
は
中
国
の
ケ
ー
ス
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
一
九
七
九
年
の
開
放
政
策
以
降、直接投資件数と技術輸出件数はともに増大している。の承
な
ら
ず
同
時
期
の
中
国
向
け
輸
出
も
急
増
し
て
お
り
、
わ
が
国
砺
機
・
爾
子企業は輸出、ライセンス契約、直接投涜のすべての面におい
て
同
時
に
「
集
中
豪
雨
的
」
行
動
様
式
を
と
り
、
多
様
な
形
で
収
祐
を
追
求
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
以
上
の
各
国
別
の
直
接
投
資
と
技
術
供
与
と
の
関
係
を
ゑ
る
限
り
、
企
業
が
ど
ち
ら
の
形
態
を
選
択
す
る
か
と
い
う
問
題
は
、
受
け
入
れ
国
の
経
済
状
況
・
経
済
政
策
の
あ
り
方
や
企
業
間
の
競
争
条
件
等
多
く
の
フ
ァ
ク
タ
ー
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
、
一
義
的
な
関
係
を
見
出
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
最
後
に
、
産
満
の
『
第
一
回
海
外
事
業
活
動
韮
本
調
査
』
に
よ
っ
て
、
わ
が
国
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
企
業
の
ア
ジ
ア
に
お
け
る
汎
地
法
人
の
売
上
・
仕
入
状
況
Ｃ
九
八
一
年
時
点
）
を
み
て
お
き
た
い
。
ま
ず
売
上
げ
の
ほ
う
を
表
６
に
よ
っ
て
ゑ
て
承
よ
う
。
一
見
し
て
わ
か
る
よ
う
に
、
品
目
に
よ
っ
て
売
上
げ
先
の
構
成
が
大
き
く
異
な
っ
て
い
る
。
項
目
②
の
「
そ
の
他
通
信
機
器
」
と
項
目
⑥
の
「
そ
の
他
電
子
機
器
」
の
大
半
は
生
産
拠
点
国
あ
る
い
は
ア
ジ
ア
経
済
圏
内
で
販
売
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
項
目
側
鋪７章アジア諸国における事業展開2２９
表７わが国エレクトロニクス企業のアジア諸国における1M地法人のI兄''二1ガリ
仕入高の柵父（1981）（ili位：100万円）
オ
機
機
ジ
信
響
⑩
ラ
受
音 蟻|藍鰍繊 (3)鬼子計算機・同附属装潰 (4)その他の地子応用装置 (5)氾子機械ノ'1．jlnl言機器川部分品
７３，０４５
（43.0）
９１，０５６
（53.6）
７８，１１１
５，８８９
（3.5）
(6)
その他の電
子機械器具
トテレl
1i・fIji；
蝋械器」
1,685
(54.6）
1,398
(45.3）
1,398
５
現地調達
（％）
日本から輸入
（％）
うち日本側出
資者から輸入
鋪三国から輸入
（％）
うちアジア
3,780
(50.3）
3,734
(49.7）
3,734
０
（0.0）
０
０
（0.0）
1,825
(44.6）
０
２，２６６
(55.4）
2,266
６０
（１３）
4,576
(98`7）
4,506
０
（0.0）
０
4,710
(76.0）
1,486
(24.0）
1,486
０
（0.0）
０
（０．２）
０ 5,858
一所 一Ｊ
〈ロー出
一蚕腕 ３，０８８
(100.0）
７，５１４
(100.0）
４，０９１
(100.0）
４，６３６
(100.0）
169,990
（100.0）
6,196
(100.0）(％）
通産行『海外投資統計総覧』1983年。
「その他電子応用装置」及び項目⑤「電子機械用・通信機器用部分
口叩」の生産拠点国での販売比率はそれぞれ一一一四・一％、四三・七％
であるが、アジア圏内（現地販売プラス節三国向け輸出のうちアジア向
け部分）での販売比率を承ると、それぞれ六一一一・九％、六四・三％
となり、現地市場指向型の傾向が強い。これに対し項目⑪「ラジオ
テレビ受信機・弱気音響機械器具」、及び頂目⑧「嗣子計算機・同
附属装置」の生朧拠点国販売比率はそれぞれ一一一一一・三％、二九’五
％であり、またアジア圏内での比率もそれぞれ三七・○％、四一一一・
九％と五割を切り、先進国（北米・ヨーロッ．○向け販売のシェアが
高く、再輸川型オフンョァ生産の型を示している。また同表からＩ
Ｃだけをとり出したものはないが、項目⑤の北米向け輸出の大半が
（６）
Ｉ
Ｃ
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
次
に
Ⅱ
水
向
け
輸
出
の
シ
ェ
ア
を
承
る
と
（
ど
の
項目をとってゑてもその大半は日本側出資老向け輸出である）、項目③と
⑥を除いて、かなり商い数値を示している。特に狐目③側⑤は総売
止
高
の
四
分
の
一
強
が
日
本
向
け
で
あ
り
、
想
像
以
上
に
ア
メ
リ
カ
型
の
両
輸
入型オフショア生産が進んでおり、企業内国際分業が進鵬している
ことを示している。
次に表７によって仕入れ先の構成を承よう。ここでもまた品目別
に大きな相違がある。現地調達比率がもっとも高いのは項目⑥「そ
の
他
電
子
機
器
」
で
四
分
の
三
強
、
次
い
で
項
目
⑩
「
ラ
ジ
オ
テ
レ
ピ
受
信
ｚ３ｏ
ア
ジ
ア
主
要
国
で
の
事
業
活
動
八
○
年
代
に
お
け
る
髄
機
・
稲
子
企
業
の
ア
ジ
ア
で
の
事
業
展
開
を
承
る
場
合
、
①
米
欧
先
進
諸
国
と
の
貿
易
摩
擦
の
激
化
、
②
わ
が
国
電
子
企
業
の
急
速
な
国
際
競
争
力
の
強
化
と
民
生
用
か
ら
産
業
用
へ
の
比
重
の
移
行
と
い
う
フ
ァ
ク
タ
ー
と
と
も
に
、
③
ア
ジ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
企
業
の
台
頭
、
④
中
国
市
場
の
開
放
と
い
う
フ
ァ
ク
タ
ー
を
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
。
本
節
で
は
ア
ジ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
と
中
国
に
お
け
る
わ
が
国
企
業
の
事
業
展
州
を
概
観
す
る
。
た
だ
し
香
港
へ
の
直
接
投
資
の
大
半
は
販
売
拠
点
づ
く
り
の
も
の
で
、
製
造
業
投
資
は
き
わ
め
て
限
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
の
で
考
察
の
対
象
か
ら
は
ず
す
。
韓
国
林
国
へ
の
直
接
投
資
は
七
○
年
代
前
半
（
と
く
に
七
二
’
七
四
年
）
に
集
中
し
、
七
五
年
以
降
は
急
減
し
、
八
○
年
代
に
入
っ
てからは一周減少している。八○年以降の電機・稲子分野での新規直接投資（すべて少数川資の合弁）は、八○年の枇
河北辰電機（自動調繋弁）、八四年の三洋電機（ステレオ・テープレコーダー）、キャノン（複写機・ファクシミリ）、八五年
の東京三洋電機（ＣＤプレーヤー）の四件にとどまっている。他方八○年以降、松下電器、ソニー、。〈イオニァ、東芝
と
い
っ
た
大
手
セ
ッ
ト
・
メ
ー
カ
ー
が
撤
退
し
、
「
韓
国
離
れ
」
と
ま
で
評
さ
れ
た
。
七
○
年
代
前
半
の
対
斡
進
出
は
安
価
な
労
働
力
を
求めるものであって、とりわけ電子部品分野での進出が多く、韓国に組立加工・輸出基地の役割を求めるものであっ
機・雨気音響機器」（五四・六％）、項目②「その他通信機器」（五○・三％）、項目⑤「雨子機械川・通信機械用部分品」
（四三・○％）となっている。これに対し項目②「電子計算機・同附属装置」、及び項目側「その他電子応用装置」の
生産拠点国からの調達は皆無か、あるいは皆無に近い。ただし項目②の場合にはアジア圏内から五五・四％が調達さ
れ
て
い
る
。
現
地
調
達
比
率
は
必
ず
し
も
現
地
盗
本
企
業
か
ら
の
調
達
を
意
味
し
な
い
。
投
資
先
に
お
け
る
日
系
同
一
企
業
の
他
の
子
会
社・合弁会社あるいは日系関連会社からの調達を相当比率で含んでいよう。さらに日本からの輸入比率。」のほとんど
が日本側川賢者からのものである）が項目⑩②③⑤では約五割、項目岨ではほぼ全額ときわめて高く、アジア現地法人の
主要な役割が組立加工にあることを示唆している。
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表８韓国の日米両国からの技術導入件数
1962～７６１１９７７１１９７８１１９７９１１９８０１１９８１１１９8２１１９８３１１９８４１計
ﾄ:ｌＬ１⑮Ｗ１Ｗｌ調’木（全産業）（％）（電機産業）（％） １，７００(55.3）３５５日
■②１Ｗ'１称Ｗｌｃ１アメリカ（全産業）（％）（電機産業）（％） ７００(22.8）
⑪1釘ＷＵｌ蒜|:IWUllf1l体（全産業）（％）（電機産業）（％）全 3,074000.0）
(1)の数字は1962～82年累計。
アジア経済研究所『日本と発展途上国との間の技術摩擦・貿易摩擦|)U題と今後の国際分業
のあり方についての調査』1980年第２分{１１}，ｐｐ､89-90,『日本経済新聞』1985年６月21日。
注）
出所）
た
。
し
か
し
七
○
年
代
後
半
に
な
る
と
韓
国
で
賃
金
上
昇
が
顕
著
と
な
り
、
ま
た
日
本
国
内
で
Ｆ
Ａ
化
が
進
展
し
た
た
め
、
韓
国
進
出
の
メ
リ
ッ
ト
が
う
す
れ
て
き
た
。
の
糸
な
ら
ず
こ
の
間
韓
国
企
業
の
国
際
競
争
力
が
急
速
に
高
ま
っ
た
。
こ
う
し
た
諸
要
因
が
電
機
・
電
子
分
野
で
の
八
○
年
代
の
日
鯨
関
係
の
あ
り
方
を
規
定
し
て
い
る
。
八○年代の電機・電子分野での日輔取引の最大の特徴は、
直
接
投
資
に
代
わ
っ
て
ラ
イ
セ
ン
ス
契
約
（
技
術
供
与
）
が
主
取
引
形
態
に
な
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
表
８
に
よ
っ
て
韓
国
の
技
術
導
入
件
数
を
承
る
と
八
四
年
末
の
累
計
は
三
○
七
四
件
で
あ
る
が
、
こ
の
う
ち
日
本
か
ら
の
も
の
が
一
七
○
○
件
と
断
然
ト
ッ
プ
で
全
体
の
五
五
・
三
％
を
占
め、一一位アメリカの七○○件（二二・八％）を大きく上回って
い
る
。
一
七
○
○
件
の
う
ち
電
機
・
稲
子
産
業
は
三
五
五
件
で
あ
る
。
八
二
年
末
累
計
で
ふ
る
と
、
電
機
・
爾
子
産
業
で
の
技
術
導
入
件
数
四
一九件のうち二七二件（六四・九％）が日本からのものである。
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
分
野
で
の
最
近
の
日
本
か
ら
韓
国
へ
の
製
造
技
術
供
与
の
例
を
表
９
に
掲
げ
て
あ
る
。
民
生
用
電
子
機
器
の
分
野
で
は
Ｖ
Ｔ
Ｒ
、
電
子
レ
ン
ジ
、
Ｃ
Ｄ
プ
レ
ー
ヤ
ー
、
電
子
部
品
分
野
で
は
半
導
体（リニァーＣ、マィコ乙、磁気ヘッド（ＶＴＲ用）、駆動メカ
ニズム（ＶＴＲ用）、マグネトロン（電子レンジ用）が、また産業
用電子機器の分野ではオフコン、、ハソコン、ワードプロセッ
２３２
表９最近の日本から鯨国へのエレクトロニクス分野での主な技術供与
日本側企業｜輔国側企業｜蓑与箪｜備製 品 考
東芝
ソ＝－
日本ビクター
〃
〃
赤ブ{：冠機
日立製作所
東芝
三菱職機
日立製作所
東芝
シヤーフ･
キヘ，ノン
東芝
日立製作所
日本電気
富士通
東芝
ソニー
ク
〃
テイアック
富士通
アドコム嗣子
住友嗣気工業
大井弱気
富士通
松下電器産業
大字電子
現代電子
三星電子
金星社
大字電子
三里遜子部品
金星社
三型電子
金星社
金星社
韓国悶子
三塁半導体通信
ロツテ
金星通信
東洋ナイロン
三星雨管
大宇通信
三星電子
三星砺子
大宇遜子
金星社
東洋精密
第一精僻工業
金星社
大韓遜線
三里半導体通信
大宇通信
金星社
３
４
４
５
５
６
３
４
５
３
４
４
３
９
４
５
４
５
肥
肥
肥
〃
肥
肥
肥
肥
肥
肥
肥
肥
肥
肥
師
肥
肥
肥
肥
〃
〃
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
ベータ式
〃
ＶＨＳ式
〃
〃
ＶＴＲ
〃
〃
〃
〃
ＶＴＲ磁気ヘッド
ＶＴＲ駆動メカニズム
電子レンジ
〃
f葛子レンジ用マグネトロ
ン
半導体
〃
複写機
Ｘ線診断装置
オフコン・パソコン
〃
ク
ヮードフ・ロセッサー
ＣＤプレーヤー
〃
〃
フロッピーフ空イスクドラ
ィプ
プリンター
バソコン用ライトペン
光ファイバー
ポケットベル
銀行窓口情報システム
家電全般
家電用リニアＩＣ
４ビットワンチップ・マイコン
合弁設立
オフコン，金融端末機
オフコン，パソコン，金融端末機
１６ピットバソコン
'985
1984
1984
1985
1985
1985
２４ドット
アドコムにＯＥＭ供給
包括的技術提携（相互ＯＥＭ供給）
出所）『日本経済新聞』より作成。
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台
湾
雨
機
・
電
子
企
業
の
ア
ジ
ア
諸
国
へ
の
本
格
的
進
出
は
六
○
年
代
後
半
に
な
っ
て
、
ま
ず
台
湾
か
ら
始
ま
っ
た
。
韓
国
同
様
七
○
年
代
後
半
以
降
、
台
湾
へ
の
投
資
件
数
は
脈
か
に
急
減
す
る
が
、
し
か
し
八
○
年
代
に
入
っ
て
も
ア
ジ
ア
諸
国
の
中
で
は
も
っ
と
も
投資件数が多く（二件）、根独い安定的な動きを示している（前掲表４参照）。
台湾側のデータによって、日本からの直接投資及び技術導入（全産業）がどの程度のウエイトを占めるのかを表、に
よってゑてみよう。まず直接投資に関しては、台湾への直接投資総件数一六一七件のうち八六八件（五一一一・七％）が日
サー、複写機、ファクシミリ等のＯＡ機器や、光ファイバー、ＭＥ機器（Ｘ線診断装置）が、さらに富士通の場合には
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
技
術
供
与
が
な
さ
れ
て
お
り
、
全
般
的
に
ゑ
て
か
な
り
高
度
の
技
術
が
供
与
さ
れ
て
い
る
と
言
え
よ
う。さらに八五年三月には松下砺器と軸国家雨トップメーカーの金艮社が包括的技術捉挑を結び、相互ＯＥＭ供給で
合意した。これは日鯨電機・電子企業間の関係が新局面に入ったことを示している。韓国側の「日本企業は技術を出
さ
な
い
」
と
い
う
不
満
は
現
実
と
は
若
干
く
い
ち
が
っ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
が
、
他
力
日
本
側
が
「
ブ
ー
メ
ラ
ン
現
象
」
を
恐
れ
な
がらも先端技術を供与せざるをえない川曲は、①鯨囚企業の技術力をバックにした国際競争力の急速な向上と（日本
と
比
較
し
た
場
合
ｅ
相
対
的
低
賃
金
の
利
祐
に
よ
る
米
欧
市
場
で
の
シ
ェ
ア
の
拡
大
、
②
日
米
欧
（
と
り
わ
け
わ
が
巴
企
業
間
の
峨
烈
な
寡
占
競
争
、
の
た
め
で
あ
る
。
こ
う
い
う
状
況
で
は
、
わ
が
国
産
業
全
体
と
し
て
は
ブ
ー
メ
ラ
ン
現
象
を
恐
れ
つ
つ
も
、
仙
女
の
企
業
に
し
て
承
れ
ば
、
他
社
が
技
術
供
与
を
す
る
の
な
ら
自
社
も
技
術
供
与
せ
ざ
る
を
得
な
い
と
い
う
競
争
に
追
い
込
ま
れ
る
。
ま
た
自
社
に
十
分
な
技
術
開
発
能
力
が
あ
る
限
り
、
ブ
ー
メ
ラ
ン
現
象
を
無
闇
に
恐
れ
る
必
要
も
な
い
。
技
術
供
与
に
よ
る
日
本
企
業
側
の
洲
い
ば
、
稗
国
メ
ー
カ
ー
の
戦
略
を
捉
携
を
通
じ
て
知
る
と
い
う
情
報
収
集
の
他
に
、
技
術
料
収
入
そのもの、及び製凧組承立てに必要な部品輪川の拡大による収入硴保である。日本企業が受け取る技術料収入は契約
時
の
ラ
ン
プ
サ
ム
の
他
に
、
技
術
使
用
料
と
し
て
家
庭
用
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
場
合
一
台
に
つ
き
五
’
六
ド
ル
、
電
子
レ
ン
ジ
の
場
合
一
台
に
つ
き
（７）
一一’一一一ドル支払われていると一一二口われている。またＶＴＲの場合、原価の約六割が日本からの部品輸入で占められてい
（８）
ろと一一一戸う。
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表１０台湾の直接投資および技術導入の推移
米 国 日 木 全 体
i旦接投資 直接投資 直接投資技術導
入件数
技術導
入件数
技術導
入件数件数Ｉ語00鰯） 件数|霊｡00醜） 件数|霊｡00,jiij）
辮鯏:’Ｍ5１
1952～6４
１９６５
１９６６
１９６７
１９６８
１９６９
１９７０
１９７１
１９７２
１９７３
１９７４
１９７５
１９７６
１９７７
１９７８
１９７９
１９８０
１９８１
１９８２
１９８３
１９８４
１
７
５
８
０
０
６
７
７
９
１
２
８
７
８
９
５
５
３
５
１
４
１
１
１
２
３
１
１
１
２
２
１
１
１
１
１
２
３
３
４
４７，４３７
３１，１０４
１７，７１１
１５，７１４
３４，５５５
２７，８６２
６７，８１６
４３，７３６
３７，３０７
６６，８７６
３８，７６０
４１，１６５
２１，７６７
２４，２４２
６９，７６５
80,375
110,093
203,213
79,6069M941231,1751
８
５
８
２
８
２
０
９
７
８
４
４
８
８
２
１
３
６
９
９
２
２
１
１
１
１
１
２
１
１
１
２
３
４
３
３
２
４
９
４
５
６
６
５
１
７
６
２
０
２
６
０
３
９
５
７
４
３
８
３
１
３
７
９
７
５
１
２
９
５
２
２
２
４
３
３
２
２
３
２
7,771
2,081
2,447
６
３
８
１
８
２
１
９
６
８
３
０
９
９
９
８
２
２
４
６
７
０
７
３
３
４
４
５
５
６
１
８８
３６
52
107
122
111
７１
４４
５２
１５０
８３
４１
４５
５０
６６
７３
７１
７３
８
８
１
５
９
３
７
２
３
５
６
０
２
２
４
４
７
９
１
０
６
６
７
６
１
１
１
15,947’14,855117,3791…句､１ 81,938109,165
125,148
100,190
２８，５３０
１２，４００
７，７２８
４４，５９９
３８，９０１
２３，２３４
３０，７６０
２４，１４５
５０，３３６
５０，４６２
８６，０８１
64,623
152,164
196,770
113,978
磯:’70,9401102,0321 ８
０
０
３
３
４
４
１
８
８
９
１
３
４
２
４
４
６
１
１
１
１
１
１
１
95,186
136.719
４
４
５
８
３
９
８
８
５
７
８
９
181,483
243,380
356.294
８２
１００
１００
320.286
375,382
518.971
Ｗｍ合二|ば:， (器化:ｌ； 鰍１ｌｂ:;I)E6WI） 3,324,64912.038(100.0）’（１００．０）
出所）台湾研究所『台湾総覧」1985年版。
本
か
ら
の
も
の
で
、
二
位
ア
メ
リ
カ
の四六七件を大きく上回ってい
る
が
、
投
資
総
額
で
承
る
と
ア
メ
リ
カ
が
一
位
で
四
一
・
六
％
、
日
本
は
二
九
・
六
％
で
あ
る
。
日
本
の
台
湾
向
け
投
資
は
中
小
規
模
の
も
の
を
多
く
含
ん
で
い
る
た
め
で
あ
る
。
し
か
し
八
二
年
以
降
Ｈ
本
の
一
件
当
た
り
投
資
金
額
は
大
規
模
化
の
傾
向
を
見
せ
て
い
る
。
技
術
導
入
に
つ
い
て
承
ると、総件数一一○三八件のうち
一三二五件（六五・○％）が日本
か
ら
の
も
の
で
断
然
ト
ッ
プ
で
あ
り
、
一一位アメリカの四四一一一件（二一・
七
％
）
の
三
倍
で
あ
る
。
以
上
の
数
字
は
、
日
鯨
関
係
同
様
、
日
台
関
係
が
き
わ
め
て
緊
密
で
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
が
、
日
斡
関
係
と
比
べ
る
と
、
直
接
投
資
に
せ
よ
技
術
供
与
に
せ
よ
、
日
台
関
係
の
ほ
う
が
は
る
か
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表１１台湾におけるわが国電機・電子企業の事業活動（1979～） ＠ｍＮ分野|雷業活動墨年｜日本側企業名｜現地企業名｜製 傭 考ロ叩
ToshibaElectronicsHongKongの70％出資，現地市場向
け。
月産２～３万本，世界的な需給逼迫に対処したもの。
1979年１月資本参加，岩崎電気10％出資。
ToshibaE1ectronics
TaiwanCorp・
中華映管
光元エ業（股）
創原電エ
永鼎工業（股）
楠梓盛美達電機(股）
東芝
〃
岩崎電気
ウイーノレ
日本エムテック
スミダ電機
日本アレフ
東芝
＝洋電機
日本電気
シヤープ
鐘通工業
富士電機
柳沼プレスエ業，
フォスター電機
東芝
〃
９
０
１
２
３
Ｗ
ク
ク
ク
ク
妃
〃
肥
兜
〃
〃
〃
〃
〃
兜
〃
１
１
１
１
１
電子管・半導体の販売
カラーテレビ用ブラウン管
レフランフ・
カーボン抵抗器
電子機器，樹脂成型品
電子部品
合弁設立
技術供与
合弁設立
子会社設立
合弁設立
子会社設立
合弁設立
技術供与
製品多角化
子会社設立
製品多角化
合弁設立
〃
〃
技術供-ﾋﾞチ
ク
日本エムテック70％出資，現地市場向け。
勝美達電機（香港）＝スミダ電機の100％出資子会社の100％
出資。
日本向け。
台湾日光灯に東芝9.3％出資。資本参加は1968年。現地市場
向け。
SanyoElectric（Taiwan）は三洋出資49％の合弁企業。設
立は1963年。
台湾ＹＥＳ
台湾日光灯（股）
SanyoE1ectric（Tai-
wan）ＣＯ・Ltd・
台湾`恩益橲電脳
声宝
鐘通工業
リードスイッチ
照明器具及び業務用エア
コン
ＶＴＲ
汎用コンピュータ，同関
連機器の販売
ＶＴＲ
電気機器（マグネット応
用機器）
電気機器（変圧器，コン
デンサー，器具等）
スピーカー及びモーター
部品
ＶＴＲ
声宝はシャープ゛8.8％出資の合弁企業。資本参加は1971年。
鐘通工業44.6％，カネツー16.9％出資。日本及び現地市場向
け。
富士電機20％出資。現地市場向け。
柳沼プレス55％，フォスター電機45％出資。
大同に東芝は5.1％出資。資本参加は1962年。東芝のＶＴＲ
技術供与は韓国の大字電子に続き２社目。年産15万台。
東芝ブランドで国内販売。台湾日光灯に東芝は９．３％出資。
資本参加は1968年。1981年から照明器具，業務用エアコンの
技術供与をしている。
ソニー51％出資。新力社（ソニーの現地販売代理店）４９％出
資。1982年３月の台湾政府によるＶＴＲ完成品輸入に対.処す
るもの。
需要増に対応。福華電子はアルプス50％出資の合弁企業。１９
７１年設立。
太平洋玻璃の経営権取得。海外市場での需要増に対応。
灘jlli;蕊trialCo.(Taiwan)Ltd…大同公司｜
台湾日光灯’ ノレームエアコン
1984 新傑 合弁設立ソ ＶＴＲ
アルプス電気
旭硝子
福華電子
太平洋玻璃
電子部品
カラーテレビ用ブラウン
管ガラス
新工場建設
子会社設立
〃
1985
注）子会社＝日本側出資比率100％のケース。
出所）東洋経済新報社『海外進出企業総覧』1985年版，「日本経済新聞』より作成。
表ｎは七九年以後のわが国企業の台湾での事業活動をまとめたものである。八○年代に入っても電子部品分野での
中小企業による子会社・合弁設立が散見され、大半が現地市場向けあるいは日本（親会社）向けである。技術供与はＶ
ＴＲに集中している。これは八一一年一一一月に台湾政府がＶＴＲの完成品輸入を禁止したためである。一一一祥電機↓台湾三
洋電機、シャープ↓声宝、東芝↓大同、ソニー↓新傑の四件がＶＴＲ技術供与例であるが、いずれもかなり長期にわ
たって契約関係を結んでいる合弁企業に対するもので、日台企業間の信頼・協調関係がうかがわれる。この点は日鯨
間の技術供与が日米（あるいは日本）企業聞及び日鯨企業間の激しい競争を蕪礎として行なわれているのとは対照的で
（９）
ある。さらに鯨国と比較すると、「技術供与だけ」というケースはほとんどなく、「〈口弁を通じての技術供与」という
形
態
が
な
お
圧
倒
的
で
あ
り
、
し
た
が
っ
て
直
接
投
資
か
ら
技
術
供
与
へ
と
い
う
鯨
国
型
の
劇
的
な
転
換
は
検
出
さ
れ
な
い
。
ま
た
Ｖ
Ｔ
Ｒ
を
除
く
と
韓
国
に
見
ら
れ
る
よ
う
な
先
端
技
術
の
供
与
例
が
少
な
く
、
そ
の
種
類
も
限
定
さ
れ
て
い
る
。
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
電
機
・
電
子
企
業
の
こ
れ
ま
で
の
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
へ
の
進
出
件
数
は
五
八
件
と
、
台
湾
、
韓
国
に
次
い
で
第
三
位
であり、また進出時期は七○年代（とくに七八’七九年）に集中している（前掲表４参照）。
シンガポール政府は一九六七年に経済拡大奨励法（回８口・目・ロ恩目の】・己口８口泣くの⑩Ｐ３）を制定し、積極的な外資導
入
に
よ
る
輸
出
指
向
型
産
業
の
育
成
に
注
力
し
た
が
、
米
欧
系
砺
機
・
電
子
企
業
は
こ
う
し
た
投
資
環
境
の
改
善
に
敏
速
に
反
応
し
、
六
○
年
代
後
半
か
ら
低
賃
金
労
働
を
求
め
て
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
へ
進
出
し
た
。
日
系
企
業
も
ま
も
な
く
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
へ
と
大
品
進
出
す
る
こ（叩）
とになったわけであるが、七○年代後半になると労働力不足が深刻となり、政府は七九年より一同賃金政簸を打ち出し、
労働集約型産業から高付加価値の資本・技術集約型産業への積極的な転換路線を選択した。このため低賃金のメリッ
トが消失し、日本からの直接投資件数も急減した。既存外資系企業は、撤退するかあるいはより低賃金の他のアジア
（Ⅵ）
諸国（マレーシア、フィリピン、スリランカ等）へ生産をシフトするか（とくに成熟型製ロ叩の場合）、それとも工場の自動化
に
よ
っ
て
対
処
す
る
か
、
を
迫
ら
れ
た
。
に安定的である。
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表１２シンガポールにおけるわが国電機・電子企業の事業活動（1979～） ⑩ｍＮ分野囑莱活動雲’傭年
１９７９
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
１９ｓＯ
〃
]９ｓ１
〃
〕９９２
〃
〃
〃
]９Ｓ３
〃
〃
〃
ｌ９Ｓ４
〃
日本側企業名’現地企業名’製 考口甲
MatsushitaTechnicalCenter
(S)Pte・
MatsushitaDenshi（S）Pte、Ltd・
Toshiba（Singapore）Pte､Ltd
HitachiE1ectronicDevices
(Singapore）Pte・Ltd・
ElnaElectronics（S）Pte・Ltd
RodanSingaporePte・Ltd
ShirasunaSingaporePte・ＬｔｄＳｉｎｇａｐｏｒｅＮｏｂｌｅＥｌｅｃｔｒｏｎｉｃ
ＦｕｎaiSingaporePte・Ｌｔｄ
ＧｉｋｅｎＳｉｎｇａｐｏｒｅＰｔｅ，Ltd
Hokuriku（Singapore）Pte・Ltd・
MatsushitaDenshi(S)Pte、Ｌｔｄ
ＴｈｅＷｏｎｇ'sCiTcuits(Singapore）Pte・Ltd
MatsushitaTechnicalCenter(S）
Pte・
ＴｏｓｈｉｂａＴｒａｄｉｎｇＳｉｎｇａｐｏｒｅ
松下グループの東南アジア生産拠点向け。
'松下グループが海外で半導体生産するのは初めて。
松下電器産莱
松下電子エ業
東芝
日立製作所
エルナ_
岡谷電機産業
新白砂電機
帝国通信ェ業
船弁電機
技読エンジニア
リング
北陸電気工業
松下電子ェ業
東芝ケミカノレ
家覆生産設備機器
シリコントランジスタ，ＩＣ
白黒／カラーテレビ用キット，シャーシ
カラーブラウン管
コンデンサーの販売
プラスチックフィルムコンデンサー，
ネオンランフ・
音響機器
可変抵抗器．スイツチ
ラジォ，ラジカセ
テープレコーダー用メカニズムの組立
等
抵抗器
小信号トランジスタ，リニアＩＣ
プリント配隷盤
ロボット
版死
子会社設立
〃
〃
合プヂ設立
子会社設立
〃
日立70％出資。設立197S年。操業開始1979年。
〃
’’
〃′
〃
〃
第２エ場jE茎設
合弁設立
ＫＤ生産開始
子会社設立
合弁設立
子会社設充
量:産開始
資本参加
子会社設立
合弁設立
増産
輸出用隼塵ａ
技研８５％，阪田商会15％出資。
東南アジアの松下グループ向け。
東芝ケミカル26％出資。
松下電器産業
ToshibaSingaporePteLtd・の全額出資。
三洋20％，豊田通商20％出資。
住友ペークライト50％・日本ＣＭＫ50％出資。
東南アの家電メーカー向け。ＮＥＣシンガポールは日
電１００％出資子会社で1976年設立。
沖エレクトロニクス・シンガポール４０％出資。通信
機・'情報機器販売拠点づくり。
東芝
三洋電機
宝友ペークライト
日本電気
沖電気エ業
オリエンタルモ
ーター
タ・イワ電機精エ
日立製作所
三菱電機
Pte・Ｌｔｄ、慧灘瀞５９鍵驫￣￣Pte・Ｌｔｄ． ，民生用リニアＩＣ
藁iIifji議上亭I
Un…'…nicEngin…’
販売
ＯＡ機器の駆動・制御用ステッピング
モーター
プリント基ｵ反用金型
カラーブラウン管
白黒ディスプレー装置
ダイワ92％出資。
月産14万本から同16万本へ。東南アジア，米国向け。
主力商品だった白黒テレビが韓国，台湾の追い上げで
採算が厳しくなってきたことに対応するもの。ＵＥＥ
Ｃ社は]074年設立。三菱s3.3％出資の合弁企業。
三洋37.5％，豊田通商25％出安。
|
|量産開始
|
|合弁議立Ｃｏｒｐ・SanyoBusinessSystem(Singa-
pore）Pte､Ltd，
ＮＥＣソフトウエア・デベロップメン
ト・センター(予定）
アサヒ・テクノピジコン
電
電
硝
洋
本
三
日
旭
機
気
子
事務機器の販売〃
]９８５
〃
｜ソフトウエア開発センター錫読-…ﾌﾟ…廟ﾊﾟﾙﾌﾟ…|子…
出所）東洋経済新報社『海外進出企業総覧』1985年版．『日本経済新聞』より作成。
表岨はこうした状況下でのわが国企業の事業展附をふた↓のである。大手セットメーカー（松下、三洋、日立、日電、
東芝、三菱）だけでなく部口叩メーカーによる子会社設立・合弁設立も多く、また既設工場の工場拡張あるいは量産化の
動
き
も
顕
著
で
あ
り
、
製
肋
別
に
承
る
と
半
導
体
や
産
業
川
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
部
Ｎ
で
の
活
動
が
活
発
で
あ
っ
て
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
政
府の高付加Ⅲ値化政策に迅速に対応しているように思われる。しかし、いずれにせよシンガポールは今後ともわが国
企業にとって、再輸出韮地としての役割を果たすであろう。
中
国
一
九
七
九
年
の
対
外
経
済
開
放
政
策
（
厘
川
、
深
川
、
珠
海
、
汕
頭
四
巾
で
の
経
済
特
区
建
設
を
目
玉
と
す
る
）
以
降
、
外
資
導
入
が中国で始まったが、八三年末までの合弁設立は一九○件、うち日本からのものは一○件である。
脳
子
産
業
を
め
ぐ
る
日
中
交
流
は
七
六
年
一
二
月
の
中
国
地
子
工
業
訪
日
友
好
代
表
団
の
来
日
よ
り
始
ま
る
が
、
七
九
年
七
月
の
松
下
幸之助訪中後の「業界ぐる糸」日中電子工業合弁構想の発表（構想自体は挫折する）を大きなはずゑとして活発になっ
た
。
と
く
に
八
四
年
は
家
晒
を
中
心
に
輸
出
と
技
術
協
力
が
爆
発
的
に
仲
び
、
業
界
は
中
国
ブ
ー
ム
に
わ
い
た
。
表旧はわが国企業の中国での事業活動をまとめたものであるが、子会社（二件）、合弁（三件）設立だけでなく、む
し
ろ
技
術
供
与
あ
る
い
は
プ
ラ
ン
ト
輸
出
が
肥
倒
的
に
多
い
。
製
品
分
野
も
多
柿
多
様
で
、
家
氾
分
町
が
大
半
を
占
め
る
が
、
Ｏ
Ａ
機
器
（旧）
や
半
導
体
分
野
に
ま
で
及
ん
で
い
る
。
こ
の
表
に
よ
っ
て
主
要
企
業
ご
と
の
事
業
展
開
を
ゑ
て
承
よ
う
。
日
立
製
作
所
の
中
国
進
出
の
中
心
は
カ
ラ
ー
Ｔ
Ｖ
で
あ
る
。
わ
が
国
瓶
子
企
業
と
し
て
は
初
め
て
の
日
中
合
弁
企
業
で
あ
る
福
建
日
立
砺
視
機
を
設
立
し
、
先
駆
的
な
役
割
を
来
た
し
た
。
ま
た
上
海
、
石
家
荘
で
も
カ
ラ
ー
Ｔ
Ｖ
の
技
術
供
与
を
し
て
お
り
（
年
産
合
計
五
○
刀
台
）
、
成
陽
で
は
カ
ラ
ー
Ｔ
Ｖ
ブ
ラ
ウン杵の技術供与をしている（年産九○刀木）。冷蔵庫製造プラントは広州から一一一件（年産合計一○刀合）、沈澱機製造プ
ラ
ン
ト
は
大
連
か
ら
一
件
受
注
し
て
い
る
が
、
他
社
に
若
干
遅
れ
を
と
っ
て
い
る
。
東
芝
の
プ
ラ
ン
ト
輸
出
・
技
術
供
与
の
特
色
は
製
品
が
き
わ
め
て
多
様
な
分
野
に
わ
た
っ
て
い
る
こ
と
に
あ
る
。
カ
ラ
ー
Ｔ
Ｖ
（
七
件
）
と洗漉機（五件）の受注件数が多いが、他に白黒ＴＶブラウン櫛、カラーＴＶ用ＩＣ、漢字プリンター、ファクシミ
リ
、
複
写
機
と
い
っ
た
部
口
叩
及
び
Ｏ
Ａ
機
器
プ
ラ
ン
ト
も
受
注
し
て
い
る
。
東
芝
の
技
術
に
よ
る
カ
ラ
ー
Ｔ
Ｖ
雌
雄
能
力
は
合
計
で
年
間
第７章 アジアi１片極1における｣j｛業腹lｊＨ２３９
表１３わが|正1主要電'幾．嘔子企業の'ご'１国での郭):業活動
年ハ｜製 所｜契約形態｜（''１１１口卯 場 老
<束芝〉
１９７８．８ 江蘇椅無錫市 受注ＷＮ１００億[U，４Ｍi能力)]産
100刀('1111.1982年１０ﾉ｣工場完成
カラーＴＶ川ＩＣ フ｡
1983.2
〃８
'１０
１９８４．４
fhi球関述
二棚式洗M1機
〃
に1黙ＴＶプラウン
タijr
l1((lﾘj器具
二棚式洗WM槻
カラーＴＶ
湖南行株洲
北京市
広州市
大迦市
技
。
●
●
フ
０
フ
フ
ｏフ 受注WiM～５億円
受注額２億円
受注棚25億円，１７インチ型，年
産72万本
受注総額30億ＩＩＪ
受注額３億円
組み立て，受注総額５億円，１８
インチ型
受注棚10億lU（ＫＤセットを含
む）年産20万台
(７工場）
杭州
内談古および天ｆｌｔ
ＴＩｊ
四川椅Iii腿Tlj
６
１１
１１
Ｃ
Ｏ
ｏ
フ
フ
フ
〃
〃
〃
〃1２ 二棚式洗W11機 フ.
'１２
１９８５．１
〃１
上海ＴＩＴ
北京市
貴州および杭州
ﾌﾟ・技
ﾌﾟ・技
フ．
ファクシミリ
エアコン川熱交換器
カラーＴＶ
受注額３側n
東芝は今回の受注により合計７
カ所，年産100万台以｣ﾐの生産
能力をもつプラントを納入
受注額10億円'３
<松下グループ．〉
１９７９．６
〃１２
澳字プリンター 南京71丁 ﾌﾟ・技
白照ＴＶブラウン槽
カラーＴＶ
年産160万本，１２型．１４型用
組み立て，受注額10億Ｉ'｣，年産
15万台
受i'];WH10億円
上海市
北京Ｔｌｊ
０
０
フ
フ
'１２ 上ｉｍｉＴｌｊカラーＴＶ川う゜リ
ント壁板
二１W式洗Nil機
〃
カラーＴＶ
フ.
1982.2
1984.2
〃５
遼寧省撒にlTlT
湖北杓武洩Tl『
南京Tl『およびfjWb
技
技
ﾌﾟ・技 各年脆15万台，これによって松下の生産拠点は５カ所，総計年
産75刀台
〃１１
'１１
１９８５．４
〃６
<三洋グループ〉
１９７９．７
１９８１．７
〃１１
１９８２．５
〃９
文Ｉ
Ｃ
Ｃ
Ｏ
フ
フ
フ
．
＠フ
アイロン
ゲト庄川変成器
民生用ＩＣ
冷蔵hlfm･リーモス
ダット
受注額30億円，年雌500万個
各午睡30万個
１１１束桁
四)lHlfr:1sよび江ＷＭＩ１
省
上海Ｔｌ丁
広東打仏lI1TlT
委託加工1輪111川ラジオ
ＬＥＤ 型,WＩは三洋剛機香港が全鼠ﾘ'ぎ
とリ
フラィバックトランス，フォー
カス抵抗，各年産50万1Ｍ
組み立て，ノ]産１万個
年j,値,００万台，国内rijけ50％，
輪'１１向け50％
〃
フ･
技
技・加工
カラーＴＶ部品
北京ＴＩＴ
北京ＴｌＴ
白黒ＴＶ川ブーュー
ナー
テｕ卓
z４ｏ
所｜契約形態’備品｜場年月｜製 考
深tlllTlT
〃
〃
子会社
委託加工
合弁
｢三洋電機蛇口有限公司」（現地
名）
輸出用。三洋グループ５番目の
委託加工
三洋電機香港と華強電子工業公
司の折半出資，社名は「華強三
洋嗣子」
三洋電機蛇口有I良公司と広東省
の折半出資。社名は「広東三洋
冷機有I浪公司」
受注額５億円。年産10万台
華強三洋電子で生産
｢三洋半導体蛇口有限公司」（現
地名）
受注額78億円
年産５万台
雨子時計，ラジカ
セ
ラジオ．，テレコ，
電卓
カラーＴＶ，テー
プレコーダー
1983.6
〃6
1984.7
広東市 合弁〃７ エアコン
冷蔵庫
ＶＴＲ
トランジスグー
上
深
海
洲
〃
ﾌﾟ・技
合弁
子会社
市
Tl丁
〃７
〃11
1984.11
1985.1
〃２
四川省重慶市
溶陽市
カラーＴＶ
エアコン用コンブ・
レッーツー
冷凍庫
う゜
ﾌﾟ・技
年産10万台営口市 ﾌﾟ・技〃３
<日本ビクター〉
１９７９
１９８４．９
組み立て
一貫製造。受注額300万ドル。年産21万台
|難蕩i;鞭：
160万台
}受注額各4~5億円
}各蝋5万台
天津市
溶陽ＴＩＩ
湖北省
安微省
武漢市
成都市
武漢市
江蘇省南通TlJ
遼寧行丹青市
上海市
軽工業品輸出入公司
カラーＴＶ
カラーＴＶ
カラーＴＶ
〃
〃
Ｃ
Ｏ
フ
フ
'９
〃９
〃９
〃１２
〃１２
１９８５．３
〃
〃５
〃５
<日立製作所〉
1979.12
１９８１．１
技
技
技
カラーＴＶ
〃
カラーＴＶ
〃
ＣＤフ･レーベァー
ラジカセ
プ
プ
プ
プ
技
技
受注額30億円，年産20万台
日立と福建電子輸出入公司との
折半出資。社名は「福建日立電
視機有限公司」
上海市
福建市
カラーＴＶ
白黒／カラーＴＶ
う゜
合弁
1982.11
1984.2
〃２
冷蔵庫
冷蔵庫
カラーＴＶ用チュ
ーナー
洗繭1機
カラーＴＶ
工業計器
冷蔵庫
広州市
広州ＴｌＩ
編建市
大連市
而家荘市
プ
プ
技
技
技
技
プ
受注額７億円
福建日立電祝への供与
〃６
〃６
〃９
１９８４．１２
<シャープ〉
１９８４．７
月産100台ＫＤ生産
受注額10億円広州市
北京，上海等４カ所ラジカセ 技
２４’第７章アジア諸国における事業展開
所｜契約形態’術 考年月｜製 場１口坪
江蘇省
深洲市
杭州市等11カ所
北京，上海等５カ所
古林省長森市
四川省新都市
技
技
技
技
技
技
年産15万台
年産20万台
１９８４．８
〃８
〃８
〃１２
１９８５．１
〃３
<ソニー〉
カラーＴＶ
冷蔵庫
電卓
ステレオ
＝糟式洗濯機
冷蔵庫
月産３万台
年産20万台
年産15万台
技
技
技
フ
フ
フ
カラーＴＶ
ラジカセ，テレコ
ＶＴＲ 厘門市
上海市
上海市
広東省
甘粛省
<三菱電磯〉
1984.11 受注額15億円
年産40万台
受注額130億円
受注額10億円。年産50万台
技
技
Ｃ
Ｏ
フ
フ
冷蔵庫用コンブ゜レ
ツーサー
冷蔵庫１９８５．５
〈日本電気＞
１９８４．９
'１１
１９８５．５
<富士通＞
1980.10
１９８５．９
ﾌﾟ・技
技
フ｡
カラーＴＶ
１６ビットバソコン
カラーＴＶ用チュ
ーナー
天津市科学委員会
清華大学
共同開発
開発委託
電算機システム
パソコン用ソフト
ウエア
<沖電気＞
1984.11
<キャノン〉
1984.11
＜リコー〉
1984.12
１９８５．９
<カシオ＞
１９８２
<小西六＞
１９８５．７
上海等11工場
天津市
技
ﾌﾟ・技
高速ファクシミリ
複写機 受注額200億円
広東省
桂林
技
技
◎
ｏ
フ
フ 受注額200億円
受注額500億円
複写機
複写機
北京，上海等52カ所
河北省
技
ﾌﾟ・技
圃卓
複写機 受注額220億円
注）プープラント輸出，技＝技術供与。
出所）『日本経済新聞』，「日経産業新聞』より作成。
２４２
一○○万台余りであり、洗濯機受注件数では他社を大きく引き離し、また日本企業では初めてファクシミリと漢字プ
リ
ン
タ
ー
の
現
地
生
産
を
行
な
っ
た
。
松下電器の場合も、カラーＴＶ中心のプラント輸出・技術供与で合計七件（年産一二○万台）あり、白黒ＴＶ用ブラ
ウン管、カラーＴＶ用プリント基板、カラーＴＶ用フライバックトランス、民生用ＩＣ（松下電子工業）といったテレ
ビ関連部品製造プラントも受注している。一一一祥電機は深川に子会社二件（それぞれ電子時計・ラジカセとトランジスタを
生産）と合弁一件（カラーＴＶ・テレコ・ＶＴＲ生産）を、また広東でも合弁一件（エアコン生産）を設立した他、プラン
ト輸出、技術供与、委託加工等さまざまな契約形態を駆使し、きわめて積極的な事業展開を見せている。
日本ビクターは七九年に日本企業では初めてのカラーＴＶプラントを受注して以来、続々と受注を重ね、全部で一
七工場（生産能力合計一一三○万台）を持っている。またＣＤプレーヤーの技術供与はわが国企業では初めてである。シ
ャープの中国進出は八四年になってからと他社に遅れをとったが、すべて技術供与で続々と多品目（ラジカセ、カラー
ＴＶ、冷蔵庫、電卓、ステレオ、沈漉機、冷蔵庫）にわたって事業を展開している。また八四年以降は日本電気による。ハ
ソ
コ
ン
、
沖
電
気
に
よ
る
高
速
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
、
キ
ャ
ノ
ン
、
リ
コ
ー
、
小
西
六
に
よ
る
複
写
機
の
技
術
が
供
与
さ
れ
、
家
電
か
ら
Ｏ
Ａ
機
器
へ
と
協
力
範
囲
が
拡
大
し
つ
つ
あ
る
。
ア
ジ
ア
に
お
け
る
日
米
半
導
体
資
本
の
対
抗
八○年代のわが国半導体産業をめぐる最大の問題は、言うまでもなく日米半導体摩擦の激化である。こうした大状
況
の
中
で
わ
が
国
半
導
体
企
業
の
ア
ジ
ア
諸
国
で
の
事
業
展
開
は
ど
の
よ
う
な
対
応
を
迫
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
？
そもそも低賃金利用を目的としたアジア諸国へのオフショァ型投資は、一九六二年のフェアチャイルド社の香港進
３
八
○
年
代
に
お
け
る
わ
が
国
半
導
体
企
業
の
ア
ジ
ア
諸
国
で
の
事
業
展
開
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表14111:界主要エレクトロニクス企業のアジア半蝉休生産拠点
国籍’業名｜輔国|台湾|香港|遡り｜茶Zjljlﾏﾚｰｼﾙｲ隠要
1969 １９８０
１９７９
ＩＣ，ｄ
ｌ９７６
IＣ
１９７４
ＩＣ
１９８０
ＩＣ，ｄ
ｌ９７８
IＣ
ン
ラ
セ
」
ル
ル
ク
ク
エ
ク
ポ
可汐」泌必テＨ々ツ
ロ
ツ
」
ク
ニ
コ
ン
ス
メ
ロ
ナ
ダ
チ
テ
テ
イ
ロ
・
ョ
識ルト宅ヱンゴ川スⅧ皿腺ハ喉｝、
テ
ス
モ
ナ
ミ
イ
フ
ド
シ
ス
モ
Ａ
Ｒ
Ｇ
レ
ス
ハ
レ
Ａ
1969
ＩＣ，．
１９７２
１９７３
１Ｃ，ｄ
ｌ９７２
１９７３
IＣ
１９６７
ＩＣ，．米 1969 1969 １９７３
ＩＣ，．
1974
IＣ
１９６６
１Ｃ，ｄ
ｌ９６６
IＣ
１９６２
ＩＣ，．
1968
IＣ
1974
ＩＣ
1974
IＣ
1973,1982
ＩＣ
１９７３
IＣ
１９７４
ＩＣ，ｄ
ｌ９７９
ｄ
ｌ９７４
IＣ
1976
IＣ
l975
1971
d
国 1974
IＣ
１９８２
ＩＣ
1970
１Ｃ
日本電気
日立製作所
東芝
松下電子工業
東京三洋冠機
沖電気工業
1976
ＩＣ，。
１９７６
ＩＣ，d
l972(合弁）
ＩＣ，ｄ
ｌ９７５
ＩＣ，．
l967
d日
1969(合弁）
ＩＣ，．
１９７９
１Ｃ，．
1973(合弁）
ＩＣ，．
l974
d本 1976（委
託生座）
ＩＣ
○
．
1981
ＩＣ，．
フィリップス
（オランダ）
ジーメンス
（西ドイツ）
ＡＥＧテレフン
ケン(西ドイツ）
トムソンＣＳＦ
（フランス）
ＳＧＳ－アテス
（イタリア）
フェランテイ
（イギリス）
1970
IＣ
１９７４
ＩＣ，。欧
ｌ９７４
ＩＣ，．
○
○
ＩＣ－ｆｌ・
生産
○
ｄ
○ＱＩ
○
ＩＣデザイ
ンセンター
（合ﾌﾟP）
ｿ
ＩＣ＝半導体集積|Ⅱ|路，ｄ＝ディスクリート（個別半導体素子）
ＵＮＣＴＣ，Ｔγα)2s"αﾉﾉo"αノＣｏｒ'０).α//o〃ｓノノｚ／〃ｅルノc)ｗα〃o）!αノＳｃ"ﾉﾉCO"‘l(c/oγ
''2`ｊｌｓｆ”，1984.ただし日本企業については，『海ﾀﾄ進llI企業総随（1985年版)』，『半導
体産業計画総覧（1985年版)」（産業タイムズ社）によった。
注）
出所）
2４４
出
よ
り
始
ま
っ
た
。
そ
の
背
景
に
は
米
国
内
で
の
半
導
体
企
業
間
競
争
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
そ
の
後
も
米
国
半
導
体
企
業
は
陸
続
と
ア
ジアへの進出を果たすようになり、労働集約的な後工程（組糸立て）の糸をアジア諸国の子会社に委託し、完成砧を米
国に再輸入し、テストエ程を終えて国内市場に出荷するという行動をとった。こうした行動は多国籍企業内国際分業
（旧）
モ
デ
ル
、
あ
る
い
は
ま
た
国
際
的
下
斐
、
生
産
モ
デ
ル
の
基
礎
と
な
っ
た
も
の
で
あ
る
。
こうした米国半導体企業の動向に対応し、また追随する形で六○年代後半より日本半導体企業もアジア諸国へのオ
フショァ型投資を肢開するようになるが、その製仙は主として、日本国内への再輸入を目的としたものではなく、最
（Ⅱ）
終的にはアメリカ市場での収十九を目的としたものであった。表Ｍは米日欧主要半導体生産企業のアジア諸国でのオフ
ショァ生産拠点をみたものである（ただしＩＢＭ、ＡＴＴ等の米国キャプティブ・メーカーは入っていない）。この表を参考
にして米日欧企業の行動を比較してふると、まず眼につくのはアメリカ企業のオフショァ生産拠点数が多く、進出時
期が早く、またアジア各国に広範にまたがっていることである。一九八一年時で、発展途上国二○カ国での半導体の
オフンョァ生産子会社数は一二○と推計されるが、そのうち八四（全体の約七割）がアメリカ企業によるもので、メキ
シコ一六、フィリピン一三、マレーシア、韓国各一一、シンガポール九、香港八等となっている。これに対し日本企
（皿）
業のオフショァ生産拠点数は全部で一一一、全体の一七・五％を占めるにとどまっている。米日企業間のオフショア生
産拠点数のこうした大きな桁差は、アメリカのマーチャント・メーカーが半導体専業メーカーであるのに対し、日本
の半導体メーカーはエレクトロニクス多部門を垂直的に統合した企業であるためである（欧州メーカーにも当てはまる）。
すなわち垂直的統合企業の場合、専業企業と比較するとより長期的観点から利潤を追求でき、また自動化に必要とさ
れる巨額の投資がより容易であり、低賃金利用のメリットがより少ない。半導体技術が向上し、より巨額の投資が市
場
シ
ェ
ア
を
決
定
す
る
よ
う
に
な
っ
て
く
る
と
、
オ
フ
シ
ョ
ァ
生
産
の
メ
リ
ッ
ト
は
一
層
縮
小
せ
ざ
る
を
得
な
い
。
日
本
の
エ
レ
ク
ト
ロ
ニクス産業は七○年代後半より急速に民生用中心から産業用（コンピュータ、通信等）中心に比重を移したが、それを
可能にしたのは半導体技術の急速な発展であり、また自動化のための巨額な設備投資である。
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表皿からうかがわれる日米企業のもう一つの相違は、日本企業のオフンョァ地での生産品目の大半が民生用のディ
ス
ク
リ
ー
ト
あ
る
い
は
リ
ニ
ァ
ー
ｃ
と
い
っ
た
比
較
的
低
技
術
の
成
熟
製
品
に
限
定
さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
、
ア
メ
リ
カ
企
業
の
場
合
に
は
Ｍ
Ｏ
Ｓ
・
Ｉ
Ｃ
の
比
重
が
き
わ
め
て
高
い
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
一
九
八
一
年
時
で
の
米
日
の
主
要
オ
フ
シ
ョ
ァ
国
か
ら
の
半
導
体
輪
（Ⅷ）
入総額のうちディスクリートの占める割く口は、アメリカ一一一・一％に対し日本は四二％であった。
日本の半導体企業は商技術・先端技術製仙は国内で、また低技術・成熟技術製口叩はアジアの拠点で生産するという
生
産
分
業
体
制
を
と
っ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
が
、
半
導
体
技
術
の
急
速
な
商
度
化
に
伴
っ
て
七
○
年
代
末
頃
よ
り
ア
ジ
ア
で
の
生
産
品
目
も
デ
ィ
ス
ク
リ
ー
ト
中
心
か
ら
Ｉ
Ｃ
中
心
に
、
ま
た
Ｉ
Ｃ
の
中
で
も
リ
ニ
ア
ー
Ｃ
だ
け
で
な
く
Ｍ
Ｏ
Ｓ
・
Ｉ
Ｃ
も
含
ん
だ
形
で
の
多
様
化
が
進
展
し
て
い
る
。
さ
ら
に
国
内
の
自
動
化
、
Ｆ
Ａ
化
の
進
展
と
と
も
に
、
ア
ジ
ア
生
産
拠
点
で
の
自
動
化
も
進
展
し
て
い
る
。
一
方
、
米
半
導
体
企
業
の
場
合
七
○
年
代
後
半
に
入
る
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
へ
の
進
出
が
増
加
し
、
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
賃
金
が
上
昇
す
る
中
で
、
よ
り
低
賃
金
を
求
め
る
行
動
に
出
る
一
方
、
従
来
の
生
産
拠
点
で
の
自
動
化
の
進
展
、
お
よ
び
テ
ス
ト
エ
程
の
追
加
と
い
う
動
き
を
も
同
時
に
見
せ
て
い
る
。
し
か
し
現
在
ま
で
の
と
こ
ろ
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
で
の
Ｓ
Ｇ
Ｓ
ｌ
ア
テ
ス
社
を
唯
一
の
例
外
と
し
て
、
日
米
欧
企
業
に
よ
る
ア
ジ
ア
で
の
前
工
程
か
ら
の
一
批
生
産
は
な
い
。
八
○
年
代
の
日
米
半
導
体
摩
擦
は
、
特
に
メ
モ
リ
ー
分
野
で
の
日
本
企
業
の
急
速
な
競
争
力
向
上
に
起
因
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
般
近
米
半
導
体
企
業
は
東
南
ア
ジ
ア
拠
点
で
の
生
産
を
縮
小
し
、
米
国
内
で
の
自
動
化
を
促
進
し
、
ま
た
メ
モ
リ
ー
か
ら
カ
ス
ク
ム
ー
ｃ
へ
と
（Ｗ）
生
産
の
比
砿
を
移
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
日
本
企
業
に
対
抗
し
よ
う
と
す
る
新
し
い
動
き
を
見
せ
て
い
る
。
こ
の
動
き
は
米
半
導
体
企
業
の
動向に日本半導体企業が追随するという七○年代までの．〈ターンが逆転し、Ｈ本半導体企業の動向（自動化の進鵬）に
米
国
半
導
体
企
業
が
追
随
す
る
と
い
う
新
し
い
．
ハ
タ
ー
ソ
が
出
現
し
た
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。
わ
が
国
と
ア
ジ
ア
諸
国
と
の
半
導
体
貿
易
の
動
向
まず表朋によって一九七○－八○年の間の発展途上国から日米両国への半導体輸出額の推移を糸てふたい。この間
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247節７Jｉｆアジア諸国における事業股|)８
mlnf1zLHjl1lIiL卜 ＯＥＣＤ今 日 木アメリカL000ﾄﾞﾙ｜％’幻|MOOﾄﾞﾙ｜％《釦|L000ﾄﾞﾙ｜％ (２）
|l1ill蕊IlilJlill灘灘||蕊＃;'１１発展途上国全体
注）(1)耐子祷，トランジスター，ＩＣ等（ＳＩＴＣ729.3,ＳＩＴＣ，rev､２，７７b）
(2)左の数字は各国の年次別ＯＥＣＤ諸国に対する輪111総額に111める米[1両国のシェア。
右の数字はＯＥＣＤ，アメリカ，日本への発腿途_上国からの半導体輸出総額に占める年
次別アジア発股途上諸国のシェア。
出所）ＵＮＣＴＣ，ｏハc//`,l)p､297-298より作成。
を通じて発展途上国の最大の輸出先はアメリカで一九七○年では輸出総額
の八割強、一九八○年では七割強がアメリカ向けである。一方、日本向けは
八○年で六・七％であり、西ドイツに次いで第三位の輸出先国ではあるが、
アメリカとの間には一○倍以上の差がある。発展途上国の主要半導体輪出
国はラテン・アメリカ地域（とりわけメキシコ）とアジア地域に集中してい
るが、七○年代後半になるに従ってますますアジア地域への集中度が高ま
っている（表嘔のアジア六ヵ国からのＯＥＣＤ向け輸出の集中度は七四年七八・
四％に対し、八○年は八八・七％である）。アジア地域のＯＥＣＤ向け三大半
導体輔出国の推移を見ると、七○年は輸出額の大きい順に香港、シンガポ
ール、稗国、七二年はシンガポール、韓国、香港、七四－七六年はシンガ
ポール、韓国、マレーシア、七八年はマレーシア、シンガポール、韓国、
八○年はマレーシア、シンガポール、フィリピンと大きく変動しているが、
この推移はアメリカ向け主要輸出国の推移を反映したものである。
日本の半導体輸出国の推移を承るとアメリカのケースとは若干異なって
いる。先と同様に三大輸出国の推移を見ると、七○年は香港、稗国、シン
ガポール、七二年は鯨国、シンガポール、香港、七四年は鯨国、台湾、シ
ンガポール、七六’七八年は韓国、台湾、マレーシア、八○年は台湾、稗
国、フィリピンとなり、アメリカのケースと同様七○年代後半になるに従
って香港のシェアの著しい低下と、マレーシア、フィリピンのシェアの増
大という傾向がうかがわれるが、一方韓国、台湾からの輸入のシェアが圧
2４８
表１６わが国の半導体（ＩＣを含む）貿易
（数量単位100万個，金額単位100万ドル，単価単位ドル）
1980 1981 1982 1983 1984
｜数量|金額|単価|数量|金額|単価
腱に繍i1I二:Ⅲ鱒にi蕊JIi：
蝋::蔓に二薑''二|:鬘|:量１１；Ｕ
|鑿卜誓|電1巴1掛り童１m空｜
駅篝口憲|'雪ﾄ誉|創三`｜
|鑿|:蕊'1:蟇に;:に蕊il臆
|震|:;;!;A:;li3:;蟇:I鬘に:１
１闇《鼠葛伽万m|に罵焉小’
|数量|金額|単価|数量|金額|単価
|:蕊|鱒に:](鱒:蕪|:;：
蔦i:li霞；に:」霊薑鴬蓋
電|《誓巴鬮卜誉‘掌１J…
蕊|蕊|I:;UHii:ljlYilTiTiご
｛二;１１:賢に:1鱒■:鑿にニ
トニ薯:薑にiⅡ鱒:葦に:：
&:蟇|Ⅳ:篁口::脇L蕊|:蟇;!:＃
'墓)葛~|飢二し
|数量|金額|単価
に鱒l:||霧ｌＩｉ：
{|:簗lﾄｰ薯lli：
蜜《M鬘1叫
曹口誓j三,
(菫譽|`$薑ＪＩｉ；
⑪≦l▽壜）::：
（27.6)Ｉ（8.8）
(;書|墓|抄
全 体
アメリカ
香 港
シンガポール 雲
一
菖
耕
儲
仰
土
異
り
一
画
龍
ト
届
ト
慨
」
壗
○寸Ｎ
恋（ロ
韓 国
シアマレ
…縢 ｎ．ａ．（－）２２６(7.7） 罵艸ニポ ｎ．ａ．（－）３２８(7.3） 澪lh玉(5.9)， ｎ．ａ．（－）１２５(３７） 墓小，
注）
資料）
出所）
n.ａ・は数量・金額が小さいためである。
大蔵省通関統計。
『通商白書』（各論)，昭和58年版，昭和60年版。
倒的に高いことが特徴となっている。ただし韓国のシェアが急速に低下していることは注目すべきことである（七一一
年四九・四％から八○年三○・五％へ）。
次に表陥によって八○年以降のわが国の半導体貿易の推移をゑて承よう。八○’八四年の半導体貿易収支は黒字拡
大基調が定着しているが、とりわけアメリカに対する輸出超過の拡大が最大の要因である。一方、アジア諸国との貿
易をみると、香港に対する輸出が八一一一年以降急増している他、台湾、韓国、シンガポール向け輸出も八一二年以降顕著
に
増
大
し
、
黒
字
拡
大
要
因
と
な
っ
て
い
る
。
上
記
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
と
は
対
照
的
に
マ
レ
ー
シ
ア
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
と
の
半
導
体
貿
易
は
日
本
の
赤
字
で
あ
る
。
特
に
わ
が
国
半
導
体
輸
入
総
額
に
占
め
る
マ
レ
ー
シ
ア
の
シ
ェ
ア
は
八
○
年
代
に
入
っ
て
急
速
に
拡
大
し
、
八
三
年
に
は
台
湾
、
鯨
国
を
抜
い
て
、
ア
ジ
ア
諸
国
の
中
で
最
大
の
日
本
に
対
す
る
半
導
体
供
給
国
と
な
っ
た
。
表
胴
か
ら
う
か
が
わ
れ
る
よ
う
に
マ
レ
ー
シ
ア
は
す
で
に
一
九
七
八
年
時
点
で
発
展
途
上
国
の
中
で
最
大
の
ア
メ
リ
カ
に
対
す
る
半
導
体
供
給
国
と
な
っ
て
い
た
が
、
日
本
も
ま
た
ア
メ
リ
カ
の
と
っ
た
貿
易
．
〈
タ
ー
ン
を
踏
襲
し
た
と
言
え
よ
う
。
平
均
単
価
の
推
移
を
承
る
と
、
ア
ジ
ア
諸
国
と
の
輸
出
入
単
価
が
き
わ
め
て
小
さ
い
こ
と
が
注
目
を
惹
く
。
八
四
年
時
点
で
対
ア
メ
リ
カとの輸出入単価を比較すると、輸出単価はアメリカ向けの三分の一から五分の一（ただしマレーシアを除く）、輸入単
価
は
ア
メ
リ
カ
か
ら
の
一
八
分
の
一
か
ら
二
五
分
の
一
に
す
ぎ
な
い
。
こ
れ
は
ア
ジ
ア
諸
国
と
の
半
導
体
貿
易
が
依
然
と
し
て
個
別
半
導
体
中
心
で
あ
る
こ
と
を
物
語
っ
て
い
る
。
唯
一
の
例
外
は
マ
レ
ー
シ
ア
に
対
す
る
輸
出
単
価
が
ア
メ
リ
カ
に
対
す
る
そ
れ
よ
り
も
高
い
こ
と
で
あ
る
。
お
そ
ら
く
こ
れ
は
現
地
で
の
電
気
通
信
機
器
用
需
要
の
増
大
に
対
応
す
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
一
方
、
マ
レ
ー
シ
ア
か
ら
の
輸
入
単
価
は
他
の
ア
ジ
ア
諸
国
同
様
○
・
○
七
ド
ル
程
度
で
あ
り
、
輸
出
入
間
の
半
導
体
品
目
が
ま
っ
た
く
異
な
っ
て
い
る
こ
と
を
示
唆
し
ている。
韓
国
半
導
体
産
業
の
急
成
長
と
わ
が
国
企
業
の
対
応
民
生
用
電
子
機
器
（
ラ
ジ
オ
、
白
黒
Ｔ
Ｖ
、
カ
ラ
ー
Ｔ
Ｖ
等
）
分
野
で
の
、
ア
メ
リ
カ
市
場
に
お
け
る
ア
ジ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
に
よ
る
わ
が
国
シ
ｚ５ｏ
表１７韓国半導体メーカー別生産動向
生産形態 生産金額（100万ドル） 仕向先（％）
鑿立|玉区分 メーカー名 |鶉工|蓬エ 『１.綿ﾓスヒチポ 国内｜輸出｜主な輸出先
３０
１５
１２
’
０
０
’昭８
地
〃
〃
〃
〃
〃
米
〃
〃
〃
日
〃
〃
〃
〃
地
三星半導体通信
金星半導体
現代電子産業
輔国電子
大字半導体(1)
亜南産業
．－ミイ
モトロ－フ
シグネティックス
フェアチャイノレド
東京三洋電機
東光
ロム
光電子工業１J｢究所
サンケン電気
その他
○
○
○
○
△
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
△
香港，ＵＳＡ
ＵＳＡ，香港
日本，香港
1977
1979
1983
1969
1984
1956
1965
1967
1966
1966
1973
1971
1972
1980
1974
１２５
５５
○
2５
１０
2０
１０
8０
９０
3８ 5０ ]０ 9０
7０ 330
０
０
０
２
１
８
０
０
０
０
０
５
０
５
５
２
１
８
５
６
８
１
１
１
４
１
１
０
０
０
０
０
５
０
０
０
０
０
０
０
９
０
９
１
１
１
１
１
１
ＵＳＡ
ＵＳＡ
ＵＳＡ，香港
ＵＳＡ
ＵＳＡ
日本，香港
日本
日本，香港
日本
０
０
５
４
０
５
０
０
３
２
１
１
１０
０
１
５
２
３ ５
３０ ５
０
１０
５
５
１
１
１ ５ １１
352166612481L26`’６１９４１合 計
注）
出所）
(1)大字半導体は1985年１月に半導体事業から撤退した。
日本電子機械工業会「東南アジア嗣子工業調査団報告書(1985年６月５日～18日)｣。ただ
し一部修正・追加した。
エ
ア
の
食
い
つ
ぶ
し
は
七
○
年
代
後
半
よ
り
顕
著
に
な
り
、
こ
う
し
た
動
き
に
対
抗
し
て
日
本
企
業
は
製
品
高
（肥）
級
化
の
方
向
を
と
る
よ
う
に
な
っ
た
。
さ
ら
に
八
○
年
代
に
入
る
と
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
「
追
い
上
げ
」
は
ハ
イ
テ
ク
分
野
に
ま
で
拡
大
す
る
傾
向
を
見
せ
て
き
た
が
、
そ
の
（、）
中
心
は
鯨
国
半
導
体
産
業
で
あ
る
。
赫
国
に
お
け
る
半
導
体
事
業
は
一
九
六
五
年
ア
メ
リ
カ
の
コ
ー
ミ
イ
社
の
デ
ィ
ス
ク
リ
ー
ト
分
野
へ
の
参
入
に
始
ま
り
、
続
い
て
シ
グ
ネ
テ
ィ
ッ
ク
ス
、
フ
ェ
ア
チ
ャ
イ
ル
ド
、
モ
ト
ロ
ー
ラ
、
ア
メ
リ
カ
ン
・
マ
イ
ク
ロ
システムズ（ＡＭＩ）といった米国企業が七○年
ま
で
に
Ｉ
Ｃ
組
立
て
中
心
に
鯨
国
に
進
出
し
た
。
七
○
年
代
に
入
る
と
東
光
、
ロ
ー
ム
、
東
京
三
洋
電
機
、
サ
ン
ケ
ン
電
気
と
い
っ
た
日
系
企
業
の
進
出
が
続
き
、
韓
国
は
典
型
的
な
オ
フ
シ
ョ
ァ
生
産
基
地
と
な
っ
た
。
し
か
し
七
○
年
代
後
半
に
な
る
と
賃
金
上
昇
に
よ
っ
て
オ
フ
シ
ョ
ァ
生
産
地
と
し
て
の
魅
力
が
う
す
れ
る
一
方
、
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
の
発
展
と
政
府
の
強
力
な
テ
コ
入
れ
に
よ
っ
て
地
場
の
半
導
体
企
業
の
設
立
が
相
次
ぐ
よ
う
に
な
り
、
八
四
年
五
月
に
は
三
星
半
導
体
通
信
第７章アジア諸国における事業展|ﾙＩヱラＩ
表１８１１米欧企業の韓国企業に対贄する収近の集積lnl脇技術供与例
マイクロン・テクノロジー(ＵＳ)→三里半導体通信６４ＫＤＲＡＭ（1983年)，２５６ＫＤＲＡＭの
製造技術供-９．
ＡＴＴテクノロジー（ＵＳ）－－>金星半導体（ＡＴＴ44％１１１資）iMi膜ハイブリッド，６４ＫＤＲＡＭの製造技術供与（1982年）
インテル（ＵＳ）－－→三里半導体〕､晴８ビット／１６ビットマイクロフ゜ロセッサーの製造技術供与（1985年１ノj）
ザイログ（ＵＳ）－>金星半導体８ビットマイクロプロセッサーZ80の製造技１１(j供-ﾘ．（1983年）
ＬＳＩ１Ｉジック（ＵＳ〉－→金星半導体ＣＭＯＳゲートアレイの製造技術供与（1984年）
ＴＩ（ＵＳ）－－－－－>現代温子･産業超ＬＳＩ技術供与（1985年３月）
インモス（イギリス）－－>現代地子産業２５６ＫＤＲＡＭ製造技術供与（1984年11月）
東芝一一>韓国温子（東芝6.25％'1脳）リニアＩＣ製造技術供与（1983年７川
シャープ－－→三塁半導体通信‘１ビットマイコン製造技術供与（1984年８几）
出所）『'三l不経済新１１Ｍより作成。 が
日
米
両
国
に
次
い
で
世
界
三
器
、
の
超
Ｌ
Ｓ
Ｉ
六
四
Ｋ
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
の
量
産
に
成
功
し、世界の半導体市場はメモリー分野で一気に日米韓三者競争の感を呈
（加）
するようになった。
表Ⅳは日本電子機械工業会の八五年の調査によって韓国半導体メーカ
ー別生産動向をゑたものであるが、三星半導体通信、金星半導体、現代
嗣子産業および鯨国電子の地場系企業四社が一貫生産ラインを持ち、ま
た生脈柧の約六割が地場系企業によって占められている（ＭＯＳ・ｌＣで
は
地
場
系
企
業
の
シ
ェ
ア
は
七
割
強
で
あ
る
）
。
し
か
し
生
産
の
大
半
が
依
然
と
し
て
米
（Ⅷ）
国中心の輸川向けであり、国内のエレクトロニクス半導体需要に対して
は
輸
入
に
頼
る
と
い
う
独
Ⅲ
の
歪
糸
を
持
ち
、
「
超
Ｌ
Ｓ
Ｉ
の
生
産
は
、
稗
国
氾
子
（犯）
工業全体から見るとぎ明らかに『突出』」という評価も下されている。
が、こうした盃みを伴いながらも鯨国の半導体産業が急速に外資依存の
組立て基地から財閥系企業中心の一貫生産体制へと転換し、国際競争力
を高めてきている事実に変わりはない。この転換の現われが岬国企業に
よる技術移転要求の高まりである。
表肥は日米欧企業の鯨国企業に対するＩＣ技術供与例である。日本企
業によるものは東芝のリニァーＣとシャープの四ビットマイコンといっ
た日米の半導体技術達成水準からよれば成熟技術製冊であり、「Ｈ本の
（郡）
業界にも全く影塾曰のないもの」である。これに対し米国企業による技術
供与は先端技術中心で、マイクロソ・テクノロジーの六四ＫＤＲＡＭ及
２５２
企業｜藤輔の’198511,8611,871合計い産たイ六
叺鵡liilljli山鑑IZ7-計一l--Jj“|雨I｢、1両的｢Ｔｍ腎与芝了二
J■■澱.が|｣_lilll譲１－小ill-wl4iI;し|側I-ilMl-幽宣く棄蓋悟総計｜刑２１Ｍ８１ｌＭ７０１ＭｌＭ８５立先は例Ｒ出所)『Ⅱ本経済新'Ⅱi』､耐5712ｍ~■.~三髪襲醤菫ili
筵菫,い浬憲#i婆ti長ＩＭ:行軍采言婬圭元展しにと四とを，ＯＡ信術米がに房量お業の芝扁ｉＭ茜斐姜鯏癸宥画窪圭技産米間八賎iIiii重職|i灘糊曇壌螺;；
わ技がす額舳ぞ発め年い企。を郷,三｢杲宣奮寵昂這雌茉筬俶航萎Ｍ'１，動と本企七
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（２）直接投資と技術供与（ライセンス契約）との選択Ⅲ題は多国籍企業論の主要テーマの一つである。七○年代後
半
以
降
に
お
け
る
、
日
本
爾
機
・
嗣
子
企
業
と
來
南
ア
ジ
ア
各
国
企
業
と
の
両
契
約
形
態
の
関
係
を
見
る
と
大
略
次
の
よ
う
な
傾
向
が
う
か
が
わ
れ
る
。
①
わ
が
国
樋
機
産
業
の
ア
ジ
ア
向
け
技
術
輸
出
の
動
向
（
一
九
七
三
’
一
九
八
二
）
を
見
る
と
稗
国
、
台
湾
向
け
が
大
半
を
占
め
て
い
る
。
両
国
へ
の
技
術
輸
出
は
と
も
に
一
九
七
六
年
以
降
急
増
し
て
い
る
が
、
こ
の
傾
向
は
直
接
投
資
の
急
減
傾
向
と
。
ハ
ラ
レ
ル
以
上
の
議
論
を
要
約
し
て
お
こ
う
。
（
１
）
八
○
年
代
の
わ
が
国
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
・
ハ
イ
テ
ク
分
野
で
の
投
涜
の
大
半
は
先
進
諦
国
に
向
け
ら
れ
、
「
東
南
ア
ジ
ア
離
れ
」
現
象
が
お
き
て
い
る
。
東
南
ア
ジ
ア
向
け
投
資
低
迷
の
皿
山
は
、
①
受
け
入
れ
国
側
の
賃
金
止
昇
に
よ
っ
て
オ
フ
シ
ョ
ァ
投
資
を
促
進
す
る
誘
川
が
う
す
れ
て
き
た
こ
と
、
②
Ⅱ
本
国
内
で
の
日
勤
化
、
Ｆ
Ａ
化
が
進
糸
、
コ
ス
ト
の
川
か
ら
凡
て
も
技
術
進
歩
の
早
さ
や
舶
質
の
川
か
ら
ゑ
て
も
、
国
内
で
生
産
す
る
ほ
う
が
有
利
に
な
っ
て
き
た
こ
と
、
③
米
欧
諸
国
と
の
貿
易
摩
擦
の
激
化
に
よ
っ
て
、
こ
れ
ら
諸
国
に
お
け
る
現
地
生
産
の
促
進
が
必
至
と
な
り
、
東
南
ア
ジ
ア
向
け
投
資
の
余
力
が
な
く
な
っ
て
き
た
こ
と
、
④
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
の
現
地
砺
機
・
電
子
産
業
の
成
育
に
伴
っ
て
直
接
投
資
よ
り
も
技
術
移
転
を
求
め
る
要
求
が
商
ま
っ
て
き
た
こ
と
、
が
主
要
な
も
の
と
し
て
考
え
ら
れ
る
。
も
早
晩
新
た
な
対
応
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
し
か
し
半
導
体
分
野
の
技
術
革
新
は
き
わ
め
て
早
く
、
ま
た
市
場
競
争
場
裡
に
残
る
た
め
に
は
巨
額
の
資
本
が
必
要
と
さ
れ
る
。
中
期
的
に
見
て
お
そ
ら
く
こ
の
よ
う
な
条
件
に
耐
え
ら
れ
る
大
規
模
な
寡
占
企
業
だ
け
が
生
命
力
を
保
つ
こ
と
に
な
ろ
う
。
中
規
模
以
下
の
企
業
は
市
場
が
特
定
さ
れ
る
カ
ス
ク
ム
ー
Ｃ
分
野
で
生
き
の
び
る
か
、
低
価
梢
を
武
器
に成熟製Ⅲ分野でのシェアを確保するか、あるいは半導体事業からの撤退を余儀なくざれるかの選択を迫られよう。
そ
し
て
日
米
韓
半
導
体
諸
企
業
間
の
可
編
も
こ
の
よ
う
な
観
点
か
ら
な
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
４
お
わ
り
に
ユラ４
（３）わが国エレクトロニクス企業アジア塊地法人の売上・仕入状況Ｃ九八一年）を見ると次の点が指摘できる。
①「その他汕信機械器共」および「その他服子機械器共」の大半、また「その他烟子応川装櫛」および「脳子機械
用・通信機器川部分口凹の六割強はアジア経済圏内で販売されており、現地市場折向の傾向が強い。一方、「ラジオ・
テレビ受信機・電気青響機械器具」および「電子計算機・同付属装置」の場合、アジア経済圏内での販売比率は凹制
前
後
に
と
ど
ま
り
、
逆
に
先
進
国
向
け
販
売
シ
ェ
ア
が
高
く
、
再
輸
出
向
け
オ
フ
ン
ョ
ァ
生
巌
型
を
示
し
て
い
る
。
ま
た
「
電
子
計
算
機・岡付属装置」「その他の斑子応朋装胤」「樋子機械川・通信機器用部分耐」の四分の一強がＨ水向け販売であり、
企
業
内
国
際
分
業
が
か
な
り
進
展
し
て
い
る
こ
と
を
予
測
さ
せ
る
。
②
仕
入
の
ほ
う
を
見
る
と
「
そ
の
他
爾
子
機
器
」
の
四
分
の
三
強
、
「ラジオ・テレビ受信機・電気音響機器」「その他通信機器」の五割強、「爾子機器用・通信機械用部分品」の四割強
が
塊
地
か
ら
調
達
さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
、
「
冠
子
計
算
機
・
同
付
属
装
悩
」
お
よ
び
「
そ
の
他
電
子
応
川
装
悩
」
の
現
地
調
達
比
傘
は
皆
無
に
近
い
。
一
方
、
Ⅲ
本
（
川
演
者
）
か
ら
の
輸
入
比
率
は
ほ
と
ん
ど
の
製
陥
頂
目
に
お
い
て
き
わ
め
て
商
く
、
ア
ジ
ア
現
地
法
人
の
主
要
な
役
割
が
組
立
加
工
に
あ
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。
（
４
）
日
本
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
企
業
の
八
○
年
代
に
お
け
る
ア
ジ
ア
諸
国
で
の
事
業
展
開
を
方
向
づ
け
る
主
要
な
フ
ァ
ク
タ
ー
は
、
①
米
欧
先
進
諸
国
と
の
貿
易
摩
擦
の
激
化
、
②
わ
が
国
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
の
、
急
速
な
国
際
競
争
力
強
化
を
ベ
ー
ス
に
し
た
民
生
に
生
じ
て
お
り
、
直
接
投
資
か
ら
技
術
供
与
へ
と
い
う
大
き
な
流
れ
を
う
か
が
う
こ
と
が
で
き
る
。
②
し
か
し
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
場
合
に
は
一
九
八
○
年
以
降
直
接
投
資
、
技
術
輸
出
と
も
に
急
減
し
、
両
形
態
間
の
代
替
関
係
は
見
ら
れ
な
い
。
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
で
は
地
場
企
業
の
育
成
が
遅
れ
て
お
り
、
技
術
輸
出
は
外
資
企
業
の
子
会
社
を
通
じ
て
行
な
わ
れ
る
た
め
に
、
直
接
投
資
の
減
少
が
そ
の
ま
ま
技
術
輸
出
の
減
少
に
つ
な
が
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
③
中
国
の
場
合
に
は
ま
る
で
逆
に
、
一
九
七
九
年
の
開
放
政
策
以
降
直
接
投
資
も
技
術
輸
出
も
製
品
輸
出
も
急
増
し
、
日
本
企
業
は
す
べ
て
の
価
に
お
い
て
「
集
中
豪
雨
的
」
行
動
様
式
を
と
り
、
多
様
な
形
で
収
祐
を
追
求
し
て
い
る
。
以
上
の
状
況
か
ら
直
接
投
資
と
技
術
供
与
（
お
よ
び
製
品
輸
川
）
と
の
関
係
は
リ
ニ
ア
な
も
の
で
は
な
く
、
代
替
・
補
完
双
方
の
関
係
を
合
ん
だ
↓
の
で
あ
る
と
言
え
よ
う
。
銘７章アジア諸国における事業展lｊ８ユララ
川から産業川への比求の移行、③アジアＮＩＣＳ企業の台頭、④中国市場の剛放、である。アジア主要国での八○年
代
の
事
業
展
開
の
特
徴
を
要
約
す
る
と
、
ｌ
①
鯨
国
で
は
直
接
投
資
に
代
わ
っ
て
ラ
イ
セ
ヌ
契
約
の
比
重
が
増
大
し
た
。
八
二
年
末
の
鯨
国
電
機
・
嗣
子
産
業
分
野
で
の
技
術
導
入
件
数
の
六
五
％
は
日
本
か
ら
の
も
の
で
あ
る
。
わ
が
国
か
ら
の
技
術
供
与
の
中
に
は
か
な
り高度なものが含まれている。今後ともブーメラン効果を恐れながらも、日本企業は高度技術を出さざるを得ないで
あ
ろ
う
。
そ
の
理
由
は
日
・
米
・
韓
企
業
間
の
競
争
の
激
化
に
求
め
ら
れ
る
。
②
台
湾
へ
の
直
接
投
資
も
七
○
年
代
以
降
急
減
す
る
が
、
八
○
年
代
に
な
っ
て
も
な
お
ア
ジ
ア
諸
国
の
中
で
投
資
件
数
が
も
っ
と
も
多
く
、
安
定
的
な
関
係
を
継
続
し
て
い
る
。
ま
た
台
湾
の
技
術
導入件数（八四年末架計）の六五％が日本からのもので、艸国同様、台湾との関係がきわめて緊携であることを示して
い
る
。
し
か
し
台
湾
へ
の
技
術
供
与
の
大
半
は
合
弁
企
業
を
通
じ
て
行
な
わ
れ
て
お
り
、
直
接
投
資
か
ら
ラ
イ
セ
ン
ス
契
約
へ
と
い
う
林
国
型
の
劇
的
な
賑
換
は
見
出
せ
な
い
。
①
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
は
七
九
年
よ
り
「
高
伐
金
・
商
付
加
Ⅲ
値
倣
業
」
政
錐
へ
と
蛎
換
し
た
が
、
日
本
企
業
は
こ
う
し
た
新
状
況
に
迅
速
か
つ
秋
極
的
に
対
応
し
て
い
る
。
今
後
と
も
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
は
日
本
企
業
に
と
っ
て
の
再
輸
出
荻
地
としての役割を来たすであろう。①中国への進出は七九年以降の開放政錐によってはずゑがつくが、とくに八四年は
中
国
ブ
ー
ム
と
な
っ
た
。
進
出
形
態
は
多
様
で
あ
る
が
、
子
会
社
・
合
弁
設
立
を
圧
倒
す
る
形
で
技
術
供
与
・
プ
ラ
ン
ト
輸
出
契
約
が
多
数結ばれている。製品分野も多様で、なお家嗣部門が中心であるが、ＯＡ機器へと協力範川が急速に広がりつつある。
（５）アジア地域における半導体オフショア生産拠点の設立は米半導体メーカーの動向に対応する形で六○年後半
よ
り
始
ま
っ
た
が
、
米
企
業
と
比
皎
す
る
と
Ｈ
本
企
業
の
生
産
拠
点
数
は
八
○
年
代
に
な
っ
て
も
他
か
な
も
の
で
あ
る
。
そ
の
叫
山
は
米
メーカーが半導体専業のマーチャント・メーカーであるのに対し、日本のメーカーは脳機・凧子多部Ⅲを荻肛的に統
合
し
た
メ
ー
カ
ー
で
あ
っ
て
、
自
動
化
に
必
要
と
さ
れ
る
巨
額
の
投
資
が
よ
り
容
易
で
あ
り
、
低
賃
金
利
用
を
Ⅱ
的
と
す
る
オ
フ
シ
ョ
ァ
生産のメリットがより少ないためである。また米メーカーと此枚すると、日本メーカーのオフショァ生産Ⅲ目は低技
術の成熟製品に限定されている。ただし七○年代後半から、アジア生産拠点でもより高技術の製品生産への多様化の
動
き
と
自
動
化
の
進
展
が
見
ら
れ
る
。
巧６
ところで八五年秋Ｇ５以降の、大方の予測を遥かに超える急速な円高の進展によって、アジア諸国は再び世界エレ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
企
業
の
生
産
拠
点
と
し
て
浮
上
し
つ
つ
あ
る
。
わ
が
国
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
企
業
に
と
っ
て
も
、
ア
ジ
ア
諸
国
へ
の
生
産
シ
フ
ト
は
円
高
に
よ
る
輸
出
激
減
の
損
失
を
緩
和
し
、
ア
ジ
ア
諸
国
の
「
低
賃
金
の
魅
力
」
を
利
用
し
、
世
界
市
場
で
の
競
争
に
生
き
残
る
た
め
の
不
可
欠
の
企
業
戦
略
と
成
り
つ
つ
あ
る
。
七
一
一
’
七
三
年
頃
の
円
高
に
よ
る
東
南
ア
ジ
ア
へ
の
進
出
ラ
ッ
シ
ュ
時
と
比
較
す
る
と
、
最
大
の
相
違
は
こ
の
間
ア
ジ
ア
諸
国
の
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
が
一
定
の
成
長
を
遂
げ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
つ
ま
り
今
回
の
円
高
に
よ
る
ア
ジ
ア
諸
国
へ
の
生
産
シ
フ
ト
は
、
た
だ
単
に
わ
が
国
企
業
が
こ
れ
ら
諸
国
の
低
賃
金
を
利
用
す
る
と
い
う
一
面
だ
け
で
な
く
、
低
賃
金
を
武
器
に
し
た
ア
ジ
ア
現
地
企
業
の
競
争
力
の
強
化
と
い
う
新
た
な
要
素
を
含
ん
で
い
る
。
今
回
の
円
高
を
契
機
に
し
て
、
ア
ジ
ア
諸
国
は
わ
が
国
企
業
に
と
っ
て
の
米
欧
諸
国
向
け
製
仙
組
立
て
仰
輸
出
韮
地
と
し
て
の
役
割
だ
け
で
な
く
、
む
し
ろ
そ
れ
以
上
に
わ
が
国
の
国
内
企
業
向
け
輸
出
・
再
輸
出
基
地
と
し
て
の
役
割
を
強
化
す
る
こ
と
に
な
り
、
日
本
企
業
と
ア
ジ
ア
諸
国
の
現
地
企
業
と
の
国際分業が加速することになろう。こうした状況の中でｎ本エレクトロニクス産業にとってもっとも深刻な問題は、
中
小
メ
ー
カ
ー
が
円
高
に
よ
る
輸
出
の
激
減
と
ア
ジ
ア
諸
国
の
追
い
上
げ
と
い
う
二
重
の
打
撃
の
中
で
ど
の
よ
う
に
生
き
延
び
う
る
か
と
い
う
問
題
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
（
６
）
八
○
年
代
に
入
っ
て
か
ら
の
、
わ
が
国
と
ア
ジ
ア
諸
国
と
の
半
導
体
貿
易
を
見
る
と
、
八
三
年
以
降
、
香
港
、
台
湾
、
鯨
国
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
向
け
輸
出
が
顕
著
に
増
大
し
、
黒
字
拡
大
要
因
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
と
の
半
導
体
貿
易
収
支
は
日
本
の
赤
字
で
あ
る
。
と
く
に
マ
レ
ー
シ
ア
は
八
三
年
以
降
わ
が
国
に
対
す
る
最
大
の
半
導
体
供
給
国
と
な
っ
た
。
（
７
）
稗
国
半
導
体
産
業
の
急
成
長
は
、
従
来
の
日
米
半
導
体
競
争
を
激
化
さ
せ
る
要
因
と
な
っ
て
い
る
。
今
後
、
米
日
・
米
鯨
・
日
稗
各
企
業
間
で
の
相
互
提
携
が
進
展
す
る
で
あ
ろ
う
が
、
中
長
期
的
に
見
る
と
大
規
模
な
寡
占
企
業
の
承
が
生
き
延
び
よ
う
。
（１）関谷〔一九七六〕、日本電子機械工業会〔一九八○〕、池田ロ九七九〕、未厩〔一九八一〕。
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（６）
（７）
（８）
（９）
（、）
（、）工場閉鎖の例としては。ハソコソのソード（日本）およびマテル社（米国）があり、マレーシアへの生産シフトの例とし
ては（いずれもラジオ部門）、ＧＥ（米国）、フィリップス（オランダ）の例がある（川本貿易振興会〔一九八三〕、一○四
ペ
ー
ジ
、
日
本
貿
易
振
興
会
□
九
八
五
〕
、
二
七
ペ
ー
ジ
）
。
（
胆
）
「
国
際
経
済
』
ロ
九
八
五
〕
参
照
。
（皿）ｄｚｏＢ缶ＣＤの「巳．○の門目ＢｍＣＣｍＳなど参照。
（Ⅲ）前拙、表６から批測できるように、オフショア生藤地での半灘体・ＩＣの現地販宛比率もかなり耐そうであるが、販売
先
の
相
当
祁
分
が
ア
ジ
ア
現
地
へ
巡
川
し
た
Ⅱ
米
セ
ッ
ト
メ
ー
カ
ー
の
子
会
社
で
あ
る
と
推
測
さ
れ
、
そ
の
場
合
の
最
終
湘
批
地
は
主
と
し
て
／~、〆~、／=、／~、
５４３２
、_ノ、_ノ、_ノ、=ノ
〆■、'－，／■、'-，'－，
１９１８１７１６１５
、_ノ、_ノ、_／、_ノ、=ノ
（
四
）
ハ
イ
テ
ク
分
野
（
と
り
わ
け
半
導
体
）
で
の
「
追
い
上
げ
」
は
林
倒
と
他
の
ア
ジ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
と
の
間
に
は
大
き
な
格
差
が
あ
る
。
台
湾
に
ついては本書節八章（劉論文）を参照。
（、）一九八六年二月七日、アメリカのテキサス・インスツルメンツ社は日電、日立、東芝等日本企業八社とともに、鯨国の
で
あ
る
台湾一
四Ⅱ）。
ア
メ
リ
カ
で
あ
る
。
七○年代後半から鯨凶では一○○％出演子会社に代わって合弁とライセンス契約が増大しているのに対し、シンガポー
ルでは対極的に一○○％出資子会社が増大していることが確認されている（○日目口①段〕ＣＤ・別‐ｓ）。
通
洲
産
業
桁
〔
一
九
八
三
〕
六
五
ペ
ー
ジ
。
『日本紙済新附』一九八派年三月六Ⅲ。
『日本継済新川』一九八五年八月三Ⅱ。
国家賃金評識会（ｚ登・ロロ］三四ｍの○○目＆）勧告による平均賀上げ率は、七九年二○％、八○年一九％、八一年一四％
ある（日本貿易振興会〔一九八三〕一○二ページ）。また八四年時の製造業労働者の時間当たり賃金（単位米ドル）は、
湾一・九○、香港一・四○、韓国一・一一一二に対し、シンガポールは二・一一一七である（『日本経済新聞』一九八六年一月一
国の臣の】口のＨ口召巴、
川
原
□
九
八
○
〕
、
ＣＥｐ日ｐｍＤｃ「①〕
「日本経済新聞』
小
倉
ロ
九
八
○
〕
。
艦
川
ロ
九
八
四
〕
。
ｑｚｏＢｏｐＣｍｅｂ・山ｓ・
ロｚｏＢｏ〔巳のト〕□・山臼・
「日本経済新聞』一九八五年九月二七日。
関
下
□
九
八
○
〕
。
電機産業労働悶腿研究会〔一九八一’八二〕、村順〔一九八三〕。
2う８
コンピュータ・メーカーである三塁電子を同社のＤＲＡＭの特許を侵害しているとしてＩＴＣ（米国際貿易委員会）に提
訴した（「日本経済新聞』一九八六年二月八日夕刊）。
（、）一九八四年の半導体生産額は一三億六五○○万ドル、輸出額は一二億五八○○万ドルで輸出・生産比率は九二％である
（『ＳＥＭＩｃＯＮＮＥＷＳ』□九八五〕）。
（皿）廠田□九八四〕。
（別）『日本経済新聞』．
（皿）「日本経済新聞』一
『日本経済新聞』一九八五年三月七日。
「日本経済新聞』一九八五年八月三日。
第７章アジア諸国における事業展開２５９
台湾経済は一九六○年代以降、対外州放体制をとり、急速な発肢をとげてきた。その股火の特徴は、外資導入によ
る
工
業
化
の
批
進
と
製
耐
輸
川
の
拡
大
に
主
導
さ
れ
た
経
済
成
長
で
あ
る
。
外
資
導
入
に
つ
い
て
は
、
じ
つ
は
そ
の
前
の
一
九
五
○
年
代
の
前
半
か
ら
と
ら
れ
て
い
た
。
一
九
五
四
年
の
外
国
人
投
資
条
例
、
一
九
五
五
年
の
華
価
帰
国
投
資
条
例
が
そ
れ
で
あ
る
。
だ
が
こ
の
時
期
は
国
際
喋
境
が
な
お
厳
し
く
、
山
内
条
例
の
整
伽
も
未
熟
で
あ
っ
た
た
め
、
十
分
な
成
采
を
え
ら
れ
な
か
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
一
九
六
○
年
代
に
な
る
と
、
外
資
導
入
の
た
め
の
国
際
条
件
が
い
ち
じ
る
し
く
成
熟
し
た
。
こ
れ
に
迎
合
す
る
形
で
台
湾
は
一
九
六
○
年
に
投
資
奨
励
条
例
、
一
九
六
二
年
に
技
術
合
作
（
協
力
）
条
例
、
そ
の
他
こ
れ
と
前
後
し
て
為
替
制
度
、
貿
易
政
簸
な
ど
一
連
の
改
革
を
行
な
い
、
投
資
環
境
の
蜷
伽
と
改
善
に
努
め
た
。
こ
れ
に
と
も
な
い
日
米
を
中
心
と
す
る
外
資
企
業
の
進
出
も
ま
た
増
大
し
、
輸
出
加
工
を
指向する労働集約的産業の発展をもたらしたのである。
こ
の
過
経
に
お
け
る
新
興
産
業
の
な
か
で
も
、
と
く
に
紡
紋
・
衣
料
お
よ
び
耐
気
鬼
子
の
二
冊
川
の
発
展
が
い
ち
じ
る
し
く
、
現
在
に
至
る
ま
で
台
湾
経
済
発
股
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
セ
ク
タ
ー
の
役
割
を
担
っ
て
き
た
。
そ
し
て
こ
の
二
部
Ⅲ
の
う
ち
、
一
九
六
○
年
代
に
ス
タ
ー
ト
し
た
後
発
の
地
気
髄
子
祁
Ｎ
は
一
九
八
三
年
肌
在
、
輸
川
に
お
い
て
紡
続
・
衣
料
部
Ⅲ
を
追
い
越
し
、
輸
出
の
首
位
産
業
に
舩
進
し
、
そ
の
今
後
の
発
展
動
向
が
大
き
な
注
目
を
集
め
て
い
る
。
ま
た
電
気
電
子
機
器
と
い
っ
て
も
、
こ
れ
ま
で
の
主
要
製
舶
は
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
第
八
章
台
湾
の
電
子
産
業
と
日
本
企
業
の
進
出
１
は
じ
め
に
2６
一
九
五
○
年
代
ま
で
、
台
湾
で
は
真
空
符
で
組
ゑ
立
て
た
ラ
ジ
オ
の
製
造
し
か
で
き
な
か
っ
た
。
こ
の
真
空
符
の
部
品
は
い
う
ま
で
も
な
く
、
日
本
か
ら
の
輸
入
品
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
一
九
六
一
年
か
ら
初
の
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
ー
ラ
ジ
オ
の
組
立
生
産
を
は
じ
め
、
こ
れ
を
皮
切
り
に
、
台
湾
は
祗
子
産
業
の
新
し
い
時
代
を
迎
え
た
。
そ
れ
以
来
、
一
九
六
○
年
代
は
主
と
し
て
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
ー
ラ
ジ
オ
と
白
黒
テ
レ
ビ
を
中
心
に
、
そ
し
て
一
九
七
○
年
代
は
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
、
髄
卓
、
テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー
、
ま
た
一
九
八
○
年
代
か
ら
は
半
導
体
Ｉ
Ｃ
や
情
報
処
理
機
器
の
生
産
と
輪
川
を
軸
に
、
台
湾
の
肛
子
戯
業
は
、
め
ざ
ま
し
い
発
展
を
と
げ
て
き
た
。
し
た
が
っ
て
、
嗣
子
産
業
発
展
の
沿
革
は
、
お
お
ま
か
に
い
っ
て
、
以
上
三
つ
の
時
期
に
分
け
て
ふ
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
れ
を
次
に
示
す
表
１
を
ふ
な
が
ら
説
－
ラ
ジ
オ
、
白
黒
テ
レ
ビ
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
、
電
卓
、
テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー
で
あ
っ
た
の
が
、
近
年
は
半
導
体
Ｉ
Ｃ
や
情
報
処
理
機
器
な
ど
に
移
っ
て
い
る
。
以
下
こ
れ
ら
の
製
肋
部
門
を
一
括
し
て
電
子
産
業
と
総
称
す
る
。
い
う
ま
で
も
な
く
こ
の
電
子
産
業
も
ま
た
韮
本
的
には外資の進出と輸出の拡大の二要因に規定されながら発展してきた。端的にいって日米多国籍企業の国際分業体制
のなかに組ゑ込まれながら発展の軌道を突っ走ってきたのである。
本
章
は
い
ち
お
う
台
湾
電
子
産
業
の
発
展
状
況
に
つ
い
て
概
観
す
る
が
、
そ
の
過
程
で
外
資
と
の
関
係
、
と
く
に
日
本
資
本
と
の
か
か
わ
り
を
川
ら
か
に
す
る
こ
と
を
課
題
と
す
る
。
そ
こ
で
ま
ず
初
め
に
台
湾
に
お
け
る
嗣
子
産
業
発
展
の
沿
畝
、
そ
れ
も
と
く
に
生
産
技
術
の
レ
ベ
ル
を
集
約
し
て
い
る
製
品
の
生
産
と
輸
出
動
向
に
限
定
し
て
概
観
し
た
い
。
次
に
、
扇
子
部
門
に
お
け
る
日
系
企
業
の
進
出
状
況
と
そ
の
性
桁
や
肛
子
産
業
発
展
と
の
か
か
わ
り
を
検
討
し
て
み
る
。
そ
の
次
に
主
要
部
Ⅲ
で
あ
る
テ
レ
ビ
お
よ
び
Ｉ
Ｃ
部
川
の
仙
別
那
例
に
つ
い
て
承
る
。
妓
後
に
、
当
而
の
状
況
や
そ
の
間
脳
点
を
指
摘
し
、
さ
ら
に
若
干
の
展
望
を
付
け
加
え
て
お
き
た
い
。
明
し
て
ふ
よ
う
。
ま
ず
一
九
六
○
年
代
に
つ
い
て
、
表
で
ふ
る
通
り
、
繰
り
返
す
よ
う
だ
が
、
一
九
六
一
年
の
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
ー
組
立
工
場
の
開
設
が
、
２
台
湾
に
お
け
る
髄
子
産
業
発
展
の
沿
革
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表１台湾における電子産業発展の歩玖（1961～1984）
要 事 項 要 事年次 項鍬一Ｍ館
王三三
情報産業研究所を設立
新竹科学（ハイテク）工業団地を開設
政府の電子エ業発展10カ年計画（1980-1989）が発足
電子・情報処理部門を主要戦略産業に指定
電子製品輸出の過半がアメリカ向けになる
電卓輸出が1000万台に達す
ＴＶゲーム産業が活況
半導体一画ライン生産体制への投資加速
産業自動化８カ年計画を公布
ＥＲＳＯが多用途マイクロコンピニークおよび３．５ミクロンのＩＣ
製造技術を完成
大同がＶＴＲの生産を発表
取華（ＵＭＣ）が半導体一貫ライン生産を開始
パソコン産業がスタート
ＣＲＴ端末機が輸出の主要品目となる
電子製品輸出が42億ﾄﾞﾉﾝに達し，輸出の首位部門に躍進
ＶＴＲの生産８万台に達す
16ビットパソコンがＥＲＳＯの支援で開発を始める
カラーテレビの汎用シャシーを国産化
電話機輸出が活況
カラーテレビ輸出200万台に達す
アメリカ系（華僑）合弁企業華智（Vitelic)，茂敵(Mosel)，国善
（Quasel）三社がＶＬＳＩの開発に進出
初のトランジスターラジオ組立工場を開設
白黒テレビ放送開始
IBM-650のコンピュータ導入第１号
日本の大手家冠総合メーカー多数合弁企業で進出
白黒テレビの生産開始
アメリカのＧＩ社（トランジスター，その他電子部品の製造）進
出，全額外資の投資第１号
高雄輸出加エ区落成，外資系企業の入居開始
カラーテレビの生産および放送開始
近子製品輸出１億ドルに達し，同製品の貿易収支が黒字を記録
政府電信総局が電信研究所設立
白黒テレビの生産100万台に達す
電卓の生産開始
トランジスターラジオの生産1000万台に達す
トランシーバー（23チギンネル）の生産開始
政府エ業技術研究院が遜子エ業研究所（ＥＲＳＯ）設立
デジタルウォッチの生産開始
マイクロコンピュータを導入
地子製品輸出10鐘ドルに達す
全国の通信部門に電子交換システムを導入
ＥＲＳＯのＩＣモデル工場完成
カラーテレビの生産100万台に達す
脳子製品輸入10億ドルに達す
カラーテレビの対米輸出，割当制となる
1979
８０
8１
6３
６４
6６
６９ 8２
｛
｜
一
望
ｅ
諜
令
特
痙
剖
鵜
濁
片
冨
ｅ
璽
や
鶴
⑩
穂
Ｇ
Ｎ
０
２
３
７
７
７
8３４
５
【
ィ
｛
Ｉ
６
７
｛
Ｉ
【
Ｉ
8４
7８
７９
出所）主にTaiwanE1ectricApplianceManufacturers,Association（ＴＥＡＭＡ)，ＴﾉＤＣＥにＣｆγo"ｆｃｓＩ"α"ｓｆがノ〃nzfzpα"，Republicof
China，1984,ｐ､２の表を参照し，その他資料にもよる。
一
九
七
○
年
代
の
一
周
の
発
展
の
契
機
は
一
九
六
九
年
に
は
じ
ま
る
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
生
産
と
放
送
で
あ
る
。
こ
れ
に
加
え
て
一
九
六
八年からテープレコーダー、一九七一一年から爾卓の生産が開始され、一九七○年代はこの三つの口叩Ｈの生産と輸出が
電
子
産
業
の
発
展
を
リ
ー
ド
し
た
。
い
う
ま
で
も
な
く
、
生
産
技
術
は
日
米
企
業
の
協
力
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、
と
く
に
日
系
企
業
の
は
た
し
た
役
割
は
大
き
い
。
そ
し
て
一
九
七
三
年
の
館
一
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
電
子
産
業
は
製
肪
輸
出
に
主
導
さ
れ
て
大
き
く
伸
長
し
た
。
と
こ
ろ
が
一
九
七
九
年
か
ら
陰
り
が
ゑ
え
は
じ
め
た
。
こ
の
年
の
ア
メ
リ
カ
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
輸
入
に
対
す
る
割
当
制
（１）
の
実
施
お
よ
び
鋪
二
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
そ
の
後
の
世
界
的
な
長
期
不
況
が
お
も
な
原
因
で
あ
る
。
一
九
八
○
年
代
の
発
肢
は
、
一
九
八
○
年
、
先
端
技
術
の
導
入
を
主
目
的
と
す
る
新
竹
科
学
工
業
団
地
の
設
世
お
よ
び
政
府
電
子
工
業
発
展
一
○
カ
年
計
画
の
発
足
が
転
機
と
な
る
。
テ
レ
ビ
か
ら
テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー
へ
、
さ
ら
に
は
半
導
体
Ｉ
Ｃ
の
利
用
に
よ
る
広
範
な
砺
子
製
品
開
発
の
重
要
性
は
、
す
で
に
一
九
七
○
年
代
に
お
い
て
強
く
認
識
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
先
行
投
資
と
し
て
政
府
は
一
九
七
四
年
、
工業技術研究院に雨子工業研究所（国の・可・日８”のｍの日○両俸の①：８○個目§は。□Ⅱ口閃の○）を設立し、アメリカＲＣ
Ａ社と提携して半導体ＩＣの設計および製造技術の研究開発にのりだした。一九七五年におけるデジタルウォッチの
台湾における嗣子産業のスタートを意味している。しかしこの時期のもっとも主要な発展の契機は、一九六三年には
じまった白黒テレビの生産である。これをもたらしたのは、一九六二年の日本大手家電メーカーの進出である。たと
えば東芝、松下、三菱、日本雨気などが大挙して進出し、白黒テレビの放送も日系企業との資本、技術提携のもとで
はじめられている。この時期のもう一つの主要口叩且は上述のトランジスターラジオであり、この分野では電子製品の
製造を含めて米系企業の積極的な進出がみられた。ともかく外資企業の進出が台湾電子産業の助産婦であり、一九六
五
年
の
高
雄
輸
出
加
工
区
附
設
は
、
こ
の
動
き
を
一
層
加
速
す
る
効
央
を
も
た
ら
し
た
。
そ
の
結
果
、
白
黒
テ
レ
ビ
お
よ
び
ト
ラ
ン
ジ
ス
ターラジオの一一品Ｈの承の生産が、一九六六年段階で祗子産業全体の八○・六％（うちテレビ四六・九％、ラジオ一一一三・
七％）を占め、白幾テレビの産壯は一九七○年に一○○刀台を突破し、トランジスターのそれは一九七一一一年に一○○
○
万
台
に
達
し
た
。
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台湾に対する外国資本の投資は、華僑資本を別とすれば、一九八三年まで一五一七件、一一八億五六八万ドルに達す
る。このうち日本資本が八四○件、八億七一一一一万ドルで、件数では全体の五五・三％、金額では一一二・五％を占め
ている。これに対しアメリカ資本は四一一二件、二億五一一四○万ドルを計上し、件数では一一七・八％と日本の半数し
かないが、金額では全体の四一二％を占めて日本を上回っている。そして日米両者を合わせると、件数で全体の八
一一一・一％、金額で七一一・六％を占めて、ほぼ外国資本全体の四分の三に達する。西ドイツやオランダを中心とするョ
生
産
開
始
は
、
必
ず
し
も
電
子
工
業
研
究
所
の
支
援
の
も
と
で
行
な
わ
れ
た
わ
け
で
は
な
い
が
、
こ
の
研
究
所
は
一
九
七
七
年
に
Ｉ
Ｃ
モ
デ
ル
エ
場
を
開
設
し
、
デ
ジ
タ
ル
ウ
ォ
ッ
チ
、
砺
卓
、
テ
レ
ピ
ゲ
ー
ム
、
玩
具
な
ど
に
使
わ
れ
る
大
型
Ｍ
Ｏ
Ｓ
Ｉ
Ｃ
の
設
計
製
造
能
力
を
（２）
有
す
る
に
至
っ
て
い
る
。
Ｅ
Ｒ
Ｓ
Ｏ
で
開
発
さ
れ
た
技
術
は
民
間
企
業
に
移
賑
さ
れ
る
仕
組
糸
に
な
っ
て
お
り
、
外
資
企
業
は
と
も
か
く
、
そ
の
後
国
内
企
業
に
お
け
る
電
子
産
業
の
一
層
の
成
良
は
、
こ
の
Ｅ
Ｒ
Ｓ
Ｏ
の
役
割
に
負
う
と
こ
ろ
が
大
き
い
。
た
と
え
ば
一
九
八
二
年
、
Ｅ
Ｒ
Ｓ
Ｏ
の
技
術
支
援
を
う
け
た
収
華
（
Ｕ
Ｍ
Ｃ
）
が
半
導
体
一
貫
ラ
イ
ン
生
産
を
州
始
し
た
の
が
、
そ
の
典
型
的
事
例
で
あ
る
。
朕
華
は
国
営
交
通
銀
行
の
投
資
を
軸
に
、
現
地
民
間
電
気
メ
ー
カ
ー
五
社
を
引
き
込
ん
で
組
織
さ
れ
た
半
官
半
民
の
電
子
メ
ー
カ
ー
で
あ
る
。
現
在
Ｅ
Ｒ
Ｓ
Ｏ
を
除
け
ば
、
台
湾
唯
一
の
一
貫
ラ
イ
ン
生
産
を
も
つ
Ｉ
Ｃ
メ
ー
カ
ー
で
あ
り
、
Ｖ
Ｌ
Ｓ
Ｉ
の
州
発
、
製
造
を
め
ざ
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
同
一
九
八
二
年
、
現
地
鮫
大
の
鬼
気
メ
ー
カ
ー
大
同
が
日
本
の
東
芝
お
よ
び
Ｊ
Ｖ
Ｃ
の
技
術
脇
（３）
力をうけてＶＴＲの生産を州始している。その給采、一九八一二年にはＶＴＲが年産八万台に達している。このほか一
六
ビ
ッ
ト
．
ハ
ソ
コ
ソ
開
発
が
始
動
、
嗣
子
製
耐
輸
出
が
四
二
億
ド
ル
を
記
録
し
、
輸
出
の
首
位
部
門
に
な
る
な
ど
、
近
年
稲
子
産
業
の
蹄
進には注目すべきものがある。そして一九八五年四月、アメリカ系華僑資本の華智（ョ』の言）が一一五六ＫＤＲＡＭの
（４）
製
造
技
術
開
発
に
成
功
し
、
一
九
八
六
年
に
“
巫
産
体
制
に
移
行
す
る
と
発
表
し
て
い
る
。
３
日
本
企
業
の
進
出
状
況
2６５ 第８章台湾の氾子産業と１１本企業の池１１１
－ロッ。〈資本は合計八八件（五・八％）、一一一億四一○五万ドル（一二・二％）を占めているが、いずれにしても台湾へ進
（５）
出
し
た
外
国
資
本
は
、
日
米
両
国
が
基
軸
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
そ
し
て
外
国
資
本
の
進
出
状
況
を
業
種
別
に
承
る
と
、
電
気
電
子
製
品
部
門
が
も
っ
と
も
多
く
、
三
七
一
一
件
、
一
○
億
八
一
五
○
万
ド
ルで、件数では全体の一一四・五％、金額では三八・五％を占めている。その次に多いのが化学部Ⅲの一一一一五件（二○・
八％）、四億六七四七万ドル（一六・七％）で、その次に機械一一一一八件（九・一％）、三億四六一一○刀ドル（一二・○％）、
金属一一一六件（一四・二％）、二億六一八五万ドル（九・一一一％）という順位になっている。ともあれこれで外資の進出が
（６）
と
く
に
地
気
嗣
子
部
門
に
集
中
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
そ
こ
で
さ
ら
に
日
本
Ⅲ
子
メ
ー
カ
の
進
出
状
況
に
絞
っ
て
攻
よ
う
。
Ⅱ
本
側
の
洲
森
統
計
に
よ
れ
ば
、
一
九
八
三
年
六
月
現
在
、
産
業
全体の台湾進出企業は合計四九三件で、このうち地気機器関係が一一一一一件を計止し、全休の一一一一・九％を占めてもっ
とも多い。次点の一般機械が六三件（一一一・八％）、その次の化学が五四件（一一・○％）である。これからもわかるよ
う
に
日
本
企
業
の
進
出
は
嗣
子
部
門
に
集
中
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
次
に
進
川
の
時
期
に
つ
い
て
承
る
と
、
雨
気
機
器
一
一
三
件
の
う
ち
、
一九六四年までが一一件、一九六五’六九年が四二件、一九七○’七四年が一一一八件、一九七五’七九年が二件、一
（７）
九
八
○
年
以
降
が
一
一
件
と
な
っ
て
い
る
。
い
い
か
え
れ
ば
、
一
九
六
○
年
代
後
半
か
ら
一
九
七
○
年
代
前
半
の
一
○
年
間
の
時
期
に
進
こ
れ
ら
の
進
出
企
業
を
資
本
金
や
従
業
員
規
模
で
ゑ
て
並
要
と
思
わ
れ
る
企
業
七
七
社
に
つ
い
て
、
企
業
別
、
時
系
列
別
に
そ
の
進
出
概
要
を
示
し
て
ゑ
た
の
が
、
次
の
表
２
で
あ
る
。
こ
の
表
で
示
す
よ
う
に
、
台
湾
に
対
す
る
日
本
の
畑
気
メ
ー
カ
ー
の
進
出
は
一
九
五
九
年
の
日
本
茄
気
と
台
湾
通
信
工
業
と
の
合
弁
が
噛
矢
と
な
っ
て
い
る
。
そ
し
て
一
九
六
一
一
年
前
後
の
数
年
に
、
日
本
の
ほ
と
ん
ど
の
大
手
家閲メーカー、たとえば東芝、松下、一一一菱、日立、三洋、洲などが一斉に進出している。この動きが、さきの沿革で
も
述
べ
た
が
、
こ
の
時
期
台
湾
に
お
け
る
白
黒
テ
レ
ビ
お
よ
び
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
ー
ラ
ジ
オ
の
生
産
開
始
を
支
え
た
背
景
に
な
っ
て
い
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
こ
の
ほ
か
に
も
現
地
市
場
を
指
向
す
る
広
範
な
家
庭
川
爾
器
製
耐
の
製
造
と
供
給
に
日
本
の
雨
気
メ
ー
カ
ー
が
大
川
が
集
中
し
て
い
る
と
い
え
る
。
2６６
表２電気電子機器部１１１]の主要日本進出企業の時系列別一覧表（1984年６月現在）
琴業Ⅱ卿本川企業僻現地投資企業僻|従業tIIwl…"|所在地|進出蝋
４２'3160
4001952（;l;聯|＄1９ ｊ９ｅｅが□
ｅ東芝砒気
松下刑器
⑰
〃 4900
1080
15000５ｍ
菱地機 1556（
４００
０
０
０
０
４
０
２
０
０
１
９
６
４
５
８
８
６
８
３
２
２
１
１
１
1３
２０
〃
〃
ｄ
ｅ，９，ｉＮＥＣ，日立，東芝，フジテ
レビ
三洋ｍｊｉ機 3755(２
３４５
１５０
鴎
筋
〃
“
〃
町
〃
〃
〃
〃
〃
⑬
⑰
、
帥
印
加
Ⅱ
Ⅲ
Ⅲ
卯
８
卯
姐
１
１
１
１
１
ソ ｅ
日立製作所
第一コンデン
サーー
松下FEI器
湯浅氾池
日立製作所
Ｉ
ｅ
【】
300（
346
1094（
3089
178
1146（
160（
？
。扣皿・■１．’
Ｐ
Ｐ
ｃ
ｅ
Ｃ
,
ミツミnh機
東光
大日本スクリ
ーン製造
大｜湯誘ｒｈｌ
8－０
●■ＪＬＬり
ぐ
、
ｅ
●刊Ｊ
Ｄ
Ｐ
Ｏ
ｑ
ｄ
ｄ
ｈ
ｄ
・
ｊ
ｅ
，
，
ｅ
●
■
１
０
刊
▲
Ｏ
Ｑ
Ｌ
ｐ
９
９
９
９
９
９
９
７
ｊ
９
ｃ
ｃ
ｃ
ｅ
Ｃ
ｅ
ｃ
○
、
ｃ
ｃ
・
１
Ｌ
ｇ
ｎ
ｕ
蔀 ？310
２０
３９
２
,
太陽通信工業
興亜氾工
日本粕密測器
東芝氾気
三菱Fbj機
249（
330（
〃
〃
飴
〃
９
８ 330
680
1100
1100（
ダイキン工業 0.2
50
4500
７９
20000
２５１
〃
〃
分
？
９
か□ｏ１ｊ則ｕｏ１
９
Ｊ
８
９
Ｇ
．
１
Ｃ
ｅ日本サーキットエ業
三菱瓦斯化学
日本氾熱
原田工業
1３
７０
4０
２２
〃
〃 ｄ
ｃ，．600（ ｒ可
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尭業|眈側企業ｲ蝋現地投資企業糠|従業瀞ﾄ噸Ｍ１所在地|進出蝿
台湾船ｿ|:冠機 トランジ
オ，フジ
|収
アンテナ
１ 1100 ｃ，ｄ，
●
１
100 ２581冊
400（6-1）台湾枇尼工業
台湾｢[I村氾子
０
０
０
０
０
０
８
０
８
０
０
０
５
０
０
８
０
０
０
２
８
４
８
８
３
０
０
２
５
５
１
１
１
１
１
１
５
０
７
１
９
０
１
６
６
０
３
９
０
０
４
８
７
４
３
５
４
０
９
８
８
０
３
１
１
１
２
１
９
９
ｅ
・
』
砠
皿
９
９
Ｉ
Ｃ
Ｏ
１
Ｃ
０
１
ｃ
395（5-0)|各iili変成
台湾日立fbi子工
業
&MiNi機台湾
テレビ，
製造
スピーカ
品，マイ
ヘッドホ
冠気機械
1250
1004（4-1）
ｿ
ｊ
９
ｅ
・
１
９
９
ｃ鵬皿
台湾欧↑:f『(i子
台漉來脳化
597（8-0）
1364(16-0）
９
利
Ｊ
ｅ
ｊ
９
ｃ
ｍ
ｃ
フェライ
ックコン
型コイル
コンデン台湾剛器製造廠 200
・１，
．
Ｊ
１
０
９
９
⑪ｕ
９
９
ｅ
９
ｅ
ｅ刊Ｋ
Ｏ
１
９
９
９
９
９
０
Ｃ
ｅ
ｃ
・
』
ｃ
勺
ｎ
勺
。
420（5-0)|嗣子部品TaiwanIIosi‐
denCo・
台北美上美 2482(17-0） 耐気機械
220（3-1)|公衆脳Ｔｏｌｌｙａ
Ｔｅｌｅｃｏｍ､ＣＯ・
Ｔａｉｗａｎ
Ｎｉｔｓｕｋｏ
台湾日立化成工
戦珍
万く
幸IIlifhj子工業
公衆7M話
度数計
ボタン地
コンデン
フ・リント
|仮
嗣子･抵抗
698（9-0）
403（7-0）
９
９
列ｕ
ｅＬＬ
９
９
９
Ｃ
ｅ
ｃ
・
１
（
Ｃ
180
百青砥子工業
華渕Ilbi機工業
510（2-2）
3500（3-1）
536（1-0）
音響製品
小型if[流
製販
エレペー
|収，柵付
ｅ
９
Ｃ
Ｃ
ＣｈｉｎａＲｙｏｄｅｎ
Ｃｏ．
7０ 4２ ｅ
台安fbl機 1-0)l1mi磁lIllW1340（2２ 1００
●
刊
■
ワ
●
勺
■
》
●
勺
Ⅱ
ｐ
●夕
●夕
●グ
●ご
●Ｃ
ｄ
ｄ
，
ｃ
，
ｅ
、
１
ｅ
○
．
●Ｑ■へ
●●■二
●１ユ
ログ
●
夕
●
タ
●
Ｐ
●
●
●
ク
ロ
ワ
■
夕
●
ク
ロ
グ
勺ｄｍｃＣｅｃｃｅｅ《←■二ｃ勺、
製販
袖］lWiu子
台湾釜屋朏気
台｢|'船井fbI機
声宝
勝美達髄子
鳳'１１美之美
2440（6-0)|嗣子部,ＩＷ印加
Ⅱ
９
帥
皿
１
１
１９３
３５
3
1750
１９
９７
285（7-0） 嗣気jln信
抗器）の
ステレオ
電気製品
1100
5884（0-1）
400（3-1)|氾子部品
1236（6-0） 冠気機械
268
塞業Ｉ本側企業蝿現地投資企郷|瀞従業解ﾄ1,…|所在地|進出鵬
楠梓束光温子 1200（4-0）
1100（5-0）
400(50-0）
260(10-1）
楠梓輸出
加工区
〃
台中輸１１
血1工区
〃
『(jl子部品の製阪光 1201001９ ｃ，．
台湾双葉晒子
三'１１７m子
葉地子
和ｆｂｉ器
二mjl子産業
和無線工業
240
200
１Ｍ(光表示槽の製造
シリコング゛イオード
の生産
トランシーバーの生
ｌｒｉ
ｌｉｌ｣l子機洲部品の製版
１００
１００
ｃ，ｋ
Ｃ
台湾ユニ温子 1２
４５
8３
５５
Ｃ
269（9-0） 桃圃県ＴａｉｗａｌｌＳｈｏｗａ
Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ
Ｃｏ，
大Ｉｒ１１Ｉ１交耐脳
ｃ，ｄ，
ｅ，ｆ，
ｊ，ｋ，Ｉｎ
ｃ，ｉ８７（1-1）
295（2-1）
士通 台北市５０
１００
5８
３８
コンピュータの輸入
|仮死
Ni子部品，シリコン
ダイオード製造
楠梓輸出
加工区
木インター
ショナル雛
滞
京幡氾機
IIlternational
Electronics
Co、
台湾東京軽髄機
台湾東金刑子
ＣＳＢシ
●
ウ
●
ク
Ｑ
Ｐ
ｅ
・
１
ｅ
・
・●●■＆
●
ク
ロ
ワ
●
タ
０
ｃ○，○Ｋｃ《－０△ｃ
237（3-0）０
０
０
０
１
９
０
０
０
０
８
０
０
５
０
６
４
０
０
５
０
８
１
１
１
１
１
１
fhl子部ＩＰＩの製版
'1m子，通信機器川部
１W,の製版
VＭ１の生倣
トフンジスグーの製
造
ＴＶ(Ｉｉ,iliIijln1路部品の
製巡
lilji蝉機川リールモー
ノーの製巡
１Ｍ二川変成器の製造
２
３
４
７
２
０
５
６
１
８
６
１
１
２
３
４
２
１
７
１
１
１
１
１
〃
〃
５９（1-0）
130（1-2）
400（3-1）
230（4-0）
５００
181（4-0）
1400(13-4）
５５（2-0）
192（2-0）
９６（1-0）
典柵bU子・
TaiwanTokyo
Somiconductor
台湾特都
徳裕氾子工業
〃
台中輸１，
加工区
〃
台北リＡ
ｃ
ｃ，．
ｃ，ｅ
屏東市商|雄企業
台湾天ｉｕ
１ｉ１ｆ７強力磁石
台湾刻時豪
秀ilAm子
９●ｄ几ＯＬ皿リレ、
ｄ
山
ｄ
，
ｅ
９
１
１
ｏ
１
。
■
』
９
０
９
，
ｐ
９
ｃ
ｅ
ｃ
ｐ
Ｃ
ｃ
ｏ
１
ｃ
高雄輸出
加工区
台中輸出
加工区
桃園県
ilj子部品の製版
フェライト永久磁石
の製版
f(i子l伽'1臓|の(111ケー
スの製版
fM子狐,W,のバーツ，
４１「務機器の製版
日
.｣
習研究社 台北市 ａ，ｃ，
ｈ，ｊ，
ｋ，ｍ，ｌｌ
ａ，ｃＤ
ｈ，』
Ｈ鞘機 高雄県340（4-0）TaiwallMetro-
nicsllldustri-
alＣｑ
ＴａｉｗａｎＴＥＡＣ
Ｃｏ、
大同水,１１１
８ カセットテープレコ
ーダー製|収
桃圃県
台北市
143（6-0）
160
イアック
京砒波
1００
４５
１１f柳川テープ゜デッキ
の製|収
カラーＴＶ川水,|(1発
振子･製版
コンデンサー，フォ
ーカス抵抗;，チュー
ナー及び複合部品の
製版
レフランフ・の製lMr
1IhU子部品の型|仮
1００
４０
２００
ｄ
ｅ，ｉ
田製作所 台湾村１１１ 台中市
崎Ｎｌｉ気
ミグ氾機
光元工業
楠梓醗美逮砥機
１０
１００
台北市
楠梓輸出
加工区
4０
１８
181
500（5-1） ０
９
。
．
Ｃ
・
１
ｐ
ｅ・ｋ
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葦業|本川企業蝿|現地投資企業僻|従業解け…|所在地|進出州
注）(1)'『舷(機器関係進出企業は1984年６）]現在，113企業をかぞえるが，そのうち資本金，従業
且規棋等を基準に，重要と思われる77企業をここに列挙してみた。したがって，その他
の亟要な進出企業で洞れている場合がある。
(2)従業負数のあとの（）内は，ｉ)ij者が派j跡|:ハ後者が派泄役貝の数字である。
(3)進ＩＭＩ機の記号内容は次のように区分される。投資'二|的別にみた場合，ａ：原材料資源
砿保，ｂ：資源が豊密で現地生産が涛易，ｃ：労働ﾌﾞﾉ利川，コスト減，ｄ：現地政府の
産業保謹政錐｣a，現地生産が有利，ｃ：1M地，節三lIilTIT場への販路拡大，ｆ：`情報収集，
ｇ：その他。型lii1,版元先別にみた場合，ｈ：’２１本，ｉ：現地，ｊ：第三国。部品，Ｕ;〔材
料報の(|:入先別にみた場合，ｋ：日本，ｍ：]ijill1u，’１：第三Ｅ|・
出所）『海外進111企業総覧」週刊『東洋経済』臨||＃jliL1刊，1985:(１K版，38-63ページによる。
備考）進lllml'幾'１Mのjlji計結果は次の通りである。ａ－０，ｂ－０，ｃ－５２，．－２４，ｅ－４０，ｆ
－３，９－５，ｈ－９，ｉ－３１，ｊ－１８，ｋ－11,ｍ－４，１１－１。
ぎな役割をはたしている点を兄のがしてはならない。
しかしながら、日本企業との資本、技術提携による台湾
の
家
電
産
業
の
生
成
発
展
は
、
厳
密
に
い
う
な
ら
ば
、
一
九
五
○
年
代にさかのぼって氷ることができる。その代表的事例が一
九
五
四
年
、
東
芝
と
現
地
大
同
製
鋼
機
械
の
電
気
メ
ー
タ
ー
製
造
に
関する技術提携である。このケースはまた戦後台湾民間企
業の対外技術提携第一ザでもある。表２にはないが、一九
六○年、向社はさらに変圧器製造に関する技術提携および
資本合弁（來芝側三二・八％）に発展している。この関係を
ふ
ま
え
て
大
同
は
一
九
六
一
年
か
ら
冷
蔵
庫
お
よ
び
耐
気
炊
飯
器
の
製造と販売、一九六四年に白黒テレビの組立生産に進攻、
現地資本最大の家電総合メーカーの地位を確立するに至っ
（８）
ている。
一九六○年代前半の日本企業進出は、表で示す出資比率
お
よ
び
進
出
動
機
で
も
わ
か
る
よ
う
に
、
現
地
資
本
と
の
合
弁
形
態
をとり、現地市場の確保にｎ点がおかれている点が特徴的
である。また口叩目としては繰り返すように、白黒テレビ、
トランジス
ターラ
ジ
オのほ
か
、各赫
の
家庭用
雨
気製口
川
に
及
ん
で
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
ア
メ
リ
カ
資
本
は
か
な
り
ち
が
っ
た
進出をしている。アメリカの電子メーカーは、日本のそれ
z７０
よ
り
や
や
お
く
れ
て
一
九
六
四
年
に
、
ゼ
ネ
ラ
ル
・
イ
ン
ス
ッ
ル
メ
ソ
ト
（
Ｇ
Ｉ
）
社
が
第
一
号
の
進
出
を
行
な
っ
た
。
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
ー
そ
の
他
電
子
部
品
の
製
造
が
お
も
で
、
二
一
一
一
○
万
ド
ル
一
○
○
％
全
額
出
資
を
し
て
現
地
法
人
「
台
湾
通
用
器
材
公
司
」
を
設
立
、
し
か
も
製
品
は
全
量
輸
出
す
る
と
い
う
画
期
的
投
資
で
あ
る
。
こ
の
あ
と
一
九
六
五
年
に
進
出
し
た
フ
ォ
ー
ド
系
列
会
社
の
台
湾
フ
ィ
ル
コ
お（９）
よ
び
一
九
六
八
年
Ｒ
Ｃ
Ａ
が
附
設
し
た
子
会
社
「
台
湾
美
国
無
線
電
公
司
」
の
ケ
ー
ス
も
ほ
ぼ
同
じ
パ
タ
ー
ン
の
進
出
を
行
な
っ
て
い
る
。
一
九
六
○
年
代
後
半
か
ら
は
、
表
で
も
承
ら
れ
る
よ
う
に
、
日
本
の
中
堅
メ
ー
カ
ー
の
進
出
が
一
屑
活
発
化
す
る
が
規
模
が
や
や
小
型
化
す
る
。
ま
た
一
九
六
六
年
の
高
雄
輸
出
加
工
区
の
附
設
を
契
機
に
、
加
工
区
へ
の
一
○
○
％
全
額
出
資
企
業
の
進
出
が
承
ら
れ
る
。
同
時
に
虚
子
部
品
関
係
の
投
資
が
い
ち
じ
る
し
く
増
え
て
き
て
、
進
出
助
機
に
低
廉
労
働
力
利
用
に
よ
る
コ
ス
ト
減
を
狙
う
企
業
が
Ⅱ
だ
ち
は
じ
め
て
く
る
。
い
わ
ば
労
働
集
約
型
輸
出
加
工
産
業
へ
の
投
資
が
活
況
を
呈
し
は
じ
め
る
の
で
あ
る
。
こ
の
ほ
か
に
、
テ
レ
ビ
部
品
の
現
地
生
産
に
対
す
る
投
資
も
増
え
は
じ
め
る
。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
一
九
六
○
年
代
後
半
に
進
出
し
た
日
米
資
本
の
あ
い
だ
に
投
資
．
ハ
タ
ー
ソ
の
対
照
的
な
ち
が
い
が
ふ
ら
れ
る
。
日
系企業は慨して資本規模が比較的小さく、合弁形態をとり、現地市場を指向するのに対し、米系企業は資本規模が大
き
く
、
一
○
○
％
全
額
出
資
の
現
地
法
人
形
態
を
と
り
、
製
肋
を
全
量
輪
川
す
る
、
そ
れ
も
ほ
と
ん
ど
ア
メ
リ
カ
本
国
向
け
に
な
っ
て
い
る
の
が
特
徴
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
家
砥
製
品
の
輸
出
は
と
も
か
く
、
現
地
国
内
市
場
に
つ
い
て
は
こ
の
時
期
、
ほ
と
ん
ど
日
系
大
手
メ
ー
カ
ー
の
手
中
に
掌
握
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
一
九
七
○
年
代
に
移
行
す
る
と
、
前
半
ま
で
進
川
件
数
が
増
え
続
け
、
一
九
七
三
年
の
節
一
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
に
お
い
て
も
影
響
は
ほ
と
ん
ど
み
ら
れ
な
い
。
ま
た
こ
の
時
期
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
生
産
へ
飛
心
が
移
る
に
と
も
な
っ
て
、
テ
レ
ビ
関
係
部
品
の
現
地
供
給
の
た
め
の
部
品
メ
ー
カ
ー
の
進
出
が
目
だ
っ
て
く
る
。
一
方
、
台
湾
に
お
け
る
楠
梓
お
よ
び
台
中
輸
出
加
工
区
の
新
設
に
と
も
な
い
、
一
○
○
％
全
額
出
資
で
全
量
輸
出
の
雨
子
製
品
加
工
メ
ー
カ
ー
の
進
出
が
増
え
続
け
る
。
こ
の
動
向
は
一
九
七
八
年
ご
ろ
ま
で
続
く
が
、
こ
の
あ
と
ま
ず
白
黒
テ
レ
ビ
の
輸
出
市
場
が
壁
に
ぶ
つ
か
り
、
ま
も
な
く
一
九
八
一
年
前
後
に
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
輸
出
も
飽
和
状
態
に
な
る
に
つ
れ
て
、
日
本
電
子
メ
ー
カ
ー
の
進
出
も
ま
た
減
少
傾
向
に
向
か
っ
て
き
て
い
る
。
い
わ
ば
一
九
六
○
年
代
以
来
続
け
て
き
た
国
内
市
場
指
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日
米
資
本
の
進
出
と
生
産
の
推
移
これまでの考察からも明らかなように、白黒テレビおよびカラーテレビの加工生産と輸出は台湾の電子産業発展に
（、）
大きな役割をはたしてきた。ここではその発展状況について、葉日縦論文に依拠しながらさらに掘り下げてふたい。
一九六○年代台湾の白黒テレビ生産のためにいち早く進出した外資企業は、すでに述べた通り、日本は日立（台湾
日立）、東芝（大同）、シャープ（声宝電器）、松下（台湾松下）、三洋（三洋）の五社であり、アメリカはＲＣＡ（台湾美国無
線電）、鈩口日胃巳（文徳蒙海外）、国］○・両・ａ（台湾飛歌）の一一一社で、ややおくれてオランダの勺宜］〕ｂの（台湾飛利油）が
ある。この時期の進出動機は、日米資本の間にかなりのちがいがある。まず、両者に共通する要因としては、台湾の
低賃金労働、外資奨励策による税制上の特典、台湾がもつ部品供給能力の三点があげられる。次に両者のちがいは基
本的には製品の販売市場にある。日系資本は台湾市場の確保を狙いとしたのに対し、アメリカは本国市場への逆輸入
そして一九八○年代以降、半導体ＩＣ関連製品の開発を奨励している台湾における新しい投資機会に対して、ＩＢ
Ｍを中心とするアメリカ資本が関心を示しているのに比べて、日本資本はややもするとまだ傍観的態度をとっている
ように糸える。しかしこの表にはないが、すでに指摘したように一九八二年、東芝と大同の提携によるＶＴＲの生産
開始は、今後台湾電子産業の動向を占ううえで注目に値する焦点である。いずれにしても、以上の説明からわかるよ
うに、この二○余年、日本電気電子メーカーの進出が台湾の電子産業発展に与えた影響は、きわめて大きいものであ
る
といわざるをえない。
向の家電および輸出指向のテレビ、トランジスターラジオ、テープレコーダー、電卓などの生産投資がここで一巡し
た
と
い
え
よ
う
。４
テ
レ
ビ
の
事
例
z７ｚ
こ
こ
で
ひ
と
ま
ず
テ
レ
ビ
の
出
荷
状
況
の
推
移
を
表
３
で
細
か
く
ゑ
て
ふ
よ
う
。
ま
ず
、
白
黒
テ
レ
ビ
に
つ
い
て
ゑ
る
と
、
一
九
六
四
年
に
出
荷
を
開
始
し
た
白
黒
テ
レ
ビ
は
、
一
九
七
三
年
ま
で
年
間
平
均
四
四
・
六
％
と
い
う
驚
異
的
な
伸
び
幅
で
急
成
長
を
と
げ
、
こ
の
間
一
九
七
○
年
に
一
○
○
万
台
を
突
破
し
、
一
九
七
三
年
に
は
四
一
四
万
台
に
達
し
て
い
る
。
一
九
七
四
年
以
降
の
減
少
は
、
肌
ら
か
に
第
一
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
が
直
接
の
原
因
で
あ
る
が
、
し
か
し
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
出
現
も
大
き
く
影
響
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
、
こ
れ
を
契
機
に
伸
び
悩
み
が
続
い
た
。
そ
し
て
一
九
八
○
年
の
五
八
九
万
台
を
ピ
ー
ク
に
そ
の
後
漸
減
し
続
け
て
、
一
九
八
四
年
に
は
二
八
五
万
台
と
、
一
○
年
前
の
一
九
七
五
年
段
階
の
規
模
に
ま
で
後
退
し
て
い
る
。
プ
ロ
ダ
ク
ト
サ
イ
ク
ル
の
理
論
で
い
え
ば
、
白
黒
テ
レ
ビ
の
生
産
術
環
は
一
巡
し
て
成
熟
か
ら
衰
退
の
段
階
に
移
行
し
た
と
い
え
よ
う
。
こ
れ
に
対
し
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
は
一
九
七
○
年
か
ら
出
荷
が
は
じ
ま
り
、
一
九
七
六
年
ま
で
年
間
平
均
四
○
・
九
％
の
伸
び
を
ふ
せ
、
さらに一九七七’一九七八年の一一年間に平均九五・一一一％の急成長をとげた。一九七九年と一九八一一年の二年が世界不
況でマイナス成長になったのを除けば、全体としてなおも順調に伸び続けており、一九八四年には産量一三八万台に
達している。
特
典
が
、
米
系
電
子
メ
ー
カ
ー
の
〈
がって、このような進出背景（
輸出の方針をとったのである。
白黒にしるカラーにしる初発期において生産の倍増的拡大が可能であるのは、部品輸入による組立加工のためであ
る
。
ま
た
、
出
荷
量
増
減
の
幅
が
概
し
て
大
き
い
の
は
、
輸
出
市
場
に
大
き
く
依
存
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
そ
し
て
出
荷
額
の
動
き
に
つ
い
て
ふ
る
と
、
白
黒
テ
レ
ビ
の
場
合
、
ほ
ぼ
出
荷
量
の
動
向
と
同
じ
動
き
を
し
て
い
る
が
、
全
体
と
し
て
は
出
荷
量
の
伸
び
幅
よ
り
小
を指向した。したがって、日系資本にとっては、この時期台湾のテレビ輸入に対する保護関税の強化が直接の進出要
因
に
な
っ
て
い
る
。
日
系
資
本
の
進
出
が
米
系
資
本
に
比
べ
て
数
年
早
い
の
は
こ
の
た
め
で
あ
ろ
う
。
一
方
、
米
系
資
本
の
場
合
は
ア
メ
リカ関税法八○六・三○および八○七・○○規定の特典、つまりアメリカの部品を使用した海外の製品に対する関税
特
典
が
、
米
系
電
子
メ
ー
カ
ー
の
台
湾
進
出
を
容
易
に
し
た
。
ア
メ
リ
カ
か
ら
の
部
品
輸
入
が
か
な
り
多
い
背
景
が
こ
こ
に
あ
る
。
し
た
がって、このような進出背景の相違により、日系資本が合弁形態をとり、米系資本が一○○％全額出資、そして全量
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（％）
前年比
伸び率
（％）
平均単価
（元）
価額
(百万元）
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(-23.4）
（24.6）
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（13.7）
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（9.0）
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(-35.9）
(-18.0）
(-21.3）
（59.3）
（34.1）
（38.6）
（694.4）
（49.0）
（12.8）
（44.8）
（98.2）
（20.2）
（-8.9）
(-29.9）
（24.3）
（22.7）
（12.2）
（12.4）
（6.8）
(-10.9）
(-31.1）
（-9.7）
(-13.0）
(100.0）（93.1）（97.7）(82.1）
(122.4）
(158.4）
(155.8）
(122.5）
(95.3）
(158.6）
(156.1）
(127.6）
(140.7）
(113.9）
(109.0）
８８５０
８２４０
８６４６
7270
10835
14019
13790
10844
8436
14034
13807
11290
12454
10081
９６４４
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８９０
１６３４
２５８１
４３９９
５７７６
７１５７
9760
15176
16139
17673
18358
15294
19657
21968
２０
１０８
１８９
３５５
４０６
４１２
５１９
900
1799
1150
1280
1626
1228
1950
2278
（502.8）
（83.6）
（58.0）
（70.4）
（31.3）
（23.9）
（13.6）
（55.5）
（6.3）
（9.5）
（３９）
(-16.7）
（28.5）
（11.2）
(540.0）
（75.0）
（87.8）
（14.4）
（1.5）
（26.0）
（90.7）
（99.9）
(-36.1）
（11.3）
（27.0）
(-24.5）
（58.7）
（16.8）
53.4
34.6
7.1
29.2
10912
9640
11885
72-,76
77-,78
79-,84
72-,84
40.9
95.3
時期別平
均伸び率
及び平均
単価
44.6
５．６
4189
2298
2207
３
０
４
４
７
８
８
８
７
，
？
ワ
ニ
一
一
－
５
４
１
５
６
７
８
６
28.7
５．６
8.9-16.2
１７．５
-13.6
１０．１ 34.5
白黒テレビの平均伸び率は1968年の数値を，カラーテレビのそれは1971年の数値を除外して算出した。
経済部統計処編『中華民国台湾工業生産統計月報』８８号（1967年11月）６９，１１１ページ，124号（1979年12月）120ページおよび186号（1985
年２月）119ページによる。
注）
出所）
技
術
移
転
と
技
術
規
制
テ
レ
ビ
産
業
の
発
展
過
職
に
お
け
る
外
資
進
出
の
役
割
は
資
本
供
与
、
部
品
供
給
、
市
場
開
拓
の
協
力
に
と
ど
ま
ら
ず
、
経
営
資
源
、
加
工
技
術
、
特
定
部
肺
の
雌
雄
技
術
を
含
め
た
技
術
移
転
が
含
ま
れ
て
い
る
。
こ
の
観
点
か
ら
Ｈ
米
資
本
を
中
心
と
す
る
外
資
の
台
湾
テ
レ
ビ
メ
ー
カ
ー
に
対
す
る
技
術
提
携
の
状
況
に
つ
い
て
糸
た
の
が
、
次
の
表
４
で
あ
る
。
この表でわかるように、一九六三年から一九七八年までの期間、テレビおよびその部口叩生産に関する外資の技術提
携
件
数
は
六
六
件
あ
り
、
う
ち
日
本
が
三
九
件
で
も
っ
と
も
多
く
、
次
が
ア
メ
リ
カ
の
一
一
一
件
、
そ
し
て
オ
ラ
ン
ダ
の
五
件
、
オ
ー
ス
ト
ラリアの一件となっている。品目別にゑると、カラーテレビが一一一件でもっとも多く、うち日本が一九件、アメリカ
が四件である。次がブラウン管（映像管）・部品の一四件、うち日本が八件、アメリカが一一一件、オランダが三件である。
白黒テレビについては五件、うち日本が一件、アメリカが三件、オランダが一件である。これだけでもわかるように、
日系資本のカラーテレビ生産にはたした役割が、米系資本に比べて、格段に大きいことがわかる。米系資本はどちら
かといえば、部品生産に関する技術提携に傾いている。その典型がチューナーのケースである。
さいｏその理由は平均単価がかなり下落しているからである。ちなみに一九六九年の平均単価を一○○とした一九八
四年のそれは六四・七％で、ほぼ三分の一一に下がっている。しかし、一九六四年から一九六八年までの平均単価はき
わめて高く、電子産業における初発期の大きな超過利潤の存在がうかがわれる。
こ
れ
を
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
に
つ
い
て
み
る
と
、
平
均
地
価
の
動
き
が
白
黒
テ
レ
ビ
の
そ
れ
と
ち
が
い
、
一
九
七
三
年
と
一
九
七
九
年
の
二
回
の
石
油
シ
ョ
ッ
ク
を
契
機
に
大
幅
に
上
昇
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
一
九
七
九
年
の
出
荷
額
は
出
荷
鼓
の
減
少
を
カ
バ
ー
し
て
な
お
も
前
年
比
六
・
三
％
の
伸
び
に
な
っ
て
い
る
。
そ
れ
で
も
全
体
で
承
た
場
合
、
出
荷
額
の
伸
び
幅
は
年
平
均
で
二
九
・
一
一
％
と
、
出
荷
量
の
三
四
・
五
％
よ
り
若
干
小
さ
い
。
と
も
あ
れ
、
白
幾
テ
レ
ビ
の
衰
退
が
厳
し
い
の
に
比
べ
て
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
は
ま
だ
当
分
の
間
、
国
際
市
場
の
需
要
が
あ
り
、
成
長
が
続
く
も
の
と
ゑ
ら
れ
る
。
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表４テレピメーカーと外資との品'二1別国別技術提携事例の統計
M'|縦Ⅱ鋤|交|繩liil鯛|'[木ｌｌｗｌ妾ﾂﾞﾉ鋺 ▲一『『》》皿一
３
４
５
６
７
８
９
０
１
２
３
４
５
６
７
８
６
６
６
６
６
６
６
７
７
７
７
７
７
７
７
７
９１
○ 1
△ △
○○○
○○○○○
○○○△
○△
△
△坐 △いい○皿》
□
×
４
３
３
４
４
２
１
４
１
６
６
５
４
２
２
２
３
１
１
１
叩亟Ｍ△
○ ５
２
２
１
２
１
２
２
１
１
１
３
△ １
△
△ ○
△
○○
○○○○○
○
○○○○
□
○○
○
○□ ２
日本
アメリカ
オランダ
オーストラリア
１
３
１
０
９
４
０
０
１ ８
３
３
０
０
４
０
０
３
１
０
０
８
６
１
１
９
１
５
１
３
２
計 ５１２１１１４１４１４１１６１３９１２１１５１１１６６
注）○はロ本；△はアメリカ；□はオランダ；×はオーストラリアとの技術提挑を示す。
'し[(所）経済部投資辮繊委員会資料，ただし，紮日癌論文，表26より収録。
次
に
、
時
期
に
つ
い
て
承
る
と
、
こ
の
期
間
に
技
術
提
携
が
集
中
し
た
二
つ
の
時
期
が
み
ら
れ
る
。
一
つ
は
一
九
六
九
年
と
一
九
七
○
年
で
、
他
の
一
つ
は
一
九
七
五
年
で
あ
る
。
前
者
は
あ
た
か
も
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
生
産
開
始
前
後
の
時
期
で
あ
り
、
後
者
に
つ
い
て
は
、
表
３
の
出
荷
量
の
批
移
で
わ
か
る
よ
う
に
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
出
荷
が
急
増
す
る
前
の
時
期
に
あ
た
る
。
こ
れ
ら
の
動
き
の
因
果
的
関
係
か
ら
ゑ
て
、
外資とくに日系資本との技術提携が、
台
湾
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
生
産
に
は
た
し
た
役
割
が
き
わ
め
て
大
き
い
こ
と
が
わ
か
る
。
な
お
、
白
黒
テ
レ
ビ
の
技
術
提
携
に
つ
い
て
は
、
初
発
期
に
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、
そ
し
て
そ
の
後
も
少
な
い
。
こ
れ
は
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
と
比
べ
た
製
造
技
術
の
落
差
に
由
来するものであると思われる。
し
か
し
な
が
ら
、
技
術
提
携
だ
け
で
な
く
、
「
技
術
規
制
」
も
ま
た
平
行
し
て
行
2７６
lLlILhjjlLlll職出所■灘ijiliilliPiillinjljll鞭ｉｌｉｉ
:ill慾'１１１綱Liiliill感
制を指す。こ｝黒
次の表５である。
なわれている一面を見のがしてはならない。「技術規制」といっても具体的にはおもに製品の市場制限と部品使用規
制を指す。ここで部品使用に関する提携先（外資）企業のカラーテレビメーカーに対する規制の度合をゑてゑたのが、
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表６資本系列別テレビの売上および輸出の構成 (％）
売上比率｜輪出比率｜輸出全体に占める割合
白黒｜カラー｜全体｜臼黒｜カラー｜白黒｜カラ
|■iIjJl1lIllil'lＩＩｌ日本企業アメリカ〃オランダ〃日台合弁〃台湾〃計． ７１．０２１．９０５．５1.6100.0
出所）行政|塊主計処，同経済建設委員会の1976年工商業サンフ・リング調査資料，同経済建設委員
会，同工業局，台湾区電工器材工業同業公会の1979年調査資料。ただし，葉前掲論文，表
23-24（186-187ページ）より収録。
輸
出
の
構
造
最
後
に
、
テ
レ
ビ
の
輸
出
に
つ
い
て
み
た
い
。
白
黒
テ
レ
ビ
で
あ
れ
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
で
あ
れ
本
格
的
な
量
産
期
以
降
の
主
要
な
市
場
は
輸
出
で
あ
る
。
一
九
七
六
年
か
ら
一
九
七
九
年
に
か
け
て
の
時
期
、
資
本
系
列
別
テ
レ
ビ
種
類
別
売
上
お
よ
び
輸
出
の
構
成
に
つ
い
て
ふ
た
の
が
、
次
の
表
６
で
あ
る
。
ま
ず
資
本
系
列
別
に
ふ
た
売
上
の
構
成
に
つ
い
て
、
白
黒
の
場
合
、
米
系
の
五
一
・
六
％
が
も
っ
と
も
多
く
、
日
系
は
合
弁
と
合
わ
せ
て
二
六
・
四
％
で
次
に
多
い
。
日
米
系
合
計
で
七
八
・
○
％
を
占
め
て
い
る
。
カ
ラ
ー
の
場
合
、
日
系
お
よ
び
日
台
合
弁
の
合
計
が
七
一
・
○
％
で
も
っ
と
も
多
く
、
米
系
は
五
・
○
％
し
か
な
い
。
い
い
か
え
れ
ば
、
白
黒
は
日
米
企
業
な
い
し
は
米
系
企
業
が
垢
も
に
掌
握
し
、
カ
ラ
ー
は
日
系
企
業
の
独
壇
場
と
な
っ
て
い
る
。
そ
し
て
白
黒
と
カ
ラ
ー
を
合
計
し
た
規
模
で
み
る
と
、
日
系
お
よ
び
日
台
合
弁
が
四
七
・
○
％
で
も
っ
と
も
多
く
、
次
が
米
系
の
三
○
・
一
％
、
台
湾
現
地
企業は一三・八％を占めるにすぎない。テレビの売上は韮本的には日米企業が
独占しているが、そのうちでも日系企業がトップの座にあるのである。
次に、輸出について、まず資本系列別企業レベルでゑた輸出比率を承ると、
白黒の場合、日台合弁企業が五五・四％を輸出するほか、他の外資系企業は一
律全量輸出の体制をとっている。次にカラーの場合、二つの。〈ターンに分かれ
る。日米企業が一○○％輸出であるのに対し、日台合弁および台湾企業はほと
んど全量国内市場に向けられている。ここにはきわめて明確な市場分割体制が
形成されている。
輸出全体に占める資本系列別割合は、白黒の場合、米系が五七・九％でもつ
2７８
テ
レ
ビ
の
輸
出
に
つ
い
て
、
最
後
に
総
輸
出
比
率
お
よ
び
対
米
輸
出
に
つ
い
て
み
た
の
が
、
次
の
表
７
で
あ
る
。
こ
の
表
は
主
と
し
て
一九七八年までの動向を示しているが、一九八四年の資料も付け加えておいた。表でわかるように、白黒テレビは一
九六○年代、主として国内市場に向けられていたが、一九七○年代からは九割以上の圧倒的部分が輸出されている。
またその輸出市場もアメリカが中心で、一九七○年代前半は八○’九○％台であり、一九七○年代後半から若干低減
し
て
い
る
。
そ
れ
で
も
一
九
八
四
年
に
は
な
お
も
八
○
・
六
％
の
大
台
を
記
録
し
て
い
る
。
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
に
つ
い
て
ふ
る
と
、
輸
出
比
率
の
変
化
が
や
や
大
き
い
が
、
一
九
七
三
年
ま
で
は
八
○
％
台
、
そ
の
後
は
五
○
’
七
○
柵成表７ テレビの ある。
と
も
多
く
、
日
系
お
よ
び
日
台
合
弁
は
一
九
・
九
％
を
占
め
る
に
す
ぎ
な
い
。
カ
ラ
ー
の
場
合
、
日
系
お
よ
び
日
台
合
弁
が
輸
出
全
体
の
七
六
・
五
％
を
占
め
て
圧
倒
的
に
多
く
、
米
系
は
二
一
・
九
％
し
か
な
い
。
い
わ
ば
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
輸
出
は
日
本
企
業
の
独
占
体
制
下
に
(単位 紛一率
輪 比率 対米輸出比
|カラ白 ' カラ碗
鎚
的
加
汀
氾
ね
迦
而
乃
而
沼
…
別
９１ ７
０
４
５
０
０
２
６
２
７
６
６
Ｊ
１
９
９
６
６
５
２
２
２
Ⅲ
。
Ⅲ
？
３
５
８
８
９
９
９
９
９
９
く
89.7
90.2
85.1
４
８
５
１
３
６
７
０
７
８
０
●
●
●
●
●
●
●
●
●
５
８
４
２
７
５
７
３
３
７
８
７
８
８
６
４
４
６
７
８
81.8
79.9
92.8
90.7
88.8
83.4
78.9
74.0
67.3
80.6
81.8
94.4
97.3
89.4
85.7
出所）海関総税務可料統iiI･処細『中国進出口貿易統
計年刊（台湾区）1984年』『中華民国エ業生
産統計)]報』および葉'三1腿｢従産品的国際術
現有台湾地祝機（テレビ）産業的発展」『台
湾銀行委刊」３１巻２ﾉﾘ１，１９８０年６月所収論
文，表20-22（184-186ページ)，附表３
（203-204ページ）による。
一
九
七
三
年
ま
で
は
八
○
％
台
、
そ
の
後
は
五
○
’
七
○
％
の
間
を
揺
れ
動
い
て
い
る
。
た
だ
し
、
一
九
八
四
年
は
八
七
・
八
％
と
い
う
高
い
比
率
を
記
録
し
て
い
る
。
そ
し
て
輸
出
比
率
の
変
動
と
は
別
に
、
対
米
輸
出
比
率
が
概
し
て
非
術
に
高
く
、
一
九
七
○
年
代
後
半
の
数
値
の
み
で
あ
る
が
、
平
均
九
割
台
を
占
め
て
お
り
、
一
九
八
四
年
は
八
五
・
七
％
と
な
っ
て
い
る
。
総
じ
て
テ
レ
ビ
の
輸
川
は
ア
メ
リ
カ
向
け
が
ひ
と
り
占
め
し
て
い
る
。
ま
た
、
部
品
、
製
品
の
輸
出
入
柵
造
や
メ
ー
カ
ー
の
資
本
系
列
を
総
合
し
て
承
る
と
、
台
湾
は
明
ら
か
に
日
本
と
ア
メ
リ
カ
の
テ
レ
ビ
加
工
貿
易
基
地
の
役
割
を
は
た
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
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始
し
て
い
る
。
第
一
段
階
は
一
九
六
七
年
か
ら
一
九
六
九
年
の
時
期
で
あ
る
。
こ
の
時
期
は
台
湾
の
低
賃
金
労
働
お
よ
び
政
府
の
投
資
奨
励
梢
臓
を
う
け
て
、
主
と
し
て
外
資
企
業
の
進
出
に
よ
る
Ｉ
Ｃ
加
工
産
業
の
勃
興
が
ふ
ら
れ
た
。
た
と
え
ば
Ｔ
Ｉ
、
Ｒ
Ｃ
Ａ
、
高
雄
電
子
、
建
元
電
子
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
る
。
い
う
ま
で
も
な
く
Ｉ
Ｃ
の
労
働
集
約
的
組
立
加
工
工
程
が
主
で
あ
る
。
鋪
二
段
階
は
一
九
七
○
年
か
ら
一
九
七
六
年までの国内企業の参入期である。外資企業の進出に触発されて、国内企業もまたＩＣ加工産業に投資しはじめた。
（旧）
たとえば万邦、環宇、華泰、ムロ湾固態、華声、国鋒などがある。したがって、一九七一一年までＩＣ加工産業が一時期
活
況
を
呈
し
た
。
し
か
し
、
一
九
七
三
年
以
降
は
節
一
次
石
汕
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
で
数
年
の
Ⅲ
Ｉ
Ｃ
産
業
は
低
迷
を
続
け
た
。
第
三
段
階
は
一
九
七
七
年
か
ら
現
在
ま
で
の
時
期
で
あ
る
。
一
九
七
七
年
に
爾
子
工
業
研
究
所
の
モ
デ
ル
エ
場
が
Ｒ
Ｃ
Ａ
の
技
術
移
転
を
う
け
て
完
成
し
、
台
湾
初
の
Ｉ
Ｃ
生
産
が
州
始
さ
れ
た
。
続
い
て
一
九
六
八
年
に
半
官
半
民
の
Ｉ
Ｃ
メ
ー
カ
ー
朕
燕
が
設
立
さ
れ
、
嗣
子
工
業
研
究
所
の
技
術
移
転
を
う
け
て
一
九
八
一
年
に
Ｉ
Ｃ
工
場
を
完
成
し
た
。
現
在
、
メ
モ
リ
ー
Ｉ
Ｃ
製
造
を
主
と
す
る
ア
メ
リ
カ
系
華
僑
資
本
の
国善（ｐ目の①］）、茂砂（旨・の巴）、華智（ぐ群島・）一一一社の進出計画が進行中であり、このうち華智は一九八五年に操業を開
Ｉ
Ｃ
加
工
業
の
発
展
と
生
産
の
推
移
台
湾
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
産
業
は
一
九
六
七
年
こ
ろ
か
ら
は
じ
ま
り
、
現
在
に
至
る
ま
で
ボ
ン
デ
ン
グ
、
パ
キ
ン
グ
、
テ
ス
ト
な
ど
労
働
集
約
的
組
立
工
秘
の
加
工
貿
易
が
鎚
本
で
あ
る
。
そ
し
て
現
在
、
Ｉ
Ｃ
一
貫
ラ
イ
ン
製
造
能
力
を
有
す
る
の
は
、
わ
ず
か
に
政
府
の
嗣
子
工
業研究所（ＥＲＳＯ）と朕華公司の一一つにすぎない。まず、これまでの沿姉について承ると、ほぼ三つの時期に分けて
概
観
で
き
る
。
以
上
の
経
過
を
た
ど
り
な
が
ら
、
台
湾
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
産
業
は
現
在
ま
が
り
な
り
に
も
あ
る
程
度
の
規
模
に
ま
で
成
長
し
て
い
る
。
そ
５
集
積
回
路
（
Ｉ
Ｃ
）
の
事
例
ｚ８ｏ
こでまずＩＣ加工生産の推移について、次の表８でゑてみたい。この表でもわかるように、ＩＣ加工産業が一九六七
年
か
ら
開
始
し
た
と
し
て
も
、
生
産
額
が
あ
る
程
度
の
規
模
に
達
し
た
の
は
一
九
六
八
年
で
あ
る
。
そ
し
て
、
一
九
七
三
年
か
ら
一
九
七
四
年
に
か
け
て
激
増
し
た
あ
と
、
一
九
七
九
年
ま
で
停
滞
が
続
い
た
。
そ
し
て
一
九
八
○
年
以
降
、
再
び
順
調
な
伸
び
を
ふ
せ
て
現
在
に
至
っ
て
い
る
。
生
産
量
と
出
荷
量
の
動
き
を
承
る
と
、
一
九
七
四
年
、
一
九
七
五
年
、
一
九
七
九
年
お
よ
び
一
九
八
四
年
の
各
年
度
に
生
産
塗
が
出
荷
量
を
大
き
く
上
回
っ
て
お
り
、
生
産
過
剰
を
呈
し
て
い
る
。
い
わ
ば
二
回
の
石
油
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
が
大
き
く
投
影
さ
れ
て
表８１Ｃ加工生産の推移
生睡ｊＴｉ
(百万個）
出荷量
(百万個）
前年比'''１
び率(％）
IＩｌｉ額
（百万元）
i)１１年比Ｉ１ｌ１
び率（％）
平均単Ｉ
（元）
６
７
８
９
０
１
２
３
４
５
６
７
８
９
０
１
２
３
４
６
６
６
６
７
７
７
７
７
７
７
７
７
７
８
８
８
８
８
９１
６
１１
１１８
３１０
２６０
２７３
７５５
３２９９
５２８９
４３１１
３４４３
３５２１
４６６８
４７８５
７９３８
8719
12131
13452
18628
４
５
０
０
４
１
２
６
４
９
５
２
１
２
３
４
８
１
２
３
３
６
４
５
７
０
１
４
３
２
０
３
２
３
●
０
１
３
６
３
３
３
４
５
６
７
７
９
３
１
４
５
０
０
６
７
１
９
２
９
４
７
５
２
６
３
７
１
２
３
３
５
６
９
３
０
１
２
９
１
６
２
１
３
０
１
３
４
３
３
３
４
４
６
６
７
９
０
１
５
６
５
７
６
８
１
６
０
１
２
９
７
０
１
８
８
０
●
●
●
●
●
●
■
●
●
●
●
●
●
●
●
●
７
３
５
８
７
４
９
０
３
１
１
０
９
３
３
６
４
２
２
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
７
１
０
６
０
３
５
？
３
６
５
９
８
１
９
５
２
●
Ｇ
Ｂ
●
■
●
●
●
’
●
２
６
５
６
７
０
８
２
２
２
５
９
９
０
８
’
５
３１３’２
６
１
７
３
６
１
３
６
１
３
１
一
０
０
０
１
９
２
５
？
６
０
９
６
８
６
８
４
６
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
０
０
０
６
９
８
３
１
６
５
３
８
８
６
２
０
５
２
３
２
３
３
３
１
２
２
１
３
３
１
1８．１
平均伸び率'77-,841１１６．７１１２a２１
注）ＩＣに関する下記統計資料が，1976年以降の数Ⅲ'[について，１６３
号（1983年３月）から大'1冊に変更されている。したがって，１９７５
年以i)ilの統計数値は信幽性に欠ける。このため1976年の前年比'''１
び率は算出を避けた。
出所）経済部統iil･処編『'１１華氏'五|台湾工業生産統計)]報』８８号（1977年
１)]）114ページ，100号（1978年１)]）110ページ，124号（1980
年１ノ｣）120-122ページオゴよび186号（1985年２)｣）119-123ペ
ージによる。
ツクの影響が大きく投影されて
い
る
。
ま
た
一
九
八
四
年
の
生
産
過
剰は最近のＩＣ需要の後退に韮
因
す
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
Ｉ
Ｃ
産
業
は
起
伏
が
激
し
く
、
不
安
定
で
あ
り
、
そ
の
状
況が表で示されている前年比伸
び
率
の
大
幅
な
乱
高
下
や
平
均
単
価
の
変
動
に
承
ら
れ
る
。
一
九
七
七
年
から一九八四年までの川荷量と
出荷額の前年比仲び率を全体平
均で承ると、出荷量が年平均一
六・七％、出荷額のそれが二五
・
二
％
の
仲
び
を
ふ
せ
て
い
る
。
こ
れ
は
平
均
単
価
の
上
昇
の
結
果
で
あ
るが、同時に、ＩＣ産業が成長
2８１ 第８章台湾の温子産業と'三1本企業の進出
の推移 (lli位8100万米ドル）表９主要嗣子部1W,の供給源（1975）
’’'８４ （％）1９７９ １９８０
輸出|輸入|輪'Ⅱ|輸入|輔’Ⅱ 総需要｜輪入｜国内供給
1682121爪４１２６`O153a714824 半郡体』剛!(回路（ＩＣ）
プリント回路板
テレビlDL像樒
キャバシクー
抵抗器
コイルと変圧器
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０
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０
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●
●
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０
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７
６
３
１
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１
５
０
９
８
４
８
１
０
４
３
１
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３４
４５
４
１５
２
1００
１２
４９
２０
９
１０
０
１
４
２
７
６
０
４
２
２
１
100
５
４６
２５
１２
１２
100.0187.91１２．１だ
る
型
の
過
程
に
あ
る
産
業
で
あ
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
な
お
、
生
産
量
と
い
っ
て
も
、
繰
た
ぐ
，
脈鋤榊り返すように、台湾のＩＣ産業は現在なおもパキングエ程を中心とした
「辨研州舳燗艸ⅧⅢ川杠墹川》舵川花川』州麩Ⅷ、手昨Ⅲ三川川翅捌》趨啼》←
「砺榊癖いわれる。そして少なくとも台湾は一九七六年まで、ＩＣを生産してい
‐Ｍ鵬雌Ⅲない。次の表９は、この辺の珈情を示したものである。
棚州川漸この表で承るように、一九七五年時点のＩＣ部品の給供源は九九・九
猟し蝋一％が輸入に依存している。ついでに述べるならば、さぎに脂摘したテレ
ビ映像楠の輸入依存率も八○・一一一％ときわめて高く、一九六九年から白
ｊ所
黒
テ
レ
ビ
用
映
像
符
を
（
口
湾
で
生
産
開
始
し
た
と
は
い
え
、
自
給
能
力
は
こ
の
時
点
Ｃ
，
でまだかなり低い。そして表に示されている主要嗣子部口叩八ｍⅢ目全体の国
Ｉ
度
岬岬内自給率が、この段階で一二・一％にしかすぎない。ついでながら、さぎ
ｒ
９
１
Ｊ
に
指
摘
し
た
テ
レ
ビ
の
加
工
貿
易
的
性
格
の
一
端
が
、
》
」
の
表
か
ら
も
読
承
と
れ
る
と
蜥川
いえよう。
刑
ｊ
洲剛湾仏台肥
輸
出
入
の
構
造
く
ｌ
等
，
諏
録
次
に
、
Ｉ
Ｃ
の
輸
出
入
榊
造
に
つ
い
て
み
た
い
。
表
川
は
一
九
七
五
年
以
降
、
Ｉ
Ｃ
文
収
杜
り
の
輸
出
入
動
向
を
日
本
と
ア
メ
リ
カ
、
そ
し
て
Ｅ
Ｃ
や
東
南
ア
ジ
ア
地
域
に
区
分
し
て
よ
は
ｊ
年
ジ
ゑ
た
も
の
で
あ
る
。
ま
ず
輸
出
入
総
額
の
動
き
に
つ
い
て
み
る
と
、
輸
入
で
は
一
九
七
別」
、
ペ
五年が五○六○万ドルであったのが、一九七八年には一億一九二○万ドル
2８２
表１０ＩＣの国別および地域別輸出入構造
1975 1976 1977 1978
輸入｜輸出｜輸入｜輸出｜輪入｜輪出｜輪入｜輪出｜輸入
総額’５０．６１７８４１７４２１１２L5177.8113a71119211520il4q9
lllmiⅢ！計日木アメリカＥＣ東南アジアその他 ００８４７１０４３１１成（％）
出所）海関総税務可署統計処編『11.国進出口（輸出入）貿易統計年刊
産業的動向」『台湾経済研究月刊』５巻１期，1982年１月所収。
６１４ページによる。
(台湾区)｣，ただし，1975-
表6１（48ページ)，表6２（4９
に倍増し、一九八○年でさらに二億一七四○万ドルに倍増して、一九八四
年
に
は
五
億
三
五
七
○
万
ド
ル
に
達
し
て
い
る
。
輸
出
に
つ
い
て
は
、
一
九
七
五
年
の
七
八
四
○
万
ド
ル
か
ら
こ
れ
も
一
九
七
八
年
の
一
億
五
二
○
○
万
ド
ル
に
倍
増
し
、
一
九八○年は二億六六六○万ドル、一九八四年は四億八一一四○万ドルに増え
て
い
る
。
こ
の
間
の
輸
出
入
収
支
は
、
一
九
七
○
年
代
の
時
期
に
一
貫
し
て
出
超
で
あ
ったのが、一九八○年代から入超に転じている。これはＩＣの．〈キングや
テ
ス
ト
を
中
心
と
す
る
加
工
貿
易
が
、
賃
金
上
昇
に
よ
り
転
機
に
来
て
い
る
一
方
、
他
方
で
台
湾
国
内
市
場
の
Ｉ
Ｃ
需
要
が
強
ま
っ
て
い
る
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。
次
に
、
Ｉ
Ｃ
輸
出
入
の
日
米
お
よ
び
主
要
地
域
別
構
成
に
つ
い
て
承
よ
う
。
表
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
一
九
七
五
年
段
階
で
は
輸
出
入
と
も
ア
メ
リ
カ
が
六
○
％
台
を
占
めて圧倒的に多く、日本の地位はＥＣと互角であった。それが一九七六年
か
ら
輸
入
で
日
本
が
台
頭
し
、
輸
出
で
Ｅ
Ｃ
が
増
大
し
は
じ
め
た
。
そ
の
後
一
九
八
○
年
ま
で
、
輸
入
は
日
本
と
ア
メ
リ
カ
、
輸
出
は
ア
メ
リ
カ
と
Ｅ
Ｃ
が
主
要
相
手
先
と
い
う
構
造
が
続
い
た
。
と
く
に
輸
入
に
お
い
て
は
日
本
が
急
速
に
ア
メ
リ
カ
を
追
い
上
げ
、
一
九
七
九
年
に
は
日
本
が
四
○
％
に
増
え
、
ア
メ
リ
カ
が
三
八
％
に
落
ち
込
ん
で
、
こ
こ
で
首
位
の
座
が
逆
転
し
て
い
る
。
そ
し
て
一
九
八
四
年
に
は
ア
メ
リ
カ
は
二
四
％
と
さ
ら
に
低
落
し
て
、
東
南
ア
ジ
ア
に
も
追
い
ぬ
か
れ
る
結
果
と
な
っ
た
。
日
本
は
四
一
％
を
占
め
て
突
出
し
て
い
る
。
ま
た
、
東
南
ア
ジ
ア
の
構
成
は
一
九
八
四
年
の
内
訳
で
ゑ
る
と
、
香
港
五
％
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
八
％
、
韓
国
五
％
、
マ
レ
ー
シ
ア
六
％
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
三
％
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
諸
国
に
日
系
電
子
メ
ー
カ
ー
が
多
数
進
出
し
て
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お
り
、
こ
の
地
域
か
ら
の
輸
入
は
、
多
分
に
日
系
資
本
の
子
会
社
か
ら
き
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
台
湾
の
Ｉ
Ｃ
輸
入
に
お
け
る
ア
メ
リ
カ
、
Ｅ
Ｃ
の
低
落
と
日
本
、
東
南
ア
ジ
ア
の
増
大
局
面
は
、
世
界
の
電
子
市
場
に
お
け
る
日
米
、
日
欧
貿
易
摩
擦
激
化
の
一
側
面
と
な
っ
て
い
る
こ
と
は
ま
ち
が
い
な
い
。
な
お
、
輸
出
で
は
、
一
九
八
○
年
代
に
お
い
て
も
対
欧
米
が
主
軸
に
な
っ
て
い
る
こ
と
に
変
わ
り
は
な
い
。
な
お
、
Ｅ
Ｃ
は
オ
ラ
ン
ダ
、
西
ド
イ
ツ
、
イ
ギ
リ
ス
の
三
カ
国
が
主
要
で
、
一
九
八
四
年
の
輸
出
内
訳
は
オ
ラ
ン
ダ
一
一
％
、
西
ド
イ
ツ
九
％
、
イ
ギ
リ
ス
五
％
と
な
っ
て
い
る
。
以
上
台
湾
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
の
国
・
地
域
別
輸
出
入
臓
成
を
ま
と
め
て
承
る
と
、
結
局
、
一
九
七
○
年
代
後
半
か
ら
ア
メ
リ
カ
、
Ｅ
Ｃ
の
後
退
に
対
す
る
日
本
、
東
南
ア
ジ
ア
の
躍
進
と
い
う
動
き
が
み
ら
れ
る
。
そ
し
て
一
九
八
四
年
段
階
で
は
、
端
的
に
い
っ
て
台
湾
は
Ｉ
Ｃ
を
日
本
、
東
南
ア
ジ
ア
か
ら
輸
入
し
て
加
工
し
、
ア
メ
リ
カ
と
Ｅ
Ｃ
に
輸
出
す
る
と
い
う
構
造
が
明
確
に
形
成
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
背
景
は
す
で
に
ゑ
て
き
た
通
り
で
あ
り
、
繰
り
返
す
よ
う
だ
が
、
世
界
的
な
電
子
産
業
を
め
ぐ
る
日
本
対
欧
米
経
済
摩
擦
の
厳
し
さ
の
一
面
を
台
湾
一
地
域
の
事
情
で
も
う
か
が
い
知
る
こ
と
が
で
き
る
。
Ｉ
Ｃ
産
業
の
現
状
台
湾
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
産
業
の
現
状
に
つ
い
て
ふ
る
と
、
一
つ
は
従
来
の
労
働
集
約
的
組
立
工
程
を
中
心
と
し
た
加
工
部
門
の
状
況
、
他
の
一
つ
は
Ｉ
Ｃ
の
一
貫
ラ
イ
ン
製
造
工
程
も
し
く
は
Ｉ
Ｃ
チ
ッ
プ
製
造
工
程
を
も
つ
先
端
部
門
の
現
状
に
分
け
て
承
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
ず
Ｉ
Ｃ
の
ボ
ン
デ
ィ
ン
グ
、
．
〈
キ
ン
グ
、
テ
ス
ト
な
ど
労
働
集
約
的
組
立
工
程
を
中
心
と
し
た
加
工
産
業
は
、
現
在
の
と
こ
ろ
高
爾
、
（Ｍ）
華
泰
、
華
声
、
菱
生
、
（
ロ
通
、
大
能
な
ど
十
余
社
が
比
較
的
古
く
、
あ
る
程
度
の
規
模
に
達
し
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
そ
れ
ら
は
、
近
年
国
際
的
な
加
工
市
場
に
お
い
て
競
争
力
を
失
い
つ
つ
あ
り
、
経
営
規
模
が
縮
小
傾
向
に
さ
え
あ
る
。
そ
の
理
由
は
次
の
三
点
に
あ
る
。
一
つ
は
賃
金
の
上
昇
で
あ
る
。
経
済
発
展
に
よ
る
国
民
所
得
の
向
上
に
と
も
な
い
、
台
湾
の
賃
金
水
準
も
そ
れ
に
つ
れ
て
上
昇
し
、
加
工組立の生産コストの約三○％を占める人件費の負担が増大している。この点が東南アジア地域との競争において、
ま
す
ま
す
不
利
に
な
っ
て
い
る
お
も
な
原
因
で
あ
る
。
二
つ
は
パ
ヶ
ー
ジ
形
態
の
不
利
で
あ
る
。
台
湾
の
業
者
が
採
用
し
て
い
る
セ
ラ
ミ
284
ツ
ク
。
〈
キ
ン
グ
の
設
備
は
、
最
近
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
Ｄ
Ｉ
Ｐ
の
タ
イ
プ
よ
り
も
剖
高
と
な
っ
て
い
る
。
三
つ
は
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
、
た
と
え
ば
マ
レ
ー
シ
ア
、
タ
イ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
追
い
上
げ
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
国
ぐ
に
で
ば
近
年
Ｉ
Ｃ
加
工
の
投
資
に
力
を
入
れ
て
お
り
、
台
湾
よ
り
も
五
○
’
六
○
％
安
い
賃
金
に
も
の
を
い
わ
せ
て
競
争
力
を
強
め
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
、
加
工
工
程
の
ｎ
（旧）
動
化
が
お
く
れ
て
い
る
（
口
湾
の
業
界
は
、
窮
地
に
追
い
込
ま
れ
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
次に、台湾におけるＩＣ先端部門の現状についてみよう。現在、台湾が使用している多結品シリコン原料はすべて
が
輸
入
で
あ
る
。
そ
し
て
こ
の
多
結
、
叩
か
ら
単
結
品
シ
リ
コ
ン
に
製
造
で
き
る
企
業
は
、
大
同
と
中
米
シ
リ
コ
ン
社
の
二
社
し
か
な
い
。
大同は国８は長田・ロの法を採用して一一’一一。五インチのウエハを生産し、主としてダイオードの原料に供給されて
い
る
。
中
米
社
は
Ｃ
Ｚ
法
を
と
り
、
四
イ
ン
チ
の
ウ
エ
ハ
を
製
造
し
、
電
研
（
Ｅ
Ｒ
Ｓ
Ｏ
）
と
朕
華
の
二
社
に
供
給
で
き
る
能
力
を
も
っ
て
いる。そこで、現在、台湾においてウエハからＩＣチップを製造できるのは、上述の嗣研と朕華の二社しかない。砺
研
は
ア
メ
リ
カ
の
Ｒ
Ｃ
Ａ
社
か
ら
技
術
を
移
砿
し
、
さ
ら
に
そ
の
技
術
を
朕
華
に
移
転
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
両
者
の
製
品
お
よ
び
技
術
レ
ベ
ル
は
類
似
し
て
い
る
。
こ
の
ほ
か
に
、
目
下
、
メ
モ
リ
素
子
の
製
造
を
中
心
と
す
る
米
系
華
僑
か
ら
の
投
資
計
画
が
三
件
あ
る
。
こ
れ
ら
先
端
企
業
の
製
口
叩
と
そ
の
技
術
レ
ベ
ル
を
示
し
た
の
が
、
次
の
表
Ⅲ
で
あ
る
。
こ
の
表
か
ら
も
わ
か
る
よ
う
に
、
全
般
的
に
レ
ベ
ル
が
ま
だ
低
く
、
高
度
Ｉ
Ｃ
チ
ッ
プ
の
製
造
に
つ
い
て
は
、
ほ
と
ん
ど
が
な
お
も
計
画
段
階
に
あ
る
。
こ
こ
で
こ
の
表
に
あ
げ
ら
れ
て
い
る
主
要
五
社
の
概
況
に
つ
い
て
承
よ
う
。
ま
ず
竜
研
（
電
子
工
業
研
究
所
Ⅱ
Ｅ
Ｒ
Ｓ
Ｏ
）
に
つ
い
て
、
繰
り
返
す
よ
う
に
、
こ
の
機
枇
は
一
九
七
四
年
に
設
立
さ
れ
た
、
政
府
工
業
技
術
研
究
院
所
属
の
機
榊
で
、
以
来
、
台
湾
雨
子
産
業
の
Ⅲ
鎖
となり、先端技術の開発をリードして、きた。現在一一○○○人近くの人員を擁し、政府資金は一九七五－一九八三年の
間
に
四
九
○
○
万
ド
ル
投
入
さ
れ
、
そ
の
う
ち
Ｉ
Ｃ
部
門
が
三
二
○
○
万
ド
ル
、
部
口
叩
部
門
が
一
七
○
○
万
ド
ル
の
構
成
で
あ
る
。
製
造
技
術
は
表
に
示
さ
れ
て
い
る
瓶
り
で
あ
り
、
こ
の
ほ
か
三
・
五
ミ
ク
ロ
ン
Ｃ
Ｍ
Ｏ
Ｓ
／
Ｎ
Ｍ
Ｏ
Ｓ
、
バ
イ
ポ
ー
ラ
ー
Ｂ
Ｉ
Ｍ
Ｏ
Ｓ
の
レ
ベ
ル
と
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
役
割
は
先
端
技
術
の
開
発
、
人
材
の
育
成
、
民
間
へ
の
技
術
移
転
と
民
間
創
業
に
対
す
る
支
援
で
あ
る
。
一
九
八
四
年
ま
で
、
一
四
○
○
人
の
電
子
技
術
人
材
を
育
成
し
、
朕
華
電
子
の
創
業
を
支
援
し
た
実
績
が
あ
り
、
現
在
進
行
中
の
華
智
電
子
の
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注）なお,1985年４）]18日,政府当局は工業技術研究院がWhlWfと１蝿'の捉挑により,256ＫＢＣＭＯＳ
ＤＲＡＭの製造に成功したと発表している。
出所）行政院経済建設委員会部１１１計画処『穣体電路（ＩＣ）工業と現況与分析』1984年１２月，表
４－１（29ページ)。
（妬）
設立にｑも協力している。一九八四年、総投
資額三○億元（約七五○○万ドル）のＶＳＬ
Ｉ
研
究
計
画
を
発
足
さ
せ
、
年
末
に
Ｖ
Ｓ
Ｌ
Ｉ
実
験工場の建設が着工され、一九八六年春に
（Ⅳ）
モデルエ場１として稼動する予定である。
次に、朕華について、繰り返すように、
こ
の
電
子
メ
ー
カ
ー
は
国
営
交
通
銀
行
と
民
間
冠
気
電
子
メ
ー
カ
ー
五
社
が
共
同
投
資
し
て
一
九
七
八
年
に
設
立
、
一
九
八
一
年
に
Ｉ
Ｃ
生
産
を
開
始
し
た
半
官
半
民
企
業
で
あ
る
。
前
述
の
通
り
電
研
か
ら
技
術
と
人
材
の
移
転
を
う
け
、
政
府
主
導
の
も
と
で
育
て
あ
げ
た
特
殊
会
社
で
も
あ
る
。
計
画
で
は
今
後
四
年
間
の
投
資
予
定
額
四
○
○
○
万
ド
ル
、
一
九
八
七
年
の
営
業
目
標
額
一
億
ド
ル
を
目
論んでいる。
このほか表川にある国警（の目の臼）、茂砂
（旨。ｍの］）、華智（ぐ群島ｏ）一一一社は、すべてア
メリカ系華僑（海外流出頭脳）の投資案件で
あ
る
。
資
金
源
は
ア
メ
リ
カ
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
ビ
ジ
ネスと国内の政府（銀行）または民間資金
２８６
こ
の
三
社
の
計
画
内
容
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
台
湾
は
ア
メ
リ
カ
で
Ｉ
Ｃ
技
術
を
も
つ
華
倫
頭
脳
を
誘
致
し
て
Ｉ
Ｃ
先
端
部
Ⅲ
を
開
発
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
そ
の
成
果
第
一
号
と
し
て
一
九
八
五
年
四
月
、
砺
研
と
華
智
の
技
術
提
携
に
よ
る
二
五
六
Ｋ
Ｂ
・
Ｃ
Ｍ
Ｏ
Ｓ
．
Ｄ
（卯）
ＲＡＭの開発成功が発表された。そして華智は一九八六年六月に操業を開始し、月産一一万仙を目論んでいる。先端技
術の開発について、台湾では国家科学委員会（国科会）が最高元締機関である。これを頂点に、ＩＣの場合は電研が推進
母
体
と
な
り
、
理
工
系
大
学
の
研
究
室
を
含
む
全
国
の
関
係
研
究
機
構
を
動
員
し
、
研
究
の
分
業
体
制
と
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
作
っ
て
、
技
術開発を推し進めている。このような在米華僑頭脳の利用や政府主導の技術開発は台湾特有の方式であると同時に、
後
発
国
に
と
っ
て
や
む
を
え
な
い
方
法
で
も
あ
る
。
こ
の
開
発
方
式
が
ど
の
よ
う
な
成
果
を
収
め
る
か
、
注
目
に
値
す
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
一
九
六
○
年
代
以
後
、
日
米
多
国
籍
企
業
の
国
際
分
業
体
制
に
組
承
込
ま
れ
な
が
ら
、
テ
レ
ビ
、
ラ
ジ
オ
、
Ｉ
Ｃ
の
加
工
貿
易
を
中
心
に
し
て
発
展
し
て
き
た
台
湾
の
電
子
産
業
は
い
ま
や
転
機
に
き
て
い
る
。
国
内
経
済
条
件
の
変
化
、
鯰
国
、
香
港
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
ア
ジ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
と
の
競
争
激
化
や
東
南
ア
ジ
ア
準
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
追
い
上
げ
に
よ
り
、
台
湾
に
と
り
テ
レ
ビ
、
ラ
ジ
オ
、
Ｉ
Ｃ
な
ど
低
賃
金
を
利
用
し
た
加
工
貿
易
の
時
代
は
過
ぎ
去
り
つ
つ
あ
る
。
そ
し
て
そ
れ
ら
に
代
わ
り
、
さ
ら
に
付
加
価
値
の
高
い
、
資
本
・
技
術
集
約
的
な
先
端
電
子
部
門
へ
の
躍
進
を
台
湾
は
迫
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
過
程
で
二
つ
の
選
択
肢
が
あ
る
。
一
つ
は
半
導
体
Ｉ
Ｃ
生
産
へ
の
参
入
で
（旧）
との〈口弁を計画している。たとえば、国善には行政院開発基金などが投資に参与している。そして技術は自前のＪもの
と
台
湾
の
電
研
ま
た
は
朕
華
と
の
提
携
を
考
案
し
て
い
る
。
た
と
え
ば
華
智
と
電
研
、
国
善
お
よ
び
茂
砂
は
朕
華
と
技
術
提
携
を
結
ぶ
段
取
り
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
華
智
の
予
定
投
資
額
は
五
五
○
○
万
ド
ル
、
一
九
八
七
年
段
階
の
営
業
目
標
七
九
○
○
万
ド
ル
、
国
善
の
そ
れ
は
投
資
五
○
○
○
万
ド
ル
、
営
業
目
標
三
七
○
○
万
ド
ル
、
茂
砂
は
投
資
四
一
○
○
万
ド
ル
、
一
九
八
八
年
の
営
業
目
標
一
億
一
五
（Ⅲ）
○○万バトルレ」なっている。
６
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望
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ま
ず
半
導
体
部
門
に
つ
い
て
、
上
述
の
通
り
、
台
湾
は
公
的
機
関
の
雨
研
を
中
心
に
い
ろ
い
ろ
な
開
発
方
式
を
模
索
し
て
い
る
が
、
以
前
の
テ
レ
ビ
、
ラ
ジ
オ
開
発
時
代
と
大
き
く
ち
が
う
の
は
、
外
資
の
誘
致
に
努
力
し
て
は
い
る
が
、
必
ず
し
も
そ
れ
ら
の
進
出
と
提
携
が
え
ら
れ
な
い
状
況
に
あ
る
点
で
あ
る
。
い
い
か
え
れ
ば
、
先
端
技
術
に
つ
い
て
は
主
体
的
な
開
発
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
に
つ
いては、台湾ではよく騨国と比岐されて、多くの問題点が指摘されているが、そのなかで台湾特有のものでかつ敢要
と
思
わ
れ
る
の
は
、
台
湾
に
総
合
的
大
企
業
が
な
く
、
資
本
力
と
投
資
意
欲
に
欠
け
る
と
い
う
点
で
あ
る
。
い
わ
ば
重
工
業
を
含
む
多
角
的
な
産
業
部
門
や
金
融
、
流
通
部
門
に
ま
で
総
合
的
に
進
出
し
て
い
る
鯨
国
の
財
閥
ま
た
は
日
米
先
進
国
に
あ
る
よ
う
な
巨
大
企
業
が
台
湾
に
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
価
格
変
動
が
大
き
く
、
技
術
周
期
が
短
く
て
、
巨
額
の
開
発
資
金
を
必
要
と
す
る
、
リ
ス
ク
の
大
き
い
半
導
体
投
資
に
台
湾
の
民
間
企
業
は
蹄
蹄
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
川
腿
は
、
産
業
が
国
営
と
民
営
の
二
Ⅲ
構
造
を
な
し
て
い
る
台
湾
特
有
の
産
業
柵
造
の
問
題
と
も
深
く
か
か
わ
っ
て
い
る
。
周
知
の
通
り
、
台
湾
で
は
ほ
と
ん
ど
の
蕪
幹
産
業
や
重
要
金
融
機
関
が
国
営
で
あ
り
、
民
剛
企
業
は
主
と
し
て
峰
工
業
、
消
費
財
産
業
部
門
に
進
出
し
て
い
る
。
こ
れ
は
国
策
的
な
国
家
体
制
の
問
題
で
あ
り
、
容
易
に
変
え
ら
れ
な
い
。
し
た
が
っ
て
政
府
が
主
導
し
、
電
研
を
推
進
母
体
に
し
て
半
導
体
先
端
技
術
の
州
発
に
の
り
出
さ
ざ
る
を
え
な
い
事
情
が
こ
こ
に
あ
る
。
ち
な
承
に
、
一
九
七
九
年
、
台
湾
の
研
究
開
発費総柧は一億四六一○刀一兀（約三八四刀ドル）で、ＧＮＰのわずか○・○一一％にすぎない。また、このうち政府支出
（別）
が
八
○
％
を
占
め
、
民
間
は
一
六
％
の
糸
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
こ
に
ま
た
大
き
な
限
界
が
あ
る
。
競
争
原
理
が
働
か
な
い
公
的
研
究
機
構
に
お
い
て
開
発
さ
れ
た
技
術
が
、
ど
こ
ま
で
国
内
的
に
商
業
化
さ
れ
、
国
際
競
争
に
た
え
う
る
の
か
が
問
題
で
あ
る
。
こ
こ
に
電
研
の
技
術
が
必
ず
民
間
に
移
転
せ
ざ
る
を
え
な
い
論
理
が
あ
る
。
そ
こ
で
有
利
な
条
件
で
技
術
移
転
を
う
け
た
民
間
企
業
が
ど
こ
ま
で
そ
れ
を
商
業
化
し
う
る
の
か
は
、
日
下
試
行
の
段
階
に
あ
る
。
と
く
に
半
導
体
技
術
の
生
命
周
期
が
き
わ
め
て
短
い
た
め
、
自
主
的
な
開
発
体
制
と
技
術
の
蓄
積
を
も
た
な
い
民
間
企
業
が
、
い
つ
ま
で
も
電
研
の
技
術
に
依
存
し
続
け
る
可
能
性
が
あ
る
。
こ
こ
に
台
湾
に
お
け
あり、他（
述べたい。 他の
一
つ
は
新
し
い
ハ
イ
テ
ク
製
耐
産
業
の
導
入
で
あ
る
。
以
下
、
こ
の
二
つ
の
側
面
に
分
け
て
そ
の
問
題
点
と
若
干
の
展
望
を
２８８ 
る
産
業
構
造
や
企
業
形
態
の
性
格
が
半
導
体
先
端
技
術
開
発
の
構
造
的
な
足
か
せ
に
な
っ
て
い
る
問
題
の
所
在
が
あ
る
。
こ
の
ほ
か
に
、
国
内
市
場
の
狭
小
性
が
問
題
で
あ
る
と
い
う
指
摘
も
多
い
。
確
か
に
一
九
○
○
万
人
の
市
場
規
模
は
小
さ
く
、
国
内
市
場
を
蓄
積
の
基
盤
と
し
な
が
ら
、
国
際
競
争
に
立
ち
向
か
う
条
件
は
弱
い
。
し
た
が
っ
て
、
台
湾
の
半
導
体
開
発
は
、
量
産
体
制
に
な
れ
ば
す
ぐ
に
輸
出
に
活
路
を
求
め
ざ
る
を
え
ず
、
い
き
な
り
厳
し
い
国
際
競
争
に
さ
ら
さ
れ
る
。
そ
の
場
合
、
上
述
の
資
本
力
の
格
差
の
承
でなく、技術開発のおくれ、経験の不足などなど、外資との提携なしにはとうてい国際競争力をもちえない。
こ
の
よ
う
な
も
ろ
も
ろ
の
条
件
の
も
と
で
、
台
湾
の
民
間
稲
子
メ
ー
カ
ー
が
と
れ
る
経
営
戦
略
は
、
い
わ
ゆ
る
「
館
二
主
義
」
し
か
な
い
よ
う
で
あ
る
。
こ
れ
は
プ
ロ
ダ
ク
ト
サ
イ
ク
ル
の
理
論
で
い
え
ば
、
先
端
技
術
を
狙
う
こ
と
な
く
、
そ
の
次
に
控
え
て
成
熟
し
た
製
品
や
標
準
化
さ
れ
た
技
術
を
導
入
す
る
経
営
戦
略
で
あ
る
。
国
民
経
済
の
次
元
か
ら
ゑ
れ
ぱ
、
消
極
的
な
戦
略
で
あ
る
か
も
知
れ
な
い
が
、
個
別
企
業
レ
ベ
ル
で
ゑ
た
場
合
、
そ
れ
な
り
の
経
営
合
理
性
が
あ
る
。
と
く
に
半
導
体
産
業
は
性
格
的
に
、
後
発
性
の
利
益
よ
り
も
そ
の
不
利
猯
が
大
き
く
働
く
産
業
で
あ
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
こ
の
「
節
二
主
義
」
の
経
営
戦
略
は
、
当
分
台
湾
の
民
間
髄
子
メ
ー
カ
ー
を
支
配
す
る
生
き
方
で
は
な
い
か
と
思
う
。
こ
の
傾
向
は
ハ
イ
テ
ク
製
品
と
し
て
Ｖ
Ｔ
Ｒ
や
マ
イ
コ
ン
、
、
ハ
ソ
コ
ン
の
導
入
事
例
に
承
ら
れ
る
。
そ
こ
で
、
次
に
、
ハ
イ
テ
ク
製
品
の
導
入
に
つ
い
て
、
台
湾
で
は
目
下
Ｖ
Ｔ
Ｒ
の
生
産
と
マ
イ
コ
ン
、
、
ハ
ソ
コ
ン
な
ど
情
報
処
班
産
業
の
導
入
に
力
を
入
れ
て
い
る
。
ま
ず
、
Ｖ
Ｔ
Ｒ
に
つ
い
て
、
こ
の
新
製
品
が
台
湾
の
嗣
子
メ
ー
カ
ー
に
と
っ
て
、
こ
れ
ま
で
の
テ
レ
ビ
に
取
っ
て
代
わ
り
う
る
目
玉
商
品
と
な
り
う
る
か
ど
う
か
が
関
心
の
焦
点
で
あ
る
。
す
で
に
ふ
れ
た
通
り
、
Ｖ
Ｔ
Ｒ
は
一
九
八
二
年
、
大
同
が
東
芝
と
提
携
し
て
生
産
を
は
じ
め
た
も
の
で
、
現
在
五
社
が
生
産
し
て
お
り
、
う
ち
四
社
が
Ｏ
Ｅ
Ｍ
方
式
を
と
っ
て
い
る
。
大
同
は
現
在
月
産
一
万
五
○
○
○
台
に
達
し
て
い
る
。
一
九
八
四
年
台
湾
の
総
生
産
逓
が
一
三
万
台
で
、
こ
の
規
模
は
す
で
に
当
面
の
国
内
需
要
を
上
回
っ
て
い
る
。
技
術
レ
ベ
ル
と
し
て
は
、
大
同
、
声
宝
（
台
湾
シ
ャ
ー
プ
）
と
も
ド
ラ
ム
は
生
産
で
き
る
が
、
磁
気
ヘ
ッ
ド
は
製
造
不
可
能
で
、
重
要
部
品
は
ほ
と
ん
ど
日
本
か
ら
の
輸
入
に
依
存
し
て
い
る
。
政
府
の
国
産
化
率
規
定
は
、
一
九
八
三
年
三
○
％
、
一
九
八
四
年
四
○
％
、
一
九
八
五
年
五
○
％
、
一
九
八
六
年
五
五
％
と
な
っ
て
お
り
、
一
九
八
六
年
か
ら
Ｖ
Ｔ
Ｒ
製
品
の
輸
入
自
由
化
に
移
行
す
る
予
定
で
あ
る
の
で
、
メ
ー
カ
ー
は
か
え
っ
て
設
備
投
資
を
し
ぶ
っ
て
い
る
。
そ
し
て
か
つ
て
の
テ
レ
ビ
の
よ
う
な
長
期
保
護
政
策
を
と
る
よ
2８９ 第８章 台湾の氾子産業と日本企業の進１１１
次に、情報処理産業について、台湾当局は一九八二年に「中華民国資訊（情報処理）工業部門発展計画（一九八○’一
九八九）」を発足させ、情報処理産業の振興を産業高度化の突破口にしようと目論んでいる。これに韮づいて「資訊工
業策進会」が組織され、続いて一九八四年七月には「資訊工業市場情報中心」（富月屏の亘口己房の口８○の日の１三○）が
設
立
さ
れ
た
。
そ
し
て
と
く
に
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
部
川
の
開
発
に
官
民
一
体
と
な
っ
て
多
く
の
努
力
が
な
さ
れ
て
い
る
。
し
（郡）
か
し
な
が
ら
、
こ
の
分
野
で
は
現
在
の
と
こ
ろ
市
場
の
七
○
％
が
外
資
企
業
の
支
配
下
に
あ
る
。
Ｉ
Ｂ
Ｍ
を
中
心
と
す
る
米
系
企
業
の
進
出
が
目
だ
っ
て
お
り
、
輸
出
入
で
ゑ
て
も
ア
メ
リ
カ
と
の
関
係
が
き
わ
め
て
緊
辮
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
マ
イ
コ
ン
に
つ
い
て
、
一
九
八
四
年
一
’
六
月
の
輸
出
入
を
承
る
と
、
輸
入
が
一
七
八
七
万
ド
ル
、
輸
出
が
三
一
一
四
七
万
ド
ル
で
、
あ
る
縄
度
の
成
果
が
承
ら
れ
は
じ
め
て
い
る
。
ま
た
、
国
別
椛
成
で
承
る
と
、
輸
入
は
ア
メ
リ
カ
六
一
・
四
％
、
日
本
二
九
・
一
％
で
、
日
米
で
九
○
・
五
％
を
占
め
、
ア
メ
リ
カ
が
主
要
輸
入
国
に
な
っ
て
い
る
。
輸
出
は
ア
メ
リ
カ
の
五
八
・
一
％
が
も
っ
と
も
多
く
、
次
が
香
港
の
六
・
八
％
、
そ
の
次
が
カ
ナ
（別）
ダ
の
四
・
九
％
と
な
っ
て
い
る
。
ア
メ
リ
カ
へ
の
輸
出
が
突
出
し
て
い
て
、
日
本
へ
の
輸
出
は
ほ
と
ん
ど
承
ら
れ
な
い
。
ア
メ
リ
カ
と
比
較
し
て
、
日
本
市
場
の
閉
鎖
性
の
片
り
ん
が
う
か
が
え
る
。
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
部
門
の
需
要
は
き
わ
め
て
多
種
多
様
で
あ
り
、
台
湾
で
は
多
種
少
量
生
産
に
よ
る
ニ
ッ
チ
マ
ー
ケ
ッ
ト
（日呂の日日丙の庁）指向型の発展を辿るような開発戦略がとられている。これは一種の「館二主義」でもあると理解でき
（”） 
う
政
府
に
要
望
し
て
い
る
と
い
う
の
が
現
状
で
あ
る
。
以
上
の
い
き
さ
つ
か
ら
ゑ
て
、
』
も
し
大
同
と
東
芝
と
の
提
携
関
係
、
い
い
か
え
れ
ば
、
日
本
資
本
の
台
湾
Ｖ
Ｔ
Ｒ
部
門
へ
の
進
出
が
始
動
し
て
い
る
と
い
う
事
実
を
軍
く
承
る
な
ら
ば
、
お
そ
か
れ
早
か
れ
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
よ
う
な
発
展
を
Ｖ
Ｔ
Ｒ
部
門
も
ま
た
辿
る
に
ち
が
い
な
い
。
Ｖ
Ｔ
Ｒ
製
肋
が
成
熟
段
階
に
移
行
す
る
に
つ
れ
て
そ
の
可
能
性
は
十
分
ＺＵＯ これ
ま
で
台
湾
の
電
子
産
業
は
、
鯨
国
の
そ
れ
と
比
較
し
て
、
ほ
ぼ
同
一
水
準
に
あ
り
な
が
ら
も
、
生
産
、
輸
出
、
お
よ
び
雇
用
に
お
い
て
い
ず
れ
も
鯨
国
よ
り
上
位
を
占
め
て
い
た
。
た
と
え
ば
、
一
九
八
三
年
の
事
例
で
み
る
と
、
台
湾
の
生
産
額
約
七
○
億
ド
ル
、
輸
出
に
あ
り
う
る
と
ゑ
て
い
る
。
z９ｏ 
額約四一一一億ドルに対し、鯨国のそれは五三億ドルおよび二九億ドルのレベルである。また一鵬用については、一九八一
年台湾の二万五二○○人に対し、韓国は一九八一一年の数字で一五万一一一○○○人しかない。このように、台湾の電子産
業
が
韓
国
の
そ
れ
よ
り
一
歩
先
ん
じ
て
い
る
の
が
現
状
の
よ
う
で
あ
る
が
、
し
か
し
、
近
年
、
韓
国
は
金
星
、
三
星
、
大
字
、
現
代
の
四
大
財
閥
資
本
を
基
軸
に
電
子
部
門
で
巨
額
の
投
資
を
行
な
い
、
外
資
と
の
技
術
提
携
や
ア
メ
リ
カ
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
へ
の
進
出
、
ア
メ
リ
カ
か
ら
の
頭
脳
雇
用
に
積
極
的
に
乗
り
出
し
て
い
る
。
こ
の
た
め
数
年
後
に
は
台
湾
を
追
い
ぬ
い
て
い
く
の
で
は
な
い
か
と
、
台
湾
側
は
（郡）
憂
慮
し
て
い
る
。
両
者
は
踊
子
産
業
に
お
い
て
、
厳
し
い
ラ
イ
バ
ル
関
係
に
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
一方、台湾当局は、一九八○年に発足した「中華民国瓶子工業部Ⅲ発展計画（一九八○’一九八九）」で、この計画が
おわる一九八九年の達成目標を次のように設定している。つまり、嗣子産業の総生産額は一一一一一一一一一億ドル、うち民生川
製口叩一一一○％、産業用製品二五％、部ｕ叩四五％の柵成を甘論んでいる。一九七九年段階の総生産額四一億ドルでよれば、
年平均成長率一一一一・七％、そして世界市場に占める割合は、一九七九年の一・四％から一九八九年の三％に拡大する
（加）
こ
と
を
目
標
に
し
て
い
る
。
こ
の
目
標
の
達
成
は
、
台
湾
と
し
て
は
ひ
と
膳
え
に
国
際
経
済
環
境
の
要
因
に
か
か
っ
て
い
る
。
と
く
に
日
米
先
進
国
の
動
向
お
よ
び
競
合
関
係
に
あ
る
ア
ジ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
動
向
が
重
要
な
規
定
要
因
に
な
る
で
あ
ろ
う
。
いずれにしても、台湾の電子産業は、新しい国際分業体制のもとで活路を求めていくほかない柵造的状況におかれ
て
い
る
。
そ
し
て
、
台
湾
が
「
節
二
主
義
」
の
経
営
戦
略
を
と
る
か
ぎ
り
、
日
米
流
子
産
業
の
ハ
イ
テ
ク
競
争
や
貿
易
摩
擦
が
ど
の
よ
う
に
展
開
さ
れ
よ
う
と
、
電
子
産
業
に
お
け
る
多
国
籍
的
な
発
展
が
続
く
か
ぎ
り
、
台
湾
の
嗣
子
藤
業
も
ま
た
そ
の
あ
と
に
袴
着
し
て
、
そ
れ
な
り
の
発
展
を
続
け
て
い
く
に
ち
が
い
な
い
。
（１） 
（２） 
（３） 
（４） 
台湾電子産業の沿革については、この外に吉岡〔一九八一〕一一一一○’一三三ページを参照されたい。
交
流
協
会
ロ
九
七
八
〕
八
六
ペ
ー
ジ
。
台
湾
経
済
研
究
所
〔
一
九
八
五
〕
一
七
ペ
ー
ジ
。
「中央日報』（台北）国際航空版、一九八五年四月一九日。一一一ページ記事。
291第８章台湾のfbj子産業と'三1本企業の進出
（５）ｏｏｐｐＱ」ｍ・開国８口・日庁四目巳□ぬ：。□のぐの］・ＤＢの日口の段〕ｂ・口、、。
（６）与武・口、忠．
（
７
）
東
洋
経
済
新
報
社
□
九
八
五
〕
九
ペ
ー
ジ
。
（８）大同製鋼機械公司〔’九五八〕七’一一一一ページ、および劉〔一九七五〕二八一一一’二八四ページ。
（
９
）
松
本
・
石
円
〔
一
九
七
一
〕
一
一
六
’
一
二
二
ペ
ー
ジ
。
（
、
）
葉
〔
一
九
八
○
〕
一
五
六
’
二
○
五
ペ
ー
ジ
。
以
下
と
く
に
注
釈
が
な
け
れ
ば
、
主
と
し
て
こ
の
論
文
の
内
容
に
依
拠
し
て
叙
述
す
る
。
な
お
こ
の
論
文
は
台
湾
の
電
子
産
業
に
関
す
る
研
究
業
績
の
な
か
で
、
も
っ
と
も
優
れ
た
労
作
で
あ
る
と
ゑ
て
い
る
。
（
皿
）
行
政
院
経
済
建
設
委
員
会
部
門
計
凹
処
□
九
七
九
〕
六
四
’
六
五
ペ
ー
ジ
。
（⑫）同、三四’三五ページおよび表一一一‐二参照。
（過）杜〔一九八二〕四六ページ。
（
皿
）
行
政
院
経
済
建
設
委
員
会
部
門
計
画
処
〔
一
九
八
四
Ｂ
〕
二
八
ペ
ー
ジ
。
（胆）杜〔一九八二〕四六’四七ページ。
（
Ⅷ
）
工
業
技
術
研
究
院
電
子
工
業
研
究
所
〔
一
九
八
四
〕
二
’
三
ペ
ー
ジ
。
（〃）『中央日報』一九八五年一二月一一一日、三ページおよび同一二月三○日一ページ記事による。
（胆）『中央日報』一九八四年一二月三日、三ページ。陳正毅記事。なお、この記事の表題は「ＩＣ産業はまだ根づいていない、
工
研
院
が
主
導
し
て
技
術
開
発
に
全
力
投
球
、
経
費
・
人
材
不
足
が
苦
悩
の
た
れ
」
と
な
っ
て
い
る
。
（
、
）
工
業
技
術
研
究
院
電
子
工
業
研
究
所
□
九
八
四
〕
五
ペ
ー
ジ
の
表
に
よ
る
。
（卯）『中央日報』一九八五年四月一九日、三ページ記事による。
（
皿
）
行
政
院
経
済
建
設
委
員
会
〔
一
九
八
二
〕
三
ペ
ー
ジ
。
（麺）台湾経済研究所〔一九八五〕一六’一八ページ。
（鋼）「中央日報』一九八五年四月一七日、三ページ記事。
（皿）財団法人資訊工業策進会〔一九八四〕表三・二四および図一一一・一二（七四’七五ページ）による。
（
妬
）
行
政
院
経
済
建
設
委
員
会
部
門
計
画
処
□
九
八
四
Ａ
〕
一
’
七
ペ
ー
ジ
。
（妬）同〔一九八一〕表二１－（一九ページ）による。
2１２ 
本章の課題は、オーストラリアにおける日系企業の生雌投資を荻礎的に支える肱川と労使関係の股州を解川するこ
と
で
あ
る
。
そ
の
ば
あ
い
、
一
脈
川
や
労
使
関
係
が
社
会
・
文
化
要
囚
に
規
定
さ
れ
て
い
る
か
ら
と
い
っ
て
、
そ
の
面
だ
け
を
強
調
し
た
の
では、資本蓄積の．ハフォーマンスを韮礎的に解明したことにはならない。生産投資が対象とする市場の規模や構造、
（１） 
そ
れ
ら
の
動
態
な
ど
の
経
済
要
因
を
取
り
込
永
、
経
営
理
念
や
管
理
力
式
の
導
入
だ
け
で
な
く
、
そ
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
と
し
て
の
一
雁
川
や
労
使
関
係
の
実
態
を
解
肌
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
意
味
で
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
先
進
諸
国
の
な
か
で
も
市
吻
規
模
が
き
わ
め
て
小
さ
く
、
多
く
の
製
造
業
が
高
い
関
税
障
壁
で
保
護
さ
れ
て
お
り
、
し
か
も
か
な
り
特
異
な
労
使
関
係
を
持
つ
点
で
、
興
味
深
い
多
く
の
問
題
を
提
起
し
て
い
る
。
本
章
で
は
、
一
九
八
五
年一’一一一月に私が訪問調査したカラーＴＶ企業三社を中心として、通信機、自動車工業の調査企業と比較しつつ、進
出
状
況
の
ほ
か
、
雇
朋
、
賃
金
な
ど
の
労
働
条
件
、
労
使
関
係
の
実
態
を
解
明
す
る
。
そ
れ
に
先
立
っ
て
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
へ
の
日
本
企
業
の
進
出
と
経
営
上
の
川
越
点
に
つ
い
て
そ
の
概
況
を
ゑ
て
お
こ
う
。
（⑰】）
日本企業の進出は、表１のようにやはり商社などを中心として、早くから進出していた鉱業のほか、製逃廻業ではｎ
（３） 
動車工業、電機工業を始め、繊維、食料などの工業で顕著になっている。日本貿易振興会（ジェトロ）では、これらの
第
九
章
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
へ
の
電
機
産
業
の
進
出
と
雇
用
・
労
使
関
係
ｌ 
訓4
題
２９３ 
２
業
業
業
業
業
業
品
業
具
紙
刷
学
靴
而
業
屈
品
械
器
器
器
業
業
業
業
業
業
有
他
明
一
緬
託
鋤
料
や
部
品
の
納
期
、
価
表潅水設造“繩楴》州化》掛繩楴辨朴州岼州》州“杣一“の凍るの桁水準、耐質上のⅢ
産
洋
・
社
一
－
１
’
｜
水
一
、
題
、
②
日
本
か
ら
の
関
耐金不迎サ株そ不・川
一唯一全農鉱迷製
述
企
業
の
進
出
は
、
市
場
規
模
が
小
さ
い
た
め
に
期
待
で
き
な
い
、
③
中
堅
技
術
者
、
熟
練
工
の
不
足
の
う
え
に
、
労
働
者
全
休
が
い
わ
ば
量
産
型
に
教
育
訓
練
さ
れ
て
お
ら
ず
、
職
種
別
細
張
り
意
識
が
強
い
反
面
、
生
産
性
上
昇
の
意
識
や
能
力
が
低
い
、
④
労
使
間
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
イ
シ
ョ
ン
を
密
に
し
て
も
、
労
使
紛
争
が
多
く
、
と
く
に
独
特
の
労
使
調
停
制
度
の
も
と
で
、
労
使
関
係
の
あ
り
方
に
悩
ん
で
い
る
事
例
が
多
い
、
と
い
う
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
状
態
に
対
し
て
、
日
系
企
業
は
手
を
拱
い
て
い
る
わ
け
で
は
決
し
て
な
い
。
尖
に
日
系
企
業
ら
し
い
、
さ
ま
ざ
ま
な
対
応
を
試
ゑ
て
い
る
。
ジ
ェ
ト
ロ
の
調
査
は
そ
れ
を
「
日
本
的
経
営
の
導
入
」
と
し
て
把
握
し
よ
う
と
し
て
い
る
が
、
そ
の
具
体
的
な
事
項
と
導
入
件
数
は
表
２
の
と
お
り
で
あ
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
①
前
述
の
よ
う
な
労
働
者
の
職
種
別
細
張
り
が
強
い
実
態
に
対
し
て
、
職
務
の
ロ
ー
テ
イ
シ
ョ
ン
な
ど
に
よ
っ
て
、
産業・進llI時期別日系企業数（社）
業|合計|～64165~69170~74175~79180~8５
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１
１
 
８
２
５
１
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２
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１
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１
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１０ 
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３
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１
 
１
 
６
３
３
１
 
２
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１
１
 
１
 
２
１
 
３
４
３
１
３
３
１
２
７
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２
４
２
０
９
５
９
３
２
１
 
１
 
３
２
 
１
 
１
 
２
２
２
１
 
１ 
１ 
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１ ２ 
１ 
１ 
１
１
２
 
２ 
１ 
４
２
２
３
７
９
６
１
３
１
１
 
３
 
５ 
１ 
１５ 
１ 
1３ ９
６
３
２
２
１
６
１
 
２
 3５ 
４ 
２
３
 
１
１
 ３ 
東洋経済新報社『海外進1M企業総覧』１９８６年版によ
る。アンケート調査などにより，1985年７月１日現在
の社数を示す。（j'(券取得は除かれている。
製
造
業
の
う
ち
三
三
社
を
対
象
と
し
て
、
進
出
動
機
や
経
営
上
の
さ
ま
ざ
ま
な
間
題
を
調
査
し
て
い
る
が
、
そ
れ
に
よ
る
と
つ
ぎ
の
よ
う
な
経
営
上
の
Ⅲ
題
が
あ
き
ら
（４） 
かにされている。
す
な
わ
ち
、
①
原
材
２９４ 
表２いわゆる日本的経営の事項別導入件数 このように、製造業に進出している日系企業の過半数は、一応、終身雇用・年功賃金・企業内労使関係モデルを前
提
と
し
た
取
り
組
糸
を
試
糸
て
い
る
わ
け
だ
が
、
し
か
し
職
種
別
労
働
市
場
が
確
立
し
、
職
種
別
賃
金
決
定
が
一
般
化
し
て
お
り
、
企
業
辨｜Ⅷ｜、ⅢⅣⅢ川口１１１卍Ｊ｜脈・鯛綱匪抓ⅢⅧ僻伽捌輔州ⅧⅧ鮒Ⅷ柵懸瞬鍬騨州鵡阯源Ⅷ》
なる。
人材の育成と業務・作業管理の両面からアプローチすることが中心となっている。その実施率は一一一一一一社中二一件とな
っ
て
い
る
。
②
そ
れ
に
対
し
、
三
○
％
ほ
ど
の
実
施
率
に
止
ま
る
が
、
レ
ク
リ
ェ
イ
シ
ョ
ソ
な
ど
の
奨
励
・
助
成
に
よ
る
福
利
厚
生
の
充
実、レイオフへの配慮などによる一雇用の安定化、社内報などの社内情報の強化、ボーナス制度や年功賃金制度の導入
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
③
た
だ
し
、
調
査
企
業
の
ほ
ぼ
三
割
は
こ
う
し
た
〃
日
本
的
経
営
“
に
と
く
に
取
り
組
ん
で
い
な
い
こ
と
に
も
注
目
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
取
り
組
ん
で
い
る
企
業
は
平
均
し
て
三
つ
の
事
項
は
導
入
し
て
い
る
、
と
い
う
こ
と
に
体的事項具
人材育成（職務ローテーションなど）
福利厚生（レクリエーションなど）
雇用管理（レイオフへの配慮など）
社内情報（社内報など）
業務・作業管理（職務の融通性など）
ボーナス制度の普及
賃金管理（年功制度の導入）
その他
出所）日本貿易振興会海外経済‘情報センター『豪州にお
ける日系進出企業（製造業）の実態調査』８４年に
よる。
電
機
産
業
の
進
出
と
市
場
状
況
つ
づ
い
て
電
機
産
業
と
し
て
進
出
し
て
い
る
主
要
な
企
業
の
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
を
ゑ
て
お
こ
う
。
表
３
は
進
出
企
業
あ
る
い
は
そ
の
グ
ル
ー
プ
を
出
資
金
の
大
き
い
順
に
示
し
た
が
、
そ
れ
に
よ
る
と
つ
ぎ
の
よ
う
な
事
実
が
わ
か
る
。
す
な
わ
ち
、
①
出
資
金
の
も
っ
と
も
大
き
な
富
士
通
で
も
一
○
○
○
万
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
・
ド
ル
台
で
し
か
な
い
よ
う
に
、
鉄
鉱
山
な
ど
の
鉱
業
、
総
合
商
社
、
銀
行
お
よ
２
考
察
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表３霜|幾産業における日系企業のプロファイル
日本側企業|出資仙欝比率)|霧繍|従業員数(総)｜事業内容(合弁先）
万Ａドル％
１３００（100） 
５００（100） 
９２０（100） 
３２０（100） 
２００（１００） 
１２３８（100） 
年月
19726 
７２．１０ 
７１．７ 
８１．２ 
７４．６ 
７１．１０ 
人人
496（13） 
２（０） 
598（16） 
158（５） 
365（６） 
366（13※） 
嵩士通
〃
日本f圃気＊
〃
〃＊
シャ－フ.＊
松下電器・貿易
松下電器＊
三洋電機＊
赤井電機
ハイオーア
三菱洞機
コンピュータ通信機器の輸入，販売
コンピュータのリース金融
伝送機器，無線機器，交換器の製造
コンピュータ，関連機器の販売
カラーテレビの製造，販売
電機製品の輸入，販売，ＴＶの製造，版元
自社製品，関連会社製品の販売
ＴＶ，音響機器の製造，販売
ＴＶなど，家電製品の製造，販売
青響製品の販売
自社製品の販売
重電機器，電装品の販売，通信機の据
付，保守
ＴＶの製造，家電製品の販売（ＡＷＡ
Ｔｈｏｒｎ社など）
嗣子機器の版元
自社製品の販売
自社製品の卸売
音響機器，通信機，ＶＴＲの販売
350（…） 
160（４※） 
430（10※） 
７０（２※） 
118（１※） 
375（７５） 
250（100） 
495000） 
375（100） 
350（100） 
100（100） 
78.7 
68.2 
73.4 
78.7 
73.10 
75.5 
150（15） 8０．３ 〃＊
200（100） 
４０（100） 
138（９２） 
175（100） 
74.4 
83.6 
73.11 
77.10 
ソニ－
日立製(乍所
日立家電販売
トリオ
100（３※） 
１９（２※） 
出所）東洋経済新報社『海外進出企業総覧』８６年版によるが，多少手直しした。
＊は現地生産，※は現地の常勤役員が含まれること，…は不明をそれぞれ示す。
び
自
動
車
工
業
な
ど
の
出
資
規
模
に
比
較
し
て
何
分
の
一
程
度の少額に止まっている。②しかも、富士通を始め、
東
芝
、
日
立
、
三
菱
電
機
、
ソ
ニ
ー
な
ど
の
よ
う
に
生
産
投
資
は
行
な
わ
ず
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
、
重
電
、
家
爾
な
ど
の
販
売
に
専
業
化
し
て
い
る
ケ
ー
ス
が
多
い
。
③
そ
れ
に
対
し
製
造
業
と
し
て
現
地
生
産
を
し
て
い
る
の
は
、
関
西
家
電
な
ど
の
五
社
に
過
ぎ
な
い
。
し
か
も
、
そ
の
な
か
の
一
社
は
通
信
機部門に進出しているが、他はすべてカラーＴＶ部
門
で
あ
り
、
い
ず
れ
も
ブ
ラ
ウ
ン
管
一
三
イ
ン
チ
以
上
の
大
型
受
像
器
を
生
産
し
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
の
ち
に
立
ち
入
っ
て
承
る
と
お
り
大
型
Ｔ
Ｖ
は
産
業
保
護
政
策
に
よ
っ
て
現
地
生
産
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
、
小
型
Ｔ
Ｖ
は
ヴ
ィ
デ
オ
や
オ
ー
デ
ィ
オ
な
ど
と
と
も
に
と
く
に
日
本
か
ら
輸
入
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
④
三
菱
電
機
の
部
分
的
な資本参加を別とすれば、大部分は一○○％出資か、
そ
れ
に
近
い
資
本
所
有
率
を
示
し
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
は
と
く
に
資
本
コ
ス
ト
が
高
い
だ
け
で
な
く
、
資
本
家
や
経
営
者
が
一
般
に
き
わ
め
て
保
守
的
な
の
で
、
彼
ら
と
の
共
同
経
営
を
避
け
る
た
め
に
単
独
出
資
し
て
い
る
ケ
ー
ス
が
圧
倒
的
に
多
い
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
、
そ
れ
2９６ 
図１大型カラーＴＶ受像器の生産推移 にも
と
づ
い
て
前
述
の
よ
う
な
〃
日
本
的
経
営
“
の
取
り
組
永
１
も
顕
著
に
な
っ
て
い
る
の
だ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
に
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
大
型
カ
ラ
ー
Ｔ
Ｖ
の
製
造
に
日
系
企
業
が
五
社
も
進
出
し
て
い
る
た
め
に
、
そ
の
生
産
の
大
部
分
は
日
系
企
業
に
よ
っ
て
占
め
ら
れ
る
結
果
に
な
っ
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
産
業
助
成
委
員
会
の
レ
ポ
ー
ト
で
も
あ
き
ら
か
に
さ
れ
て
い
（６） 
るように、モノクロ時代は一一五社もあった製造企業が七五年からのカラー放送直前までに七社に集中し、しか可も近年
は六社に減少しているからである。そのうち、日系企業が参加していないのは、フィリップス社だけであり、フィリ
ップス社とともにオーストラリアの総合爾機を代表するＡＷＡ‐ソーン（缶白煙街四日目の□。『房］①の、鈩口の庁巨厨‐日ロ・目）社
に‘も技術提携の形で資本金の一五％が三菱電機によって出資されている。他の四社はすべて日本企業の一○○％出資
と
な
っ
て
お
り
、
そ
の
う
ち
の
一
社
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
在
来
の
企
業
が
日
本
企
業
に
よ
っ
て
買
収
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
万行
５０ 
4０ 
3０ 
2０ 
１０ 
’９７４７５７６７７７８７９８０８１８２８３８４ 
出所）Ａ"s/γα"α〃Ｂｏａｒ‘Ｃ／Ｓ/α"s//ｃｓＹｂａｒＢｏｏル
Ｚ９８５． 
このように大型カラーＴＶ産業は日系企業を中心とし
た
六
社
体
制
で
展
開
し
て
い
る
が
、
そ
の
生
産
動
態
は
比
較
的
短
期
の
う
ち
に
き
わ
め
て
目
ま
ぐ
る
し
く
変
動
し
て
き
て
い
る
。
そ
れ
は
図
１
を
承
れ
ば
あ
き
ら
か
だ
ろ
う
。
ま
ず
、
①
一
九
七
五
年
か
ら
の
カ
ラ
ー
放
送
開
始
前
後
に
年
産
六・五万台から四八万台を上回るほどに急激な生産拡大
をみせた。たとえ総人口は一五○○万人程度で四○○万
世帯くらいの市場しかないとはいえ、比較的高所得者の
多
い
市
場
だ
っ
た
た
め
に
、
先
進
諸
国
の
な
か
で
は
遅
れ
た
カ
ラ
ーＴＶへの転換に対して、第一次石油ショックの最中で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
非
常
に
鋭
敏
に
反
応
し
た
こ
と
が
ゑ
て
とれる。②だが、累計ほぼ一○○万台のレベルで第一次
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一
九
八
四
年
ま
で
の
累
計
生
産
台
数
は
す
で
に
三
五
○
万
台
を
上
回
っ
て
い
る
か
ら
、
い
か
に
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
人
の
物
持
ち
が
い
い
と
し
て
も
、
お
よ
そ
ホ
ー
ク
政
椛
後
の
需
要
は
買
い
替
え
需
要
を
中
心
と
し
て
い
る
、
と
ゑ
て
よ
い
。
業
界
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
よ
れ
ば
、
Ｔ
Ｖ
受
像
器
に
対
す
る
四
○
○
万
世
帯
ほ
ど
の
買
い
替
え
需
要
は
、
自
動
車
と
同
様
に
ほ
ぼ
年
間
六
○
万
台
と
承
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
う
ち
半
分
は
小
型
Ｔ
Ｖ
に
向
け
ら
れ
る
、
と
承
ら
れ
る
か
ら
、
大
型
Ｔ
Ｖ
へ
の
需
要
は
年
間
三
○
万
台
程
度
と
象
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
を
六
社
で
分
か
ち
合
う
と
す
れ
ば
一
礼
平
均
五
万
台
と
い
う
こ
と
に
な
る
が
、
こ
れ
で
は
日
本
の
専
門
工
場
の
何
分
の
一
か
の
生
産
規
模
に
過
ぎ
ず
、
と
て
も
適
正
規
模
に
は
達
し
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
乗
用
車
市
場
で
は
国
産
年
間
四
○
万
台
ほ
ど
の
市
場
を
五
社
で
分
け
合
っ
て
い
る
の
に
く
ら
べ
て
も
、
非
常
に
苦
し
い
状
況
に
あ
る
。
と
は
い
え
、
適
正
規
模
に
達
し
な
い
こ
と
に
よ
る
製
造
原
価
の
割
高
を
価
格
に
転
嫁
で
き
れ
ば
、
当
然
、
話
は
別
で
あ
る
。
乗
用
車
市
場
で
は
、
最
近
一
○
年
間
に
小
売
価
格
が
四
倍
前
後
に
も
上
昇
し
て
い
る
事
実
か
ら
推
定
で
き
る
よ
う
に
、
こ
の
間
の
原
材
料
や賃金や性能などの上昇を十分に製品価絡に転嫁できただろう、とゑられている。というのは、自動中産業では五社
の
寡
占
間
協
調
が
比
較
的
独
固
に
紙
持
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
、
大
型
Ｔ
Ｖ
市
場
で
の
寡
占
間
競
争
は
ト
ッ
プ
の
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
を
中
心
と
し
て
き
わ
め
て
熾
烈
で
あ
り
、
そ
の
結
果
、
大
型
受
像
器
の
小
売
価
格
は
こ
の
一
○
年
ほ
ど
の
間
に
一
台
七
五
○
ド
ル
ほ
ど
か
ら
五
五
○
ド
ル
へ
と
三
割
近
く
も
低
下
し
て
き
て
い
る
。
それにもかかわらず六社体制が維持されているのは、各社がそれぞれさまざまな合理化を積糸重ねることによって
大型ＴＶの生産を維持してきたからにほかならない。主要な合理化は、産業助成委員会のレポートも指摘していると
お
り
、
雇
用
合
理
化
や
部
陥
生
産
の
輸
入
に
よ
る
代
替
な
ど
に
よ
っ
て
進
め
ら
れ
た
。
こ
の
よ
う
な
合
理
化
が
可
能
だ
っ
た
の
は
、
成
熟
ブームは終わり、七八年には年産三○万台を割るほどに減産されたあと、八○’八一年に四○万台近く達する第二次
ブームを迎えた。③しかし、累計一一三○万台を上回った段階で、首相選挙待ちの買い控え要因も加わり、八一一’八一一一
年
に
ふ
た
た
び
減
産
調
整
が
行
な
わ
れ
、
年
産
二
○
万
台
を
や
っ
と
上
回
る
程
度
の
水
準
に
ま
で
減
少
し
た
。
④
そ
し
て
、
八
四
年
以
降
ま
た
増産期に入ったのである。
2９８ 
表４カラーＴＶ工業の部''１小職
種別従業員の}化移
（人）
こ
の
よ
う
な
市
場
の
成
熟
化
と
生
産
の
合
理
化
の
な
か
で
、
カ
ラ
ー
Ｔ
Ｖ
産
業
の
雇
用
は
顕
著
に
縮
小
し
た
に
違
い
な
い
。
さ
ぎ
の
図
１のように生産台数は一九七六年のピーク時に比して四○％近くも減少しているわけだから、雇用数はそれ以上に減
らしてきているだろう。さぎの表３には、大型ＴＶの生産やサービスなどの従業負数だけでなく、輸入部Ⅲの販売要
員
な
ど
が
含
ま
れ
て
い
た
が
、
表
４
は
そ
れ
を
除
い
た
六
社
の
股
近
に
お
け
る
従
業
員
の
減
少
を
示
し
て
い
る
。
図
１
の
よ
う
に
八
一
’
八三年に生産台数が四○％も減少するに応じて、全一雁朋数は一一四四一一人から一六○五人に縮小している。したがって
三四％の減少に止まるが、かりに八一年の一雁川数が過不足なく適派だったとすれば、八三年の一服用数は一割以上も過
剰だった、ということになる。というのは、生産ラインなどの労働者数はまさに合理化によって生産の減少以上に縮
小
し
て
い
る
が
、
経
営
・
管
理
・
サ
ー
ビ
ス
部
川
や
技
術
部
Ⅲ
な
ど
は
一
展
朋
猟
性
が
小
さ
い
の
で
、
そ
れ
ほ
ど
減
少
し
て
い
な
い
か
ら
で
ある。
化してきている自動車工業とは異なり、いまなおエレクトロニクスなどにもとづく技術革新が盛んな電機工業の特性
を
示
し
て
い
る
、
と
ふ
て
よ
い
。
部門・職種’1９８１１８２１８３
総数
製造部’'１
技術者
熟練工
職長
工稗従業老
その他
244219961１６０５ 
(I9lj 
(1oｌｌ ＩｌＩ 
(82） 
１３１５ 
(77） 
(66） 
９６５ 
(56） 
４４ 
(77） 
６９ 
(66） 
３１ 
1MJ ４６１ 
(IｌｌｌＩ（;墨’（:壽NllIillillll 経営・管理・サービス部門
出所）ＰｒｏｖｉｄｅｄｂｙＡＥＥＭＡ（The
AustraliallElcctricaland 
ElectrollicMallllfactllre１．s， 
Association)． 
な
お
、
こ
の
よ
う
な
減
産
調
整
の
過
松
で
製
品
価
格
が
一
五
％
ほども低落したから、各社の経営状況は一段と悪化した
に
州
述
な
い
。
そ
の
後
、
多
少
回
復
し
た
と
は
い
え
、
な
お
き
び
しい経営状態がつづいていた一九八五年一’三月が私の
調査時点であった。訪問調在したのは、表３の日系企業
の
う
ち
、
大
型
Ｔ
Ｖ
を
生
産
す
る
Ａ
、
Ｂ
、
Ｃ
社
と
通
信
機
な
ど
を
生
産
す
る
Ｄ
社
だ
っ
た
が
、
本
章
で
は
Ｔ
Ｖ
メ
ー
カ
ー
の
事
例
を中心として前述のような経営状況のもとでいかなる一屈
用
・
労
使
関
係
が
展
開
し
て
い
る
か
、
そ
の
実
態
を
考
察
す
る
。
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調
査
企
業
の
進
出
と
経
営
状
況
調
査
企
業
の
進
出
動
機
か
ら
あ
き
ら
か
に
し
て
い
こ
う
。
現
在
、
生
産
規
模
が
も
っ
と
も
大
き
く
な
っ
て
い
る
Ａ
社
は
、
日
系
企
業
と
し
て
も
っ
と
も
早
く
進
出
し
た
わ
け
だ
が
、
そ
の
理
由
の
一
つ
は
、
そ
れ
ま
で
拡
大
し
て
き
た
テ
レ
ビ
受
像
器
の
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
へ
の
輸出が将来ますます規制されると予測されたためである。というのは、一三インチ以上の大型には一一五％の商い関税
（【Ｉ）
が
課
せ
ら
れ
て
い
た
だ
け
で
な
／
、
、
日
本
と
の
紳
士
協
定
の
形
で
年
間
五
万
台
の
割
当
制
も
あ
り
、
そ
れ
ら
が
将
来
よ
り
一
層
強
化
さ
れ
そ
う
な
状
況
に
あ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
だ
が
、
そ
れ
以
上
に
大
き
い
の
は
、
一
九
七
五
年
か
ら
の
カ
ラ
ー
放
送
に
向
け
て
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
政
府
が
大
型
受
像
器
に
テ
レ
フ
ソ
ヶ
ソ
が
特
許
を
持
っ
て
い
る
Ｐ
Ａ
Ｌ
（
ｂ
高
の
の
Ｅ
汁
の
９
⑨
§
ぬ
ロ
：
）
方
式
を
採
用
す
る
こ
と
に
決
め
た
か
ら
で
あ
っ
た
。
と
い
う
の
は
、
こ
の
特
許
に
よ
れ
ば
少
な
く
も
プ
リ
ン
ト
雑
板
の
組
立
は
現
地
で
行
な
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
とになっていたからである。ＰＡＬ方式の画像はとくに統一雌なのでアメリカや日本などでも採用されているが、それ
以上にここではその採用によって海外からの完成鮎の輸入が大幅に規制されることになる点が敢要だった。
こ
の
よ
う
な
進
出
動
機
は
、
七
○
年
代
に
相
つ
い
で
進
出
し
た
Ｂ
、
Ｃ
社
も
同
様
で
あ
っ
た
。
大
型
の
カ
ラ
ー
受
像
器
を
販
売
す
る
以
上
、
部
品
の
現
地
生
産
は
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
な
い
の
で
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
な
ど
の
部
品
は
日
本
か
ら
輸
入
す
る
と
し
て
、
受
像
器
そ
の
も
の
は
ノ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
方
式
で
組
立
て
ね
ば
な
ら
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
主
要
な
進
出
動
機
は
、
海
外
か
ら
の
輸
入
規
制
を
越
え
る
こ
と
に
あ
っ
た
わ
け
だ
が
、
Ｂ
社
の
ぱ
あ
い
は
工
場
を
後
進
地
域
に
立
地
し
て
お
り
、
や
や
特
殊
な
事
情
が
作
用
し
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
当
時
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
政
府
は
地
域
開
発
計
画
の
一
環
と
し
て
工
業
の
地
方
分
散
化
を
職
極
的
に
進
め
て
お
り
、
工
場
誘
致政策も採られていたので、Ｂ社の工場建設はその一環として行なわれたのである。
す
で
に
図
１
で
も
ゑ
て
お
い
た
と
妬
り
、
新
規
需
要
が
急
激
に
縮
小
す
る
過
程
で
、
ほ
と
ん
ど
各
社
と
も
生
産
規
模
や
一
雁
川
規
模
を
縮
それを通信機のＤ社や自動車工場と比較しつつ、日本型一雁朋・労使関係モデルの視角から現地の特徴を解明していく
こ
と
に
し
よ
う
。
3００ 
小させざるをえなかったわけだが、とくにＢ社のぱあいは工業の地方分散化政策の後退によって、他社より以上の打
撃
を
受
け
た
こ
と
も
見
落
せ
な
い
。
以
後
、
前
述
の
よ
う
な
六
社
の
激
し
い
競
争
の
な
か
で
、
ほ
と
ん
ど
各
社
と
も
き
び
し
い
経
営
状
況
に
当
面
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
点
は
、
後
述
の
よ
う
に
労
働
組
合
な
ど
か
ら
い
つ
投
資
を
撤
退
す
る
の
で
は
な
い
か
な
ど
と
危
似
さ
れ
て
い
る
点
な
の
だ
が
、
日
系
企
業
の
大
部
分
は
販
売
部
門
（
会
社
）
を
持
っ
て
お
り
、
そ
こ
で
現
地
製
品
の
販
売
だ
け
で
な
く
、
日
本
か
ら
の
輸
入
製
仙
も
販
売
す
る
と
同
時
に
そ
れ
ら
の
修
理
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
も
取
り
扱
っ
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
利
祐
に
よ
っ
て
製
造
業
で
扱
袖
が
発
生
し
て
も
、
そ
れ
を
内
部
的
に
補
助
す
る
よ
う
な
状
態
を
維
持
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
経
営
状
態
は
、
同
じ
雨
機
工
業
で
も
、
信
機
メ
ー
カ
ー
で
は
異
な
っ
て
お
り
、
ま
た
前
述
し
た
自
動
巾
工
業
と
も
異
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
進
出
動
機
が
国
脈
化
政
餓
の
障
壁
を
超
え
る
た
め
に
現
地
化
厳
に
踏
み
切
っ
た
点
は
、
各
社
と
も
ほ
ぼ
共
通
し
て
い
る
。
通
信
機
Ｄ
社
の
ぱ
あ
い
は
、
Ａ
社
な
ど
と
ほ
ぼ
同
様
に
早
く
か
ら
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
輸
出
市
場
を
持
っ
て
お
り
、
同
社
製
舶
に
対
す
る
肌
地
の
強
い
選
好
を
漣
御
し
て
い
た
。
だ
が
、
国
産
化
政
莱
に
よ
っ
て
通
信
機
に
三
○
％
も
の
関
税
が
課
せ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
、
七
○
年
前
後
か
ら
現
地
生
産
に
蹄
永
切
っ
た
の
で
あ
る
。
自
動
車
工
業
の
ぱ
あ
い
も
ほ
ぼ
同
様
で
あ
る
が
、
八
○
％
の
国
巌
化
と
祁
凧
の
八
五
％
の
現
地
調
達
を
義
務
づ
け
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
た
め
に
、
す
で
に
絲
営
不
振
に
陥
っ
て
い
た
三
社
を
買
収
す
る
形
で
、
日
系
企
（８） 
業一一一社が進川してきたのである。だが、ＴＶ工場とは異なって投資規模も大きく、エンジンや．プレスなどの分業関係
も
成
り
立
つ
ほ
ど
寡
占
間
協
調
化
が
進
ん
で
い
る
の
で
、
経
悩
状
況
は
比
較
的
好
調
で
あ
る
、
と
ゑ
て
よ
い
。
さ
ら
に
Ｄ
社
の
ば
あ
い
は
、
前
川
の
Ａ
Ｗ
Ａ
、
フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
、
シ
ー
メ
ン
ス
な
ど
を
含
め
て
一
○
社
ほ
ど
が
通
信
機
市
場
で
競
争
し
あ
っ
て
い
る
が
、
特
定
機
器
に
お
け
る
Ｄ
社
の
競
争
力
が
抜
き
ん
で
て
い
る
た
め
、
経
営
状
況
は
き
わ
め
て
良
好
で
あ
り
、
一
一
、
三
年
で
売
上
げ
が
倍
増
す
る
ほ
ど
の
成
長
を
示
し
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
広
大
な
国
土
の
通
信
網
が
再
整
伽
さ
れ
つ
つ
あ
り
、
テ
レ
コ
ム
か
ら
の
大
型
の
受
注
が
あ
る
ほ
か
に
、
通
信
衛
星
機
器
の
大
規
模
な
受
注
も
独
得
し
て
い
る
た
め
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
設
備
投
資
行
動
な
ど
に
つ
い
て
の
競
争
企
業
と
の
考
え
方
の
違
い
が
、
Ｄ
社
の
競
争
力
を
い
ち
じ
る
し
く
強
化
し
て
い
る
事
実
も
児
逃
せ
な
い
○ 
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雇
用
調
整
と
雇
用
構
造
の
硬
直
性
雇
用
合
理
化
の
展
開
前
述
の
経
営
動
向
の
も
と
で
、
Ｔ
Ｖ
メ
ー
カ
ー
各
社
は
と
く
に
直
接
部
門
を
中
心
と
し
て
大
幅
に
雇
用
を
縮
小
す
る
経
験
を
持
た
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
。
図
２
は
、
Ａ
社
の
生
産
台
数
と
直
接
部
門
の
従
業
員
数
を
い
ず
れ
も
指
数
で
示
し
た
が
、
一
九
七
五
年
ま
で
直
接
部
門
の
従
業
負
数
は
三
○
○
人
近
く
に
達
す
る
ほ
ど
急
増
し
た
あ
と
、
第
一
次
の
ブ
ー
ム
の
最
中
か
ら
縮
小
し
て
お
り
、
さ
ら
に
第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ
ク
後
の
不
況
で
も
縮
小
し
た
の
で
、
調
査
時
点
で
は
ピ
ー
ク
の
四
○
％
以
下
の
一
○
○
人
ほ
ど
に
減
図２Ａ社の生産台数・直接部門の従業員数・
LMiIZliのlIii移
な
特
性
を
示
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
経
営
状
態
や
行
動
が
、
を
あ
た
え
て
い
る
こ
と
は
、
想
像
し
や
す
い
こ
と
だ
ろ
う
。
（折数）叩 ワ
300 
200 
00 
血:接従業li数
828384年9７５７０７７７８７９８０８ 
こ
れＩ］しれ｜幾れｌｌｌｉ場でぱそ積
か系ては械に投をな固れ極と
ら企いり化対資売く定で的い
ゑ業な社にしに却、費株にう
てらいのよ】）ぎし不用主設の
いしか受る社わに汎をが術は
くいら注目でめくな増満投、
雇積でＴｌ丁動はてくど加足資競
用極も場化、消すにさしし争
や的あがな訓極るよせてな企
労なる大ど杏的、っ利おく業
使企が型を｜時にとて潤りての
関業、Ｔ秋点ない経の、屯大
係行そＶｌｎｉでつう営取下ほ部
の動れの的もてよが得手ど分
展にとよに枕いう悪をにほは
開示同う進在るな化制設ど、
にざ時にめやの者し約備のＤ
大れにまてillllでえたさ投利社
きるいだい定あ方とせ資１１Ｗの
な梢か）父たなるできるををよ
作造に熟。ど。、にだす上う
用的屯化そのそ設工けれげに
、
3ｏｚ 
図３テレビ受像器の組立工秘 貝し
て
い
る
。
と
く
に
七
五
’
七
八
年
に
は
一
気
に
派
○
％
以
上
も
縮
小
し
て
い
る
が
、
そ
の
頃
は
一
般
的
に
労
働
力
不
足
ぎ
ゑ
で
、
年
率
に
し
て
四
○
％
ほ
ど
も
自
然
退
職
し
て
い
た
の
で
、
減
員
の
補
充
を
押
さ
え
、
優
秀
な
労
働
者
の
承
採
用
す
る
よ
う
に
転
換
し
た
の
で
、
雇
用
が
縮
小
す
る
と
同
時
に
労
働
生
産
性
を
急
激
に
上
昇
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
た
の
で
あ
る
。
と
り
わ
け
Ａ
社
の
直
接
部
Ⅲ
の
労
働
生
産
性
は
こ
の
一
○
年
ほ
ど
の
あ
い
だ
に
、
図
示
し
た
と
お
り
尖
に
五
倍
以
上
も
上
昇
し
て
お
り
、
一
○
％
足
ら
ず
だ
っ
た
Ａ
社
の
市
場
占
拠
率
を
一
一
倍
以
上
に
拡
大
さ
せ
る
大
き
な
根
拠
に
な
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
雇
用
合
理
化
の
た
め
に
、
歴函 囮國に曰】配亡面圃 ~猟i<'1
場
占
拠
率
を
一
一
倍
以
上
に
拡
大
さ
せ
る
大
き
な
根
拠
に
な
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
雇
用
合
理
化
の
た
め
に
、
①
生
産
ラ
イ
ン
の
機
械
化
に
よ
る
自
動
化
が
進
め
ら
れ
た
の
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
図
３
は
組
立
ラ
イ
ン
の
概
略
を
示
す
が
、
こ
の
う
ち
、
と
く
に
プ
リ
ン
ト
於
板
へ
の
祁
品
の
抑
入
と
は
ん
だ
付
け
の
自
動
化
に
よ
っ
て
、
一
○
人
前
後
の
要
員
が
－
１
二
人
に
削
減
さ
れ
る
ほ
ど
の
減
員
が
行
な
わ
れ
た
。
②
だ
が
、
い
か
に
投
伽
投
資
に
横
棚
的
な
日
系
企
業
で
も
、
前
述
の
よ
う
に
一
社
の
市
場
占
拠
纈
が
限
ら
れ
て
い
る
た
め
に
、
日
本
に
お
け
る
ほ
ど
自
動
化
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
ず
、
む
し
ろ
生
産
性
の
上
昇
に
よ
り
大
き
な
効
果
を
持
っ
た
の
は
、
幹
部
の
従
業
員
を
中
心
と
し
て
展
附
さ
れ
た
省
力
化
、
能
率
化
の
た
め
の
〃
意
械
変
並
〃
だ
っ
た
、
と
い
わ
れ
て
い
る
。
③
そ
の
な
か
に
は
、
恥
な
る
考
え
方
の
変
並
と
い
う
よ
り
も
、
現
地
で
の
設
計
な
ど
は
最
少
限
に
止
め
、
日
本
の
本
社
に
委
せ
る
と
同
時
に
、
部
品
点
数
を
最
少
限
に
す
る
よ
う
な
設
計
を
本
社
で
開
発
し
て
も
ら
う
、
と
い
う
よ
う
な
経
営
の
合
理
化
も
進
められたのである。
このような現地での設計などの省力化は、実は自動車工業に進出した日系企業が急激
（９） 
に
経
尚
を
再
建
す
る
た
め
に
採
用
し
た
方
法
だ
っ
た
が
、
コ
ス
ト
削
減
に
は
効
果
を
上
げ
た
け
れ
ど
も
、
結
局
性
能
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
に
な
り
、
最
近
そ
の
転
換
を
辿
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
Ａ
社
な
ど
の
合
理
化
は
、
性
能
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
も
な
く
、
コ
ス
ト
の
低
減
に
大
き
く
寄
与
し
た
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
一
雁
川
合
理
化
は
、
Ａ
社
を
始
め
、
Ｃ
社
な
ど
も
経
験
し
た
の
だ
が
、
と
く
に
Ｂ
社
は
前
鋪９章オーストラリアへのfhl機産業の進１１１と)､(用・労使関係3ｏ３ 
述のような後進地域に比較的大規模な工場を建設していただけに雇用の増大と縮小の変動が大きく、とくに七七年末
の人員整理にはのちに承るように労働争議が発生した。Ｂ社では一一一系統の組立ラインを一系統に減少させたので、直
接
部
凹
の
従
業
負
数
は
Ａ
社
の
ぱ
あ
い
と
ほ
ぼ
同
様
に
削
減
さ
れ
た
わ
け
だ
が
、
Ａ
社
な
ど
の
ぱ
あ
い
は
何
年
か
か
け
て
徐
々
に
削
減
し
た
の
に
対
し
、
Ｂ
社
の
ぱ
あ
い
は
前
述
の
よ
う
な
工
業
分
散
化
政
策
の
後
退
と
の
関
連
で
一
気
に
一
○
○
人
前
後
の
大
最
轤
理
を
独
行
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
そ
の
う
ち
、
三
○
人
ほ
ど
は
希
望
退
職
の
形
で
削
減
し
た
が
、
七
○
人
ほ
ど
は
解
一
服
と
い
う
形
を
と
っ
た
の
で
あ
る
。
そ
の
大
部
分
は
女
性
だ
っ
た
が
、
後
述
の
よ
う
な
解
雁
の
条
件
を
め
ぐ
っ
て
ス
ト
ラ
イ
キ
が
発
生
し
た
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
一
脈
川
合
孤
化
の
結
采
、
各
社
と
も
現
在
は
ほ
ぼ
一
○
○
人
を
多
少
上
回
る
程
度
の
面
接
部
川
の
従
業
員
で
、
年
間
五
万
台
前
後
の
大
型
受
像
器
を
製
造
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
各
社
側
の
生
賑
性
絡
差
は
そ
れ
ほ
ど
大
き
く
な
い
が
、
も
っ
と
も
市
場
シ
ェ
ア
を
拡
大
さ
せ
つ
つ
あ
る
Ａ
社
が
や
や
リ
ー
ド
し
、
要
員
削
減
に
や
や
遅
れ
を
み
せ
て
い
る
Ｃ
社
で
よ
り
低
い
、
と
い
う
状
況
に
あ
る
、
と
ゑ
て
よ
い
。
た
だ
し
、
企
業
全
体
と
し
て
の
生
産
性
は
、
こ
の
よ
う
な
製
造
部
門
の
生
産
性
の
差
異
よ
り
も
販
売
・
サ
ー
ビ
ス
部
Ⅲ
な
ど
の
そ
れ
に
も
と
づ
い
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
製
造
部
門
の
一
雁
川
シ
ェ
ア
は
各
社
と
も
三
○
％
を
多
少
上
回
っ
て
い
る
に
止
ま
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
，
社
は
公
共
部
Ⅲ
の
市
場
が
中
心
に
な
っ
て
お
り
、
ま
た
技
術
附
発
の
要
貝
も
多
い
た
め
に
、
製
造
部
川
の
ウ
エ
イ
ト
は
四
○
％
に
達
し
て
い
る
が
、
Ｔ
Ｖ
企
業
の
ぱ
あ
い
は
表
３
か
ら
も
ほ
ぼ
わ
か
る
よ
う
に
小
型
Ｔ
Ｖ
や
Ｖ
Ｔ
Ｒ
な
ど
の
自
社
製
品
の
輸
入
、
販
売
、
サ
ー
ビ
ス
の
方
が
主
要
な
活
動
に
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
雇
用
構
造
の
柔
軟
化
と
内
部
化
の
制
約
い
ず
れ
に
せ
よ
、
日
系
企
業
は
Ａ
社
を
始
め
と
し
て
、
自
然
退
職
の
後
を
補
充
し
な
か
っ
た
り
、
短期の調整のぱあいは臨時工の調整のほかに、解雇か休業かを労働者に選択させたりして、とくに大量の解一脈による
辰
川
合
理
化
を
回
魅
し
て
お
り
、
そ
の
意
味
で
さ
ぎ
の
ジ
ェ
ト
ロ
調
森
の
よ
う
に
、
ワ
イ
オ
フ
ヘ
の
配
慮
」
を
行
な
っ
て
い
る
、
と
ゑ
てよい。しかし、Ｂ社のように生産調盤の規模がとくに大きいぱあいは、かなり大量の解雇も避けえなかったのであ
る。そうしたぱあいの解一雁の適用原則は、一応、先任樅のルールにもとづいているが、日系企業らしいさまざまな微
調
整
が
試
承
ら
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
先
任
樅
が
商
い
方
で
も
欠
勤
が
多
か
っ
た
り
、
と
く
に
低
能
率
の
労
働
者
を
解
雇
対
象
に
加
え
た
3o４ 
り
、
逆
に
先
任
権
が
低
く
て
も
優
秀
な
労
働
者
を
と
く
に
解
一
雁
対
象
か
ら
は
ず
し
た
り
す
る
工
夫
が
そ
れ
で
あ
る
。
後
者
の
ぱ
あ
い
、
当
然
、
配
置
転
換
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
ぱ
あ
い
、
の
ち
に
立
ち
入
っ
て
承
る
職
種
・
熟
練
度
別
賃
金
の
ル
ー
ル
の
規
制
が
大
き
な
制
約
に
な
る
。
か
り
に
異
な
っ
た
職
種
で
も
ほ
ぼ
同
じ
よ
う
な
熟
練
度
の
区
分
に
格
付
け
さ
れ
、
し
た
が
っ
て
賃
金
率
も
同
じ
よ
う
で
あ
れ
ば
問
題
は
な
い
が
、
賃
金
率
が
あ
る
程
度
以
上
低
下
す
る
ぱ
あ
い
は
本
人
が
拒
否
す
る
だ
ろ
う
し
、
逆
に
か
な
り
上
昇するぱあいは配転先の職種の先任権の高い労働者から反対されるのである。さぎのジェトロ調査のとおり、「職務
の
融
通
性
」
や
「
職
務
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
」
を
燗
す
よ
う
に
と
く
に
努
力
し
て
い
る
の
は
事
実
と
し
て
も
、
労
働
組
合
の
規
制
が
強
く
、
職
種
・
熟
練
度
別
格
付
け
が
リ
ジ
ッ
ド
な
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
や
一
般
事
務
員
な
ど
の
ぱ
あ
い
、
そ
の
成
果
は
決
し
て
大
き
な
も
の
で
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
マ
ネ
ジ
ャ
ー
や
販
売
要
員
や
セ
ク
レ
タ
リ
ー
な
ど
の
ス
タ
ッ
フ
の
ぱ
あ
い
な
ら
、
｜
雁
用
契
約
時
に
明
確
に
そ
の
内
容
を
提
示すれば職務配置の柔軟化は行なわれうるが、日本におけるようにそれによって一雁川保障をより強化したり、内部昇
進
を
推
進
し
、
一
雁
用
構
造
を
内
部
市
場
化
す
る
こ
と
は
そ
れ
ほ
ど
期
待
で
き
な
い
の
で
あ
る
。
こ
の
点
は
、
ジ
ェ
ト
ロ
調
査
の
「
人
材
育
成
」
な
ど
と
の
関
連
で
と
く
に
注
意
深
く
聞
き
取
り
し
た
が
、
Ａ
社
の
ぱ
あ
い
は
「
職
務
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
」
な
ど
に
よ
る
職
務
内
訓
練
（
・
ロ
岳
の
）
・
ず
可
日
日
局
）
さ
え
ほ
と
ん
ど
行
な
え
ぬ
状
況
に
あ
る
。
と
い
う
の
は
、
と
く
に
一
雁
用
縮
小
蕪
調
に
あ
る
の
で
、
先
任
者
ほ
ど
自
分
の
ラ
イ
バ
ル
を
育
成
し
よ
う
と
は
し
な
い
か
ら
で
あ
る
。
教
育
訓
練
は
お
も
に
セ
ミ
ナ
ー
な
ど
の
。
凍
馨
の
〕
ｇ
で
行
な
わ
れ
て
お
り
、
と
く
に
マ
ネ
ジ
ャ
ー
級
や
上
級
技
術
者
や
販
売
要
員
な
ど
の
教
育
に
力
点
が
置
か
れ
て
お
り
、
Ｂ
社
な
ど
と
と
も
に
日
本
の
教
育
訓
練
セ
ン
タ
ー
に
派
過
さ
れ
る
事
例
も
多
い
。
だ
が
、
Ｂ
社
で
も
訴
え
ら
れ
て
い
た
よ
う
に
、
こ
う
し
た
「
人
材
育
成
」
に
よ
っ
て
内
部
昇
進
を
進
め
た
い
に
も
、
高
能
力
者
ほ
ど
い
つ
実
現
す
る
か
知
れ
ぬ
内
部
昇
進
を
待
た
ず
転
職
し
て
い
く
ケ
ー
ス
が
多
く
、
日
本
型
の
キ
ャ
リ
ア
轡
理
は
非
常
に
行
な
わ
れ
に
く
い
状
況
に
あ
る
。
逆
に
Ｄ
社
の
よ
う
に
雇
用
拡
大
が
顕
著
な
条
件
の
も
と
で
は
、
内
部
昇
進
に
力
を
入
れ
て
は
い
る
が
、
職
務
ロ
ー
テ
イ
シ
ョ
ソ
な
ど
や
り
に
く
い
う
え
に
、
一
脈
用
拡
大
テ
ン
ポ
も
早
い
の
で
、
内
部
的
「
人
材
育
成
」
の
方
が
追
い
つ
か
ぬ
状
況
に
あ
る
。
た
だ
し
、
Ｄ
社
の
多
く
の
職
務
は
、
Ｔ
Ｖ
な
ど
と
は
異
なる非量産型の仕事が多いので、職種・熟練度別格付けをあいまいにし、とくに技術者などについては職種・職務間
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には内部昇進者が多い。③職長までのブルーカラーとそれ以外のホワイトカラーとの間には、タイムカードを押すか、
サインで済ますかに象徴されるような叫硴な一線が画されており、工場と事務室の行き来とか、食堂で同席すること
さ
え
、
た
が
い
に
避
け
合
う
ほ
ど
な
の
だ
が
、
職
長
な
ど
か
ら
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
へ
の
内
部
移
動
が
行
な
わ
れ
な
い
わ
け
で
は
な
い
。
と
くに日系企業では、技術者などのような職業上の資格を持った適任者がいればそうした移動を奨励しているが、企業
間移動ではなく内部移動としてはきわめて少ないようである。
こ
こ
で
、
日
本
か
ら
の
派
遣
社
員
な
ど
の
ポ
ス
ト
に
つ
い
て
も
触
れ
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
す
で
に
表
３
で
も
示
し
た
が
、
電
機
工
業
では社長を始め、ほぼ一○人内外の社員が日本から派遣され、現地に駐在している。ただしＤ社は、最先端の技術を
手掛けているだけに第一線の技術者が一○人ほど駐在しており、より多人数になっている。これに対しＴＶ企業の駐
図４生産ライソにおける符理者と朧督者
gelleralmanagcr(部長）－maIlager(課l芝）
sul)ervisor(係lを)－forcman(llIli長)－leadil]ｇ
（あるいは）
hand(リーダー)－floater(多能工)-－－
ロ
ー
テ
イ
シ
ョ
ソ
を
行
な
い
や
す
い
よ
う
に
工
夫
し
て
い
る
が
、
そ
れ
で
も
前
述
の
よ
う
な
賃
金
率
規
制
の
制
約
を
受
け
ざ
る
を
え
な
い
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
管
理
者
・
監
督
者
の
職
位
と
派
遣
社
員
の
ポ
ス
ト
こ
こ
で
、
職
場
に
お
け
る
符
理
者
と
監
督
者
な
ど
の職位について触れておこう。生産ラインではつぎに示すとおりだが、部課長のマネジ
ャ
ー
は
間
接
部
門
も
含
め
て
よ
り
複
雑
で
あ
り
、
部
門
の
大
き
さ
に
応
じ
て
よ
り
多
階
胴
化
し
て
い
る
。
係
長
や
職
長
も
、
生
産
ラ
イ
ン
で
は
両
方
い
る
ぱ
あ
い
も
あ
る
し
、
一
方
だ
け
の
ぱ
あ
い
も
あ
る
。
そ
の
下
の
監
督
者
ア
シ
ス
タ
ン
ト
と
し
て
、
数
人
の
従
業
員
を
指
揮
す
る
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
が
配
置
さ
れ
て
い
る
ぱ
あ
い
が
多
い
。
さ
ら
に
そ
の
下
位
に
Ａ
社
な
ど
の
ぱ
あ
い
は
多
能
工
が
配
股
さ
れ
て
お
り
、
欠
勤
者
の
穴
を
補
っ
た
り
、
低
技
能
工
の
指
導
に
当
た
っ
た
り
し
て
い
る
。
問
題
は
こ
う
し
た
職
位
へ
の
内
部
昇
進
で
あ
る
が
、
①
マ
ネ
ジ
ャ
ー
級
は
、
Ｂ
社
な
ど
の
一
部
に
内
部昇進もゑられるが、大部分は企業外からの転職者だ、とみてよい。②係長・職長級も
3ｏ６ 
在員の過半数は販売・サービス祁川の要員であり、製造部門の要員はかつてはより多数だったが、最近は一一’三人ほ
どに削減されてきている。問題はそのポストであるが、一○○％出資が多いので社長などの役員のほか、工場長など
の製造部門の技術者などのマネジャーや経理を含む総務部門のマネジャーなどは駐在員によって占められるケースが
多い。しかし、販売・サービス部門のマネジャー、とくにゼネラル・マネジャーや人事・労使関係のマネジャーには、
大部分、現地人が費用されている。
こ
の
よ
う
に
、
現
地
の
市
場
や
社
会
と
の
接
触
の
多
い
ポ
ス
ト
は
現
地
人
に
よ
っ
て
占
め
ら
れ
る
ケ
ー
ス
が
多
く
、
し
か
も
腕
在
負
が
しだいに削減されてきているので、それ以外の部Ⅲにも現地人のマネジャーが議場してきている。そのうえ、各社と
も現地人の盗用を推進してきているので、マネジャー級の駐在員でも館一線を退いてスタッフ化する傾向も承られる。
それ以外に自動巾工業ほど多くはないが、臨時に技術者や技能工が派泄されることもあり、いずれもスタッフとして
短期間駐在するケースが多い。したがって、駐在員がとくにマネジャー級のポストを火ぐケースはしだいに減少して
き
て
お
り
、
そ
れ
だ
け
現
地
人
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
登
川
が
進
め
ら
れ
る
傾
向
が
強
く
な
っ
て
き
て
い
る
、
と
ゑ
て
よ
い
。
こ
う
し
た
傾
向
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
全
体
と
す
れ
ば
従
業
員
の
企
業
間
移
動
は
依
然
と
し
て
高
い
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
。
労
働
者
の
定
着
化
傾
向
し
か
し
、
前
述
の
よ
う
な
一
服
川
合
理
化
の
過
程
で
、
し
だ
い
に
従
業
員
の
定
蒜
率
が
高
ま
り
つ
つ
あ
る
こ
と
の方が菰要だろう。すでに触れたように、①Ａ社では退職率がかつては年四○％ほどにも達していたが、鋪二次石油
シ
副
ツ
ク
後
は
一
○
％
台
に
低
下
し
て
き
て
い
る
。
②
Ｂ
社
の
ぱ
あ
い
も
、
販
売
典
貝
は
比
校
的
定
瀞
し
て
い
る
が
、
サ
ー
ビ
ス
部
Ⅲ
の
技術者を始め、ホワイトカラーの退職率が高く、二○％ほどに達している。しかし、工場は後進地域に立地している
だ
け
に
、
他
社
の
工
場
も
郊
外
に
立
地
し
て
い
る
が
、
そ
れ
ら
に
比
岐
し
て
と
く
に
退
職
率
が
低
く
、
数
％
で
し
か
な
い
。
③
Ｃ
、
Ｄ
社
も、かつては三○’四○％に迷したが、近年は一一○％ほどに低下してきている。こうした傾向も、労働力の不足から
過
剰
へ
の
転
換
に
も
と
づ
く
面
が
強
い
の
で
あ
る
。
従業員の平均の勤続年数は、平均年齢が三五’四○歳に対し、まだ五’七年に止まっている。しかし、各社とも五年、
3o７節９章オーストラリアへの剛幾座業の進111と)､〃|}、労(jklH1係
そ
れ
に
対
し
列
性
の
ぱ
あ
い
は
、
女
性
よ
り
も
複
雑
な
職
務
に
就
い
て
い
る
の
に
飽
き
っ
ぽ
く
、
欠
勤
も
肢
近
で
も
一
○
％
を
上
呵
る
ほど高く、退職率も高い。その欠勤の理由も、男性のぱあい不明なケースが多いが、より賃金の高い都心部（・茸）な
ど
の
職
場
へ
求
職
活
動
に
出
か
け
て
い
る
事
例
が
多
い
よ
う
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
よ
り
高
い
労
働
条
件
を
求
め
る
の
は
ど
こ
の
国
で
も
同
じ
と
し
て
も
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
も
含
め
て
、
職
務
上
の
責
任
が
強
ま
る
こ
と
を
嫌
う
傾
向
が
い
ち
じ
る
し
い
。
こ
の
よ
う
に
昇
進
志向が低いわけだから、前述のようにいくら内部昇進を奨励しても、その成果はきわめて限られてしまうのである。
初等教育修了者の多いブルーカラーにくらべて、中等教育修了者の多いホワイトカラーのぱあいは、さすがに地位昇
一
○
年
の
勤
続
表
彰
を
行
な
っ
て
お
り
、
し
だ
い
に
対
象
者
が
ふ
え
つ
つ
あ
る
よ
う
だ
が
、
男
六
五
歳
、
女
六
○
歳
の
定
年
退
職
者
を
ゑ
て
も
そ
の
対
象
者
は
そ
う
多
い
わ
け
で
は
な
い
。
と
い
う
の
は
、
賃
金
制
度
な
ど
の
関
連
で
ゑ
る
よ
う
に
、
長
期
勤
続
し
て
も
、
さ
ら
に
定
年
ま
で
勤
続
し
て
も
、
年
次
有
給
休
暇
や
退
職
金
が
多
少
ふ
え
る
ぐ
ら
い
で
、
勤
続
奨
励
型
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
あ
ま
り
発
達
し
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
。
そ
れ
と
同
時
に
、
多
く
の
労
働
者
は
そ
れ
ほ
ど
長
く
就
業
し
よ
う
と
い
う
志
向
も
強
く
な
い
の
で
、
ｃ
社
の
よ
う
に
男でさえ六○歳か、あるいはそれ以下で早期退職するのが半ば慣行化しているケースが承られるほどなのである。
女性中心の雇用構造と労働者のパーソナリティやや順序が遅れたが、ここで一脈川柵進上の販要な特性についてあき
ら
か
に
し
て
お
か
ね
ば
な
ら
ぬ
。
と
い
う
の
は
、
こ
れ
ま
で
承
て
き
た
一
脈
川
の
六
○
’
七
○
％
以
上
は
女
性
に
よ
っ
て
占
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
自
動
車
工
業
な
ど
に
比
較
し
て
際
立
っ
て
女
性
比
率
が
高
く
な
っ
て
い
る
の
は
、
事
務
員
や
秘
書
な
ど
で
は
変
わ
り
な
い
わ
け
だ
か
ら
、
製
造
部
Ⅲ
の
女
性
比
率
が
七
○
’
八
○
％
以
上
に
も
達
し
て
い
る
こ
と
に
も
と
づ
い
て
い
る
。
さ
き
に
図
３
で
組
立
ラ
イ
ン
の
職
務
を
示
し
た
が
、
そ
の
な
か
で
は
と
く
に
ブ
ラ
ウ
ン
管
や
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
の
セ
ッ
ト
と
テ
ス
ト
と
木
工
の
工
穏
の
ほか、職健や設計や倉庫などは男性の職務だが、それ以外の雁労働で、熟練もそれほど必要としない職務には、もっ
ぱら女性が配置されている。彼女らは、大部分、工場周辺に住んでいる主婦であり、家事や育児などのことで欠勤す
る
ぱ
あ
い
も
あ
る
が
、
概
し
て
男
性
よ
り
辛
抱
強
く
、
定
潜
率
も
尚
く
、
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
に
昇
進
す
る
ケ
ー
ス
も
多
く
な
っ
て
ぎ
ている。
3ｏ８ 
横
断
賃
金
と
個
別
化
の
限
界
ボ
ー
ナ
ス
制
度
の
導
入
と
特
徴
さ
き
の
ジ
ェ
ト
回
訓
森
に
よ
れ
ば
、
賃
金
符
班
と
し
て
「
年
功
制
度
の
灘
入
」
と
「
ボ
ー
ナ
ス
制
度
の
普
及
」
が
あ
る
程
度
指
摘
さ
れ
て
い
た
が
、
そ
の
実
態
は
ど
う
か
。
ま
ず
ボ
ー
ナ
ス
制
度
か
ら
ゑ
て
い
く
と
、
①
Ａ
社
で
は
常
用
の
全
従
業
員
を
対
象
と
し
て
お
り
、
す
で
に
み
た
売
上
げ
な
ど
の
変
動
に
応
じ
て
、
年
一
回
支
給
さ
れ
る
よ
う
に
制
度
化
さ
れ
て
い
る
。
②
Ｂ
社もほぼ同様だったが、過給者のぱあいはとくに税制上不利になるので取り止め、代わりにクリスマスのとぎの髄入
り脳物（冨日□の。の現物給付の増加に切り換えた。①これに対しＣ社では、セールスマンだけにしかボーナスは支給
さ
れ
て
い
な
い
。
こ
の
よ
う
に
、
自
動
車
工
業
の
ぱ
あ
い
も
ほ
ぼ
同
様
だ
が
、
企
業
別
に
Ａ
社
の
よ
う
に
日
本
と
似
せ
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
れ
ば
、
ｃ
社
の
よ
う
に
現
地
並
承
の
ケ
ー
ス
も
あ
る
。
さ
ら
に
、
立
ち
入
っ
て
み
る
と
、
Ａ
社
の
ぱ
あ
い
も
、
日
本
の
そ
れ
と
は
異
な
り
、
状
況
に
よ
っ
て
か
な
り
大
き
く
変
動
す
る
。
さ
ら
進
の
志
向
は
決
し
て
低
く
な
い
が
、
権
限
は
と
も
か
く
、
責
任
の
強
化
を
避
け
る
傾
向
が
強
い
の
で
、
マ
ネ
ジ
ャ
ー
へ
の
内
部
昇
進
も
実
現
さ
せ
に
く
い
状
況
に
あ
る
わ
け
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
従
業
員
の
八
○
％
ほ
ど
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
と
イ
ギ
リ
ス
の
出
身
者
に
よ
っ
て
占
め
ら
れ
、
他
は
西
・
南
・
東
欧
や
ヴ
ェ
ト
ナ
ム
な
ど
の
ア
ジ
ア
の
出
身
者
に
よ
っ
て
占
め
ら
れ
て
い
る
。
児
附
し
た
限
り
で
も
、
生
活
向
上
の
意
欲
が
商
く
、
仕
事
そ
の
も
の
に
も
関
心
の
高
い
ア
ジ
ア
人
の
方
が
、
働
き
ぶ
り
も
目
立
っ
て
よ
い
よ
う
に
ふ
ら
れ
る
。
だ
が
、
全
体
と
し
て
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
流
に
律
せ
ら
れ
て
い
る
わ
け
だ
か
ら
、
Ａ
社
の
工
場
で
さ
え
、
原
材
料
の
イ
ン
プ
ッ
ト
や
ラ
イ
ン
の
ち
ょ
っ
と
し
た
故
障
で
組
立
ラ
イ
ン
の
流
れ
が
停
止
し
た
よ
う
な
ぱ
あ
い
、
そ
の
部
所
の
従
業
員
は
お
し
ゃ
べ
り
な
ど
し
な
が
ら
待
機
し
て
い
る
場
面
を
何
度
か
糸
か
け
た
。
日
本
の
工
場
な
ら
ば
、
そ
う
し
た
事
態
の
発
生
も
少
な
い
わ
け
だ
が
、
発
生
し
て
も
組
立
工
自
身
が
ス
ト
ッ
プ
の
原
因
に
働
き
か
け
た
り
、
工
程
川
辺
の
整
理
な
ど
を
す
る
場
面
だ
ろ
う
が
、
職
務
の
純
張
り
が
厳
密
な
こ
と
や
原
因
を
洲
盤
す
る
だ
け
の
技
能
も
な
い
こ
と
や
融
通
も
利
か
な
い
な
ど
の
川
山
で
、
無
駄
に
手
待
ち
時
間
を
ふ
や
す
給
呆
に
終
わ
っ
て
い
る
わ
け
で
あ
る
。
第９軍 オーストラリアへの皿機産業の進出とＦ１(川・労仗関係3Ｃｌ 
各
州
の
な
か
で
最
高
の
ニ
ュ
ー
・
サ
ウ
ス
・
ウ
ェ
ー
ル
ズ
州
に
つ
い
て
み
る
と
、
最
高
の
グ
レ
イ
ド
（
Ｇ
１
）
は
三
四
九
ド
ル
一
一
○
セ
ン
ト
で
あ
り
、
妓
低
の
グ
レ
イ
ド
（
Ｇ
州
）
は
二
一
九
ド
ル
一
○
セ
ン
ト
で
あ
る
。
一
ド
ル
二
○
○
円
で
換
算
し
、
月
収
に
し
て
ふ
る
と
、
Ｇ
１
七
・
五
万
円
、
Ｇ
州
四
・
七
万
円
ほ
ど
に
な
る
。
さ
ら
に
、
係
長
や
職
長
の
ぱ
あ
い
は
つ
ぎ
の
よ
う
な
裁
定
に
よ
っ
て
迫
加
給
が
支
給される。①一一一人以上の熟練工（可且の、日のロ）を監督するぱあいは、上乗せを含めて六一ドル八○セントを追加支給ざ
に
、
月
給
者
は
ほ
ぼ
給
与
の
一
カ
月
、
週
給
者
は
賃
金
の
一
週
間
か
ら
そ
の
半
額
く
ら
い
を
韮
準
と
し
て
、
個
人
的
に
か
な
り
査
定
さ
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
日
本
に
お
け
る
の
と
は
違
っ
て
、
問
定
給
化
し
て
い
な
い
と
同
時
に
、
Ｈ
本
に
お
け
る
以
北
に
大
き
な
査
定
に
よ
る
差
が
つ
け
ら
れ
る
点
で
、
む
し
ろ
本
来
の
ボ
ー
ナ
ス
の
特
性
を
示
し
て
い
る
、
と
い
っ
て
よ
い
。
そ
の
意
味
で
は
、
Ａ
社
や
か
つ
て
の
Ｂ
社
の
よ
う
に
常
用
従
業
員
全
体
を
対
象
と
す
る
の
で
は
な
く
、
呪
在
の
Ｂ
社
や
Ｃ
社
の
よ
う
に
月
給
者
や
セ
ー
ル
ス
マ
ン
だ
け
に
限
定
し
た
力
が
、
よ
り
古
典
的
な
ボ
ー
ナ
ス
に
近
い
、
と
い
う
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。
し
た
が
っ
て
、
ボ
ー
ナ
ス
制
度
の
普
及
と
は
い
っ
て
も
、
日
本
と
は
か
な
り
異
な
っ
た
展
開
を
示
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
裁
定
賃
金
と
ド
リ
フ
ト
の
性
格
こ
の
よ
う
な
ボ
ー
ナ
ス
の
算
定
ベ
ー
ス
と
な
る
月
給
や
週
給
は
い
か
に
決
定
さ
れ
る
か
。
ま
ず
週
給
か
ら
ゑ
て
い
く
と
、
過
給
者
の
範
囲
は
製
図
工
を
含
む
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
の
ほ
か
に
事
務
員
、
現
場
の
係
長
、
職
長
を
カ
バ
ー
し
て
い
る
。
こ
の
範
川
は
、
後
述
の
よ
う
な
労
働
組
合
の
組
織
に
対
応
し
て
い
る
が
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
は
労
働
組
合
と
絲
営
者
団
体
が
賃
金
・
労
働時間などの要求事碩リスト（伊・血・ｍＱＰ目の）を提出し、それを労使調停仲裁委員会（○・口・菖昌・口目Ｑ宵ワ冒目・ロ
○・日目のの腿・口）が裁定し、その裁定（し３３）を妓低飛地として産業・職業別、さらに企業別にｆ乗せ（○気のＨシ３日）
（川）
交渉を行なうことができるようになっている。ブルーカラーの中心となっている雨気工を含む金属産業裁定（一九八
（Ⅲ） 
四
年
）
を
よ
る
と
、
金
屈
産
業
の
各
職
種
が
熟
練
皮
別
分
業
を
含
め
て
、
一
一
一
ペ
ー
ジ
に
渡
っ
て
桁
付
け
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
グ
レ
イ
ド
の
分
類
は
、
州
に
よ
っ
て
も
異
な
る
が
、
シ
ド
ニ
ー
や
メ
ル
ボ
ル
ン
を
含
む
ニ
ュ
ー
・
サ
ウ
ス
・
ウ
ェ
ー
ル
ズ
州
と
ヴ
ィ
ク
ト
リ
ア
州
の
ぱ
あ
い
は
、
四
八
分
類
に
細
分
化
さ
れ
て
お
り
、
グ
レ
イ
ド
ご
と
に
払
礎
賃
率
と
補
助
手
当
の
金
額
が
決
め
ら
れ
て
い
る
。
両
者
の
合
計
が
裁
定
貸
金
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
各
州
の
な
か
で
最
高
の
一
二
－
｜
ソ
ト
で
あ
り
、
岐
低
の
グ
レ
イ
ド
3IＣ 
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出所）賃金台帳から摘記した。
れ、最低一一三五ドル五○セントが保障される。そのうえ、一一人以上の係長・職長を
監督する総括係長・職長のぱあいは、係長・職長の妓高狐に四六ドル五○セントが
追加され、最低三七二ドルが保障されることになる。②これに対し、監督する熟練
工が一一人以下のぱあいは、迫加給は同じだが、最低保障がそれぞれ一一二○ドル一○
セントと三五六ドル六○セントに減額される。このように監督者の最低保障給はド
リフト部分を含めても、髄子熟練工（の』の３．日８可且のの日煙ロ）などのＧ１の裁定水
準より低くなっているが、現実には総額三五○’四○○ドル程度のケースが多い。
かりに四○○ドルで年俸（五一一週）をえるとすると、ほぼ二万ドルになるが、それ
でも現金給与だけに三万ドルを上回るマネジャー級とはかなりの格差がついている
のである。
表
５
は
、
Ｂ
社
の
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
の
う
ち
、
比
較
的
人
数
の
多
い
職
種
・
グ
レ
イ
ド
の
な
か
か
ら
個
々
の
事
例
を
摘
記
し
た
実
際
の
支
払
い
事
例
を
示
し
て
い
る
。
上
乗
せ
な
ど
の
ド
リ
フ
ト
剖
分
は
、
近
年
の
賃
金
凍
結
下
で
産
業
別
上
乗
せ
は
行
な
わ
れ
て
い
な
い
の
で
、
す
べ
て
企
業
別
上
乗せ（・ぐのＨ：四日）であるが、これらの埜準も経営者と労働組合幹郁との交渉によっ
て決定される、とぶてよい。だが、ドリフト部分は一定の基準にもとづいてかなり
個
別
に
査
定
さ
れ
る
。
例
え
ば
、
グ
ル
ー
プ
リ
ー
ダ
ー
は
Ａ
、
Ｂ
と
も
、
そ
れ
ほ
ど
大
し
た
熟
練
を
要
す
る
職
種
に
就
い
て
い
な
い
の
で
、
裁
定
賃
金
は
検
査
工
よ
り
低
い
。
だ
が
、
Ａ
は
勤
続
も
長
く
、
熟
練
度
な
ど
も
高
い
の
で
、
部
下
が
少
な
く
リ
ー
ダ
ー
手
当
が
少
な
い
の
を
、
上
乗
せ
と
熟練手当（の圏」日日四口）で調盤している。Ｂの方は勤続も短く、部下は多いが、熟
練度なども低い方なのである。さらに無線職（日日・可員の⑩日：）のぱあいも、勤続
第９章オーストラリアへのNil機産業の進１１１と雇用・労使関係３１１ 
以
上
は
成
人
の
賃
金
決
定
だ
が
、
熟
練
職
獅
の
徒
弟
賃
金
は
一
人
前
に
な
る
ま
で
毎
年
昇
給
す
る
の
に
対
し
、
成
人
で
は
自
動
車
工
業
な
ど
に
多
い
熟
練
聯
棚
も
何
年
か
は
自
助
昇
給
す
る
だ
け
で
、
他
に
は
年
功
的
外
給
は
ふ
ら
れ
な
い
。
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
の
ぱ
あ
い
も
同
様
で
あ
る
。
マ
ネ
ジ
ャ
ー
級
の
年
俸
は
ほ
ぼ
三
万
ド
ル
程
度
と
ゑ
て
よ
い
が
、
ア
シ
ス
タ
ン
ト
か
ら
ゼ
ネ
ラ
ル
ま
で
承
れ
ば
一
一
・
五
万
’
四
万
ド
ル
ほ
ど
に
分
布
し
て
お
り
、
企
業
差
も
大
き
い
。
ま
た
労
働
組
合
に
よ
る
横
断
的
規
制
は
な
い
が
、
そ
の
代
わ
り
調
査
会
社
に
よ
ってマネジャーの各グレイドの年俸、乗用車・ガソリン・保険料などの支給、退職金プランなどの①口］Ｐ昌勺Ｐ○百いの
が
公
表
さ
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
個
人
契
約
と
は
い
え
、
最
低
基
準
の
規
制
を
受
け
て
お
り
、
年
功
給
化
す
る
と
す
れ
ば
、
さ
き
の
ボ
ー
ナ
ス
も
含
め
て
上
乗
せ
で
調
整
す
る
し
か
な
い
。
実
態
は
、
扉
川
柵
造
で
ふ
た
と
お
り
ア
シ
ス
タ
ン
ト
級
ま
で
は
内
部
昇
進
も
承
ら
れ
る
が
、
マ
ネ
ジ
ャ
ー
と
な
る
と
外
部
か
ら
の
雁
朋
が
多
く
、
年
俸
の
上
乗
せ
も
年
功
よ
り
も
仙
人
の
能
力
・
業
絞
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
る
傾
向
が
強
く
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
勤
続
休
暇
と
退
職
金
む
し
ろ
長
期
勤
続
の
メ
リ
ッ
ト
が
出
て
く
る
の
は
、
有
給
勤
続
休
暇
と
退
聯
金
で
あ
る
。
①
勤
続
休
暇
の
方
は
、
が
長
く
、
熟
練
度
な
ど
も
高
い
の
で
、
総
額
と
し
て
グ
レ
イ
ド
の
高
い
検
査
工
を
上
回
る
ほ
ど
の
水
準
に
達
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
勤
続
の
長
短
や
技
能
な
ど
の
高
低
に
応
じ
た
個
人
的
ド
リ
フ
ト
に
よ
っ
て
、
裁
定
賃
金
の
横
断
的
規
制
を
企
業
別
に
縦
（皿）
断
化
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
年
功
を
技
能
な
ど
と
Ⅲ
関
し
た
勤
続
や
年
齢
と
理
解
す
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
仙
人
査
定
は
年
功
践
金
化
と
ゑ
る
こ
と
が
で
き
る
。
さ
ら
に
さ
き
の
ボ
ー
ナ
ス
も
加
え
れ
ば
、
ま
す
ま
す
年
功
給
や
業
績
給
に
近
づ
く
が
、
こ
う
し
た
ド
リ
フ
ト
部
分
は
、
表
５
の
よ
う
に
裁
定
賃
金
に
対
し
て
一
一
○
％
か
、
せ
い
ぜ
い
三
○
％
近
く
の
比
重
し
か
持
っ
て
い
な
い
の
で
あ
る
。
そ
の
ほ
か
、
職
務
配
置
で
も
触
れ
た
よ
う
に
、
例
え
ば
関
述
倣
祇
や
機
械
工
の
ク
ラ
ス
を
年
功
的
に
グ
レ
イ
ド
ア
ッ
プ
す
る
よ
う
に
巡
川
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
だ
が
、
そ
の
ぱ
あ
い
、
前
述
の
よ
う
に
従
業
員
の
合
意
が
え
ら
れ
な
い
ケ
ー
ス
が
あ
り
、
な
に
よ
り
も
欠
員
も
発
生
し
な
い
の
に
雇
川
配
個
を
変
え
た
の
で
は
、
職
務
別
配
貝
を
混
乱
さ
せ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
っ
て
し
ま
う
。
し
た
が
っ
て
、
日
本
に
お
け
る
よ
う
に
職
務
別
配
負
を
変
え
な
い
で
脇
能
給
を
年
功
的
に
グ
レ
イ
ド
ァ
ッ
プ
さ
せ
る
よ
う
に
、
職
務
と
賃
金
を
か
な
り
分
離
さ
せ
る
こ
と
は
で
き
な
い
の
で
（旧）
ある。
３１２ 
とくに週給者のぱあいは前述の公共的裁定（し３日）に規定されており、最低一一一週間、実際は四週間の年次有給休暇
（：目四］］８ぐの）に勤続休暇が追加されることになっている。しかし、それは一五年の勤続で一一一一週間程度追加される
くらいに止まっている。②社会保障による退職年金に上乗せする退職金制度（の后の日目口昌・口の『の庁の日）は、とくに民
間
で
は
三
○
％
を
下
回
る
ほ
ど
の
加
入
者
し
か
お
ら
ず
、
あ
ま
り
発
達
し
て
い
な
い
。
調
査
企
業
で
も
、
仙
友
に
保
険
会
社
と
契
約
す
る
のは別として、会社側も拠出する制度はＡ、Ｂ、Ｄ社では全員を対象としているが、労働条件の比較的低いＣ社では
週給者を対象外としている。月給者のぱあいはいろいろなスキームがあるが、過給者のモデルは本人と会社が貸金の
五％ずつを年戈拠出し、それに利子分を加えた金額を支給する方式を採っている。したがって、一○年勤続すれば一
○
％
の
一
○
倍
で
、
一
年
分
の
賃
金
総
柧
プ
ラ
ス
利
子
分
の
退
峨
金
を
受
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
だ
が
、
現
実
に
は
、
前
述
の
よ
う
な
職
務
の
グ
レ
イ
ド
ア
ッ
プ
に
よ
る
昇
給
が
な
い
と
し
て
も
、
年
ぺ
裁
定
賃
金
の
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
が
行
な
わ
れ
る
か
ら
、
現
在
賃
金
の
一
年
分
を
下
回
る
こ
と
に
な
る
が
、
勤
続
効
采
が
か
な
り
大
き
い
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
。
し
か
し
、
現
実
の
運
用
を
み
る
と
、
例
え
ば
Ａ
社
の
ば
あ
い
、
週
給
者
に
対
し
て
は
三
年
以
上
の
勤
続
で
フ
ル
支
給
と
な
り
、
三
年
未
満
で
自
発
退
職
の
ぱ
あ
い
会
社
拠
川
分
は
支
給
さ
れ
な
い
シ
ス
テ
ム
に
な
っ
て
い
る
。
と
い
う
こ
と
は
、
当
面
、
三
年
以
止
の
勤
続
を
奨
励
す
る
こ
と
に
主
眼
が
柵
え
ら
れ
て
お
り
、
そ
れ
だ
け
前
述
の
よ
う
に
と
く
に
男
性
を
中
心
と
し
て
勤
続
が
短
い
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
日
本
で
も
、
こ
の
よ
う
な
拠
川
制
の
企
業
年
金
が
ふ
え
つ
つ
あ
る
が
、
日
本
で
は
も
と
も
と
無
拠
川
制
の
退
職
金
制
度
が
あ
り
、
大
企
業
を
中
心
と
し
て
と
く
に
長
勤
続
の
ぱ
あ
い
給
与
係
数
が
商
く
な
っ
て
い
る
の
と
は
大
き
く
異
な
っ
て
い
る
、
と
攻
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
他
の
福
利
厚
生
そ
れ
以
外
の
福
利
厚
生
も
、
間
接
的
に
は
勤
続
奨
励
効
果
を
持
つ
、
だ
が
む
し
ろ
よ
り
面
接
的
に
は
企
業
と
の
一
体
感
を
強
め
、
労
使
関
係
の
協
調
化
を
進
め
る
こ
と
を
意
図
し
て
い
る
、
と
承
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
①
ク
リ
ス
マ
ス
の
．
ハ
ー
テ
ィ
や
プ
レ
ゼ
ン
ト
は
在
来
企
業
で
も
行
な
っ
て
い
る
の
だ
ろ
う
が
、
②
家
族
ぐ
る
承
の
運
動
会
、
③
本
人
の
誕
生
祝
、
④
食
堂
へ
の
補
助
、
①
レ
ジ
ャ
ー
団
体
で
あ
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
ク
ラ
ブ
へ
の
補
助
、
①
自
社
製
品
の
購
入
、
補
助
、
と
く
に
そ
の
比
較
的
手
厚
さ
は
、
日
系
企
業
独自の福利厚生だろう。すでにジェトロ調査でもあきらかなように、電機工業でもとくに「福利厚生」に力を入れて
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職
業
別
労
働
組
合
と
企
業
内
労
使
関
係
の
限
界
職
業
別
労
働
組
合
と
地
区
オ
ル
グ
ま
ず
、
労
働
組
合
に
よ
っ
て
組
織
さ
れ
た
、
い
わ
ば
公
式
的
の
労
使
関
係
か
ら
ゑ
て
い
こ
う
。
各
社とも、週給者の組合として、つぎのような組合が組織されている。
ロ）可のｑのＨ＆口侵の○㎡口８］日日ｑのロ已○Ｐ（い）両のＱのＨロ］のけ。Ｈの体勺ロ○斤のＨけロ日○口》（の）可のＱのＨ巳句月日の臣ｐｍ
ＢＨ且①ご日・Ｐ（隈）可①９のＨ口』ＱのＨ〆ロ日・Ｐ（□）缶のｍｏＱｐは。□・猯、日洋の日§》のロ勺のＨぐ】の。Ｈ陣曰の。黒曰】８』
そ
の
ほ
か
に
、
食
堂
や
清
掃
な
ど
の
労
働
組
合
が
組
織
さ
れ
て
い
る
ぱ
あ
い
も
あ
る
が
、
組
合
員
数
か
ら
ふ
る
と
、
⑪
の
胴
気
労
働
組
合
と
側
事
務
員
組
合
が
全
休
を
二
分
す
る
ほ
ど
大
き
な
勢
力
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
組
合
述
動
と
そ
の
影
響
力
で
は
雨
気
労
働
組
合
が
中
心
と
な
っ
て
い
る
が
、
倉
叩
・
包
装
組
合
が
し
ば
し
ば
独
自
の
過
激
な
動
き
を
示
す
の
で
無
視
で
き
な
い
。
事
務
員
組
合
も
や
や
独
自
だ
が
、
製
図
工
や
職
長
な
ど
の
組
合
は
ほ
ぼ
闘
気
労
働
組
合
に
追
随
し
て
い
る
、
と
ゑ
て
よ
い
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
こ
の
よ
う
に
自
動
車
工
業
も
含
め
て
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
日
系
企
業
は
在
来
の
労
働
組
合
の
組
織
化
を
ほ
ぼ
そ
の
ま
ま
認
め
て
お
り
、
ア
メ
リ
カ
な
ど
に
お
（Ｍ） 
けるように不承認だったり、企業内労働組合を組織させたりするケースは、ほとんど承られない。そのう蕊えで、ジェ
ト
ロ
調
査
も
あ
き
ら
か
に
し
て
い
る
よ
う
に
、
「
社
内
情
報
」
な
ど
の
労
働
組
合
を
媒
介
と
し
な
い
企
業
内
労
使
関
係
の
維
持
に
力
を
入
いるのである。⑦とくにＡ社では、子供の入学祝の制度もあり、初等教育五○ドル、中等八○ドル、高等一二○ドル
が支給されている。このような福利厚生は、日系企業でも会社ごとの差が大きく、Ａ社などではこのほかに労災保険
や休暇手当なども含めて、企業側の負担が呪金給与袖の六○％にも達しているのに対し、Ｃ社などでは二○％ほどに
止
ま
っ
て
い
る
ほ
ど
で
あ
る
。
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
労
働
組
合
と
会
社
と
の
交
渉
は
、
日
常
的
な
細
か
な
事
項
は
職
場
委
員
と
聯
長
、
マ
ネ
ジ
ャ
ー
、
労
使
関
係
担
当
の
マ
ネ
ジ
ャ
ー
と
そ
の
ス
タ
ッ
フ
と
の
間
で
行
な
わ
れ
る
が
、
大
き
な
事
狐
は
各
組
合
の
地
区
オ
ル
グ
と
労
使
担
当
の
マ
ネ
ジ
ャ
ー
が
中
心
と
な
っ
て
折
衝
ざ
3１４ 
れる。オルグはその人物や組合の方針などによって一概にはいえないが、職場委員には活動家がほとんどいないので、
非常に重要な役割を来たすことになるケースが多い。どの組合でも、職場委員のなり手がいない状況にある。ほぼ二
○人に一人の割で選出されるので、各社とも雨気労働組合と事務員組合がそれぞれ数人、他は－１二人の職場委員を
選出するが、職長組合以外ではグループリーダーが選出されるケースが多いけれども、彼らの多くは立場上の理由か
ら
辞
退
し
て
し
ま
い
、
そ
れ
以
外
の
職
場
で
信
頼
さ
れ
て
い
る
従
業
員
が
選
出
さ
れ
る
ケ
ー
ス
が
多
い
よ
う
で
あ
る
。
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
（胴）
では組合による職場委員の掌握が不十分なので、〃山猫スト〃などが発生する確率が一間い、とみられているが、日系
企
業
で
は
そ
う
し
た
珊
例
は
衆
ら
れ
ず
、
大
き
な
問
題
を
め
ぐ
っ
て
地
区
オ
ル
グ
と
折
衝
す
る
ケ
ー
ス
の
力
が
多
く
な
っ
て
い
る
。
Ｂ
社
の
解
雇
争
議
そ
の
一
つ
の
事
例
が
、
Ｂ
社
の
七
七
年
末
の
大
量
解
雇
を
め
ぐ
る
労
働
争
議
で
あ
る
。
経
営
者
側
は
ル
ー
ル
通
り一カ月前に労働組合に対し解一膿を通告したが、おもに解一雁の回避、特別解雇手当、再就職活動手当などをめぐって
交
渉
が
紛
糾
し
、
一
週
間
ほ
ど
の
ス
ト
ラ
イ
キ
を
経
験
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
。
結
局
、
州
の
労
使
調
停
仲
裁
委
員
会
に
持
ち
込
ま
れ、臨時工を含む一○○人近くの解一脈は認めるとして、経営者の提出した案に対し、退職金以外の解雇手当として一
律賃金の一一週間分プラス勤続○・五年につき一Ⅱ分を、プラス勤続一年につぎ八日分、再就職活動の手当として一一日
分まで、さらに病気休暇手当（段・丙］の趣くの）の残りがあるぱあい、被解一歴者に対しても解一展後一年以内に入院したぱあ
い
「
好
意
の
支
払
い
」
を
す
る
な
ど
の
条
件
が
示
さ
れ
、
そ
れ
を
受
諾
し
争
議
が
解
決
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
し
か
し
、
そ
の
後
も
調
停
仲
裁
委
員
会
レ
ベ
ル
で
労
使
の
折
衝
が
つ
づ
け
ら
れ
、
ほ
ぼ
一
年
後
に
同
委
員
会
か
ら
つ
ぎ
の
よ
う
な
調
停
内容が示され、今後の解一脈にはそのルールが適用されることになった。その内容は、①解一脈予告後一カ月間に配侭転
換などによって「選択的一展用」の努力をし、できるだけ大量解一雁を回避すること、②組合が認めた個友の従業員に解
一展予告したぱあい、賃金一週間分を支払うと同時に、労使でその労働者と面接し、再就職の見通しを確かめること、
③予告期間中の任意退職者にも同額の解雇手当を支払うこと、ただし会社は男女比や蛾紳従業貝などの各グレイドの
バランスを保つように調整することができる、①会社はできるだけ而一雁用するよう努力すること、⑤解扉手当として、
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Ａ
社
の
解
雇
手
当
争
議
Ａ
社
が
、
一
九
八
四
年
に
経
験
し
た
解
一
雁
手
当
の
引
き
上
げ
を
め
ぐ
る
労
働
争
議
も
ま
た
、
退
職
金
制
度
を
一
般
化
し
よ
う
、
と
い
う
点
で
は
、
日
本
の
労
使
関
係
へ
の
接
近
を
示
し
て
い
る
。
だ
が
、
争
議
の
発
生
と
展
開
そ
の
も
の
は
、
き
わ
め
て
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
流
だ
、
と
承
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
と
ば
、
す
で
に
一
○
数
年
も
経
っ
て
古
く
な
っ
た
工
場
馳
屋
の
補
修
と
駐
水
場
の
確
伽
を
発
端
と
し
て
発
生
し
た
。
雨
気
労
働
組
合
を
中
心
と
す
る
四
組
合
は
、
こ
れ
ら
の
補
修
な
ど
を
Ａ
社
の
日
本
へ
の
撤
退
と
糸
た
よ
う
で
あ
る
。
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
は
企
業
の
売
却
も
多
い
し
、
売
却
す
る
前
に
建
物
な
ど
を
補
修
す
る
ぱ
あ
い
が
多
い
う
え
に
、
カ
ラ
ー
Ｔ
Ｖ
工
業
で
は
前
述
の
よ
う
に
企
業
間
競
争
が
激
し
く
、
経
営
の
苦
し
い
こ
と
を
労
働
組
合
も
よ
く
知
っ
て
い
た
か
ら
で
あ
る
。
そ
こ
で
労
働
組
合
と
し
て
は
、
も
っ
と
も
知
名
度
も
高
く
、
支
払
い
能
力
も
あ
り
そ
う
な
Ａ
社
を
対
象
と
し
て
、
今
後
起
こ
る
べ
き
解
一
展
の
手
当
を
改
善
し
、
そ
の
パ
タ
ー
ン
を
他
社
に
も
適
川
さ
せ
よ
う
と
し
た
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
組
合
側
は
退
職
金
の
上
乗
せ
と
し
て
、
嗣
気
労
働
組
合
の
要
求
事
頂
リ
ス
ト
に
も
掲
げ
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
勤
続
一
年
に
つ
き
二
○
週
間
の
解
雁
手
当
な
ど
を
要
求
し
て
き
た
。
そ
れ
に
対
し
、
Ａ
社
の
解
雇
手
当
は
さ
ぎ
の
Ｂ
社
な
ど
と
ほ
ぼ
同
じ
水
準
に
止
ま
っ
て
い
た
わ
け
だ
が
、
組
合
幹
部
の
真
の
ね
ら
い
は
、
日
系
企
業
に
と
く
に
普
及
し
て
い
る
退
職
金
に
あ
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
と
い
う
の
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
労
働
組
合
評
議
会
（
し
Ｅ
ｍ
５
冒
口
○・口□＆。【日尉且のロ日・口の）としても退職金を公的に制度化し、裁定（少３日）の条項に加えようとしており、それを
受
け
て
政
府
で
も
検
討
を
開
始
し
た
と
こ
ろ
だ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
そ
う
い
う
状
況
で
も
あ
っ
た
の
で
、
九
日
間
の
ス
ト
ラ
イ
キ
が
強
行
さ
れ
、
Ａ
社
と
し
て
は
始
め
て
調
停
を
申
請
し
た
が
、
結
局
、
職
前
述
の
二
週
間
分
と
勤
続
一
年
に
つ
ぎ
八
日
分
の
賃
金
の
支
払
い
以
外
に
、
残
さ
れ
た
年
次
有
給
休
暇
と
勤
続
休
暇
の
買
い
上
げ
、
さ
き
の
病
気
休
暇
手
当
の
支
給
、
二
日
間
ま
で
の
求
職
活
動
手
当
の
支
給
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。
ほぼ以上の内容が現行の労使間協定となっている。日本以外にヨーロッ．〈でも近年できるだけ大量解一脈を回避する
（雌）
制
度
が
作
ら
れ
て
き
て
い
る
が
、
こ
こ
で
も
で
き
る
だ
け
解
雇
を
回
避
す
る
と
同
時
に
、
離
職
に
よ
る
さ
ま
ざ
ま
な
シ
ョ
ッ
ク
を
微
調
整
す
る
た
め
の
細
か
な
配
慮
が
試
承
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
。
そ
の
意
味
で
も
〃
日
本
的
経
営
“
へ
の
接
近
が
承
ら
れ
る
わ
け
で
ある。
3１６ 
場
に
労
働
者
が
復
帰
す
る
よ
う
に
裁
定
さ
れ
た
。
ち
ょ
う
ど
そ
の
頃
、
造
船
業
や
デ
パ
ー
ト
な
ど
で
も
経
営
権
の
譲
渡
な
ど
に
よ
っ
て
大
鎧解一歴が発生し、ほぼ同じような解一服手当紛争が発生していたが、倉庫・包装組合は同じ州の他地区同組合に呼びか
け
、
Ａ
社
の
大
き
な
販
売
会
社
に
お
い
て
Ａ
社
製
耐
の
取
扱
い
拒
否
を
指
令
し
た
が
、
そ
の
地
区
の
幹
部
の
判
断
で
、
そ
の
指
令
は
行
な
わ
れ
ず
、
つ
ぎ
は
港
湾
労
働
組
合
に
訴
え
、
同
情
ス
ト
を
呼
び
か
け
た
の
で
あ
る
。
Ａ
社
と
し
て
は
、
解
一
脈
が
発
生
し
も
し
な
い
の
に
枕
行
さ
れ
た
不
当
な
ス
ト
ラ
イ
キ
に
抗
議
す
る
ｌ
法
律
上
、
組
合
側
に
罰
金
を
課
せ
ら
れ
る
は
ず
だ
が
、
事
実
上
死
文
化
し
て
い
る
Ｉ
と
同
時
に
、
一
週
間
の
賃
金
カ
ッ
ト
を
行
な
っ
た
の
で
、
労
働
者
か
ら
も
不
満
が
で
て
き
て
、
オ
ル
グ
と
し
て
も
収
拾
せ
ざ
る
を
え
な
く
な
り
、
ス
ト
ラ
イ
キ
は
終
結
し
た
。
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
は
、
と
く
に
肉
体
的
に
早
期
の
老
化
を
問
題
に
し
て
い
る
述
設
労
働
組
合
が
積
極
的
に
企
業
年
金
と
し
て
の
退
職
金
制
度
の
裁
定
化
を
推
進
し
、
超
企
業
的
に
労
使
が
拠
出
し
雄
金
を
作
る
構
想
を
公
表
し
て
い
る
。
そ
れ
が
実
現
す
れ
ば
、
財
政
的
に
適
迫
し
、
収
入
調
査
の
ほ
か
に
資
産
洲
森
も
開
始
し
て
、
給
付
を
抑
制
し
始
め
て
い
る
公
的
年
金
を
補
完
す
る
こ
と
に
な
る
。
さ
ら
に
、
企
業
年
金
の
出
来
方
い
か
ん
で
は
、
日
本
に
お
け
る
よ
う
に
企
業
勤
続
の
効
果
を
持
つ
か
も
知
れ
な
い
。
労
使
間
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
イ
シ
ョ
ン
の
明
暗
ジ
ェ
ト
ロ
洲
在
の
よ
う
に
、
髄
機
工
業
で
も
労
使
間
コ
ミ
ュ
ニ
ヶ
イ
シ
副
ソ
を
緊
裕
に
す
る
た
め
に
さ
ま
ざ
ま
な
方
法
が
試
よ
ら
れ
て
い
る
。
例
え
ば
Ａ
社
は
朝
礼
を
始
め
と
し
て
、
月
一
回
、
社
長
の
説
川
会
を
附
き
、
例
え
ば
前
述
の
よ
う
な
自
動
化
の
必
要
性
や
、
余
剰
人
員
は
解
雇
せ
ず
、
配
置
転
換
で
対
応
す
る
こ
と
な
ど
を
説
明
す
る
。
そ
れ
に
対
す
る
質
問
な
ど
は
、
の
ち
に
マ
ネ
ジ
ャ
ー
な
ど
に
拠
出
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
労
働
組
合
側
は
あ
る
糀
皮
の
解
雁
に
は
応
じ
る
が
、
工
場
Ⅲ
鋲
だ
け
は
回
避
す
る
よ
う
申
し
入
れ
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
そ
の
ほ
か
、
何
柧
類
か
の
社
内
報
を
発
行
し
、
Ａ
社
グ
ル
ー
プ
全
体
の
動
き
か
ら
、
運
動
会
も
開
か
れ
た
家
族
デ
イ
な
ど
の
模
様
ま
で
報
道
さ
れ
て
い
る
。
た
だ
し
、
月
一
回
発
行
さ
れ
て
い
た
経
営
情
報
は
、
前
回
の
争
議
以
後
、
停
止
さ
れ
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
前
回
の
争
議
直
前
に
経
営
状
況
の
苦
し
い
こ
と
を
訴
え
た
ら
、
一
般
従
業
員
か
ら
も
解
一
脈
を
予
想
さ
れ
た
よ
う
に
、
逆
効
采
に
な
る
し
、
こ
れ
ま
で
解
一
雁
を
し
な
い
雇
朋
方
針
を
さ
ん
ざ
ん
訴
え
て
き
た
の
に
十
分
な
成
果
を
上
げ
え
な
か
っ
た
こ
と
に
批
判
も
だ
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
節９章オーストラリアへのlhI樋ilr業のj(Ｍ１と雇川・労側側係３１７ 
Ｄ社でも月一回、Ｂ社でも一一一’六カ月くらいの間隔で社内報が発刊されており、自社製品のＰＲ、売上げの伸長ぶ
り
、
覗
務
の
機
械
化
の
状
況
、
退
職
金
雅
金
の
安
全
性
の
こ
と
か
ら
レ
ジ
ャ
ー
活
動
や
新
入
社
員
の
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
ま
で
、
い
ず
れ
か
と
い
え
ば
〃
い
い
こ
と
づ
く
め
〃
の
報
道
を
編
集
し
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
そ
れ
に
対
し
Ｃ
社
で
は
、
あ
ま
り
社
内
報
に
は
力
を
入
れ
て
い
ない。とくに経営情報はほとんど流さぬようにしている。というのは、Ａ社のようなケースもあるし、もともと大部
分
の
従
業
員
は
「
余
計
な
こ
と
に
関
心
を
付
た
い
」
し
、
大
体
「
二
○
カ
国
以
上
の
国
語
を
持
つ
従
業
貝
に
同
じ
情
報
を
川
川
さ
せ
る
こ
と
が
困
難
」
だ
、
と
櫛
理
者
側
が
判
断
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
そ
れ
よ
り
も
ｃ
社
と
し
て
は
、
各
組
合
の
職
場
委
員
と
の
接
触
に
力
を
入れており、①例えば、危険作業を伴うはんだ付けの職務を職務賃金表上いかに１位に絡付けるか、②解一雌協定の改
定
、
③
同
一
組
織
の
脇
時
工
の
賃
率
上
昇
、
①
ラ
イ
ン
の
ス
ピ
ー
ド
を
落
と
す
こ
と
、
①
作
業
衣
、
作
業
椅
子
、
灰
旅
ス
タ
ッ
フ
な
ど
の
改
善
、
⑤
職
場
集
会
の
た
め
の
就
業
時
間
一
時
間
の
割
愛
な
ど
の
交
渉
を
積
極
的
に
進
め
て
い
る
。
労
働
争
議
を
経
験
し
た
Ａ
、
Ｂ
社
が
証
言
す
る
と
こ
ろ
で
は
、
日
常
の
事
務
折
衝
な
ど
で
は
協
調
的
な
職
場
委
員
の
態
度
も
、
大
き
な
問
題
が
発
生
す
る
と
一
変
す
る
よ
う
で
あ
る
。
し
か
も
、
Ⅲ
題
は
そ
れ
だ
け
で
は
な
い
。
Ａ
社
で
も
、
大
き
な
Ⅲ
題
で
は
事
前
協
議
を
求
祝
し
、
マ
ネ
ジ
ャ
ー
・
職
長
と
地
区
オ
ル
グ
・
職
場
委
員
長
の
事
前
協
議
・
折
衝
を
注
意
深
く
準
術
し
実
行
し
て
い
る
。
し
か
し
、
マ
ネ
ジ
ャ
ー
自
身
が
個
人
と
し
て
の
職
業
人
に
過
ぎ
ず
、
か
な
ら
ず
し
も
会
社
そ
の
も
の
の
代
表
者
で
あ
る
こ
と
は
期
待
で
き
な
い
、
と
い
う
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
彼
ら
だ
け
の
醐
前
協
議
を
中
心
と
し
て
労
使
関
係
を
十
分
に
処
理
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
の
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
事
態
が
深
刻
化
し
て
か
ら
、
始
め
て
本
当
の
事
態
や
慣
行
な
ど
が
あ
き
ら
か
に
な
る
よ
う
な
状
況
が
し
ば
し
ば
発
生
す
る
よ
う
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
日
本
か
ら
の
派
泄
ス
タ
ッ
フ
か
ら
承
る
と
、
い
ざ
と
い
う
と
き
に
は
経
営
者
側
の
マ
ネ
ジ
ャ
ー
な
ど
も
当
て
に
な
ら
ず
、
普
段
は
協
調
的
な
職
場
委
員
も
容
易
に
オ
ル
グ
に
よ
っ
て
操
作
さ
れ
て
し
ま
う
よ
う
に
承
え
る
の
で
あ
る
。
そ
う
か
と
い
っ
て
、
日
本
か
ら
の
派
遣
ス
タ
ッ
フ
が
、
労
使
関
係
担
当
の
マ
ネ
ジ
ャ
ー
を
担
当
し
よ
う
と
し
て
も
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
独
特
の
労
働
裁
判
や
公
的
裁
定
の
場
で
い
ろ
い
ろ
な
交
渉
に
当
た
る
こ
と
は
ほ
と
ん
ど
不
可
能
で
あ
り
、
現
地
採
用
の
ス
タ
ッ
フ
に
依
存
せ
ざ
る
を
え
な
い
、
と
い
う
状
況
に
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
労
使
間
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
イ
シ
ョ
ン
を
緊
密
に
し
よ
う
に
も
、
労
使
関
係
そ
の
も
の
の
、
い
わ
ば
縦
と
横
の
３１８ 
構造的な隙間を塞ぐことは、日勤車工業などと同様、決して容易なことではないのである。
提
案
制
度
と
Ｑ
Ｃ
サ
ー
ク
ル
だ
か
ら
こ
そ
、
労
働
組
合
を
媒
介
と
し
な
い
提
案
制
度
や
Ｑ
ｃ
サ
ー
ク
ル
に
よ
る
個
別
の
労
使
関
係
の
展
開
が
重
要
な
役
割
を
来
た
す
こ
と
に
な
る
。
各
社
と
も
、
明
碓
に
制
度
化
し
て
い
な
い
事
例
も
含
め
て
、
工
場
を
中
心
と
し
て
、
個
人
を
対
象
と
し
た
賞
金
づ
き
の
提
案
制
度
と
グ
ル
ー
プ
を
対
象
と
し
た
Ｑ
Ｃ
サ
ー
ク
ル
運
動
が
行
な
わ
れ
て
い
る
が
、
い
ず
れ
も
ど
う
や
ら
定着したのは、八○年代に入って第二次石油ショック後の合理化が行なわれる過程においてであった。そのなかで、
Ｃ
社
は
ま
だ
制
度
化
し
て
い
な
い
が
、
Ｂ
社
な
ど
で
は
リ
ー
ダ
ー
な
ど
を
日
本
に
送
り
、
Ｑ
Ｃ
の
方
法
な
ど
に
つ
い
て
学
習
さ
せ
る
ほ
ど
力を入れている。また提案制度については、Ｂ社では制度化していないが、Ａ、Ｃ社などでは、一件あたり平均二○
’
三
○
ド
ル
の
賞
金
を
つ
け
て
奨
励
し
て
い
る
。
そ
し
て
各
社
と
も
、
月
一
回
、
工
場
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
な
ど
で
発
表
し
、
表
彰
す
る
と
と
も
に
コ
メ
ン
ト
を
加
え
る
機
会
を
持
っ
て
い
る
。
だ
が
、
こ
う
し
た
試
み
に
も
さ
ま
ざ
ま
な
問
題
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
ま
ず
、
〃
日
本
的
経
営
“
と
し
て
と
く
に
注
Ｈ
さ
れ
て
い
る
Ｑ
Ｃ
サ
ー
ク
ル
に
つ
い
て
は
、
な
に
よ
り
も
時
間
外
の
扱
い
で
金
銭
的
刺
激
が
な
い
た
め
か
、
肝
心
の
自
主
的
参
加
が
十
分
に
行
な
わ
れ
て
い
な
い
。
Ａ
、
Ｂ
社
な
ど
で
は
リ
ー
ダ
ー
の
教
育
に
努
め
、
リ
ー
ダ
ー
を
中
心
と
し
て
推
進
せ
ざ
る
を
え
な
い
状
態
に
あ
る
が
、
一
般
従
業
貝
は
自
分
た
ち
で
工
夫
す
る
意
欲
も
、
レ
ポ
ー
ト
を
作
成
す
る
能
力
も
低
く
、
他
の
サ
ー
ク
ル
と
競
争
を
で
き
る
だ
け
避
け
よ
う
と
す
る
傾
向
が
強
い
。
始
め
か
ら
職
務
の
一
つ
と
し
て
位
侭
づ
け
れ
ば
別
だ
ろ
う
が
、
各
社
と
も
従
業
員
の
定
粁
が
高
ま
っ
て
き
た
近
年
に
な
っ
て
本
格
化
し
て
き
て
い
る
の
で
、
職
務
上
の
命
令
と
い
う
形
を
と
ら
な
け
れ
ば
純
粋
に
自
発
的
に
は
進
め
ら
れ
な
い
よ
う
な
段
階
に
止
ま
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
リ
ー
ダ
ー
以
外
に
も
一
部
の
従
業
員
は
熱
心
な
の
だ
が
、
そ
れ
は
と
く
に
提
案
制
陛
に
お
い
て
剛
著
で
あ
る
。
概
し
て
提
案
件
数
も
少
な
く
、
ち
ょ
っ
と
し
た
レ
イ
ア
ウ
ト
や
作
業
方
法
な
ど
、
ご
く
身
近
な
改
善
が
中
心
と
な
っ
て
い
る
が
、
な
か
に
は
一
○
○
ド
ル
以
上
の
表
彰
価
値
が
あ
た
え
ら
れ
る
よ
う
な
提
案
も
提
出
さ
れ
る
。
と
り
わ
け
特
徴
的
な
の
は
、
特
定
の
従
業
員
が
と
く
に
多
く
の
提
案
を
試
永
、
ク
リ
ス
マ
ス
の
と
ぎ
の
特
別
の
贈
物
を
ね
ら
う
、
と
い
う
よ
う
な
傾
向
が
強
い
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
ら
に
対
し
、
自
動
車
工
業
で
は
提
案
制
度
と
Ｑ
Ｃ
サ
ー
ク
ル
を
よ
り
明
確
に
制
度
化
し
、
強
力
に
推
進
し
よ
う
と
し
て
い
る
が
、
そ
の
実
態
は
電
機
工
業
の
ぱ
あ
節９章オーストラリアへの剛幾雌業の進出と雇用・ツナ使DM係３１９ 
い
と
そ
れ
ほ
ど
異
な
ら
な
い
よ
う
な
状
態
に
あ
る
。
そのなかで、通信機のＤ社ではやや異なった展開を示している。というのは、Ｄ社の工場は日本の親企業のほぼ同
様
の
ミ
ニ
・
カ
ン
パ
ニ
ー
運
動
が
導
入
さ
れ
た
か
ら
で
あ
る
。
だ
が
、
そ
れ
も
、
金
銭
や
要
員
の
余
裕
が
で
き
て
、
仕
事
が
楽
に
な
る
な
ど
の
報
酬
が
な
か
っ
た
こ
と
と
、
職
務
の
充
実
を
ね
ら
っ
た
小
集
団
に
よ
る
完
成
製
節
の
製
造
が
あ
ま
り
に
低
生
産
性
だ
っ
た
こ
と
の
た
め
に
、
結
局
は
廃
止
さ
れ
、
リ
ー
ダ
ー
の
多
く
が
退
職
し
て
し
ま
っ
た
の
で
あ
る
。
と
く
に
Ｄ
社
の
ぱ
あ
い
は
、
前
述
の
よ
う
に
非
堂
産
型
の
複
雑
労
働
が
多
い
の
で
、
従
業
員
に
と
っ
て
職
務
を
尚
皮
化
し
充
災
す
る
魅
力
は
少
な
く
、
金
銭
的
刺
激
と
か
要
且
の
余
裕
が
で
る
とか、あるいは成果の商い仙人を内部昇進などで優遇するなどのインセンティヴが必要だったのだろう。
と
く
に
Ｄ
社
の
ぱ
あ
い
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
事
情
で
労
働
組
合
を
媒
介
と
し
た
労
使
関
係
が
か
な
り
協
調
的
に
推
進
し
て
き
て
い
る
こ
と
も
付
け
加
え
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
と
い
う
の
は
、
と
く
に
Ｄ
社
の
ぱ
あ
い
少
人
数
の
従
業
員
で
ス
タ
ー
ト
し
、
し
ば
ら
く
の
間
は
徐
女
に
一
雁
川
を
ふ
や
し
、
し
か
も
従
業
員
の
少
し
の
不
満
で
も
職
場
梼
理
・
監
督
な
ど
で
秋
極
的
に
対
処
し
、
き
ぎ
さ
き
と
労
働
条
件
を
改
善
し
て
い
っ
た
た
め
、
外
部
の
労
働
組
合
に
よ
っ
て
組
織
化
さ
れ
ぬ
状
態
が
つ
づ
い
た
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
派
泄
ス
タ
ッ
フ
の
判
断
に
よ
って、すでに労働組合員も一脈用されていることでもあり、いずれは労働組合が正式に組織されるだろうから、地区オ
ルグや従業員に呼びかけ、電気労働組合などの組織化を経営者側から誘導したのである。地区の組合大会に対して、
会社側がバスをチャーターして組合員を送り込む、という一群もあったほどだった。とくに興味深いのは、地区のオ
ルグなどが日本の労使関係について研究し始めており、派肚スタッフの力でもとくに労使の協調ｎについて〃教武〃
し、どこでも過激な通勤を股剛する倉庫・包装組合の峨場委員すら、きわめて協調的になっていることである。それ
には、前述のようにＤ社がかなり独占的に市場を占拠しており、経営成果が高いことにもとづいてつぎつぎと労働条
件や作業環境を改善してきていることも有力な根拠になっているのだが、電気労働組合などのオルグの足がＤ社から
遠のいてしまうような状態になっている。それくらいなら、むしろ労働組合を媒介としてミニ・カンパニー運動を展
開
す
れ
ば
よ
か
っ
た
の
か
も
知
れ
な
い
が
、
Ｄ
社
で
は
い
ま
Ｑ
Ｃ
運
動
の
出
発
点
に
立
ち
一
灰
っ
て
、
ま
た
新
し
い
取
り
組
ゑ
を
開
始
し
て
３２ｏ 
つぎに一服用構造に賑じると、販売・サービス部川や臨時一脈いを含めても従業員規模が五○○人前後の中企業温度に
止
ま
っ
て
い
る
の
に
、
職
種
・
職
務
分
類
が
比
較
的
細
か
く
、
し
か
も
ロ
ー
テ
イ
シ
ョ
ソ
や
そ
れ
に
よ
る
教
育
訓
練
な
ど
が
非
常
に
行
な
わ
れ
に
く
い
制
度
や
慣
行
に
な
っ
て
い
る
。
日
本
の
中
小
企
業
な
ら
ば
職
秘
分
類
も
靴
く
、
ロ
ー
テ
イ
シ
ョ
ン
も
行
な
わ
れ
や
す
い
の
だ
が
、
そ
の
反
面
、
企
業
間
移
動
に
よ
る
中
途
採
用
が
中
心
と
な
り
、
内
部
昇
進
が
少
な
い
点
な
ど
は
類
似
し
て
い
る
。
日
本
の
大
企
業
型
の
新
卒
採
川
に
つ
い
て
補
充
し
て
お
く
と
、
日
本
企
業
で
も
先
端
技
術
を
扱
っ
て
い
る
Ｄ
社
で
は
、
大
学
な
ど
と
提
携
し
て
基
幹
技
術
者
を
あ
る
程
度
新
卒
採
用
し
て
い
る
が
、
他
社
で
は
マ
ネ
ジ
ャ
ー
候
補
を
少
数
採
用
し
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
。
と
く
に
大
き
な
一
雁
用
調
繋
を
経
験
し
て
い
る
の
で
、
日
系
企
業
が
提
唱
す
る
雇
用
保
障
の
理
念
も
労
働
者
に
よ
っ
て
あ
ま
り
信
頼
さ
れ
な
か
っ
た
き
ら
い
は
あ
る
が
、
これまで、オーストラリアに進出している大型ＴＶを中心とした日系企業の一雁用・労使関係の実態などを、日本型
一
雁
朋
・
労
使
関
係
モ
デ
ル
と
の
比
岐
で
考
察
し
て
き
た
。
通
信
機
工
業
や
自
動
車
工
業
と
の
比
岐
も
若
干
試
孜
た
が
、
そ
れ
で
も
ま
だ
多
（Ⅳ） 
国籍企業の分析としては不十分かも知れない。だが、単に〃日本的経営“の理念や手法をいかに輸出できるか程度の
測
定
で
は
な
く
、
生
産
投
資
そ
の
も
の
の
．
ハ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
埜
礎
づ
け
る
雇
川
・
労
使
関
係
の
実
態
の
特
性
を
考
察
し
て
ゑ
た
。
さ
ら
に
、
そ
れ
と
相
互
規
定
の
関
連
に
あ
る
製
品
市
場
の
特
性
に
つ
い
て
も
概
観
し
た
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
、
高
所
得
国
と
は
い
え
四
○
○
万
世
帯
ほ
ど
の
市
場
規
模
と
小
型
Ｔ
Ｖ
へ
の
需
要
構
造
の
変
化
が
大
き
な
制
約
要
因
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
う
え
、
遅
れ
た
カ
ラ
ー
放
送
へ
の
転換が大きな雇用変動の要因ともなったが、なによりも関西家電を中心とする激しい企業間競争が、雇用・労使関係
の
展
開
を
大
き
く
規
定
し
て
い
る
、
と
ゑ
て
よ
い
。
そ
こ
に
参
入
障
壁
も
低
く
、
技
術
革
新
も
激
し
い
家
雨
工
業
の
特
性
も
示
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
い
る
の
で
あ
る
。３
総
括
第９章オーストラリアへの電機産業の進出と屈川・労使関係３２１ 
最
後
に
労
使
関
係
の
実
態
に
つ
い
て
ゑ
る
と
、
な
に
よ
り
も
そ
こ
は
職
業
別
労
働
組
合
が
支
配
す
る
世
界
で
あ
る
。
そ
の
点
に
つ
い
て
も
多
少
補
足
し
て
お
け
ば
、
労
働
組
合
の
最
問
絆
部
は
現
代
の
状
況
を
敏
感
に
受
け
取
っ
て
い
る
の
に
対
し
、
地
方
幹
部
と
の
ず
れ
が
大
き
く
、
個
々
の
企
業
の
峨
場
委
員
の
形
成
が
非
常
に
遅
れ
て
い
る
、
と
い
う
状
況
に
あ
る
。
そ
の
意
味
で
、
企
業
内
労
使
関
係
を
菰
視
す
る
日
系
企
業
と
し
て
は
、
自
動
巾
工
業
で
あ
る
程
度
進
ん
で
い
る
よ
う
に
、
職
場
委
員
の
育
成
に
よ
っ
て
企
業
の
実
状
に
適
合
し
た
労
使
関
係
の
形
成
が
考
え
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
だ
ろ
う
。
と
く
に
日
系
企
業
が
工
夫
し
て
い
る
労
使
間
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
イ
シ
ョ
ソ
の
細
部
も
、
育
成
さ
れ
た
耽
場
委
員
を
媒
介
と
し
た
ル
ー
ト
が
州
発
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。
し
か
し
、
Ｑ
Ｃ
サ
ー
ク
ル
や
提
案
制
度
の
現
状
を
承
（肥）
る
と
き
、
日
本
で
も
決
し
て
絵
に
画
い
た
よ
う
に
一
様
で
は
な
い
は
ず
だ
が
、
Ａ
社
で
強
調
さ
れ
て
い
た
よ
う
な
大
き
な
望
魁
識
革
命
〃
が
必
要
で
あ
り
、
労
働
者
階
級
に
と
っ
て
も
な
に
が
真
の
利
益
か
を
め
ぐ
る
理
解
の
模
索
が
試
承
ら
れ
ね
ば
な
ら
ぬ
だ
ろ
う
。
それに関連して興味深いのは、Ｂ社の大量解一膣争議に示されていたように、労働組合の幹部も公共政策も、できる
だけ大量解雇を回避するために「選択的一屈用」保障を推進する方向を辿ってきている。それは欧米でもほぼ同じなの
つ
づ
い
て
賃
金
制
度
に
目
を
転
じ
て
ゑ
て
も
、
さ
ぎ
の
一
展
用
配
置
と
の
連
関
で
職
種
・
グ
レ
イ
ド
別
賃
率
が
横
断
的
に
設
定
さ
れ
て
お
り
、
ま
さ
に
そ
こ
は
職
務
給
の
世
界
な
の
で
あ
る
。
も
ち
ろ
ん
日
系
企
業
で
は
、
職
務
格
づ
け
上
の
微
訓
轆
、
企
業
別
ｆ
乗
せ
に
よ
る
調
整
、
さ
ら
に
ボ
ー
ナ
ス
制
度
の
導
入
に
よ
っ
て
、
年
功
給
化
や
業
絞
給
化
の
工
夫
を
行
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
日
本
の
大
企
業
型
の
職
務
と
の
閃
述
が
あ
い
ま
い
な
職
能
給
な
ど
と
の
制
度
上
の
差
異
、
さ
ら
に
週
三
八
時
間
ま
で
短
縮
し
て
き
て
お
り
、
残
業
も
少
な
い
労
働
時
間
状
況
の
も
と
で
、
む
し
ろ
兼
業
な
ど
で
所
得
を
ふ
や
そ
う
と
す
る
一
般
従
業
員
の
行
動
な
ど
と
の
差
異
は
、
い
か
ん
と
も
し
が
た
い
と
い
う
感
想
を
免
れ
な
い
。
今
後
は
、
勤
続
休
暇
の
上
乗
せ
や
退
職
金
制
度
の
改
善
、
さ
ら
に
も
賃
金
ド
リ
フ
ト
部
分
の
職
能
給
化
な
ど
の
工
夫
に
よ
っ
て
、
企
業
別
キ
ャ
リ
ア
の
形
成
を
進
め
る
と
同
時
に
、
雇
用
椛
造
の
柔
軟
化
・
内
部
化
を
図
っ
て
い
く
こ
と
も
考
え
ら
れ
るだろう。
近
年
の
労
働
力
過
剰
基
調
へ
の
転
換
の
も
と
で
、
従
業
員
の
定
着
が
い
ち
じ
る
し
く
進
ん
で
き
て
い
る
事
実
に
は
十
分
注
目
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。
3２２ 
だ
が
、
配
置
娠
換
な
ど
を
通
し
て
労
働
市
場
の
内
部
化
に
も
つ
な
が
っ
て
い
く
必
然
性
を
持
っ
て
い
る
こ
と
に
十
分
注
目
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
お
け
る
日
系
企
業
の
一
展
用
。
労
使
関
係
は
、
〃
日
本
的
経
営
“
型
で
も
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
（⑲） 
ァ風でもない、館一二の道に通じる「正妥な社会的実験」を試ゑている、とゑてよい。とくにカラーＴＶ工業のぱあい
は
、
今
後
、
そ
れ
以
外
の
家
電
工
業
の
よ
う
に
も
っ
と
寡
占
化
が
進
行
し
、
企
業
規
模
が
拡
大
す
る
よ
う
な
大
き
な
変
動
を
経
験
し
な
け
ればならないだろうが、そうした。ハフォーマンスを含めて日豪両国にとって役立つような成果が上がることこそ期待
（加）
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
（１） 
（２） 
（３） 
（４） 
（５） 
（６） 
（７） 
（８） 
（９） 
（、）
（ｕ） 
（胆）
（昭）
（皿）
（躯）
（咽）
（Ⅳ） 
【凶の鰹の門口①震〕・
ｏｐｐＨロウの儲の。、シ【ロロ巨冷口○計ｐＨのＮｍＨｐＱＰの什国口』の①円く汀の⑩〔］Ｃの吟〕・
在
日
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
大
使
館
〔
一
九
八
○
〕
お
よ
び
□
号
呂
の
・
尻
陣
○ゲロロ牌ウの門の。、ご【Ｐｐｐｍ口○什巨ＨのｎｍＨｐＱｐの庁Ｈ国』の①Ｈぐ〕○①の〔ＨののＰ〕
小林ロ九八川〕、ロ九七七〕。
小
林
□
九
七
七
〕
節
二
章
。
神代〔一九八一〕および花見〔一九八三〕。
□四ワのｏぽの○丙鈩ｚ】』、ロ９コＣアゴ，
柴石
垣１１１
□□ 
九九
八八
○五
Ｌ＿ノ１－ノ
００ 
レロのは口』臼‐】ｐｂｐｐｐ８ｐ○日〕○門口の感冒庁のＤＣ臼〕・
日
本
貿
易
振
興
会
□
九
八
四
〕
お
よ
び
嘔
機
労
連
〔
一
九
八
六
〕
・
小林〔一九八四〕および【・冨圃の江口＠ｍｍ〕・
ＨｐｑＰの可】の⑩缶のの】の甘口８○○日目】の⑪】○口ロ①段〕．
ロロワ：ぽの○戸件ｚ］
小林〔一九七九〕・
高
官
〔
一
九
八
百
。
写苞．
ロ九七七〕。
節二章。
お
よ
び
花
見
□
Ｐい□Ｑ〔】Ｃの］〕。
ｚ】］ｐｐＱＤＣの□．
3２３第９章オーストラリアへの嗣機産業の進出と届)Ｕ・労使|則係
（肥）杉木〔一九八
（、）固□山〔Ｈｃの⑮〕
（加）小林〔一九八
小林〔一九八五〕。
杉木〔一九八二〕。
3２４ 
本
章
は
、
筆
者
が
一
九
八
五
年
春
か
ら
夏
に
か
け
て
見
学
の
機
会
を
与
え
ら
れ
た
ソ
ニ
ー
の
海
外
お
よ
び
国
内
の
四
大
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
（
以
下
Ｃ
Ｔ
Ｖ
と
略
）
工
場
に
つ
い
て
の
現
地
報
告
で
あ
る
。
周
知
の
よ
う
に
ソ
ニ
ー
は
、
自
動
車
の
本
川
と
と
も
に
、
わ
が
国
の
主
要
製
造
企
業
の
な
か
で
先
進
国
市
場
志
向
型
の
現
地
生
産
活
動
を
先
駆
的
に
雁
附
し
て
き
た
代
表
的
企
業
で
あ
る
。
以
下
の
見
附
は
、
そ
の
Ｃ
ＴＶ工場では、アメリカ、イギリス、西ドイツ、そして比較の荻準としての日本の主要工場のすべてをカバーしてお
り
、
ソ
ニ
ー
の
各
国
生
産
川
場
の
比
岐
を
通
じ
て
同
社
の
海
外
生
産
活
動
の
全
体
的
な
怖
徴
を
川
ら
か
に
す
る
う
え
で
、
ほ
ぼ
十
分
な
ケ
ー
ス
を
提
供
し
て
い
る
と
い
っ
て
よ
い
。
筆
者
は
、
多
国
籍
企
業
と
く
に
日
系
企
業
の
そ
れ
の
調
査
研
究
に
つ
い
て
ケ
ー
ス
，
ス
タ
デ
ィ
の
正
要
性
を
強
調
し
た
い
の
で
あ
る
が
、
本
章
が
そ
の
本
格
的
な
し
の
に
な
っ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
こ
こ
で
な
し
え
た
こ
と
は
、
そ
れ
ぞ
れ
一
日
単
位
の
現
地
子
会
社
訪
問
に
よ
る
工
場
見
学
と
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
、
そ
し
て
帰
国
後
の
本
社
お
よ
び
工
場
レ
ベ
ル
で
の
フ
ォ
ロ
ー
・
ア
ッ
プ
の
た
め
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
と
見
学
で
あ
る
。
発
表
さ
れ
た
文
献
・
資
料
に
つ
い
て
も
、
そ
の
す
べ
て
を
徹
底
的
に
収
集
・
利
用
し
た
わ
け
で
は
な
く
、
新
聞
、
雑
誌
や
同社の印刷物なども適宜補足的に利用したにすぎない。それでも主要な工場の見聞を比較し、かつ同業他社の内外工
第
十
章
ソ
ニ
ー
の
世
界
四
大
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
エ
場
の
現
地
報
告
ｌ
米
、
英
独
Ⅲ
の
比
較
Ｉ
１
は
じ
め
に
３２５ 
ラーテレピエ場の比較 (1985年４～７月）
ドイツ（四） 日本（稲沢）日本（－樹）
ソニー一宮株式会社
1970年
愛知ﾘiL-嵩Tlj
Sｏｎｙ－ＷＥＧＡＰｒｏｄｕｋｔｉｏｌｌｓ 
ＧｍｂＨ 
１９７５（ＷＥＧＡ買収）
1980（ＣＴＶ生産）
Stuttgart（Ｗ．Ｇ．） 
ソニー稲沢株式会社
1969年
愛知県稲沢市
２万強、２，２．３万ｍ２
ＣＴＶ（15刀)，１４～27インチ
ＶＴＲ，オーディオ
2人(副仕長)鮒/lＭ
３人（社長合）
520人（女性主力，間接225人）
11万ｍ２，５．４万ｍ２
ブラウン襟（270万）
６～２８インチ
９刀、２，７万ｍ２
ＣＴＶ（120万)，18～27インチ
ＶＴＲ（120万）
]300人(柵+140(季節)）2570人(妻1！；歌）
(時liM労務コスト世界最i町水準）
216日（夏休１カ月）
IGMetal（30％） 
Betriebsrat（経営協祇会）
Ｑｃサークルー盛ん
なし
クリスマス・パーティなど
247日（夏休８日）
】Ni機労述
'二1111,自主的に
全員
各種
2471］（夏休８日）
地機労連
Q-up通ilM）（220サークル）
全且
各孤
65％以上（仏，英(ブラウン笹）
などを含む）
輪'1い聯,EIU>ﾉﾉｌｉル20%）
約４％
内製化率65～70％
輸出50％
欧州デザイン・センター
(ご箏灼櫛設計,生産ｴﾝｼﾞ）
場
見
学
の
経
験
な
ど
と
も
つ
ぎ
合
わ
せ
て
み
た
と
き
、
筆
者
な
り
の
問
題
関
心
に
照
ら
し
て
か
な
り
見
え
て
く
る
も
の
が
あ
る
と
感
じ
て
い
る
。
少
な
く
と
も
こ
れ
が
、
海
外
進
出
日
系
企
業
に
関
す
る
よ
り
周
到
な
調
査
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
推
進
す
る
た
め
の
一
つ
の
準
術
作
業
と
な
り
、
そ
れ
に
有
抽
な
示
唆
を
与
え
る
も
の
と
な
る
こ
と
を
期待している。
そ
こ
で
こ
う
し
た
作
業
に
ア
プ
ロ
ー
チ
す
る
さ
い
の
筆
者
の
問
題
関
心
を
、
こ
こ
で
ご
く
簡
馳
に
述
べ
て
お
こ
う
。
そ
れ
は
一
般
的
に
は
、
す
で
に
成
熟
段
階
を
迎
え
て
い
る
米
欧
多
国
籍
企
業
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
な
か
に
新
興
勢
力
と
し
て
台
頭
し
つ
つ
あ
る
日
系
多
国
籍
企
業
の
目
ざ
ま
し
い
活
動
に
注
Ⅱ
3２６ 
表ｉソニー世界４大力
イギリスアメリカ
名称
設立時」ﾘｌ
所在地
誘致政錐
Solly（Ｕ､Ｋ､）LimitedBridgend 
Plallt 
1974（組立）
1982（ブラウン簿）
Bridgclld（Wales） 
①二k地，建物貸一【ノー
②低利IMI資
８刀、２，３万ｍ２
ＣＴＶ（20刀)，１８～27インチ
ブラウン櫛（26万）
６～７人（工場長合)，全部で4Ｍ
ＳｏｌｌｙＭｆｇＣｏ､ｏｆＡｍｃｌ･ica 
1972（組立）
1974～９（ブラウンノif）
SanDiego（Ca.） 
マイナスの政雄（unitarytax）
赦地，述物ｉｉｌｉＷｌｌ（
製品（生ilri肌ＩｊＤ
16刀、２，８万ｍ２
ＣＴＶ（85万台)，１９，２６インチ
ブラウン筏（100万台）
８人（社長を含む)，技術関係40名剛部門llili
-般従業風
６人（副社長（ＣＴＶ)，人JjlFなど） ６～７人（財務合）
''00人(男；し零9今50人）1600人(品脳呈戦:Zう;Z)Z〉()腱）
ドル/h＋40％フリンジ（地元
'1本より高い）
(夏休２週||(１）
(|]本よ〃Ｆ１二安い）金 凪低６
１ＭJ， 
23211 
なし
賃
労
務
・
生
産
袴
瑚
2321J（夏休２週間）
ＡＵＩＤＷとのｓｏｌｅｎｅｇｏ・ａｇｒｅｅｍｅｎｔ
(iill合は級数）
Ｑｃ･リーークノレ
全凸
会祉パーティ，ｆａｍｉｌｙｄａｙなど
稼動Ｈ数（年）
組合
小災ｌＪ１７ｉＦｍｌ）
(|ｉＩｌｌｌｌ 
全社行斗「
Ｑｃサークル
|]１１１逃択（多くない）
会Ⅱ:パーティなど（クリスマス，ハリ
立記念）
55～70％（19～26インチ） |… IlDliWえ…王'
現地調迷比率
阪先ＴＩｉ場
現地ili場シェア
業
績 輪ⅢZii;7卿李i柵 (ＷＥＧＡ，１０万）
７～８％ 
なし研究｜)|リ光 コンピュータ・ソフト
ニューメディア（PRESTEL）
フ因る小調こそと程と的で|玉'''１'i街いい百そしｒ皇墓歪喬冤塞讐渠'<鯛雇歪ＩＥ２杉本のた勇簑;鮒iiiIii蝋Jjliii戦灘Ｉｉ１ｉ
をだ、的’'１９は徴しわも的て〕1Ｍこざる能のはこ毒ぞEliiil荊嘉U〈零二業臺蝋二襄弓竺海、と熱ﾄﾞ霧繊繍議iMi撫溌
、
的パはう短’１りお、率工容人かが評経となる、
鋪10了ｉｆソニーのＩＵ,〔四大カラーテレビ工場の邸Ⅲ報(!『3２７ 
設立事情・立地の○口『冨目具口・三門曰、○・日ｂ目『○ｍし日の風日は、ソニーの北米販売会社（の・目○・日・日言ロ
。、缶日＆８．一九六○年設立）の一○○％子会社として、一九七一一年アメリカ西海岸のメキシコ国境近いサンディエゴ
に設立されたＣＴＶ組立工場である。その後七四’七九年にブラウン管の製造ラインが後半工程、坐肌半工程と分けて
こ
の
難
問
を
で
き
る
だ
け
回
避
す
る
た
め
に
、
わ
が
国
の
代
表
的
な
製
造
業
企
業
の
多
く
は
、
伝
統
的
に
輸
出
主
導
の
対
外
進
出
形
態
、
に固執し、面接投資による現地生産型には消極的であった。ソニーは、そうしたなかにあってあえて他に先駆けて、
し
か
も
環
境
差
の
大
き
い
米
欧
地
域
で
の
現
地
生
産
に
踏
み
切
っ
た
数
少
な
い
企
業
の
一
つ
で
あ
る
点
で
、
さ
ぎ
の
よ
う
な
関
心
か
ら
ゑ
て
も
き
わ
め
て
興
味
深
い
事
例
で
あ
る
。
そ
し
て
他
の
企
業
の
多
く
は
、
ソ
ニ
ー
か
ら
数
年
後
れ
て
動
き
は
じ
め
、
し
か
し
し
ば
ら
く
す
る
と
こ
ん
ど
は
〃
集
中
豪
雨
的
進
出
〃
と
で
も
い
え
る
よ
う
な
現
地
生
産
の
ラ
ッ
シ
ュ
現
象
を
引
き
起
こ
し
て
い
る
。
そ
こ
に
承
ら
れ
る
ソ
ニ
ー
の
非
典
型
性
と
典
型
性
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
、
ま
た
そ
の
さ
い
ソ
ニ
ー
の
各
子
会
社
間
の
違
い
は
な
に
を
意
味
す
る
で
あ
ろ
う
か。以下現地報告がこたえうるかぎりでゑていこう。
こ
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
・
ス
タ
デ
ィ
の
繋
理
の
仕
方
に
は
い
く
つ
か
あ
る
で
あ
ろ
う
が
、
こ
こ
で
は
各
国
工
場
の
仙
性
な
り
イ
メ
ー
ジ
を
描
き
出
し
、
そ
れ
ら
の
比
較
や
関
連
を
通
じ
て
ソ
ニ
ー
の
海
外
生
産
事
業
の
特
徴
を
明
ら
か
に
す
る
方
法
を
と
る
。
そ
こ
で
以
下
、
ア
メ
リカ（サンディェゴ）、イギリス（ブリッジェンド）、西ドイツ（ベガ）の順に糸ていくが、その便宜のために主要項目に
つ
い
て
一
覧
表
を
つ
く
っ
た
。
ほ
ぼ
そ
の
項
目
の
順
に
叙
述
を
進
め
る
が
、
必
ず
し
も
そ
の
と
お
り
に
は
な
っ
て
い
な
い
。
同
表
に
数
字
や
簡
単
な
言
葉
で
記
入
で
き
な
い
こ
と
の
力
に
並
要
な
内
容
が
よ
り
多
く
含
ま
れ
て
い
る
点
、
注
意
し
て
お
き
た
い
。
（１） 
である。
に
注
目
さ
れ
る
反
面
、
外
国
の
異
質
な
社
会
的
文
化
的
環
境
の
も
と
で
ど
こ
ま
で
適
用
可
能
か
と
い
う
、
重
大
な
問
題
を
提
起
す
る
も
の
２
ソ
ニ
ー
・
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
（
米
）
3２８ 
ここでは、インタビューをお願いしていた森本昌義工場長が急用のため、谷敷誠（製造企山課長）と川原茂晴（会計
隙在役）の両氏にお相手をしてもらった。
立
地
に
西
海
岸
を
選
ん
だ
の
は
、
初
め
は
ブ
ラ
ウ
ン
管
ま
で
日
本
の
工
場
か
ら
送
り
、
日
本
人
管
理
者
、
技
術
者
の
往
来
も
激
し
い
と
い
う
、
物
的
・
人
的
な
親
会
社
依
存
の
大
き
さ
か
ら
当
然
で
あ
る
。
た
だ
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
に
な
っ
た
に
つ
い
て
は
、
筆
者
の
推
測
が
ま
っ
たくはずれた点がある。この地が、ヒューレット・パッカード、バロー、ＮＣＲや富士通、京セラ、一一一祥（冷蔵町等）
な
ど
米
日
企
業
が
集
ま
る
、
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
、
ロ
ス
ァ
ソ
ゼ
ル
ス
近
郊
と
並
ぶ
一
大
ハ
イ
テ
ク
地
域
で
あ
る
と
い
う
こ
と
と
あ
わ
せ
て
、
日
系
企
業
の
場
合
、
ア
ジ
ア
系
お
よ
び
メ
キ
シ
コ
人
な
ど
ラ
テ
ン
・
ア
メ
リ
カ
系
労
働
力
の
確
保
を
正
視
し
た
の
で
は
な
い
か
と
想
像
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
と
こ
ろ
が
実
際
に
は
、
ラ
テ
ン
系
は
ほ
と
ん
ど
い
な
い
し
、
ア
ジ
ア
系
も
二
割
程
度
、
主
力
は
地
元
出
身
の
白
人
で
あ
る
と
き
い
て
、
一
瞬
わ
が
耳
を
疑
っ
た
次
第
で
あ
る
。
し
か
し
こ
れ
は
ソ
ニ
ー
関
係
者
が
当
初
か
ら
意
図
的
に
一
定
の
質
の
労
働
力
を
求
め
て
立
地
選
定
し
た
結
果
で
あ
っ
た
。
ソ
ニ
ー
の
広
大な工場があるバーナード（、の９四日・）は、サンディエゴ市街地から北へタクシーで約一時間、小高い丘陵地帯にあ
る
静
穏
な
住
宅
地
で
、
そ
の
な
か
に
ハ
イ
テ
ク
エ
場
が
散
在
し
て
い
る
。
ア
メ
リ
カ
で
は
こ
う
い
う
住
宅
地
の
住
民
は
階
層
的
人
種
的
に
かなり特定されるから、地元中心に採用すればさきのような人種構成で高校新卒者、主婦を確保でき、労働組合の影
完
成
し
た
。
こ
の
ア
メ
リ
カ
現
地
工
場
の
設
立
は
、
そ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
、
現
地
生
産
比
率
な
ど
ど
の
点
を
と
っ
て
も
わ
が
国
の
同
業
他
社
を
大
き
く
リ
ー
ド
し
て
い
る
。
六
○
年
代
末
か
ら
日
本
製
Ｃ
Ｔ
Ｖ
に
対
す
る
保
護
主
義
的
動
き
が
多
少
出
始
め
て
は
い
た
が
、
な
お
輸
入
規制が具体的に問題になっていたわけではなく、主要日系製造企業の中では自動車の本田とともに外的強制という色
彩の薄い数少ない事例である。ＣＴＶでは七四年にシカゴ近郊のモトローラの工場を買収した松下が比較的早いが、
後続集団の本格的動きは、ＣＴＶ対米輸出規制が決定的となって以後七七年の三洋の現地企業買収に始まったのであ
ぃ）（第二章参照）・これらと「市場があるところで生産する」というソニーの海外戦略との違いは、十分強調されるべ
き
で
あ
ろ
う
。
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製
品
・
従
業
員
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
エ
場
で
生
産
さ
れ
て
い
る
の
は
一
九
、
二
六
イ
ン
チ
の
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
年
間
八
五
万
台
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
一
○
○
万
台
（
八
五
年
一
二
月
実
績
）
で
あ
る
。
こ
の
数
字
は
、
前
表
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
ソ
ニ
ー
の
世
界
生
産
の
う
ち
そ
れ
ぞ
れ
三分の一強、四分の一伽という大きな比正を占めている。このうちＣＴＶ一○万台がカナダへ、ブラウン特二○’一一一
○
万
台
が
主
に
日
本
へ
輸
出
さ
れ
て
い
る
。
一
般
従
業
負
数
は
一
六
○
○
名
で
男
女
ほ
ぼ
半
女
で
あ
る
が
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
の
力
は
す
べ
て
男性なので組立ラインの主力は女性である。
管理部門管理部門では、部長会といわれているいのロの門巳日：ｐｍの日のＨ庁の百球の会議を椛成するのは日、米六
名
ず
つ
の
同
数
で
あ
る
が
、
通
常
こ
れ
に
谷
收
、
川
原
の
両
氏
が
加
わ
っ
て
日
本
側
が
八
名
と
な
る
。
森
本
工
場
長
の
も
と
に
副
工
場
長
が
日
、
米
一
人
ず
つ
そ
れ
ぞ
れ
ブ
ラ
ウ
ン
符
と
Ｃ
Ｔ
Ｖ
部
門
を
担
当
し
、
他
の
部
長
は
人
事
の
ア
メ
リ
カ
人
を
除
き
す
べ
て
耐
工
場
に
配
置されている。現地人役員が対等に近いかたちで登用されており、この点でも在外日系企業としては少数に属する。
た
だ
こ
れ
以
外
に
約
四
○
名
の
日
本
人
が
常
駐
し
、
う
ち
三
五
名
が
技
術
関
係
者
と
い
う
の
は
相
当
多
い
方
だ
か
ら
、
こ
れ
は
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
の
現
地
製
造
な
ど
逆
に
ソ
ニ
ー
で
あ
る
が
ゆ
え
の
現
地
化
し
に
く
い
面
を
示
し
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
近
ガ
ス
へ
の
転
換
を
図
っ
て
い
る
。
響力も排除しやすいのである。
いま一つ立地についての重要な特徴は、カリフォルニア州には今はやりの工場誘致政錐がないばかりか、逆にユニ
タ
リ
ー
・
タ
ッ
ク
ス
の
よ
う
な
い
わ
ば
マ
イ
ナ
ス
の
政
策
が
と
ら
れ
て
い
る
点
で
あ
る
。
こ
の
税
制
は
、
同
州
に
お
け
る
高
福
祉
高
負
担
時
代
の
産
物
で
あ
る
が
、
ソ
ニ
ー
は
あ
え
て
立
地
条
件
の
他
の
メ
リ
ッ
ト
の
方
を
選
ん
だ
わ
け
で
あ
る
。
ま
た
当
地
で
特
に
経
費
負
担
の
大
き
い
も
の
の
一
つ
に
電
気
料
金
が
あ
り
、
こ
れ
は
ア
メ
リ
カ
の
中
で
は
ハ
ワ
イ
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
に
次
い
で
高
く
、
日
本
と
比
べ
て
も
同
社
の
テ
レ
ピ
エ
場
が
あ
る
岐
阜
周
辺
よ
り
六
○
％
前
後
も
高
い
と
い
う
。
ア
メ
リ
カ
で
は
電
気
代
に
つ
い
て
も
地
域
差
が
大
き
く
、
シ
ャ
ー
プ
、
來
芝
な
ど
の
Ｃ
Ｔ
Ｖ
工
場
が
あ
る
テ
ネ
シ
ー
で
は
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
の
三
分
の
一
程
度
で
日
本
の
半
分
近
い
と
こ
ろ
も
あ
る
か
ら
、
こ
の
コ
ス
ト
差
は
砺
力
使
用
通
の
大
き
い
ブ
ラ
ウ
ン
糠
の
現
地
生
産
を
し
て
い
る
ソ
ニ
ー
に
は
小
さ
く
な
い
ハ
ン
デ
ィ
で
あ
る
。
最
３３。
も
ち
ろ
ん
ア
メ
リ
カ
の
労
働
者
の
だ
れ
も
が
能
率
や
品
質
感
覚
の
点
で
日
本
の
水
準
よ
り
低
い
わ
け
で
は
な
い
。
た
だ
ソ
ニ
ー
の
人
達
にいわせれば、センターは同じなのだがアメリカの方にバラツキが大きく、それをカバーするには一般的には装置の
力
に
よ
る
し
か
な
い
。
こ
れ
は
ま
さ
に
ア
メ
リ
カ
の
産
業
が
伝
統
的
に
と
っ
て
き
た
方
法
で
あ
る
。
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
の
ラ
イ
ン
設
備
は
基
本
的
に
は
親
工
場
の
そ
れ
と
同
じ
だ
か
ら
、
両
者
の
生
産
性
の
差
は
一
割
位
と
教
え
ら
れ
た
が
、
も
う
少
し
大
き
い
か
も
し
れ
な
い
。
筆
者
に
は
、
こ
こ
の
労
働
者
の
動
作
が
全
般
に
よ
り
ゆ
っ
く
り
し
て
い
る
よ
う
に
糸
え
た
か
ら
で
あ
る
。
と
も
か
く
こ
の
生
産
性
の
格
差
は
、
作
業
現
場
さ
て
一
工
場
と
し
て
は
日
本
の
そ
れ
を
も
上
回
る
フ
ロ
ア
ー
を
も
つ
作
業
現
場
を
ふ
よ
う
。
三
つ
に
分
か
れ
た
一
つ
が
一九インチのＣＴＶラインで、一旦一一○○○台というからＣＴＶの八’九割はここで組立てられることになる。ただ
それほど複雑な作業工程があるわけではない。いわゆる後工程で、すでに日本で主要なＩＣ、コンデンサー、抵抗な
どがプリント基板（ＰＣＢ）にマウント（装着）されたシャシー・キット、別のラインで生産されたブラウン管、アメ
リ
カ
の
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
か
ら
調
達
さ
れ
た
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
や
そ
の
他
小
物
部
品
な
ど
を
何
本
か
の
ラ
イ
ン
で
結
合
し
、
組
立
て
完
成
さ
せ
る
が
、
そ
の
途
中
と
最
後
に
検
査
が
入
る
。
テ
レ
ビ
の
生
産
性
と
品
質
の
大
部
分
は
シ
ャ
シ
ー
・
キ
ッ
ト
の
と
こ
ろ
で
、
ま
た
性
能
は
ブ
ラ
ウ
ン
管
で
決
ま
る
か
ら
、
こ
の
後
工
程
に
お
け
る
作
業
の
能
率
や
熟
練
度
の
違
い
は
そ
れ
ほ
ど
決
定
的
な
重
要
性
を
も
た
な
い
と
い
わ
れ
る
。
た
だ
そ
れ
で
も
、
現
在
多
く
の
対
米進出日系製造企業のように、親会社工場からの輸出と現地生産の両方で現地市場に供給するような場合、現地工場
に
と
っ
て
ま
ず
至
上
命
令
と
も
い
う
べ
き
も
の
は
品
質
の
面
で
親
工
場
の
そ
れ
と
の
差
を
つ
く
ら
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
た
と
え
う
わさにでもそのようなことが問題になれば、それは現地工場の存亡にかかわることになる。かつてついに操業停止に
追
い
込
ま
れ
た
フ
ォ
ル
ク
ス
ワ
ー
ゲ
ン
の
米
工
場
は
そ
の
よ
い
見
本
で
あ
る
。
そ
こ
で
サ
ソ
デ
ィ
ェ
ゴ
の
こ
の
ラ
イ
ン
で
も
、
他
の
多
く
の日系企業と同様に、各ラインの最後に親工場より一’二名多い検査要員を配置して品質管理（ＱＣ）には特別の気
を
使
う
。
な
か
で
も
、
一
六
台
に
一
台
を
必
ず
抜
き
と
り
、
消
費
者
が
や
る
す
べ
て
の
操
作
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
と
い
う
念
の
入
れ
方
に
は
を使う。なく
驚かされた。
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品
質
股
優
先
の
た
め
の
や
む
を
え
ざ
る
コ
ス
ト
で
あ
っ
て
、
、
勅
車
の
ホ
ソ
グ
・
オ
ハ
イ
オ
で
も
附
い
た
こ
と
で
あ
る
が
（
四
月
二
日
訪
川）、在米日系企業にはほぼ共通してゑられる事情といえよう。
右
の
生
磁
性
の
比
較
に
関
し
て
い
ま
一
つ
冊
蔵
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
製
耐
機
柧
の
数
の
大
き
な
違
い
で
あ
る
。
サ
ソ
デ
ィ
エ
ゴ
の
場
合
、
同
じ
シ
ス
テ
ム
の
Ｃ
Ｔ
Ｖ
を
二
つ
の
サ
イ
ズ
に
つ
い
て
大
別
す
れ
ば
少
数
の
タ
イ
プ
を
生
産
し
て
い
る
だ
け
で
、
同
一機緬を一年、二年と続けているラインがあるが、世界各地の異なるシステムに合わせて一一○○機種（一八’二七イン
チの各サイズ）もの生産をしている一宮では、半日単位の機種変災も珍しくない。これは、「Ｈ水仙経営」の核心とも
いうべき職務区分（Ｑの日日８陸・口）の椰力性の迷いにかかわるところがあり、もしアメリカで日本並永の多機柧生産を
や
れ
ば
と
て
も
前
記
の
よ
う
な
生
産
性
の
差
で
は
す
ま
な
い
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
点
で
は
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
は
、
日
本
流
の
特
込
永
よ
り
も
ア
メ
リ
カ
的
条
件
へ
の
適
応
で
対
処
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
。
次
は
も
う
一
つ
の
二
六
イ
ン
チ
大
型
コ
ン
ソ
ー
ル
Ｃ
Ｔ
Ｖ
の
組
立
ラ
イ
ン
で
あ
る
が
、
こ
れ
は
数
週
間
後
の
四
月
末
に
現
ラ
イ
ン
が
新
ラ
イ
ン
に
と
っ
て
替
え
ら
れ
る
予
定
に
な
っ
て
い
た
。
こ
こ
で
は
、
二
○
○
雌
も
あ
る
両
そ
で
ス
テ
レ
オ
付
き
と
い
っ
た
、
い
か
に
も
ア
メ
リ
カ
人
好
よ
の
豪
稚
機
枕
も
組
立
て
ら
れ
る
。
こ
の
新
旧
ラ
イ
ン
の
も
っ
と
も
敢
要
な
違
い
は
、
Ⅲ
ラ
イ
ン
は
静
止
で
き
な
い
た
め
、
不
良
口
叩
が
で
た
場
合
台
車
ご
と
脇
に
抜
い
て
修
理
す
る
の
に
対
し
、
新
ラ
イ
ン
で
は
静
止
し
て
こ
れ
を
お
こ
な
う
点
に
あ
る
。
一
見
新
ラ
イ
ン
の
力
の
能
率
が
落
ち
る
よ
う
に
承
え
る
が
、
い
つ
で
も
ス
ト
ッ
プ
可
能
な
態
勢
を
と
り
つ
つ
、
作
業
風
の
で
き
る
だ
け
そ
れ
を
避
け
よ
う
と
す
る
集
中
心
、
緊
張
感
を
商
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
結
局
生
産
性
と
仙
質
が
向
上
す
る
、
と
い
う
こ
と
の
よ
う
で
あ
っ
た
。
加
え
て
こ
の
効
采
は
さ
ら
に
上
流
に
ま
で
及
び
、
全
体
と
し
て
の
１
紐
Ⅲ
質
の
向
上
に
符
午
す
る
と
い
う
。
こ
の
点
で
は
、
一
歩
Ⅱ
水
的
な
も
の
に
近
づ
け
よ
う
と
す
る
努
力
が
今
後
ど
の
よ
う
な
成
果
を
あ
げ
う
る
か
、
注
目
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
妓
後
に
ソ
ニ
ー
の
特
徴
が
も
っ
と
も
よ
く
表
わ
れ
る
ブ
ラ
ウ
ン
樹
の
製
造
ラ
イ
ン
ｃ
ト
リ
ニ
ト
ロ
ン
カ
式
と
い
う
ブ
ラ
ウ
ン
符
の
製
法
が
同
社
だ
け
の
独
自
技
術
で
あ
る
た
め
、
シ
ャ
ド
ウ
マ
ス
ク
カ
式
を
採
川
し
て
い
る
日
系
同
業
他
社
の
よ
う
に
ア
メ
リ
カ
の
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
か
ら
雌
入
し
た
り
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
も
っ
と
も
、
Ⅱ
立
の
よ
う
に
ア
ジ
ア
の
子
会
社
か
ら
調
達
し
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
が
、
3３２ 
これでは輸送費とローカル・コソテント（現地調達比率）の面で苦しくなる。なお三菱は八一一一年に米ＲＣＡのカナダに
あ
る
ブ
ラ
ウ
ン
管
工
場
を
買
収
し
、
現
地
生
産
を
開
始
し
て
い
る
。
と
も
か
く
ソ
ニ
ー
の
場
合
、
こ
の
技
術
優
位
で
こ
れ
ま
で
大
い
に
ブ
ラ
ン
ド
・
イ
メ
ー
ジ
を
高
め
て
き
た
反
面
、
海
外
生
産
に
さ
い
し
て
バ
ル
キ
ー
で
輸
送
コ
ス
ト
の
か
さ
む
ブ
ラ
ウ
ン
管
を
必
ず
自
社
内
で
調達しなければならないことになり、それが現地化の積極的姿勢をいっそう強める方向に作用したといえよう。
こ
う
し
て
こ
こ
に
物
的
・
人
的
資
源
の
大
き
な
部
分
が
集
中
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
の
製
造
工
程
は
大
が
か
り
な
自
動
化
装
置
の
組
合
わ
せ
で
あ
り
、
大
規
模
な
設
備
投
資
を
必
要
と
し
た
。
こ
の
ラ
イ
ン
は
全
部
で
三
本
あ
り
、
と
く
に
最
新
の
一
木
は
ほ
ぼ
全
自
動
で
人
間
は
チ
ェ
ッ
ク
だ
け
で
よ
い
と
い
う
。
そ
の
点
で
は
稲
沢
ロ
宮
か
ら
車
で
約
三
○
分
の
皿
離
）
の
最
新
鋭
ラ
イ
ン
以
上
の
自
動
化
率
か
と
も
思
わ
れ
る
が
、
こ
こ
は
ガ
ラ
ス
ご
し
で
詳
し
く
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
。
興
味
深
か
っ
た
の
は
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
の
製
造
は
種
類
や
部
陥
点
数
も
少
な
く
自
動
化
率
が
高
い
の
で
、
日
本
コ
ン
セ
プ
ト
を
移
入
し
易
い
と
い
う
点
で
あ
る
。
自
動
車
で
い
え
ば
ロ
ボ
ッ
ト
化
が
進
ん
だ
溶
接
工
程
の
よ
う
な
部
分
に
相
当
す
る
と
い
え
よ
う
。
た
だ
こ
の
部
門
の
日
本
人
担
当
責
任
者
（
副
工
場
長
）
の
下
に
い
る
ア
メ
リ
カ
人
部
長
は
、
ウ
エ
ス
タ
ン
・
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
か
ら
移
っ
て
き
た
蛍
光
面
の
エ
ン
ジ
ー
ー
ァ
で
、
そ
の
ア
メ
リ
カ
流
技
術
は
ソ
ニ
ー
の
蛍
光
板
技
術
の
中
に
生
か
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。
ブラウン管のところは、機械装置が立ち並んだ高温の作業場という職場環境と二四時間一一一交替（シフト）という勤
務
形
態
な
ど
の
事
情
か
ら
、
大
部
分
男
性
労
働
者
で
あ
る
。
五
○
○
人
の
う
ち
－
直
二
○
○
人
ず
つ
で
編
成
さ
れ
る
。
こ
こ
だ
け
が
三
交
替
制
を
と
っ
て
い
る
の
は
、
自
動
化
率
が
高
い
こ
と
の
ほ
か
、
巨
額
の
設
備
投
資
額
の
償
却
を
速
め
る
た
め
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
そ
の
さ
い
、
セ
ッ
ト
組
立
ラ
イ
ン
と
シ
フ
ト
と
の
ず
れ
に
よ
る
ブ
ラ
ウ
ン
管
の
在
庫
余
り
が
生
じ
や
す
い
が
、
こ
の
供
給
余
力
を
背景に、八五年に発表された対日ブラウン管輸入（三○万本）のように、日本での供給不足に対応しつつ対米輸入協力
を
も
果
た
す
と
い
っ
た
こ
と
が
、
可
能
に
な
る
の
で
あ
る
。
労
働
者
と
労
使
関
係
以
上
各
ラ
イ
ン
を
見
て
回
っ
て
の
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
労
働
者
の
作
業
状
況
に
つ
い
て
の
印
象
は
、
予
想
と
は
か
な
り
異
な
り
、
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
む
し
ろ
ア
メ
リ
カ
流
に
近
い
の
で
は
な
い
か
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。
つ
ま
り
「
日
本
的
経
営
」
を
持
ち
第10章 ソニーの世界四大カラーテレビ工場の現地報告３３３ 
込
ん
だ
形
跡
が
そ
れ
ほ
ど
明
瞭
に
は
鋲
て
と
れ
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
サ
ソ
デ
ィ
エ
ゴ
エ
場
が
、
こ
れ
に
続
く
本
田
、
日
産
な
ど
と
と
も
に
、
労
働
組
合
を
つ
く
ら
れ
な
い
よ
う
に
大
変
な
神
経
を
使
っ
て
き
た
こ
と
は
あ
ま
り
に
よ
く
知
ら
れ
て
お
り
、
そ
れ
に
つ
い
て
は
他
の
（３） 
ものにゆずる。ただそうした事情からして、さぞかし日本的労務管理が浸透しているかに恩われがちである。事実、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を
中
心
に
優
れ
た
ソ
ニ
ー
論
を
ま
と
め
た
加
納
明
弘
氏
も
、
一
方
で
は
、
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
エ
場
の
運
営
が
一
般
に
い
わ
れ
ているほど機械的な「日本的経営」の適用ではないとしつつ、他方において、事実上の「終身雇川」慣行や組合回避な
（４） 
どを通じた「融和的労使関係」づくりの成功をあげ、これを「マニュアルなき日本式継営」だとしている。「マニュア
ル
な
ぎ
」
と
い
う
と
こ
ろ
は
、
「
む
す
び
」
で
も
論
じ
る
よ
う
に
、
ソ
ニ
ー
の
国
際
経
営
戦
略
の
並
班
な
ポ
イ
ン
ト
を
つ
い
て
い
る
と
思
わ
れ
る
が
、
し
か
し
そ
の
「
融
和
的
労
使
関
係
」
が
ど
こ
ま
で
「
Ⅱ
本
式
経
営
」
と
い
え
る
か
は
、
い
っ
そ
う
の
検
討
を
要
す
る
で
あ
ろ
う
。
ま
ず
組
合
を
回
避
す
る
こ
と
日
体
は
日
本
的
労
使
関
係
を
念
味
す
る
わ
け
で
は
な
く
、
む
し
ろ
わ
が
国
で
は
組
合
が
労
務
符
珊
と
一
体
化
し
、
企
業
内
に
入
り
込
ん
で
い
る
点
に
特
徴
が
あ
る
の
で
あ
る
。
た
だ
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
に
お
け
る
組
合
回
避
の
目
的
が
、
レ
イ
オ
フ
を
少
な
く
す
る
努
力
、
小
集
団
活
動
の
奨
励
、
会
社
。
ハ
ー
テ
ィ
の
開
催
な
ど
を
通
じ
た
全
社
的
協
調
意
識
づ
く
り
の
前
提
条
件
確
保
に
あ
る
と
す
れ
ば
、
そ
の
か
ざ
り
で
そ
の
政
策
は
「
日
本
的
経
営
」
導
入
の
試
承
に
つ
な
が
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
そ
う
し
た
意
図
は
ど
こ
ま
で
実
現
さ
れ
て
い
る
で
あ
ろ
う
か
。
形
式
的
な
と
こ
ろ
で
は
、
制
服
や
ネ
ー
ム
プ
レ
ー
ト
の
自
由
選
択
制
で
、
こ
れ
ら
が
あ
る
と
い
う
こ
と
は
そ
の
着
川
が
期
待
さ
れ
て
い
な
が
ら
、
無
孤
倣
い
は
逃
げ
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
時
間
賃
金
労
側
者
の
よ
り
尖
質
的
な
作
業
態
度
や
労
仙
条
件
に
関
し
て
も
、
地
元
の
ア
メ
リ
カ
他
社
と
比
べ
て
そ
れ
ほ
ど
目
立
っ
た
進
い
は
な
い
、
と
い
う
の
が
ソ
ニ
ー
の
人
達
自
身
の
兄
方
で
あ
る
。
峨
峨
率
が
二
○
％
を越えるというのは妓近のアメリカでは低い力ではない。もっともこれには、一籾の季節工制度（８口５３の日豆・］‐
日
の
ｐ
Ｃ
の
存
在
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
。
こ
の
契
約
を
結んだ約一○○人の季節工は、秋から春にかけての繁忙期だけ仕事
を
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
た
め
、
年
単
位
の
転
職
率
を
と
れ
ば
こ
れ
を
大
き
く
引
上
げ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
は
レ
イ
オ
フ
を
表
面
化
さ
せ
な
い
バ
ッ
フ
ァ
ー
と
し
て
う
ま
い
制
度
で
あ
る
が
、
高
い
転
職
率
ま
で
含
め
て
日
本
的
と
い
え
る
か
ど
う
か
微
妙
で
あ
る
。
な
お
毎
3３４ 
日
の
欠
勤
率
も
日
本
よ
り
は
高
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
日
本
流
が
簡
単
に
は
入
ら
な
い
い
ま
一
つ
の
端
的
な
例
は
、
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
・
シ
ス
テ
ム
の
機
能
状
況
に
ふ
ら
れ
る
。
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
で
は
、
ラ
イ
ン
・
ワ
ー
カ
ー
の
労
働
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
強
め
る
た
め
に
、
ラ
イ
ン
の
各
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
を
経
験
で
き
た
者
（
上
級
）
は
ス
ー
パ
ー
ヴ
ァ
イ
ザ
ー
（
工
焚
や
組
焚
な
ど
）
に
昇
進
さ
せ
る
制
度
を
採
用
し
て
い
る
。
し
か
し
ブ
ル
ー
・
カ
ラ
ー
の
な
か
か
ら
こ
れ
に
反
応
す
る
も
の
は
少
な
く
、
結
局
中
間
符
理
職
に
つ
い
て
も
大
部
分
は
外
部
か
ら
専
川
職
と
し
て
の
エ
ン
ジ
ニ
ア
を
雇
用
す
る
こ
と
に
な
る
と
い
う
。
こ
う
し
て
一
般
労
働
者
の
な
か
に
参
加
向
上
し
よ
う
と
い
う
ボ
ト
ム
・
ア
ッ
プ
の
意
識
が
高
ま
ら
な
い
以
上
、
日
本
的
コ
ン
セ
プ
ト
を
現
場
に
持
ち
込
む
に
は
せ
め
て
中
間
符
理
者
に
こ
れ
を
理
解
さ
せ
る
し
か
な
い
。
と
こ
ろ
が
日
系
企
業
関
係
者
が
等
し
く
認
め
て
い
る
よ
う
に
、
米
欧
で
は
こ
の
層
が
非
術
に
薄
く
、
ま
し
て
日
本
の
よ
う
に
安
い
サ
ラ
リ
ー
で
こ
れ
を
脈
保
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
こうした実状を反映してか、この工場における時間労仙者の賃金（女性のライン・ワーヵーの妓低で時間当たり約六ド
ル十四○％粗皮のフリンジ・ベネフィット）や稼働日数（年一一一一三日、夏休二週間）はほぼ地一兀の平均水準だという。
以上のような諸事実は、サンディエゴエ場の良好な．〈フォーマンスの理由を単純に「日本的経営」の実践の成果だ
け
に
は
帰
着
さ
せ
え
な
い
、
と
い
う
こ
と
を
示
し
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
も
ち
ろ
ん
こ
の
温
度
の
見
聞
で
硴
定
的
な
こ
と
を
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
同
工
場
の
場
合
は
、
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
よ
り
現
地
流
に
適
合
す
る
か
た
ち
で
や
っ
て
き
た
点
を
強
調
し
た
方
が
よ
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
「
ソ
ニ
ー
の
海
外
事
業
の
や
り
方
に
は
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
な
い
」
と
は
い
た
る
と
こ
ろ
で
ソ
ニ
ー
の
人
か
ら
聞
く
言
葉
だ
が
、
そ
の
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
実
践
が
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
の
事
例
で
あ
る
。
そ
の
意
味
で
ソ
ニ
ー
経
営
の
特
徴
は
、
「
日
本
的
経
営
」
に
こ
だ
わ
り
つ
つ
も
、
む
し
ろ
多
様
な
対
応
形
態
を
許
容
し
う
る
柔
軟
な
．
ハ
イ
オ
ニ
ア
精
神
に
あ
る
と
い
え
ば
、
節
三
者
の
勝
手
な
解
釈
に
な
る
で
あ
ろ
う
か
。
し
か
し
そ
う
な
る
と
、
サ
ソ
デ
ィ
エ
ゴ
エ
場
の
俊
位
性
の
う
ち
「
日
本
的
経
営
」
に
よ
ら
な
い
で
保
持
し
え
て
い
る
部
分
は
な
に
か
と
い
う
こ
と
に
な
る
が
、
そ
れ
は
ト
リ
ニ
ト
ロ
ソ
に
代
表
さ
れ
る
ソ
ニ
ー
独
凹
の
技
術
と
そ
れ
に
も
と
づ
く
ブ
ラ
ン
ド
・
ネ
ー
ム
の
高
さ
以
外
に
は
な
い
。
こ
れ
に
つ
い
て
も
、
「
む
す
び
」
の
と
こ
ろ
で
さ
ら
に
論
じ
る
こ
と
に
し
よ
う
。
展
望
最
後
に
、
サ
ソ
デ
ィ
エ
ゴ
エ
場
の
今
後
の
展
望
に
ふ
れ
て
お
こ
う
。
ま
ず
直
接
の
課
題
は
、
現
在
五
五
’
七
○
％
の
ロ
ー
カ
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ル
・
コ
ン
テ
ン
ト
を
大
幅
に
引
き
上
げ
て
現
地
生
産
体
制
を
よ
り
徹
底
さ
せ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
は
、
貿
易
摩
擦
の
激
化
、
円
高
と
い
っ
た
事
情
か
ら
い
っ
て
も
避
け
ら
れ
な
い
が
、
し
か
し
こ
れ
以
上
に
と
い
う
の
は
意
外
に
難
し
そ
う
で
あ
る
。
ビ
ス
な
ど
小
物
部
品
や
多
様
な
緬
狐
の
韮
板
な
ど
を
ア
メ
リ
カ
市
場
で
調
達
す
る
の
は
、
設
計
、
品
質
、
納
期
な
ど
の
点
で
問
題
が
多
い
し
、
ハ
ン
ダ
接
着
と
い
っ
た
細
か
い
仕
事
も
移
転
し
に
く
い
こ
と
は
、
八
一
’
八
二
年
の
試
承
の
失
敗
で
証
明
さ
れ
た
。
そ
う
し
た
諸
問
題
が
解
決
し
な
い
か
ぎ
り
、
肝
心
の
シ
ャ
シ
ー
・
キ
ッ
ト
の
現
地
生
産
に
ふ
ゑ
切
る
こ
と
は
容
易
で
な
い
。
む
ろ
ん
こ
の
工
程
で
は
、
近
年
イ
ソ
サ
ー
シ
ョ
ン
・
マ
シ
ン
な
ど
自
動
化
が
急
速
に
進
ん
で
い
る
が
、
そ
れ
に
も
装
世
の
保
守
符
班
能
力
が
ラ
イ
ン
・
ワ
ー
カ
ー
に
も
あ
る
程
度
要
求
されるほか、親工場（後述のようにソニーの場合「協力会社」）で巨額の設備投資がおこなわれたばかりでその稼動率の
維
持
に
忙
し
い
と
い
っ
た
事
情
も
あ
ろ
う
。
ま
た
現
在
七
’
八
％
と
い
う
マ
ー
ケ
ッ
ト
・
シ
ェ
ア
の
拡
大
も
簡
単
で
は
な
さ
そ
う
だ
。
在
米
日
系
Ｃ
Ｔ
Ｖ
工
場
の
中
で
も
、
先
行
者
でありながら生産台数で三洋、松下などにリードされているのは（節二章参照）不本意であろうし（単価が高いため販売
Ⅲ額ではソニーの地位は多少高まる）、さらに鯨国などアジアＮＩＣＳ諸国の小型機種による追い上げも急である。後の
側
而
に
つ
い
て
は
、
一
三
イ
ン
チ
型
な
ど
の
市
場
の
Ⅱ
び
が
大
き
い
た
め
影
響
が
増
幅
さ
れ
て
お
り
、
日
系
企
業
全
体
と
し
て
、
こ
の
ク
ラ
ス
で
も
生
産
性
引
き
上
げ
の
努
力
を
し
て
巻
き
返
し
を
図
る
か
、
大
型
の
高
付
加
価
値
タ
イ
プ
の
ウ
エ
イ
ト
を
高
め
る
か
の
選
択
を
迫
られている。ＣＴＶの商品としての成熟化に伴い、日本企業の技術的優位幅の相対的縮小と、日系企業内部における
ソ
ニ
ー
の
先
行
性
の
弱
ま
り
ｌ
こ
の
二
取
の
競
争
環
境
の
変
化
の
な
か
で
、
現
地
適
応
志
向
型
の
サ
ン
デ
ィ
ェ
ゴ
エ
場
の
今
後
の
展
開
は
大
い
に
注
目
さ
れ
る
。
Ｃ九八五年四月八日訪問）
設
立
事
情
・
立
地
ソニーのイギリスＣＴＶ工場は、の○口目（口夙・）》口日耳のｇ団風９ｍの己而］口員という名称のと
３
ソ
ー
ー
ー
・
ブ
リ
ッ
ジ
エ
ソ
ド
（
英
）
3３６ 
そ
こ
で
ヨ
ー
ロ
ッ
。
〈
最
初
の
生
産
拠
点
の
立
地
選
定
が
問
題
に
な
っ
た
が
、
こ
こ
で
も
一
国
規
模
で
は
市
場
が
最
大
の
イ
ギ
リ
ス
が
同
社
の
市
場
第
一
主
義
か
ら
ゑ
て
最
適
と
い
う
こ
と
に
な
っ
た
。
す
で
に
拡
大
Ｅ
Ｃ
が
実
現
し
て
い
た
か
ら
（
七
三
年
）
他
の
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
諸
国
へ
輸
出
す
る
の
に
大
き
な
問
題
は
な
か
っ
た
。
ま
た
言
葉
の
問
題
が
、
そ
の
後
こ
れ
に
続
い
た
、
他
の
産
業
も
含
む
多
く
の
日
系
企
踏
糸
切
っ
た
の
で
あ
る
。
おりイギリスの販売会社の。ご『（□・【・）の組立工場として、サソディエゴエ場の二年後の七四年にウェールズのブリ
ッジエンドに設立された。これも日系ＣＴＶ工場としてはイギリスで第一号であった（ラジオではやはりソニーが六○年
か
ら
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
で
の
現
地
生
産
を
試
ゑ
て
い
る
’
六
九
年
に
撤
退
）
。
こ
こ
で
も
の
ち
に
ブ
ラ
ウ
ン
管
の
製
造
が
始
ま
る
が
、
そ
れ
は
八
二
年
に
な
っ
て
か
ら
の
こ
と
で
あ
る
。
工
場
長
の
常
田
哲
夫
氏
が
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
の
お
相
手
と
工
場
の
案
内
役
の
両
方
を
ほ
ぼ
ま
る
一
日
に
わ
た
っ
て
引
き
受
け
て
下
さ
っ
た
の
は
、
大
変
幸
運
で
あ
っ
た
。
氏
に
お
会
い
し
て
ま
ず
い
さ
さ
か
衝
撃
を
受
け
た
の
は
、
い
き
な
り
「
む
ず
か
し
い
で
す
ね
、
ど
う
し
た
ら
よ
い
の
で
し
ょ
う
か
」
と
問
い
か
け
ら
れ
た
こ
と
で
あ
る
。
む
ろ
ん
経
営
実
践
の
素
人
に
そ
の
解
答
を
期
待
し
て
の
質
問
で
な
い
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
が
、
こ
の
英
女
王
か
ら
大
英
勲
功
賞
ま
で
受
け
た
（
八
○
年
）
創
設
期
以
来
の
十
年
選
手
の
口
か
ら
、
こ
の
よ
う
な
言
葉
が
飛
び
出
そ
う
と
は
思
い
も
よ
ら
な
か
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
そ
れ
が
成
功
物
語
の
主
人
公
と
し
て
国
際
的
に
著
名
な
こ
の
人
の
発
言
で
あ
る
だ
け
に
、
現
地
生
産
の
難
し
さ
を
実
感
さ
せ
る
に
十
分
な
重
玖
を
も
っ
て
い
た
。
ヨーロッ．〈への工場進出を迫られたのは明らかに保護主義による強制があったからである。ヨーロッ。〈のＣＴＶに
はアメリカや日本（ｚＢｍｏ）とは異なるセカム（の回○鈩冨）、。ハル（勺鈩Ｃという一一つのシステムがあり、各国のメーカー
が
そ
れ
ぞ
れ
ラ
イ
セ
ン
ス
を
狩
っ
て
い
て
こ
れ
を
容
易
に
日
本
メ
ー
カ
ー
に
は
与
え
な
か
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
ソ
ニ
ー
は
、
テ
レ
フ
ンヶン（西独）が持っている．ハルのライセンスに抵触しない〃アンティ・・ハル〃方式を開発して六九年から輸出を始
め
、
日
立
は
テ
レ
フ
ン
ヶ
ソ
と
ク
ロ
ス
・
ラ
イ
セ
ン
ス
協
定
を
結
ぶ
、
と
い
っ
た
対
応
策
が
と
ら
れ
た
。
し
か
し
こ
の
ソ
ニ
ー
の
や
り
方
で
は
全
面
戦
争
に
な
ら
ざ
る
を
え
な
い
し
、
ヨ
ー
ロ
ッ
。
〈
の
メ
ー
カ
ー
側
か
ら
現
地
生
産
の
要
望
が
あ
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
工
場
進
出
に
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プ
リ
ッ
ジ
ェ
ソ
ド
は
、
ロ
ン
ド
ン
か
ら
西
に
鉄
道
で
二
時
側
余
、
ブ
リ
ス
ト
ル
海
峡
の
海
岸
線
に
近
い
ウ
ェ
ー
ル
ズ
南
部
の
の
ん
び
り
し
た
田
舎
町
で
あ
る
。
六
四
年
に
プ
リ
ス
ト
ル
で
セ
バ
ソ
川
を
渡
る
橋
が
で
き
て
、
ロ
ン
ド
ン
方
而
と
ウ
ェ
ー
ル
ズ
南
部
を
つ
な
ぐ
交
通
の便が画期的によくなった。そしてソニーの進出は耐ウェールズ方面への産業立地への関心を高め、日本（家雨では
松下、日立）、アメリカ、ヨーロッ。〈の各国メーカー相当数がその後に進出してきており、その意味でもソニーに対す
る
地
元
の
評
判
は
非
常
に
よ
い
と
い
う
。
管
理
部
門
と
こ
ろ
で
こ
の
立
地
選
定
に
か
ら
ん
で
、
い
か
に
も
ソ
ニ
ー
ら
し
い
人
覗
政
餓
の
エ
ピ
ソ
ー
ド
を
紹
介
し
て
お
こ
う
。
東
京
本
社
は
、
当
時
日
本
で
製
造
技
術
係
災
を
し
て
い
た
常
川
瓜
を
ほ
ぼ
全
椛
委
任
の
か
た
ち
で
イ
ギ
リ
ス
に
派
泄
し
、
氏
は
ソ
ニ
ー
Ｕ
・
Ｋの人達と協力してブリッジエンドを選んだ。そして本社の首脳迷は、この決定をそのまま受け入れ、ブリッジエソ
ド
を
見
に
も
こ
な
か
っ
た
と
い
う
。
こ
れ
を
聞
い
て
筆
者
は
、
か
つ
て
第
一
次
大
戦
後
の
時
期
に
ア
メ
リ
カ
自
動
車
の
ヘ
ン
リ
ー
・
フ
ォ
（５） 
－ドー世がイギリスやドイツの工場立地選定でみせた異常な慎重さや、七七年東芝の米ＣＴＶ工場選定チームがテネ
（６） 
シー州レバノンに決めたときの綿密周到さなどを想起し、その違いをおもわないわけにはいかなかった。もっともソ
ニ
ー
も
サ
ン
デ
ィ
ェ
ゴ
の
場
合
は
、
前
述
の
よ
う
に
よ
り
慎
重
で
あ
っ
た
が
、
そ
れ
で
も
当
時
の
事
情
か
ら
す
れ
ば
お
の
ず
と
決
ま
っ
た
業
と
同
様
、
か
な
り
璽
要
な
要
因
に
数
え
ら
れ
た
で
あ
ろ
う
。
次
に
イ
ギ
リ
ス
の
中
で
、
ウ
ェ
ー
ル
ズ
と
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド
の
間
の
選
択
と
い
う
こ
と
に
な
っ
た
と
き
も
、
や
は
り
基
本
的
に
は
販
売
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
要
地
ロ
ン
ド
ン
と
の
関
係
か
ら
前
者
に
決
ま
っ
た
。
こ
れ
に
関
し
て
、
プ
リ
ン
ス
・
オ
ブ
・
ウ
ェ
ー
ル
ズ
の
チ
ャ
ー
ル
ズ
が
ソ
ニ
ー
要
人
を
介
し
て
勧
誘
活
動
を
し
た
と
い
う
話
も
附
い
た
。
し
か
し
む
し
ろ
い
ま
一
つ
並
要
だ
っ
た
の
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
政
府
に
よ
る
手
厚
い
誘
致
政
雌
で
、
広
大
な
工
場
川
地
と
工
場
の
糸
な
ら
ず
縛
班
本
部
の
建
物
ま
で
す
べ
て
が
貸
与
、
そ
れ
に
低
利
融
資
ま
で
つ
い
た
。
こ
の
符
理
本
部
の
辿
物
は
大
変
立
派
に
で
き
て
い
る
が
、
こ
れ
に
は
、
は
じ
め
ソ
ニ
ー
の
力
は
実
質
的
で
機
能
本
位
に
つ
く
る
つ
も
り
で
い
た
と
こ
ろ
、
地
元
の
方
で
も
っ
と
ソ
ニ
ー
に
ふ
さ
わ
し
い
も
の
に
す
べ
き
だ
と
レ
ベ
ル
・
ア
ッ
プ
し
て
く
れ
た
、
と
い
う
い
き
さ
つ
が
あ
る
。
3３８ 
と
い
う
面
が
強
い
と
い
え
よ
う
。
ソ
ニ
ー
に
あ
っ
て
は
、
ま
ず
全
幅
の
信
頼
を
寄
せ
る
に
足
る
人
間
を
選
び
、
あ
と
は
そ
の
人
に
ま
か
せ
る
と
い
う
や
り
方
が
一
般
的
の
よ
う
で
あ
る
。
こ
れ
は
決
し
て
ヒ
ヘ
ル
の
低
い
企
業
管
理
法
と
い
っ
て
す
ま
せ
る
わ
け
に
は
ゆ
か
ず
、
「むすび」でふれるように、企業現地化の方法としてきわめて優れた面を持っているというべきであろう。
以後今日にいたるまで、十年余にわたってこの工場は常川瓜とともにある（八六年春に本社テレビ事業部副本部長とし
て帰国）。その点はあとで蚕場する西ドイツのソニー・ベガの川久氏の場合も同じであり、サンディエゴの森本氏もこ
れに近い。常川氏のお子さん達はイギリスで大学を出たが、これは、日本の社会や教育制度の一般的常搬からすれば
決して好ましい選択とはいえない（これは術川氏向射の評川ではない）。しかしそうした派近社、の「負担」のｆにソニ
ー
・
ブ
リ
ッ
ジ
エ
ソ
ド
の
成
功
が
あ
る
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
。
以
上
の
よ
う
な
覗
態
は
、
多
国
蒲
企
業
や
企
業
組
織
論
の
教
科
書
的
常
識からすれば邪道ということになろうが、ソニーの場合の承ならず、日本企業の国際化にさいしては多かれ少なかれ
避けられないことと思われる今むすび」参照）。
と
も
か
く
、
当
初
は
常
川
氏
が
技
術
部
長
、
こ
れ
と
並
ん
で
イ
ギ
リ
ス
人
の
製
造
部
長
、
そ
し
て
そ
の
上
に
日
本
人
の
工
場
長
を
迎
え
る
と
い
う
、
三
人
の
チ
ー
ム
で
符
理
の
中
心
を
発
足
さ
せ
た
。
加
え
て
人
事
と
組
合
担
当
部
長
に
、
こ
の
分
野
の
キ
ャ
リ
ア
を
持
つ
イ
ギ
リ
ス
人
を
登
用
し
、
日
常
的
な
人
事
符
班
を
一
任
し
て
き
た
。
現
在
は
、
常
Ⅲ
氏
を
中
心
と
す
る
四
○
人
の
櫛
理
者
の
う
ち
日
本
人
は
六
’
七
名
で
、
Ｃ
Ｔ
Ｖ
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
の
担
当
部
長
の
ほ
か
、
阿
部
川
の
技
術
責
任
者
の
ポ
ス
ト
も
占
め
て
い
る
。
財
務
の
担
当
部
長
は
イ
ギ
リ
ス
人
だ
が
、
そ
の
下
に
来
京
本
社
と
の
迎
絡
役
の
日
本
人
が
つ
い
て
い
る
点
、
多
く
の
日
系
企
業
に
ゑ
ら
れ
る
の
と
同
じ
で
あ
る
。
こ
う
ゑ
て
く
る
と
、
ブ
リ
ヅ
ジ
エ
ン
ド
に
お
け
る
人
事
耐
の
川
地
化
の
鯉
度
は
そ
れ
ほ
ど
向
く
な
い
と
い
う
印
象
を
受
け
る
が
、
あ
る
い
は
こ
れ
は
後
述
す
る
製
品
面
で
の
現
地
化
率
の
商
い
こ
と
に
関
係
が
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
と
こ
ろ
で
、
設
立
以
来
一
○
年
間
勤
め
て
八
三
年
に
他
社
に
引
き
抜
か
れ
て
い
っ
た
製
造
部
長
が
、
ソ
ニ
ー
の
海
外
子
会
社
の
な
か
で
唯
一
の
例
外
で
あ
る
制
服
と
ネ
ー
ム
プ
レ
ー
ト
着
川
制
を
実
現
し
、
残
し
て
い
っ
た
。
イ
ギ
リ
ス
の
よ
う
な
社
会
で
こ
れ
の
採
用
に
こ
ぎ
つ
け
た
の
は
驚
く
べ
き
こ
と
で
あ
る
が
、
彼
は
大
変
な
執
念
を
も
っ
て
こ
れ
に
取
り
組
糸
遂
に
成
功
し
た
。
し
か
し
実
は
今
で
も
、
彼
が
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なぜこの問題にそれほど熱心になれたのか、どこまでその意義を理解していたかは、よくわからないという。いずれ
にしても、この個人主義と階級身分制の母国で、少しでも全社的一体感を生承だすために「単一身分制」（患の旨い］の：‐
目
の
Ｊ
の
イ
メ
ー
ジ
づ
く
り
に
苦
心
し
て
い
た
発
足
時
の
ブ
リ
ッ
ジ
エ
ン
ド
エ
場
に
と
っ
て
、
こ
れ
は
予
想
外
の
大
成
果
で
あ
っ
た
。
こ
うした目的のための全従業員共通のキャンティーン（食堂）、会社。ハーティ、小集団活動などは、米、西独の子会社の
場
合
と
同
じ
で
あ
る
が
、
制
服
だ
け
は
こ
こ
で
し
か
実
現
し
て
い
な
い
。
も
っ
と
も
、
そ
う
し
た
功
績
が
あ
っ
た
と
は
い
っ
て
も
、
一
○
年
目
に
他
社
に
転
出
し
た
こ
と
が
ソ
ニ
ー
に
と
っ
て
重
大
な
損
失
に
な
っ
た
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
。
そ
の
後
に
部
長
代
理
と
し
て
、
イ
ギ
リ
ス
電
機
業
界
の
名
門
ソ
ー
ソ
Ｅ
Ｍ
Ｉ
か
ら
人
を
引
き
抜
く
こ
と
が
で
き
た
。
つ
ま
り
、
ソ
ニ
ー
の
方
も
そ
ろ
そ
ろ
イ
ギ
リ
ス
経
済
社
会
で
認
め
ら
れ
て
、
そ
れ
相
応
の
〃
一
流
〃
の
人
材
を
迎
え
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
い
た
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
日
系
在
欧
米
製
造
子
会
社
も
、
先
進
的
部
分
で
は
そ
う
し
た
リ
ク
ル
ー
ト
が
可
能
な
と
こ
ろ
ま
で
き
た
と
い
う
意
味
で
興
味
深
い
。
た
ま
た
ま
ホ
ン
ダ
・
オ
ハ
イ
オ
で
も
、
八
五
年
に
ハ
ー
バ
ー
ド
・
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
出
の
弁護士をラインの責任者として採用できたという話を聞いた。そうした状況をもふまえてブリッジエソドでは、イギ
リ
ス
人
の
マ
ネ
ジ
ャ
ー
達
が
他
の
企
業
に
お
い
て
も
通
用
す
る
能
力
を
身
に
つ
げ
る
よ
う
に
心
が
け
て
い
る
。
そ
れ
が
必
要
に
応
じ
て
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
ス
タ
ッ
フ
の
交
替
を
ス
ム
ー
ズ
に
す
る
か
ら
で
あ
る
。
し
か
し
そ
う
し
た
発
想
は
、
「
日
本
的
経
営
」
の
導
入
に
強
く
こ
だ
わ
る
立
場
か
ら
は
な
か
な
か
で
て
き
に
く
い
と
思
わ
れ
た
。
労
働
組
合
さ
て
、
こ
の
ブ
リ
ッ
ジ
エ
ン
ド
エ
場
を
有
名
に
し
た
も
の
の
一
つ
に
、
イ
ギ
リ
ス
で
は
き
わ
め
て
例
外
的
な
一
企
業
。
組合」（鷺の旨い］のロ日・轡ご）、正確には「唯一交渉協定」（の。』のロの由。。尊】・ロ“周の①日の日）を実現させたことがある。イギリス
で
は
、
企
業
な
い
し
工
場
ご
と
に
い
く
つ
か
の
職
能
別
組
合
が入っているのが普通であるが、これでは、さぎのようなの旨但の
の
薗
冨
の
と
い
っ
た
職
場
環
境
づ
く
り
は
困
難
で
あ
る
。
そ
こ
で
こ
こ
の
ソ
ニ
ー
は
、
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
の
よ
う
に
組
合
そ
の
も
の
を
回
避
するのではなく、あえて地元で一番強いＡＵＥＷ（鈩日Ｐ］ｍＰＢ囚什且ご日・ロ・閉ロロ四口のの国ロ、ョ・鳥の儲の》組合貝一一一一○万人の
全
国
組
織
）
の
地
区
委
員
会
と
前
記
の
契
約
を
結
び
、
と
も
か
く
現
場
が
ば
ら
ば
ら
に
分
断
さ
れ
る
こ
と
を
避
け
た
の
で
あ
る
。
そ
し
て
３４ｏ 
これは見事に成功したようであるが、そのさい面白いのは、この戦闘的な労働運動をもつ土地を選んだことがそれに
かなり寄与しているとみられる点である。というのは、日匿首昌な組合活動は註日』］『‐桿房①な人間関係に由来して
い
た
と
こ
ろ
が
あ
り
、
後
者
は
日
本
的
な
も
の
を
持
ち
込
む
に
は
好
都
合
な
環
境
と
い
え
る
か
ら
で
あ
る
。
さ
ぎ
の
制
度
の
件
も
、
そ
う
し
た
土
地
柄
と
の
関
係
が
あ
り
そ
う
に
思
え
た
。
こ
の
〆
ご
仏
の
ロ
臼
目
葛
の
ア
イ
デ
ア
は
、
当
時
の
ヒ
ー
ス
政
府
、
現
地
人
マ
ネ
ジ
ャ
ー
と
常
田
氏
の
合
作
で
あ
っ
た
。
そ
の
ポ
イ
ン
トは、個々の従業員がどの組合に加入するかは白山であるが、会社との交渉樅はＡＵＥＷに一任するところにある。
実
際
に
は
従
業
員
の
九
割
が
Ａ
Ｕ
Ｅ
Ｗ
に
加
入
し
、
残
り
の
一
割
に
少
数
組
合
と
非
組
合
員
が
い
る
と
い
う
状
態
で
あ
る
。
そ
の
ほ
か
に
、
職
種
区
分
（
〕
・
ワ
臼
の
ｑ
自
国
：
８
）
の
弾
力
的
述
川
と
か
職
場
規
律
に
関
す
る
並
妥
な
条
項
が
あ
る
が
、
こ
れ
ら
は
公
表
し
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
組
合
と
の
交
渉
は
、
賃
金
、
労
働
時
間
に
関
す
る
も
の
を
年
一
回
Ａ
Ｕ
Ｅ
Ｗ
の
地
区
委
員
会
と
お
こ
な
い
、
そ
れ
以
外
の
労
働
条
件
に
関
し
て
は
、
組
合
代
表
と
し
て
の
シ
ョ
ッ
プ
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
六
名
と
日
常
的
に
お
こ
な
う
。
な
お
、
こ
の
ソ
ニ
ー
に
続
い
て
日
系
数
社
が
イ
ギ
リ
ス
で
の
Ｃ
Ｔ
Ｖ
生
産
を
開
始
し
、
松
下
を
除
く
日
立
、
東
芝
、
三
洋
な
ど
が
、
震の旨い」のロロ〕・ロ芝よりもさらに「発展」した〃ノー・ストライキ協定“を締結していった。その点についての詳細は
（７） 
本書第五章その他にゆずるが、こうした一連の動きのなかでソニーの試糸が並要な一ス｜フシ。フになったことは明らか
なことと思われる（ただし來芝の関係者はインタビューのなかでそうした関係を否定した）。
作
業
現
場
こ
こ
で
作
業
肌
場
に
目
を
転
じ
よ
う
。
こ
の
工
場
で
は
、
一
八
’
二
七
イ
ン
チ
の
Ｃ
Ｔ
Ｖ
を
尖
に
五
○
櫛
、
年
一
一
○
刀
台
、
ブラウン符二五万本が生産されている。サンディエゴと比べて、ＣＴＶ組立、ブラウン管製造の規模がいずれも約四
分
の
一
で
あ
る
の
に
機
種
の
数
が
極
端
に
多
い
と
い
う
、
ぎ
わ
だ
っ
た
対
照
を
ふ
せ
て
い
る
。
そ
し
て
従
業
員
の
数
で
ふ
る
と
、
Ｃ
Ｔ
Ｖ
関
係
九
五
○
人
、
ブ
ラ
ウ
ン
管
一
五
○
人
で
あ
る
か
ら
、
後
者
の
方
は
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
の
三
分
の
一
強
で
ほ
ぼ
比
例
的
に
対
応
し
て
い
る
と
い
っ
て
よ
い
が
、
Ｃ
Ｔ
Ｖ
の
方
は
八
’
九
割
に
も
達
し
て
し
ま
う
。
こ
う
し
た
点
に
、
ア
メ
リ
カ
と
ヨ
ー
ロ
ッ
。
〈
の
現
地
生
産
、
よ
り
一般的には製造業生産の違いが端的に表われている、といってよさそうである。イギリスでＣＴＶ組立に人間が多い
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のは、多機種生産で量産メリットが出せないことに加えて、各種輸入規制がアメリカより厳しく、ローカルコンテン
ト比率を大幅に引き上げていることが大きい。
多機種生産になるのは、イギリス国内市場向けに各種サイズを供給しているほか、より重要なのは、ブリッジエン
ドがドイツのベガとともにヨーロッ。〈市場向けの生産拠点となっているからである。ヨーロッ．〈は、多数の小国の集
り
で
あ
る
う
え
に
、
前
述
の
ご
と
く
そ
れ
ぞ
れ
が
多
様
な
シ
ス
テ
ム
を
採
用
し
て
お
り
、
こ
れ
に
対
応
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
ここでは現地調達比率は七五’九○％にも達しているが、そのことがいかに組立工程の作業者数を増加させるかは、
そ
の
現
場
の
状
況
を
一
見
す
れ
ば
す
ぐ
了
解
さ
れ
る
。
ま
ず
目
に
つ
く
の
は
、
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
で
も
日
本
か
ら
輸
入
し
て
い
る
ン
ヤ
シ
ー・キットの組立、つまり前工程のラインである。日本でも最近の数年間に普及したばかりの、プリント蕊板へＩＣ
その他の部品を装着する自動インサーション・マシンが一一四時間・三シフトで稼動していた。だがここでのこの機械
の
導
入
の
目
的
は
、
日
本
に
お
け
る
よ
う
な
労
働
節
約
に
よ
る
コ
ス
ト
・
ダ
ウ
ン
と
い
う
よ
り
も
、
不
良
率
を
下
げ
品
質
を
高
め
る
こ
と
に
あ
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
推
測
さ
れ
る
。
こ
の
高
価
な
機
械
の
採
算
が
こ
の
程
度
の
量
産
規
模
で
と
れ
る
か
ど
う
か
疑
問
だ
か
ら
で
あ
る
。
実
は
ソ
ニ
ー
親
工
場
の
場
合
こ
の
工
程
が
一
宮
の
外
の
「
協
力
会
社
」
に
下
請
け
に
出
さ
れ
て
お
り
、
一
二
○
万
台
の
生
産
規
模
を
も
っ
て
い
て
さ
え
も
内
製
化
の
力
が
採
算
上
有
利
と
は
必
ず
し
も
い
え
な
い
の
で
あ
る
。
し
か
し
そ
れ
だ
け
で
は
な
い
。
日
本
で
は
下
請
に
出
す
の
が
当
然
と
さ
れ
、
前
述
の
よ
う
に
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
で
も
内
製
化
に
失
敗
し
た
中
物
、
小
物
の
部
品
が
、
こ
こ
で
は
生
産
さ
れ
て
い
る
。
ブ
ラ
ウ
ン
管
の
首
根
っ
こ
の
と
こ
ろ
へ
の
コ
イ
ル
巻
き
（
偏
向
ヨ
ー
ク
）
、
部
品
へ
の
樹
脂
の
注
入
、
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
の
一
部
組
立
て
、
と
い
っ
た
も
の
が
そ
れ
で
あ
る
。
こ
れ
ら
も
、
日
本
か
ら
の
輸
入
は
許
さ
れ
な
い
し
、
現
地
の
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
に
も
頼
れ
な
い
と
す
れ
ば
、
大
き
な
コ
ス
ト
を
払
っ
て
も
内
製
化
せ
ざ
る
を
え
な
い
の
で
あ
る
。
こ
う
し
て
さ
ぎ
の
従
業
員
数
の
多
さ
は
、
一
面
で
は
同
工
場
の
非
効
率
の
結
果
で
あ
る
が
、
同
時
に
そ
の
内
製
化
率
の
高
さ
の
直
接
の
反
映
で
も
あ
る
０ 
次
に
主
力
の
後
工
程
組
立
ラ
イ
ン
。
現
在
の
設
備
の
基
本
部
分
は
設
立
以
来
の
も
の
だ
が
、
す
で
に
一
一
一
年
計
画
の
ラ
イ
ン
入
れ
替
え
工
3４２ 
事が開始されている。作業員は大部分女性で平均年令はかなり若くふえた。比較的手作業が多く、流れる感じがあま
り
な
い
、
と
い
う
印
象
で
あ
る
。
作
業
中
に
よ
く
話
を
し
て
い
る
の
と
、
ラ
イ
ン
が
動
い
て
い
る
と
き
に
別
室
で
相
当
数
休
ん
で
い
る
の
が
目
に
つ
い
た
。
こ
れ
は
、
休
み
は
グ
ル
ー
プ
で
ま
と
め
て
と
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
が
、
は
じ
め
て
見
る
光
景
で
あ
っ
た
。
や
は
り
全
体
と
し
て
、
ア
メ
リ
カ
よ
り
テ
ン
ポ
が
ゆ
っ
く
り
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
か
。
いま一つ、ここでもソニーだけに独自なブラウン櫛の製造工場が別の大きな建物の中にある。これは、八二年操業
開
始
後
三
年
目
で
ま
だ
新
し
く
、
や
は
り
相
当
大
が
か
り
な
装
置
で
あ
る
。
し
か
し
そ
れ
だ
け
に
、
こ
の
工
程
で
逓
産
効
果
を
あ
げ
る
た
めには年間六○’七○万本のブラウン管を製造しなければならないが、実績は二五万本前後となっており、ヨーロッ
．〈のような市場規模の小さい地域での現地生産の難しさの一端をうかがわせていた。しかもこの二五万本のうち約一
○
万
本
は
ド
イ
ツ
の
ベ
ガ
に
輸
出
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
工
場
で
も
、
主
に
若
い
男
性
労
働
者
が
三
シ
フ
ト
・
二
四
時
間
制
で
働
い
て
い
る
状
況
は
、
す
で
に
ふ
れ
た
よ
う
に
、
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
、
日
本
と
大
差
な
い
よ
う
に
み
え
た
。
た
だ
こ
こ
で
は
、
と
く
に
量
産
効
果
の
大
き
い
Ｃ
Ｔ
Ｖ
の
画
面
と
な
る
後
光
板
は
日
本
の
稲
沢
工
場
か
ら
輸
入
し
て
い
た
。
ま
た
フ
ァ
ネ
ル
（
百
口
ロ
の
Ｐ
）
と
い
う
、
画
面
の
裏
側
に
あ
る
じ
よ
う
ご
型
の
ガ
ラ
ス
容
器
状
部
品
は
、
Ｅ
Ｃ
と
の
つ
ぎ
合
い
と
い
う
意
味
も
あ
っ
て
フ
ラ
ン
ス
企
業
か
ら
賀
入
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
の
品
質
に
か
な
り
問
題
が
あ
る
と
い
う
。
鑓
光
板
な
ど
日
本
製
部
品
と
の
接
合
が
ぴ
っ
た
り
い
か
な
か
っ
た
り
し
て
、
機
械
が
止
ま
る
こ
と
も
あ
る
。
そ
れ
も
最
近
で
は
、
繰
り
返
し
注
文
が
つ
け
ら
れ
た
結
果
、
か
な
り
改
善
さ
れ
た
よ
う
で
あ
る
。
こ
う
し
た
ブ
ラ
ウ
ン
杵
の
現
地
生
産
は
、
高
い
ロ
ー
カ
ル
・
コ
ン
テ
ン
ト
が
（８） 
要
求
さ
れ
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
は
大
き
な
武
器
と
な
る
も
の
で
あ
る
が
、
そ
れ
だ
け
多
く
の
苦
労
を
か
か
え
込
む
こ
と
に
な
っ
て
い
る
の
も
成
果
と
展
望
以
上
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
こ
の
ブ
リ
ッ
ジ
エ
ン
ド
製
Ｃ
Ｔ
Ｖ
を
世
界
市
場
で
、
一
宮
製
は
む
ろ
ん
の
こ
と
、
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
製
と
も
競
争
さ
せ
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ
れ
は
あ
く
ま
で
も
イ
ギ
リ
ス
と
Ｅ
Ｃ
と
い
う
分
断
さ
れ
た
市
場
を
前
提
に
し
て
の
現
地
生
産
で
あ
り
、
そ
の
枠
の
中
で
の
パ
イ
オ
ニ
ア
と
し
て
は
、
見
事
な
実
績
を
あ
げ
、
こ
の
市
場
に
確
固
た
る
地
歩
を
築
い
て
き
た
と
確かで
あ
る
。
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そ
し
て
こ
の
工
場
の
主
力
製
陥
Ｃ
Ｔ
Ｖ
に
関
す
る
か
ぎ
り
、
結
局
の
と
こ
ろ
そ
の
成
功
を
支
え
た
埜
本
的
要
因
は
、
常
剛
氏
を
は
じ
め
と
す
る
「
ト
リ
ニ
ト
ロ
ン
の
本
流
を
知
っ
て
い
る
人
間
」
に
体
現
さ
れ
た
ソ
ニ
ー
の
開
発
技
術
で
あ
り
、
こ
の
レ
ベ
ル
の
技
術
に
つ
い
て
は
一
貫
し
て
東
京
本
社
が
責
任
を
も
っ
て
い
る
。
し
か
し
主
要
日
系
Ｃ
Ｔ
Ｖ
企
業
の
対
英
進
出
も
出
揃
い
、
〃
ブ
リ
ッ
ジ
ェ
ン
ド
・
カ
ル
チ
ャ
ー
“
の
メ
リ
ッ
ト
を
生
か
し
た
新
分
膨
に
お
け
る
本
格
的
企
業
化
の
要
請
が
強
ま
り
つ
つ
あ
る
、
と
い
え
よ
う
。
そ
の
点
に
関
連
し
て
、
常
田
氏
が
最
後
に
ほ
の
め
か
し
た
〃
マ
ニ
ュ
ア
ル
化
へ
の
移
行
〃
の
検
討
と
い
う
発
言
に
は
興
味
を
ひ
か
れ
た
。
も
ち
ろ
ん
そ
の
時
点
で
は
、
そ
の
必
要
性
に
つ
い
て
の
氏
個
人
の
考
え
を
も
ら
し
た
に
す
ぎ
な
い
も
の
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
筆
者
と
し
て
は
、
ソ
ニ
ー
の
海
外
事
業
の
最
大
の
特
徴
を
「
マ
ニ
ュ
ア
ル
な
ぎ
多
国
籍
企
業
」
と
い
う
あ
た
り
で
お
さ
え
ら
れ
る
か
と
考
え
て
い
た
と
きだけに、いささか面くらったのである。それがどのような内容のものになるか見当はつけにくいが、一面でそれは、
ソ
ニ
ー
も
世
界
的
な
ス
ケ
ー
ル
で
現
地
生
産
に
関
す
る
相
当
な
経
験
の
讓
積
を
も
ち
、
そ
れ
を
総
括
・
整
理
で
き
る
と
こ
ろ
ま
で
き
た
こ
常
田
氏
自
身
、
必
ず
し
も
一
般
的
な
意
味
で
の
国
際
競
争力をこの工場に期待しているわけではなく、なにによってその強味
が
発
揮
で
き
る
か
を
追
求
し
て
い
る
。
氏
が
さ
か
ん
に
口
に
し
た
の
は
、
日
本
流
に
近
づ
け
る
の
で
は
な
く
、
イ
ギ
リ
ス
基
準
で
一
流
を
、
ソ
ニ
ー
・
ブ
リ
ッ
ジ
エ
ン
ド
の
リ
ズ
ム
、
カ
ル
チ
ャ
ー
を
、
と
い
っ
た
言
い
方
で
あ
る
。
こ
こ
で
し
か
作
れ
な
い
製
造
技
術
と
し
て
、
具
体
的
に
は
、
イ
ギ
リ
ス
で
ア
イ
デ
ア
が
発
祥
し
た
ニ
ピ
ュ
ー
タ
・
ソ
フ
ト
の
技
術
’
二
‐
・
メ
デ
ィ
ア
…
の
曰
皀
（
Ｈ
本
の
。
宅
三
）
な
ど
ｌ
、
ま
た
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
強
味
を
応
用
し
た
の
○
三
男
○
壱
○
三
の
シ
ス
テ
ム
、
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
た
。
ブリッジエンドでは、もちろん一方で、一連の震の曰巴のの己言の爵づくりに承られる「日本流」持ち込みの努力が彼
承
重
ね
ら
れ
な
が
ら
、
同
時
に
そ
の
意
義
と
限
度
が
十
分
わ
き
ま
え
ら
れ
て
い
る
、
と
い
う
べ
き
で
あ
ろ
う
。
時
間
厳
守
、
整
理
幣
頓
、
喫
煙
と
い
っ
た
職
場
規
律
や
物
の
て
い
ね
い
な
扱
い
、
品
質
感
覚
な
ど
の
日
本
と
の
違
い
は
、
サ
ン
デ
ィ
二
コ
以
上
に
強
調
さ
れ
た
よ
う
に
思
う
。
そ
れ
に
関
連
し
て
こ
こ
で
も
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
役
割
の
重
要
性
が
指
摘
さ
れ
た
が
、
こ
れ
の
確
保
が
難
し
い
点
も
ア
メ
リ
カ
と
共
通
し
て
い
た
。
い鰐えよ』う０
3４４ 
設立事情・立地西ドイツのＣＴＶ製造子会社、のＵ二‐二の彊囿【・目尻陣・ロ山ＯＢワ国は、イギリスエ場に続く翌
年の七五年、シュツットガルト所在のドイツ企業、二の沼‐内山殿・ＯＢワ国の買収によって誕生した。一一一年の間に米、
英、狐と主要先進国にたて続けに工場を設置したこの経紳から、七○年代初めには、ソニーの海外生産戦略の避本線
は確立されていたと象ることができょう。ただそれぞれが、詳細な調査や周到な実行計画にもとづいて展開されたも
の
と
は
必
ず
し
も
い
え
な
い
こ
と
は
、
す
で
に
ゑ
て
き
た
と
お
り
で
あ
り
、
ま
た
そ
の
点
は
こ
の
ベ
ガ
の
場
合
に
も
あ
て
は
ま
る
と
い
え
それは、やはり日本の工場で技術部門の仕事をしていた現副工場長の川久浩一氏を中心に少数の人達が派遣され、
かなり大幅な自由裁戯権限が与えられていた点、さらに買収し引き取ったベガの物的・人的な「遺産」の継承の仕方
について苦闘しなければならなかった点などに、端的にふられる。ここでも、この十年選手の川久氏の役割は絶大で
あ
り
、
東
京
本
社
は
、
好
む
と
好
ま
ざ
る
と
に
か
か
わ
ら
ず
こ
の
人
の
能
力
と
個
性
に
依
存
せ
ざ
る
を
え
な
い
、
と
い
う
感
じ
で
あ
る
。
そ
の
意
味
で
氏
が
説
明
を
引
き
受
け
て
下
さ
っ
た
の
は
幸
い
で
あ
っ
た
。
なぜここだけ新規設立でなく、またなぜベガを選んだのかという疑問には、まだ十分な説明がなされたという気が
しない。伝統志向の強いドイツに進出する場合、日本でさえ後発メーカーであるソニーが新顔として登場するよりも、
現地で戦前からの長い歴史をもつオーディオ会社のブランド・ネームを利用するというのは、一応筋が通っている。
とを意味するものであろう。しかしその多様な経験をどういう方向で統一的なマーニアルのかたちに要約できるか、
そ
の
方
向
い
か
ん
に
よ
っ
て
は
ソ
ニ
ー
の
組
織
内
部
か
ら
抵
抗
が
で
て
く
る
こ
と
さ
え
予
想
さ
れ
る
。
も
し
そ
れ
が
実
現
し
た
ら
ど
の
よ
う
な
も
の
に
な
る
か
見
物
で
あ
る
。
Ｃ九八五年三月二七日訪問）
そ
う
で
あ
る
。
４
ソ
ニ
ー
・
ベ
ガ
（
西
独
）
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こ
う
し
て
ソ
ニ
ー
が
ベ
ガ
か
ら
買
取
っ
た
も
の
は
、
初
め
の
三
’
四
年
は
む
し
ろ
マ
イ
ナ
ス
要
因
で
あ
っ
た
と
、
川
久
氏
は
は
っ
き
り
言う。しかしお互いに持てるものを全部出し合い、つき合わせをしてきたことが、その後のソニー・ベガのユニーク
な強味を支える重要な一因になっている。つまり、技術や経営におけるソニー的要素がある程度定着したところで、
あ
ら
た
め
て
旧
ベ
ガ
的
要
素
の
よ
い
面
が
積
極
的
に
生
か
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
、
と
で
も
い
え
よ
う
か
。
そ
れ
は
、
あ
と
で
い
ま
一
度
ふ
れ
る
よ
う
に
、
ソ
ニ
ー
・
ベ
ガ
が
、
デ
ザ
イ
ン
や
設
計
の
開
発
技
術
や
生
産
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
な
ど
の
面
で
ド
イ
ツ
、
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
の
優
れ
た
も
の
を
積
極
的
に
と
り
入
れ
る
、
と
い
っ
た
か
た
ち
で
ふ
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
く
こ
と
に
な
る
。
しかしソニーの最大の強味が独自性、自己主張の強さにあり、なおそれに「日本的経営」の要素を加味させるとすれ
ば
、
頑
固
で
自
信
屋
の
ド
イ
ツ
人
と
組
む
こ
と
の
難
し
さ
は
予
想
さ
れ
て
し
か
る
べ
き
で
あ
っ
た
。
そ
の
へ
ん
に
勉
強
不
足
を
感
じ
る
の
だが、あるいはこの伝統ある技術の国に敬意を表し、、ヘソッ、ポルシェなどの本社もあるドイツ機械工業の中心地に、
あ
え
て
生
産
拠
点
を
か
ま
え
る
決
断
を
し
た
の
か
も
し
れ
な
い
。
そ
う
決
め
て
し
ま
え
ば
、
他
面
で
ソ
ニ
ー
は
、
日
本
企
業
の
な
か
で
は
比
絞
的
混
血
経
営
に
耐
え
う
る
体
質
を
も
っ
て
い
る
と
も
い
え
る
が
、
し
か
し
以
後
七
○
年
代
後
半
い
っ
ぱ
い
は
苦
し
い
試
行
錯
誤
が
統
事
実
、
こ
の
子
会
社
が
ト
リ
ニ
ト
ロ
ン
・
Ｃ
Ｔ
Ｖ
を
生
産
す
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
八
○
年
で
あ
り
、
そ
れ
ま
で
は
オ
ー
デ
ィ
オ
製
品
を
中
心
に
両
社
の
ブ
ラ
ン
ド
で
生
産
し
、
社
名
も
三
偶
ロ
ー
河
口
臼
・
の
ま
ま
で
あ
っ
た
。
ソ
ニ
ー
に
し
て
は
ず
い
ぶ
ん
慎
軍
だ
っ
た
と
も
い
え
る
が
、
ベ
ガ
か
ら
の
引
き
継
ぎ
と
こ
れ
と
ソ
ニ
ー
的
要
素
と
の
調
整
に
相
当
の
時
間
を
要
し
た
と
い
う
こ
と
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
オ
ー
デ
ィ
オ
分
野
は
ア
ジ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
の
追
い
上
げ
な
ど
で
限
界
が
ふ
え
て
き
た
た
め
、
や
っ
と
ト
リ
ニ
ト
ロ
ソ
導
入
に
踏
永
切
り
、
初
め
て
黒
字
経
営
に
転
ず
る
こ
と
が
で
き
た
の
で
あ
る
。
そ
し
て
こ
こ
に
く
る
ま
で
に
は
、
両
社
、
両
国
の
技
術
や
経
営
思
想
が
ぶ
つ
か
り
合
い
、
旧
ベ
ガ
関
係
者
と
川
久
氏
ら
日
本
人
と
の
間
で
す
さ
ま
じ
い
議
論
が
繰
り
返
さ
れ
た
。
ベ
ガ
が
独
自
の
技
術
を
も
つ
伝
統
あ
る
会
社
で
あ
っ
た
だ
け
に
、
こ
の
対
決
は
激
し
い
も
の
に
な
ら
ざ
る
を
え
な
い
が
、
誇
り
商
ぎ
ド
イ
ツ
人
達
の
頑
張
る
様
子
が
目
に
ふ
え
る
よ
う
である。
3４６ 
製品・部品調達このような経緯もあって、現在ベガは、主力のＣＴＶ（一四’二七インチ、年間一五’一一○刀台）の
ほ
か
、
Ｖ
Ｔ
Ｒ
（
ベ
ー
ク
マ
ッ
ク
ろ
、
オ
ー
デ
ィ
オ
機
器
、
ス
ピ
ー
カ
ー
、
チ
ュ
ー
ナ
ー
な
ど
も
、
外
注
方
式
な
ど
を
採
用
し
な
が
ら
生
産
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
外
注
や
下
請
が
あ
る
程
度
可
能
に
な
っ
た
の
は
ド
イ
ツ
の
、
と
く
に
水
準
の
高
い
機
械
工
業
を
も
つ
こ
の
地
方
に
立
地
し
た
こ
と
の
メ
リ
ッ
ト
の
一
つ
で
あ
る
。
一
般
に
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の
質
が
高
く
、
こ
と
に
超
精
密
加
工
に
強
い
と
聞
い
た
が
、
この種の話は、他のＨ系企業訪問のときも含めて、アメリカ、ヨーロッ。〈を通じて初めてであった。「日本的経営」
の
海
外
移
転
に
お
け
る
股
大
の
泣
き
ど
こ
ろ
で
あ
る
労
働
力
と
部
品
供
給
業
者
の
う
ち
、
一
方
の
不
安
が
な
い
と
す
れ
ば
、
こ
れ
は
さ
ぎ
の
買
収
に
よ
る
デ
メ
リ
ッ
ト
を
カ
バ
ー
す
る
有
力
な
一
要
因
に
な
り
う
る
で
あ
ろ
う
。
地
元
で
調
達
し
て
い
る
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
、
バ
ッ
ク
カ
バ
ー
や
フ
レ
ー
ム
の
出
来
は
す
ば
ら
し
い
と
い
う
し
、
チ
ュ
ー
ナ
ー
、
コ
ン
デ
ン
サ
ー
な
ど
の
ほ
か
Ｉ
Ｃ
も
で
き
る
だ
け
購
入
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｃ
な
ど
高
精
能
部
品
に
つ
い
て
は
、
ジ
ー
メ
ン
ス
な
ど
ド
イ
ツ
大
手
メ
ー
カ
ーのほか、ヨーロッ．〈規模でフィリップス（オランダ）、トムソソ（フランス）、ＲＣＡ、モトローラ、ＩＴＴ（いずれも
アメリカ企業の在欧子会社）などから調達している。これらは、アイデアに優れ、高い商品開発力をもっている。しか
し
や
は
り
不
良
率
の
低
さ
と
い
う
意
味
の
肋
質
で
は
、
日
本
製
と
比
岐
す
る
と
問
題
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。
そしてブラウン管は、ここでも外注できないし、内製化するには規模が足りないので、主にブリッジエンドから輪
入し（一○刀台）、部分的には日本の親会社から供給されている。この点は、設立時からの予定通りの柵想であろうし、
国際企業ソニーのヨーロッ。〈戦略としては望ましいかたちである。ただいま少し規模が大きくなればブリッジエンド
エ場の赴産効采が上がるのだが、というところであろう。
他方市場については、出荷の半分がソニーのドイツ販売会社（の。目□の貝ｍ・匡回己の日ゥ函》ベガの株一一五％所有、残り
七五％は来京本社）に「販売」され、三○％がフランスとイタリア、一一○％がオランダにそれぞれ輸出される。
（９） 
管
理
部
門
さ
て
工
場
管
理
の
ト
シ
。
う
ば
、
ト
ロ
イ
カ
方
式
と
呼
ば
れ
て
い
る
よ
う
に
、
工
場
長
、
財
務
担
当
の
ド
イ
ツ
人
二
人
と
川
久
氏
の
三
名
か
ら
な
る
。
こ
れ
に
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
関
係
の
ド
イ
ツ
人
一
名
、
会
計
監
査
の
日
本
人
一
名
を
加
え
て
も
、
一
一
一
対
一
一
と
日
本
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側
が
少
数
で
あ
る
。
こ
う
し
た
構
成
は
、
す
で
に
ゑ
た
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
や
プ
リ
ッ
ジ
エ
ン
ド
と
は
異
な
る
し
、
ま
し
て
日
系
企
業
全
体
の
（、）
な
か
で
は
き
わ
め
て
例
外
的
で
あ
る
。
こ
の
へ
ん
に
も
、
さ
ぎ
の
買
収
の
事
情
が
反
映
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
饅
え
る
が
、
そ
れ
と
と
も
に
、
ソ
ニ
ー
側
で
ド
イ
ツ
人
と
の
つ
き
合
い
方
に
非
常
に
大
き
な
配
慮
を
払
っ
て
い
る
こ
と
を
感
じ
た
。
工
場
良
の
Ｒ
・
ク
ア
ー
氏
ｅ
Ｈ
・
阿
房
宮
司
）
と
も
短
時
間
話
を
し
た
が
、
ド
ク
タ
ー
を
持
つ
機
械
器
共
、
製
造
技
術
の
専
凹
家
で
、
旧
ベ
ガ
買
収
後
の
七
七
年
に
他
の
企
業
か
ら
移
っ
て
き
た
。
知
的
で
整
然
と
話
を
す
る
人
で
、
こ
の
時
は
部
品
納
入
業
者
と
の
打
合
わ
せ
の
用
で
忙
し
い
と
い
っ
て
い
た
。
こ
の
よ
う
な
人
材
が
い
て
こ
そ
、
地
元
の
さ
ま
ざ
ま
な
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
と
の
前
述
の
よ
う
な
取
引
き
も
円
柵
に
運
ぶ
の
で
あ
ろ
う
。
ラ
イ
ン
の
生
産
技
術
の
、
で
も
名
実
と
も
に
責
任
者
と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
よ
う
で
、
そ
れ
だ
け
に
、
そ
こ
に
は
多
か
れ
少
な
か
れ
ド
イ
ツ
流
が
ミ
ッ
ク
ス
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
こ
の
点
を
、
少
な
く
と
も
川
久
氏
は
意
識
的
に
受
け
と
め
、
そ
の
う
え
で
、
ソ
ニ
ー
流
を
ど
う
持
ち
込
め
る
か
に
細
か
く
心
を
く
だ
い
て
い
る
よ
う
に
ゑ
え
た
。
し
か
し
こ
う
し
た
や
り
方
は
、
ソ
ニ
ー
と
い
え
ど
も
来
京
本
社
と
の
間
に
な
ん
ら
か
の
緊
張
を
生
糸
だ
さ
ず
に
は
お
か
な
い
と
思
わ
れ
る
が
、
川
久
氏
は
こ
の
数
年
来
本
社
が
現
地
に
ま
か
せ
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
を
強
調
し
た
。
日
系
企
業
と
し
て
は
た
い
へ
ん
貴
重
な
実
験
で
あ
る
と
い
っ
て
よ
い
。
な
お
以
上
の
ほ
か
に
六
名
の
日
本
人
技
術
関
係
者
と
、
組
織
上
は
ベ
ガ
か
ら
独
立
し
て
い
る
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
技
術
セ
ン
タ
ー
に
一
四
名
の
日
本
人
技
術
者
が
い
る
。
後
者
は
、
こ
こ
に
場
所
を
借
り
て
全
ヨ
ー
ロ
ッ
。
〈
規
模
で
設
計
、
閉
発
の
技
術
研
究
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
そ
し
て
別
組
織
だ
と
は
い
っ
て
も
、
こ
の
地
が
選
ば
れ
た
の
は
そ
れ
が
ヨ
ー
ロ
ッ
。
〈
を
見
渡
す
機
械
工
業
技
術
の
集
積
地
で
あ
る
こ
と
と
無
関
係
で
は
な
い
。
こ
と
に
デ
ザ
イ
ン
設
計
の
面
で
は
、
世
界
的
に
著
名
で
、
長
年
ソ
ニ
ー
の
専
属
あ
る
い
は
契
約
上
の
顧
問
を
し
て
い
る
エスリンガー（回山罠品肖）を中心に、これに日本人スタッフがつくかたちでチームができている。川久氏迷もこの技
術
セ
ン
タ
ー
の
発
展
に
大
き
な
期
待
を
か
け
、
こ
れ
を
手
が
か
り
に
し
て
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
お
け
る
ベ
ガ
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
な
地
位
を
展
望
一
般
従
業
員
・
労
働
組
合
次
に
一
般
従
業
員
に
つ
い
て
承
よ
う
。
総
数
五
二
○
人
と
い
う
の
は
、
生
産
台
数
（
二
○
万
台
弱
）
か
ら
み
てブリッジエンドよりかなり少ないがサンディエゴより相対的に多い（ブラウン符工場を除く）。ただ一三五名しいる間
し
た
い
よ
う
な
口
ぶ
り
で
あ
っ
た
。
3４８ 
い
ま
一
つ
敢
要
な
特
異
性
を
あ
げ
れ
ば
、
労
働
者
の
技
能
訓
練
制
度
と
し
て
、
こ
の
国
で
い
ま
だ
に
確
固
と
し
て
機
能
し
て
い
る
企
業
内職業教育制度が存在する点である。少臼ロ四（し口の目ニロの己の）と呼ばれるこの制度は、もともとは職人養成の徒弟
制
度
に
由
来
し
、
現
在
で
は
各
企
業
が
新
規
採
用
者
を
三
’
四
年
間
企
業
内
、
外
の
教
育
・
訓
練
学
校
で
職
業
教
育
す
る
も
の
に
な
っ
て
い
る
。
企
業
に
と
っ
て
そ
れ
は
、
非
突
働
要
員
を
有
給
で
か
か
え
る
と
い
う
大
き
な
コ
ス
ト
を
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
だ
け
で
は
な
い。いまやむしろ、この制度によって与えられた技能資格（Ｃロ島濤島・ロ）のシステムが、生産工程のロボット化、
接
部
門
の
扱
い
方
に
よ
っ
て
は
こ
の
比
較
も
ず
い
ぶ
ん
変
わ
っ
て
く
る
が
、
他
の
工
場
の
数
字
は
聞
い
て
い
な
い
。
と
も
か
く
、
前
述
の
よ
う
に
、
こ
こ
で
は
ブ
ラ
ウ
ン
管
を
は
じ
め
部
仙
の
外
部
か
ら
の
調
達
が
多
く
、
内
製
化
率
が
低
い
こ
と
、
し
か
し
オ
ー
デ
ィ
オ
分
野
を
も
っ
て
い
る
こ
と
な
ど
を
考
慮
す
る
と
、
労
働
生
産
性
は
、
や
は
り
ブ
リ
ッ
ジ
エ
ン
ド
よ
り
は
高
い
が
サ
ン
デ
ィ
ェ
ゴ
よ
り
も
低
い
と
い
う
感
じ
で
あ
る
。
む
ろ
ん
こ
れ
は
筆
者
の
大
雑
把
な
見
当
に
す
ぎ
な
い
。
な
お
旧
ベ
ガ
時
代
に
は
、
四
万
台
の
Ｃ
Ｔ
Ｖ
を
生
産
す
る
の
に
一
二
○
○
名
の
従
業
員
が
い
た
こ
と
を
つ
け
加
え
て
お
こ
う
。
こ
の
従
業
員
に
つ
い
て
も
ベ
ガ
は
ユ
ニ
ー
ク
で
あ
る
。
一
つ
は
、
ブ
ル
ー
・
カ
ラ
ー
の
外
国
人
の
比
率
が
四
○
％
と
非
常
に
向
く
、
ま
た
そ
の
凶
緒
が
十
数
力
山
に
も
わ
た
る
こ
と
で
あ
る
。
筆
者
の
あ
と
こ
の
工
場
を
訪
れ
た
読
売
新
附
の
取
材
班
の
記
覗
に
よ
る
と
、
川
久
氏
は
一
八
カ
国
の
外
国
人
従
業
員
に
そ
れ
ぞ
れ
の
国
語
で
挨
拶
で
き
る
と
の
こ
と
で
あ
る
。
そ
こ
に
あ
げ
ら
れ
て
い
る
一
つ
の
組
立
ラ
イ
ンの例だと、外国人比率はさらに高く、ドイツ人二八名の次にユーゴ一一四、イタリア一七、トルコ一一一などが続いて
（Ⅱ） 
い
る
。
こ
れ
は
ド
イ
ツ
南
部
で
は
と
く
に
珍
し
い
こ
と
で
は
な
く
、
ベ
ガ
と
同
じ
頃
訪
れ
た
ミ
ュ
ン
ヘ
ン
の
Ｂ
Ｍ
Ｗ
や
フ
ラ
ン
ク
フ
ル
ト
の
近
く
の
ア
ダ
ム
・
オ
ペ
ル
の
側
動
車
工
場
で
も
事
情
は
よ
く
似
て
い
た
。
こ
の
点
だ
け
を
と
っ
て
も
、
ベ
ガ
の
事
例
は
、
ほ
ぼ
地
元
出
身者を一雁用している米、災のそれとは相当違うのである。なお言葉の問題で付一一一一口すれば、並要なコミュニケーション
は
英
語
で
な
さ
れ
、
と
く
に
符
皿
層
内
部
で
は
そ
う
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
に
進
川
す
る
ｎ
糸
企
業
に
と
っ
て
、
ド
イ
ツ
語
の
問
題
が
障
害
の
一
つ
に
な
る
こ
と
は
川
ら
か
で
あ
る
が
、
少
く
と
も
イ
ン
テ
リ
の
ド
イ
ツ
人
は
一
般
に
英
語
が
う
ま
い
か
ら
、
そ
れ
で
か
な
り
乗
り
切
れ
る
の
で
あ
る
。
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自
動
化
な
ど
に
対
応
で
き
ず
、
一
方
で
技
術
革
新
の
阻
害
要
因
と
な
り
、
そ
れ
以
上
に
他
力
で
、
生
産
体
制
の
め
ま
ぐ
る
し
い
変
化
に
柔
軟
に
適
応
で
き
な
い
大
量
の
失
業
な
い
し
不
完
全
就
業
を
生
糸
川
す
原
因
に
す
ら
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
ソ
ニ
ー
と
い
え
ど
も
ド
イ
ツ
の
会
社
法
人
と
し
て
操
業
す
る
か
ぎ
り
、
こ
の
制
度
の
外
に
い
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
の
で
あ
っ
て
、
毎
年十数名を一一一年間の学校に入れている。現在全部で約四○名の生徒がいて、週二日は企業外の学校、一一一日は企業内で
教育しているというから、このコストをかかえながらそれのない国の企業と競争するのは大変なことである。むろん
そこで身につげた技能が現場で生かされればよいが、今日ではドイツ企業一般についてすら前述のような事情があり、
ましてＯＪＴ（・ロー藤の‐］。。‐可日日ロ、）を原則とする日本企業にとってマイナス要因になることの力が多いと推測される。
もっともベガの場合は、そこはⅡ本流で、企業内訓練日の実習をある温度実働に振り向けているということであった。
ベ
ル
リ
ン
自
由
大
学
の
労
使
関
係
の
教
授
に
Ⅲ
い
た
ら
、
そ
ん
な
こ
と
は
あ
り
え
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
が
。
しかしドイツで企業にとってもっとも正くのしかかる労働のコストは、時間当たり労務コストの高さである。恐ら
くそれは世界最商水準にあるといってよいであろうが、そうなるのは、賃金水準の商さもさることながら、なにより
も
欧
米
の
中
で
も
と
び
ぬ
け
て
短
い
労
働
時
間
の
た
め
で
あ
る
。
表
１
を
一
見
す
れ
ば
明
ら
か
な
よ
う
に
、
ベ
ガ
に
あ
っ
て
も
、
年
間
稼
動
日
数
は
米
、
英
の
姉
妹
工
場
よ
り
半
月
、
日
本
の
親
工
場
よ
り
一
カ
月
分
も
少
な
い
。
そ
し
て
一
カ
月
の
夏
休
糸
に
は
工
場
も
完
全
に
ス
ト
ッ
プ
し
、
そ
の
間
フ
リ
ン
ジ
と
し
て
賃
金
の
六
○
％
が
支
払
わ
れ
る
。
こ
う
し
た
内
容
は
、
こ
れ
も
旧
ベ
ガ
か
ら
引
き
継
い
だ
ド
イ
ツ
最
強
の
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
労
組
と
の
協
約
で
決
め
ら
れ
て
お
り
、
会
社
側
と
し
て
抵
抗
し
た
と
い
う
話
は
聞
か
な
か
っ
た
。
組
合
員
は
全
従
業員の一一一○％であるが、いま一つのドイツに特有の維営協議会（、の鼠８関呉）への参加は一○○％で、日常的な川題
処
班
に
は
後
者
の
方
が
あ
た
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
既
存
の
制
度
的
枠
組
を
そ
の
ま
ま
受
け
入
れ
る
以
外
に
は
ほ
と
ん
ど
選
択
の
余
地
の
ないところにドイツのお国柄があるのだが、これは一般の日本企業にとってはきわめて厳しい環境である。
作
業
現
鰯
ラ
イ
ン
の
現
場
に
移
ろ
う
。
敷
地
面
積
が
狭
い
せ
い
で
あ
ろ
う
、
Ｃ
Ｔ
Ｖ
の
組
立
工
程
は
上
、
下
二
層
に
分
か
れ
て
お
り
、
上
層
の
二
本
の
ラ
イ
ン
に
入
る
前
の
大
物
部
ロ
叩
の
取
付
け
な
ど
準
備
的
作
業
が
地
下
層
で
お
こ
な
わ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
こ
の
地
下
の
作
ﾖﾗｏ 
業場はそのまま目動移動式の倉庫につながっており、動くベルトの上を移動してきたシャーシ・キットやブラウン智、
その他部品の梱包が解かれる仕組ゑになっている。きぎにもふれたとおり、この工場では比岐的簡単な手作業の多い
後工程だけがおこなわれるため、日本、イギリスやドイツ国内から送られてくるその前段の各種中間組立口川や郁品の
スムーズな受け入れが、一つの重要なポイントになるのである。そうした作業工程を、ごくあり合わせの器具や装慨
を使ってうまくつくっている点で、興味深い工夫の跡がいくつも目についた。
さて地下層で若干の準伽工程を終えた各部品はリフトで上阿の一一つのラインに乗る。一方のメイン・ラインでは、
すでに相当組立の進んだシャーシに主に女性の手作業で最後の装着、組立がおこなわれ、インディヶーターがその日
の目標と進行中の数字とを表示する。いま一つの自助化ラインには、その名のとおり一一一種類のロボットが配価され、
まずプリッジエソドからきたブラウン杵が外注したキャビネットにはめ込まれ、ついでネジ慨めがおこなわれて同定
されていく。あとはライソが合流してシャーシがキャビネットの中に固着されてほぼ完成し、耐久性テストのための
四
時
間
エ
ー
ジ
ソ
グ
・
ル
ー
ム
に
運
ば
れ
る
。
以
上
の
ラ
イ
ン
設
計
は
ド
イ
ツ
人
の
手
に
な
る
と
い
う
が
、
手
狭
な
ス
ペ
ー
ス
の
中
に
旧
ベ
ガ
時
代
か
ら
の
投
倣
も
使
い
な
が
ら
、
こ
こ
で
も
細
か
い
ア
イ
デ
ア
が
承
ら
れ
た
。
い
ま
新
ラ
イ
ン
を
設
計
中
と
い
う
か
ら
、
こ
れ
で
米、英、独三つの工場のいずれも、当初のⅢラインの更新過程に入っていることになる。
作業場には、やや雑然とした感じと川るい活気とが入り混じっていた。大部分は女性でところどころに男性が配慨
され、年令もさまざま、国籍は一見したところトルコ人の見当がつく程度である。ゑんな川久氏とは家族のように親
しい様子で、そのうち一一人が筆者にも笑顔で挨拶をした。実は彼女らは、最近他の三人とともに国際Ｑｃサークル発
表会に出席のため日本へ行ってきたばかりであった。これはソニーのすべての職場が参加して年一回Ｈ本で催される
Ｑ
Ｃ
サ
ー
ク
ル
（
Ｑ
Ｃ
Ｃ
）
活
動
の
コ
ン
テ
ス
ト
で
、
こ
の
会
社
も
ち
の
日
本
旅
行
の
チ
ャ
ン
ス
が
Ｑ
Ｃ
ｃ
活
動
の
大
き
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
な
っ
て
い
る
こ
と
は
間
違
い
な
い
。
しかしこの活動について語られたのはベガだけだから、ここではとくに活発なのかもしれない。そのことを示すも
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以
上
、
各
工
場
の
と
こ
ろ
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
個
性
だ
け
で
な
く
、
相
互
の
比
較
や
関
連
に
つ
い
て
も
で
き
る
だ
け
ふ
れ
て
き
た
。
ま
た
現
地
報
告
と
い
う
も
の
の
性
格
か
ら
し
て
も
、
そ
れ
を
大
げ
さ
に
総
括
し
た
り
、
そ
こ
か
ら
性
急
に
ま
と
ま
っ
た
結
論
を
引
き
川
す
の
は
、
のとして注目されるのは、これの指導はいまでは現地人だけで半年交代でやっているということだが、そのミーティ
ングがときに時間外におこなわれ、そのすべてが残業扱いになるわけではない、という事実である。筆者は、海外企
業
に
お
け
る
Ｑ
Ｃ
Ｃ
導
入
の
尖
質
を
評
川
す
る
端
的
な
指
標
は
、
そ
の
活
動
が
時
間
内
、
時
間
外
の
ど
ち
ら
で
お
こ
な
わ
れ
る
か
と
い
う
点
と
自
主
的
な
参
加
比
率
だ
と
考
え
て
い
る
。
賃
金
が
支
払
わ
れ
な
い
時
間
外
に
と
い
う
の
は
外
国
で
は
ま
ず
あ
り
え
な
い
と
い
う
予
想
を
も
っ
て
い
た
か
ら
、
た
と
え
常
時
で
は
な
い
に
せ
よ
こ
の
ベ
ガ
の
事
例
に
は
驚
か
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
た
だ
こ
れ
が
な
お
き
わ
め
て
ま
れ
な
ケ
ー
ス
と
考
え
て
い
る
こ
と
に
は
変
わ
り
な
い
。
そ
し
て
品
質
櫛
班
そ
の
も
の
の
突
絞
と
し
て
も
、
ベ
ガ
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
室
で
ふ
た不良率は一宮で聞いたそれの一一倍近かった。むろん、外注部品の品質など前提条件に遠いがあるし、ＱＣＣ活動の
本
来
の
目
的
は
よ
り
広
範
な
も
の
で
あ
ろ
う
が
。
成
果
・
展
望
以
上
の
よ
う
に
、
個
性
に
涼
む
ソ
ニ
ー
の
各
子
会
社
の
巾
で
も
、
ベ
ガ
は
さ
ら
に
一
味
述
う
点
が
Ⅱ
立
っ
た
よ
う
に
思
う。その多くはそれの発足の事情に由来していたが、担当者の個性がそうした特殊性を許容し、さらにユニークさと
し
て
生
か
し
て
い
く
こ
と
を
可
能
に
し
た
こ
と
も
た
し
か
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
そ
う
し
た
感
じ
を
抱
き
な
が
ら
、
筆
者
が
州
り
ぎ
わ
に
ベ
ガ
の
今
日
の
業
紬
を
支
え
て
い
る
妓
大
の
要
因
を
た
ず
ね
た
と
き
、
川
久
氏
は
川
服
に
「
そ
の
九
○
％
は
、
ト
リ
ニ
ト
ロ
ン
な
ど
に
代
表
さ
れ
る
ソ
ニ
ー
独
自
の
技
術
で
す
よ
」
と
答
え
た
。
こ
れ
に
は
や
や
誇
張
が
あ
る
に
し
て
も
、
こ
の
支
え
が
あ
っ
て
こ
そ
柔
軟
な
対
応
も
可能になったということであろう。とはいえ、氏もそれに噸ってばかりはおれないことは十分自覚しており、それが
例えば、さぎのヨーロッ．〈技術センター榊想のようなかたちで表われているのである。
５
む
す
び
3５２ 
ここでマニュアルがないというのは、必ずしも文字通りの簡便に文書化された手引書がないという愈味ではない。
そ
れ
だ
け
な
ら
、
そ
れ
は
む
し
ろ
多
く
の
日
系
進
出
企
業
に
共
通
す
る
特
徴
と
い
え
よ
う
。
一
般
に
ア
メ
リ
カ
の
多
国
籍
企
業
は
マ
ニ
ュ
ア
ル
づ
く
り
が
う
ま
く
、
進
出
先
や
担
当
者
の
個
性
の
違
い
が
あ
っ
て
も
、
そ
の
ガ
イ
ド
に
従
っ
て
比
較
的
標
準
的
な
行
動
が
と
れ
る
の
に
対
し
て
、
日
本
企
業
で
そ
れ
を
や
っ
て
い
る
の
は
ほ
と
ん
ど
な
い
と
い
わ
れ
る
。
し
か
も
こ
の
迷
い
は
、
両
国
進
出
企
業
の
経
験
や
経
営
技
術
の
差
を
反
映
し
て
い
る
だ
け
で
な
く
、
一
般
化
し
や
す
い
も
の
と
そ
う
で
な
い
も
の
と
い
う
両
国
企
業
絲
営
の
性
格
の
州
述
に
も
（旧）
関
係
し
て
い
る
た
め
、
価
単
に
な
く
な
る
も
の
で
は
な
い
。
た
だ
Ｈ
本
企
業
は
一
般
に
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
つ
く
ら
な
い
か
も
し
れ
な
い
が
、
国内で実行している「日本的経営」のやり方に固執し、それを可能なかぎり現地に持ち込むために大変な努力をする。
ま
ず
本
社
側
に
川
到
な
計
画
チ
ー
ム
が
で
き
、
そ
れ
に
参
画
し
教
育
を
受
け
た
多
勢
の
日
本
人
社
員
や
関
連
部
耐
業
者
が
派
近
さ
れ
、
ま
た現地の中下級櫛理層を日本に呼んで研修を積ませるといったことを中心に、「終身一雁川」、朝会、制服、共同食堂、
小集団活動、協調的組合づくりなど、一述の組織体制、慣行づくりが試よられる。
このようにあげて承ると、右のかなりのものはソニーのどこかの工場で採用され、むしろソニーの先例に習って後
続
企
業
の
川
に
「
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
が
で
き
あ
が
っ
て
き
た
と
さ
え
い
え
る
。
た
だ
筆
者
が
ソ
ニ
ー
の
特
徴
と
し
て
強
調
し
た
い
の
は
、
ソ
ニ
ー
本
社
が
各
海
外
子
会
社
の
活
動
内
容
を
画
一
的
な
指
針
で
し
ば
る
こ
と
を
し
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
ソ
ニ
ー
の
現
地
責
任
者
達
が
、
そ
れ
ぞ
れ
に
身
を
も
っ
て
「
日
本
的
経
営
」
の
移
殖
に
努
め
た
こ
と
は
事
実
で
あ
る
し
、
そ
こ
に
一
定
の
共
通
項
も
あ
り
、
ま
適当とは思えない。したがって、ここで改めてこれまでのところを要約し、比較検討するといった必要はないであろ
う
。
た
だ
以
上
の
か
ぎ
り
で
見
え
て
き
た
ソ
ニ
ー
の
海
外
生
産
事
業
の
全
体
と
し
て
の
特
徴
を
指
摘
し
、
そ
れ
が
日
系
進
出
企
業
一
般
に
と
っ
て
も
つ
含
意
に
つ
い
て
も
若
干
言
及
し
て
お
こ
う
。
三
つ
の
海
外
工
場
を
並
べ
て
み
て
ま
ず
第
一
に
強
く
印
象
づ
け
ら
れ
る
の
は
、
そ
れ
ら
に
現
地
の
生
産
と
経
営
に
つ
い
て
の
共
通
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
な
く
、
そ
の
や
り
方
に
つ
い
て
は
、
各
工
場
に
派
遣
さ
れ
た
担
当
責
任
者
の
大
幅
な
裁
量
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
て
き
た
、
と
い
う
ニ
ュ
ア
ル
ェ
点である。
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要
す
る
に
、
ソ
ニ
ー
経
営
の
ユ
ニ
ー
ク
さ
は
、
そ
の
「
日
本
的
経
営
」
の
側
面
に
あ
る
と
い
う
よ
り
も
、
も
ち
ろ
ん
そ
れ
に
こ
だ
わ
り
つ
つ
、
し
か
し
肌
地
の
多
様
性
を
許
容
す
る
国
際
的
視
野
を
も
っ
て
い
る
と
こ
ろ
に
あ
る
、
と
考
え
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
だ
が
そ
う
な
る
と
、
そ
う
し
た
微
妙
な
兼
ね
合
わ
せ
を
体
現
す
る
森
木
、
常
川
、
川
久
と
い
っ
た
中
心
人
物
が
、
余
人
を
も
っ
て
は
代
替
の
き
か
な
い
十
年
選
手
に
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
も
ま
た
、
必
然
の
コ
ー
ス
か
も
し
れ
な
い
。
な
お
多
国
籍
企
業
組
織
の
一
般
川
論
を
韮
準
に
す
れ
ば
、
こ
う
し
た
ソ
ニ
ー
の
特
徴
は
、
本
社
の
側
に
そ
の
海
外
子
会
社
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
統
括
す
る
海
外
覗
業
部
体
制
が
碓
立
さ
れ
て
い
な
い
、
多
国
籍
企
業
と
し
て
は
ま
だ
低
い
発
展
段
階
に
あ
る
、
と
い
う
こ
と
に
な
（旧）
ろ
う
。
短
期
側
に
国
際
企
業
に
急
成
長
し
た
同
社
に
は
、
た
し
か
に
そ
う
し
た
組
織
繋
伽
の
遅
れ
が
ふ
ら
れ
る
こ
と
も
事
実
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
そ
の
よ
う
な
理
論
自
身
が
、
ア
メ
リ
カ
企
業
を
モ
デ
ル
に
し
た
過
度
の
一
般
化
の
問
題
を
含
ん
で
い
る
。
多
様
な
現
地
の
環
境
に
柔
軟
に
適
応
で
き
る
条
件
を
倣
え
て
い
る
こ
と
こ
そ
、
多
国
籍
企
業
の
本
質
的
要
件
で
あ
る
と
の
理
解
に
た
て
ば
、
こ
の
ソ
ニ
ー
を
評
価
す
る
基
準
は
ま
っ
た
く
異
な
っ
て
く
る
の
で
あ
る
。
さ
て
、
ソ
ニ
ー
の
肌
地
生
産
活
動
の
節
二
の
時
徴
は
、
そ
の
各
国
で
の
成
功
を
保
障
し
た
決
め
手
が
紡
局
同
社
の
技
術
的
優
位
、
そ
れ
も
日
本
の
企
業
と
し
て
は
例
の
少
な
い
製
砧
開
発
力
の
強
さ
に
あ
っ
た
点
で
あ
る
。
そ
の
技
術
的
優
位
に
「
峰
薄
短
小
」
的
要
素
が
含
ま
れ
て
い
る
と
し
て
も
、
不
良
率
の
低
さ
と
効
率
の
問
さ
と
で
勝
負
す
る
製
造
技
術
中
心
で
な
か
っ
た
こ
と
は
た
し
か
で
あ
る
。
そ
し
て
こ
の
技
術
面
で
の
強
味
こ
そ
が
、
現
地
派
遣
担
当
者
の
対
応
形
態
に
比
較
的
大
き
な
裁
量
の
余
地
を
与
え
た
と
考
え
ら
れ
る
。
だがそうなると、ソニーと他の日系企業との差は主として製品開発力のそれになるが、まさにこの面で七○年代後
（ｕ） 
半以後「ソニー神話の崩壊」が指摘されている。もしそうしたキャッチアッ。フが進行しているとすれば、製造技術の
面でソニーの上をいく企業は少なくたいのである。各国におけるソニー子会社のＣＴＶのシェアは、四’八％で伸び
な
い
◎ 
た
そ
う
し
た
部
分
に
そ
の
現
地
生
産
の
成
果
が
依
存
し
て
い
る
而
も
当
然
ゑ
ら
れ
る
。
し
か
し
そ
れ
ら
は
結
果
と
し
て
そ
う
な
っ
た
こ
と
で
あ
っ
て
、
以
上
の
見
聞
の
か
ぎ
り
で
は
む
し
ろ
子
会
社
間
の
違
い
の
方
が
大
き
く
、
そ
の
こ
と
を
本
社
の
方
も
あ
ま
り
気
に
す
る
風
は
3５４ 
最
後
に
、
各
国
の
現
地
子
会
社
の
ピ
ヘ
イ
ピ
ァ
ー
に
共
通
し
て
承
ら
れ
た
特
徴
的
な
点
を
指
摘
し
て
お
き
た
い
。
そ
れ
は
、
各
子
会
社
とも、基本的には世界市場で国際競争できる商品を生産しているのではなく、分断された市場（の〔ぬ日の目８月“禺具）
で競争できる商品をつくっている、ということである。これは、国内工場において「日本的絲営」のメリットを股火
限に発揮できる日系企業について一般的にいえることだが、ソニーの場合でさえ例外ではないということになる。そ
し
て
ア
メ
リ
ヵ
の
よ
う
に
、
市
場
障
壁
が
部
分
的
で
あ
る
場
合
に
は
、
日
本
か
ら
輸
入
さ
れ
た
親
工
場
製
陥
と
の
競
合
が
砿
大
川
勉
と
な
り、そこでは、品質面で差のつかないことが最優先され、そのために支払われるコストが生産性の差としてあらわれ
る、ということであった。「日本的絲営」の海外移砿の可能性あるいは成功といったことを問題にするとき、右のよ
う
な
事
情
が
忘
れ
ら
れ
が
ち
で
あ
る
が
、
注
意
を
要
す
る
点
で
あ
ろ
う
。
す
る
試
糸
の
一
つ
と
考
え
ら
れ
る
。
悩
ん
で
い
る
よ
う
に
ゑ
え
、
現
地
日
系
企
業
の
な
か
で
も
ド
イ
ツ
を
除
い
て
は
す
で
に
ト
ッ
プ
で
は
な
い
。
一
般
に
、
現
地
従
業
員
の
数
が
千
数
百
人
を
超
え
た
あ
た
り
で
「
日
本
的
経
営
」
の
適
用
に
一
つ
の
壁
が
あ
る
と
ゑ
ら
れ
る
が
、
そ
れ
が
ど
こ
ま
で
ソ
ニ
ー
に
あ
て
は
ま
る
か
。
と
も
か
く
、
Ｃ
Ｔ
Ｖ
に
関
す
る
か
ぎ
り
、
ソ
ニ
ー
の
海
外
覗
業
に
も
一
つ
の
転
機
が
き
て
い
る
と
い
え
る
か
も
し
れ
な
い
。
八
六
年
末
に
稼
動
開
始
が
予
定
さ
れ
て
い
る
フ
ラ
ン
ス
・
ア
ル
ザ
ス
エ
場
の
Ｃ
Ｄ
お
よ
び
８
ミ
リ
ビ
デ
オ
生
廠
は
、
そ
う
し
た
事
態
を
打
州
〔付記〕以上の現地報告をまとめるについては、本文巾に記した各工場の力々のほか、一宮工場の金岡隆夫祉焚（当時）、稲
沢工場の渡部恭光代表取締役専務をはじめ関係のカペそしてこれら工場訪川を手配しかつインタビューに応じて下さった海
外広報グループの川川治之課長、富安敬氏などに、大変なお世話になった。記して感謝する次館である。
（
１
）
安
保
□
九
八
六
〕
。
（
２
）
こ
う
し
た
動
き
に
つ
（
３
）
加
納
□
九
八
二
〕
こ
う
し
た
動
き
に
つ
い
て
は
、
安
保
□
九
八
二
〕
・
加納〔一九八二〕一○六ページ以下。
第10章ソニーの世界四大カラーテレピニ[:場の現地報告3５５ 
（過）例えば、ストップフォード、ウェルズ〔一九七六〕館二章。
（
皿
）
三
村
ロ
九
八
四
〕
。
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１２１１１０ 
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、_ノ、_ノ、_ノ、_ノ、_ノ、_ノ保
□
九
八
六
〕
を
参
照
。
〔己の巴も鍬よ・
在西独日系企業における現地マネジャーの登用問題については、勺日丙ｐＣｍＢを参照。
「ルポ・日本カンパニー、雛一部②」（『読売新聞』一九八六年一月八日）。
日米企業経営の差とマニュアルづくりとの関係については、安室〔一九八二〕鋪四章、その評価と批評については、安
安
保
□
九
八
二
〕
内藤□九八四〕。
このブラウン管を現地調達している他の日系企業の苦労については、やや古いが、池田〔一九八一〕二六ページ参照。
ベガの櫛理体制についてドイツ人マネジャーに対するインタビュー記叩として、属・蝿Ｎｐ①＄〕がある。なお、レワ。
同
、
八
四
’
二
九
ペ
ー
ジ
。
とりあえず、安保〔一九八四〕第三章第二節一一。
安保〔一九八二〕一一一’三ページ。
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章
〔１〕安保哲夫〔一九八二〕「企業進出の新局面を迎えた在米日系企業」（『世界経済評論』十月号）。
〔２〕電波新聞社ロ九八六〕『疋丁工業年鑑』。
〔３〕藤脱肛雌〔一九八二〕『日米汎劾と肛扱投資』山口経済学会。
〔
４
〕
菊
池
誠
一
〔
一
九
八
二
〕
『
苦
い
ア
メ
リ
ヵ
ー
進
出
Ⅱ
本
企
業
の
実
態
と
対
応
』
川
本
能
率
協
会
。
〔５〕村上由美□九八○〕「家庭冠器産業の国際腱望とわが国企業の対応」（日本長期信川銀行『調査月報」第一七五号）。
〔
６
〕
川
本
蔓
振
興
会
〔
一
九
八
二
〕
『
北
米
屯
丁
肇
を
め
ぐ
為
繋
洲
縦
ｌ
カ
ラ
「
テ
レ
ビ
の
ケ
ー
〆
を
中
心
に
ｌ
』
・
〔７〕日本嗣子機械工業会〔一九七九〕「電子工業三○年史』。
〔８〕日本興業銀行□九八一〕『興銀調査』第二○七号。
ｏ
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一
章
〔１〕金森久雄・凹岡辛一〔一九八六〕『マイクロェレクトＢｌクス革命ｌ日本経済への衝撃』東洋経済新報社。
〔２〕咽波新川社〔各年〕『近子工業年鍬』。
〔３〕東洋経済□九八六Ａ〕『絲済統計年鑑』。
〔４〕同□九八六Ｂ〕『海外進出企業総覧』。
〔５〕日本耐一丁機械工業会〔一九八○〕『髄子産業の国際化の力向とその形紳に閃する洲在報告響』。
〔６〕同〔一九八一〕『Ⅲ右、勺口外白』。
〔７〕同□九八六Ａ〕『昭和六○年における電子工業の動向』。
〔８〕、△九八六Ｂ〕『瓜生川旭子機器産業の海外市場における協訓的発腱のための課越と鵬蛆』。
〔
９
〕
ｎ
口
九
八
六
Ｃ
〕
『
海
外
生
産
法
人
リ
ス
ト
』
。
〔皿〕山内一三〔一九八五〕『家霜』、日本経済新聞社。
〔ｕ〕ロ・の．Ｈ口什の日四は。□巳弓門且の○・日日】の⑪】・口口の瞳〕○否§、①吻営悪のロ・の・弓⑩言・曽冒§『。§・曽吻冒曼且ご§巳息⑮
罰
宮
ａ
§
ｑ
・
の
・
患
』
③
８
》
葛
ミ
ミ
§
§
吻
早
貝
、
．
〔⑫〕□・の．□のロ肖庁日の貝。、○○日日の円○のｍＨｐＱＰの庁ｑｐｐＱＢＢＱのシＱＢ】日の耳鼻】ｏｐＤＣｍｍ〕〔］①、の〕》ロ・の．ｓ己冨』ヨミ。賢｝○○訪・
引
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文
献
３５７ 
〔９〕小川正道〔一九七九〕「カラーテレビの米国市場における塊地生産化と関迎企業への形劉」（『中小企業金融公庫月報』
節二六巻節一二号）。
〔、〕大蔵満〔一九八五〕『昭和五九年度における対外面接投資届出突絞』。
〔、〕佐藤滋一〔一九八五〕「日本企業の対米応接投溢」（『Ｈ易と関税』雛三二巻節五号）。
〔⑫〕高井敏夫〔一九七九〕「わが国電子製品の対米輸出をめぐる紛争」（『租税研究』第三五五号）。
〔蝿〕塚本葵〔一九八二〕「米田比生近子雄業の肌状と主要企業の動向」（『皿産ジャーナル』八月号）。
〔
Ｍ
〕
柵
岡
求
成
□
九
八
○
〕
『
家
庭
魍
器
廃
業
』
東
洋
経
済
新
報
社
。
〔通〕山内一一一一〔一九七六〕「米国のカラーＴＶ市場をさぐる」（『財界観測』館四一巻第三号）。
〔
肥
〕
同
ロ
九
八
五
〕
『
家
胴
』
日
本
経
済
新
附
社
。
〔灯〕吉原英樹〔一九八三〕「日本企業の生産技術の国際移嘔」（『ビジネスレビュー』節三○巻節一一一・四号）。
〔肥〕加納凹弘〔一九八二〕『ソニー新時代』プレジデント社。
〔い〕バランソン、ジャック（邦訳）〔一九八二〕『日本の競争力』ダイヤモンド社（、閏目の。Ｐ】い、〆『ｇ§⑩の⑩Ｏ言寿侭・
烏○口・の．与風：ヰビ・邑臼）。
〔卯〕ダソ（邦訳）〔一九八四〕「在米日本企業気くばり経営の発見」（『ＷＩＬＬ』一月号）（、§け口縫い獣⑩いい量菖芦煩弓・『‐
嵐ロ、、○列］ロロ回ｐｐｍ少加四○司匪の］四℃ロロの⑩の河口ロｐ．ｍ．のロワの】＆関】の⑪》醤○○汁○ヶ９》ら認）。
〔別〕『、ガジナー＆ライーヒ（邦訳）〔一九八四〕『アメリカの挑戦』東洋絲済新報社（旨、、、い〕ロ日》ＨＨＰＣ・伜閃○ウのＨ庁切・幻①】Ｑ〕・
空目曹回§ぬ怪冒⑩晟○只吻切駿吻営①い、ｂ⑮ａ§の回曽＆門冴のＰ雨匹§３『８罰同８§朝こ）。
〔蛇〕出日ぐ日ＱｍＰの旨ののｍｍＣｐｏＢｐのの、〕のＳｑＣ』容曽屋（口、貧司昔困、３，。「ａｓ蘭・
〔”〕屈口ＱｐｏＨ》】国Ｏロ：］》恩・巳’ＤＣのＳ》円討⑩ｑ・の．ｎｏ園冒詞３回苛凰「○嵐、②冒巳（吻叶ごロ苫旦甸ご「⑩碕曽○○§、Ｒ蔑○謎・
〔釧〕の８℃ぼ。ａ）］○け口冨・ＤＣの、〕》司討の弓○『国□（§ａｏｑＣ、』自菖ミ盈口駁○番巳口ミミ、風切⑯》已忠‐麓・
〔邪〕ロ・の．、のロ命．。ｍドロワｏ川口場、〕．、「○回：駄○毬、、ロａ（。⑯吻日員の苛貝⑯、忌め◎『砲づく。碕證ミミは苫凰（○識旦吻冒忌⑩ロ鼠（⑮ｑ
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〔配〕ｑ・の．門口命の３畳・口旦日尉且の○・日目のの】・ｐＤｃのＳ》Ｃａ３円堅§童§宛⑮曼己図切・己の忌月②ミニ⑩②二ｓ①ａ・
〔町〕……ＤＣ臼〕・弓⑩『の艮風○毬洵の。③ご葡困の⑩（い『、。冒肖口、＆愚・
〔犯〕・…・・口①段〕》０。』。『日付』⑯昌風○苫沁⑩尽き３的角マミ詞尋の宛の己忌ｄ毎。Ｐ、．【ロペのロミミロロ（８口葛・
〔豹〕ロ・の．□の耳・ｏｍｏｏＢＢのＨ８Ｄ①②ＰＳ臼》巳、いＨＣのい》ご殿〕円智＆憩いご冒閂○員『○○か．
〔弧〕レウのＨｐｐ岳昌》三・弓・ＤＣ「の〕円意、『Ｃｓ（、駄員ごｂ宮§ご旨口．
３５８ 
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章
〔１〕唐津一口九八六〕「米国の意識変革を望む」（『月刊電子』五月号）。
〔２〕志村幸雄〔一九八○〕『ＩＣ産業鮫前線」ダイヤモンド社。
〔３〕同〔一九八二〕『エレクトロニクス・ビジネス妓前線」ダイヤモンド社。
〔
４
〕
何
口
九
八
四
〕
『
Ｉ
Ｃ
産
業
の
新
展
開
』
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
社
。
〔５〕前田和夫〔一九八三〕『妓新ＬＳＩプロセス技術」工業調査会。
〔６〕通商産業省機械情報産業局嗣子機器課□九八五〕『電子虚業の現状』。
〔７〕日本電子機械工業会〔一九八三〕「日米欧の電子産業の現状と腱望に関する調査報告書集積回路編』。
〔８〕同『集械回路ガイドブック』〔一九八四〕ロ九八六〕。
〔
９
〕
同
〔
一
九
八
五
〕
．
九
七
四
年
通
商
法
節
三
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一
条
に
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体
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査
日
本
電
子
機
械
工
業
会
準
備
書
面
」
九
月
。
〔皿〕同□九八六〕『海外生産法人リスト』。
〔ｕ〕東洋経済ロ九八六〕『海外進出企業総覧』東洋経済新報社。
〔⑫〕電波新聞社〔各年〕『電子工業年鑑」。
〔咽〕プレスジャーナル〔一九八五〕□九八六〕『日本半導体年鑑』。
〔皿〕ｍ・働巨の））国・富の］》］凹日のの回．ご［旨の庁の戸口＆］○ぼ口臼］の日目ロ①馬〕》ｐ．ｍ．’百冒蔦い③ｏｏ言冨ニミミミニ①の①ミー
８謎＆瞳旦ミざ風景吋竺叱仏の曾回ビミ円寓⑮ご国威§ミロイロ＆⑩Ｓａ円の碁や８「○恩ｎａＤ８⑯『。、ミ⑩員》Ｈｐのは目庁の○ｍ門口汁の門口いば○口ロ］
のけロ臼のの》ロ日ぐの州の詳昌○ｍ○＆】【。Ｈ日口日切のＨ丙の得の】・
〔巧〕国の○吋○日ｏＨｐＱ屋の可昌鈩のの。、国威○口〔］＠ｍｍ〕回（⑩Ｒ『○ミ◎ミミ計ａｂａＱｍＣＣ蒜・
〔畑〕ロロ仰口〉ヨヨ崖周回句・口口。レロロの芹の富・げい言ｏＲＤＣｍｄ〕良のロの汁日日ｐｍｑ・の．○ＣＢＤのけ葺くのロのｍの】口ご【】ｏＨｏの］の○可○日◎の、
日ぽの○ロ＆］の□ぬの什○ｐ．ｍ．勺○屏○『．ご目、．”・の８俳勉ロロ○・○・旧○回いの①Ｑの，》ｐ．ｍ．Ｏ○豊、⑩蔦ご§⑮いい雪言③ヨミ亘
回８苫Ｓ旨」〉国日ぐ日９ｍ白の旨ののｍｍｏｐｏｏ」宛のｍの日○ケ○○』］○口日日》四日く日Ｑ、色の旨のの印のｏげ。＆勺円のｍの。
〔Ⅳ〕Ｚ畳・ロ“］少・凶の日目・閉ロロ四口の＆ｐｍＤの詮〕》二⑮Ｏ・爵、豊曾③切目；旦暮⑯ロ・の・同ミミミ・旦智曼吻（ご〉域昌・口陛
〔別〕の①日』８口Ｑｐｏ８尉ＨｐＱＰの耳『シのの○○斌戴○口口①、、〕）」口、。旨⑩い⑮閃ロ「乱図いざ量『ｑ○亀⑩ａ『○量。②〉量、ミミ○苫＆§曽冒の瞳、Ｃミ『
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．
〔咽〕○回○□〔］①、、〕〉月ぎめ囚員８苫＆設耳。「ごｇ爵（ご叱白ｊごａの門①（ミミ冴菖⑩②．
〔、〕ロ・Ｚ・○のロヰのｏｐＢＢｐのロロ甘威。ごＰ』○○息ＯＢ陣○口〔］①の巴〉弓『Ｑ琶吻證貝（ミミ員。。『、ミミ（○患い冒忌①閂ミミ葛○歓○苫ａｍｓミー
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少○且のロ昌勺Ｈの⑩の．
。○苫＆鼠。『。「閂冨回篭め』『」．
引用文献３５９ 
⑪
第
四
章
〔１〕池川Ⅲ人口九八四〕「わが国の対欧直接投資」（『海外投資研究所報』五月号）。
〔
２
〕
池
本
清
緬
口
九
八
六
〕
「
日
米
欧
ハ
イ
テ
ク
開
発
競
争
」
有
斐
閣
。
〔３〕長部立旗編〔一九八三〕『塊代フランス経済論』右斐閣。
〔４〕同〔一九八四〕「統合欧州の再生を探るフランス」（『エコノミスト』三月二四日号）。
〔５〕関四経済研究センター〔一九八三〕『日仏経済摩擦の分析』。
〔
６
〕
森
谷
正
規
□
九
八
一
〕
『
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技
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開
発
戦
争
』
東
洋
経
済
新
報
社
。
〔７〕松坂弘〔一九八五〕「ＥＣオリジンと現地調達の考え方」（『題子』十二月号）。
〔８〕吉森贋〔一九八三〕『ヨーロッ・〈の精神と経営』東洋経済新報社。
〔９〕日本Ｈ易振興会〔一九八三〕『欧州における日系企業の経営の実態』。
〔
、
〕
同
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九
八
五
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〕
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業
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、
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口
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五
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〕
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』
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〕
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』
。
〔暇〕同〔一九八四Ｂ〕『欧州の髄丁部Ⅲ（半導体）雄業の動向と日欧産業協力の可能性』。
〔
Ｍ
〕
同
□
九
八
四
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〕
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け
る
欧
州
産
業
』
。
〔胆〕同□九八六〕『世界と日本の海外面接投資』。
〔随〕日本電子機械工業会〔一九八一一一〕『Ⅲ米欧の電子産業の現状と腔望に関する調査報告書Ｉ集積回路編』．
〔Ⅳ〕同外国部〔一九八四〕「欧州民生近子産業界再細の動向と日本業界の対応」（『脳子』一九八四年三月号）。
〔肥〕日本経済調査協議会□九八四〕『ＥＣの共通政策の新しい動き』。
〔四〕同□九八五〕『ＥＣの産業政莱』。
〔卯〕日本興業銀行調森部編□九八四〕『日本産業の新展開』日本経済新聞社。
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幻
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研
究
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□
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○
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